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平成　１３　年度国立環境研究所年報の発刊に当たって

　平成　１３　年度の国立環境研究所年報を発刊することとなりました。本研究所が独立行政

法人国立環境研究所となって最初の１年間の活動がまとめられております。国立公害研究

所としてスタートして以来，改革を何回か繰り返してきましたが，今回の独立行政法人化

に伴う諸改革は最も大きなものでありました。なかでも研究組織の再編は大きな変化で，

６研究領域，６研究プロジェクト，３研究センター，１技術ラボラトリーとなり，研究者

の多くは，専門とする研究領域に所属しつつもプロジェクトなどの複数の研究活動に参加

することになりました。環境研究は長期間を要するミッションが多く，過半の研究は継続

されていますが，��２．５����研究など新しく組織された研究も数多くあります。また廃

棄物関係の研究グループが新しく加わりました。

　研究所の運営も大きく変化しました。環境省（庁）の一機関から独立行政法人となった

ことによる変化は理事会による運営管理だけでなく，財政，具体的には経理面で著しいも

のがありました。これらの諸改革は試行を重ねながら有効かつ効率的なものへと完成を目

指して更に進められております。

　環境研究は長期を要するだけでなく，新しい様相もあらわれております。絶滅，病死の

危機に至る問題と共に，豊かな自然や活力ある生活を蝕む問題もまた重視されるべきであ

ります。より広く，より深い環境観のもとに今後の研究方向を定めなければなりません。

限られた人員，予算のなかで新しい分野を模索することは大変難しいことであります。し

かし日本全国には環境に関心をもつ研究者は少なくありません。全国の研究者と共同すれ

ば，限られた人数の研究者であっても，新しい問題に取り組むことは不可能ではありませ

ん。そのようなプログラムも具体化を考えております。新しい研究棟（循環・廃棄物研究

棟，バイオ・エコエンジニアリング研究施設，環境生物保存棟）も完成しつつあります。

研究者の不足は解決し得ない問題でありますが，充実が進む研究設備を活かし，常勤以外

の研究者，客員研究員，共同研究員などを加えて知恵をしぼり研究を推進して参ります。

　本研究所が社会からの要請に応えて任務を果たしていくためには皆さまのご理解とご支

援が不可欠であります。しかし，それにも増して素直な評価・批判をいただくことが重要

であります。それにより，よりよき方向を見いだしていきたいと考えております。ご指導，

ご鞭撻下さいますようお願い申し上げます。

　　　平成　１４　年６月

独立行政法人�国立環境研究所　　　　　　　

� 　　理事長　合　志　陽　一
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Ⅰ　概　況



　国立環境研究所は，昭和４９年，環境庁国立公害研究

所として筑波研究学園都市内に設置された。

　その後，環境研究に対する社会・行政ニーズに対応す

るため，平成２年７月に，研究部門の大幅な再編成を行

い，名称も「国立環境研究所」に改めた。同年１０月に

は，地球環境研究，モニタリングの中核拠点として「地

球環境研究センター」を所内に設置した。

　また，平成１３年１月の省庁再編に伴い，新たに廃棄

物研究部を設置した。

　さらに，「中央省庁等改革の推進に関する方針」（平成

１１年４月）により，独立行政法人に移行することとさ

れ，「独立行政法人通則法」（平成１１年７月）及び「独立

行政法人国立環境研究所法」（平成１１年１２月）に基づ

き，平成１３年４月に独立行政法人として発足したとこ

ろである。環境大臣が定めた５ヵ年の中期目標（平成

１３～１７年度）に基づき，これを達成するための中期計

画及び１３年度計画を策定し，柔軟な運営による質の高

い研究活動を効果的，効率的に実施していくことを目指

している。

　本研究所の特色は，研究者の専門分野が物理学，化

学，生物学，工学，医学，薬学さらに人文・社会科学分

野と幅広い構成となっていること，大学の研究者や地方

公共団体公害研究機関の研究者等所外の専門家の参加も

得て研究を学際的に実施していること，及び第一級の環

境研究を実施するために必要な大型実験施設を駆使し，

野外の実験調査研究と併せ，研究をプロジェクト化して

総合的に実施していることにある。

（１）予算及び人員

　本年度の予算は，研究所総体の運営に必要な経費とし

て運営費交付金９，２５０百万円，施設整備費補助金３００百

万円が計上されたほか，競争的資金や受託等により，約

３，１１３百万円を確保した。

　平成１３年末の役職員数は２５９名（役員３名，任期付

き研究員を含む）で，このほか，非常勤の研究者を研究

費により雇用できるよう，流動研究員制度の導入を行っ

た。また，中期計画を実施する観点から，研究所の組織

を再編し，必要な職員の配置を行った。

（２）施設

　本年度には，廃棄物・リサイクルに関する総合的な研

究を行うための循環・廃棄物研究棟及び生態工学等を利

用した新しいタイプの浄化槽に関する研究・技術開発等

を行うためのバイオ・エコエンジニアリング研究施設が

竣工したほか，平成１３年度第２次補正予算により，環

境試料や絶滅のおそれのある生物の細胞の長期保存等を

行う環境試料タイムカプセル棟（仮称）に着工した。

（３）研究活動

　中期計画の達成に向け，重点研究分野（表）を中心

に，以下の環境研究の推進を図っている。これらの研究

活動については，研究計画を作成し，関係者に配布する

とともに，ホームページで公開した。

�　重点特別研究プロジェクト

　社会的要請が強く，環境研究としても大きな課題とさ

れている６つのプロジェクトを，プロジェクトグループ

を組織して実施している。

①地球温暖化の影響評価と対策効果

②成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

③内分泌かく乱化学物質とダイオキシン類のリスク評価

と管理

④生物多様性の減少機構の解明と保全

⑤東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化と持

続可能な環境管理

⑥大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼル排気粒

子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明と影響

評価

�　政策対応型調査研究

　環境行政の新たなニーズに対応した以下の調査・研究

を，二つのセンターで実施している。

①循環型社会形成推進・廃棄物管理に関する調査・研究

②化学物質環境リスクに関する調査・研究

�　基盤的調査・研究

　重点研究分野をはじめ，長期的視点に立った基盤研究

や，創造的・先導的調査研究を，６つの研究領域等で実

施している。

　独創的・競争的な研究活動を促すとともに，将来の重

点研究プロジェクト等に発展させるべき研究を奨励する

こと等のため，所内の公募と評価に基づき運営する所内

公募研究制度に基づき，奨励研究１４課題，特別研究６

課題を実施した。

�　知的研究基盤の整備

　研究の効率的実施や研究ネットワークの形成に資する

ため，環境研究基盤技術ラボラトリー（環境標準試料の

作製等を実施）及び地球環境研究センター（地球環境の

戦略的モニタリング等を実施）において，知的研究基盤

を整備している。
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　研究活動評価については，内閣総理大臣決定「国の研

究開発全般に共通する評価の実施方法の在り方について

の大綱的指針（平成９年８月７日）」を踏まえ，「国立環

境研究所研究評価実施要領」を策定し，研究課題の評価

を行ってきている。本年度には，外部の有識者及び専門

家による外部評価として，平成１１年度及び１２年度に終

了した特別研究１０課題の事後評価並びに平成１３年度に

開始した重点特別研究プロジェクト及び政策対応型調査

研究の事前評価を行った。評価結果については，ホーム

ページ上で公開している。

（４）環境情報の提供

　環境情報センターにおいて，環境の保全に関する国内

外の資料の収集，整理及び提供並びに電子計算機システ

ムの運用を行い，国民等への環境に関する適切な情報の

提供サービスを実施した。
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重点研究分野

①�地球温暖化を始めとする地球環境問題への取り組み

－温室効果ガスの排出源・吸収源評価と個別対策の効果評価に関する研究

－地球温暖化に伴う地球環境変動の将来見通しに関する観測・解析・モデリングと影響評価に関する研究

－京都議定書及び第二約束期間への我が国及びアジア諸国の対応可能性の政策研究－オゾン層変動及び影響の解

　明と対策効果の監視・評価に関する研究

②�廃棄物の総合管理と環境低負荷型・循環型社会の構築分野

－環境低負荷型・循環型社会への転換支援のためのシステム分析手法と基盤整備に関する研究

－廃棄物の資源化・適正処理技術及びシステムに関する研究－廃棄物処理に係るリスク制御に関する研究

－汚染環境の浄化技術に関する研究

③�化学物質等の環境リスクの評価と管理分野

－内分泌かく乱化学物質のリスク評価と管理に関する研究

－ダイオキシン類のリスク評価と管理に関する研究

－化学物質の環境動態の解明とモニタリング手法の開発に関する研究

－化学物質のリスク評価と管理に関する研究

－環境有害因子の健康影響の発生メカニズムの解明とその検出手法の開発に関する研究

④�多様な自然環境の保全と持続可能な利用分野

－生物多様性の減少機構の解明と保全に関する研究

－生態系の構造と機能及びその管理手法に関する研究

⑤�環境の総合的管理分野（都市域の環境対策、広域的環境問題等）

－浮遊粒子状物質等の都市大気汚染に関する研究

－酸性雨等の長距離越境大気汚染とその影響に関する研究

－流域圏の総合的環境管理に関する研究

－湖沼・海域環境の保全に関する研究

－地下水汚染機構の解明とその予測に関する研究

－土壌劣化、土壌汚染の機構解明とその予測に関する研究

⑥�開発途上国の環境問題分野

－途上国の環境汚染対策に関する研究

－途上国の経済発展と環境保全の関わりに関する研究

⑦�環境問題の解明・対策のための監視観測分野

－地球環境モニタリング

－衛星観測プロジェクト



Ⅱ　研究組織の概要



�１．１　社会環境システム研究領域

　環境問題の解明や解決には，理学，工学，医学から社

会科学までを含む広範な領域の研究を推進するととも

に，これらの研究を統合して政策決定者に対して適切な

メッセージを出さなければならない。この基本的な政策

ニーズに応えるため，社会環境システム研究領域の研究

が推進されている。この領域の主たる研究活動は，（１）

個々の基礎的研究を統合するコンピュータモデル開発，

政策評価のためのシステム分析手法開発，そしてこれら

のモデルや手法を用いた政策分析から構成される「政策

統合評価研究」，（２）環境経済学，国際政治学等，環境

問題の解明・解決に不可欠の「社会科学研究」，さらに，

（３）環境情報の体系化やリモートセンシング手法の開

発を担う「情報解析研究」，の３つに大きく分類される。

そして，統合評価モデル，資源循環，環境計画，環境経

済，情報解析の５つの研究をベースにして，重点特別研

究プロジェクトや政策対応型調査・研究，地球環境研究

センターと連携して，各種の政策ニーズに対応した質の

高い研究を推進してきた。

　本年度においては，アジアの経済発展と環境保全を両

立させるため，広範囲な持続的発展研究をアジア地域の

共同研究として進めたほか，資源型循環を基調とした社

会形成の必要性と効果に関して，定量的分析のための各

種手法研究を進展させた。また，環境産業の経済効果

等，環境政策と経済発展の関係を分析するモデルや，エ

コ・システムの変化とその社会的影響を推計するモデル

の開発を進めた。さらに，地球規模の人間社会の発展の

シナリオをもとに環境変化のシナリオを作成するととも

に，これらの環境変化の影響を推計するための方法論開

発を進展させた。一方，国際的な環境外交交渉の分析

や，環境保全のための経済的インセンティブの計量，環

境意識の国際比較等，社会科学的研究の着実な進展も見

られた。さらに，衛星によるリモートセンシング手法の

高度化，リモートセンシング・データによる生態系モニ

タリング手法の改良等の成果も得られた。これらの成果

は，アジア環境大臣会合（エコアジア），国連環境計画

地球環境アウトルック（��������），気候変動政府

間パネル，経済協力開発機構（����）等，国際的機関

にインプットされたほか，中国やインド等のアジアの発

展途上国の政策立案にも活用された。さらに，わが国の

総合環境政策，地球温暖化対策，廃棄物対策等，個別の

政策ニーズに対応する政策研究の基礎を提供した。

１．２　化学環境研究領域

　人間活動拡大に伴って地球的な規模で進行するいろい

ろな物質の循環とそれに基づく環境の変化，また複雑

化，多様化する有機物質の汚染とその環境リスクを理解

し，それらの課題を解決するため科学的知見を集積する

ことが重要である。このため化学環境研究領域において

は，環境における物質の計測，地球レベル或いは地域レ

ベルでの動態の解明，及びその生物学的な意義の解明に

関する研究を行っている。

　基盤研究部門である化学環境領域では，以下の４研究

室において，それぞれ独自の研究がなされているが，研

究者の多くは地球環境関連のプロジェクトや環境ホルモ

ン，���等の有害物質関連のプロジェクトにも参加し

て研究を行っている。

　計測技術研究室は，新たな環境計測技術の開発に主眼

がおかれ，環境汚染物質の高感度化等，計測技術の高度

化を進めた。常温動作可能のＸ線検出器の開発，窒素同

位体比測定方法，及び黄砂モニタリング手法について研

究開発を進めた。

　計測管理研究室では，ダイオキシン類の環境モニタリ

ングについて，土壌，底質，水生生物，大気試料などの

分析法の最適化，環境標準試料����������	
２２「土

壌」を用いた精度管理などの研究を行った。また，有害

大気汚染物質の�����による常時監視における精度と

その管理，微小空気浮遊粒子の各種モニタリング法の比

較などの研究を行った。

　動態化学研究室では，環境中元素の存在状態と動態の解

明並びに加速器質量分析法の開発研究を進めた。セレンの

新たな化学形態分析法の開発，岩石の風化過程の解明，�

線顕微鏡による環境変動解析のための装置開発，生態系に

おける過去の物質循環の復元ための安定同位体と放射性炭

素測定を組み合わせた手法の開発などを推進した。

　生態化学研究室では，有機スズ汚染の現状とそれによ

る巻き貝の異常に関する研究を行い，アワビにおける雄

性化現象を明らかにした。

　以上の研究のほか，上席研究官，主席研究官により独

自の研究展開が図られた。すなわち，��＋イオン付加

を利用した新たな質量分析手法の開発，分子軌道計算に

よるダイオキシン類の電子構造と毒性の相関の解明，ハ

ロゲン化メチル等地球的規模での生物起源の揮発性炭化

水素の動態，バイカル湖底泥に反映される地球環境の変

動解析などの研究を行った。
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１．３　環境健康研究領域

　環境健康研究領域においては，環境有害因子（窒素酸

化物・ディーゼル排気ガス等の大気汚染物質，ダイオキ

シンや環境ホルモンなどの有害化学物質，重金属，花

粉，紫外線等）がいかにヒトの健康に影響を及ぼすかに

関する実験的・疫学的研究を行っている。これらの研究

は，健康リスクアセスメントを行うために必要な情報を

提供することを意図している。重点特別研究プロジェク

ト，および化学物質環境リスク研究センターの関連研究

員と連携をとりながら，研究を進めている。さらに，環

境リスク評価のために，重金属，大気汚染物質，紫外

線，ダイオキシン・環境ホルモンなどの文献レビューや

国際動向のとりまとめも行った。

　分子細胞毒性研究室においては，ダイオキシン類の影

響による酸化的ストレスの発生について研究を進めた。

特に，ダイオキシンの投与により抗酸化ストレスタンパ

ク質であるヘムオキシゲナーゼ�１とメタロチオネイン

遺伝子が早期に発現されることを見いだした。また，

��レセプター・ノックアウトマウス，���２・ノックア

ウトマウスなどを用いて，ダイオキシン類や多環芳香族

化合物の毒性発現への酸化ストレスの関与の解明を進め

ている。

　生体防御研究室においては，大気汚染物質（ディーゼ

ル排ガス粒子，オゾン，花粉など）が免疫系など生体防

御機能に与える影響を解明するために，マウスをディー

ゼル排気暴露環境下で育て，炎症性細胞の集積に及ぼす

影響について検討を行った。また，大気汚染物質の影響

評価のための培養細胞を用いた新たな人工肺胞組織の形

成について研究した。

　健康指標研究室では，メタロチオネイン欠損マウスを

用いて重金属の健康影響に及ぼす生体防御タンパク質の

機能を解明する研究が行われた。また，ヒ素化合物の癌

関連遺伝子の発現に及ぼす実験的研究，代謝動態に関す

る速度論的研究，感受性要因に関する文献調査研究など

が行われた。

　疫学・国際保健研究室においては，人間集団を対象と

した環境保健指標の開発のため，人口動態死亡統を用い

た浮遊粒子状物質濃度と循環器疾患，呼吸器疾患による

死亡との関連解析，ならびにゴミ焼却施設等のデーター

ベース作成と各種健康影響との関連性について解析を開

始した。中国における都市大気汚染による健康影響と予

防対策に関する国際共同研究では，瀋陽市において二酸

化硫黄，粒子状物質濃度の環境測定と住民の個人暴露調

査を開始し，小学生を対象にした肺機能検査，質問票調

査などによる呼吸器影響の調査を実施した。

１．４　大気圏環境研究領域

　大気圏環境研究領域では，地球温暖化を始めとする地

球環境問題への取り組み，環境の総合的管理（都市域の

環境対策，広域的環境問題），開発途上国の環境問題，

環境問題の解明・対策のための監視観測，の各重点研究

分野において，地球温暖化，成層圏オゾン層破壊，酸性

雨といった地球規模の環境問題や，都市の粒子状物質大

気汚染問題に代表されるような地域的な環境問題を解決

するための基礎となる研究を推進した。本年度は，２課

題の特別研究，２課題の奨励研究，２２課題の経常研究，

１１課題の外部資金による研究を行ったほか，地球温暖

化研究プロジェクト，成層圏オゾン層変動研究プロジェ

クト，��２．５����研究プロジェクト等の併任メン

バーとして，また地球環境研究センターの併任または協力

研究者として，プロジェクト研究推進への協力を行った。

　大気物理研究室では，大気海洋結合気候モデルを用い

た温室効果ガスおよびエアロゾルの増減に伴う将来の気

候変化のシミュレーション等，気象学・大気物理学を基

礎とした大気循環および物質循環の研究を行った。

　大気反応研究室では，気相の化学反応の研究と大気中

の反応性微量成分の観測に関する研究を室内実験，野外

観測の両面からそれぞれ行った。

　遠隔計測研究室では，レーザーレーダー（ライダー）

を用いた観測研究や手法の開発を行うとともに，地上，

研究船を利用した黄砂エアロゾルや人為起源エアロゾル

の輸送機構，西部太平洋地域のエアロゾルと雲の立体分

布と光学特性に関する，広地域にわたる観測的研究を行

い解析を行った。

　大気動態研究室では，温室効果気体および関連物質の

動態を調べるため，濃度の長期観測や同位体比の測定を

行った。また廃坑を利用した人工雲実験を行い，樹木に

対する微小水滴沈着の実験を行った。

　酸性雨研究チームでは，酸性大気汚染物質の樹木沈着

ならびに環境汚染のタイムカプセル樹木入皮に蓄積した

汚染物質の時系列変化に関する測定を行った。また，越

境大気汚染の定量化のため，冬季の若狭湾岸での大気汚

染物質の観測，発生源インベントリーの精緻化，ソー

ス・リセプターマトリックスの作成を行った。
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１．５　水土壌圏環境研究領域

　水土壌圏環境研究領域では地球温暖化，酸性雨，海洋

汚染，砂漠化といった地球環境問題及び湖沼・海域の水

環境保全やバイオテクノロジーを用いた水質改善などの

地域環境問題に関して現象解明，影響評価，予測手法，

環境改善手法等の基礎的研究を行っている。本年度は地

球環境研究２課題，受託研究１課題，民間委託研究１課

題，経常研究８課題，奨励研究３課題，特別研究１課

題，環境修復技術開発研究１課題，科学技術振興調整費

による研究１課題，原子力試験研究１課題，文部科学

省・科学研究費補助金による研究２課題を行った。

　水環境質研究室では，石油系炭化水素化合物の土壌中

での挙動・生分解性に関する基礎研究を行うとともに，

漂着重油の生分解過程を追跡する新たな分子生物学的手

法の開発を行った。

　土壌環境研究室では，将来使用量が急増すると予想さ

れる次世代技術利用金属（銀，インジウム，ビスマス，

アンチモン，スズなど）の土壌中動態を土壌環境シミュ

レーター（ライシメーター）を用いて検討するとともに，

それら金属の土壌生態系影響を微生物培養試験を用いて

検討した。アルミニウムの土壌から水圏への溶出と水圏

での滞留の機構に関する調査・研究やバイカル湖堆積物

の元素組成を指標にした古環境の復元なども行った。

　地下環境研究室では，粘性土及び砂質土の圧縮性状，

開発した地盤沈下観測システムの改良と観測についての

研究を行った。また，環境省受託で，深層地下水揚水に

伴う地盤沈下機構に関する調査研究を行った。

　湖沼環境研究室では湖沼を含む流域圏を対象とし，溶

存有機物（���）の特性や水生生態系への影響に関す

る科学的知見を集積し，有機炭素ベースの汚濁原単位を

求め，流域発生源モデルと湖内モデルを構築し，湖水中

の���および難分解性���の主要発生源を把握した。

同時に，���の特性・機能・影響をより定量的に評価

できる手法を開発し，流域由来の汚濁負荷変動により引

き起こされる湖水���の変化や，それに伴い生起する

植物プランクトン増殖・種組成等の変化を評価した。

　海洋環境研究室では人為影響による海洋汚染および海

洋における物質循環の変動に関する研究を行った。「ア

ジア縁辺海域帯の健康度の持続的監視・評価手法と国際

協力体制構築に関する研究」および「サンゴ礁生態系の

撹乱と回復促進に関する研究」を行ったほか，「夏季播

磨灘における連続モニタリング」を行った。�

１．６　生物圏環境研究領域

　生物圏環境研究領域では，分子レベルから生態レベル

までの生物にかかわる基礎・応用研究を推進している。

本年度は奨励研究を含めて１１課題の経常研究を行った。

また，環境研究総合推進費による研究２課題，重点共同

研究１課題，科学技術振興調整費による研究１課題，文

部科学省・科学研究費補助金による研究４課題，他省庁

からの委託による研究２課題が推進された。

　生態系機構研究室では，湿地生態系（湿原・湖沼・河

川・干潟）及び高山生態系の構造と機能を解明する研究

を行った。尾瀬沼の帰化・在来の水生植物の分布と底質

調査を実施し，さらに尾瀬ヶ原の赤雪現象の解明研究を

行った。島嶼地域の河川底生動物群集の調査を行った。

河川渓流や河口の汽水域における自然環境保全のための

評価手法の検討した。また，干潟における海草類の各個

体群形成種のバイオマスや分布の変動を追跡した。

　系統・多様性研究室では，微生物（バクテリア，菌類，

微細藻類）や底生動物の多様性に関する研究を，セル

ロース分解細菌の機能測定，微細藻類の種組成や種内の

遺伝的変異の解析，ユスリカ幼虫頭部の微細形態による

種の検索表の作成，亜熱帯島嶼の水生昆虫相の解析とい

う方法で行った。また，円石藻を用いた地球環境モニタ

リングのため基盤情報の蓄積や絶滅の危機に瀕する淡水

産紅藻の系統保存方法の検討も行った。

　熱帯生態系保全研究室では，熱帯林地域の森林伐採や

土地利用転換の結果，発生している生態系変化の現況を

把握し，森林を含む地域全体の生態系管理へむけた手法

を開発することを目的として，マレーシア半島部におい

て，１）森林の荒廃が生物生産機能及び物質循環系に及

ぼす影響　２）森林の荒廃が多様性の維持機能に及ぼす

影響　３）森林の公益機能の環境経済的評価手法開発に

関する研究を行った。また，高山草原における炭素動態

と温暖化影響を明らかにするため，青海・チベットの青

海高山草原定位ステーションで生物気象環境・���と��

�フラックスの観測，光合成蒸散及び土壌呼吸の測定を

行い，当該草原生態系の炭素動態の短期変化を検討し

た。

　分子生態毒性研究室では，様々な環境要因が原因と

なって植物に生じるストレスとそれに対する植物の耐性

機構を分子レベルで明らかにすることを目的に，シロイ

ヌナズナの環境ストレス感受性変異体の単離とその解析

を行っている。これまでに単離した約５０系統のオゾン
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感受性変異体のうち９系統について，種々の異なるスト

レスに対する感受性を調べた結果，これらの系統は少な

くとも８種類のグループに分けられることがわかった。

１．７　地球温暖化の影響評価と対策効果プロ

ジェクトグループ

　地球温暖化問題は今，巨大な不確実性を抱えながら

も，現象解明から対策研究へとその重点を移しつつあ

る。京都議定書の達成が緊急の課題になり，さらに，

２０２０年から２０３０年を目指した対策や今後一世紀にわた

る長期的な対応のあり方が問われている。しかも，残さ

れている現象面の色々な不確実さを解明していかなけれ

ばならない。

　本プロジェクトは，過去１０年以上にわたって蓄積さ

れた研究成果を基礎にして，これらの新しい研究ニーズ

に体系的に応えることを目的とする。このため，経済発

展・気候変動及びそれらの影響を統合的に評価するモデ

ルを開発・適用して，京都議定書及びそれ以降の温暖化

対策が地球規模の気候変動及びその地域的影響を緩和す

る効果を推計する。そして，中・長期的な対応方策のあ

り方を経済社会の発展の道筋との関係で明らかにし，こ

れらの対応方策をアジア地域の持続可能な発展に融合さ

せる総合戦略について検討する。また，フィールド観

測，遠隔計測，統計データ等をもとに，陸域と海洋の吸

収比，森林の二酸化炭素吸収�放出量・貯留量，二酸化

炭素の海洋吸収とその気候変動に対する応答等を推計

し，炭素循環とその変動要因を解明する。

　本研究は，「炭素循環研究」と「統合モデル研究」の

二つの分野に分けて，５つの研究チームによって実施し

ている。平成１３年度は，「炭素循環研究」では，炭素循

環解明のための観測技術の開発方針を検討するととも

に，炭素吸収源の計測技術の検討及びその評価のための

制度設計調査を行なった。また，海洋吸収鉄散布実験を

成功裏に終了し，苫小牧での土壌呼吸装置及びシベリア

での観測サイトの設置も完了した。一方，「統合モデル

研究」では，主要モデル及び戦略的データベースの基本

部分の改良・開発に着手するとともに，これらを適用し

て排出シナリオ，気候変動シナリオ，及びアジアの将来

環境の変化シナリオを概括的に予測した。特に，気候モ

デル入力用の排出シナリオ（対策シナリオ）を����の

要請に応じて作成するとともに，気候モデルの改良に着

手して，過去１００年の検証用データの収集を開始した。

また，アジア太平洋地域の国別簡略モデルを完成させる

とともに，アジア太平洋一般均衡モデルの開発に着手し

た。また，エネルギー・マテリアル統合モデルの途上国

移転を開始し，温暖化影響モデルの改良・開発と，����

気候変化シナリオに基づく影響評価を開始した。

１．８　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機

構解明プロジェクトグループ

　本プロジェクトでは，高緯度域を対象にした人工衛星

搭載センサー（衛星観測），及び中緯度域に設置した地上

遠隔計測機器等によるオゾン層の観測を行い，オゾン層

変動の監視やオゾン層変動機構の解明に資するデータを

国内外に提供する。さらに，データ解析，モデリング等

によりオゾン層変動機構に係る科学的知見の蓄積を図

り，将来のオゾン層変動の予測，検証に貢献することを

目的としている。このため，衛星観測研究チーム，地上リ

モートセンシング研究チーム，オゾン層モデリング研究

チームの３チーム体制で，以下に示す研究に当たっている。

（１）衛星搭載センサーによるオゾン層変動の観測

　平成１４年１１月以降に打ち上げ予定の，環境省が開発

した人工衛星搭載オゾン層観測センサー「改良型大気周

縁赤外分光計Ⅱ型（������Ⅱ）」で取得される観測デー

タを処理し，オゾン層研究，オゾン層監視等，科学的利

用のためのデータプロダクトとして，国内外に向けて提

供する。さらに，平成１８年度頃の打ち上げ予定の，

������Ⅱ後継センサーである「傾斜軌道衛星搭載太陽掩

蔽法フーリエ変換分光計�������」のデータ処理，運用

に係る地上システムを開発し，�����の運用開始に備

える。

（２）地上リモートセンシングによるオゾン層変動の監視

　つくば（国立環境研究所）及び陸別（陸別成層圏総合

観測室）における地上からのオゾン層モニタリングを継

続実施し，国際的ネットワークである����データ

ベースにデータを提供するとともに，国内外に向けて

データの提供を行う。

（３）オゾン層変動の解析とモデリング

　極域オゾン層変動に係る物理・化学的に重要な要素プ

ロセスについて，その機構及びオゾン変動に対する寄与

の解明を行う。また，オゾン層保護対策の根拠となった

オゾン層変動予測，及び最新のオゾン層変動予測の検証

を行い，オゾン層保護対策の有効性評価に係る知見を提

供する。
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１．９　内分泌かく乱化学物質及びダイオキシン

類のリスク評価と管理プロジェクトグループ

　環境ホルモン（内分泌撹乱化学物質）及びダイオキシ

ン類のリスク評価と管理の手法の開発研究を行うプロ

ジェクト研究グループであり，以下の７つの研究チーム

を中心にして研究展開をはかってきている。

　①計測・生物検定・動態解明研究チームでは，内分泌

撹乱化学物質の機器分析や生物試験法の開発をすすめ，

全国的なモニタリングに備え，あるいは各種化学物質の

評価をすすめる。また開発された分析法等を用いて地域

における環境動態の解明をすすめた。

　②生体機能評価研究チームでは，内分泌撹乱化学物質

の，特に脳・神経系への影響を評価するための測定解析

手法の評価を行い，内分泌撹乱化学物質の影響の評価を

行った。人の脳観察の手法として，高磁場���の開発・

応用をすすめた。

　③病態生理研究チームでは，内分泌撹乱物質の免疫系

への影響を評価するための解析手法の開発を行うと共

に，化学物質と我が国において急増している各種のアレ

ルギー疾患との関連について研究を準備した。

　④生態影響研究チームでは，巻貝類，魚類，鳥類など

の野生生物における個体数減少，性比の変化，生殖器奇

形などの異常の有無等についてフィールドを設定して明

らかとする研究を行った。また実験室内試験として，無

せきつい動物及びメダカ等の試験生物で内分泌撹乱化学

物質の影響のバイオマーカーを明らかとする研究をすす

めた。

　⑤ダイオキシン健康影響研究チームでは，ダイオキシ

ンの人・生殖・発生影響にかかわるリスクを評価するた

め，体内負荷量及び生体影響評価指標（バイオマー

カー）の開発研究を行うとともに，ヒトにおける感受性

要因の解明を行う検討を行った。

　⑥対策技術チームでは，内分泌撹乱化学物質やダイオ

キシンの処理技術の開発を進めた。また，ダイオキシン

の発生や排出抑制のための簡易計測法の検討を行った。

　⑦総合化研究チームでは内分泌撹乱化学物質やダイオ

キシンの管理と評価のために，地理情報システムをベー

スとした情報システムの構築を行い，環境予測や汚染分

布等の解析及び発生源対策に役立てる総合的な手法の開

発を行った。

�

１．１０　生物多様性の減少機構の解明と保全プロ

ジェクトグループ

　生物多様性減少の多くの原因のなかで，生息地の破

壊・分断化と侵入生物・遺伝子組換え生物に着目し，生

物多様性減少の防止策並びに適切な生態系管理方策を講

じるための科学的知見を得ることを目的にする。このプ

ロジェクトでは，ある地域内の生物種数や種多様性だけ

を生物多様性と呼ぶのではなく，地域固有の生物が存在

することが生物多様性の重要な側面であると考える。ま

た，生物多様性には遺伝子，種，生態系の３つのレベル

が存在する。各レベルの生物多様性を空間的な広がりの

中で捉え，それに対する人間活動の影響を評価する。

　生物個体群研究チームは，那珂川と霞ヶ浦・利根川流

域の景観分布のデジタル地図化を１９６０・１９９０年代につい

て完了した。この地図を活用して生息場所好適性の評価

の手法をカワトンボとオオヨシキリについて開発した。

また，鳥類・蝶類の分布情報を地図区画別に整理し，そ

れをもとに保全区域設定手法の開発を行っている。

　多様性機能研究チームは，流域を構成する様々なラン

ドスケープを客観的に定義し，その質，量，およびその

配置と生物多様性との関係を導き出すことによって，ラ

ンドスケープの分断・縮小などの人為的改変が，生物多

様性に及ぼす影響を評価している。そして生態系保全を

流域レベルの空間スケールで行うための生物多様性予測

モデルの開発を行っている。

　群集動態研究チームは，多種生物共存のメカニズムを

分析することを目的として，生物群集のシミュレーショ

ンモデルを開発して研究を進めている。特に（１）に森

林生態系の個体ベースモデルおよび（２）進化的な時間

スケールでの群集の動態を表現するモデルを用いた研究

に重点をおいて，現実の生態系との対応関係を検討しな

がら多様性のダイナミクスについて理論的な解析を進め

ている。

　侵入生物研究チームは，侵入生物が在来生物種および

生態系に及ぼす影響を調べるために，侵入生物の生態学

的特性，起源，分布拡大状況などの情報を収集するとと

もに，野外調査および実験系によって侵入生物と在来生

物の間の生物間相互作用について生態学的・集団遺伝学

的・生化学的に分析を進めている。

　分子生態影響評価研究チームは，遺伝子組換え植物・

微生物の挙動を調査する為のマーカー遺伝子を検索し，

有用性を検討している。また，遺伝子組換えダイズとそ
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の近縁野生種であるツルマメの開花時期を調査してい

る。さらに，遺伝子組換え微生物の環境中における生残

性に関する基礎的研究を行っている。

１．１１　東アジアの流域圏における生態系機能の

モデルと持続可能な環境管理プロジェクト

グループ

　２１世紀の日本及びアジア・太平洋地域における均衡あ

る経済発展にとって，森林減少，水質汚濁，水資源枯

渇，土壌流出等の自然資源の枯渇・劣化が大きな制約要

因となりつつある．こうした環境問題に対処するために

は，環境の基本ユニットである『流域圏（山～河川～

海）』が持つ受容力を科学的に観測・把握し，モデル化を

行うことにより環境受容力の脆弱な地域を予測した上

で，環境負荷の減少，環境保全計画の作定，開発計画の

見直し，環境修復技術の適用等環境管理を行っていくこ

とが最も必要である。本プロジェクトは，東アジアを対

象として，流域圏が持つ生態系機能（大気との熱・物質

交換，植生の保水能力と洪水・乾燥調節，水循環と淡水

供給，土壌形成と侵食制御，物質循環と浄化，農業生産

と土地利用，海域物質循環と生物生産など）を総合的に

観測・把握し，そのモデル化と予測手法の開発を行うも

のである。

　衛星データ解析チームでは，アジア・太平洋地域を対

象として，広域の地表面を定期的に観測することのでき

る各種の衛星センサ（���������	
，���������	な

ど）を利用することにより，環境の変化を実証的に把握

し，自然資源の持続的管理に資する情報を得ることを目

的としている。具体的には，土地利用・土地被覆及び生

態系の現状と変化の把握，重要サイトと攪乱サイトの同

定，温暖化や砂漠化による影響の監視などを行ってい

る。

　沿岸域環境管理研究チームでは，原油・汚染・汚濁物

質等による沿岸生態系への被害や，埋め立て・護岸工事

等による環境の破壊など，人間活動の影響を大きく受け

てきた沿岸域における汚染や開発による環境影響を軽減

し，さらに沿岸域環境を改善するための修復方策の効果

を検討するために，沿岸域環境の変動予測モデルを開発

し，環境影響評価法等との関連から，沿岸域環境管理の

ための手法を整備している。

　流域環境管理研究チームでは，中国内陸部の経済発展

のため推進されている長江・黄河の内陸開発推進のため

の三峡ダム，長江から黄河への導水事業（南水北調）な

どの大規模水資源開発に伴う流域生態系，農業生産及び

水資源保全に与える影響を予測し，持続可能な発展をも

たらすために陸域環境統合モデルの確立を国際的連携の

もとに行っている。

１．１２　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディー

ゼル排気粒子（���）等の大気中粒子状物

質の動態解明と影響評価プロジェクトグ

ループ

　本研究プロジェクトでは，都市大気中における

��２．５や���を中心とした粒子状物質による大気汚染

の発生機構から影響評価までを一貫して研究する。発生

源特性の把握，測定方法の開発，環境大気中での挙動の

解明，地域濃度分布及び人への曝露量の予測，動物曝露

実験による閾値の推定，発生源対策シナリオについて検

討を行うために，社会環境システム研究領域，化学環境

研究領域，環境健康研究領域，大気圏環境研究領域，か

らなる以下の５研究チームを中心に研究を実施してい

る。

　交通公害防止研究チームでは，シャシーダイナモ実験

や車載型計測の手法を用いて，実走行状態での発生源特

性を把握する。これとともにトンネル調査や沿道調査等

により自動車からの排気成分の実態を明らかにする。ま

た，固定発生源からの粒子状物質発生量を調査し，固

定・移動発生源からの都市，沿道��・���発生量を明

らかにする。さらに��・���対策の視点から交通・物

流システムの改善策とその効果の評価を大都市圏を対象

に検討する。

　都市大気保全研究チームでは，風洞実験，航空機観

測，モデル解析，データ解析手法を確立し，沿道スケー

ルから地域スケールの環境大気中における二次生成粒子

状物質を含む粒子状物質の動態を立体的に把握する。具

体的には広域��２．５・���モデル，および都市・沿道

��２．５・���モデルを検証し，都市・沿道大気汚染予測

システムを構築する。このモデルを用いて発生源と環境

濃度との関連性を定量的に明らかにする。

　エアロゾル測定研究チームでは，ガス状成分，粒子状

物質計測のための各種測定手法を比較評価し，発生源と

環境における粒径別粒子状物質やガス状物質の組成や濃

度を把握する。また空間的な分布をリアルタイムで把握

するための計測システムを検討する。これと共に広域・
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都市・沿道��２．５・���把握のためのモニタリングシ

ステムを構築する。

　疫学・曝露評価研究チームでは，曝露量・健康影響評

価のために地理情報システム（���）を運用し，

��２．５・���の地域分布の予測を行う。この結果を統

計解析し，それぞれの地域における曝露量を予測する。

さらに，���を利用した全国・地域��２．５・���曝露予

測結果と疫学データとの関連性を解析し，健康リスク評

価に関する資料を提供する。

　毒性・影響評価研究チームでは，実験的研究を実施し

て，��特に���の健康影響に関する知見を集積する。

デイーゼル排気全体の呼吸―循環系への影響を明らか

し，次にデイーゼル排気中成分の曝露実験を行い，排気

中の粒子あるいはガス成分の呼吸器系への影響並びに循

環器系への影響を順次解明する。これらの結果を基に，

デイーゼル排気曝露の動物への濃度―影響関係から閾値

の算定を行う。

１．１３　循環型社会形成推進・廃棄物研究セン

ター

　平成１３年４月に発足した循環型社会形成推進・廃棄物

研究センター（以下，循環・廃棄物研究センター）では，

循環型社会における適正な物質循環や廃棄物管理のあり

方を研究・提案することを目的としている。そのめざす

ところは２０世紀型の大量生産・大量消費・大量廃棄型の

社会から，さまざまな研究と政策のツールを駆使して，

物質循環を基本とした環境低負荷型で一次資源利用抑制

型の循環型社会を構築することにある。研究と政策の

ツールとしては，技術，法制度，経済的手段，情報，モ

ニタリング手法などがあり，問題の対象に応じて，効果

的に組み合わせる必要がある。具体的な重点研究分野と

して，廃棄物の総合管理と環境低負荷型・循環型社会構

築に関わる分野が特定されており，「循環型社会構築」

の枕詞として「環境低負荷型」を授けていることが，今

後の研究推進に向けた一つの意志と考えている。

　循環・廃棄物研究センターでは，循環型社会への転換

を支援するための評価手法や基盤システム整備に関する

研究を一つの核に据えている。廃棄物の発生から再資源

化・処理及び処分に至るまでの様々な局面での廃棄物問

題について，廃棄物の発生抑制や資源化，適正処理に関

連した対策技術やシステムの開発，評価なども重要な研

究対象となる。また，有害物質の管理やリスク管理を念

頭においた現象解明的研究から制御に関する研究もカ

バーして，研究を進めている。

　当面は，①循環型社会形成システム研究室，②循環技

術システム研究開発室，③適正処理技術研究開発室，④

最終処分技術研究開発室，⑤循環資源・廃棄物試験評価

研究室，⑥有害廃棄物管理研究室，⑦バイオエコエンジ

ニアリング研究室の７研究室態勢（定員２３名（任期付

１４名を含む））で研究推進することとしている。

　現在の重点課題は政策対応型調査・研究として，２００１

年から５年間の中期計画で策定された４つの研究テーマ

で，１）循環型社会の評価手法と基盤整備に関する研

究，２）廃棄物の資源化・処理・処分技術の研究，３）

循環廃棄に関連する総合的なリスク制御手法に関する研

究，４）汚染環境の浄化技術に関する研究である。環境

保全を図りつつ，一次資源利用と廃棄物発生を抑制し，

再利用する物質の流れを創り上げ，適正な廃棄物の管理

を行うことをめざした研究を推進している。

１．１４　化学物質環境リスク研究センター

　化学物質汚染は，ダイオキシン類，内分泌攪乱化学物

質など，新たな汚染が顕在化するたびに複雑化，多様化

しており，そのリスク管理はますます難しくなってい

る。化学物質環境リスク研究センターは化学物質の環境

リスク管理に係る政策を支援する政策対応型調査・研究

を実施するため，研究所の独立行政法人化に伴い，新た

に設けられた組織である。当センターは，リスク管理の

基本となるリスク評価の３つの主要な要素である，曝露

評価，健康リスク評価及び生態リスク評価をそれぞれ担

当する３つの研究室から構成されている。

　当センターでは，化学物質のリスク評価・管理に係る

課題を幅広く調査・研究の対象としているが，化学物質

にかかわって実施される重点特別研究プロジェクト等，

所内の関連研究との整合を図りながら，化学物質の曝露

や有害性に係る知見やデータを創出するとともに，それ

らを統合・解析して環境リスクを評価・管理する手法を

開発する。また，これらの手法を用いて環境リスクの現

状を評価し，結果を公表することにより，化学物質環境

リスクの適正な管理に向けて政策の立案や社会的合意形

成に資することを目的として，調査・研究を行ってい

る。

　平成１７年度までの中期計画では，政策対応型調査・研

究として「効率的な化学物質環境リスク管理のための高
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精度リスク評価手法等の開発に関する研究」を実施して

いる。この研究では，リスク管理を推進する上で解決すべ

き課題として，現時点では対応できていないリスクの管

理と増大するリスク管理コストの適正化の２つを取り上

げ，曝露評価，健康リスク評価，生態リスク評価及びリス

クコミュニケーション手法の開発を行っている。

　本年度は中期計画の初年度として，曝露評価は変動を

考慮した曝露評価手法と少ない情報に基づく曝露評価手

法，健康リスク評価は感受性を考慮したリスク管理手法

と実用可能なバイオアッセイ手法，生態リスク評価は個

別生物への影響に基づく生態リスク評価手法を開発する

とともに，リスクコミュニケーションはデータベースの

充実を図り，住民参加型会議実験計画を検討した。

　本年度はこれらに加えて，健康影響評価，生態影響試

験法，バイオアッセイ手法に係る研究を実施した。

　また，化審法の審査などを支援する活動を行うととも

に，緊急の政策課題への対応する研究として，土壌汚染

対策の法制度化に対応して，土壌中化学物質の曝露評価

を行った。

１．１５　地球環境研究センター

　地球環境問題は，近代科学のめざましい発展のもと，

人口の増加・エネルギーと資源の大量消費などにより，

過去に類のない繁栄を享受しているところに起因してい

る。こうした状況に直面し，地球環境問題解決の国際的

機運が高まっている反面，科学的理解が不十分なため，

実際の対策をとる国際的・国内的合意が形成されにくい

のが現状である。例えば，地球温暖化に関しては気候変

動枠組み条約（������）が１９９２年に締結され，地球

温暖化防止京都会議����３�で削減目標が設定された

が，科学的根拠が不十分であることなどを理由に米国が

批准を拒み，実効のある削減が危うくなっている。実

際，けっして離脱を正当化するものではないが，例えば

議定書で取り決められた森林の二酸化炭素吸収について

は科学的根拠に基づいた評価は困難であること，将来の

二酸化炭素濃度安定目標も未だ科学的に十分な根拠を

持って提案できていないこと，将来どこでどのような影

響が出るかも不確実であるなど，研究の立ち後れは明白

である。

　地球温暖化や成層圏オゾン層などの研究プロジェクト

は，上記のような地球環境問題のある分野で，限られた

期間に目的とする課題を遂行するものである。地球環境

研究センターはこれらと連携しながら，もっと長期的視

点で知的基盤を整備する研究として，以下の業務を実施

している。

　地球環境問題は容量的な問題であり，長期の人為活動

の蓄積が徐々に地球規模の問題を引き起こしている。そ

のため大気，海洋，生物圏のモニタリングを実施し，そ

の長期の変動を把握するとともに，それから変動の要因

を抽出しメカニズムを解明する研究にデータを提供して

いる。将来を予測するためのモデル構築に必要な地理的

情報や社会・経済的データを提供し，また，スーパーコ

ンピュータを整備し地球環境の変動を予測するモデル研

究を支援している（モニタリング，データベース，スー

パーコンピュータの提供）。

　地球環境問題の第二の特徴は，問題が相互に強くリン

クしていることである。たとえば二酸化炭素放出源とな

る森林伐採は種の多様性も減少させているし，温暖化の

進行は脆弱な自然を破壊し，種の多様性を減少させると

予想されている。また温暖化による海面上昇は農地を奪

い，更なる森林の農地転用が進むことが予想される。

従って，地球環境問題の研究においては俯瞰的・総合的

視点で推進することが必要であり，地球環境研究セン

ターは地球環境研究者の相互理解を増進し，国の内外の

共同研究を促進することを大きな柱としている（研究の

総合化）。

　地球環境問題の第三の特徴は，あらゆる年齢・階層・

職業の人々が，地球環境問題の深刻さを理解し，それを

解決するために努力することを必要としていることであ

る。地球環境研究センターは研究成果を広く理解しても

らうために，分かりやすい広報活動にも力を尽くしてい

る。

１．１６　環境研究基盤技術ラボラトリー

　環境研究基盤技術ラボラトリー（基盤ラボ）が業務と

するのは（１）環境標準試料の作製と分譲　（２）環境

試料の作成と長期保存　（３）共通機器の管理　（４）環

境微生物の収集・保存と分譲　（５）絶滅危惧生物の保

存，および（６）生物資源情報の整備などである。本年

度は（１）環境試料の作成では，茶葉から重金属および

難分解性有機塩素化合物を対象とした標準試料を作製し

た。また，本年度より環境試料を所外の希望者に対して

有償分譲を開始した。（２）環境試料の長期保存では，

今後の環境試料の収集・保存のあり方を検討し，長期的
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将来計画を策定した。（３）共通機器の管理では，共通

機器を有償使用とし，器機ごとの使用料を設定した。

（４）環境微生物の収集・保存と分譲では微細藻類とくに

藍藻類を中心に収集・保存と分類学的同定を行った。ま

た，分譲可能な株のリストはホームページから検索・分

譲依頼ができるように整備された。（５）絶滅危惧生物

の保存では，シャジクモの保護栽培を開始し，その培養

条件を確立した。（６）生物資源情報の整備では，生物

資源にかかわる情報・分類・保存に関する国際的協力活

動を展開し，国内外の生物資源ネットワーク体制の構築

に向けた準備が進められている。

　環境研究として，地球環境研究総合推進費２課題，科

学技術振興調整費１課題，経常研究４課題を行った。

　有毒シアノバクテリアの毒素ミクロシスチンの中で最

も頻繁に検出されるノーマルミクロシスチンを選択的に

定量する方法を開発した。この方法は簡便な比色定量や

薄層クロマトグラフィーから，�������や�������

による高感度分析まで可能であることを明らかにした。

また，シアノバクテリア���������	
�����から単離され

た新規環状ペプチド����������	
�および�を同定した。

これらのペプチドは������ユニットを含み，プロテイ

ンホスファターゼ��１および��２�を阻害した。��

１および��２�に対する阻害は環状ペプチドを構成す

るアルギニンと���メチルホモチロシン残基の存在と密

接に関係することを明らかにし，��１と��２�に対す

る活性の比較から，構造－活性相関を明らかにした。

　現在，世界的な広がりを見せている有毒シアノバクテ

リア��������	
����
	�	�������	���がタイのバンコック近

郊の数カ所の水源で大量発生していることを明らかに

し，グアニジルアルカロイドに属する肝臓毒シリンドロ

スパモプシン（��������	
����
	��）と毒性のないデオ

キシシリンドロスパモプシン（���������	�
����


������）を同定した。
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Ⅲ　重点特別研究プロジェクトおよび�
政策対応型調査・研究の概要



１．重点特別研究プロジェクト

１．１　地球温暖化の影響評価と対策効果

１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔研究課題コード〕０１０５��０１１

〔代表者〕井上　元（地球温暖化の影響評価と対策効果

プロジェクトグループサブリーダー）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕地球温暖化を引き起こす大気中の二酸化炭素

などの濃度上昇は，化石燃料消費・セメント生産や農業

開発や材木消費に伴う森林減少が直接的な引き金となっ

ている。排出された二酸化炭素の約４割が大気中に残留

し，約２割が海洋に，約４割が陸域生態系に吸収されて

いると見積もられているが，特に陸域生態家による吸収

量の推定の誤差は大きい。本研究では，これら二酸化炭

素の陸域・海洋への吸収の空間的・時間的パターンを明

らかにすること，さらにそれらを支配するメカニズムを

理解することにより，気候変動下での二酸化炭素濃度の

変動を予測することを目的とする。国際的な共同研究の

枠組みの中で大気観測から陸域・海洋の二酸化炭素吸収

比を明らかにすること，地球環境研究センターのモニタ

リングデータを解析し，海洋表層水の二酸化炭素吸収分

布や，その季節変動を明らかにすること，大気境界層の

二酸化炭素変動から広域の森林吸収を評価する手法を開

発すること，森林の二酸化炭素収支を観測すること，そ

の結果を広域に拡大適用するための遠隔計測手法を開発

すること，林内の炭素循環のメカニズムやそれを支配す

る要因を明らかにすること，地域規模の人為を含む二酸

化炭素収支を統計データと大気観測の両面から推定し比

較検討することなどの研究が必要である。

　また，京都議定書において二酸化炭素の排出削減努力

として森林吸収を評価すること，その国際的な取引など

の仕組みができたので，その政策を支援する研究も重要

な課題である。

〔内容および成果〕

　グローバルな陸域・海洋吸収の評価を目的として，国

際的な協力の下で二酸化炭素のモニタリングが実施され

ている。本研究では，陸域と海洋の二酸化炭素吸収比を

推定する方法として，定点での酸素濃度自動分析，太平

洋上の船舶での大気サンプリングによる酸素／窒素比・

炭素同位体比観測体制の整備を行った。同時に同位体測

定結果を相互に比較し，空間的吸収パターンを推定する

ため，国際的データ統合に向けた同位体比測定の試料の

調整や比較実験等を行っている。大気から濃縮した試料

の同位体比の値付けの分散は，目的とする０．０１‰より

も大きく全体では０．１２‰，半値幅で０．０４‰もあること

が分かり，大気中の同位体比に近い標準試料の製造と配

布体制の確率が急務であることが明らかになった。

　森林による二酸化炭素吸収評価を大気観測から推定す

るための基礎研究として，森林と大気境界層との相互作

用，大気境界層と自由対流圏の大気輸送などの研究を実

施している。そのため，大陸で二酸化炭素や輸送に関連

する物質の自動観測を開始した。現地で作成した第三次

標準ガスを検定しつつ観測を行う方式が，必要な精度管

理に利用できることが明らかになり，標準ガスの輸送が

困難な地域での自立的な長期観測の展望が開けた。

　森林における二酸化炭素収支を地上観測で評価するこ

とを目的として，苫小牧での二酸化炭素フラックス，土

壌呼吸，二酸化炭素の高度分布，炭素同位体の変動など

の自動観測・自動サンプリング装置の開発運用を実施し

た。土壌呼吸を多地点で自動連続観測するシステムの試

験運用に成功し，この方式で地温や降雨などと土壌呼吸

の変動の関連を明らかにするための長期観測が可能であ

るとの展望を切り開いた。また，遠隔計測による樹高分

布，スペクトル画像の航空機による観測や定点季節変動

観測を実施した。遠隔計測による樹高分布観測は京都議

定書実施に必要な精度で，地上探査に比べ安価に地上部

のバイオマス変動を測定できることが明らかになった。

　また，京都議定書で評価される全炭素アカウンティング

システムに関する研究を開始し，森林モデルにより我が国

における人工林や自然林の炭素固定量の推定を行った。

　海洋吸収に関しては，北太平洋海域の商用船で行った

大気・海洋二酸化炭素分圧観測データの解析を行ってい

る。また，北太平洋における鉄散布による海洋吸収増大

実験に参加し，大気からの二酸化炭素吸収の増大，無機

炭酸塩の減少が，植物プランクトンの増大と炭素粒子の

沈降と量論的に一致すること，観測を実施した２週間で

は有機炭素粒子の沈降による表層水から深海への輸送

が，鉄散布により有機物炭素に変換したものの内��％

を占めることを明らかにした。

〔関連研究課題〕

９９０１��１０１　同位対比測定を用いた対流圏温暖化気体

の動態解明に関する基礎研究，３９��

０１０３��１５１　大気中の酸素濃度及び炭素同位体比を指

標にしたグローバルな海洋・陸域���吸収量の変動解析
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に関する研究　４１��

０００２��１００　生態系における安定同位体比の測定によ

る物質フローの解明に関する研究　４３��

０１０３��１５２　太平洋域の人為起源二酸化炭素の海洋吸

収量解明に関する研究　４４��

０１０３��１５３　海水中微量元素である鉄濃度調節による

海洋二酸化炭素吸収機能の強化と海洋生態系への影響に

関する研究　４８��

０１０３��１０５　大気境界層観測による森林から亜大陸規

模の二酸化炭素吸収推定　５１��

９７０２��１５４　北西太平洋の海洋生物化学過程の時系列

観測　５３��

０１０５��１５５　気候変動と自然環境との相互作用に関す

る研究　５８��

１．１．２　統合評価モデルを用いた地球温暖化

のシナリオ分析とアジアを中心とした

総合対策研究

〔研究課題コード〕０１０５��０１２

〔代表者〕森田恒幸（地球温暖化の影響評価と対策効果

プロジェクトグループリーダー）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕地球温暖化問題は今，新しい局面を迎えてい

る。２０１０年に向けた対策の方針を定めた京都議定書が

国際的に合意され，その達成が緊急の課題になってい

る。また，京都議定書以降２０２０年から２０３０年を目指し

た対策のあり方について�国際的な議論が始まってい

る。さらに，今後一世紀にわたる長期的な対策のあり方

が問われている。

　本研究は，経済発展・気候変動及びそれらの影響を統

合的に評価するモデルを開発・適用して，京都議定書及

びそれ以降の温暖化対策が地球規模の気候変動及びその

地域的影響を緩和する効果を推計し，中・長期的な対応

方策のあり方を経済社会の発展の道筋との関係で明らか

にするとともに，これらの対応方策をアジア地域の持続

可能な発展に融合させる総合戦略について検討すること

を目的とする。

〔内容および成果〕

　本研究プロジェクトの５年間の研究目標は以下のとお

りである。

　①我が国，アジア地域，及び世界を対象とする温室効

果ガス・エアロゾル排出モデルを改良・開発する。

　②大気海洋結合気候モデルの高精度化，並びに地域気

候モデルの開発・高精度化を図る。

　③水資源や農業等への影響モデルの開発・改良に取り

組む。

　④アジア全域及び主要国に適用できる環境－経済統合

モデルを開発する。

　⑤地球温暖化に関する排出・気候変動・影響，さらに

はアジア地域の経済発展と環境の関係を一貫して分析す

るため，個々のモデルをつなぐインターフェースを開発

して，モデルの統合化を図る。

　⑥最新の社会経済的動向や技術評価をベースにして

個々の対策技術や対策措置の効果を推計し，我が国，ア

ジア，及び世界の温室効果ガスがどの程度削減可能かを

推計する。

　⑦このような対策措置を前提とした排出シナリオを基

にして，全球的及び地域的に気候変動がどの程度緩和さ

れるかを推計するとともに，これらの推計における不確

実性の度合い及びその要因について評価する。

　⑧気候変動の緩和を前提にして，このような緩和が社

会的・環境的影響をどの程度軽減させるかについてアジ

ア地域を中心に推計し，これらの影響に適応可能かどう

かを検討する。さらに，推計の不確実性の度合い及びそ

の要因について評価する。

　⑨以上のシナリオ分析を基にアジア地域の総合的対策

のあり方を明らかにするため，アジアの経済発展と温暖

化対策，さらには温暖化対策と他の環境対策との関係を

分析する。特に，温暖化対策を含む環境対策分野のイノ

ベーションのポテンシャル及びその実現のための投資の

緊急性を評価する。

　⑩分析結果を各種背景データと有機的に関連づけて戦

略的データ・ベースを構築し，研究の普及を図るととも

に，アジア途上国への分析技術の移転を図る。

　本年度における成果は，まず，社会経済・排出モデル

の開発については，アジア主要国の国レベルあるいは

省・県レベルで温室効果ガスと大気汚染物質を同時に推

計できる排出モデルを開発した。また，日本を対象にし

て，経済システム，エネルギーフロー，マテリアルフ

ローを統合して，温室効果ガス排出と経済との関係をよ

り精度よく予測するモデルを開発した。さらに，アジア

太平洋４２ヵ国を対象にして，簡略型環境・経済統合モデ

ルを開発した。そして，以上のモデルを適用して，日

本，アジア主要国，及び世界の温室効果ガス削減シナリ
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オ，並びに経済発展と環境問題の関係を概括的に予測し

た。一方，９つの世界のモデリングチームをコーディ

ネートして，����用安定化排出シナリオを作成し，提

供した。また，アジア地域を中心に国際経済と温暖化対

策の相互関係を分析するため，多地域多部門一般均衡モ

デルの開発に着手した。

　気候モデルの開発については，大循環モデルの今まで

のシミュレーション結果を精査して，モデルの改良方針

を明確化した。また，大循環モデルの高分解能化・高精

度化に着手し，テスト実験を行った。また，総合評価実

験の検証に必要な各種の気候および地球環境のモニタリ

ングデータを収集するとともに，過去の歴史の再現実験

を目指し，エアロゾル等の排出データベースの作成を開

始した。さらに，全球気候モデルと影響モデルを繋ぐイ

ンターフェースモデルとしてのアジア太平洋地域を対象

とした地域気候モデルの開発を開始した。

　影響モデルの開発については，水資源影響モデルの需

要推計部分を，灌漑面積や給水人口の過去トレンドと将

来の社会経済シナリオを反映したものとし，アジア地域

の水需要推計を空間的に行った。また，河川流域管理の

インフラ投資と長期的な温暖化適応対策の関係を明らか

にするため，経済モデルを開発して中国に適用し，最適

な河川流域投資政策を検討した。さらに，今までに開発

した影響モデルを用いて，���������シナリオ及び安

定化シナリオに対応した各種影響を概括的に推計した。

また，水資源や水質の影響を都市レベルで解析するた

め，都市データベースの開発と都市－流域総合モデルの

開発に着手した。

〔関連研究課題〕

０００２��０８０　気候変動の将来の見通しの向上を目指し

たエアロゾル・水・植生等の過程のモデル化に関する研

究　６０��

０１０３��３４１　地球温暖化の総合解析を目指した気候モ

デルと影響・対策評価モデルの統合に関する研究　６１��

９９０１��０２２　地球温暖化による生物圏の脆弱性の評価

に関する研究　６３��

０００２��０２４　気候変動・海面上昇の総合的評価と適応策

に関する研究　６４��

０００２��０１５　持続可能な発展を目的とした国際制度の

構築に関する研究　６７��

９７０１��０１４　環境政策が経済に及ぼす影響の分析　７８��

０１０１��０２１　自動車車種選択に関する計量経済モデル

の構築と環境税導入が車種選択および環境負荷に及ぼす

影響の分析　７９��

０１０１��０２７　環境負荷軽減のための複合的インセン

ティブの効果に関する国際比較の予備的研究　８０��

１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機

構解明

〔研究課題コード〕０１０５��０２１

〔代表者〕笹野泰弘（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構解明プロジェクトグループリー

ダー）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕特定フロン等によるオゾン層破壊の問題に関

しては，オゾン層保護条約，モントリオール議定書等を

始めとする国際的な取り決めにより，種々の対策が施さ

れてきたにもかかわらず，依然として南極オゾンホール

の年々の発現，北極域の春季オゾン破壊が進んでおり，

必ずしも当初の予測通りには事態は進行していない。成

層圏の気象・気候や，極成層圏雲の物理・化学過程とオ

ゾン破壊に関する科学的知見の不足が予測と現実との差

異の一因であると考えられ，オゾン層破壊機構理解の一

層の深化を図り，また成層圏オゾン層の状況の監視を行

うことが必要とされている。このため，環境省・国立環

境研究所では人工衛星搭載オゾンセンサーや地上設置遠

隔計測機器によるオゾン層の観測，データ解析研究，モ

デル研究等を続けてきたところである。

　中期計画期間は，オゾン層保護対策の効果が現れ，成

層圏ではオゾン層破壊物質濃度がピークに達し，緩やか

な減少傾向に転ずる時期と考えられている。とりわけ極

域（高緯度域）成層圏オゾン層は，種々の要因の影響を

最も顕著に受ける領域と考えられ，また中緯度域もその

影響を頻繁に受けることが想定されることから，本プロ

ジェクトでは，高緯度域を対象にした人工衛星搭載セン

サー（衛星観測），及び中緯度域に設置した地上遠隔計測

機器等によるオゾン層の観測を行い，オゾン層変動の監

視やオゾン層変動機構の解明に資するデータを国内外に

提供する。さらに，データ解析，モデリング等によりオ

ゾン層変動機構に係る科学的知見の蓄積を図り，将来の

オゾン層変動の予測，検証に貢献することを目的とす

る。

〔内容および成果〕

　平成１４年１１月以降に打ち上げ予定の，環境省が開発
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した人工衛星搭載オゾン層観測センサー「改良型大気周

縁赤外分光計Ⅱ型（������Ⅱ）」で取得される観測デー

タを処理し，オゾン層研究，オゾン層監視等，科学的利

用のためのデータプロダクトとして，国内外に向けて提

供する。さらに，平成１８年度頃の打ち上げ予定の，

������Ⅱ後継センサーである「傾斜軌道衛星搭載太陽掩

蔽法フーリエ変換分光計（�����）」のデータ処理，運

用に係る地上システムを開発し，�����の運用開始に

備える。つくば（国立環境研究所）及び陸別（陸別成層

圏総合観測室）における地上からのオゾン層モニタリン

グを継続実施し，国際的ネットワークである����

データベースにデータを提供するとともに，国内外に向

けてデータの提供を行う。極域オゾン層変動に係る物

理・化学的に重要な要素プロセスについて，その機構及

びオゾン変動に対する寄与の解明を行う。また，オゾン

層保護対策の根拠となったオゾン層変動予測，及び最新

のオゾン層変動予測の検証を行い，オゾン層保護対策の

有効性評価に係る知見を提供する。以上について，次の

ような結果を得た。

　������Ⅱデータ処理運用システムの改訂を行い，その

性能試験を実施して，十分な運用性能を有することを確

認した。また，������Ⅱデータ処理運用システムと宇宙

開発事業団との間に������Ⅱ観測データ受信用の専用回

線を設置し，ファイル転送の確認試験を実施した。

�����データ処理運用システムの開発研究を行った。

　国立環境研究所（つくば）設置のミリ波オゾン分光計

について，１９９６年以来のデータを解析し，高度６０��

におけるオゾンの半年周期変動を見出した。また，下部

成層圏から上部成層圏までの連続観測を可能にするため

の広帯域化を進めた。陸別成層圏総合観測室におけるミ

リ波オゾン分光計観測の結果と衛星センサー�����Ⅱに

よる観測結果とを５例について比較した結果，最も位置

の近い場合には，高度２２��以上では１０％程度の範囲

で一致していた。また，２００１年２月に極渦到来時のオ

ゾン減少を捉えた。国立環境研究所（つくば）における

オゾンレーザーレーダー観測データの再解析により，オ

ゾン，気温，エアロゾルの鉛直分布を整合性のある形で

得ることができた。

　改良した����������	
���を用いて，人工衛星セン

サー����データから１９９７年春期北極域におけるオゾ

ン破壊量の定量化を行った。また，極渦崩壊時の微量気

体成分の子午面混合の可視化を行った。さらに，����

によるトレーサーデータを用いて，１９９７年南半球にお

ける極渦内空気塊下降運動の等価緯度による違いの定量

化を行った。

　成層圏プロセスを取り入れた大気大循環モデル

（����）を用いて，火山噴火により大量の���が成層

圏に注入された際の影響について数値実験を行い，ピナ

ツボ火山噴火後のエアロゾル分布の時間変化などを比較

した。その結果，硫酸エアロゾルによる光学的厚さの時

間変化などで観測データが再現されたほか，火山噴火の

数年以上のタイムスケールの力学場への影響を評価する

には，硫酸エアロゾルの増加に伴う化学的な影響を無視

できないことを明らかにした。

　硫酸エアロゾル上での化学反応によるオゾン破壊にか

かわる化学種の分配を見積もるために，不均一反応の反

応データの整備を進めている。その中で蟻酸が，ホルム

アルデヒドを介した����→���の不均一変換過程の

良い指標になることを見いだした。

　����と平行して開発を進めている化学輸送モデル

では臭素系の化学反応の導入を進めているほか，極域で

の極渦の崩壊に伴う空気塊が中緯度空気と混合する過程

の再現実験への応用も試みた。その結果，���が空気塊

のトレーサーとして追跡できることが分かり，その解析

から極渦崩壊後の北半球高緯度域での水平渦拡散係数を

見積もることができた。

〔関連研究課題〕

９９０１��１５６　オゾン層の回復を妨げる要因の解明に関

する研究　７０��

０１０３��１６３　衛星データを利用したオゾン層変動の機

構解明に関する研究　７３��，２５１��

０１０１��２８６　オゾン層破壊の将来予測のためのモデル

開発および検証に関する予備的研究　７４��

９９０３��１５８　３次元モデルによる成層圏光化学��放射�

力学相互作用の研究　７８��

０１０５��０２１　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機

構解明（再掲）　７８��，２５１��

０００１��１５９　衛星センサー��������������データ処理

におけるエアロゾル・非ガス成分及びガス成分の同時算

出に関する研究　２５０��

０００２��１６２　衛星観測による酸素分子�バンドデータ

からの気温・気圧の高度分布導出に関する研究　２５０��

０１０５��２５９　大気衛星観測データの放射伝達解析に関

する研究　２５１��
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１．３　内分泌かく乱化学物質及びダイオキシン

類のリスク評価の管理

１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策

に関する研究

〔研究課題コード〕０１０５��０３１

〔代表者〕森田昌敏（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループプロジェクトリーダー）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕内分泌撹乱化学物質（環境ホルモン）の環境

汚染の状況を理解し，環境生物への影響及び人への影響

を明らかにするとともに汚染の影響を未然に防止するた

めの手法の開発を行う。

〔内容および成果〕

　以下の６つの研究課題を中心として展開した。①内分

泌撹乱化学物質の新たな計測・評価試験手法の開発と環

境動態の解明�②野生生物の生殖に及ぼす内分泌撹乱化

学物質の影響評価�③内分泌撹乱化学物質の脳・神経系へ

の影響評価�④内分泌撹乱化学物質の生殖系・免疫系への

影響評価�⑤内分泌撹乱化学物質の分解処理技術�⑥内分

泌撹乱化学物質等の管理と評価のための統合情報システ

ムの開発。

　環境ホルモンの微量計測法の開発に関する研究として

自動濃縮装置の開発及び，���������	�
��	�����法を用

いたビスフェノール�の選択的吸着高分子を合成した。

���イオントラップ�����法による分析法及び

��������法を用いた天然の女性ホルモンである１７

β�エストラジオール（�２）・エストリオール・エスト

ロン及びその抱合体の一斉分析法の開発を行った。負イ

オン������������法により実際の都市河川で��と

その代謝産物を測定した。エストロンは�２の約１０倍

程度（１０一数１０����）存在した。

　環境測定用として開発された�２およびエストロゲン

の�����法と���������法，��������法の比較を

行った。�����法と���������法，��������法と

はよい相関性を示し，注意深く設計された�����法を

用いれば環境水中のエストロゲンの測定が�����法で

可能であることを示した。

　環境ホルモンの新たな生物検出法に関する研究として

２種の新たに樹立したモノクローナル抗体を用いてメダ

カビテロゲニンの�����法による全自動分析法および

プレート法を確立した。イーストを用いた����

���������	
��によるエストロゲンアッセイでは�その

簡便化�高感度化のための改良を行い，９６ウェルマイク

ロプレートと化学発光法を組み合わせることにより，多

試料を迅速かつ高感度に測定できる手法（��������）

を開発した。またメダカを試験生物とする試験案の確立

を行った。

　野生生物の生殖に及ぼす内分泌かく乱化学物質の影響

に関する研究において，アワビ類の卵巣での精子形成や

性成熟盛の不一致が野外調査及び移植実験で明らかとな

り，これが有機スズによるものであることを明らかとし

た。

　内分泌かく乱化学物質の脳・神経，免疫系への影響評

価に関する研究として，���を用いる研究においては，

環境ホルモン等の化学物質が脳の代謝機能に及ぼす影響

を�����スペクトルを用いて定量的に評価するための

実験動物評価系の構築を行った。

　神経生化学的試験法を用いる研究においては，成熟動

物の生体に有機錫化合物を投与して海馬傷害を引き起こ

し，同領域のアポトーシスと神経再生の関連およびこれ

らに対するグルココルチコイドの役割の検討を実施し

た。また内分泌撹乱化学物質を幼弱ラットの脳内に直接

投与した場合に生じる脳の発達障害を行動学的に探索す

るスクリーニングの系を開発することを研究目的として

生後５日齢の雄性ラットに内分泌撹乱化学物質を大槽内

投与し，４�５週齢における自発運動量を測定した。

　内分泌かく乱化学物質の分解処理技術に関する研究と

して，高温・高圧の熱水による抽出・分解により土壌中

のダイオキシン類を効率よく除去できることが証明され

た。除去されるダイオキシン類は�単に水に抽出される

だけでなく，容器中で一部が分解することが確認され

た。超音波照射による分解については，画期的な分解に

は至らなかった。植物や微生物による分解ではビスフェ

ノール�を基質として培養を行ったところ，分解および

不活性化が進行した。

　内分泌かく乱化学物質等の管理と評価のための統合情

報システムに関する研究として，最終的に一体のシステ

ム開発を行うことを目標として，このうちの幾つかの部

分を本年度継続ないし着手するとともに，統合情報シス

テムの共通システム開発についても継続して開発してい

る。

　発生源情報および環境濃度情報の整備を利用し�地理

統計解析手法による検討を行った。���による異性体組
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成表示�地理統計解析を用いて統計補間等の検討を行

い，モニタリングデータに基づく環境状況把握の新たな

方法論を模索した。流域一グリッド複合型の地理的分解

能を持つ多媒体環境動態モデルの設計を行い，また，流

通経路を考慮した曝露評価に関する予備的検討を開始し

た。また，河川水質予測モデルを���上に構築するた

め，単位流域に基づき，河川水質モデルの構築基盤とな

る河川構造データベースおよび３種類の河川水質予測モ

デル基本設計を行い，���上への組み込み手法を検討し

た。

〔関連研究課題〕

０１０５��１６５　内分泌かく乱化学物質の新たな計測手法

と環境動態に関する開発　１１４��

０１０５��１６６　野生生物の生殖に及ぼす内分泌かく乱化

学物質の影響に関する研究　１１７��

０１０５��１６７　内分泌かく乱化学物質の脳・神経、免疫系

への影響評価に関する研究　１１８��

０１０５��１６８　内分泌かく乱化学物質の分解処理技術に

関する研究　１１９��

０１０５��１６９　内分泌撹乱化学物質等の管理と評価のた

めの統合情報システムに関する研究　１２０��

１．３．２　ダイオキシン類の総合的対策の高度

化に関する研究

〔研究課題コード〕０１０５��０３２

〔代表者〕森田昌敏（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループプロジェクトリーダー）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕ダイオキシン汚染について新しい観点から，

新たな計測法や処理技術の開発，新たな汚染物質として

の臭素化ダイオキシンに関する知見，����として地球

的規模汚染の状況の解明，簡易・迅速な計測法や曝露量

評価のためのバイオマーカーとそれを用いたリスク評価

手法の開発を行うことを通じてダイオキシン類対策に資

する。

〔内容および成果〕

　ダイオキシンの簡易・迅速分析法について，低分解能

�����による適用可能領域の確定，必要な前処理方法

について検討を行った。低分解能�����を用いても，

高濃度試料については使用可能であることが明らかと

なったが，計算のソフトウェア等での自動化が必要であ

ると考えられる。またバイオアッセイによるスクリーニ

ング手法についても検討を行った。ダイオキシン類のリ

アルモニタリング機器の概念設計を行った。

　ダイオキシン類のリスク評価と管理に関する研究とし

て，体内負荷量及び生体影響評価に関する研究を行っ

た。ダイオキシン類の曝露によって鋭敏に動くと考えら

れる薬物代謝酵素�����１，���������	のリアルタ

イム���による定量を，埼玉（�＝４１）と大阪（�＝

３６）の血液サンプルに対して行った。

　ダイオキシン曝露の新たな生体指標の検索・開発を目

的として，���マイクロアレイを用いて����応答遺

伝子の探索を行った。具体的には，���７（ヒト乳が

ん）細胞あるいは��９５�２（ヒト子宮内膜がん）細胞

に，０．１，１，１０��の����を２４時間曝露し�発現量

の変化するエストロゲン応答遺伝子を調べた。その結

果，スポットしてある２０３遺伝子のうち，���７細胞

で７５個，��９５�２細胞で６８個のエストロゲン応答遺

伝子の発現パターンが変化した。ダイオキシン曝露で鋭

敏に動くと考えられている�����１遺伝子には日本人

の集団において数カ所の多型が知られ日本人の集団にお

ける�����１遺伝子の代表的な多型，Ⅰ���４６２���お

よび���Ⅰ多型を迅速にかつ精度高く検出する方法を

検討し，凍結全血からのゲノム抽出方法ならびに�������

����������	法および��������法による検出系を確

立した。

　これらの研究のほか，臭素化ダイオキシンの分析法の

開発，地球的規模ダイキシン汚染に関する予備的研究を

行った。臭素化ダイオキシンについては，人体細胞から

始めて検出し，本物質についても調査をひろげる必要性

のあることを明らかとした。尚関連して行った臭素化ビ

フェニルエーテルの分析結果では，近年になって著しく

汚染が拡大していることが明らかとなった。

〔関連研究課題〕

０００３��１７０　ダイオキシン類の新たな計測法に関する

研究　１２９��

０００５��１７１　ダイオキシン類の体内負荷量および生体

影響評価に関する研究　１３０��

０１０５��２７３　地球規模のダイオキシン類汚染に関する

研究　１３１��

０１０５��１７２　臭素化ダイオキシン類の環境影響評価に

関する研究　１３３��

０１０５��１７３　ダイオキシン類及び����の環境運命予
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測に関する研究　１３３��

１．４　生物多様性の減少機構の解明と保全

〔研究課題コード〕０１０５��０４１

〔代表者〕渡邉　信（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループリーダー）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕生物多様性減少の多くの原因のなかで，特

に，生息地の破壊・分断化と侵入生物・遺伝子組換え生

物に着目し，生物多様性減少減少機構を解明し，その防

止策ならびに適切な生態系管理方策を講じるための科学

的知見を得る。在来の野生生物について遺伝子，種，生

態系（群集）の３つのレベルで地域の生物多様性の特性

を明らかにするとともに，種分布の分断化や侵入生物・

組換え生物による撹乱の状況を地図情報化する。さら

に，地理空間情報と種の繁殖様式情報を統合した種間競

争モデルによって，在来種を駆逐する危険性の高い侵入

生物の特性を明らかにする。

（１）生物多様性を減少させる主要な原因のひとつは人

間活動による生物生息環境の縮小であるが，残された生

息環境の配置によって影響は異なる。そこで野生生物と

その生息環境について，地理的位置関係を基礎とした関

係の解析を進め，対象の生物種が分布可能な地域の推定

や分布形成機構解明を行い，人間活動による環境改変の

影響を評価する手法の開発を行う。

（２）流域を構成する様々なランドスケープを客観的に

定義し，その質，量，および配置と生物多様性との関係

を導き出すことによって，人為的改変が生物多様性に及

ぼす影響を評価する。そして生態系保全を流域スケール

で行うための生物多様性予測モデルの開発を行う。

（３）生物多様性のダイナミクスを解析し，その保全策

を検討するためのツールとして森林の個体ベースモデル

を開発する。個体ベースモデルは，システムを構成する

個々の個体を区別してとりあつかうモデルである。有限

空間の中で個体を区別したモデルを利用することで，重

要な絶滅要因のひとつである確率的な個体数変動の効果

を表現することができる。このモデルを用いて種の絶滅

の過程を調べ，どのような条件が絶滅を加速し，逆にど

のような条件が共存を促進するのかについて予備的な検

討を行う。

（４）生物多様性を脅かす要因として，開発による生息

地の破壊，環境汚染物質による生息環境の悪化のほか

に，本来の生息地以外に生物種が人為的要因により運ば

れ，定着する生物学的侵入があげられる。生物学的侵入

は一度起こると生物間相互作用により生態系に不可逆的

な変化をもたらし，回復を非常に困難にする。本研究で

は日本における侵入種の実態を把握し，それらがもたら

す在来生態系への影響を様々な角度から検証し，得られ

たデータをもとに侵入種による生物多様性への影響機構

を解明することを目的とする。

（５）有用な遺伝子を異種生物に導入した各種遺伝子組

換え体が作成され開放系での使用も行われているが，生

物多様性の破壊要因となる可能性がある。従って本研究

では，遺伝子組換え生物の挙動を解析するための遺伝的

マーカーを検索・作成するとともに，遺伝子組換え生物

の生態系影響評価について，既存の安全性評価手法の再

検討並びに新たな検査手法の開発や，モデル実験生態系

の基本構造の設計を行う。また，育種作物等の自然界へ

の侵入・拡大をレビューし，地図情報モデルを開発する。

〔内容および成果〕

（１）野生生物とその生息環境の分布を地理情報システ

ム（���）に従って地図化した。これらの地図から，各

種生物の生息適地評価・生息分布機構解明を行った。前

年度開発したカワトンボ類生息好適地評価モデルを改良

して，その分布可能域流域レベルで推定した。推定結果

は実際の分布データと極めて良い合致を見た。オオヨシ

キリのヨシ原への生息の有無をロジスティック回帰モデ

ルで推定したところ，標高と大きな生息地からの距離と

いう２変数が選択され，個体群生態学的な要因が重要で

あることがわかった。河川沿いのトンボ成虫分布量と餌

昆虫量との関係を分析したところ，餌量に対応して分布

している種のいることが窺われた。しかし，対応の不明

確な種もあり，種による餌選択性の重要性も示唆され

た。

（２）北海道日高地方では１５河川に計６７の調査地点を

設定し，魚類調査を行い，淡水魚類の多様性とそれへの

ダムの影響を調べた。６７地点で確認された淡水魚類の

種数は，標高が数１００メートルより高いところでは２種

以下と少ないが，河口付近まで下ると１０種以上に急激

に増加する。この多様性のばらつきは，標高という変数

のみによって７５％あまりが説明された。この観察され

た多様性パターン（種数）にダムの影響がどの程度隠さ

れているかを，ある標高での種数の観測値と推定値との

ズレ（残差）の符号と大小とを，ダムの有無と関連させ
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て解析した。調査地点の中で，その地点より下流側に少

なくもひとつはダムが存在する地点のグループと，その

グループと同じ標高の帯域にあり，かつ下流側にひとつ

もダムのない地点のグループを割り出し，上で述べた残

差をそれぞれのグループで求めた。その結果，下流にダ

ムのある地点のグループでは，それのないグループと比

べ，淡水魚の種数が全体的に少ない傾向にあり，中央値

では約１．１種少ないことが分かった。

（３）個体の確率的な死亡と種子散布を仮定した森林動

態の個体ベースモデルの設計を行った。このモデルを

使ったシミュレーション実験の結果，種子の分散能力の

制約により，同種の樹木が集まったパッチ状の分布パ

ターンが生じてくること，この集中パッチの形成が，種

間競争が原因でおきる絶滅の速度を低下させる効果を持

つことが示唆された。落葉広葉樹約３０種からなる冷温

帯林に設定された調査地での毎木調査のデータを利用し

て，樹種ごとの空間分布パターンを解析したところ，上

記モデルが予想するようなパッチ状の分布を示す樹種も

あったが，そうではないものもあった．更新プロセスの

多様性にも留意して多種の共存メカニズムを考える必要

性が示唆される。

（４）今後の侵入生物研究で活用できる侵入生物種リス

トおよび生態情報の体系的整理を目標として，様々な侵

入生物種の文献情報を収集し，侵入起源，現在の分布状

況，生態的特性に関する情報を整理しデータベースを構

築するためのフォーマットを完成させた。

　今後，輸入量が増加すると考えられる外国産昆虫の生

態影響評価を目標として，特に需要の高い農業用花粉媒

介昆虫セイヨウオオマルハナバチおよびペット用昆虫外

国産クワガタについて競合および交雑などの生物間相互

作用に関する実験データを得た。また，野外調査によ

り，輸入種の定着・分布拡大の実態を把握した。さらに

サンプル検査により，寄生生物の持ち込みの実態を明ら

かにした。

（５）遺伝子組換え体の挙動調査用マーカーとして植物

には葉の形態異常を引き起こすホメオボックス遺伝子，

及び植物体から蛍光を発生させる���（緑色蛍光タンパ

ク）遺伝子，微生物には塩化第二水銀を無機化する水銀

還元酵素遺伝子を選定し，それぞれのマーカーとしての

有用性を明らかにした。次いで，遺伝子組換えダイズの

野生植物との交配の可能性を検討し，ツルマメの一部系

統と開花時期が重なることを明らかにした。さらに，作

成した組換え微生物および下水道処理場から分離した菌

株を用いて生残性を検討した結果，生きてはいるが培養

できない新たな状態（���）の存在が示唆され，微生

物の安全性評価手法を再検討する必要性が示唆された。

〔関連研究課題〕

０１０５��２０７　流域ランドスケープにおける生物多様性

の維持機構に関する研究　１５９��

０１０５��２１０　遺伝子組換え生物の生態系影響評価手法

に関する研究　１６０��

９８０１��１３７　河川に生息する底生動物の分類及び生態

に関する基礎的研究　１６１��

０１０５��１９５　流域スケールでの水生生物の生息環境と

その保全および管理に関する研究　１６４��

９９０１��１９４　地理的スケールにおける生物多様性の動

態と保全に関する研究　１６６��

０１０５��２０５　侵入生物による生物多様性影響機構に関

する研究　１６８��

０００２��２０３サクラソウ個体群の個体ベースモデルの開

発に関する研究　１６９��

１．５　東アジアの流域圏における生態系機能の

モデル化と持続可能な環境管理

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０００５��２７１

〔代表者〕渡辺正孝（東アジアの流域圏における生態系

機能のモデル化と持続可能な環境管理プロ

ジェクトグループリーダー）

〔期　間〕平成１２～１７年度（２０００～２００５年度）

〔目　的〕渤海・東シナ海は世界でも代表的大陸棚であ

り，生物生産・生物多様性が高い海域である。長江を中

心とした流域の開発により�河川を通じて流入する懸濁

物質，栄養塩および有害化学物質等の陸域からの環境負

荷の量・質的変化が，海洋生態系機能および生物種多様

性に大きな影響を及ぼすことが懸念されている。一方，

長江流域から東シナ海に流入する汚濁負荷の予測手法に

ついての研究が皆無に等しく，本研究では長江経由東シ

ナ海に流入する淡水量から汚濁負荷を推定手法の開発を

行った。

〔内容および成果〕

　長江流域の主要観測ステーションで収集された１９８７・

８８年の流量と水質（��，���，�����，�����，

�����）に関するデータベースを構築した。また，栄
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養塩��と��については，当研究所が１９９８年と１９９９

年秋に長江本流重慶から上海まで実施した水質調査結果

をデータベース化した。

（１）��，���および���と流量との相関

　１９８７と１９８８年の水質データから長江下流域（主に武

漢から南京まで）の各断面の�����，�����と����

�濃度の合計���（溶存態無機窒素）を求め，各断面の

平均��，���，���の汚濁負荷量フラックスと流量�

との相関図を作成した結果，汚濁負荷量�と流量�の関

係は，

　　�＝����� （１）

と表示可能であることが認められた。ここに，�：単位

時間の汚濁物質負荷量（���），�，�：経験定数，�：流

量（����）である。

（２）��と��，��と���の相関

　河川における��と��にはある一定な線形関係がある

ことが知られている。特に長江流域のような��濃度の

高い河川では，この関係が顕著に表れるものと考えられ

る。また，��と���間にも線形関係があり，��と��，

��と���との関係は以下のように書ける。

　　��＝����＋�� （２）

　　��＝�����＋�� （３）

　ここに，��，��，��と���はそれぞれの濃度（����）�

で，�，�，�と�は経験定数である。

（３）汚濁負荷量と流量の相関

　上記の関係式（１），（２）と（３）から，��，���，

��と��濃度は以下の流量の函数で表すことができる。

　　��＝�１����� （４）

　　���＝�２����� （５）

　　���＝�３����� （６）

　　��＝�・�１・���＋�� （７）

　　��＝�・�３・���＋�� （８）

　ここに，�１，�２，�３と�１，�２，�３は定数であ

り，１９８７，１９８８，１９９７，１９９８年の汚濁負荷量と流量

データベースに基づき決定した結果は，

　�１＝１．７６３２�１０���，�２＝０．７４８７，�３＝０．１５０１，�

１＝１．３７０５，�２＝０．１０８９，�３＝０．１７０８，�＝１．５８６９�

�１０��，�＝０．０１１５，�＝０．２２５９，�＝－０．２１３２，とな�

った。

（４）相関式に基づく汚濁負荷加量の推定

　以上の関係式の妥当性を検証するために，１９９８年と

１９９９年秋に調査した瀏河地点での汚濁負荷量を予測，

実測値との比較検討を行った。なお，瀏河地点は上海市

上流に位置し，上海からの都市排水の影響が少ない地点

である。

　１９９９年の予測値と実測値との比較すると，��，��と

��についてはその差（絶対値）は５％以下とよく一致

した．���については２１．６％，���濃度は�����で

あった。一方，１９９８年については，��で１２．９％，���

で１４．６％，他の項目については５０％程度の誤差が認め

られた。この原因は，１９９８年の調査は，２０世紀に２番

目の大洪水の後に行った観測結果で，水質濃度が比較的

低く，また，同一観測地点での濃度分布の不均一性も

あったためと考えられる。

　以上の結果から，本研究で得られた��，��，��及

び���と流量の関係は概ね妥当で，大都市域からの排

水の影響がなくなった領域での水質濃度を予測すること

が可能と判断される。

〔関連研究課題〕

９７０２��０３２　都市交通の環境負荷制御システムに関す

る基礎的研究　８１��

０１０３��０３０　高度情報・通信技術を用いた渡り鳥の移動

経路と生息環境の解析および評価に関する研究　１８７��

０１０５��２６９　衛星データを利用したアジア・太平洋地域

の総合的モニタリング　２２３��

０１０５��２７０　流域環境管理に関する研究　２２３��

９６０５��２１１　流域水環境管理モデルに関する研究　２２５��

０００５��２７１　東シナ海における長江経由の汚染・汚濁物

質の動態と生態系影響評価　２２６��

０００５��２７２　沿岸域環境総合管理に関する研究　２２７��

９９０１��２６８　東シナ海における長江経由の汚染・汚濁物

質の動態と生態系影響評価に関する研究　２３２��

１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディー

ゼル排気粒子（���）等の大気中粒子状物

質の動態解明と影響評価

〔研究課題コード〕０１０５��０６１

〔代表者〕若松伸司（大気中微小粒子状物質（��２．５）�

・ディーゼル排気粒子（���）等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響評価プロジェクト

グループリーダー）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕都市大気中における��２．５や���を中心と

した粒子状物質による大気汚染を改善するためには，発
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生源の把握，環境濃度との関連性の解析，並びに疫学・

曝露評価，毒性・影響評価を行う必要がある。浮遊粒子

状物質等の都市大気汚染の発生源特性の把握，測定方法

の開発，環境大気中での挙動の解明，地域濃度分布及び

人への曝露量の予測，動物曝露実験による閾値の推定，

発生源対策シナリオについて検討を研究の目的とする。

〔内容および成果〕

　具体的な研究内容を以下に示す。

（１）トンネル調査や沿道調査等の手法を用いて，実走

行状態での発生源特性を明らかにする。これとともに車

載型計測実験，シャシーダイナモ実験を実施し，ディー

ゼル排気を中心とした自動車からの排気成分の特性を明

らかにする。また，固定発生源からの粒子状物質発生量

を調査し，固定・移動発生源からの都市，沿道��・���

発生量を明らかにする。さらに��・���対策の視点か

ら交通・物流システムの改善策とその効果の評価を大都

市圏を対象に検討する。

（２）風洞実験，航空機観測，モデル解析，データ解析

手法を確立し，沿道スケールから地域スケールの環境大

気中における二次生成粒子状物質を含む粒子状物質の動

態を立体的に把握する。具体的には広域��２．５・���

モデル，及び都市・沿道��２．５・���モデルを検証し，

都市・沿道大気汚染予測システムを構築する。このモデ

ルを用いて発生源と環境濃度との関連性を定量的に明ら

かにする。

（３）ガス状成分，粒子状物質計測のための各種測定手

法を比較評価し，発生源と環境における粒径別粒子状物

質やガス状物質の組成や濃度を把握する。また空間的な

分布をリアルタイムで把握するための多点計測システム

を検討する。具体的には，モバイル型装置を開発し広

域・都市・沿道��２．５・���把握のためのモニタリン

グシステムを提案する。

（４）曝露量・健康影響評価のために地理情報システム

（���）を運用し，��２．５・���の地域分布の予測を行

う。この結果を統計解析し，それぞれの地域における曝

露量を予測する。さらに，���を利用した全国・地域

��２．５・���曝露予測結果と疫学データとの関連性を解

析し，健康リスク評価に関する資料を提供する。

（５）実験的研究を実施して，��特に���の健康影響

に関する知見を集積する。ディーゼル排気全体の呼吸―

循環系への影響を明らかし，次にディーゼル排気中成分

の曝露実験を行い，排気中の粒子あるいはガス成分の呼

吸器系への影響並びに循環器系への影響を順次解明す

る。これらの結果を基に，ディーゼル排気曝露の動物へ

の濃度―影響関係から閾値の算定を行う。

　本年度においては，研究の現状と問題点を明らかに

し，今後の研究内容を具体化した。まず，国立環境研究

所研究報告『��２．５・���研究の動向と今後の課題』

を出版した。都市大気中における��２．５や���を中心

とした粒子状物質による大気汚染を改善するためには，

発生源の正確な把握，環境濃度との関連性の解析，並び

に疫学・曝露評価，毒性・影響評価を行う必要がある。

研究分野は広い範囲に及ぶため，効率良く研究を�進め

るためには，第一に研究の現状や課題を把握し，国立環

境研究所の主体的な状況も考慮して重点的に実施すべき

研究目標を定めることが必要となる。このような観点か

ら研究初年度の前半に集中的に研究レビューの会議を重

ね国内外の研究の現状を，それぞれの研究参加者の立場

で取りまとめ，今後の課題を展望した。本報告書は

��２．５・���研究の網羅的なレビューを試みたもので

はないが，既刊のレビュー等とあわせて利用することに

より，研究の現状と課題を明らかにできるものと考え国

立環境研究所研究報告として公表した。本報告書におい

ては，��２．５・���の物理�と化学，測定方法，環境動

態とモデル，発生源と対策，健康影響の研究の現状，並

び�に本研究プロジェクトの経緯と今後の課題が取りま

とめられている。

　これと共に，緊急に取り組むべき課題に関する基礎実

験や解析手法開発を行った。平成１４年度からは，川崎

市等との地域密着研究が予定されていることから，これ

に向けての予備的な観測や測定システムの検討を実施し

た。

　��２．５・���の発生源と環境濃度との間の定量的な

解析・評価に当たっては，先ず発生源の把握が最も重要

であるため，本年度においては，自動車からの

��２．５・���の発生源推計手法の検討を重点的に実施

した。発生量の推計に当たっては，マクロ推計手法の高

精度化を図るとともに当プロジェクトで得られた実験室

や，野外測定での実排出実態の知見を取り込む仕組みを

検討・開発した。また動態解明や影響評価研究の基本と

なる測定方法の基礎的な検討を実施した。毒性・影響評

価研究に関しては，本年度末までの研究成果を一区切り

として取りまとめた。

　①発生源把握および対策シナリオ評価に関する研究で
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は，

�・シャシーダイナモ実験システムを立ち上げ，実験手

法の開発および自動車の走行モード試験を実施し

た。

�・トンネル調査や沿道調査の手法を用いて，実走行状

態での発生源特性を明らかにした。

�・車載型計測システムの開発評価と実市街地における

走行試験を行った。

�・交通・物流データをもとに���排出量の地域分布推

計システムを設計した。

　②環境動態把握および予測評価に関する研究では，

�・都市���・沿道大気汚染の動態把握のための予備的

調査と解析を実施した。

�・複雑な道路構造地域における風洞実験解析手法を検

討した。特に高架道路が周辺の環境に及ぼす影響を

詳細に解析した。

�・関東・関西地域における立体分布観測データの解析

を行った。

�・広域・都市数値モデル解析手法を検討した。

�・環太平洋の大都市地域における環境動態の比較評価

研究の準備を整えた。

�・地方自治体環境・公害研究機関との共同研究を実施

し大気汚染データのトレンド解析を行った。

　③測定法の確立とモニタリングに関する研究では，

�・有機炭素成分と元素状炭素成分の測定手法の検討を

行った。

�・ガス状成分，粒子状物質計測モバイル型モニタリン

グシステムを検討した。

�・環境省や測定器メーカーの協力を得て国立環境研究

所の大気モニター棟において，冬季一ヶ月間に亘り

環境モニタリング機器の比較評価テストを実施し

た。

　④疫学・曝露評価に関する研究では，

�・疫学・曝露評価に関する研究のための地理情報シス

テムの利用方法を明らかにした。

�・������曝露量と健康影響評価のための曝露量推

計モデルの開発を行った。

�・環境省と協力して疫学データの解析・評価手法の検

討を実施した。

　⑤毒性・影響評価に関する研究では，

�・粒子およびガス状成分を含んだ��（ディーゼル排

気）全体の呼吸�循環器系への影響を明らかにし

た。

�・粒子状物質のみを曝露する装置作製の問題点の検討

を行った。

�・毒性・影響評価に関する実験研究成果を取りまとめ，

重点特別研究報告として公表する準備を整えた。研

究成果の概要を以下に要約する。【１】ディーゼル

排気の曝露実験，気管内投与実験，組織培養等を含

む���������の実験からは，定性的であるがディーゼ

ル排気やディーゼル粒子は異常心電図の出現を増加

させること，血圧を低下させること，副交感神経支

配を強める傾向にあることなどが分かった。また血

管を収縮および弛緩の両作用を持つ物質を含んでい

ることなども見いだされた。【２】呼吸機能に及ぼ

す影響としては肺抵抗の増加やガス交換機能の低下

などの影響があることも見いだされた。これらのこ

とからディーゼル粒子は副交感神経を緊張させ血中

酸素濃度の低下や血圧の低下を引き起こし全身的な

循環不全などを起こす可能性が示唆された。【３】

また��������の実験からディーゼル粒子中の作用化

学物質がどのような性状を持ったものかについての

解析も進んだ。【４】細菌毒素による肺障害は���

により顕著に増悪することが認められ，感染等によ

る肺炎症状の増悪を起こす可能性も示唆された。

【５】慢性閉塞性肺疾患に関わるアレルギー性喘息

様の病態を増悪することは知られていたが，これら

の病態を増悪する閾値をベンチマーク法で算出し

１０～２０���������であることやその他の花粉症な

どのアレルギー関連疾患を増悪する閾値もほぼ同様

の値であることなどが見いだされた。

�平成１４年度以降は平成１３年度レビューを基に各研究

分野における課題を明確化し，重点的に実施すべき研究

を推進する。特に，測定機器の実験室およびフィールド

における実証試験，特定の地域をターゲットとした事例

研究を開始する。これとともに個別課題に関する基礎実

験や解析手法開発，野外観測，実験装置の製作等を行

う。毒性・影響評価研究に関しては，ディーゼル排気が

呼吸��循環機能におよぼす影響を明らかにし，死亡率を

上昇させる可能性のある要因を明らかにしたい。その上

で���中のどのような物質がそれに関与する可能性が

あるかについても解析を進める。具体的には呼吸�循環

機能に障害を持つ病態モデル動物を用いて，ディーゼル

粒子の呼吸循環機能におよぼす影響を検討するととも
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に，量��影響関係を明らかにし健康リスク評価を行いた

い。

　研究推進にあたっては，国立環境研究所内の関連研究

プロジェクトのみならず，国内外の国公立研究機関，大

学，民間，並びに����２プロジェクト等との研究協力

を積極的に行う予定である。

〔関連研究課題〕

０００５��２４５　粒子状物質が呼吸器に及ぼす影響　１５２��

９９０１��２１９　電磁界及び交絡因子の暴露研究　１５５��

０１０５��２９５　��２．５・���発生源の把握と対策評価に

関する研究　１９４��

０１０５��２９６　��２．５・���の環境動態に関する研究　

１９５��

０１０５��２９７　��２．５・���の測定に関する研究　１９５��

０１０５��２９８　��２．５・���の疫学・曝露評価に関する

研究　１９６��

０１０５��２９９　��２．５・���の毒性・影響評価に関する

研究　１９７��

０１０５��２１８　大気環境影響評価に関する基礎的研究　

１９９��

０１０５��２１６　複雑市街地における局所高濃度大気汚染

の発生とその予測に関する研究　１９９��

９７０２��２２０　大気中における微小粒子分散系の生成、

時間発展および沈着に関する研究　２００��

９９０３��２１５　肺における細胞外基質代謝に関する研究

　２００��

０１０１��２１７　高架道路によって覆蓋された沿道の大気

汚染濃度分布に関する研究　２０３��

０１０５��３００　西日本地域を中心とした大気汚染の長期

的なトレンド解析　２０５��

０１０２��３０２　車載型機器による実走行時自動車排ガス

計測・管理システムの実証　２０５��

０１０１��３０３　微小粒子状物質等曝露影響調査（解析調

査）業務　２０６��

０１０２��３０１　環太平洋地域の巨大都市地域における大

気環境比較研究　２０７��

９９０１��２２１　陸域生態系衰退地域における酸性沈着の

実体とモニタリング手法に関する研究　２１４���

２．政策対応型調査・研究

２．１　循環型社会形成推進・廃棄物管理に関す

る調査・研究

２．１．１　循環型社会への転換策の支援のため

の評価手法開発と基盤システム整備に

関する研究

〔研究課題コード〕０１０５��０１１

〔代表者〕森口祐一（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター循環型社会形成システム研究室長）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕大量生産・大量消費・大量廃棄型といわれる

現在の経済・社会から，循環型の経済・社会へ向けて舵

が切られはじめたが，目指すべき到達点やそこに至るま

での具体的な方策の検討はまだ緒についたばかりであ

る。こうした中，循環型社会のあり方を長期的な視点か

ら見定めていくことの必要性及び当面の政策への対応と

いう観点から，資源の循環利用に係るさまざまな技術や

社会システムの得失を総合的に評価し，導入を図るべき

手段を見極め，施策に反映させていくとともに，こうし

た評価の基礎となる情報基盤を整備し，資源循環の現状

と問題点の的確な理解を支援することを目的とする。

〔内容および成果〕

　本研究では，循環資源をはじめとする物質のフローを

経済統計と整合的に記述・分析し，循環の度合いを表現

する手法，資源の循環利用促進による環境負荷の低減効

果を総合的に評価する手法，地域特性にあった循環シス

テムの構築を支援する手法，および循環資源利用製品の

安全性を評価する手法の４つの分野における手法開発を

進める。これらを循環型社会への転換に係る諸施策の立

案・実施・達成状況評価の場に提供することにより，社

会を構成するさまざまな主体による効果的な「循環」の

実践の促進に貢献することが期待される。

　第１の分野である「産業連関表と連動したマテリアル

フロー分析手法の確立」においては，循環資源に関する

フローを体系的に表現するため，金額・物量併記の産業

連関分析モデルを新たに設計するとともに，これまで関

連研究で設計した物量単位の投入産出表について，循環

資源関連部門の細分化を行った。また，これらの産業連

関（投入産出）表を用いた実証分析のため，廃棄物関係

の諸統計・調査資料をもとに廃棄物の処理・処分・再利

用に関する物量フローの集計を行った。さらに，こうし

たマテリアルフローの把握に基づいてリサイクル率など
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の「循環の指標」をより的確に算定するための手法の開

発に着手した。

　第２の分野である「ライフサイクル的視点を考慮した

資源循環促進策の評価」においては，資源循環の促進に

よる環境負荷の低減効果を���を適用して評価するた

め，容器等の消費財に含まれるプラスチック等の物質に

重点をおきながら，リサイクル技術に関するインベント

リデータおよびその基礎となる技術動向，プロセスツ

リーに関する情報を収集した。また，一般廃棄物の処

理・処分に関する���手法の実用性向上のためのソフ

トウエア改良を行った。また，廃棄物・リサイクルに関

連する���の研究事例を収集し，アロケーション手法

など，本分野に���を適用する上で必要な手法の再検

討を行った。さらに，製品の買い替え・廃棄に関する意

識調査を行い，資源循環の促進策の導入効果の評価のた

めの基礎情報を収集した。

　第３の分野である「循環システムの地域適合性診断手

法の構築」においては，資源循環システムの地域適合性

を診断する基礎情報として，事例調査対象地域（埼玉

県）における産業・経済構造や，建材と建設解体廃棄物

の流通形態，発生特性，構成成分，再生品の需要に関す

る情報及びそれらの地理（位置）情報を収集し，埼玉県

内外における再生品を含めた建材と建設解体廃棄物のマ

テリアルフローを作成した。また，これらの情報を用い

て，地域レベルにおけるリサイクル率，環境影響や経済

波及効果等より，資源循環システムの地域適合性を診断

する手法の開発に着手した。さらに，建設解体廃棄物等

の選別・精製に用いられている技術を調べ，その性能や

適性を整理，評価した。

　第４の分野である「リサイクル製品の安全性評価及び

有効利用」においては，都市ごみ溶融スラグなどのリサ

イクル製品について，利用実態調査や溶出成分の基礎的

実験を行うとともに，国内外の環境安全管理の方法を比

較考察するなど，基礎的な調査・検討を行った。また，

生活居住環境におけるリサイクル製品中の有害物質の各

種毒性に対応したバイオアッセイ法や���の測定法な

ど安全性評価に関する基礎的測定法の開発に着手した。

さらに，リサイクル製品である炭化物ボードが室内のホ

ルムアルデヒドなどの有害物質の低減化に資することを

確認した。

〔関連研究課題〕

０００２��０２９　環境負荷低減のための産業転換促進手法

に関する研究　８４��

０１０３��２７８　耐久財起源の循環資源の適正管理に関す

る研究　８６��

２．１．２　廃棄物の循環資源化技術・適正処理・

処分技術及びシステムに関する研究

〔研究課題コード〕０１０５��０１２

〔代表者〕井上雄三（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター最終処分技術研究開発室長）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕資源の循環及び廃棄物の適正処理・処分のた

めの技術・システムおよびその評価手法を開発し，これ

らを循環型社会の基盤技術・システムの要素技術に資す

ることを目的して，熱的処理システムの循環型社会への

適合性評価手法の開発，最終処分場用地確保と容量増加

に必要な技術・システムの開発，海面最終処分場のリス

クや環境影響のキャラクタライゼーション，処分場の安

定度や不適正サイトの修復必要性を診断する指標やそれ

らを促進・改善する技術の評価手法の開発，有機性廃棄

物に関する発生構造・需給要件及び物質フローの把握と

循環資源化要素技術及びシステム評価手法の開発を行

う。

〔内容および成果〕

（１）循環・廃棄過程における環境負荷の低減技術開発

ダイオキシン類の環境における挙動予測に必要な物性定

数の推算には，���������４を用いた������モデルが

有用であることを明らかにした。廃棄物の循環資源化に

利用可能な既存の高度分離・抽出・生成等の単位操作技

術について調査し特性を解析・評価した。また，病院付

属焼却施設からのエミッション特性を調査し，ガス中の

ダイオキシン類や重金属類は感染性廃棄物を焼却したと

きに，多環芳香族炭化水素類は非感染性廃棄物を焼却し

たときに多くなることおよび炉底灰やスクラバ排水中の

廃棄物当たりの汚染物質発生量は，廃棄物の種類，二次

焼却温度にかかわらず同程度の値になることを明らかに

した。循環資源化コア技術である選別・抽出等技術の開

発ニーズを特定する基礎資料として，一般廃棄物ならび

に産業廃棄物処理分野で開発または実用化されている技

術を，物理的または化学的単位操作，投入物（ごみ），

産物（循環資源），処理能力，使用エネルギー等より整

理した。

（２）最終処分場容量増加技術の開発と適地選定手法の
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確立

　既存の文献等を整理・解析し，我が国の最終処分場で

は単なる容量増加だけではなく，土地改良，埋立終了後

措置リスクや費用の回避，覆土や循環資源，エネルギー

回収等を組み入れた技術開発が必要であることを示し

た。また，技術開発の際には，既存処分場の埋立物の性

状把握，安定化やリスク削減という評価軸の設定，既存

技術の最適化，掘削物の新たな再利用先の開拓ならびに

コスト評価が重要になると結論づけた。適地選定手法に

関する研究では，海面と陸上処分場のライフサイクルイ

ンベントリー，ライフサイクルコスト，およびライフサ

イクルリスクに関する検討を行い，海面および陸上処分

場における特性の概要を明らかにした。

（３）最終処分場安定化促進・リスク削減技術の開発と

　　評価手法の確立

　廃棄物の硫化水素発生ポテンシャルの簡便な測定手法

を開発するとともに硫化水素発生に関するいくつかの特

異性を見いだした。最終処分場安定化を判定するため

に，サーモグラフを用いた埋立地ガス放出地点の検出手

法，および地表面温度分布を用いた簡便かつ迅速な地表

面ガスフラックス推定手法を開発した。また処分場の動

植物叢を調査し，外来植物種の優占など，処分場に特徴

的な生態学的指標が抽出された。また非破壊地下物理探

査手法の処分場への適用性について検討し，電気探査に

よる埋立物の状態把握および敷地境界特定について基礎

的な知見を得た。さらに周辺環境リスク評価手法とし

て，処分場浸出水と処理水の急性毒性細胞毒性，生態毒

性，遺伝子毒性試験法の開発を行い，濃縮・抽出等の前

処理を行わなくても有意な毒性が検出されること，およ

び塩類による培養細胞系への妨害は培地の塩類濃度調整

により解決できることが示された。

（４）有機性廃棄物の資源化システムおよび評価手法の

　　開発

　有機性廃棄物の排出構造解析を進めている。埼玉・宮

崎・高知・愛媛県の耕種系廃棄物発生量を統計値により

推計した。埼玉県ではアンケートにより食品産業由来の

廃棄物量・種類に関する調査を実施し，集計結果から廃

棄物量推定のための原単位を作成した。また，循環資源

化特性の指標化では，資源化プロセスを想定した場合に

おける資源回収量予測手法の開発を行うとともに，耕種

系廃棄物試料の収集・組成分析を実施した。一方全国の

７堆肥製造施設を調査した。その結果，家畜糞原料中に

は�����������	�
�����
�（または�����）が高い割合で

存在し，下水汚泥原料中には�������ウイルス，サッポ

ロウイルス，エンテロウイルスなどが混入するものの，

堆肥化プロセスにおいて消滅することを示した。種々の

オリゴ糖類や調製生ごみを基質とした場合の乳酸発酵特

性を明らかにするとともに，ジルコニウムフェライトお

よびハイドロタルサイト系吸着剤のリン吸着・脱着・再

生特性を明らかにし，し尿処理等の実排水に適用できる

ことを示した。

〔関連研究課題〕

９９０３��２３８　埋立地浸出水の高度処理に関する研究　

８９��

０１０２��２３７　焼却処理におけるダイオキシン類発生量

予測指標に関する研究　８９��

０１０３��２７９　最終処分場管理における化学物質リスク

の早期警戒システムの構築　９１��

０１０２��３０７　最終処分場による環境汚染防止のための

対策手法検討調査　９３��

２．１．３　資源循環・廃棄物管理システムに対応

した総合リスク制御手法の開発に関す

る研究

〔研究課題コード〕０１０５��０１３

〔代表者〕酒井伸一（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター長）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕循環資源や廃棄物に含有される有害化学物質

によるリスクを総合的に管理する手法として，バイオ

アッセイ手法を用いた包括的検出手法，臭素化ダイオキ

シン類を的確に把握できる検出手法とその制御手法，不

揮発性物質を系統的に把握する検出手法，有機塩素系化

合物を含有する廃棄物等の分解手法を開発することによ

り，資源再生利用や中間処理，最終処分における安全性

を確保し，再生利用量の拡大に資することを目的とす

る。大きく４つに分けたときの推進テーマは，下記のと

おりである。（１）循環資源や廃棄物，土壌，排水，排

ガスなどに含有される有害物質を，バイオアッセイ法に

より包括的に，かつ簡易に検出する測定監視手法を開発

する。（２）有機臭素化合物を緊急の検討対象物質とし，

その主たる発生源，環境移動経路をフィールド研究から

確認し，その制御手法を検討する。（３）循環資源や廃

棄物に含まれる不揮発性物質および不安定物質に対する
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�����による系統的分析システムを完成させる。（４）

廃棄物および関連試料中に含まれる有機塩素系化合物

（���，ダイオキシン類など）を高効率で抽出，無害化

する手法を開発する。

〔内容および成果〕

（１）酵素免疫測定法の検討においては，高速溶媒抽出

／簡易カラム精製／時間分解蛍光免疫測定法を用いてダ

イオキシン類の汚染土壌に対する適用性を確認した。

��レセプター結合アッセイとしての�����アッセイ

については，ダイオキシン類，コプラナー���などの

標準物質についてのデータ（バイオ���）を幅広く取

得しており，�������と相関性のよい結果を得た。

一方で，焼却灰や廃油といった廃棄物試料からの種々の

分画手法について検討を行った結果，����による過剰

評価は硫酸シリカゲル加熱還流処理で排除できる可能

性，非ダイオキシン様���による妨害影響は活性炭カ

ラムによって排除できる可能性が示されている。

（２）廃テレビの年代別の有機臭素系難燃剤の含有実態

を把握し，廃テレビの寿命曲線から臭素ベースでの時系

列的な廃棄予測モデルを作成した。また，テレビ使用時

の火災リスクの推定と，ケーシング材への難燃剤使用前

後のリスク変化を調査するとともに，難燃剤に関する

���の方法論の枠組み設計を行った。さらに，焼却や

溶融過程における有機臭素系難燃剤や臭化ダイオキシン

類などの生成分解挙動に関するフィールド研究を行い，

基礎的な知見を収集できた。

（３）�����分析について，標準物質（プラスチック

添加物，ニトロ多環芳香族炭化水素等）の単品を使った

感度の測定を行い，分析条件の最適化を実施した。現在

は上記標準物質の混合系での分析条件の変動と分析妨害

の影響を調べている。また，感度向上を目指した新しい

イオン化法の開発にほぼ成功した。応用研究として廃棄

物関連試料中のビスフェノールＡの�����測定に着手

するとともに，臭素系プラスチック添加物の�����測

定の可能性を検討している。

（４）���あるいは有機塩素化合物の分解に関しては

以下の内容でいくつかの実験を進めている。①パラジウ

ム／炭素を使った���の還元的脱塩素化反応の反応機

構の解明に着手した。②電解還元により，クロロナフタ

レンの脱塩素化（現在までの最高脱塩素化率は約６０％）

を行っている。③���を高濃度に含有している魚肉を

高温で堆肥化する過程での���の分解（脱塩素化）を

調べた。全分解率は７０％程度であるが，低塩素化体は

ほぼ１００％近く分解されるのに対し，高塩素化体になる

ほど分解率が低下していく現象が顕著に観察された。

〔関連研究課題〕

０１０５��２４３　廃棄物及び循環資源処理過程における有

機ハロゲンの簡易測定法の開発と毒性評価　９５��

９９０１��３０４　オゾン層破壊物質及び代替物質の排出抑

制システムに関する研究　９６��

０１０４��２４０　廃棄物の熱的処理における臭素化ダイオ

キシン類の長期的管理方策に関する研究　９７��

０００２��２４１　廃棄物最終処分場における微量汚染物質

の長期的挙動とその制御方策に関する研究　９９��

０００３��２４２　内分泌攪乱化学物質等の有害化学物質の

簡易・迅速・自動分析技術に関する研究　１００��

０００２��２７６　非制御燃焼過程におけるダイオキシン類

等の残留性有機汚染物質の生成と挙動　１０１��

０１０５��２３９　人工衛星による不法投棄等の監視システ

ムに関する研究　１０２��

０１０２��３０５　廃棄物溶融スラグの再生利用促進に関す

る研究　１０４��

０１０３��３０６　残留性有機汚染物質（����）を含む廃棄

物処理に関する調査研究　１０５��

０００２��２８０　ダイオキシン類・���の分解処理とバイ

オアッセイモニタリング　１０７��

２．１．４　液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型

環境改善技術システムの開発に関する

研究

〔研究課題コード〕０１０５��０１４

〔代表者〕稲森悠平（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センターバイオエコエンジニアリング研究室

長）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年）

〔目　的〕２１世紀の環境問題における極めて重要な課

題の一つとして，し尿や生活雑排水等の液状廃棄物の

������，�����，�������の３�対策がある。このよう

な液状廃棄物対策を効果的に進める上では環境低負荷・

資源循環型の環境改善技術システムが必要不可欠であ

る。すなわち，これからの技術開発においては生物処理

工学いわゆるバイオエンジニアリングとしての浄化槽等

の活用や，土壌・湿地等の生態系に工学を組み込んだ生

態工学いわゆるエコエンジニアリングを活用した環境低
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負荷・資源循環型の処理システム技術開発と評価・解析

に関する研究が重要な位置づけにある。本研究において

はこれらの点を踏まえ，開発途上国への展開を視野に入

れ，液状廃棄物の処理システム技術開発および活用方策

に関する課題を解決するために基盤研究を踏まえた実証

化研究をバイオ・エコエンジニアリング研究施設等を活

用して推進する。なお，研究開発課題は，（１）窒素，

リン除去・回収型高度処理浄化槽，消毒等維持管理シス

テムの開発　（２）浄化システム管理技術の簡易容易化

手法の開発　（３）開発途上国の国情に適した浄化シス

テム技術の開発　（４）バイオ・エコエンジニアリングと

物理化学処理を組み合わせた技術システムの開発　（５）

地域特性に応じた環境改善システムの最適整備手法の開

発である。

〔内容および成果〕

（１）浄化槽からのリン排出低減とリンの回収資源化を

両立させることが可能な技術の確立のために，ジルコニ

ウムフェライト系化合物を基材としたリン吸着担体を用

い，吸脱着特性などの実験室内データの取得とともに，

実際の浄化槽からのリン回収実験を行うことで，回収効

率や回収のための最適プロセス操作条件などについての

実証化研究を実施し，リン回収にかかわる基盤となる操

作条件を明らかにした。（２）浄化槽などの排水処理に

おいて，窒素除去の律速因子である硝化反応を支配する

有用硝化細菌群の動態について分子生物学的手法として

競合�����法を用いることで，迅速かつ容易にこれら

硝化細菌群を検出する基礎技術を確立した。すなわち，

現場における硝化活性の迅速かつ的確な診断ツールとし

ての適用を検討し，従来の���法による硝化菌の定量

化手法とその測定精度を比較した結果，実際の排水中に

おいても十分に実用化可能であることが判明し，生物膜

や浄化槽，活性汚泥などの硝化菌の動態の定量化に極め

て有効な測定手法の基盤を開発することができた。（３）

開発途上国の国情を考慮した生活排水等の液状廃棄物の

食料生産を兼ねた水耕栽培および水生植物による浄化方

法は，再資源化と浄化の両立を目指す上で極めて有効な

手法について検討を行った。その結果，排水や湖水から

の窒素，リンなどの栄養塩類の植物体への直接吸収の他

に，根茎に生息する微小動物などによるバイオフィル

ターの作用により，懸濁物や藻類などを効果的に除去で

きることと同時に収穫して食用として活用できることが

明らかとなった。（４）バイオ�エコエンジニアリング

による処理の限界を克服する上で不可欠な，物理化学的

処理とのベストミックス化のための要素技術として，ラ

ジカル反応を利用した電気化学的処理パイロットプラン

トを開発して実証試験を行い，効率的な有機物，窒素，

リン除去のための電極の選定，運転操作パラメーターの

検討を行い基盤的知見の収集を図った。その結果，１５

分という短い処理時間で排水中の���は８０～９０％の

処理が可能であると同時に，窒素は窒素ガスとして除去

できることが明らかとなった。（５）窒素，リンなどの

栄養塩や有機物などの汚濁負荷と外部環境因子として最

も重要な水温が有害らん藻類の発生に与える影響につい

て，湖沼シミュレータ等を用いて実験的検討を行った結

果，近年のミクロキスティスからオシラトリアなどの有

害ラン藻類の種の遷移や冬季におけるラン藻類の発生に

係わる因子として，窒素，リンの他に温度因子や底泥か

らの鉄，マンガン，およびキレート作用を持つ溶存有機

物が極めて重要であり，これらの因子に着目した対策手

法の開発の重要性が明らかとなった。

〔関連研究課題〕

９９０１��２４４　小型合併処理浄化槽によるリン除去及び

消毒の高度化に関する研究　１１０��

〔備　考〕

共同研究機関：中国環境科学研究院・瀋陽応用生態研究

所・貴州省環境科学研究所・貴陽市環境

科学研究所・江蘇省環境科学研究所・無

錫市環境科学研究所・中国清華大学・上

海交通大学・南京大学・中国東南大学・

ベトナム国立ハノイ大学・タイ環境研究

研修センター・アジア工科大学・タイカ

セサート大学・インドヴィクラム大学

２．２　効率的な化学物質環境リスク管理のため

の高精度リスク評価手法等の開発に関する

研究

〔研究課題コード〕０１０５��０２１

〔代表者〕中杉修身（化学物質環境リスク研究センター長）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕ダイオキシン類，内分泌かく乱化学物質な

ど，化学物質汚染の複雑化，多様化に伴い，そのリスク

管理はますます難しくなっている。内分泌かく乱化学物

質や複合曝露など，未対応のリスクが存在する一方で，

対応する化学物質の増加や対応が困難な化学物質の出現
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によってリスク管理に要するコストが増大している。

　リスク管理を適切に行うには，的確なリスク評価がそ

の前提となる。リスク評価が適切に行われないと，リス

ク管理に過大な社会コストを要する一方で，影響を受け

やすい集団を切り捨てることになりかねない。この相反

する課題を克服するには，段階的なリスク評価により対

象を絞り込み，高いリスクが予想される問題について高

精度のリスク評価を行っていくことが必要となる。ま

た，目標とするレベルの決定など，必ずしも十分な知見

の整備を待たずに行われるリスク管理には社会的な合意

が必要となるが，そのためにはリスクに係る情報を社会

が等しく共有する必要がある。

　そこで，本研究では，対象物質を絞り込むために用い

るリスク評価手法や試験法を開発するとともに，現状で

は対応できていないリスクを評価する手法を開発するこ

とを目指す。また，情報加工及び伝達方法を開発すると

ともに，開発した手法を用いて行ったリスク評価の結果

を公表し，リスクコミュニケーションの促進を目指す。

〔内容および成果〕

　本研究では，曝露評価，健康リスク評価，生態リスク

評価及びリスクコミュニケーションのそれぞれについ

て，高精度あるいは効率的な手法の開発を行っている。

　曝露評価については，変動を考慮した曝露評価手法と

より少ない情報に基づく曝露評価手法を開発している。

　これまでの化学物質のリスク評価は生涯にわたる一定

の曝露を基に行われている。しかし，対策の実施により

曝露量は減少していくことが予想される。また，内分泌

かく乱化学物質には生涯にわたる平均的な曝露ではな

く，特定時期の曝露が重要であることが明らかになって

いる。そこで，時間的，空間的な変動を考慮して曝露量

を評価する手法を開発している。本年度は，水環境にお

ける空間的な変動を考慮するため，���対応で水系単位

の濃度予測ができる河川濃度予測モデルを作成するとと

もに，予測計算に必要となる河川情報データベースの整

備を進めた。入手できる情報量に応じて予測ができるよ

うに，希釈型，希釈消長型及びコンパートメント型の３

つの河川モデルを作成した。データベースは信濃川につ

いて完成し，農薬を対象として希釈型モデルによる試算

を行った。

　化審法の審査では生分解性と生物蓄積性に基づいて曝

露可能性が判断されているが，より高精度に曝露評価を

行うために，申請時に届け出られる少ない情報から環境

濃度を推定するモデルを開発している。本年度は，既存

の化学物質の環境挙動予測モデルや物性推定手法を収集

し，届出以外の情報の入手可能性を考慮しながら目的へ

の適用可能性を評価した。

　また，緊急的な政策課題への対応として，土壌汚染対

策の法制度化に対応して，土壌中の化学物質の曝露評価

を行った。揮散や飛散による大気への移行と流出による

水系への移行を対象に，数理モデルなどを用いて大気や

水系の濃度と土壌濃度の関係及び，これらの経路に係る

リスクに基づく基準設定等の必要性を検討した。また，

既存の調査データを解析することにより，土壌汚染に起

因する地下水汚染の広がりを解明し，対象とする土壌汚

染が人の健康に影響をもたらす範囲を判定するための基

礎的知見を提供した。

　健康影響評価については，感受性の違いに配慮した健

康リスク管理手法の開発やリスク管理へのバイオアッセ

イ手法の活用を図るとともに，多様な化学物質による複

合曝露による健康影響評価の検討を行っている。

　化学物質に対する感受性は人によって大きく異なる可

能性があり，平均的な人のリスク評価に基づく対応では

感受性の高い集団のリスクを過小評価するおそれがあ

る。そこで，感受性を支配する遺伝的要因を解明すると

ともに，高感受性に配慮した健康リスク管理手法の開発

を進めている。本年度は，遺伝的感受性要因を抽出する

ため，企業の健康診断時にインフォームドコンセントを

行って１，０００人あまりから血液を採取し，遺伝子多型情

報を解析するための���の抽出を行った。

　また，中国の慢性砒素中毒多発地区の住民から尿と毛

髪の試料を採取するとともに，曝露要因として飲料水と

石炭をあわせて採取し，ヒ素等の分析を行っている。主

に海産物から砒素を摂取しており，尿中にアルセノベタ

インの形で排泄される日本人とは異なり，砒素による皮

膚障害が発現している住民の尿からは主にジメチルアル

ソン酸が検出され，曝露要因が異なることを検証した。

また，飲料水中のヒ素濃度は我が国の水道水水質基準を

下回る一方で，石炭中のヒ素濃度は���の標品をはる

かに上回る高濃度を示し，石炭の利用が主な曝露要因を

推察された。

　リスク管理コストの増大は対応する化学物質の数が増

加し続けていることにある。また，化学物質の有害性は

主に動物実験によって確認されているが，コストと時間

がかかることや動物愛護の観点からより効率的な有害性
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判定方法が求められている。これらの問題を解決する手

段としてバイオアッセイ手法が注目され，多様な手法が

開発されているが，活用されている場面は少ない。そこ

で，環境モニタリングを中心としてバイオアッセイ手法

のリスク管理への活用を試みている。本年度は，リスク

管理においてバイオアッセイ手法が果たすことのできる

役割を明らかにするとともに，そのためにバイオアッセ

イ手法に求められる条件を整理した。この観点から既存

のバイオアッセイ手法を評価し，環境モニタリングに活

用できるバイオアッセイ手法を抽出した。また，バイオ

アッセイ手法による測定結果の定量的意味を把握するた

め，変異原性試験の測定結果と動物実験の結果を比較す

る実験計画を策定した。

　環境中には多様な化学物質が存在している。有害大気

汚染物質のモニタリングや����パイロット調査の結果

によれば，とくに大気中には多くの化学物質が存在して

おり，人や生物は呼吸を通じて多様な化学物質に同時に

曝露されていると考えられる。しかし，このような複合

曝露は，化学物質の組み合わせによって相加，相乗，拮

抗といった多様な相互作用を示す。このため，複合曝露

のリスク評価はほとんど行われていない。そこで，複合

曝露評価手法の検討を開始している。本年度は，有害性

の作用機構に着目して化学物質を分類し，その集団ごと

に複合曝露を評価する手法の概念設計を行った。

　また，化審法における既存化学物質の審査を促進する

ために，それらに係る有害性情報の収集・解析を行って

いる。

　化学物質による生態リスクの管理は，我が国では他の

先進国に比べて遅れているが，化学物質の審査や水質環

境基準に生態リスク評価を取り込むための検討が行われ

ている。これらの動きを支援するため，生態リスク評価

手法の検討を行っている。生態リスクを評価するには，

構成する多様な生物の相互作用を踏まえて生態系の安定

性を評価することが望ましいが，生態系内の生物間の複

雑な相互作用を考慮した評価を行うのは難しく，現状で

は個別の生物種に対する影響を見ることで生態リスクを

評価するのが一般的であり，藻類，ミジンコ及び魚に対

する毒性を基に評価されている。しかし，生物種ごとに

化学物質への感受性は異なるものと考えられ，化学物質

の中にはこれら３種類以外の生物に特異的に作用するも

のが含まれる可能性がある。そこで，既存の生物毒性試

験結果を解析することにより，化学物質の種類に対応し

て感受性の高い生物種類の対応関係の抽出を行ってい

る。本年度は，解析の対象となる生物毒性試験データの

取り込みを行うとともに，生物種類と化学物質種類の関

連を探るための解析を始めている。

　リスクコミュニケーションの促進はリスク管理にとっ

て大きな課題であるが，そのためにはリスク情報を的確

に伝えることが最も重要な要素となっている。そこで，

分かりやすく伝えるためのリスク情報の加工や伝達方法

を開発するとともに，リスク情報の提供を行っている。

本年度は既に開設しているデータベースに収集した生態

毒性データを搭載した。また，����制度の開始という

機会を捉えて事業者と周辺住民のリスクコミュニケー

ションを促進する手法を検討し，その際に専門家が関与

する効果を探るために，住民参加型会議実験の計画を作

成した。

　平成１４年度以降は，本年度に実施した研究を継続・推

進するとともに，今年度，公開される����データの解

析，国際条約で対応が求められている����モニタリン

グなどを行っていく予定である。

〔関連研究課題〕

９８０２��２４６　植物エストロジェンおよび内分泌攪乱化

学物質の骨代謝バランスに関する研究　１２８��

０００２��０６５　トランスジェニックゼブラフイッシュを

用いた複合汚染水の総合的毒性評価法の開発　１４５��

９８０２��２４８　セスジユスリカを用いた底質試験法の検

討　１４７��

０１０５��０２１　効率的な化学物質環境リスク管理のため

の高精度リスク評価手法等の開発に関する研究（再掲）

１４９��
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Ⅳ　重点研究分野ごとの研究課題



�１．地球温暖化を始めとする地球環境問題への

取り組み

１．１　温室効果ガスの排出源・吸収源評価と個

別対策の効果評価に関する研究

（１）大気中二酸化炭素の接地境界層から自由対流圏に

かけての輸送に関する基礎的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０４��１０２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕町田敏暢（大気圏環境研究領域）・井上　元・

遠嶋康徳・高橋善幸

〔期　間〕平成１３～１６年度（２００１～２００４年度）

〔目　的〕二酸化炭素の放出源・吸収源の強度や分布を

明らかにし，将来の濃度予測を確かなものにするために

大気中二酸化炭素濃度の時間的・空間的変動が世界各地

で観測されている。しかしながら二酸化炭素の観測が主

に行われている接地境界層内と自由対流圏との間の輸送

過程に関する知識が不足しているために，二酸化炭素の

放出源・吸収源の定量的な見積に障害が生じている。本

研究では主に陸域において陸上生態系の影響を強く受け

た大気中の二酸化炭素濃度を地上付近から自由対流圏ま

で高度毎に長期間の観測を行うことによって，二酸化炭

素の境界層－自由対流圏間の交換過程の季節依存性や強

度について知見を得ることを目的とする。

〔内容および成果〕

　航空機観測で得られた二酸化炭素濃度の空間分布や気

温の鉛直分布を用いて接地境界層内外の二酸化炭素濃度

を比較した。

　冬季の大陸内部では午後になっても逆転層が地表付近

にまで達していることがあった。この場合，地表付近か

ら放出された二酸化炭素は上層に輸送されにくいので逆

転層内で非常に大きな濃度勾配が観測される。自由対流

圏と地表付近の二酸化炭素濃度の差は１０���以上に達

していた。

　冬季のシベリアトムスク付近は日中の混合層上端は高

度５００�から１０００�の間に観測されることが多かった。

混合層上端には１００�から２００�ほどの厚さで逆転層が

存在している。二酸化炭素濃度の鉛直勾配は逆転層内で

のみ顕著であり，その上下では比較的均一であった。こ

の場合の混合層内外の濃度差は最大でも５���程度で，

逆転層が地表付近まで達する場合の濃度差に比べて明ら

かに小さかった。

　混合層は日々その厚さを変えるが，その日に形成され

た混合層の上部に前日の混合層上端に相当する逆転層が

残っている場合があった。この場合は二酸化炭素濃度も

前日の分布のまま保存され，結果として３層構造の鉛直

分布として観測された。

〔備　考〕

（２）同位体比測定を用いた対流圏温暖化気体の動態解

明に関する基礎研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９９０１��１０１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕高橋善幸（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕近年，二酸化炭素やメタンなどの温暖化気体

成分の大気中での濃度上昇の速度が一定ではないことが

分かってきた。この濃度上昇速度の異常がどのような原

因によって引き起こされているのかが議論されている。

大気中の温暖化気体の濃度とともにその同位体比を観測

することによって，濃度上昇速度の異常の原因を明らか

にするための基礎研究を行う。大気中の温暖化気体成分

の濃度変動の要因のうち，大気・陸域生態系間の気体交

換の影響による部分については特に未解明な部分が多い

ため，同位体比の測定という手法を用いて陸域生態系に

よる温暖化気体の放出・吸収がどのような要因でコント

ロールされているかを解明するための基礎的な知見を得

ることを目標とする。

〔内容および成果〕

　森林生態系内の大気の二酸化炭素安定同位体比を測定

するために必要な高頻度の大気試料のサンプリングを可

能とする自動サンプリング装置の開発・改良を行った。

また，土壌などから放出される温暖化気体を直接捕集す

るための採取手法の開発を行った。森林内では植物の呼

吸・光合成の時間的な変動により，大気中の二酸化炭素

濃度とともに同位体比も大きく変動する。森林生態系内

の二酸化炭素の酸素安定同位体比を観測することによ

り，大気と生態系間の二酸化炭素交換におけるグロスの

交換量についての情報が得られる可能性があるが，二酸

化炭素の酸素安定同位体比は水との同位体交換により容

易に変化してしまうため，適切な試料の採取・保存法の
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確立が不可欠である。特に，植物の二酸化炭素交換が盛

んとなる夏季には，蒸散により大気中に放出される水蒸

気の量も極めて多いため，森林内での試料採取には同位

体比への影響を最小限としつつ効率的に水蒸気を除去す

る必要があった。今回開発・改良を行った自動サンプリ

ング装置では－４０度程度の電気冷却機とエタノール冷

媒を用いて，水蒸気を除去する方法を用いた。これによ

り採取された試料では，試料採取から前処理・測定まで

の２週間程度の期間では水との同位体交換による二酸化

炭素の酸素安定同位体比への影響は十分小さいことが確

認された。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．１．１（７）にも関連

（３）大気中における物質輸送・循環の研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０３��０８１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕神沢　博（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕地球大気中における物質の輸送および物質循

環の研究を行う。温室効果気体，オゾンおよびオゾン破

壊関連気体，エアロゾル，等の大気微量成分の物質循環

は，気候変動，地球環境にとって重要な要素である。具

体的な目的は，以下のとおりである。温室効果気体，オ

ゾンおよびオゾン破壊関連気体の衛星データの質を明ら

かにする。衛星データにより主に極域成層圏の極渦に関

連した物質輸送過程の一側面を明らかにする。衛星デー

タと全球気象データを組み合わせ，温室効果気体，オゾ

ンおよびオゾン破壊関連気体の循環について，極渦に関

連した一側面を明らかにする。

〔内容および成果〕

　温室効果気体，オゾンおよびオゾン破壊関連気体の衛

星データ（主に����データ）を地上観測等によって得

られたデータで検証した。対象気体は，水蒸気，亜酸化

窒素，メタンであり，それらのデータが，それらの循環

の様相を明らかにしうるデータ質を備えているかどうか

の検討を行い，目的によって十分なデータ質を備えてい

ることを確かめた。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．１．２，１．４にも関連

（４）大気と森林生態系間の酸素と二酸化炭素の交換比

率に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０２��０９９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕遠嶋康徳�大気圏環境研究領域�

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕森林生態系が光合成や呼吸をする際の酸素

（��）と二酸化炭素（���）の交換比率（��）は大気中

の��濃度の変動を解析する上で重要である。しかし，

実際の生態系においてこのの交換比率を計測した例はほ

とんどない。本研究では森林生態系において大気中の

��と���の変動を測定し，その交換比率を調べること

を目的とする。

〔内容および成果〕

　森林内の大気中���濃度は，大気が安定化する夜間

から明け方にかけて土壌や植物の呼吸の影響がとどまり

���濃度は上昇するが，日中は上部大気との混合や光合

成によって���濃度は低下する���濃度はその逆の変動

をする�。上部大気の���や��濃度の変動が森林内と比

べて小さいと仮定すると，森林内で観測される濃度の日

変動から求められる�△����△����比は森林生態系にお

ける平均的な��を表していると考えられる。そこで，

北海道苫小牧のカラマツ人工林内で大気試料を採取し，

森林内の��および���濃度の観測を２０００年７月より開

始した。大気試料は観測用タワーの地上６�の高さか

ら引き込み，ガラス製容器に毎月１６～２４本（２時間間

隔で１～２日間）の割合で採取された。

　観測の結果，���および��濃度の日変動の振幅は植

物活動の活発な夏から初秋にかけて大きく，冬から春に

かけて小さかった。日変動から求められたは��は，初

夏から初秋にかけては０．９～１．１，冬から春（１１月から

４月）にかけては，１．１～１．３であった。冬季に��が

大きな値を示す理由としては，化石燃料の燃焼の影響を

受けた大気が移流してきたためと考えられる。��の夏

季の平均値（２０００年および２００１年の７月から１０月の

平均）は０．９９±０．０５であった。現在，陸上植物の��

として，植物体を構成する有機物や土壌有機物の平均的

な元素組成等から推定された１．１０±０．０５という値が使

われている。今回の観測結果はこの値よりも１０％低い

値であった。
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〔備　考〕

（５）大気中の酸素濃度及び炭素同位体比を指標にした

グローバルな海洋・陸域��２吸収量の変動解析に関

する研究

〔区分名〕環境��地球一括

〔研究課題コード〕０１０３��１５１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕向井人史（地球温暖化の影響評価と対策効果

プロジェクトグループ）・遠嶋康徳・野尻幸宏・

町田敏暢・高橋善幸・柴田康行・米田　譲

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕人為的に放出された二酸化炭素は地球規模で

の二酸化炭素の濃度上昇を引き起こしているが，地球上

の生物や海洋はその約半分を吸収し大気中の濃度増加を

引きとめる役割をしている。一方，海洋や陸域での吸収

量は年々変化することが認められている。本研究では，

特に船舶，地上観測拠点などを利用しながら大気中の酸

素濃度や二酸化炭素の炭素同位体比を緯度的に広範囲に

観測することによって二酸化炭素の地球規模の収支につ

いて検討する。これにより，どのような気候変動や海洋

変動が二酸化炭素濃度増加を加速するのかを検討し，今

後の濃度上昇予測に役立てる。

〔内容および成果〕

（１）船舶における酸素濃度測定のための大気のサンプ

リング装置の製作

　船舶は，地球環境研究センターが運営している日本�

カナダ路線と日本��オーストラリア路線の定期貨物船と

自動車運搬船に使用に耐えるようなガラスボトルでのサ

ンプリング装置を開発した。酸素濃度を測定するために

は比較的低い圧力でのサンプリングが必要であった。し

かし，試料量はなるべく大きくしなければならないの

で，ガラスボトルの容量を従来の２リットルから２．５

リットルに増加させた。船での運搬の際の衝撃によるガ

ラス瓶の破損に考慮し，バルブの素材を軽いプラスチッ

クを用いた。またケースの中でのガラス瓶の固定方法を

改良し，折れやすい部分を空中に浮かせた。ガラス瓶は

７本を組としてケースに入れ，圧力制御装置などを中に

固定した。試験的に行った衝撃実験では，ガラス瓶の破

損は起こらなかった。

　このガラスボトルシステムを用いて，従来のステンレ

スボトルサンプリングシステムと同等のサンプリング用

コントローラーを用いて，日本－オーストラリア間を運

行するゴールデンワトル（大阪商船三井���）の協力

を得てサンプラーを配備することができた。これによ

り，サンプリングを開始した。

　サンプリングに関しては１３年１１月から行っている

が，水分トラップなどの問題点を解決しながら少しずつ

データが採れるようになった。最初のデータによると，

酸素濃度と二酸化炭素濃度は緯度別に見ても逆相関があ

ることがわかったが，今後波照間や落石のステーション

で観測中のデータと比較しながら，サンプリングが成功

しているのかなど検討していく予定である。

（２）地上ステーションにおける二酸化炭素の同位体比

及び酸素濃度測定

　波照間（沖縄県）及び落石岬（北海道）の大気のモニ

タリングステーションで，１週間に２回程度の割合で自

動的にガラスボトルに大気をサンプリングした。これ

を，研究所に１ヵ月ごとに送り返し分析を行った。ボト

ルに採られた大気中の二酸化炭素濃度は現地での連続測

定計との測定値０．１���程度の差で良く一致しており，

濃度分析が適正に行われていることが確かめられた。炭

素の同位体比は，短期的には濃度の動きと逆相関を示

し，光合成や呼吸による二酸化炭素の変動を良く表して

いた。２年の間のデータをみるとここ２年の濃度の変動

は小さく，これに連動するように同位体比の変化量もほ

とんどゼロに近くなっていた。このことは，近年，植物

が二酸化炭素を通常以上に吸収していることを示してい

る。

　酸素同位体比は炭素同位体比とは異なる動きをしてお

り，二酸化炭素濃度が大きく減少していく６月ごろを

ピークにして減少した。これは，光合成が大きくなると

ともに呼吸の作用による二酸化炭素の放出も増加して行

くことと同期していた。

（３）同位体比測定を含む測定の国際的相互比較

　二酸化炭素同位体比の世界的な比較実験を行うべく，

大気組成に近い二酸化炭素を製作し，ガラスアンプルに

して，世界の２０機関に配布した。現在１５機関からの回

答を得，そのデータの解析を開始した。炭素同位体比の

場合は，国際的に必要とされている精度の０．０１パーミ

ルに対し，収集されたデータのばらつき（１シグマ）は

その３倍以上であった。一方，精度が悪いとされる酸素

同位体比の場合は，必要精度０．０５パーミルに対し約２
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倍程度であり，比較的良い一致が観測された。これは，

同位体比の一次標準である����の炭酸塩の炭素の同

位体比と大気の二酸化炭素の同位体比の値の差が，酸素

同位体比での差に比べ大きいことが関係していると考え

られた。差が大きいと大きいほど，質量分析計での測定

の誤差要因が大きくなることが知られており，そのこと

が全体的なバラツキを作っていると考えられた。

　大気を濃縮する際の同位体比の変化が起こることがま

た一方では問題となっているために，既知の同位体比の

純粋な二酸化炭素とベースとなる空気をまぜて，模擬的

な大気を製作し，二酸化炭素抽出時の同位体比の変化の

大きさを調べた。それによると，炭素の同位体比の変化

は０．０１パーミル程度あり，大きな問題にならないこと

がわかった。一方酸素同位体比は，ラインによって異な

るが，悪い例では０．０５パーミル程度のずれが観測され

た。これは，真空ラインでのどこかで，二酸化炭素の酸

素の同位体交換反応がおこっていることを示していた。

オーストラリアの科学工業研究機構（�����）の大気

研究部に依頼し，南半球の大気をベースとした参照空気

を製作した。二酸化炭素，メタン，一酸化炭素などの温

室効果気体を微量人為的に添加し，濃度の異なるものを

作った。これを，測定し安定であるかどうかのチェック

を行った結果良好な結果を得た。

〔備　考〕

共同研究者：���������	
�������	�������	

共同研究機関：オーストラリア�����

（６）大気汚染・温暖化関連物質監視のためのフーリエ

変換赤外分光計測技術の開発に関する研究

〔区分名〕特別研究

〔研究課題コード〕０００２��０７８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕中根英昭（大気圏環境研究領域）・畠山史郎・

杉本伸夫・井上　元

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕地域規模の大気汚染の深刻化と地球規模の大

気汚染への寄与の増大という二つの側面から，大気汚

染・温暖化関連物質の実態把握と対策の重要性はますま

す大きくなっている。多様な大気汚染物質の動態を把握

するためには，これらを同時に観測することが重要であ

る。温室効果ガスについては，ソース・シンクの情報を

含む鉛直分布の連続測定が重要である。

　上の要求を満たす測定手法として，フーリエ変換赤外

分光（����）計測が有力な候補である。特に最近操作

性が良好になった高分解能����装置の持つ大きな情報

量を活用するならば，多成分の大気汚染物質の同時観測

をオープンパスで行うこと，温暖化関連物質の高度分布

の観測を行うことの可能性が開ける。本研究では，上の

可能性を現実化する測定手法を提案し，これについて実

際に高分解能����装置を用いた実験を行い，測定手法

の有効性を実証することを目的とする。

〔内容および成果〕

　本研究では，オープンパスの長光路吸収測定による大

気汚染物質の多成分同時観測について，水蒸気等の干渉

等の問題を排除するためのハードウェア的，ソフトウェ

ア的技術を開発する。また，赤外吸収スペクトルの幅が

気圧（高度）によって変化すること等を利用して，大気

汚染物質や温室効果ガスの鉛直分布を求める技術を開発

する。具体的には，（１）長光路吸収法による大気汚染

物質の同時多成分計測技術の開発，及び（２）太陽光源

赤外吸収スペクトルを用いた温暖化関連物質の鉛直分布

計測技術の開発の二つのサブテーマによって研究を行

う。

（１）長光路吸収法による大気汚染物質の同時多成分計

測技術の開発

　本サブテーマでは，赤外光源から放出された赤外光を

水平に大気中に放出した後にリトロリフレクターによっ

て折り返し，光路中の大気中の汚染物質によって吸収さ

せた後に����装置に導入して吸収スペクトルを観測す

る。観測された多成分の気体の吸収スペクトルを個々の

吸収スペクトルを用いて分離し，個々の気体の濃度を導

出する。個々の気体の濃度を導出するプログラムの開

発，水蒸気等による干渉が分解能によってどのように変

化するか等に関して検討する。本年度は，リトロリフレ

クターの設計・製作を行うとともに，送信光源の改良を

行った。

（２）太陽光源赤外吸収スペクトルを用いた温暖化関連

物質の鉛直分布計測技術の開発

　本サブテーマでは，太陽を追尾して太陽光を����装

置に取り込み，太陽と地上の間の大気による吸収スペク

トルを観測する。気体濃度の鉛直分布を導出する。測定

対象とする気体は，二酸化炭素，一酸化炭素等である。

本年度においては，太陽光源を光源として大気の高分解
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能赤外吸収スペクトルを観測し，解析ソフトウェア

���������を用いて一酸化炭素，メタン，亜酸化窒

素の鉛直分布を導いた。特に，一酸化炭素においては，

吸収スペクトルの飽和の程度の異なる吸収線を用いて対

流圏における高度分布の情報が得られることが分かっ

た。

〔備　考〕

　アジアフラックスネットワークの確立による

東アジア生態系の炭素固定量把握に関する研究

（７）生態系における安定同位体比の測定による物質フ

ローの解明に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進��３

〔研究課題コード〕０００２��１００

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕高橋善幸（大気圏環境研究領域）・町田敏暢・

遠嶋康徳

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕生態系内において大気，土壌，植物各相の炭

素などの安定同位体比の測定を行い，炭素循環や移動を

把握するとともに，大気起源の二酸化炭素（���）と生

態系呼吸起源の���との分離評価を試みる。また生態

系呼吸起源の���の安定同位体比の季節的な変動性に

ついて，環境要因との関連を明らかにするとともに，生

態系の持つ同位体分別効果を定量的に評価し，大気・陸

上生態系間の���交換が大気中の���の安定同位体比

へ与える影響を明らかにする。

〔内容および成果〕

　北海道のカラマツ林内に大気試料自動採取装置を設置

し，一定の時間間隔で大気試料を採取し，���濃度とそ

の炭素安定同位体比（δ���）及び酸素安定同位体比

（δ���）の日変動を観察した。この観測をおよそ１ヵ月

ごとに行った。夏季の森林内での���濃度が日中に低

下し夜間に上昇するのに対して，δ���及びδ���は日

中に上昇し夜間に低下する様子が観測された。これは，

夜間は地表付近に逆転層と呼ばれる層状の安定な大気構

造が形成され，その下層に呼吸により放出された大気よ

りも低い同位体比を持つ���が蓄積することにより生

じると考えられる。また，日中は光合成活動による

���の吸収が呼吸による放出に卓越し，植物体により低

い同位体比を持つ���が固定されるので，大気中に

残った���の同位体比は高くなる。また，日中の濃度

の低下は対流による大気の上下混合も大きく関与してい

る。陸上生態系においては光合成により固定される

���のδ
��
�は呼吸により放出される���のδ

��
�に近い

値を持っているため，森林内で観測される���の同位

体比の変動は���濃度の変動と強い逆相関を示したも

のと考えられる。一方，���のδ
��
�は植物の活動が小

さな晩秋から春先にかけての時期については，あまり顕

著な変動が得られなかった。これは植物体内などでの水

との同位体交換によってδ���と異なるプロセスで変動

するためと推測される。

　森林内で観測された���濃度と同位体比の夜間の時

間変動から二成分系単純混合モデルを用いてこの生態系

内で呼吸により放出された���のδ
��
�及びδ���を推

定した。２０００年７月から２００１年９月までの観測データ

から，呼吸起源���のδ
��
�は�２６．７��������	から�

２８．９��������	の範囲で優位に変化していることが明

らかとなった。一方，呼吸起源���のδ
��
�は－１７．６�

��������	から－３９．６��������	という大きな範囲で

変動していた。

　観測データを用いてカラマツ林生態系の呼吸起源

���のδ
��
�と大気���のδ

��
�の差から，同位体分別効

果を計算したところ，およそ１９������という値が得ら

れた。これは，北米などの常緑針葉樹林で観測されてい

る値に比べ大きい。カラマツ林生態系はシベリア周辺の

広大な森林を特徴付けている代表的な植生であり，この

生態系では同様な観測例がほとんどないため貴重な情報

であると言える。

〔備　考〕

課題代表者：林　陽生（農業環境技術研究所）

サブテーマ代表者：村山昌平（産業技術総合研究所）

共同研究機関：産業技術総合研究所，農業環境技術研究所

当課題は重点研究分野Ⅳ．１．１（２）にも関連

（８）東アジア生態系のフラックスネットワーク確立に

関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��３

〔研究課題コード〕９８０２��２６６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕藤沼康実（地球環境研究センター）・

� 高田雅之・勝本正之・鳥山　敦
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〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕地球温暖化の抑制の一助として，陸域生態系

はその二酸化炭素吸収能力から機能している。しかし，

我が国を含むアジア地域の森林などの陸域生態系の二酸

化炭素の吸収能力を定量的に把握することが立ち遅れて

いる。そのために，アジア地域における二酸化炭素フ

ラックス観測の強化を図るために，フラックス観測ネッ

トワーク，��������を確立する。

　アジア地域のフラックス観測ネットワークである

��������の機能を充実させるための基盤環境を整備す

る。その一段階として，アジア地域で展開されている

様々なフラックス観測に関する情報を収集し，情報を共

有することによりネットワーク化を図る。さらに，フ

ラック観測ネットワークとして，観測技術や解析手法や

データ検証体制を整備する。

〔内容および成果〕

　��������の創設に鑑み，観測ネットワークの基盤と

して，我が国におけるフラックス観測研究の現状を取り

まとめ，刊行した。また，平成１４年１月より��������

の事務局として機能することとなり，インターネットに

ホームページを開設するとともに，ニュースレター（電

子版）の刊行など，体制の強化を図ってた。

　また，平成１３年８月には，世界的なフラックス観測

ネットワーク（�������）との比較観測を苫小牧フ

ラックスリサーチサイトで実施した。

〔備　考〕

研究代表者：林　陽生（（独）農業環境技術研究所）

（９）太平洋域の人為起源二酸化炭素の海洋吸収量解明

に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��９

〔研究課題コード〕０１０３��１５２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕野尻幸宏（地球温暖化の影響評価と対策効果

プロジェクトグループ）・向井人史・町田敏暢・

藤井賢彦

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕海洋は大気中に放出された人為起源二酸化炭

素の吸収源として働いているが，その吸収が将来どう変

動するか予測することは，二酸化炭素の排出規制を決め

る上できわめて重要である。現在の海洋の二酸化炭素吸

収を定量化し，予測モデルを正確にするために，現在ま

でに得られている国内外機関の海洋表層二酸化炭素デー

タを活用して，特に北太平洋の二酸化炭素正味吸収量を

解明することを目標とする。また，海洋表層二酸化炭素

分圧と海水中の全炭酸・アルカリ度など炭酸系物質の化

学分析の正確さを保証し，国内的，国際的なデータの統

一利用を可能にするための，分析標準化を行う。

〔内容および成果〕

　本年度は，国立環境研究所の北太平洋表層海洋二酸化

炭素データを利用し，北太平洋中高緯度域の二酸化炭素

吸収とその吸収プロセスの解明に関する研究を行った。

　国立環境研究所では，１９９９年１１月から２００１年５月

にかけての商船三井株式会社所属コンテナ貨物船，アリ

ゲータホープ号の東京－シアトル・バンクーバー航路で，

北太平洋表層海洋二酸化炭素の観測を行った。船上観測

で得た気象要素（気温・湿度・日射・風向・風速・気圧），

大気観測で得た大気二酸化炭素濃度，オゾン濃度，表層

海洋観測で得た水温，塩分，二酸化炭素分圧，栄養塩，

植物色素などについて，データ確定を行った。風向，風

速の相対観測値は，航海データ（船速・船位）によって

補正し，絶対風向・風速とした。船上に搭載した非分散

赤外分光光度計による大気・海洋二酸化炭素測定値は，

国立環境研究所の標準ガススケールに基づく分率値に換

算した。海洋の二酸化炭素分圧値は，二酸化炭素分率値

と気圧，水蒸気圧，船内配管による水温上昇などの測定

値による補正をかけて算出した。これらのデータセット

は，インターネット上で閲覧・利用可能とした。

　また，アリゲータホープの日豪航路への航路替えに伴

い，北太平洋海域での海洋表層二酸化炭素測定継続のた

めに，トヨフジ海運所属ピクシス号への設備移設を一部

について行った。本年度は，その二酸化炭素観測データ

解析・確定の準備作業を行った。

　観測済みデータ解析によると，２０００年夏に，東部北

太平洋亜寒帯域（アラスカ湾海域）で発生した例年にな

い植物プランクトンの急速な増加プロセスが明らかに

なった。アラスカ湾海域にはカナダの海洋観測定点ス

テーション�（北緯５０度，西経１４５度）があるが，その

定点の北である北緯５５－５１度の海域で，２０００年６－

７月に植物プランクトンの例年にない増殖がみられた。

この海域では，１９９５年からの国立環境研究所とカナダ

海洋研究所の共同研究による表層二酸化炭素分圧観測

データが継続的に得られており，二酸化炭素分圧の季節

―����―

国立環境研究所年報（平成１３年度）



変化は小さく，海洋－大気の分圧差が±２０�μ����に維持

されることがわかっていた。これは，春から夏に起こる

海域の生物生産により無機炭素が固定されて起こる表層

海水の二酸化炭素分圧低下と，その季節の水温の上昇に

よる分圧上昇がつりあっていることと，秋から冬にかけ

て起こる亜表層海水と表層海水の混合による分圧上昇

と，水温低下による分圧低下がつりあっていることによ

る。

　しかしながら，２０００年６月の貨物船（アリゲータ

ホープ号）観測，東西相方向航海データで，－５２およ

び－６７�μ����が記録されるという観測開始以来始めての

現象が見られ，海域の二酸化炭素分圧が例年になく低下

したことを示した。衛星観測によると，２０００年には５

月１０日頃に，アラスカ湾にダストが及ぶ大きなイベン

トがあり，それ以降はイベントがない。二酸化炭素分圧

の低下は，貨物船で観測している植物プランクトン蛍光

光度の高まりと一致しており，植物プランクトン増大が

原因であると推測された。その大きさは，東西に

６００��ほどの大きなスケールであった。植物プランク

トン量の指標であるクロロフィル量は最大値が３～４�

�μ����まで高まった。この例年にない植物プランクトン

の増殖に伴う栄養塩類の変化を，貨物船観測，カナダ海

洋研究所観測船�����（６月），北海道大学おしょろ丸

（７月）の海洋観測データから総合的に解析すると，ス

テーション�より北の海域が応答した海域で，南北ス

ケールもほぼ６００��であった。この応答した海域では，

硝酸の濃度低下は例年の夏の生物生産とそれほど違わな

いのに対して，ケイ酸が枯渇するような濃度低下であ

り，ケイ藻が増殖したことを示している。通常の年のア

ラスカ湾海域は，海水中の鉄濃度が低く，鉄を必要な栄

養とするケイ藻の増殖がその制限によって高まらないと

考えられている。二酸化炭素と栄養塩の観測値から推定

される表層海水の無機炭素固定量は，６～７月の期間で

は１０００����������程度かそれ以上と推定され外洋域

ではまれな大きさであるといえる。見られた現象は５月

のダストイベントが及ぼす効果であると考えられ，鉄制

限海域における大気経由の栄養供給が重要であることが

示された。貨物船による観測は，一定の海域の繰り返し

測定を続けるので，このようなイベントが生じた時の事

後の解析に極めて有効である。

　ステーション�では１９７０年代に定点気象観測船が常

に観測を続けていた時代に，１０年間に３回のケイ酸枯

渇現象が見られた。しかしながら，１９８１年以降，定点

観測船が廃止され，年３回程度の定点観測となって以

来，このようなイベント現象の把握が困難になっていた

が，１９９５年からの貨物船観測により，現象把握が可能

となった。１９９５年から１９９９年におけるアラスカ湾海域

は，比較的年々変動が小さかったが，２０００年にイベン

トが起こった。海域の二酸化炭素吸収・放出の年々変動

の評価には，エルニーニョ・ラニーニャのような大規模

な海洋循環変化現象との関係評価が求めらているが，微

量栄養塩制限がある亜寒帯海域には大気経由ダストのよ

うな別のコントロール要因がありうることを示唆した観

測結果であった。

　国際的な海洋表層二酸化炭素観測のネットワーク化活

動が，政府間海洋学委員会二酸化炭素諮問委員会で行わ

れている。その一貫として，ヨーロッパの研究グループ

との研究協力を行った。ドイツキール大学海洋研究所で

は，欧州－北米間の北大西洋の貨物船で観測を開始する

ことになり，国立環境研究所と観測の技術交換を行っ

た。２００１年１１月から観測装置の設置作業を開始し，

２００２年２月に観測を開始した。観測機器の一部に，国

立環境研究所開発機器を採用し，今後のデータ解析の共

同利用を行うこととした。これにより，次年度から，北

大西洋の表層二酸化炭素分圧データと太平洋データの比

較解析が行える体制とした。

　また，政府間海洋学委員会二酸化炭素諮問委員会で，

国際的な海洋表層二酸化炭素分圧測定の測定精度を高め

る目的で，相互比較実験を計画し，その準備を行った。

国内機関で提供する二酸化炭素測定装置として，国立環

境研究所開発機器の整備を行った。

〔備　考〕

（１０）��４，�２�のインベントリーの精緻化と開発中核

技術の内外への普及

〔区分名〕環境��地球推進　��５１

〔研究課題コード〕０００２��２２８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・水落元之・山田正人

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕バスケットアプローチによる削減目標が設定

されたことから各排出源からの排出量を示すインベント
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リーの充実化が極めて重要視されることとなり，����

ではインベントリータスクフォースおよびその技術支援

ユニット（���）を設置した。これらに対して科学技

術的裏付けを与える極めて緊急かつ重要な位置づけにあ

るのが，排出量推計精度の極めて低い���，���であ

る。���，���は人間活動の幅広い分野から排出されて

おり，各分野における対策技術と���，���排出の関係

から管理条件，運転操作条件等の変化と連動して大量に

排出されたり，排出量が抑制されたりする可能性の極め

て高いことが指摘されている。本研究では特に，これら

の排出ポテンシャルが大きい生活系・事業場系排水処理

および固形廃棄物処理の廃棄物分野についてアジア地域

の開発途上国を視野に入れ，インベントリーの充実化と

普及可能な対策技術の開発を行う。さらに導入効果の評

価を踏まえ，対費用効果の優れた技術の普及と連動した

各人為排出源におけるインベントリーの精緻化と充実化

を図る研究を推進することとする。

〔内容および成果〕

（１）生活系・事業場系排水処理および固形廃棄物処理

におけるインベントリーと排出抑制対策技術に関す

る検討

　生活排水処理のモデルとして，今後，閉鎖性水域の保

全に重要な循環式硝化脱窒法に注目して運転操作条件と

して重要な好気槽内の��濃度の���排出特性に対する

影響およびこれらに密接に関連する亜酸化窒素還元酵素

（����）に基づく槽内汚泥中の微生物群集構造解析を

行った。

　好気槽の��の増加に伴って，硝化率も増加し，それ

に伴って窒素除去率も増大する傾向が認められ，��２

����以上の条件では硝化率は９５％以上，窒素除去率

７０～８０％と非常に良好な処理能が示された。一方，

���排出は硝化の進行と共に増大する傾向が見られ，

��２����付近で極大となり，その後は暫減したが，

４����では再び増加した。ここで，２����付近での

ピークはアンモニア酸化の��不足によるアンモニア酸

化速度不足の影響を示しており，４����では嫌気槽へ

の��の持ち込みが増加することにより���が上昇し，

脱窒の最終ステップである���から��への反応の阻害

に因る増加が予想され，また，����遺伝子に基づく群

集構造解析からは好気槽内��濃度が微生物群集構造に

変化を与え，その結果，���還元能に違いが生じたもの

と示唆された。いずれにしろ，更なる��の持ち込みは

脱窒そのものに影響を及ぼすものと考えられる。

　さらに，脱窒プロセスにおいては，���から��へ変

換する中間体として溶存態の���増減が観察された。

硝化プロセスにおいては，���濃度がピークを迎えるよ

り先に���生成のピークを迎えることから，���のア

ンモニア酸化過程での発生が重要であることが推察され

た．このように，処理の本来目的である窒素除去と���

排出が抑制される運転操作条件は基本的に一致し，���

排出が処理の最適化の指標となりうることが強く示唆さ

れた。

　この結果を基に脱窒プロセスでは還元過程での���

の項を組み込み，硝化プロセスでは硝化量に対する���

転換率がアンモニア酸化速度に比例し，硝酸濃度に反比

例するものとして����活性汚泥モデルを改良し，���

の発生・放出を予測するシミュレーションモデルを開発

した。基本的に���生成過程を数値解析可能なことが

示されたが，今後データをかさねてモデルの精度を高め

る必要がある。

　これまでの実験室レベルの検討で，窒素除去の効率化

と���排出抑制効果が認められていた有用微生物とし

ての����������	
�������	の導入効果を実証するために実

際の生活排水を用いた実規模浄化槽での検討の結果，排

出量が増加する低水温下において効果が確認された。

　開発途上国で一般的な生態工学的排水処理手法のう

ち，人工湿地法に注目して排出量と抑制手法について人

工湿地として代表的な自由水面方式と浸透方式を比較解

析した結果，浸透方式の方が処理性能に優れ，かつ

���，���排出量も低いことが明らかになった。ここで

���排出量は湿地表面に形成される酸化層により湿地内

部からの排出量の１／３程度に削減されることが明らか

になった。また，植栽される抽水植物の違いによる排出

量の差異も認められ，抑制手法開発のための基盤的知見

が得られた。ラグーン法についてはタイにおける現地調

査を含めて排出量の検討を行い，これまで排出量の明ら

かにされてなかった���について流入窒素に対する変

換率が２～３％と比較的大きくなることが示された。

（２）対策技術およびインベントリーの総合評価に関す

る検討

　���，���に係る温室効果ガスの排出抑制対策技術

と，温室効果ガスの排出・吸収目録（インベントリー）

の精緻化・充実化に係る研究の評価手法を開発した。対

策技術の評価においては，その適用が及ぼす影響につい
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て排出抑制効果のほか，本来目的への影響やその他波及

効果を含む幅広い視点から評価項目とそれぞれの評価基

準を設定し，各項目における評価結果をポイント化する

ための枠組みを開発した。

　また対策技術が適用される地域の特性を反映するた

め，ポイントに重み付けを行う枠組みを開発した。これ

により，対策技術と受入地域の特性を考慮しつつ，総合

評価を行うことが可能となり，各サブテーマで開発され

つつある対策技術に対して，単に���，���削減量ある

いは削減に係るコストだけではなく，当該対策技術の適

用における社会経済的影響など国内外への適用に関する

指標を数値化して示すことが可能となった。その結果，

生活排水処理における対策などインフラ整備に関連する

対策技術の対策効果が高いことが示され，これらの分野

での対策技術開発を���を視野に入れ重点化する必要

性が示された。

　インベントリーの精緻化・充実化に係る研究の評価に

おいては，������������	
��
報告書に示されたイン

ベントリーと排出源の不確実性評価との一貫性を保ちつ

つ，研究成果を評価する手法を検討したが，この評価手

法では，新規排出源の推計や排出モデルの改善に対する

評価において課題を抱えていることから，本年度は次年

度以降の重点化の方向性を明らかにすることを目的とし

て研究を類型化した上で，新たな評価の視点とその評価

手法の枠組みを提案した。

〔備　考〕

共同研究者：西村　修（東北大学）・松村正利（筑波大

学）・遠藤銀朗（東北学院大学）・

� 常田　聡（早稲田大学）

共同研究機関：中国環境科学研究院・瀋陽応用生態研究

所・上海交通大学・中国清華大学・タイ

アジア工科大学・タイカセサート大学・

インドヴィクラム大学・ソウル市立大学

（１１）交通需要の地域特性に適合した運輸部門の環境効

率向上策とその普及促進に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��５５

〔研究課題コード〕０００２��２２２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究〕

〔担当者〕近藤美則（大気中微小粒子状物質（��２．５）・�

ディーゼル排気粒子（���）等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響プロジェクトグ

ループ）・森口祐一・松橋啓介

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕日本の運輸部門からの二酸化炭素（���）排

出量は，総排出量の２割を占め，一貫して増加を続けて

いる。アジア諸国をはじめとする発展途上国において

も，モータリゼーションの急速な進展により運輸部門の

排出が急増傾向にある。���排出量の削減目標達成に

は，運輸部門からの排出の８～９割を占める自動車から

の排出削減が不可欠である。このためには，日本の優れ

たエネルギー効率の自動車技術や公共交通システム技術

を交通需要の地域特性にあわせて内外に適用することが

望まれる。排出削減目標の達成期限や国際的枠組み適用

に関する検討状況を勘案すれば，短期間に効率の高い技

術を内外で大量に普及促進のための社会・経済的支援策

を併せて検討することが緊急課題と考えられる。そのた

め，まず石油燃料のほか，天然ガス，バイオマス・太陽

エネルギーなどの代替エネルギー源と車両の駆動方式に

ついて，エネルギー供給まで遡った総合的効率の高い技

術を見いだし，中長期的な普及戦略の根拠を得る。次

に，自動車の使用実態を反映した温室効果ガス排出量評

価手法を確立し，排出比例型賦課制度の根拠データを提

供する。また，公共交通システムの効率向上策の技術的

検討を行うとともにその導入可能性，環境改善効果等を

他の交通手段と比べつつ定量的に評価する。さらに，交

通需要の地域特性の異なる類型ごとに，公共交通システ

ム整備，高効率車への代替促進などの施策の費用対効果

を明らかにする。

〔内容および成果〕

　地域特性に適合するとともに，エネルギーの生産・供

給・利用の面から見て効率の高い輸送機関を明らかにす

るために，地域別に輸送機関に利用可能なエネルギー源

とその生産・製造プロセスについてのデータ収集と整理，

エネルギー利用にいたるまでのエネルギー供給フローの

設定，輸送機関の駆動方式と効率，エネルギー転換・蓄

積デバイスに関するデータの収集と整理を行った。アジ

ア諸国の気候条件に適合した輸送機関の要素技術の調査

を行うとともに，予想される効率向上について検討を

行った。地域特性と貨物車による環境負荷との関係を把

握するため，乗用車，小型貨物車，普通貨物車の分布交

通量を表す��データの入手，��データ独自の図形

データを概要図と住所リストから作成するデータ整備を
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行った。経済協力開発機構（����）／環境に持続可

能 な 都 市 交 通（���������	
��������������������

���������）ガイドラインを国および地域に適用する際

の実行上の問題を明らかにすることを目的とした会合

“���������	�
����”において，（１）技術，運行サービ

ス，輸送ロジスティクスに関する情報交換　（２）���

に必要な組織的・構造的変化，経済的な側面の検討�

（３）���実現に向けた共同宣言の作成に加わった。さ

らに，公共交通機関を対象に，その利用状況に伴う環境

負荷の変化をライフサイクル的に推計する手法を構築

し，公共交通システム整備に伴う環境負荷低減施策の検

討を行った。推計は，��������	��
��������の考え方

を基本におき，交通システムの整備と供用との両局面の

環境負荷を対象とし，ケーススタディとして都市郊外鉄

道への適用を試みた。一方，ドイツ・フィリピン・日本

を対象国として，自動車関連税による環境負荷削減効果

および財源確保の効果について徴税体系による変化の分

析手法を構築した。自動車関連税は自動車の取得・保有・

利用の各段階で徴収可能であることから，その徴収方法

の違いによる効果を分析するため，税率の違いによる自

動車の買い替えや車種選択の意思決定モデルを国別に作

成し，車齢コーホートモデルと組み合わせて車齢構成を

予測できるモデルとした。

〔備　考〕

共同研究機関：経済産業省独立行政法人産業技術総合研

　究所・国土交通省独立行政法人交通安全

　環境研究所・名古屋大学・慶應義塾大学・

　群馬大学

（１２）海水中微量元素である鉄濃度調節による海洋二酸

化炭素吸収機能の強化と海洋生態系への影響に関す

る研究

〔区分名〕環境��地球推進　��５７

〔研究課題コード〕０１０３��１５３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕野尻幸宏（地球温暖化の影響評価と対策効果

プロジェクトグループ）・横内陽子・今井圭理・

藤井賢彦

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕海洋は大気中に放出された人為起源二酸化炭

素の吸収源として働いているが，海域によってはその吸

収能が微量栄養塩の不足で規定されている。北太平洋高

緯度海域もその一つであり，最も不足が起こりやすい鉄

を散布することで二酸化炭素吸収能が増強されると考え

られる。将来，温暖化対策として大規模な海洋鉄散布が

行われる可能性があるので，その対策技術が海洋環境・

海洋生態系へ与える影響を事前に明らかにすることが必

要である。そのため，中規模（メソスケール）の鉄濃度

調節実験をこの海域で行う。メソスケール実験は，海洋

をバックで仕切るエンクロジャー規模実験より大きく，

１０��四方程度の鉄添加海域を作る実海洋実験であり，

周辺海域に長期的影響を及ぼさない規模の実験である。

本研究所の研究グループは，鉄濃度調節実験で起こる海

水炭酸系の変化・炭素固定と生物生産の関係の研究を分

担する。

〔内容および成果〕

　�����（北太平洋の海洋科学に関する政府間機構）の

もとで，国際共同研究として，海洋鉄肥沃化に関する共

同実験計画が提案され，日本とカナダが中心となって，

実行に移されることとなった。この課題では，本年度

に，北西太平洋亜寒帯海域において，国内共同実験とし

て海洋鉄散布実験を行い，次年度に，アラスカ湾海域で

同様な国際共同実験を行うことを計画して，研究を進め

た。

　北太平洋亜寒帯海域は，冬季の海洋の鉛直混合により

主要な栄養塩である硝酸，リン酸，ケイ酸の濃度が非常

に高くなる海域である。３～４月頃にその最大値を示す

が，春から夏にかけては表層の昇温で密度成層化が進

み，海洋表層で植物プランクトンが生育することによっ

て海水中の無機炭素と栄養塩が固定され，表層水の栄養

塩濃度が低下してゆく。条件のよい海洋では，これら栄

養塩濃度はほとんどゼロに近くなるまで低下するのであ

るが，北太平洋亜寒帯海域の広い範囲では，９月頃の最

低濃度の時期でも枯渇状態にならず，他の何らかの植物

プランクトン生育条件が満たされていないことが知られ

ていた。

　こ の よ う な 海 域 は，�����（���������	
������

�����������：栄養塩が高いにもかかわらず植物量が少な

い）海域と呼ばれ，そのような状況を呈する原因とし

て，日射の不足，動物プランクトンによる捕食の大きさ

など，いろいろな説が提唱され，従来から議論となって

いた。最近のことであるが，����海域の原因として

の鉄不足仮説に対し，１９９０年代になってからは，実験
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的な証拠が与えられるようになってきた。そのため，こ

のような海域に鉄を加えることが植物プランクトンの成

長を促進し，海水中の溶存無機炭酸の固定を増強するこ

とで，ひいては大気中の二酸化炭素の吸収を起こすとい

う操作が，現実にありうると考えられるようになった。

これは，海洋に人為起源で放出された二酸化炭素を貯留

する温暖化対策技術の一つと考えられている。

　広大な����海域は，北太平洋亜寒帯のほかに，東

部赤道太平洋，南極海の３ヵ所である。１９９３年に，米

国が中心となり，����海域の一つである東部赤道太

平洋海域で，海洋の鉄に対する応答を確認する中規模実

験が始めて行われ，その後，２００１年までに東部赤道海

域で２回，南極海で２回の実験が行われた。本研究課題

による実験は，２００１年７～８月に，水産庁研究船「開

洋丸」の航海において，北緯４８．５度，東経１６５度の北

西太平洋亜寒帯海域で行われた。これは，未実験の

����海域である北太平洋亜寒帯海域における最初の

実験となった。

　中規模の海洋鉄散布実験においては，数��四方に鉄

の溶液を散布し，周辺海域との植物プランクトン量の

差，海水二酸化炭素濃度の差，粒子沈降量の差などを確

認し，その比較から散布効果を解析するので，周辺海域

が均一である場所で実験を行うことが必要である。その

ため，事前調査として，物理化学測定で海域の均一性，

����としての状況の確認を東経１６５度南北線で北緯

５１度から南下しつつ行った。その結果，北緯５０度から

北緯４７．５度にかけてが，亜寒帯循環域といわれる表面

温度塩分がほぼ均一な海域であり，そのうち４９度以南

で植物プランクトン量が比較的少なく，主要栄養塩が豊

富に余っていることが分かり，４８．５度という散布海域

を決定した。また，海域の鉄濃度は，植物プランクトン

に対する鉄制限を起こすと考えられる０．１��より低い

濃度で，その濃度変動も小さいものであった。

　本研究所研究グループでは，海洋表層二酸化炭素分圧

測定，栄養塩測定，植物プランクトンの一次生産測定，

漂流セディメントトラップによる粒子沈降量測定，沈降

粒子の化学成分測定を分担し，解析に必要な化学データ

を得た。実際の鉄の散布は，７月１８～１９日に開洋丸で

行った。硫酸第一鉄の海水溶液と六フッ化硫黄（���）

飽和海水溶液を混合し，表層海水に注入して，８×�

１０��の大きさの鉄濃度を高めた海域を作る作業を行っ

た。散布された鉄の総量は３７０��であった。海水に加

えられた第一鉄の大部分は速やかに酸化されて粒子状と

なって沈殿するので，化学反応しないトレーサー物質で

ある���を散布海水に加えることは，実験期間最後まで

散布海水としての証拠を残すことになる。その結果，散

布３日後の７月２１日に蛍光センサーで植物プランクト

ンの活性増加が始めて確認され，５日後の７月２３日に

は，表層二酸化炭素分圧の測定値の低下から，植物プラ

ンクトン量の増加と無機炭素の固定が明らかになった。

散布１２日後には，植物プランクトン量は，沿岸海洋の

値といえる２０μ����までその濃度が増加し，二酸化炭

素分圧も２２６μ����という，この種の実験における最低

値を示した。

　鉄散布による海洋の二酸化炭素の貯留効果を議論する

には，冬季の鉛直混合が及ばない深度にまで粒子状炭素

が輸送されたかどうかが問題となる。そこで，漂流セ

ディメントトラップ実験を担当し，結果を解析した。表

層海水の全炭酸の減少量と大気からのガス交換による供

給量から，海水中から除去された無機炭素量が推定さ

れ，実験期間中で１．３モル���であった。それに対し，

観測期間末に海水中に存在する粒子状有機炭素量と溶存

有機炭素量の和を求めたところ１．０８モル���であった。

一方，漂流セディメントトラップで測定された鉛直有機

炭素輸送量は水深６０ｍ面を基準として０．１７モル���で

あった。このことから，観測期間末に表層水中に存在す

る有機炭素と鉛直輸送された有機炭素の和の量が，固定

された無機炭素の量とつりあっていて，測定に矛盾がな

いことが分かった。従って，鉄散布から約２週間の追跡

観測期間に限って言えば，植物プランクトンに固定され

た炭素が，冬季の混合層より深い深度まで輸送されてい

ないことを示す。

　これは，以前の赤道や南極海域での鉄散布実験で得ら

れた結果と近いものであり，鉄散布は顕著な植物プラン

クトン量増加をもたらしはするものの，冬季混合層以深

への輸送量が速やかに高まるものではないことが明らか

になった。このことは，鉄散布の二酸化炭素吸収増加対

策としての効果に疑いをもたらすものであるが，固定さ

れた有機炭素が観測期間以降に表層海洋で分解され無機

炭素に戻るのか，あるいは，観測期間以降に大きな鉛直

輸送フラックスを示すのかが重要なポイントであり，よ

り長い追跡観測が必要なことが明らかとなった。

　結果的に，北西太平洋亜寒帯海域における今回の鉄散

布実験は，海洋の二酸化炭素分圧低下量，植物プランク
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トン増加量として，従来からの鉄散布実験の中で最大の

大きさを示し，この海域が鉄制限であり，植物プランク

トン増加の大きな容量があることが明らかとなった。

２００２年に予定されている日加合同のアラスカ湾におけ

る実験では，より長期追跡が予定されていて，鉛直輸送

量に関するより明瞭な実験結果を得ることを目標とした

準備を行っている。

〔備　考〕

研究代表者：津田　敦（水産総合研究センター北海道区

水産研究所）

共同研究者：武田重信（東京大学）

（１３）陸域生態系の吸収源機能評価に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��１

〔研究課題コード〕９９０１��２５８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕山形与志樹（地球環境研究センター）・

� 亀山康子・小熊宏之・石井　敦・

� ���������	�
�����

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕京都議定書では，３条３項および３条４項に

より，規定された吸収源活動による吸収量を数値目標の

達成のために利用することが可能となった。大気中の

���濃度は，化石燃料消費量の削減及び���の吸収源と

なる地球上の生態系の拡大によって減少させることがで

きる。現時点で，本格的な温暖化対策技術は実用段階に

はないが，それが完成するまでの「つなぎの技術」とし

て，吸収源活動は重要な政策オプションである。また，

共同実施（��）およびクリーン開発メカニズム（���）

が定義されたことは，温室効果ガスが実質的に貨幣価値

（カーボンクレジット）をもち，技術移転などを行うこ

とによって他国で生じた温室効果ガスの排出削減量また

は吸収量を自国の排出量から差し引くこと（カーボンオ

フセット）が現実的なものになったことを意味する。本

研究では，このような状況のもと，これまでの知見の整

理やモデル開発等により，グローバルな炭素吸収量のア

カウンティング方法の評価，プロジェクトの経済性評価

（排出削減量および排出削減コストに関する定量的なア

カウンティング）の方法論の確立，および制度設計に関

する議論の発展に資することを目的とする。

〔内容および成果〕

　本研究では，�����モデルによる１９９０年以降の２０

年間の土地利用変化シナリオ予測と，人工衛星画像によ

る樹冠率を考慮して独自に開発した炭素ストック変化モ

デルを組み合わせて，世界レベルにおける���活動に

よる吸収量を推計した。����の科学アセスメントは，

京都議定書の吸収源活動のポテンシャルが排出になると

予測しているが，本研究では，逆に最大で０．２������

（第一約束期間中）の吸収量を見込めることが示された。

吸収量の適切な値の範囲は，森林成長に関する研究から

得られる可能性がある。異なる樹齢の木のバイオマス量

は炭素蓄積量に転換することができ，そうすることに

よって，炭素蓄積量変化が分かる。しかし，このように

して導かれた吸収量はかなりの幅がある。それは，同種

の木が同様の条件の下で育成された場合もそうである。

本研究結果によれば，初期の育成段階において高い生産

性を持つ南タイガの森林は熱帯林と同じくらいの炭素を

吸収する可能性がある。換言すれば，典型値の地理的分

布にもかかわらず，すべての森林の炭素吸収量は０．７～

３．５��������の範囲に収まる。土壌中の炭素蓄積を含

めても，１�４�����であり，この範囲は本研究で開発

されたモデルの範囲と一致する。ほかに，���の森林

吸収源の事例解析なども行った。

　本研究では，プロジェクトの経済性評価を行うため

に，新エネルギー・産業技術総合開発機構が平成１０年度

に行った，共同実施等推進基礎調査の各報告書（調査件

数４６件）のなかから３５のプロジェクトおよび植林プロ

ジェクト�に関するフィージビリティー・スタディーをも

とに，各プロジェクトの収益性を算出した。算出に当

たって，投資回収年，内部収益率（���），正味現在価

値（���）の各指標を算出し，プロジェクトの種類や，

カーボン・クレジットの価格設定（２００５年に�１０���，

以降毎年１０％の値上がりを想定したケース，２００５年に

�１０���，以降毎年１５％値上がりを想定したケース，お

よび毎年�２０���固定のケース）がプロジェクトの収益

性に対して与える影響を明らかにした。大部分のエネル

ギー関連プロジェクトでは，カーボン・クレジットによ

る収入によってプロジェクト全体の収益性が向上するも

のの，それほど大きなものではなかった。また，植林プ

ロジェクトにおける影響度の大きさと比較した場合，大

部分のエネルギー関連プロジェクトの影響度は小さかっ

た。従って，カーボン・クレジットにより，これまで収

益性の面から実現が難しかったエネルギー関連プロジェ
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クトが多数実現可能になるとは考えにくい。また，再生

可能エネルギーなどの，高価な，しかし環境負荷低減に

より資する技術の普及には，カーボン・クレジット以外

のインセンティブの創設が必要だと考えられる。

〔備　考〕

（１４）大気境界層観測による森林から亜大陸規模の二酸

化炭素吸収推定

〔区分名〕環境��地球一括

〔研究課題コード〕０１０３��１０５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕町田敏暢（大気圏環境研究領域）・井上　元・

遠嶋康徳・高橋善幸

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕京都議定書で決められた人為的な森林活動の

評価は，植林や伐採の規模が１０��のオーダーなので，

二酸化炭素の吸収量を評価するためにはフラックス法，

森林統計，遠隔計測などの方法が適している。しかしな

がら，今後の国際交渉の場では，直接の人為活動である

植林や伐採だけではなく，森林保全，営林，農牧畜など

を含む全炭素の排出・蓄積を評価する方向で検討が進め

られると予想される。これに対応するために森林（１

��）から亜大陸規模（１０００��）の炭素収支を評価する

方法を開発する事が重要な研究課題となる。本研究で

は，陸域の炭素収支を直接反映する大気境界層内部とそ

の直上の自由対流圏における二酸化炭素濃度や他の関連

気体の観測を通して，森林規模から亜大陸規模にかけて

の炭素収支を評価するための観測手法や解析手法の確立

を目的とする。

〔内容および成果〕

　本研究は地表付近の二酸化炭素濃度および関連気体の

連続観測および連続観測地点上空における二酸化炭素濃

度の航空機観測により，観測手法の検討を行うものであ

る。本年度は，観測地点の選定，観測装置の開発，観測

装置の設置，および予備的観測を行った。以下にその詳

細を記す。

　１）観測地点の選定

　二酸化炭素の吸収過程をより正確に定量化するため

に，１）地形が平坦あること　２）植生ができるだけ均

一であること　３）人間活動の影響が少ないが，研究者

の定期的なアクセスが可能なことおよび　４）森林キャ

ノピーより十分に高いタワーを有することを条件に，観

測地点を地図およびチャーター機を使った上空からの視

察により検討した。その結果，ロシア共和国西シベリア

のトムスク市南西に位置するベレゾレーチカ村

（５６�１０’�，８４�２０’�）のガスプロム社通信中継タ

ワーの周辺の森林地帯を観測地点として選定した。

　２）観測装置の開発

　タワーを使った境界層内の二酸化炭素濃度の連続観測

結果を定量的に解釈するために，大気構造や地表付近の

影響の指標として，ラドン濃度，オゾン濃度および，気

温，湿度，風向，風速，気圧，日射量，降水量の気象要

素を観測することとした。また，航空機観測では二酸化

炭素濃度のほかに気温，および気圧を測定する。

　タワー用二酸化炭素連続測定装置は測定精度を維持し

ながらも標準ガスの消費量を極めて少なくしたシステム

を新たに開発した。性能評価試験の結果，開発した装置

は森林上空の二酸化炭素濃度の日変動，季節変動を観測

するために十分な精度を有し，１セットの標準ガスで５

年以上の観測が可能であることが確かめられた。

　タワー用ラドン濃度測定装置は静電捕集式ラドン濃度

測定器を保守作業が困難な遠隔地での連続運転のために

改良したものである。無人運転時の停電対策，消費電力

対策，データ出力・保存方法の改良，除湿方法の改良を

行い，最長で約３ヵ月の連続運転が可能なシステムを構

築した。

　二酸化炭素，ラドン，オゾン測定装置と気象測器の記

録部は大容量の無停電電源と共に厚さ１００��の断熱材

を施した標準コンテナに設置し，外気温の変動に耐える

システムとした。

　航空機用二酸化炭素濃度観測装置は，経験の少ないオ

ペレータが簡易に確実に扱えるために開発した小型軽量

の自動測定システムである。二酸化炭素計はシングルセ

ルの����を使用し，小型の流量制御装置と圧力制御装

置を付加して航空機の高度変化に伴う圧力変動の影響を

除去した。シングルセルによる出力のドリフトは標準ガ

ス導入頻度の増加で対応できることを確認した。

　３）観測装置の設置

　各観測装置は２００１年１０月にベレゾレーチカのタワー

に設置した。

　ベレゾレーチカタワーは高さ９０�の通信中継用タ

ワーである。このタワーの８０�，４０�，２０�，５�の４

高度に約５�のアームを取り付け，アームの先に空気採
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取口や気象測器を設置した。各高度における観測項目は

以下の通りである。

８０�：二酸化炭素濃度，気温，湿度

４０�：二酸化炭素濃度，ラドン濃度，オゾン濃度，風向，

風速，気温，湿度

２０�：二酸化炭素濃度

５�：二酸化炭素濃度，ラドン濃度，オゾン濃度，気温，

湿度

　日射，降水量計はコンテナの屋上に，気圧計はコンテ

ナ内部に設置した。

　航空機用二酸化炭素濃度観測装置は小型航空機���

２機に搭載した。���２機はプロペラ１機の航空機で

エンジンの排気を機体右方に排出しているので，空気採

取口と気温センサーを左翼の中ほどに固定した。���

２機のキャビンは与圧を行っていないので，気圧セン

サーは二酸化炭素濃度観測装置とともにキャビン内に設

置した。

　４）予備的観測

　２００１年１０月の設置作業以降にベレゾレーチカタワー

において各観測装置の試験運転を開始した。開始直後

は，電源供給装置，除湿装置，空気採取ポンプ，データ

記録装置に不具合が発生し，一部の観測項目に欠測がみ

られた。現地作業者との度重なる復旧作業の結果，２００２

年２月からはすべての観測装置が正常に機能し，データ

が取得できるようになった。

　図１は２００２年２月１３日から１４日にかけての二酸化

炭素濃度と気温の時間変動を表したものである。二酸化

炭素濃度は地表付近の高度５�における濃度が常に高度

８０�における濃度を上回っていることがわかる。冬季

は地表面は二酸化炭素の放出源になっていることから，

この観測結果は妥当である。２月１３日の２３時過ぎから

二酸化炭素濃度が急激に増加している。地表付近の気温

が１３日の明け方に比べて１４日の明け方がより低いこと

から，逆転層内に二酸化炭素が蓄積した結果，高濃度に

なった可能性が考えられる。

　航空機による二酸化炭素濃度の観測は２００１年１０月よ

り月に１回から２回の頻度で，ベレゾレーチカタワーの

上空２０００�から２００�の範囲で実施した。初期に装置

のトラブルや天候の不具合から欠測があったが，２００２

年２月からは順調にデータが取得できた。最下層の二酸

化炭素濃度は３７８���から３９１���を示しており，タ

ワー観測の結果と整合している。

〔備　考〕

（１５）地域規模の二酸化炭素排出・吸収量評価方法の開発

〔区分名〕環境��地球一括

〔研究課題コード〕０１０４��２６５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕藤沼康実�地球環境研究センター�・

� 高田雅之・勝本正之・鳥山　敦

〔期　間〕平成１３～１６年度（２００１～２００４年度）

〔目　的〕広域的大気観測により地域あるいは国規模で

の温室効果ガスの放出量を見積もることは，国別インベ

ントリーの精度向上のためにも重要・不可欠な解析手法

である。

　本研究では，森林や都市が１００��規模にパッチ状に

存在し，かつ，南北が海であるため入出の差が測定しや

すい北海道西部（小樽－札幌－苫小牧地域）を対象にし

て，様々なスケールや方法を駆使した大気観測を総合的

に行うことにより，地域規模の二酸化炭素排出・吸収量

の評価を試みるケーススタディーを行う。

〔内容および成果〕

　本年度には，現地での観測体制の整備を進めるととも

に，観測の基盤となる当該地域の二酸化炭素発生量／吸

収量に係わる統計データの収集と計算モデルの最適化を

進めた。

　航空機等による二酸化炭素分布のキャンペーン観測：

平成１４年度に予定されているキャンペーン観測の現地

観測体制の整備のために，航空機等への搭載する観測シ

ステムの整備を進めた。また，対流圏輸送モデルによる

二酸化炭素分布予測のために，当該地域の気象データを
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国立環境研究所年報（平成１３年度）

図１�２００２年２月１３日から１４日にかけての二酸化炭
素濃度と気温の時間変動



収集解析し，キャンペーン観測の適正計画案を作成し

た。

　モデル計算による観測のデザインとシュミレーショ

ン：北海道西部地域の人為的な二酸化炭素発生量・吸収

量の把握のために，当該地域の産業活動・運輸活動・民

生用燃料消費量等の基盤となる統計データとともに，二

酸化炭素吸収源としての土地利用・森林分布のデータを

収集し，モデル計算に利用できうる形式に整備した。ま

た，大気の輸送モデルによるシミレーションのためのモ

デルの最適化作業を進めた。

〔備　考〕

共同研究機関：北海道大学北方生物圏フィールド科学セ

ンター森林圏ステーション

（１６）北西太平洋の海洋生物化学過程の時系列観測

〔区分名〕戦略基礎

〔研究課題コード〕９７０２��１５４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕野尻幸宏（地球温暖化の影響評価他対策効果

プロジェクトチーム）・横内陽子・今井圭理・

藤井賢彦

〔期　間〕平成９～１４年度（１９９７～２００２年度）

〔目　的〕海洋は人為起源二酸化炭素の吸収源として働

いているが，その吸収が将来どう変動するか予測するこ

とがきわめて重要である。予測モデルの確立には，現在

の海洋炭素循環を正確に記述する観測・プロセス研究を

行う必要がある。表層海洋で季節変化を伴って起こる現

象を的確に明らかにするには，外洋域での定点時系列観

測が有益な情報を与えるので，本研究課題では，北西太

平洋亜寒帯域定点で繰り返し観測を行い，データ解析と

モデル化から，その炭素循環プロセスを明らかにするこ

とを目的とする。海洋定点観測で，海水中の化学成分の

濃度季節変動と生物生産季節変動を明らかにし，海洋生

物生産と関連した炭素循環プロセスを正確に記述すると

ともに，物理・化学・生物現象を結合したモデルでその

プロセスを理解することを目標とする。

〔内容および成果〕

　１９９８年から２０００年の３年間を集中観測期間として，

北 緯４４度，東 経１５５度 の 観 測 定 点����（������

��������	
�
	��	����
����
�）において海洋生物化

学の精密なデータを得た。本年は，そのデータの解析か

ら，海洋生物生産と関連する炭素循環プロセスを正確に

記述する研究を行った。さらに，生態系モデルすなわち

物理・化学・生物現象を結合したモデルを，この観測定

点を含む北太平洋海域にあてはめ，海域によって起こる

炭素循環プロセスの違いを明らかにする研究を行った。

また，時系列観測定点に近い海域で行われた海洋鉄散布

実験に参加し，鉄のような微量栄養塩と海洋生物生産の

関連を明らかにする研究を行った。

　観測定点����での水温・塩分変化は主に１００�以浅

で起こる。水温は８月に１５℃ に達し表層混合層深度が

１０�程度となり，外洋域として著しく浅くなる。１０月

からは表面水温が低下し，混合層深度が増し始める。２

月には水温は２℃，混合層深度は１００�に達する。水深

１００�には水温１�２℃ の水温極小（中冷水）が存在す

る。これは冬季の冷却・鉛直混合の名残である。表層混

合層平均の溶存無機炭酸濃度（���）は２０００年２月に

極大を示し，１９９８年および１９９９年の３月に極小を示し

た。１９９９年の年間振幅は１０７�μ�������に達した。これ

は，世界の主要海洋時系列観測点の中で最も大きい振幅

であり，西部北太平洋の新生産の大きさを示す。一方ア

ルカリ度は，春季から夏季にかけてわずかに増加，その

後減少するが，硝酸で補正した変動は５�μ�������以下

であった。このことは，アルカリ度変化のほとんどが有

機物の生成・分解によるもので，炭酸カルシウムの生成・

分解の寄与が少ないことを示している。

　����表面海水の���分圧（����）は６月から１２月

まで大気より低く，この間は���の吸収域となってい

た。����では水温の変化も大きく，夏に����を上昇

させる方向に作用するが，この温度効果を上回る���

減少があるため，����は６月から１０月まで３００～３４０��

μ����で推移する。１０月以降は鉛直混合が活発になり，

下層の���濃度の高い海水が表層にもたらされ，温度

低下の効果を上回って����が上昇し，冬季は放出域と

なる。風速の気候値とガス交換速度から大気海洋間の

���交換量を求めると，６月から８月は風速が比較的小

さいため約５０����������の吸収速度であったが，１０

月には風速が強くなり始めることから吸収速度が増大

し，１５０����������に達した。その後風速は強くなる

が����も大気に近づくため吸収量は減少，２月には放

出に転じる。

　水深１００�の温度極小層の海水が持つ栄養塩および

���濃度を冬季の初期値として，それ以浅の栄養塩およ
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び全炭酸の減少から期間の新生産量を見積もることがで

きる。栄養塩の減少分にレッドフィールド比（海洋生物

が固定する�：�：�のモル比）をかけて炭素換算とした。

���から見積もった新生産量は夏から秋にかけて栄養塩

から見積もった新生産量を下回るが，これは海域が大気

から���を吸収するため，見かけ上減り分が少ないた

めである。５月から６月にかけての新生産速度は最も高

く，６００����������に達した。６月から１０月にかけ

ては１９９８，１９９９年ともに約２５０����������で推移し

た。これらの値は基礎生産速度に非常に近い値であっ

た。これは，この期間に限っては表層の基礎生産に占め

る再生生産の割合が非常に小さいことを示し，植物プラ

ンクトンに同化された炭素の効率よい下方への輸送を意

味する。

　定点����の生物活動の季節的変化に関するデータ

の解析と関連データとの比較から，動植物プランクトン

現存量，植物プランクトンによる基礎生産速度および植

物プランクトン種組成の季節変化について，全体像が明

らかとなった。植物プランクトンの生物量の指標である

クロロフィル�量の鉛直分布は，春から秋にかけては表

層から水深４０�層の深度（有光層）に集中して存在し

ていた（１．０�０．５����������程度）。しかし，冬季には

混合層全体に均一な分布となり，２月には８０�深度ま

で０．５����������を上回る値となった。有光層内の積

算クロロフィル�量は，５月から６月初旬に他の時期よ

りも若干高くなることを除くと，２０�４０����������程

度の一定値を示し，生産速度が小さい冬季にも減少しな

いことが新しい知見であった。

　植物プランクトン群集による基礎生産速度の鉛直積算

量は，５月に最高値を示した後急激に減少し，８月ある

いは１０月にわずかながら上昇することがあるにしても，

一般的には冬に向かって減少する傾向を示した。基礎生

産速度の実測値は春季（５月），夏季（６－８月），秋季

（１０－１１月）および冬季（１２�２月）のそれぞれの季節

に お い て そ れ ぞ れ５１７～５３５，１５３～３０４，１０１～

３０７，２３～９５����������の範囲であった。季節平均

値はそれぞれ５２６，２２７，７３および４８����������であ

り，年間の植物プランクトン群集による炭素固定量とし

て，８９�������が算出された。また，鉛直的な基礎生

産速度分布を見ると，表層から水深２０～３０ｍ層でその

水柱全体の基礎生産速度の７０～８０％を占めており，他

の海洋時系列観測点と比べて浅い深度に植物プランクト

ン群集生産が限られていることがわかった。

　５月には，細胞サイズ１０�μ��以上の画分の植物プラ

ンクトンがクロロフィル�量に占める割合が増加し，顕

微鏡観察および細胞数計数でも大型珪藻類の寄与（優占

種として����������	
����������	�
��������
���������	）

が大きくなることが示された。一方，ノルパックネット

によって水深１５０�から鉛直採取された大型動物プラン

クトン群集は，夏季あるいは秋季に比べて冬季に減少す

ることがわかり，それらの植物プランクトン群集に対す

る摂餌圧が減少する。

　植物プランクトン基礎生産速度の季節変化の大まかな

変化は日照時間の季節変化とよく似ており，季節変化に

光量変化が重要であることが示唆された。一方，海水温

との関係は整合的でなく，冬季の低い生産速度を説明で

きても，低水温期である春季の高い水柱積算基礎生産速

度を説明できない。また，８月には，表層の体積あたり

の基礎生産速度は最高値となるにもかかわらず，混合層

が極めて浅くなり，植物プランクトン群集の生産層が同

時に浅くなって，水柱積算量は大きくならない。また，

特定の季節あるいは季節の移行時には，特徴的ないくつ

かの変化が確認できた。第一は春から夏に向かって急激

に生物量および基礎生産速度が減少する点，第二は晩夏

および秋季に基礎生産速度が上昇する点，第三は冬季に

基礎生産速度が極めて低くなるにもかかわらず生物量が

保持される点である。第一の点に関しては微量金属元

素，特に鉄の欠乏がその原因として考えられる。２００１

年７月の西部北太平洋における鉄散布実験では，海洋に

可溶態の鉄を供給することで植物プランクトンの現存量

が約２０倍，有光層積算基礎生産速度が約５倍に増加し

た。このことは，海域が夏季に鉄欠乏状態にあることの

証明でもあった。春季の生物生産の高まりの後，主要栄

養塩類は枯渇に至らないながらも微量金属が欠乏するこ

とで植物プランクトン基礎生産速度が急激に減少し，現

存量が低下すると考えられる。第二の点では，１０月頃

に始まる冷却と海洋鉛直混合によって下層から供給され

る栄養塩類の効果が示唆される。第三の点では，希釈培

養法の結果から植物プランクトンの活性が冬に小さくな

る一方で微小動物プランクトン群集の活動も同様に停止

していることがわかり，摂餌圧をうけなくなった植物プ

ランクトンがわずかながらの生長ではあっても水柱に保

存されるということが考えれた。

　気候変動に対する海洋生態系の応答，また生態系に連

―����―

国立環境研究所年報（平成１３年度）



動した物質循環のメカニズムを定量的に把握する目的で

海洋生態系モデルの研究を，定点����の観測データ

を利用して行った。本研究では１５コンパートメント海

洋生態系モデルを用いて����での物質循環の再現を

目指した。このモデルでは植物プランクトンは珪藻，非

珪藻小型植物プランクトンの２種，動物プランクトンは

小型動物プランクトン，カイアシ類，オキアミ類の３種

に分類される。風速，日射量，表層水温，表層塩分を与

え，十分なスピンアップ後，１９８２年から１９９９年までの

１８年間の結果を解析した。モデルは当該海域における

物理過程および生物化学過程の大きな季節振幅をおおむ

ね現実的に再現した。また，季節変動に対する年々変動

幅は年間最大混合層深度では４５％，表層栄養塩濃度や

カラム積算クロロフィル量の年間最大値では２５から

３５％に相当した。混合層深度の年間最大値，表層栄養塩

濃度の年間最大値と年平均基礎生産量の間には正の相関

が見られた。このことは，混合層深度の年間最大値の

年々変動が分かれば，観測が比較的困難である生物化学

過程の年々変動を大まかに推定することが可能であるこ

とを示唆している。

　さらに，観測年度である，１９９８，１９９９年両年のシュ

ミレーションを行い，観測データがない３～４月の鉛直

混合がその後の表層の生物生産に与える効果を中心に検

討を行った。これによると，１９９８年と１９９９年では，春

季の植物プランクトン生産が高まる時期が異なり，表層

水の成層化の時期との関係があることが示唆された。ま

た，年々の気象データとモデルの組み合わせから，風速

の強化，混合層深度の発達，海面水温や日射量の低下な

どを引き起こす低気圧の通過が生態系変動を強く引き起

こすことが示唆された。

〔備　考〕

共同研究者：角皆静男・岸　道郎（北海道大学）・加藤義

久（東海大学）

１．２　地球温暖化に伴う地球環境変動の将来見

通しに関する観測・解析・モデリングと影

響評価に関する研究

（１）環境保全に係わる統合評価モデルの開発に関する

研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��０３４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕甲斐沼美紀子（社会環境システム研究領域）・

増井利彦・藤野純一

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕環境保全に向けた取り組みを評価するため

に，経済活動，土地利用の変化，リサイクル，ライフス

タイルなど環境問題にかかわりのある分野を対象に，

様々な学問領域の知見を取り込んだ「統合評価モデル」

の開発を行い，環境保全のための各種施策がマクロ経済

に与える影響や環境保全や経済発展政策などを総合的に

評価することを目的とする。

〔内容および成果〕

　次の計画スケジュールで研究を進めている。エネル

ギー対策・大気汚染対策を中心とした統合政策評価モデ

ルのための基礎技術の開発を行った（１３年度）。経済発

展と環境制約の関係を評価するモデルのための基礎技術

の開発を行う（１４年度）。統合政策オプションを評価す

るモデルのための基礎技術の開発を行う（１５年度）。政

策評価インタフェースのための基礎技術の開発を行う

（１６年度）。環境保全・経済発展政策の統合に向けた評価

モデルの開発を行う（１７年度）。上記の計画に従い，本

年度において以下の研究成果を得た：今後地球環境保全

のためにはアジア太平洋地域の発展途上国と共同して対

策を進めていく必要があるが，現状では途上国における

地球環境保全対策の優先度は非常に低いため，他の優先

度の高い国内政策と組み合わせて対策をデザインする必

要がある。このような地球規模の環境対策とローカルな

環境対策を組み合わせる方策の評価手法について検討し

た。また，バイオエネルギーなどの再生可能エネルギー

のアジア太平洋地域における今後の役割を検討するた

め，まず日本におけるバイオエネルギーの供給可能量に

関する見積もりについて調査した。また，世界における

バイオエネルギーの資源面・経済面での供給可能性を探

るため，各種モデルを用いたシミュレーションスタ

ディーを行い長期（２１００年）のエネルギーシナリオを

検討した。さらに，アジアを対象に今後のモデル開発の

参照シナリオとなる中長期（２０３２年）の再生可能エネ

ルギーシナリオを作成した。

〔備　考〕�
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（２）暑熱とオゾンの複合暴露が感染防御能に及ぼす影

響に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９９０１��０６２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕山元昭二（環境健康研究領域）・藤巻秀和

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕地球温暖化に伴い大気中のＯ�（オゾン）濃度

が上昇することが予測されている。オゾンによる健康影

響を考える場合，夏季の暑熱は，オゾンの生体影響を修

飾する重要な要素の一つとなることが予想される。しか

しながら，暑熱とオゾンを組み合わせた生体影響に関す

る検討は十分でない。本研究では，暑熱に着目し，暑熱

とオゾンの複合暴露が生体の感染防御能に及ぼす影響に

ついて検討する。

〔内容および成果〕

　暑熱とオゾンの複合影響を明らかにするために，本年

度は，前年度に引き続きマウスを種々の温熱条件下

（２３℃，３２℃，３５．５℃，３～７日間）で高温暴露後，吸

入チャンバーでオゾン曝露（０．５���，２４時間）し，黄

色ブドウ球菌や変形菌に対する肺の抗細菌防御能並びに

気管肺胞洗浄（���）液中の細胞・液性成分の影響につ

いて検討した。その結果，３５．５℃７日暴露群では，オゾ

ンとの複合暴露によって肺の抗細菌防御能への相加的な

抑制影響が認められた。肺胞マクロファージ数は，複合

暴露群並びに暑熱暴露群で対照（２３℃，新鮮空気）群に

比べて有意に減少したが，オゾン暴露群では対照群との

間に差はなかった。したがって肺胞マクロファージ数の

減少は暑熱暴露に起因することが示唆された。

〔備　考〕

（３）気候変化に関わる熱・水循環フィードバック過程

の研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０３��０８３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕江守正多（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕地球温暖化による将来の気候変化において，

気温上昇の平均的な大きさや，気温・降水量変化の地理

的分布は気候システムに存在する複雑なフィードバック

過程を経て決まると考えられる。その多くは，雲，放

射，大気境界層，植生を含む地表面などの諸過程の相互

作用を通じた，地球の熱・水循環の変調としてとらえる

ことができる。本研究では，主として気候モデルを用い

た数値実験により，気候システムに存在する熱・水循環

フィードバック過程のうち将来の気候変化において重要

と考えられるものを同定し，その性質を解明し，半定量

的にその効果を見積もることを目的とする。

〔内容および成果〕

　本研究で用いる気候モデル（����������	
��等）

は，現時点で実用に耐える水準の気候再現性を持つが，

これをさらに様々な側面から検証し，気候再現性の向上

を目的とした改良を行った。具体的には，水蒸気の移流

計算の方法をスペクトル法から格子点法に変えることに

よる水循環過程の計算精度について検討したほか，雲過

程，境界層過程についてモデルを改良し，エアロゾルと

植生過程の導入を行った。その結果，全球的な降水分

布，水蒸気分布のモデルによる再現性を向上することに

成功した。

〔備　考〕

（４）数値気候モデルが持つ不確実性の評価に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０３��０８５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕野沢　徹（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度�２００１～２００３年度�

〔目　的〕人為起源物質等による気候変化を将来にわ

たって見通すためには，数値気候モデルを用いるのが有

効である。このような数値モデルは基本的な物理法則に

従って構成されているが，我々の現象理解や計算機能力

の限界，方程式系の非線型性などに起因する不確実性を

持っている。数値気候モデルによる将来の気候変化予測

を定量的に評価するためには，モデルが持つ不確実性に

関する知識が不可欠である。本研究では，����������

����を用いて様々な数値実験を行い，モデルが持つ

不確実性の程度を明らかにする。

〔内容および成果〕

　放射や雲，境界層などの各物理過程における調整可能

なパラメータを変更した複数の数値実験を行い，結果と
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して得られる気候がどの程度変化するかを調べた。ま

た，同様の実験を���倍増時についても行い，各物理

過程におけるパラメタの調整が気候感度に及ぼす影響に

ついても調べた。

〔備　考〕

当課題はⅣ．１．２（１１）およびⅣ．５．２（１３）にも関連

（５）エアロゾルの気候影響評価に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９８０２��０８６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕日暮明子�大気圏環境研究領域�

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕エアロゾルの気候影響の重要性が認識されは

じめてきている。しかし，その気候影響評価に十分な全

球でのエアロゾル特性は明らかになっていないのが実状

である。本研究では，エアロゾルの気候影響評価をより

よい精度で行っていくために，衛星データを利用し，全

球でのエアロゾル光学特性の把握を行う。

〔内容および成果〕

　エアロゾルの光学的厚さとサイズインデックスを推定

する全球解析アルゴリズムを確立した。開発アルゴリズ

ムを�����������の５年分のデータに適用し行った

予備解析から，センサーキャリブレーションの必要性が

強く示された。過去２０年分の長期解析において有効な

キャリブレーション法の検討を行い，可視，近赤外チャ

ンネルのキャリブレーション比については雲の反射率を

利用することで安定に求められることが分かった。

　一方，多波長衛星データの利用によるエアロゾルアル

ゴリズムの開発においては，前述の２つのパラメータに

加え，エアロゾルの光吸収性の同時推定が可能となり，

更に推定された粒径の大小と光吸収性から代表的な４つ

のエアロゾルタイプ（砂塵性・炭素性・硫酸塩・海塩エ

アロゾル）への種別分類もおおよそ可能となった。予備

的な解析結果は，地上観測・他衛星観測・モデル解析の

結果とほぼ一致した。ただし，光吸収性エアロゾルと非

吸収性エアロゾルが混在した場合については，アルゴリ

ズムの特性上，光吸収性タイプのエアロゾルが優位に判

別されることが示唆された。

〔備　考〕

（６）レーザー長光路吸収による大気微量分子計測のた

めの分光手法の研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９９０１��０９３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕杉本伸夫（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕レーザー長光路吸収法は野外の大気微量分子

の遠隔計測手法として原理的に高感度が期待される手法

であるが，赤外域の良好な波長可変光源が応用上の問題

点となっていた。近年，周期構造を持つ非線形光学素子

や半導体レーザーの開発が目覚ましく，これらを用いた

レーザー長光路吸収システムの新たな展開が期待されて

いる。本研究では，これらの新しい赤外波長可変光源を

用いて，その特性を有効に利用した分光計測手法を開発

することを目的とする。

〔内容および成果〕

　航空機から比較的長い光路長で炭酸ガスを計測するシ

ステムの光源について検討し，２ミクロン帯の��ファ

イバーレーザー，ファイバーアンプの応用の可能性を検

討した。パルス動作により航空機からの測定に必要な，

数十マイクロジュール以上のパルスエネルギーと高繰り

返しが期待され有望であることがわかった。しかし，衛

星搭載システムで必要となる数ミリジュールの単色性の

良いパルス出力を得るためにはまだ技術的な課題があ

る。

〔備　考〕

（７）ミー散乱ライダーによるエアロゾルおよび雲の気

候学特性に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００３��０９６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕清水　厚（大気圏環境研究領域）・杉本伸夫・

松井一郎

〔期　間〕平成１２～１５年度（２０００～２００３年度）

〔目　的〕環境研において開発された連続運転型ミー散

乱ライダーによる観測結果を解析し，アジア域でのエア

ロゾル・雲の鉛直分布などに関する特性について解明す

る。また，オンライン接続されたライダーに関してデー

―����―

国立環境研究所年報（平成１３年度）



タのリアルタイム処理を行い，結果をインターネット上

に表示することにより，エアロゾルの地上観測などライ

ダー以外の観測網に対して有用な情報を提供するシステ

ムを構築する。

〔内容および成果〕

　つくば，長崎，北京におけるライダーデータについ

て，特 に２００１年 春 季 に 実 施 さ れ た����������	��


��������	
������	���������������	�����������（����

����）期間中のデータを集中的に解析し，黄砂の発生頻

度・光学特性などを解析した。黄砂の発生源に近い北京

においては，各月数回ずつ，長ければ４～５日間連続し

て地上付近から高度４��程度まで分布する黄砂が観測

された。ユーラシア大陸に近い長崎では，北京での黄砂

現象から１～２日遅れで地表付近に黄砂が達することが

多かったが，東日本のつくばでは黄砂は自由対流圏（３

～４��）を通過する例が多かった。粒子の非球形性を

示す偏光解消度は北京では３５％，長崎でも３０％に達す

ることがあったが，つくばでは２０％程度と差があり，

発生源からの輸送距離に依存して全エアロゾル中に占め

る黄砂の割合や，粒径分布が変化していると考えられ

る。またつくば，長崎に加えタイ・シーサムロン，奄美

大島に設置されたライダーデータについて即時一次処理

を行い，インターネット上に表示するシステムを設計・

構築し，観測結果を迅速に公開できるようになった。

〔備　考〕

（８）気候変動と自然環境との相互作用に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１５５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕向井人史（地球温暖化の影響評価と対策効果

プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕地球の気候は生物の出現によって長い年月の

間に作り変えられてきた歴史を持っている。生物の存在

する地球の大気は物質循環を通して組成を変化させなが

らそれを気候に反映させてきた。また一方では，気候が

生物圏へ関与し，生物圏自身も変化させられてきた。こ

れらの相互作用のなかで比較的安定した地球環境という

ものが維持されているという仮説がある。地球の気候は

温室効果ガスの濃度や太陽光の反射量に大きく左右され

る。生物の活動は気候を大きく変化させないように，大

気を調節しているのではないかといういわゆるガイア仮

説の例としてジメチルサルファイドなどの生物が作り出

す物質がある。ここでは，ジメチルサルファイドの反応

生成物の濃度を長期的に調査することによって，気候と

海洋植物プランクトンとの相互作用がどのように存在す

るか検討する。

〔内容および成果〕

　島根県隠岐島において１９８３年以来大気粉塵の採取を

続けているが，２００１年度も西郷町にある島根県合同庁

舎屋上および五箇村にある国設隠岐酸性雨測定局におい

て採取を実行し１９年間の大気粉塵試料の時系列を作っ

た。サンプルは重さを量った後３分割し，－２０度�の

試料保存庫に設置したステンレス製の特別な保存容器に

保存した。

〔備　考〕

共同研究機関：島根県保健環境科学研究所・西郷保健所

（９）南北両半球における���（揮発性有機化合物）

のベースラインモニタリング

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０１０５��０４５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕横内陽子（化学環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕自然生態系から放出される微量有機物質に

は，成層圏オゾン破壊物質（塩化メチル・臭化メチル）

や雲凝結核の前駆物質（���）などが含まれるため，

気候変動による生態系の変化はこのような���の増減

を介して地球環境にフィードバックをもたらす可能性が

高い。しかしながら，人為起源物質であるフロン，代替

フロン類を除くと���のバックグラウンド濃度の観測

例は極めて少ない。本研究では，南北両半球の代表的

バックグラウンドステーションであるカナダ・アラート

（北緯８２度，西経６２度）とオーストラリア・ケープグリ

ム（南緯４１度，東経４５度）において塩化メチルを始め

とする自然起源���の定期観測を行い，それらの季節

変動・長期トレンドを把握する。これによって各���

濃度の今後の変動予測を可能にするとともに，将来的に

は大気観測から���発生源である自然生態系の変動を

検出することを目指す。
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〔内容および成果〕

（１）アラートとケープ・グリムにおいて２週間に１回

の大気サンプリングを現地共同研究機関の協力を得て実

施し，ガスクロマトグラフ�質量分析計により塩化メチ

ル，臭化メチル，ヨウ化メチル，クロロホルム，アセト

ン，硫化カルボニル，四塩化炭素，ジクロロメタン，ブ

ロモホルム，ジブロモメタン，ヨウ化エチル，トリクロ

ロエチレン，テトラクロロエチレン，ジブロモクロロメ

タン，特定フロン類（���１１，���１２），代替フロン

類（����２２，����１４２�，����１４１�，���１３４�，�

����１２４，����１２３）の測定を行った。自然起源お

よび人為起源の各化合物について南北両半球における濃

度変動の特徴を解析した。

（２）標準ガスインターキャリブレーションの一環とし

て塩化メチル，臭化メチル，テトラクロロエチレン，Ｈ

���１４２�を 対 象 に �����（���������	
���
�

��������	
�����������	
����）によるケープ・グリム

の同時観測データと相互比較を行い，良好な結果を得

た。

（３）グローバルな���発生量収支に関わる研究の一

環として塩化メチルの発生源調査を筑波実験植物園の熱

帯雨林温室および沖縄本島の亜熱帯林において実施し

た。その結果，東南アジアの熱帯林に繁茂するフタバガ

キ科の植物やヘゴなどのシダ植物が大量（～１９�μ����・����

������
��・����）の塩化メチルを放出することが明らかと

なった。このことは将来（熱帯林破壊が塩化メチル発生

量を左右するかもしれない）および過去（石炭紀には大

型シダ類が繁茂して大量の塩化メチルを放出していたか

もしれない）における大気中塩素量の動向を考える上で

重要な意味を持つと考えられる。

〔備　考〕

共同研究機関：カナダ／����������	
�����，

� オーストラリア／�����

（１０）複合リモートセンシングによる鉛直物質輸送に関

する解析方法の開発

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０１０１��０９５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕清水　厚（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕大気中に浮遊する微粒子（エアロゾル）は，

人間に対する健康影響，酸性雨などに関連した地域環境

への影響，大気の放射バランスへの寄与からもたらされ

る地球温暖化への影響など，さまざまな形で環境とかか

わりを持つ。エアロゾルの３次元的分布を把握するため

には，主に地表付近に存在する発生源を把握するととも

に，大気中での動態（輸送や変成など）を詳しく知る必

要がある。エアロゾルの鉛直輸送に関しては，移流によ

る輸送と渦による拡散を考慮する必要があるが，これら

に関連するパラメータは直接測定が困難なため，これま

でに大気境界層における輸送理論が発達した。ところが

近年，大気の運動を把握するウインドプロファイラーお

よびエアロゾルの分布を計測するライダーという２種類

のリモートセンシング手法が発達し，エアロゾルの鉛直

輸送にかかわるパラメータが連続的に計測できるように

なってきた。本研究ではこれらリモートセンシングによ

るパラメータを組み合わせてエアロゾルの鉛直輸送量を

直接導出し，大気境界層内におけるエアロゾル分布や，

境界層から自由対流圏への物質輸送を把握するための解

析方法を開発する。

〔内容および成果〕

　本研究ではウインドプロファイラー（京都大学他によ

る）とライダー（国立環境研究所他による）が近接地点

で連続運転されたインドネシア・ジャカルタでの観測

データを用いた。エアロゾルの鉛直輸送は移流（鉛直風

速と濃度の積）と拡散（鉛直渦拡散係数と濃度勾配の

積）からなる。ミー散乱ライダー（波長５３２��）による

後方散乱強度から�������法によって後方散乱係数を求

め，さらに光学モデル����による変換係数を利用し

てこれを質量濃度に変換して更に鉛直勾配を求める。こ

れとは独立にウインドプロファイラー（周波数

１３５７．５���）からは鉛直風速（ドップラーシフトの量）

とスペクトル幅（エコーの拡がり）が得られ，さらにス

ペクトル幅と大気安定度から鉛直渦拡散係数を決定し

た。これらパラメータを同一時刻・高度で定義して演算

を行い，エアロゾルの鉛直輸送量を移流分・拡散分のそ

れぞれについて見積もった。

　１９９８年７月上旬の観測結果では，日中地上１．５��付

近に大気境界層のトップが存在し，境界層内部ではエア

ロゾルは鉛直濃度変化が小さく，渦拡散係数が大きいと

いう典型的なパターンが見られた。このときのエアロゾ

ル鉛直輸送は，境界層トップ付近で拡散の寄与が大き
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かったほかは全領域で移流の寄与が卓越していた。鉛直

輸送の全日平均では，境界層の最高高度より上で拡散に

よる緩やかな上方への輸送が見られ，自由対流圏へのエ

アロゾル輸送が行われている。また，鉛直輸送の収束と

エアロゾル濃度の時間変化を比較した。両者は，エアロ

ゾルの生成・消滅や水平移流がなければ一致する量であ

る。日中はこれらに大きな差があるが，日没後は時空間

パターンが一致しており，下層大気のエアロゾル変動が

２種類のリモートセンシング手法によって１次元近似で

観測結果から説明できる場合があることが明らかになっ

た。

〔備　考〕

（１１）気候変動の将来の見通しの向上を目指したエアロ

ゾル・水・植生等の過程のモデル化に関する研究

〔区分名〕環境�地球推進　���１

〔研究課題コード〕０００２��０８０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．２　統合評価モデルを用いた地球温暖化のシ

ナリオ分析とアジアを中心とした総合対策研究

〔担当者〕神沢　博（大気圏環境研究領域）・菅田誠治・

江守正多・野沢　徹・日暮明子・秋吉英治

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕地球温暖化に伴う気候変化・気候変動の気候

モデルによる将来の見通しが，影響評価・対策に十分に

活かせるものとなるには，気候変動評価の不確定性の幅

を明らかにする必要がある。また，地球環境変動の研究

の推進のためには，現在の気候モデルに欠けている物質

循環や生態系との相互作用を取り入れて総合化した気候

モデルを開発して用いる必要がある。これらの課題は現

在大きな研究課題として残されており，�����において

も重要視されている。

　本研究課題では，（１）人為起源の対流圏エアロゾル

と対流圏オゾンによる気候変化の不確定性を明らかにす

ること，（２）水蒸気，雲，地表水文過程などによって

もたらされる気候変化・気候変動の不確定性を明らかに

すること，（３）気候変化・気候変動と対流圏物質循環，

森林生態系間のフィードバックを含めた総合的なモデル

の基礎を確立すること，を主な目的とし，さらに，それ

らの知見を統合し，総合的な気候・物質循環モデルの開

発改良とその応用を目指す。手法としては，数値モデル

による研究が中心となる。

〔内容および成果〕

　気候変動の将来の見通しの精度の向上を目指し，温室

効果ガスの増加による地球温暖化に対する人為起源エア

ロゾルの冷却効果，水循環の役割等をモデル化するとと

もに，水循環における植生の役割を明らかにすることを

主たる目的として生態系のモデル化を行い，気候モデル

と生態系モデルとの連携を強化する。本課題は，以下の

３つのサブテーマで構成される。

（１）対流圏エアロゾルおよび対流圏オゾンの気候影響

に関する研究

（２）地球温暖化に伴う気候変化と水循環過程との相互

関係に関する研究

（３）地球温暖化における陸上生態系フィードバックに

関する研究

　国立環境研究所では，サブテーマ（１），（２）を担当

する。他研究機関の担当するサブテーマ（３）にも課題

代表機関として関与する。

　当研究所の具体的な実施計画は，以下のとおりであ

る。エアロゾルの間接効果を表現するモデルの開発，エ

アロゾル・オゾン相互作用モデル開発，および，多波長

衛星データによるエアロゾル光学特性推定アルゴリズム

の開発を行う。エアロゾル及びオゾンモデルを全球気候

モデルに組み込むモデルの開発を行う。熱帯降雨観測衛

星データとモデル結果とを用いた降水過程の日変化・季

節内変動・季節変化の比較解析を行う。水蒸気・雲過程

の季節変化・経年変化に関する衛星観測データとモデル

結果の比較解析，および，気候モデルにおける積雲パラ

メタリゼーションの比較検討を行う。開発したモデルを

利用して数値実験を行い，人為起源の地球温暖化関連物

質の将来の排出シナリオに沿った気候の将来の見通しに

ついて，その不確定性を含めた評価解析を行う。

　本年度に得られた成果は，以下のとおりである。気候

モデルに対流圏エアロゾルの要因を組み込む開発，対流

圏オゾンモデル開発，および，衛星データによるエアロ

ゾル光学特性推定アルゴリズムの開発を行った。水蒸

気・雲・降水の地域特性および時間変動特性の比較解析

のための様々な衛星観測データおよびモデル実験データ

の収集・整理・解析を行った。

〔備　考〕

共同研究機関：森林総合研究所・農業環境技術研究所・

� 　産業技術総合研究所・東京大学・九州大学
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（１２）地球温暖化の総合解析を目指した気候モデルと影

響・対策評価モデルの統合に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　���３

〔研究課題コード〕０１０３��３４１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．２　統合評価モデルを用いた地球温暖化のシ

ナリオ分析とアジアを中心とした総合対策研究

〔担当者〕井上　元（地球環境研究センター）・

� 神沢　博・野沢　徹・日暮明子・菅田誠治・

森田恒幸・原沢英夫・甲斐沼美紀子・増井利彦・

高橋　潔

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕本研究は，温暖化の影響，各種温暖化対策の

必要性と効果を政策担当者，国民等に対して具体的に提

供することを目的とし，対策評価，温暖化の見通しの評

価，影響評価の３つのモデル間の相互作用を解析するア

ジア太平洋地域向けの統合モデルを開発して，温室効果

気体及びエアロゾルの排出が地域の気候変化を通して農

業の収量変化や水資源の変化へ及ぼす影響に対する基礎

的情報を得ることを目標とする。

　現在，地球温暖化研究において解決すべき大きな課題

として，（１）地球温暖化をもたらす温室効果気体及び

地球温暖化を基本的には抑制する対流圏エアロゾルの２

つの大気微量成分について，人為的発生量を対策モデル

数値計算により定量的に評価し，その評価に基づいて，

気候の将来の見通しを得るための空間３次元気候モデル

数値計算を行い，地球温暖化の時空間分布を定量的に推

定すること　（２）その推定結果に基づいて，影響評価

モデル数値計算を行い，地球温暖化の影響を定量的に推

定することの２つが挙げられる。本研究では，最終的に

この２点を遂行することを目指す。具体的には，開発済

みの全球気候モデルを，影響および対策評価と結びつけ

るために，対策研究の成果を気候モデルに組み込む手法

を開発して，その開発した手法を組み込んだ気候モデル

を利用し，影響研究に資する成果を得る。このように，

排出シナリオに対する気候シナリオ，その気候シナリオ

に対する影響シナリオについて一貫したモデルを作成

し，それらのシナリオの評価を実施する。また，開発し

たモデルを，２０世紀の過去１００年間の地球温暖化研究

に適用することを試みる。

〔内容および成果〕

　本課題は，以下の３つのサブテーマで構成される。

（１）排出シナリオと気候モデルとのインターフェース

開発に関する研究

（２）気候モデルと影響評価モデルとのインターフェー

ス開発に関する研究

（３）気候モデルと影響・対策評価モデルとを統合した

モデルによる総合評価実験に関する研究

　排出シナリオと気候モデルとのインターフェース開発

に関する研究として，気候モデルで利用可能な各種温室

効果気体（二酸化炭素，メタン，亜酸化窒素，オゾン，

フロンガス，等）および各種エアロゾル源（硫酸塩，炭

素性，土壌性，海塩，等）の排出シナリオに関する検討

を行う。気候モデル（ここでのモデルは主に全球気候モ

デル）が外部パラメータとして必要とする各種温室効果

気体の濃度の年々変化，および，各種エアロゾル，オゾ

ンの空間分布の時間変化を，それらのソース排出データ

から導出する方法を検討し，実験を行う。排出シナリオ

のパラメータの不確実性が気候シナリオにどれくらいの

誤差を与えるのかを調べる感度実験を行い，総合評価実

験の結果の解釈に用いる。また，気候モデルと影響評価

モデルとのインターフェース開発に関する研究として，

全球気候モデルと影響モデルを繋ぐインターフェースモ

デルとしてのアジア太平洋地域向けの地域気候モデルの

開発を行う。全球および地域気候モデルの系統誤差やパ

ラメータの不確実性が影響モデルにどれくらいの誤差を

与えるのかを調べる感度実験を行う。水資源，農業活動

に対する影響評価を行うモデルにとって必要なパラメー

タを必要な時間分解能で地域気候モデルから出力する方

法を検討し，実験を行う。さらに，気候モデルと影響・

対策評価モデルとを統合したモデルによる総合評価実験

に関する研究として，総合評価実験の検証に必要な各種

の気候および地球環境のモニタリングデータの内容を検

討し，収集を行う。過去の排出シナリオデータを与えて

全球気候モデルによる過去１００年の気候再現実験を行

い，全球気候シナリオデータを得る。地域気候モデルを

用いてアジア太平洋地域を対象とした過去１００年の地域

気候シナリオ（気温，降水量，雲分布，日射，等）を求

め，気候シナリオの排出シナリオに対する応答を調べる

とともに，農業の収量変化や水資源の変化が，どの程度

再現できるかを調べる。

　本年度の研究成果は以下のとおりである。各種温室効

果気体および各種エアロゾル源の排出シナリオに関する

検討を行った。地域気候モデルの開発を行った。各種の
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気候および地球環境のモニタリングデータの内容を検討

し，収集を行った。����へ報告した将来１００年にわた

る気候変化の見通し実験（いくつかの温室効果ガス・エ

アロゾルの排出シナリオを開発済みの気候モデルに与え

て実施）の結果を解析し，総合評価モデル実験実施上の

問題点を考察した。

〔備　考〕

共同研究機関：東京大学

　温暖化による健康影響と環境変化による社会

の脆弱性の予測と適応によるリスク低減化に関

する研究

（１３）温暖化による健康影響と社会適応に向けた総合的

リスク評価に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��１０

〔研究課題コード〕９９０１��０７５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕山元昭二（環境健康研究領域）・藤巻秀和

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕日本及び中国・インド等の東アジア地域につ

いて，気候条件と各種疾患の発生率との相関について，

国内外の研究グループと協力して疫学調査を実施する。

同時に疾病・死亡に関連する大気汚染の状況についてモ

ニタリングデータを用い，その相互関係について解析す

る。温暖化のシナリオに基づく気候変化と適応能の評価

を組み込んだ健康影響と環境変化によるリスクを総合

し，アジアの社会における温暖化影響の総合的リスクの

低減化策を確定する。

〔内容および成果〕

　地球温暖化による気温上昇と都市化によるヒートアイ

ランドの増強により，世界各地において夏季の高温が頻

繁に観測され，都市域においては夏季の熱ストレスによ

る健康影響が深刻化すると考えられる。夏季気温がヒト

の気候順化能の閾値温度を超えて上昇したときに健康に

対する種々のリスクの増加がみられるため，疾病データ

と気象データを収集し気温と健康影響の相互関係につい

て検討した。代表的熱ストレス疾患である熱中症は全国

的に発症し死亡例も観察されるため，熱中症発症のリス

ク因子について解析した。本年度は性・年齢階級別に熱

中症発症と地域の気温条件との関連を解析し，相互比較

することにより，熱中症発生の閾値温度を明確にする研

究を実施した。東京において１９８０年から１９９５年の１６

年間（リスク人口：約１億９千万人）の救急搬送の熱中

症患者データを解析した結果，３０℃ を超える日最高気

温より熱中症の発生がみられ，日最高気温が３５℃ を超

えると熱中症の発生が急増した。神戸市（１９９６～２０００

年）では，７月と８月に発生数の急激な増加がみられた

が，年齢階級別の発生数は６５歳以上が最も多く，気温

と発生数の関係では，東京と同様に日最高気温が３０℃

を超えると発症の増加がみられ，３５℃�を超えるとその増

加はより顕著であった。また，連続して気温の高い日が

続くと，症例数は次第に低下する傾向がみられた。福岡

県と沖縄県（１９９７～１９９９年）での各年の発生率（１０万

対・日）の性差は，両県ともに女性に比べ男性が高く，

日最高気温の熱中症発生に対する統計的に有意な影響

が，福岡市では男女ともに認められたのに対し，那覇市

では男性でのみに認められた。また，この影響を，平日

（月～金曜）と週末（土，日曜）とに分けて検討したと

ころ，福岡市では男女とも平日でより強い影響があった

のに対し，那覇市では男女とも週末でより強い影響が

あった。なお，これらのうち，福岡市の男性で平日にお

ける影響が最も強いと考えられた。以上，熱中症関連疾

患で救急搬送患者症例のデータを収集し解析した結果，

熱中症の急増する気温には東京，神戸市，福岡市では明

確な地域差がみられなかったが，那覇市の女性において

は閾値気温に関する適応があることを窺わせる。また熱

中症は男性のリスクが女性に比べ著しく高い一方，６５

歳以上の高齢者のリスクが相対的に高い。その一方で，

中国南部武漢においては，日最高気温が３７℃ を超える

と熱中症の発生が急増するため，日本に比べ暑熱への適

応がみられる。閾値温度を超える猛暑日においては，熱

中症リスク低減化のため熱中症への警戒が必要と考えら

れた。

　一方，温暖化による夏季気温の上昇は，オゾン生成を

促進すると予測されているため，都市近郊においては高

温による健康影響とオゾンによる影響が複合して現れる

ことが予想される。特に呼吸器へのリスクは重大と考え

られるため，肺の感染防御能に対する高温とオゾンの複

合影響を明らかにするモデル実験を引き続き行った。そ

の結果，マウスに対する高温とオゾンとの複合暴露に

よって肺の抗細菌防御能への相加的な抑制影響が認めら

れた。熱ストレスは感染症や脳・心血管系疾患等広く健

康状態に影響するため，夏季の気温と種々の疾病との関
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連について要因解析が重要と考えられる。社会の高齢化

が進行する中で，今後夏季気温の上昇により予想される

疾病増加に関しては，発生予測に基づき，性・年齢別の

リスク低減化の予測，環境改善によるリスク低減化に関

して研究を遂行する必要がある。

〔備　考〕

研究代表者：安藤　満（富山国際大学地域学部）

共同研究者：彼末一之（大阪大学医学部）・高橋　謙（産

業医科大学）・浅沼信治（日本農村医学研究

所）

（１４）温暖化による動物媒介性感染症の増加の予測と効

果的予防対策に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��１０

〔研究課題コード〕９９０１��２９０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕小野雅司（環境健康研究領域）

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕地球の温暖化による重大な健康リスクが懸念

されている動物媒介性感染症について，温暖化に伴うア

ジア太平洋域における分布域の拡大予測を行うととも

に，その規定要因を明らかにし，効果的な予防対策へ資

することを目的に，国外の流行地での疫学調査（疾病調

査）と媒介蚊の成育に関する実験的研究を実施する。

〔内容および成果〕

　過去３年間に実施してきた疫学調査データ，基礎実験

データを集約し，温暖化による動物媒介性感染症へのリ

スク評価を行うとともに，効果的な予防対策を確定する

ため，以下の研究を行った。

①雲南省，広西壮族自治区，海南省の６０数地区・１９９４

～２０００年（マラリア），雲南省，広西壮族自治区，広東

省，海南省の４０数地区・１９９７～２０００年（デング熱）に

関して各種資料の収集を行った。収集データに基づい

て，媒介蚊の季節的消長並びに患者発生と環境要因との

関連について解析を行った。②継続観察中の雲南省内の

３地区（高度流行地域，中程度流行地域，非流行地域）

における血清疫学調査結果に基づいて，住民のマラリア

抗体価の季節変動，経年変化を明らかにし，関連要因に

ついて検討した。③デング熱およびマラリア媒介蚊につ

いて実施してきた，異なる温度条件下での成育実験（媒

介蚊の発育速度，生存期間，等に関する温度依存性の検

討）結果から，デング熱およびマラリア媒介蚊の発育・

生存に対して至適温度が存在し，低温での成長阻害とと

もに過度の高温での生存期間の短縮を示す結果を得た。

　これまでに得られた調査結果に基づいて，温暖化によ

る動物媒介性感染症へのリスク評価を行うとともに，効

果的な予防対策についての検討を行った。

〔備　考〕

研究代表者：内山巌雄（国立公衆衛生院）

共同研究機関：中国預防医学科学院寄生虫病研究所・

� 中国海南省熱帯病防治研究所・中国雲南

省マラリア防治研究所

（１５）地球温暖化による生物圏の脆弱性の評価に関する

研究

〔区分名〕環境��地球推進　��１１

〔研究課題コード〕９９０１��０２２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．２　統合評価モデルを用いた地球温暖化のシ

ナリオ分析とアジアを中心とした総合対策研究

〔担当者〕原沢英夫（社会環境システム研究領域）・

� 名取俊樹・高橋　潔・肱岡靖明

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕陸域生態系の脆弱性評価は温暖化の影響予測

や���３の森林シンクの問題とも関連する重要な課題

である。本研究は，生物圏，特に，高山生態系，自然

林・人工林生態系，農業生態系，及び関連する水資源シ

ステムを対象として，地域レベルでの脆弱性評価を行う

ことの脆弱性を指標とした温暖化モニタリングの可能性

を検討することを目的とする。

〔内容および成果〕

　我が国をはじめとするアジア地域では地域レベルに適

用しうる感受性や適応性の評価手法の開発と総合的な脆

弱性評価，特に，陸域生態系の脆弱性評価の問題は森林

シンクの問題とも関連する重要な課題である。また，水

資源の問題は，生態系の脆弱性や農林業を含む人間の経

済活動とも密接に関連しており，生物圏の存続に悪影響

を及ぼす可能性が高い問題である。本年度は，本研究所

で担当している高山生態系及び水資源システムを対象に

気候シナリオ・データベースの充実，影響評価手法の開

発と適用，および現地調査と実験研究によるモデルパラ

メータの整理を行った。

　高山生態系の脆弱性評価と指標化については，我が国
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高山帯の特徴の一つである冬季の豪雪と高山帯の地域特

性を考慮し，北海道の高山帯植生と亜高山帯植生さらに

高山帯植生を構成する各植物群落の分布について，気候

条件との統計的関係をまとめ，さらに，これらの結果を

基に，本プロジェクトの温暖化共通シナリオを用いて，

２１００年までの温暖化影響予測を行った。その結果，

２０３０年から２０５０年の間に高山帯植生が消滅し亜高山帯

に置き換わるとの予測結果が得られ，温暖化に対して北

海道の高山帯は極めて脆弱であることが示された。

　また，地域別研究として，ここ数十年の間に森林帯が

上昇しヒダカソウなどの希少植物種が生育する高山草原

の減少が指摘されていたアポイ岳（北海道）において，

上昇したハイマツの樹齢を推定した結果，１９７０年頃か

らハイマツの上昇が顕著となり，それ以前に比べて上昇

速度が大きくなっていることが分かった。また，北岳

（山梨県）周辺のみに生育するキタダケソウについて温

暖化共通シナリオに基づいて２１００年までの満開日を予

測した。その結果，用いたシナリオにより多少異なるも

のの２０９０年代には現在より満開日がおおよそ４０日程度

早まることが予測された。また，周氷河地形や雪田植生

が発達し高山性動物も豊富な白山（石川県）において，

周氷河地形あるいは雪田植生の分布について温度環境ば

かりでなく雪環境も考慮して統計的関連性を整理した。

その結果，白山の周氷河地形及び雪田植生の分布は，温

度環境に加えて多雪環境に大きく影響されることが分

かった。高山性動物については，オコジョ，ヒメネズ

ミ，ヤチネスミ等の生息数を調査した結果，オコジョ等

の高山性動物の割合が減少していることが分かった。

　水資源，水環境についての影響では，地理情報システ

ムを活用した気象，河川（流量，水質），流域・行政境界

データベースの充実を図るとともに，①温暖化の河川流

量へ及ぼす影響を評価するモデルの構築と試算，②温暖

化の積雪への影響の一環としてスキー場への影響の評価

モデルを構築し，適用した。気温が１～５℃ 上昇する

増分シナリオを用いた予測では，冬場の積雪減少による

流出量増加，春季の流出量減少の可能性が示唆された。

また，平均気温が３℃ 上昇した場合，積雪減少のス

キー場への影響として客数，収益ともに３割程度と予測

された。

〔備　考〕�

（１６）気候変動・海面上昇の総合的評価と適応策に関す

る研究

〔区分名〕環境��地球推進　��１２

〔研究課題コード〕０００２��０２４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．２　統合評価モデルを用いた地球温暖化のシ

ナリオ分析とアジアを中心とした総合対策研究

〔担当者〕原沢英夫（社会環境システム研究領域）・

� 高橋　潔

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕地球温暖化は海面上昇を引き起こすととも

に，気候の変動性も変化させる。エルニーニョ現象や台

風，洪水，高潮などの異常気象の発生頻度や強度の変化

も想定される。平均的な海面上昇にこうした台風，高潮

などの異常気象が重複するとその被害は甚大なものとな

る可能性がある。しかし異常気象の将来予測についての

情報はほとんどないので，過去の異常気象の発生状況と

その影響の程度，対応策などについて情報を広範に収集

し，整理しておくとともに，海面上昇及び高潮などの異

常気象が重複して発生した場合に被害が深刻化する地域

を予め特定しておくことが適応策を検討するうえで不可

欠である。本研究は，過去の気象災害，気象データから

異常気象現象とその影響についての知見を収集・整理し，

それをもとに温暖化がもたらす長期的な海面上昇と短期

的，頻繁に生じると予想される異常気象との複合的な影

響の範囲を特定し，沿岸低地の気象，地形，社会・経済

データより沿岸域の脆弱性を表す指標を開発するととも

に，この指標を用いて脆弱な地域を特定することを目的

とする。

〔内容および成果〕

　アジア地域における異常気象現象の発生とその影響に

ついての知見の収集を解析する。アジア地域の沿岸部を

中心として，発生した台風，洪水などの気象災害につい

ての過去の記録及び対応する気象，水象データを収集

し，現象の発生状況とそのときの気象状況を把握，分析

する。気象現象の沿岸地域への影響について知見の収集

と解析を行う。異常気象現象がもたらす社会システムへ

の影響について，過去の気象災害を事例として収集する

とともに，気象災害と社会・経済的な影響についての関

連性について解析する。脆弱性指標の開発と適用性につ

いての検討する。地球温暖化に対する沿岸地域の脆弱性

を評価できる指標（群）を開発する。また，開発した指
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標については，幾つかの地域において試算することによ

り適用性について検討を行う。

　地球温暖化による長期的，平均的な海面上昇に加え

て，台風などの異常気象が複合すると，その被害は甚大

なものとなる可能性がある。複合現象は温暖化進行の過

程で生じる可能性もあり，現段階で過去の異常気象の発

生状況とその影響の程度，取られた対応策などについて

情報を広範に収集し，整理しておくとともに，海面上昇

及び台風などの異常気象が複合して発生した場合に，被

害が深刻化する地域や潜在的に脆弱な地域を特定するこ

とが，今後適応策を進める上で不可欠である。本研究

は，過去の気象データから異常気象現象とその影響につ

いての知見を収集・整理し，それをもとに温暖化がもた

らす長期的な海面上昇と短期的に繰り返し発生する異常

気象との複合的な影響の範囲を特定する。そして沿岸低

地の標高や人口，社会インフラの密集度などの気象，地

形，社会・経済データや対応策の検討を行い，これらの

データより地域，とくに沿岸域の脆弱性を表す指標を開

発するとともに，この指標を用いて，現在及び将来にわ

たり脆弱な地域を特定することを目的としている。本年

度は，アジア地域における異常気象現象の発生とその影

響についての知見の収集と解析を行い，特にアジア地域

の沿岸部を対象として，台風の発生状況と影響リスク算

定の基礎となる確率を算定し，地理情報システムを利用

して地図化を行った。

〔備　考〕

（１７）アジア太平洋地域統合モデル（���）を基礎とし

た気候・経済発展統合政策の評価手法に関する途上

国等共同研究

〔区分名〕環境��地球推進　��５４

〔研究課題コード〕０００２��０３５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕甲斐沼美紀子（社会環境システム研究領域）・

森田恒幸・増井利彦・藤野純一・原沢英夫・

高橋　潔・肱岡靖明・日引　聡・亀山康子

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕地球温暖化対策は����年の京都会議を契機

に大きな進展が図られようとしているが，気候変動枠組

条約の目標である気候安定化を達成するには，先進国の

みならず発展途上国を含めて，今後一世紀にわたって温

室効果ガスの一層の削減対策が求められている。特に，

アジア地域の発展途上国は，高い経済成長のポテンシャ

ルとともに公害などの深刻な国内問題を抱えており，気

候政策だけでなく，気候政策と地域環境政策等の国内政

策，あるいは気候政策と経済政策を同時に有機的に実施

していくことが不可欠である。このような政策ニーズに

対応するために，新たな政策評価の枠組みと方法論を開

発し，これらを発展途上国に移転することを目的とす

る。

〔内容および成果〕

　本研究は，アジア地域の研究者と共同して地球温暖化

対策とこの地域での経済発展との統合政策を評価するモ

デルを開発するものである。本年度の主な成果は以下の

とおりである。

（１）���エンドユースモデルによるわが国の温暖化

対策のシナリオ分析

　将来の社会や経済の発展の方向には多くの不確実性が

含まれている。����では世界全体の温室効果ガス排出

量を示す４つのシナリオを作成したが，この����のシ

ナリオを参考に日本のシナリオを作成し，二酸化炭素排

出量の削減可能性について分析した。作成したシナリオ

は�１（市場のグローバル化），�２（地域プロック化），

�１（脱マテリアル化），�２（地域共存型）の４つであ

る。予測結果を図１に示す。

　���エンドユースモデルによるシミュレーションに

よって，限界費用３万円までの技術のスムーズな導入に

よる二酸化炭素排出削減効果を分析した。排出量の削減

効果はどの部門においても非常に大きいものであるが，

特に民生部門が大きいという結果が示された。また，炭

素税が低くとも，その税収を二酸化炭素排出削減技術の
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導入のための補助金として最適に還流することができれ

ば，より高額な炭素税（炭素トン当たり３万円）と同等

の二酸化炭素排出削減技術の導入インセンティブ効果を

発揮することができることも示された。

　その一方で，今後，普及が進むことによって価格の低

下が予想される技術，例えば，太陽光発電，ハイブリッ

ド自動車，燃料電池などは，現状の価格を用いてシミュ

レーションを行っているため，炭素トン当たり３万円の

炭素税では市場性を持たず，排出の削減に寄与していな

い。したがって，このような技術の将来価格の動向次第

では，さらなる排出量の削減が期待できる。

（２）アジア地域における統合評価モデルの開発

　アジア地域を対象として���統合評価モデルを開発

した。中国，インド，韓国を対象として，省エネ機器の

普及が二酸化炭素排出量の削減のみならず，二酸化硫

黄，窒素酸化物排出量の削減に及ぼす影響を推計できる

����ローカルモデルを開発し，エネルギー技術および

環境負荷除去技術に関するデータベースを利用して，二

酸化炭素削減施策の波及効果を分析した。また，タイ，

インドネシア，マレーシアなどアジア２０カ国のエンド

ユースモデルの開発に着手した。

　中国においては，約２４００の県，６３３の市，３１の省別

に���や人口などの温室効果ガス発生に影響を及ぼす

指標を集計するとともに，７０の鉄鋼プラント，２５１の発

電プラントについて個別の技術データを収集した。７０

の大規模プラントの生産量は２０００年の鉄鋼生産量の

９１．７％を，２５１の発電プラントは２０００年の総発電量の

６７％を占める。各プラントについて，エネルギー技術，

大気汚染負荷除去技術の更新あるいは改良について，経

済性，二酸化炭素削減量，二酸化硫黄除去率について検

討した。鉄鋼生産に関しては直流電気炉，熱回収装置な

どの導入により，二酸化炭素排出量が８～２０％削減で

きることが分かった。それ以上削減するには削減費用が

飛躍的に増大する。

　インドについても��������	モデルを適用した。３８３

の大規模プラント（発電，鉄鋼，セメントプロセスな

ど）と４６６の州別の発生量について検討した。大規模発

生源については，２０００年において，二酸化炭素発生量，

二酸化硫黄発生量とも６５％以上をカバーしている。

　インドにおいては，１９９０年から２０００年にかけて二酸

化炭素，二酸化硫黄，窒素酸化物は年率約５％で増加し

ている。今後３０年間にかけて，二酸化炭素排出量は年

率３．４％，窒素酸化物については年率３％で増加すると

推計された。二酸化硫黄については脱硫装置の設置によ

り，年率１．４％程度の伸びとなることが推計された。７０

の大規模プラント（５０の発電施設，５つの鉄鋼プラン

ト，１５のセメントプラント）が主な発生源であり，今

後，燃料転換，送電ロスの削減に加えて，これらの施設

での熱回収，燃焼効率改善，維持管理の効率化等の対策

の効果を検討する。

　また，���日本モデルとして開発された応用一般均

衡モデルに，二酸化炭素発生量を評価するモジュール及

び廃棄物の排出とその処理をするモジュールを組み合わ

せた���／物質循環モデルのインドモデルの開発に着

手し，二酸化炭素排出量，廃棄物排出量に制約が生じた

場合の経済的影響を検討した。

（３）京都議定書の経済影響分析

　京都議定書が発効した場合の経済影響について，���

モデルを使って分析した。

　まず，米国も参加して京都議定書を達成する場合，

２０１０年時点の���は，日本が０．２８％，米国が０．４７％，

��が０．４１％，ロシアが０．２３％下がると推定された。

これに対して，米国が不参加の場合，日本，��への

���損失が大きくなり，それぞれ０．３３％，０．４３％に下

がると推定される。逆に米国の���は０．０１％に増加す

る。

　���への影響を緩和するため，京都議定書で認めら

れている国際排出量取引を導入した場合，米国が参加し

ない場合は，排出枠の需要が減って取引価格が下がり，

日欧は安い排出枠を購入することができる。これによ

り，日本および欧州の���損失は０．０４～０．０６％にま

で軽減される。ただし，取引価格が下がることによる，

途上国の���への影響が懸念される。

（４）アジアの温室効果ガス排出量シナリオ分析

　これまで，���モデルを用いて，����の排出シナリ

オをベースに世界全域における対策シナリオを検討して

きたが，アジア太平洋地域を中心にシナリオ分析を実施

し，��������３に提供した。

　市場経済シナリオ，対策シナリオ，破局シナリオ，革

新シナリオを想定して，人口，���などの推進力や，

エネルギー消費量，経済影響などをアジア太平洋４２カ

国について推計した。図２に今後３０年間の二酸化炭素

排出量の変化率の予測を南アジア，東南アジア，東アジ

ア，中央アジア，オセアニアの地域別に示す。国別の値
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は地域別の変化率に占める割合を示す。

　市場経済シナリオでは，高成長の仮定により，二酸化

炭素排出量が増加するが，対策シナリオでは，省エネ技

術の導入により二酸化炭素排出量の削減が進むと推定さ

れる。一方，破局シナリオでは，省エネ技術への転換が

進まないまま，人口が増えると予想されるため，二酸化

炭素排出量が大幅に増える。経済発展と環境保全の両立

を目指した革新シナリオでは，二酸化炭素排出量は対策

シナリオよりは増えるが，ある程度抑制できると期待さ

れる。

　また，世界の温室効果ガス排出シナリオについては，

対策シナリオ等を含めて２３００年までの排出予測を行い，

����の気候，影響グループに提供した。

〔備　考〕

共同研究者：松岡　譲（京都大学大学院）・

� ����������	
（中国エネルギー研究所）

（１８）大気中における物質輸送・循環の研究（再掲）

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０３��０８１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕神沢　博（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔備　考〕

Ⅳ．１．１（３）の再掲�

１．３　京都議定書及び第二約束期間への我が国

及びアジア諸国の対応可能性の政策研究

（１）持続可能な発展を目的とした国際制度の構築に関

する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００２��０１５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．２　統合評価モデルを用いた地球温暖化のシ

ナリオ分析とアジアを中心とした総合対策研究

〔担当者〕亀山康子（社会環境システム研究領域）・

� 横田匡紀

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕「持続可能な発展」という概念が注目され始

めた１９８０年代後半以来，地球環境関連の国際条約の採

択，新たな国際組織の設立，企業や環境保護団体等

「国」以外の主体の参加等，国際社会では急速な変化が

見られてきた。本研究では，持続可能な発展の実現に向

けた国際制度の構築を分析し，今後の課題を挙げる。特

に，本研究課題の最終年度がリオ地球サミットから１０

周年のヨハネスブルグサミット開催と重なることから，

１９９２年の持続可能な発展に向けた計画の有効性につい

て検討する。

〔内容および成果〕

　国連環境計画（����）の第３回地球環境見通し

（����３）作成作業に参加し，アジア・太平洋地域にお

ける環境の現状と今後の見通しに関するデータを収集

し，将来シナリオを作成した。同報告書では，将来像と

して４種類のシナリオ（市場の力シナリオ，政策改革シ

ナリオ，要塞シナリオ，大転換シナリオ）を想定し，各

シナリオにおけるアジア太平洋地域の背景及び環境問題

の状況を記述した。その際には，アジア太平洋地域の主

要な研究所と連携し，主要国のシナリオを地域として統

合した上で矛盾箇所を修正していく方法をとった。この

成果は，来年度中に出版される����の����３に掲

載される。

〔備　考〕

（２）地球温暖化対策のための京都議定書における国際

制度に関する政策的・法的研究

〔区分名〕環境��地球推進　��２

〔研究課題コード〕０００２��０２８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕
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〔担当者〕亀山康子（社会環境システム研究領域）・

� 山形与志樹・横田匡紀

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕地球温暖化抑制を目的として１９９７年に採択

された京都議定書では，先進国に２００８年から２０１２年ま

での５年間における温室効果ガス排出量に関して数量目

標が定められたが，排出量の算定には排出量のみならず

吸収量を算定に含めることが決められた。また，排出量

取引，共同実施，クリーン開発メカニズム（���）等

新たな国際制度の設立が認められた。これらの算定方法

や諸制度は，各国内の温暖化対策のみならず，２０１３年

以降の先進国の排出量目標の設定方法や途上国の参加方

法等，今後の国際的取組みの枠組みそのものを大きく変

える可能性があることから，これらの諸制度に対する主

要国の政策決定について十分な分析を行っておく必要が

ある。

　本研究課題では，地球温暖化対策のための京都議定書

における国際制度に関する政策的・法的研究として，京

都議定書における国際制度に関する政策決定の日・米・

欧比較分析を，政策決定や国際法などの定性的分析手法

と，モデルを用いたシミュレーションなどの定量的な分

析手法を用いて研究を遂行する。

〔内容および成果〕

（１）京都議定書における国際制度に関する政策決定の

日・米・欧比較分析：���６再開会合のボン合意および

���７のマラケシュ合意に至る日・米・欧の意思決定過

程について分析を進めた。米国は，２００１年にブッシュ

大統領が就任すると，京都議定書からの離脱を表明し

た。

　米国の政策決定過程を分析すると，米国では，大統領

と連邦議会とがバランスを取る政治制度が採用されてお

り，大統領が地球温暖化問題に積極的な時期には連邦政

府が反対し，今回の大統領の就任で，議会の中では逆に

温暖化対策法案を出そうとする動きが見られている。国

際法の批准には，大統領の支持と各州代表で構成される

上院議員の３分の２以上の多数による支持が必要であ

る。このような決定システムは，京都議定書に限らず米

国に対して何らかの拘束力を持つ全ての国際法に対して

批准を困難にする。これと比べると，日本のように議会

の多数を占める政党内で選出された人物が首相となり，

強力な行政機関と連携して政策を進めていく国では，国

会が首相の意向に背くことは少ない。

　さらに��では，加盟国各国内でそれぞれ異なった政

策決定過程が取られるが，それが��として単一の決定

に集約されるという点で日米よりさらに複雑な過程を経

る。��では半年ごとに持ち回りで議長国が��代表と

して国際交渉に参加するが，どの国が代表となるかで

��全体の意思が変わるという状態が近年ますます顕著

になっている。これらのことから，国内レベルと国際レ

ベルの他に，地域レベルの役割について分析を深める必

要性が出てきた。

　また，���６及び７における京都議定書の遵守措置

について分析を行った。地球環境問題に関する国際法に

おいては，問題の性質上，厳しい制裁措置を伴わない

が，京都議定書においては「法的拘束力のある排出量目

標」や「京都メカニズム」など，他の条約にはない規定

や制度が定められており，それなりの遵守措置なければ

これらの目標値や制度は拘束力を持たないだろうと懸念

されている。今回決まった遵守措置は国際法としても画

期的なものであり，それに対する日米欧の対応を踏まえ

つつ，国際合意に至るまでの経緯を分析した。

　さらに，前年度に開催した国連大学高等研究所との共

催「気候変動レジームの国際政治と国内政策決定に関す

るワークショップ」の報告書作成に向けて議論をとりま

とめるとともに，今年度も企画した。出席者の都合で実

際の開催は次年度となった。

（２）炭素クレディットの国際市場形成に関する数理モ

デル分析：新たに開発したエージェントシミュレーショ

ンフレームワークを用いて国際排出権取引市場のシミュ

レーションを実施した。経済や国際関係といった多数の

さまざまな主体が動的に相互作用するシステムを理解す

るために，従来の代表主体による均衡分析への批判に基

づく新たなパラダイムとして，エージェントによるシ

ミュレーションやゲーミングの手法について開発と分析

をすすめた。特に，本年度は，コンピューター上のモデ

ルを，実際の人間の挙動を考慮してより妥当なものとす

るために，ゲーミングシステムを，サーバー上のウェブ

アプリケーションとして開発した。

　エージェントによる排出権取引においては以下のよう

なモデルを用いた。国あるいは地域として１２のエー

ジェントを考え，それぞれ目標削減量と動的な限界削減

コストを与えた。取引は２００８年から２０１２年まで行わ

れ，各年度ごとに均衡価格を求める。エージェントの戦
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略としては，決められた削減目標をどのように割り振っ

ていくかで決定され，そうした試行を繰り返すことで，

削減スケジュールの調整を行う。実験結果はこのような

試行による階層構造を反映した形式で，データベースに

保存する。シミュレーションの結果，削減コストが全体

として減少して行く様子が見られた。

　またウェブゲーミングに関しては，エージェントと

メッセージ通信を行い，また，����言語を用いて各プ

レイヤーが代表する国エージェントを管理し，エージェ

ントシステム内の国際取引に参加するシステムを開発し

た。これによって，プレイヤーは通常のウェブブラウ

ザーを通じて，容易にゲーミングに参加することが可能

となり，人間による実験が可能となった。

〔備　考〕

（３）炭素吸収量の認証と排出量取引に向けた高精度リ

モートセンシング手法の開発に関する研究

〔区分名〕環境��地球一括

〔研究課題コード〕０１０５��２５７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕山形与志樹（地球環境研究センター）・小熊宏

之・石井　敦

〔期　間〕平成１３～１７年（２００１～２００５年度）

〔目　的〕京都議定書の第１約束期間（２００８～２０１２）

において，排出削減目標を達成するためには，実質的な

温暖化対策を早急に実施する必要がある。このためコス

ト効率的な温暖化対策の実施を目的として，現在，世界

各地に各種の排出権取引市場が創設されつつある。また

京都議定書では，植林等の吸収源活動を用いた温暖化対

策も認められた。そのため吸収源による温暖化対策が，

排出量取引等のいわゆる京都メカニズムを利用して，世

界各地で実施される見通しである。しかしながら，吸収

源による吸収量に関する科学的知見は十分ではなく，吸

収量推定の不確実性が大きいのが実情である。今後の国

際的な制度作りの中で，不確実性に関する取り扱いが焦

点となる中，リモートセンシング技術を活用した吸収量

モニタリング手法を確立することが国際的な急務となっ

ている。欧米の先進的な諸国においては，吸収量のモニ

タリング・認証手法の確立を目的とする最先端のセンサ・

情報技術を駆使したリモートセンシング手法の開発が展

開しつつある。特に，���６における吸収源関連条項

の解釈に関する政治的な意志決定を受けて，具体的に国

内・海外における吸収源活動をいかに計測するかが，今

後の国際交渉の中でも重要なポイントとなっており高精

度の吸収量計測手法の開発によって，認証に関するシス

テム作りに貢献し，国際標準手法に関する議論をリード

することが可能となる。本研究は，京都議定書の実施に

向けて展開する最新の国際動向に即しつつ，最新のセン

サ・情報技術を駆使し，国立環境研究所が整備を進めて

いる苫小牧フラックスリサーチサイトを中心とした観測

実験を通じて，炭素吸収量を高精度に計測するリモート

センシング手法開発を目的とする研究である。

〔内容および成果〕

（１）森林樹冠の方向性反射特性の計測を目的として，

マルチアングルセンサの開発を行い航空機により森林樹

冠の観測を試みた。マルチアングルセンサとは，魚眼レ

ンズを用い，半球状の視野を持ち，干渉フィルターの差

し替えにより任意の複数波長を観測可能なセンサであ

る。本年度は植生の光合成色素による吸収極大の

６７１��と反射の極大である８５５��付近の二波長につい

て，平成１３年９月１６日１４�００前後の完全快晴時に，

苫小牧フラックスリサーチサイト上空高度５００�から森

林樹冠の連続データ取得を行った。観測実験後，センサ

の各種光学特性を明らかにするため，絶対輝度，���

のリニアリティ特性，偏光感度特性，点像分布関数特性

の項目について校正・検証作業を実施した。この結果に

基づき，取得データのうちフラックスタワー近傍の１４７

シーンを選出し，補正処理を施した。次に観測時に地上

に設置したレファレンスターゲットの分光反射特性を基

準に，取得画像の反射率変換を行い，波長別の森林樹冠

上の方向性反射特性を求め，さらに植生指数として一般

的である����値（正規化差分植生指数）を算出し，一

様な森林上における����値の角度依存性を求めた。

����には明らかに角度依存性が認められた。（２）超

多波長連続分光による森林観測手法確立の目的で，苫小

牧フラックスリサーチサイトにおける２５�タワー上に

試験的に設置されているハイパースペクトルカメラに

よって得られた森林樹冠上の連続分光データを入手し，

マルチアングルセンサ同様に行われた校正・検証データ

を元に，２００１年９～１１月までに取得されたデータの画

像化処理を行った。さらに１画素内に格納される１２８バ

ンド分の分光値の中心波長・波長半値幅を求めた。これ

を用いてタワー上から２時間おきに取得されるスペクト
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ルの日変化と季節変化を時系列的に解析することが可能

となり，別途取得されるフラックスデータ等との比較解

析が可能となる。第一段階として植生に関連したパラ

メータを説明するとして提案されている各種のバンド間

指数を計算し，タワーから得られたフラックスとの比較

を実施した。（１）でも算出した����値の季節変動で

は，フラックスの低下が始まる９月中～下旬よりも約

１ヶ月遅れて����値の低下が認められた。また，タ

ワーからの周囲３４０度分の画像により，（１）同様に森

林樹冠上の方向性反射特性を詳細に求めた。（３）森林

の吸収源活動を評価し，対象森林の温室効果ガスの吸収

量算定を行うためには，森林地上部のバイオマス，生化

学成分情報などさまざまなセンサや地上計測などの値を

統合して算定する必要がある。これら必要情報を統一的

に管理し，統合解析を行うための情報インフラの整備を

行い，地理情報システム上に各実験で得られたデータを

始め，衛星画像，地上現地計測データなどを集約する吸

収源関連情報システムの試作を行った。今年度は，苫小

牧を始め北海道の森林を対象として，現地作業による樹

種，胸高直径，水平位置，レーザ樹高計による樹高，樹

冠形状，衛星画像，周辺の林班情報などを統合した。

〔備　考〕

１．４　オゾン層変動及び影響の解明と対策効果

の監視・評価に関する研究

（１）オゾン層の回復を妨げる要因の解明に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��１

〔研究課題コード〕９９０１��１５６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

〔担当者〕今村隆史（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構解明プロジェクトグループ）・

� 中根英昭・秋吉英治・杉本伸夫・松井一郎・

畠山史郎・猪俣　敏

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕現在の成層圏中の有機ハロゲン濃度はほぼ

ピークに達し，緩やかな減少傾向に転ずる時期にある。

しかしその一方で，最近の成層圏オゾン濃度の変動は

１９９０年代に入ってからの北極域での急激なオゾン減少

や中緯度域での長期のオゾン減少傾向など，大気中のハ

ロゲン濃度の減少に呼応してオゾン層が率直に回復する

とは限らないことを示唆している。そこで本研究では，

極域ならびに中緯度域での成層圏オゾンおよびその破壊

関連物質の観測，長期気象データを利用した極域の長期

変動実態の解析，成層圏プロセスを含んだ大気大循環モ

デルの確立，観測と数値モデルの不一致要因として考え

られている気相ならびに不均一系の化学反応プロセスの

定量化を通して地球温暖化の進行や大気組成変動などに

対するオゾン層の応答を明らかにすることを目的とす

る。

〔内容および成果〕

　極域成層圏オゾン破壊で重要な役割を果たしていると

考えられている極渦に関し，長期変動実態を明らかにす

るための指標の確立とその長期トレンドや年々変動の南

北両半球間の比較を行った。その結果，極内外の輸送を

制限している極渦の強さは，南北半球とも強度が増加す

る傾向にあることが分かった。

　極渦のエッジ領域でのオゾン破壊は，極渦内と比較し

た場合，エアロゾル量や力学過程の違いなどから，必ず

しも共通であるとは言い難い。そこで本研究では，極渦

のエッジ領域が到来し得る東シベリアヤクーツク及びウ

ラル山脈東側に位置するサレクハードにおいてオゾンゾ

ンデ観測を行ったが，２００２年には，大規模な北極域オ

ゾン減少は起こらなかった。１９９６年のヤクーツク及び

スピッツベルゲン上空のオゾン破壊について，非断熱効

果を含むトラジェクトリー光化学ボックスモデルによる

シミュレーションを行い，オゾンゾンデによる実測デー

タと比較した。極渦エッジ領域においても極渦内部と同

程度のオゾン破壊が起こっているという点で観測とモデ

ル計算結果が一致した。ただし，極渦エッジ領域では初

期濃度が高いため初期濃度に対する比率（％）で表され

たオゾン破壊の程度は小さい。

　極域でのオゾン層破壊は，極渦の運動や崩壊に伴い，

中緯度域でのオゾン濃度に影響を及ぼす。よって，極域

から中緯度へのオゾン層破壊物質の輸送の動態の解明は

重要な課題である。本年度は，１９９７年の極渦崩壊後の

極渦気塊の中緯度への輸送について，等温位面上のラグ

ランジュアンモデルを用いた解析を行った。その結果，

極渦崩壊後の気塊が，分裂後もそれほど中緯度の空気と

混合せずに，日本上空に達することがあることを示し

た。この結果は，三陸における気球観測等により確認さ

れた。

　極渦内の空気塊が極渦の崩壊に伴い，中緯度の空気と

混合する過程は３次元ナッジング化学輸送モデルを用い
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て，冬の極渦内起源の低濃度���の気塊の極渦崩壊後

の混合を再現する事でも調べられた。低濃度���空気

塊は北極渦崩壊後の５月中旬から７月１５日まで北極の

周りを時計回りに約２周回って北極の中心に近づき，動

きが止まるまで数回気塊の伸びを経験し，その度に周囲

との濃度コントラストを弱めていった。低濃度���空

気塊がこの伸びを経験するときの，濃度コントラストの

弱まりの原因の一つは，温位面に水平な，等温位面上で

の混合が起こるためである。一方，このとき空気塊は鉛

直方向には西に傾いており，そのうち東風の鉛直シアー

によってこの低濃度���空気塊の傾きが大きくなり，

ついには引き裂かれて鉛直方向に周囲の空気との混合が

起こり濃度コントラストが弱められていく効果も，水平

方向の等温位面内の混合に劣らず大きいことが化学輸送

モデルによる計算によって確認された。水平方向の混合

とともにこのような鉛直方向の混合も起こり，極渦崩壊

後の低濃度���空気塊の濃度コントラストが弱められ

ていったと考えられる。これらの���空気塊の極渦崩

壊後の混合に関する知見は，極渦内でのオゾン破壊に

よって生じたオゾン濃度の低い空気塊の中緯度へ拡散・

混合を明らかにする上で重要である。

　中緯度域でのオゾン層破壊は，中緯度でのオゾン分解

のほか，極域からオゾン破壊された空気塊が到来するこ

とによっても引き起こされる。中緯度域の代表点の一つ

として，つくばにおいてフーリエ変換赤外分光計を用い

て，オゾン，��１，��，硝酸の気柱全量（濃度）を

３年間観測してきた。どの気体成分も春に高く夏から秋

にかけて低いという季節変動が見られた。これは大気大

循環による輸送の効果によるものであるが，極域成層圏

におけるオゾン破壊の影響を受けない��を輸送のト

レーサーと考え，他の分子と��の濃度の相関をとる

と，大部分のデータは直線的な正の相関を示した。すな

わち，輸送の効果によって濃度変動が説明できた。しか

し，２００２年２月２０～２３日のオゾンと��１濃度は��

濃度から期待されるよりはるかに低く，極域成層圏雲が

かかわる極域オゾン破壊の影響を受けていたと考えられ

る。硝酸濃度は若干低めであるが��濃度から期待され

る範囲に入っており，１９９６年，１９９７年，２０００年にみら

れたような巨大粒子の生成による硝酸の枯渇を介した激

しいオゾン破壊はなかったと見られる。他方，激しい極

域オゾン破壊のあった２０００年において，極域気塊の

フィラメントがつくば上空を通過した３月２６日にオゾ

ン，��１，硝酸の減少がみられなかったことは注目す

べき結果であり，今後詳細な解析が必要である。

　中緯度域でのオゾン分解に成層圏硫酸エアロゾルが関

与していることはピナツボ火山噴火後のオゾン破壊の増

幅によって，観測されている。そこで今後の火山噴火に

よる影響予測のためにも，エアロゾルの増大がどのよう

なメカニズムを通してオゾン破壊に関与しているかを解

析することは必要である。

　まず，１９９１年のピナツボ火山噴火によって成層圏硫

酸エアロゾル量が急増後徐々に減少していった事例につ

いて，気球観測による火山噴火後に典型的な成層圏硫酸

エアロゾルの粒径分布データ，レーザレーダによるエア

ロゾルの鉛直分布データ，衛星によるエアロゾルの光学

的厚さのデータから，鉛直１次元光化学－放射結合モデ

ルによるオゾン破壊の計算に必要な，エアロゾルの表面

積の時間空間分布を算出した。この硫酸エアロゾルの表

面積の時間空間分布を，鉛直１次元光化学－放射結合モ

デルに入力して，オゾンなどの大気微量成分濃度と気温

の変動の計算を行った。その結果，増加した硫酸エアロ

ゾル上での不均一反応によるオゾンの減少により，火山

噴火後の成層圏気温の上昇は，微量成分濃度の変動より

も短期間で解消されることがわかった。また，対流圏の

気温変動に関しては，火山爆発後約半年くらいまでは，

増加した硫酸エアロゾルが地表に到達する太陽光を減衰

させて対流圏気温の低下が起こり，それに続く約半年間

で，エアロゾルによる赤外温室効果の増大によってこの

気温低下が半分以上回復し，さらにその後は，成層圏下

部のオゾン減少によって引き起こされた温室効果の縮小

による対流圏気温の弱い低下が２～３年間持続するとい

う複雑な変動パターンを示すことがわかった。また，臭

素系物質の，硫酸エアロゾル上での不均一反応を通して

オゾン破壊に及ぼす影響は大きく，ピナツボ級の火山爆

発の場合，オゾン破壊量は臭素系物質を全く考慮しない

場合に比べて約２倍程度になることがわかった。

　火山噴火の影響は，���������大気大循環化学モデ

ルでも数値実験によって評価を試みた。前年度大循環化

学モデルに���，���，�����などの硫黄系物質の基礎

光化学反応の導入を終え，火山爆発のない平穏時の硫酸

エアロゾルのグローバルな分布を得ることができたの

で，今年度は，１９９１年６月に起こったピナツボ火山

（１５�，１２５�）の大爆発によって急増した，成層圏硫酸

エアロゾルのオゾン層及び気候への影響を，このモデル
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を使った数値実験により調べた。火山噴火後の下部成層

圏気温が約１年のタイムスケールで２～３�上昇するこ

と，この温度上昇は，硫酸エアロゾル上での不均一反応

によるオゾン破壊によって持続期間が限られること，火

山噴火により大量に放出された���ガスによって��濃

度が減少すること，火山爆発が熱帯で起こり，初期の段

階では硫酸エアロゾルが中低緯度に局在していたため，

赤道と極の間での気温勾配が大きくなり，これが冬の極

渦を強化し，エアロゾルの極への拡散を幾分妨げたこ

と，また，この硫酸エアロゾルによって起こされた成層

圏の気温の変化が，対流圏や地表の気温分布に影響を与

えたことなどが，この３次元大循環化学モデルによる数

値実験によって明らかとなった。

　成層圏硫酸エアロゾルの増大は，エアロゾル上での不

均一反応を加速しうる。現在のモデルと観測の不一致問

題の一つとして，���とそのリザーバー（���）との比

が問題となっている。すなわち，���から���への変

換の促進過程の存在を必要とする点にある。ホルムアル

デヒドを介した����→���変換に関しては，その不

均一反応で生じるギ酸の検出の可能性を指摘したが，ギ

酸もまた，更なる変換を起こす可能性がある。測定され

た，不均一反応に係わる物理・化学パラメーターは，ギ

酸と����との溶液反応速度が拡散律速程度で進むな

ら，更なる変換に関与すること，その際の変換速度の律

速はホルムアルデヒドの取り込み過程であり，ギ酸のプ

ロセスが律速を決めていないことが示唆された。

〔備　考〕

（２）紫外線の健康影響のリスク評価と効果的な予防法

の確立に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��４

〔研究課題コード〕９９０１��２９１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕小野雅司（環境健康研究領域）・青木康展

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕オゾン層の破壊により今後増加が予想される

紫外線により引き起こされると考えられる健康影響につ

いて，①現実性の高いオゾン層減少シナリオに基づく紫

外線変動を明らかにするとともに，②予想される健康影

響の大きさを疫学的研究，実験的研究結果に基づいて総

合的に評価し，併せて，③効果的な防御方法について検

討する。

〔内容および成果〕

　過去３年間，以下の研究を行った。①戸外生活時間調

査および独自に開発したマネキンモデルを使って，眼鏡

や帽子等の紫外線防御効果をも加味した紫外線暴露量評

価モデルを作成した。②レイキャビク（アイスランド）

住民を対象に，前回調査（１９９６年）のフォローアップ

調査を実施し，過去５年間の白内障新規発症率等につい

て検討した。③これまでに国内外で実施してきた疫学調

査対象者について，暴露評価モデルに基づいて眼部紫外

線暴露量を推定し，紫外線暴露と白内障発症との量－反

応関係を含む定量的な関連性について検討し，推定した

紫外線暴露量と皮質白内障，翼状片の間に明瞭な関連性

を見いだした。

　最後に，現実性の高いオゾン層減少シナリオに基づく

今後の紫外線増加について検討するとともに，紫外線増

加による健康リスクを明らかにするための検討を行っ

た。併せて，効果的な防御方法についても検討した。

〔備　考〕

研究代表者：山口直人（国立がんセンター研究所）

共同研究機関：アイスランド大学

共同研究者：佐々木一之（金沢医科大学）

（３）紫外線増加が生物に及ぼす影響の評価

〔区分名〕環境��地球推進　��５

〔研究課題コード〕９８０１��１９９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕中嶋信美（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）・玉置雅紀・

� 久保明弘・青野光子・佐治　光

〔期　間〕平成１０～１３年度（１９９８～２００１年度）

〔目　的〕植物に紫外線が照射されると遺伝子損傷がお

こるが，光回復やフラボノイド系色素の合成など抵抗性

反応が誘導されることで，遺伝子損傷を防御・修復して

いる。一方，修復されなかった損傷は植物体内に蓄積し

次世代に突然変異として伝わることになる。太陽光紫外

線によってどの程度の突然変異が起こって，そのうちど

の程度が次の世代に伝わるのかは，植物の場合これまで

全く研究例がなく，その方法も確立されていない。本研

究では紫外線による突然変異の蓄積量をモニターするた

めの指標植物の開発を行うことを目的とした。
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　植物としてシロイヌナズナ（��������	�	
�����������

��������	
��），モニター遺伝子として，大腸菌のシト

シンデアミナーゼ（����）を用いて指標植物の作製を

行った。本年度は前年度の継続として，����が導入さ

れた形質転換体に紫外線照射実験を行い，突然変異検出

が検出できるか検討を行った。

〔内容および成果〕

　����を導入した組み換え体�������の種子をロッ

クウールに約８００粒播種し春化処理したのち，４００粒ず

つ２つに分け紫外線照射区，対照区とした。対照区には

１００�μ�����の白色光を１日１４時間照射しながら，温度

２３℃，湿度７０％で生育させた。紫外線照射区は対照区

と同じ条件で０．７����あるいは０．２����の����

（��������	
�２０に��２９０ガラスフィルターで����を

除去した光）を明期に連続照射した。それぞれの処理は

種子が形成されるまで２ヵ月間行った。また，葉での突

然変異を検出するためにそれぞれの１週間����照射し

た植物から���を抽出し，����を増幅するプライマー

を用いて���反応を行い，得られた���産物を

���２２１とライゲーションした。その後����変異株で

ある，大腸菌����１０へトランスフォーメーションし

てアンピシリン耐性かつ５�フルオロシトシン（５�

��）耐性のコロニーを選抜した。

　１００個体のシロイヌナズナに���������法により

������３を導入し，ハイグロマイシンによる選抜を

行ったところ，１個体の形質転換体（������１）が

得られた。この形質転換体の葉から���を抽出してサ

ザンハイブリダイゼーション法で����が導入されてい

ることを確認した。導入遺伝子のコピー数を調べるた

め，������１の�２世代から得られた種子６０粒をハ

イグロマイシンの培地で発芽させた。その結果，ハイグ

ロマイシン耐性のものが４４個体，感受性ものが１６個体

得られた。この分離比はほぼ３�１であることから，

������１に����は�������当たり１コピーだけ導入

されていると結論した。������１の植物体４００個体

に紫外線照射を行った。２ヵ月照射した時点で種子を回

収したところ，非照射区では約３０，０００粒，０．７����の

場合約５，０００粒，０．２����の場合約１０，０００粒の種子が

得られた。これらの種子を５���を含む選抜培地で選

抜した。その結果，非照射区の種子から５個体，

０．７����照射区から０個体，０．２����照射区から２個

体の５���抵抗性系統が選抜された。現在これらの個

体の����の変異が入っているか検討中である。

　葉に生じた変異を検出するために紫外線照射した

������１の植物体から���を抽出して，���で

����を増幅しベクターとライゲーション後大腸菌変異

株����１０に導入しアンピシリンを含む培地上でコロ

ニー形成を観察した。その結果，アンピシリン耐性耐性

コロニーは１μ��当たり２，０００個しか出現しなかった。

次に同じ���をよく形質転換に利用されている��１０９

に導入したところ，アンピシリン耐性コロニーは１μ��

当たり２００，０００個出現した。これらのコロニーに����

が導入されてているかどうか���で確認したところ，

調べた１６個のコロニーすべてに����の存在が確認で

きた。以上の結果，����１０への形質転換効率を上げる

努力をすれば，実験系が確率できる可能性が高い。

〔備　考〕

研究代表者：田口　哲（創価大学）

（４）衛星データを利用したオゾン層変動の機構解明に

関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��１０

〔研究課題コード〕０１０３��１６３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

〔担当者〕中島英彰（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構解明プロジェクトグループ）・

� 笹野泰弘・横田達也・杉田考史・神沢　博・

秋吉英治・菅田誠治

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕本研究は我が国の観測衛星センサーによって

得られたデータ，及び将来得られるであろうデータを用

いて，特に極域オゾン層変動の物理・化学的メカニズム

の解明と，その変動が極域オゾン層に与える影響を定量

的に把握することを目的とする。そのため，衛星観測ス

ペクトルデータから微量気体量を導出するアルゴリズム

の高度化のための研究，そこで用いる気体分光データの

精緻化のための研究，オゾン層破壊に重要な役割を果た

している極域成層圏雲の組成及びその微物理過程に関す

る研究，衛星データ質の評価に関する研究，精度の確立

された衛星データを用いた地球物理学的研究，３次元化

学輸送モデルと衛星データの比較による，オゾン破壊メ

カニズムの理解に関する研究を行う。

〔内容および成果〕
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　初年度にあたる本年度は，以下に述べるような研究を

行った。まず，������Ⅱデータ処理のための気体・エア

ロゾル同時算出手法の精度検討及び硝酸塩素の導出手法

の高度化を行った。また，�����のデータ処理に必要

な新たなマイクロウィンドウの選択及び雲・エアロゾル

の影響を考慮した導出手法の開発研究を行った。これら

衛星観測スペクトルデータのから気体濃度導出のために

必要な分光データ精密化を，特に���の３．９μ�ｍ帯及

び４．５μｍ帯の吸収強度及び半値半幅を対象に行った。

さらに，���のヘルマン・ワーリス効果を確認する実験

などを行い，それから決定される赤外吸収強度の信頼性

の評価を行った。また，極域オゾン破壊メカニズムの中

で中心的役割を果たしている極成層圏雲の組成を，

����可視消散係数データ及び硝酸・水蒸気データを用い

て推定する手法を開発した。さらに，����による，キ

ルナ及びアラスカにおける地上分光観測データの解析手

法の改良，特に高度分布導出手法の高度化を行った。ま

た，すでに検証解析を終了した����データを用いて，

１９９６�１９９７年冬～春季オゾン破壊量を，“�����”と呼

ばれる流跡線解析法を用いて推定した。また，����観

測によるトレーサー気体である���データを用いて，

１９９７年秋～冬にかけての南極における空気塊の沈降速

度の推定に関する研究を行った。さらに，北極域におけ

る空気塊の沈降速度と惑星波動活動度との相関を調べ

た。また，極渦周辺の成層圏物質の移動軌跡を仮想粒子

（トレーサー）の動きとして表現する時間閾値解析法

（���法）を用いて解析し，１９９６年と１９９７年における

南北極渦生成から崩壊までの期間の極渦の内と外の間の

物質輸送量時間変化を明らかにした。さらに，１９９７年

春期北半球での極渦崩壊後の空気塊の混合の様子を，

����観測による化学反応を起こさないトレーサーであ

る���データと３次元化学輸送モデル（���）の結果

を比較することにより明らかにした。最後に，極成層圏

雲の微物理過程を取り込んだ光化学ラグランジアンモデ

ルと����による硝酸・水蒸気・オゾン量観測データの

比較により，���が極域オゾン破壊に果たす役割につ

いて新たな知見を得ることができた。

〔備　考〕�

（５）オゾン層破壊の将来予測のためのモデル開発およ

び検証に関する予備的研究

〔区分名〕環境��地球推進　���１

〔研究課題コード〕０１０１��２８６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

〔担当者〕今村隆史（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構解明プロジェクト）・中根英昭・

� 秋吉英治・杉本伸夫

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕国内外のオゾン層保護に向けた取り組みの結

果，オゾン層破壊物質である有機塩素・臭素化合物の対

流圏大気中の濃度は１９９０年代半ばをピークに減少傾向

に転じ，成層圏大気中の濃度もピークから減少傾向に

移った時期にある。これに対し，現在の成層圏の温度や

ハロゲン化合物以外の化学物質の濃度・分布は，オゾン

ホール出現前の１９７０年代とは大きく異なっている。そ

れ故，塩素・臭素濃度が仮にオゾン破壊が顕著化し始め

た１９８０年代と同程度になったとしても，オゾン層破壊

の程度が同じになると言えない状況にある。このような

状況のもと，定性的にも定量的にも多くの問題点を含ん

ではいるものの，ハロゲン濃度以外の因子による影響も

含めたオゾン層の将来予測の試みが１９９０年代後半から

行われ始めた。

　本研究は，このような世界的な研究の流れの中にあっ

て，オゾン層破壊の将来予測に向け，現在使用している

化学－放射－力学結合大気大循環モデルが抱えている問

題点を洗い出すとともに，モデルの検証や精度向上に必

要となるデータの収集や観測計画を絞り込み，その検討

を通し，オゾン層破壊の将来予測の精度を向上させるた

めの研究戦略を打ち立てることを目的とした。

〔内容および成果〕

　オゾン層変動の将来予測に向けて，成層圏プロセスを

取り入れた大気大循環化学モデル（����������

����）の抱える問題点を明確にし，モデルの改良の

方針，更にはモデルの改良や検証に必要なデータの評

価・整備と，モデル改良に必要なプロセスの解明に向け

た観測戦略について，モデル・データ解析・実験室実験・

観測研究者がその枠を超えた共通の問題意識のもとに検

討を行った。

　得られた成果は次のとおり。

　大気大循環モデルにおけるオゾンならびに他の微量気
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体の成層圏濃度・分布：����を用いたモデル計算では，

対流圏で十分な量の水蒸気量が存在しても成層圏水蒸気

量が過小評価される傾向にあることが分かった。この点

を改善するためには，モデルの水蒸気量を実測の成層圏

水蒸気量にナッジングさせることが当面の解決策と考え

られる。根本的には，後述の水蒸気の成層圏への流入プ

ロセスの理解が不可欠である。

　オゾン全量の季節変化に関して，北極域でその減少量

が実測に比べ少ない傾向にある点が指摘された。この点

に関しては，光分解のパラメタリゼーションの改良を試

みる必要があることが分かった。

　成層圏水蒸気量の変動の検出とその機構：最近の報告

から，中緯度成層圏において，水蒸気に増加傾向が認め

られることが分かってきた。水蒸気は赤道上の対流圏界

面を通して成層圏に流入すると考えられているがその機

構が十分に分かっていないこと，低緯度域でも水蒸気に

増加傾向があるのか，増加の割合は中緯度に比べて大き

いのか，についても全く分かっていないことから，赤道

域での水蒸気の測定が不可欠であること，日本の研究

チームが赤道域でのオゾンゾンデ観測を含め赤道域での

観測に優位性を有していることが分かった。

　今後のオゾン分解速度の変動に及ぼす大気化学組成変

動の影響：今後の成層圏での有機ハロゲン濃度の変動は，

トリクロロエタンなど大気寿命の短いハロゲン化合物の

減少による，減少の後は，フロン・ハロンなど大気寿命

の長い物質の減少が主となり，その減少傾向はゆっくり

したものになることが指摘された。その減少率は，数％

以下であることから，１％程度の増加傾向を有するいか

なる大気組成変動も，フロン類の減少効果を打ち消す可

能性があることが分かった。上記の水蒸気変動も，年

１％程度と予測され，���ラジカルの増加を通して，

オゾン分解反応を加速しうることが予想されるが，その

評価のための反応データは必ずしも十分とは言えない状

況にあり，早急にその整備が必要であることがわかっ

た。

〔備　考〕

研究代表者：高橋正明（東京大学気候システム研究セン

ター）�

（６）イメージングフーリエ変換赤外分光計に関する研

究

〔区分名〕文科��海地

〔研究課題コード〕９９０１��１６０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕中島英彰（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構解明プロジェクト）・杉田考史

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕気候変動に関する政府間パネル（����）や，

地球温暖化防止京都会議（���３）で議論されたよう

に，今後の地球温暖化を予測する上で，温室効果気体の

グローバルなモニタリングが今後の重要な課題である。

また同時に，地球温暖化に伴う成層圏の寒冷化によって

オゾンホールの回復の遅れも指摘されており，ますます

衛星による対流圏及び成層圏のモニタリングの重要性が

増加している。そこで，本研究では従来衛星からは困難

といわれていた対流圏全域を含めた温室効果気体を含む

各種微量気体成分のグローバルなモニタリングを行うた

めの概念検討及び性能評価を行い，将来の衛星へのセン

サー搭載の実現性を示すことを目標とする。イメージン

グフーリエ変換赤外分光計（イメージング���）は，

地球大気微量気体成分からの熱放射を高分光分解能かつ

マッピング（イメージ画像取得）が可能となるよう，衛

星から分光観測する手法である。

〔内容および成果〕

　イメージング����の概念検討を行うために，最終年

度にあたる本年度は，以下に述べるような研究を行っ

た。まず最初に実際のイメージング大気観測を想定し，

広画角（全角６０���）の前置光学系を設計・製作し，そ

れを実際の���に取り付けた。またこの光学系を用い，

実験室内において黒体を光源に用いた試験データを取得

し評価を行い，その有効性を実証した。次に，この光学

系を用いて，実際の屋外における広画角大気スペクトル

を取得した。天空放射の生スペクトルから，低温黒体を

光源とした背景スペクトルを差し引くことにより，大気

中に存在する���のスペクトル構造を確認した。また，

より強い背景光の中の吸収構造を見るため，太陽光の海

面反射のサングリッタ・スペクトルの測定を行った。最

後に，これら３年間で得られた知見をもとに，実際に衛

星に搭載する場合の利点・欠点等について，用いるハー

ドウェア，光源の種類，及び観測する波長範囲をいくつ
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か想定して，比較検討を行った。

〔備　考〕

（７）成層圏力学過程とオゾンの変動およびその気候へ

の影響：高分解能大気大循環化学モデルの開発と成

層圏物質循環の研究

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕９９０２��１６１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕秋吉英治（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構解明プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１１～１４年度（１９９９～２００２年度）

〔目　的〕複雑な化学過程をも陽に含めた大気大循環モ

デルは日本では皆無である。���������大気大循環モ

デルに，複雑な化学反応系を組み込み，成層圏オゾン変

動を調べること，高分解能モデルにおいて輸送過程と化

学過程の関係性を調べること，また，成層圏と対流圏を

含む大気圏での物質輸送を理解することを目的とする。

〔内容および成果〕

　臭素系物質を導入した���������化学輸送モデルを

用いた計算によって，１９９６～１９９７年の南極域及び北極

域におけるオゾン破壊量を計算した。氷粒子や硝酸水和

物上などの固体���（極成層圏雲）上における不均一反

応によるオゾン破壊効果を計算した。また，固体粒子の

みではなく，硫酸�硝酸液滴によるオゾン破壊効果がか

なり大きいことも，計算によって示された。また，大気

中の光化学過程，放射過程，輸送過程及びそれらの間の

相互作用をも考慮に入れた���������化学大循環モデ

ルを用いて，オゾン層の将来予測実験を行い，南極オゾ

ンホールは２０１０年～２０１５年頃から回復を始め，２０５０

年頃までには回復するという結果を得た。

〔備　考〕

研究代表者：宮原三郎（九州大学）

� 高橋正明（東京大学気候システム研究セン

ター）

研究分担者：佐藤　薫（国立極地研究所）�

（８）将来大気における成層圏水蒸気と極成層圏雲の表

面積の変動に関する研究

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０１０４��１６４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕秋吉英治（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構解明プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１３～１６年度（２００１～２００４年度）

〔目　的〕１次元光化学－放射結合モデル，化学ボック

スモデル，及び３次元化学���を用いた数値実験によ

り，二酸化炭素やメタンガスなどの温室効果気体の増加

が引き起こす，地球温暖化に伴う極成層圏雲の量の変

化，特に不均一反応過程に直接影響を及ぼす極成層圏雲

の表面積の変化と，オゾン破壊との関連を明らかにする

ことを目的とする。

　二酸化炭素倍増など，温暖化地球大気において，成層

圏の水蒸気と気温はどの程度変化するのか，それによっ

て，極成層圏雲の表面積はどの程度変化するのか，その

表面積の変動に関して粒径分布依存性などの不確定性が

どの程度あるものなのか，そして，化学過程はどう変わ

るかを調べ，オゾン層への影響をより確かなものとす

る。

〔内容および成果〕

　１９９１年のピナツボ火山噴火によって成層圏硫酸エア

ロゾル量が急増後徐々に減少していった事例について，

気球観測による，火山噴火後に典型的な成層圏硫酸エア

ロゾルの粒径分布データ，レーザレーダによるエアロゾ

ルの鉛直分布データ，衛星によるエアロゾルの光学的厚

さのデータから，鉛直１次元光化学－放射結合モデルに

よるオゾン破壊の計算に必要な，エアロゾルの表面積の

時間空間分布を算出した。この硫酸エアロゾルの表面積

の時間空間分布を，鉛直１次元光化学－放射結合モデル

に入力して，オゾンなどの大気微量成分濃度と気温の変

動の計算を行った。その結果，増加した硫酸エアロゾル

上での不均一反応によるオゾンの減少により，火山噴火

後の成層圏気温の上昇は，微量成分濃度の変動よりも短

期間で解消されることがわかった。また，対流圏の気温

変動に関しては，火山爆発後約半年くらいまでは，増加

した硫酸エアロゾルが地表に到達する太陽光を減衰させ

て対流圏気温の低下が起こり，それに続く約半年間で，

エアロゾルによる赤外温室効果の増大によってこの気温
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低下が半分以上回復し，さらにその後は，成層圏下部の

オゾン減少によって引き起こされた温室効果の縮小によ

る対流圏気温の弱い低下が２～３年間持続するという複

雑な変動パターンを示すことがわかった。また，臭素系

物質の，硫酸エアロゾル上での不均一反応を通してオゾ

ン破壊に及ぼす影響は大きく，ピナツボ級の火山爆発の

場合，オゾン破壊量は臭素系物質を全く考慮しない場合

に比べて約２倍程度になることがわかった。

〔備　考〕

（９）超伝導受信機を用いたオゾン等の大気微量分子の

高度分布測定装置の開発

〔区分名〕戦略基礎

〔研究課題コード〕９７０２��０７９

〔担当者〕中根英昭（大気圏環境研究領域）・秋吉英治

〔期　間〕平成９～１４年度（１９９７～２００２年度）

〔目　的〕オゾン層破壊の原因を明らかにするために

は，オゾン及びオゾン層破壊の証拠物質である���の

高度分布を測定することが必要である。ミリ波分光計は

オゾンと���の両分子を測ることの出来る装置である。

本研究は，２００���帯のミリ波分光計を開発し，これを

南米チリに設置して観測を行うと共に観測データを用い

て，南極オゾンホールとの関係等，オゾン及びオゾン層

破壊物質の動態解明とモデル化を行うことを目的とす

る。

〔内容および成果〕

　本研究は次の３つのサブテーマから構成されている。

（１）大気微量分子高度分布測定システムの開発

（２）エアロゾル変動の解析とモデル化

（３）オゾン・���変動の解析とモデル化

本研究所が担当しているサブテーマ（３）では，三次元

的に運動する気塊中の光化学反応を記述するモデル（ト

ラジェクトリーボックスモデル）と����予報データ

を用い，リバースドメインフィリング（���）法を用

いて，���等の予報を可能にした。プロジェクト全体

としては，チリのラスカンパナス観測所においてミリ波

による���の観測データを蓄積する成果をあげた。

〔備　考〕

研究代表者：福井康雄（名古屋大学大学院）�

（１０）極渦の変動に関する基礎的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９８０２��０７７

〔担当者〕中根英昭（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕モントリオール議定書とその改訂を中心とし

た国際的な取り決めに基づく協力によって，フロン等か

ら放出される塩素の成層圏濃度は２０００年頃をピークと

して徐々に減少することが見込まれるに至った。成層圏

オゾン層が成層圏塩素濃度に追随して回復するか否かを

決定する大きな要因の一つに極渦の強度がある。この数

十年間の極渦の変動を解明することが本研究の目的であ

る。

〔内容および成果〕

　����再解析データを用いて，等価緯度��時間平面上

に渦位傾度をマッピングし，各年の極渦強度，極渦の大

きさ，安定性を求め，年々変動や長期変動について解析

する。本年度は２００１年まで解析を進めた。

〔備　考〕

（１１）大気化学にかかわる不均一反応の速度論的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０２��１５７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕今村隆史（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構解明プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕大気中の微量分子の変質過程や生成過程に関

与する化学反応，特に気－液や気－固形の物質移動を伴

う反応の速度定数の決定や反応機構の解明を通して，大

気化学反応モデルのための基礎データを提供することを

目的としている。

〔内容および成果〕

　本年度は植物起源有機化合物からの光化学的なエアロ

ゾル生成に関する研究を行った。エアロゾル生成は，基

本的には光化学反応によって生成するガス状生成物の

内，不揮発性の物質濃度がその飽和蒸気圧に達した段階

で，気→液変換（凝集）が起こるものと考えられる。実

際の測定対象としては植物起源の有機物（���）で��

に属するイソプレン（����）および２��メチル�３��ブテ

ン�２�オ ー ル（�������）を 選 ん だ。同 じ〔���〕�
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〔���〕初期濃度比の条件下で実験を行ったところ，�

５�８の方が�５�１００より多くエアロゾルを生成する

こと，いずれの系でも，エアロゾル生成は光化学的なオ

ゾン生成を待って始まることが明らかになった。いずれ

の���も不飽和結合を有しており，オゾンと直接反応

しうる。よって，オゾンとの直接反応がどの程度エアロ

ゾル生成に影響を及ばすかを確かめるために，���＋

��反応速度に対してエアロゾル生成量（質量濃度）を

プロットしたところ，������の系では，エアロゾル生

成量と反応速度との間に直線関係が得られた。このこと

は，������の反応系では，光化学的なオゾンが生成し，

さらに��＋������反応により，不揮発性の生成物を生

成し，それが凝縮することでエアロゾル生成を引き起こ

すものと結論できる。

〔備　考〕

（１２）３次元モデルによる成層圏光化学－放射－力学相

互作用の研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９９０３��１５８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

〔担当者〕秋吉英治（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構解明プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１１～１５年度（１９９９～２００３年度）

〔目　的〕年々変化する温室効果ガス濃度やハロゲンガ

ス濃度の大気環境の中で，オゾン層の将来予測を行うた

めには，大気中の光化学過程，放射過程，力学輸送過程

の個々の過程を理解するのみならず，その相互作用を理

解することが必要である。そのために，オゾンホールや

極渦崩壊など，成層圏で起こる顕著な現象に対して，そ

の相互作用を考慮に入れた３次元モデルによる数値実験

を行い，相互作用に関する知見を得る。

〔内容および成果〕

　極成層圏雲上で起こる不均一反応に関する詳しい計算

スキームを導入した３次元光化学輸送モデルを用い，

１９９７年の南極及び北極におけるオゾン破壊の計算を

行った。北極渦崩壊の遅いこの年は，高緯度地方で２～

４月に不均一反応によるオゾン破壊の影響が顕著に見ら

れることが示された。

〔備　考〕

（１３）成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

（再掲）

〔区分名〕

〔研究課題コード〕０１０５��０２１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

〔担当者〕笹野泰弘（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構解明プロジェクトグループ）・

� 中島英彰・中根英昭・今村隆史

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔備　考〕

Ⅲ．１．２の再掲

（１４）大気中における物質輸送・循環の研究（再掲）

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０３��０８１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕神沢　博（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔備　考〕

Ⅳ．１．１（３）の再掲

１．５　その他

（１）環境政策が経済に及ぼす影響の分析

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９７０１��０１４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．２　統合評価モデルを用いた地球温暖化のシ

ナリオ分析とアジアを中心とした総合対策研究

〔担当者〕日引　聡（社会環境システム研究領域）・

� 森田恒幸

〔期　間〕平成９～１３年度（１９９７～２００１年度）

〔目　的〕企業の汚染物質の排出を抑制する手段とし

て，自主協定の締結がある。これは，企業と住民との

間，あるいは，企業と政府の間で結ばれる汚染物質削減

のための，法的拘束力を有しない自主的な協定である。

本研究では，環境保全のための自主協定が，企業の環境

保全行動にどのようなインセンティブを与えるかについ

て分析し，自主協定の有効性について検討することを目

的としている。

〔内容および成果〕
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　本研究では，アメリカの���に関する自主協定プロ

グラム（���������	����
��������）をとりあげ，そ

の有効性について検討し，日本の従来の公害防止協定と

比較した。

　日本の場合には，遵守しなかった場合に明示的な罰則

規定はないものの，自治体が行政指導を通して，企業の

生産活動に対して介入する手段を有しているため，企業

は協定遵守のインセンティブが強い。これに対して，ア

メリカの場合には，企業が，協定を遵守しなかったとし

ても，それに対する罰則を受けない。このため，有効な

���削減計画を実施するインセンティブや，協定遵守の

インセンティブをもたない。この結果，自主協定を締結

したとしても，それが���削減に対して有効でない可

能性が大きいことが明らかになった。

〔備　考〕

（２）自動車車種選択に関する計量経済モデルの構築と

環境税導入が車種選択および環境負荷に及ぼす影響

の分析

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０１０１��０２１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．２　統合評価モデルを用いた地球温暖化のシ

ナリオ分析とアジアを中心とした総合対策研究

〔担当者〕日引　聡（社会環境システム研究領域）

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕日本の大都市地域における二酸化窒素

（���），浮遊粒子状物質（���）による大気汚染深刻化

の要因の一つとして，ディーゼル自動車のシェアの増加

があり，その背景には，自動車燃料課税が関連している

といわれている。１キロリットル当たりの燃料への課税

額をみると，ガソリンでは５万３８００円，軽油では３万

２１００円となっており，���１単位当たりの課税額はガ

ソリンより軽油の方が軽くなっている。このような税格

差が新車購入時において相対的に燃料費用の安いディー

ゼル車の選択を促進している可能性がある。

　本研究は，車種選択に関する計量経済モデルを用い

て，燃料税の格差の解消が車種選択及び���の排出に

及ぼす影響について分析することを目的としている。

〔内容および成果〕

　本研究では，条件付きロジットモデルを新車における

車種選択問題に応用した計量経済モデルを用いて，燃料

税格差の是正が車種選択の変化を通して，���排出量

に及ぼす影響について分析した。

　本研究のシミュレーションに用いられるモデルは以下

のとおりである。すなわち，個人�の車種�の選択確率

���は次式で表される。

ここで，���は，��だけ走行する個人�が車種�を選択し

たときに得られる効用を表しており，

である。ただし，���は車種�の�番目の物理的属性，��
�

は燃料�（�＝レギュラーガソリン，プレミアムガソリ

ン，軽油）を使う車種�の燃費，��は燃料�の価格，��

は個人�の走行距離，���は車種�の購入費用，��は車

種�を生産するメーカーを表すダミー変数である。ま

た，��，���，���，��は中古車市場のサンプルを使って

推定されたパラメータであり，モデルで使われている変

数と，そのパラメータは表１に示すとおりである。

　このモデルを用いて燃料税格差是正に関する政策シ

ミュレーションを行い，モデル構築に使われたサンプル

（１９９９年１１月時点で中古車市場で売りに出されている

車，１１３車種，６，６０４サンプル）に関して，車種選択が

どのように変化し，その結果���排出量がどの程度減

少するかについて分析した。主要な結論を要約すると以

下のとおりである。

（１）軽油課税をガソリン課税並みに引き上げることに

より，ディーゼル車からガソリン車への車種選択を促進

させるだけでなく，より環境負荷の大きい高排気車から

低排気車への選択を促進させる結果，���は８％減少

した。
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表１　変数とパラメータ
推計値変　数推計値変　数
－１．４２３０２イスズ－０．００４５９年間走行費用
－０．３９２１スズキ－０．００１４４自動車価格（諸税含）
－０．５４２４７フジ－０．５５８２６ディーゼルダミー
－０．３２６１７日産０．２８２９８９排気量（１０００��）
－０．１５８２３ホンダ０．０２７９７８室内容積
－０．８３８１８マツダ０．０１１４９７馬力／重量
－０．６５０９５三菱０．０６６４１６��ダミー

０．２２９９３５���ダミー



（２）このとき，この燃料税の変更によって，長い走行

距離を走る人ほど走行費用の変化が大きくなるため，環

境低負荷型車（ディゼール車よりもガソリン車，高排気

車よりも低排気車）の選択のインセンティブが大きくな

ることが明らかになった。

（３）本研究により，燃料税制の改正により外部費用を

内部化することは，走行距離の違いにより，選択的に環

境負荷の大きい人にはそれに応じた負担を課すことがで

き，資源配分のロスを生じさせないという意味で優れて

いる。したがって，効率的な資源配分を達成するために

は，現在実施されている自動車税制のグリーン化のよう

な，自動車の保有や取得に対する課税ではなく，自動車

の使用，すなわち，消費燃料に応じた課税へ税制改正を

修正すべきである。

〔備　考〕

（３）温室効果ガスインベントリーシステム構築の方法

論に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　���２

〔研究課題コード〕９９０１��００３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔代表者〕井上　元（地球環境研究センター）・清水英幸

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕���インベントリーはこれまでの国別報告

書への利用といったやや暫定的な位置付けから，京都議

定書に基づく約束の履行判定のベースにするといった国

際条約に直接関連する位置付けに変わり，これまでとは

比べものにならないほどの科学的精度に対する要求が高

まっている。また，���を世界のインベントリーデー

タセンターとするための，情報ネットワーク・情報シス

テムの構築が重要になってくる。そこで，本研究では，

温室効果ガスインベントリーの精度の向上方法を検討す

ると同時に，世界のインベントリーデータセンターとし

て有用な情報ネットワーク・システム構築に関する支援

研究を行う。

〔全体計画〕

　（１１年度）現存温室効果ガス排出・吸収源データの収

集・整理・分析，各分野専門家による項目構成・項目ご

との原単位精度のチェック，及び国際ワークショップ等

による����インベントリー手法の問題点の検討（１２年

度）。温室効果ガスインベントリーの「土地利用変化及

び林業」セクターのデータ収集・整理，また，稲作起源

の温室効果ガス排出量推計方法の検討，及び温室効果ガ

スインベントリーの国際情報収集ネットワークの検討

（１３年度）。温室効果ガスインベントリーシステムの改

良案の提案，アジア地域の排出係数データベース（一覧

表）の整備，国際情報収集ネットワーク体制の構築・運

営体制整備，及び国際ワークショップ等の開催による，

本研究のまとめ・提言。

〔内容および成果〕

　（１２年度まで）温室効果ガスインベントリーの精度の

向上をめざし，現存温室効果ガス排出・吸収源データの

分析，各分野専門家による項目構成のチェック，項目ご

との原単位精度の文献調査や実験によるチェック，及

び，国際ワークショップでの討論を踏まえた検討等を実

施した。また，温室効果ガスインベントリーの�土地利

用変化及び林業�セクターのデータ収集を，東南アジア

（タイ，フィリピン，インドネシア）を中心に行った。

さらに，ワークショップを開催してアジア地域で重要な

排出源となっている稲作起源の温室効果ガス排出量推計

方法の精査を行い，最新の知見をまとめた。また，温室

効果ガスインベントリー情報を収集・配布するための，

国際情報収集ネットワークを構築した（１３年度）。本年

度は���������共催で�アジア太平洋地域の温室効果

ガスインベントリーワークショップ�を開催し，改良温

室効果ガスインベントリーデータベース（������）の

構築，アジアインベントリー支援システム，とりわけ森

林吸収源インベントリーについて報告，討論を行った。

〔備　考〕

（４）環境負荷軽減のための複合的インセンティブの効

果に関する国際比較の予備的研究

〔区分名〕環境��地球推進　���６

〔研究課題コード〕０１０１��０２７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．２　統合評価モデルを用いた地球温暖化のシ

ナリオ分析とアジアを中心とした総合対策研究

〔担当者〕日引　聡（社会環境システム研究領域）

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕温室効果ガスの排出抑制のために，排出規

制，環境税，排出量取引制度，自主協定の導入などさま

ざまな対策の導入が検討されている。しかし，これらの

対策の導入の有効性について，計量経済学的手法を用い
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た実証分析は必ずしも十分に行われていない。

　本研究は，研究の実行可能性を模索し，また，研究計

画を立案するためのフィージビリティスタディである。

本研究は，研究手法をレビューしするとともに，本格的

研究実施に向けて，分析のためのデータの利用可能性や

国内だけでなく，海外の事例（アメリカの���排出権取

引制度や����に関する自主協定など）を対象にした実

証研究を実施するための国際的研究体制の整備方向を検

討することを目的とする。

〔内容および成果〕

　本報告では，主に，研究手法のレビューについて説明

し，最後に，データの利用可能性，国際的研究体制の整

備，本格的研究の実施に向けた研究計画の見直しについ

て簡単に触れる。

　本フィージビリティスタディでは，環境政策（以下で

は，環境税，規制，���排出権取引制度など，���，

���などの大気汚染対策を念頭においている。）の有効

性に関する計量経済学的実証研究において用いる研究手

法について検討した。

　環境税や排出権市場の分析に関する従来の研究におい

ては，環境税や排出権制度の導入が，排出者の行動にど

のような効果をもたらしたかについては，次のような理

由から，必ずしも厳密な定量分析は行われていない。

　第一の理由は，脱硫装置などの汚染物質削減投資は，

離散的かつ不可逆的な投資という動学的行動であり，従

来の静学的な分析を中心に扱う計量経済学的な分析にな

じまないのである。

　第二に，端点解の存在可能性による燃料転換のモデル

構築の難しさにある。たとえば，石炭発電所を例にとる

と，高硫黄・低硫黄と両方の石炭をミックスして使用す

る発電所もある一方で，高硫黄石炭の使用をやめ，低硫

黄石炭に転換した発電所もある。企業行動の定量分析に

は，生産関数や費用関数を用いるのが，従来のアプロー

チであるが，それらは端点解を念頭においていない。こ

のことが，分析を困難にしてきたもう一つの理由である

と考えられる。

　第一の問題を克服する手法として，特に，現在急速に

発達しているアプローチとして，構造推定アプローチが

ある。このアプローチは，推定をする際にまず個人の動

学的な最適行動をモデル化し，そのモデルをもとに推定

を行うものであり，これにより，従来分析できなかった

離散選択の動学的な意思決定の構造をモデル化すること

が可能になった。（����������	�
����（１９８５），����

（１９８７），������������	
��（１９９４），����（１９９７），�

����������	
����（２０００））第二の問題点を克服する手

法として，����������（１９８６）によって提案された計量

経済学的手法がある。

　ただし，これらの手法を適用するためには，推計に当

り，多量かつ複雑な計算処理が必要であり，通常の統計

ソフトではこのような手法が提供されず，プログラミン

グ技術を要することから，これらの手法は環境経済学の

分野では利用されてこなかった。したがって，今後，こ

の手法を利用した研究を進めていくことにより，環境政

策が企業行動に及ぼす影響をより厳密に分析することが

できるものと思われる。

　最後に，データの利用可能性，国際的研究体制につい

て簡単に触れておきたい。本フィージビリティスタディ

に基づいて，データの利用可能性，国際的な共同研究の

可能性を検討し，それに基づいて研究計画の見直した。

その結果，本格的研究実施する場合に，日本を対象にし

た環境政策の研究，アメリカの���排出権取引の研究，

アメリカの自主協定プログラムの研究，先進７カ国につ

いての企業の環境マネジメントに関する研究に関して，

外国との共同研究（イリノイ大学，ペンシルバニア州立

大学，����）が可能となり，研究遂行のためのデー

タの利用可能性も明らかとなった。

〔備　考〕

共同研究者：有村俊秀（上智大学）

� 　���������	（イリノイ大学）

（５）都市交通の環境負荷制御システムに関する基礎的

研究

〔区分名〕戦略基礎

〔研究課題コード〕９７０２��０３２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．５　東アジアの流域圏における生態系機能のモデ

ル化と持続可能な環境管理プロジェクト

〔担当者〕日引　聡（社会環境システム研究領域）

〔期　間〕平成９～１４年度（１９９７～２００２年度）

〔目　的〕燃料種・車種別自動車選択モデルを開発し，

環境税の導入が，自動車選択に及ぼす影響について分析

し，低公害車普及政策評価を中心とした自動車交通外部

不経済削減政策の実証的評価を行うことを目的としてい

る。
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〔内容および成果〕

　日本の大都市地域における大気汚染深刻化の要因の一

つとして，ディーゼル自動車のシェアの増加があり，そ

の背景には，���１単位あたりの課税額はガソリンよ

り軽油の方が軽いという税格差の存在が指摘されてい

る。本年度は，条件付きロジットモデルを新車における

車種選択問題に応用することにより，車種選択に関する

計量経済モデルを構築し，燃料税の格差が車種選択に影

響を及ぼしているかどうかを検証する。

　本研究で推計するモデルは以下のように定式化され

る。すなわち，個人�の車種�の選択確率���は次式で表

される。

ただし，

であり，���は，��だけ走行する個人ｎが車種ｉを選択

したときに得られる効用，���は互いに独立であり，同

一のワイブル分布に従う誤差項であるである。また，た

だし，���は車種�の�番目の物理的属性，��
�は燃料�（�

＝レギュラーガソリン，プレミアムガソリン，軽油）を

使う車種�の燃費，��は燃料�の価格，��は個人ｎの走

行距離，���は車種�の購入費用，��は車種�を生産する

メーカーを表すダミー変数である。

　中古車市場のサンプル（１９９９年１１月時点で中古車市

場で売りに出されている車，１１３車種，６，６０４サンプル）

から得られる，車体価格，物理的属性，走行距離などの

車種情報および燃料価格を用いて，最尤法によりパラ

メータ��，���，���，��を推計する。推計結果は，表１

のとおりである。

　なお，どの変数の推計結果も，有意水準１％で有意で

ある。

　推計結果から得られる本研究の結論を要約すると以下

のとおりである。

（１）排気量，室内容積，馬力／重量の各変数とも符号

は正であり，自動車の操作性や乗り心地，利便性を反映

した値が消費者にとって重要であることが確認されてい

る。

（２）安全性をとらえる���ダミーの符号も正で，か

つ，有意である。消費者の安全志向が認められている。

（３）購入費用，走行費用のパラメータの符号はマイナ

スであり，それぞれ負担が増えると，効用が減少するこ

とを意味している。

（４）モデルの推計結果（走行費用のパラメータがマイ

ナスであるということ）は，ガソリンの単位���排出

あたりの課税額は軽油より重たいため，現在の燃料税制

は，���についての環境負荷の相対的に軽いガソリン

車の選択を抑制し，環境負荷の重たいディーゼル車の選

択を促進しており，資源配分のロスを生じさせている。

〔備　考〕

研究代表者：岩田規久男（学習院大学）
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表１　推計結果
推計値変　数推計値変　数
－１．４２３０２イスズ－０．００４５９年間走行費用
－０．３９２１スズキ－０．００１４４自動車価格（諸税含）
－０．５４２４７フジ－０．５５８２６ディーゼルダミー
－０．３２６１７日産０．２８２９８９排気量（１０００��）
－０．１５８２３ホンダ０．０２７９７８室内容積
－０．８３８１８マツダ０．０１１４９７馬力／重量
－０．６５０９５三菱０．０６６４１６��ダミー

０．２２９９３５���ダミー



�２．廃棄物の総合管理と環境低負荷型・循環型社

会の構築

２．１　環境低負荷型・循環型社会への転換支援

のためのシステム分析手法と基盤整備に関

する研究

（１）環境配慮型ライフスタイルの形成要因についての

研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０４��０１２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕青柳みどり（社会環境システム領域）

〔期　間〕平成１３～１６年度（２００１～２００４年度）

〔目　的〕本課題では，一般消費者や企業の環境配慮行

動を促すための手段について調査分析を行うことによっ

てその阻害要因，促進要因を明らかにすることが本研究

の目的である。既存研究のレビューと仮説の設定，企

業・消費者の環境配慮対策，行動を促す要因についてま

とめ，ライフスタイルのあるべき方向を探る。また，こ

の問題を，市民だけの問題としてではなく，行政，企

業，消費者のパートナーシップという観点からも捉え，

環境に配慮した地域づくりという観点からも検討を行

う。

〔内容および成果〕

　既存研究・調査のレビューを実施し，企業の環境対策

が，海外取引のある製造業中心から，国内での様々な制

度の進展とともに多くの部門へと広がる第２段階を迎え

ていることを把握した。多くの小売業などで例えば

���１４００１の取得が進んでいる。また先進的な企業は，

環境報告書を発行するだけではなく，その内容の工夫，

環境報告書以外の情報提供の工夫（環境会計など）を

行っていること，またこれらの企業の努力を様々な形で

評価する動き（エコファンド＝投資家による積極的な評

価システムと位置づけられる，監査法人による第３者検

証など）も見られるようになった。しかしながら，企業

の環境担当者は，その環境対策が企業全体の売り上げの

増加に寄与しないことに行き詰まりを感じていることも

わかった。

　一方，一般市民のライフスタイルを考える上で重要な

ポイントである消費者としての行動については，企業の

考える「環境にやさしい商品」と消費者の考えるそれと

のイメージのずれなどが存在し，それが阻害要因になっ

ていることを把握した。さらに，東京都などの消費者調

査に参画する事ができたので，上記の仮説に基づいた調

査を入れ込んで調査データを得ることができた。

〔備　考〕

（２）環境負荷の低減と自然資源の適正管理のための施

策とその評価手法に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��０１６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕森口祐一（社会環境システム研究領域）・

� 森　保文・寺園淳・乙間末広

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕環境への負荷の小さい持続可能な社会の構築

が環境政策の基本目標として掲げられる中，環境からの

資源採取と，環境への負荷の発生の両面において，環境

への影響を最小にとどめるための適切な管理手法が求め

られている。本研究は，生産・消費活動に伴う資源消費・

環境負荷の現状や施策・技術の導入による改善効果を評

価する手法を開発・提供することにより，企業・消費者・

政府等の関係主体の取り組みの促進に資することを目的

とする。

〔内容および成果〕

　本課題では，以下のような研究内容を計画している。

　１）ライフサイクルアセスメント（���）のケース

スタディ，クリティカルレビュー手法，環境ラベルへの

適用など，���の実践と応用に関する研究

　２）環境負荷や資源消費がもたらす影響の評価手法の

開発と���への適用に関する研究

　３）環境パフォーマンス評価や持続可能性評価のため

の指標の開発と情報提供手法に関する研究

　本年度は，ライフサイクルアセスメントについて，影

響評価における地域性の考慮や統合評価など，手法面の

情報収集およびクリティカルレビューの動向についての

情報収集を行った。また，企業・製品レベルの環境パ

フォーマンス指標や環境効率指標の利用動向について情

報収集した。

　一方，���（旧科学技術庁）フェローによる研究と連

携して，石油化学産業や鉄鋼産業，バイオマスエネル

ギー・材料の利用，余暇活動の拡大などを事例研究対象

として，技術革新や需要変化が���の排出や資源消費，
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廃棄物発生などに与える影響の分析を行った。

〔備　考〕

（３）環境負荷低減のための産業転換促進手法に関する

研究

〔区分名〕環境��地球推進　��２

〔研究課題コード〕０００２��０２９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．１　循環型社会への転換策の支援のための評

価手法開発と基盤システム整備に関する研究

〔担当者〕森　保文（社会環境システム研究領域）・

� 森口祐一・原沢英夫・日引　聡・乙間末広

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕事業所の自主管理がはたして環境パフォーマ

ンス向上に結びつくのか疑問視されているが，最近，環

境マネジメントシステムという新しい形の自主的管理が

普及している。環境マネジメントシステム自体は環境管

理の仕組みを作るのであって環境負荷を管理するもので

はないが，仕組みが働けば，間接的に環境パフォーマン

スが改善されることが期待される。また環境マネジメン

トシステムの代表的なものであり，国際規格でもある

���１４００１は審査登録を受けるという手順が必要であ

り，この点で単なる自主管理とは異なっている。

　一方，���１４００１のほかにも，ライフサイクルアセス

メント（���）などの環境マネジメントに関係する技

術が存在し，これらも企業の環境管理に影響を与えると

考えられる。また情報公開も，間接的に企業の環境管理

に関係する可能性がある。また���１４００１の審査登録に

ついては，システムの継続改善により，結果として環境

負荷が徐々に低減されることが環境面での利点と考えら

れる。

　本研究では，国内の���１４００１審査登録事業所および

それ以外の事業所を対象として，���１４００１への対応，

���など���１４００１以外の環境マネジメント技術への

取り組み，情報公開および環境負荷削減に関するアン

ケート調査を実施した。この調査から，���１４００１審査

登録，それ以外の環境マネジメント技術，および情報公

開の連関およびこれらの手法と環境負荷削減の連関につ

いて検討した。

〔内容および成果〕

　���１４００１を審査登録している事業所数の最も多かっ

た業種である電気機械および化学工業を調査対象業種と

し，���１４００１を審査登録していた事業所のすべて及

び，���１４００１を審査登録していなかった事業所をラン

ダムに抽出して，アンケート調査を実施した。

　環境負荷削減との連関を整理すると，���１４００１審査

登録と���１４００１以外の環境マネジメント技術（以下

���と呼ぶ）については環境負荷削減との連関が多く

見られ，環境マネジメント要素と情報公開にはあまり多

くの連関が認められなかった。���１４００１審査登録と環

境マネジメント要素の両方で連関が認められることは少

なかったので，���１４００１審査登録における連関のほと

んどはラベルとしての働きによると考えられた。環境負

荷項目ごとの特徴をみると，エネルギー効率，二酸化炭

素，廃棄物については，���１４００１審査登録と���に

おいて多くの業種・規模で連関が認められた。硫黄酸化

物，�������については，���１４００１審査登録にお

いて多くの業種・規模で連関が認められた。原料の使用

量，水消費量，トリクロロエチレンおよびジクロロメタ

ンについては連関のある環境マネジメント関連の技術は

少なかった。���１４００１審査登録は���や情報公開に

比べ多くの環境負荷項目に連関を持つが，いずれとも連

関の少ない環境負荷が存在するという結果となった。

　多くの環境負荷削減項目において���１４００１審査登録

にラベルとしての働きがあるという仮説が支持されたこ

とは，現時点の���１４００１の環境マネジメントシステム

それ自体が環境負荷削減を促進する働きを持つというよ

りは，���１４００１を審査登録することが事業所の環境に

対する態度を宣伝するという点で大きな価値を持つこと

を意味すると考えられる。おそらく���が環境に関する

国際規格であることが，日本において宣伝上の利点を

持っていたのであろう。���１４００１審査登録が，エネル

ギー効率，二酸化炭素排出量および廃棄物のように日本

において関心の高い環境負荷削減項目と多く連関を持っ

ていたが，原料使用量のような注目されていない項目と

は連関が少なかったことも上記の仮説を支持している。

　以上から，���１４００１審査登録は多くの環境負荷項目

について連関を持っており，環境負荷削減手段として有

効と考えられた。しかしその連関は注目されている環境

負荷に限定される傾向があったので，その他の環境管理

手法の導入も同時に推進すべきと考えられた。

〔備　考〕

共同研究者：花木啓祐（東京大学）
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（４）環境勘定・環境指標を用いた企業・産業・国民経

済レベルでの持続可能性評価手法の開発に関する研

究

〔区分名〕環境��地球推進　��９

〔研究課題コード〕０１０３��０３８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕森口祐一（社会環境システム研究領域）・

� 寺園　淳・近藤美則

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕「持続可能な発展」や「環境政策と経済・産業

政策の統合」は概念としては広まったものの，その具体

的意味の共通理解は不十分なままであり，その実現への

具体的道筋は未だに明らかではない。従来の国レベルの

経済指標や生産性指標，企業の経営指標は，地球環境保

全を考慮した意思決定には不十分であり，各経済主体の

活動が，持続可能な方向に向けられているかを判断する

ための尺度が必要である。リオ＋１０に向けて「持続可

能な発展」の進捗を計測する指標開発が重要課題とさ

れ，����の「環境情報勧告（１９９８年）」においても，

指標開発と意思決定への利用促進を求めている。また，

１９９３年の国民経済計算体系（���）の国際標準改訂の

際に試行的に導入された環境経済統合勘定（����）に

ついて，２０００年版改訂草案が公表され，これに呼応し

た新たな研究の実施が早急に必要である。一方，企業レ

ベルでも環境面からの格付けなどの社会的ニーズが手法

開発に先行しており，信頼できる手法の提供が急務であ

る。そこで，本研究は，環境勘定（環境会計）や環境指

標の手法を用いて，さまざまなレベルの経済主体ごと

に，その活動の環境面での持続可能性の度合いを計測す

るための手法を開発することにより，産業・経済活動の

より持続可能な方向への転換に資することを目的とす

る。

〔内容および成果〕

　本課題は３つのサブテーマから構成されるが，当研究

所ではサブテーマ「マテリアルフロー勘定を用いた環

境・資源効率指標の開発に関する研究」を担当した。ま

た，課題全体の代表者として，他の共同研究機関が担当

するサブテーマ「����の改訂等に伴う環境経済勘定の

再構築に関する研究」によるマクロレベルの勘定・指標

と，サブテーマ「産業における環境効率・資源生産性評

価手法の開発と適用に関する研究」によるミクロレベル

の勘定・指標とをつなぐ役割を担った。

　担当サブテーマについて，本年度は，先行研究で試作

した多次元物量投入産出表（������）について，

����２０００との整合性の向上や，「隠れたマテリアルフ

ロー」・貿易による国際連関の明示のための枠組みの再構

築，誘発分析システムの開発等を行った。

　貿易による国際連関を含めた物量投入産出表を作成す

る際，国際産業連関表を拡張した枠組みが理想である

が，日本以外の国々についての統計の制約からこの方法

はきわめて困難である。一方，日本の経済活動による地

球環境への影響を記述する際，輸入資源が背負った環境

負荷を含めるべきことは先行研究から明らかである。そ

こで，日本へ輸入される化石燃料や鉱物資源などの主要

資源のフローを勘定表に明示するとともに，こうした資

源の相手国での生産プロセスに関する勘定をサテライト

（別表）としてリンクさせることにより，輸入資源に関

連する部分を組み込んだ枠組みを試作した。また，この

枠組みの中に，主要輸入資源に関する物量フローを記述

するための基礎データの収集を行った。

　また，二酸化炭素の排出構造分析などに従来から適用

してきた，経済活動の最終需要による誘発フローの分析

手法を������に適用した。これにより，家計消費や

固定資本形成などの最終需要が１単位発生した場合，主

要資源が環境からどれだけ採取され，経済部門間をどの

ように取引されて製品となり，どの部門から���や廃

棄物がどれだけ発生するかを，マスバランスを保持しな

がら分析するためのツールの原型が構築できた。一方，

１９９５年産業連関表をベースとした，エネルギー消費量・

大気環境負荷量のデータベースについて，公表に向けた

修正を行った。

　さらに，エコデザイン，産業エコロジー等の関連研究

分野における国際集会への参加，����における環境

指標，持続可能な発展の指標（デ・カップリング指標）

の検討作業への参加などを通じて，指標開発・利用の動

向，とくに，マテリアルフロー分析の指標開発への利用

動向について情報収集した。

〔備　考〕

共同研究機関：内閣府経済社会総合研究所・独立行政法

人産業技術総合研究所���研究セン

ター・ヴッパータール気候・環境・エネ

ルギー研究所（ドイツ）・ライデン大学

（オランダ）・世界資源研究所（米国）・ウ
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イーン大学（オーストリア）

共同研究者：井村秀文（名古屋大学）・有吉範敏（熊本

大学）・和田喜彦（札幌大学）

（５）耐久財起源の循環資源の適正管理に関する研究

〔区分名〕環境��廃棄物処理

〔研究課題コード〕０１０３��２７８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．１　循環型社会への転換策の支援のための評

価手法開発と基盤システム整備に関する研究

〔担当者〕森口祐一（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・寺園　淳・加河茂美・橋本征二・

田崎智宏

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕既に建設解体廃棄物や耐久消費財は，廃棄物

発生量に大きな割合を占めているが，今後，使い捨て型

の廃棄物の減量化が見込まれること，社会が成熟し，過

去からのストックが更新の時期を迎えることを考慮すれ

ば，耐久財起源の循環資源は，重要度を増すと考えられ

る。そこで本研究は，こうした耐久財起源の循環資源に

焦点をあて，今後の発生量を予測し，そこに含まれる物

質の有用性・有害性などの質的側面を評価するとともに，

リサイクル・適正処理処分促進のための技術や施策等の

管理手法とその効果について検討することにより，循環

型社会形成に資する知見を提供することを目的とする

〔内容および成果〕

　本研究では，産業連関分析，マテリアルフロー分析，

保有・廃棄モデル，意識調査，法制度分析などの手法と，

家電・自動車などの耐久消費財や建築物といった事例研

究対象とを組み合わせることで，耐久財に起因する廃棄

物の発生と循環利用に関する現状分析と主要な問題点の

抽出を行う。

　家電，自動車を対象とした事例研究では，自動車の保

有・廃棄意識をアンケート調査し，別途行った家電８品

目（パソコン含む）に関する調査と比較した。自動車の

廃棄行為に影響している要因を，保有時の利用状況や故

障・点検時の対応方法などとの関係を中心に解析し，車

の買い替えには，車の変更意志とともに車検時期が大き

な理由であることが分かった。家電製品に関する調査で

は，台数，サイズやタイプ，置き場所，使用年数などの

保有状況ならびに入手状況や今後の保有予定，過去３年

間に手放した家電についての廃棄状況やその理由を調査

しており，廃棄行為にかかわる要因や廃棄の将来予測の

ための基礎的な知見が得られた。

　一方，家電・自動車とその原材料の出荷フローとリサ

イクル・処理過程でのフローを調査した。加えて，鉛，

カドミウム，ニッケルなどの国内フローならびに利用・

リサイクルの状況の基礎調査を行った。また，自動車の

素材別の時系列的なマテリアルフローを概算した。これ

により，部品・素材ごとの物質含有量やそのリサイクル・

処理過程の関連情報を調査できた。この結果を用いて，

１９９０～２０２０年における自動車の素材別に，出荷フ

ロー，廃棄発生フロー，解体フロー，リサイクルフ

ロー，処理・処分フローの各フローを概算した。出荷・

廃棄発生フローでは，アルミと��，��と���を除く

その他プラが増加していた。また，これらのフロー量の

差より蓄積量が推算され，２０００年には出荷フローの正

味２３％が蓄積分であった。また，リサイクルフローの

素材数は少ない一方で処理処分フローの素材数は多く，

素材分別できない分が処理・処分フローへ流れることが

明示された。

　さらに，家電リサイクル法施行前後における廃棄フ

ロー等の変化を調査・解析し，法施行による影響を考察

した。家電リサイクル法施行直前における冷蔵庫の駆け

込み廃棄は，主に使用年数が長い製品の廃棄による影響

であることが分かった。廃棄モデルを用いて解析を行っ

た結果，家電リサイクル法の費用徴収によって廃冷蔵庫

の発生抑制がすすむ可能性は，短期的には認められな

かった。

　建築物については，固定資産の価格等概要調書，建築

統計年報等を用い，地域ブロック別，木造・非木造別，

主要建材別に，建材の蓄積量，廃棄量の推計を行った。

推計の結果，関東ブロックでの建材蓄積が全国の３０％

を占めた。非木造建築の建材蓄積が増え続け，現在では

全体の７５％を占める。コンクリートの蓄積が全体の

９０％を占める。建材廃棄も同様の傾向が見られる。今

後，コンクリートのリサイクルが問題になると考えられ

る。また，民家の再生を実施した施主を対象にヒアリン

グを行い，再生の意思決定に影響を与える因子を抽出し

た。民家再生の意思決定に影響を与える因子として９因

子が抽出された。今後もヒアリングを継続するが，現段

階では，心理的な側面，情報の側面が意思決定にとって

重要であると思われる。

　日本と欧州主要国における建築廃棄物発生量とリサイ
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クルの状況を新築，改築，解体ごとに現状比較した。日

本は解体時，欧州では改築時の廃棄物が多く，維持保全

型社会に転換するための課題と必要性が示された。

〔備　考〕

共同研究者：柳下正治（名古屋大学）・谷川寛樹（和歌山

大学）

（６）廃棄物対策を中心とした循環型経済社会に向けて

の展望と政策効果に関する定量的分析

〔区分名〕環境��廃棄物対策

〔研究課題コード〕０００１��０３６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕増井利彦（社会環境システム研究領域）・

� 森田恒幸・甲斐沼美紀子・井上雄三・大迫政浩・

山田正人

〔期　間〕平成１２～１３年度（２０００～２００１年度）

〔目　的〕本研究の目的は，１９９０年より中国，インド

等のアジアの主要国と共同して，地球温暖化対策の効果

分析のために開発してきた大規模な計算機シミュレー

ションモデル（���２．０）を用いて我が国の循環型経済

社会に向けての展望を，廃棄物対策や温暖化対策への効

果を中心に定量的に解析するとともに，循環型社会への

転換を進めるいくつかの政策や取組をデザインし，その

効果を定量的に明らかにすることである。特に，廃棄物

の最終処分地の減少や二酸化炭素排出量の削減，さらに

は廃棄物ライフサイクルだけでなくプロダクトサイクル

をも含めた有害化学物質の環境への排出の削減等の環境

制約がもたらす経済構造の変化や財及び物質のフローを

定量的にとらえることにある。さらには経済的な視点か

らとらえた循環型社会の枠組みの評価とともに，人の健

康，環境へのリスク評価・管理を行うモデルを構築・統

合し，経済活動や廃棄物管理事業から生じるリスクを総

合的に評価することによって作り上げることができるリ

スク削減のための施策が経済活動及び経済構造，マテリ

アルフローに対してどのような影響を与えるかを定量的

にとらえることも本研究の目的とする。

〔内容および成果〕

　本研究課題では，（１）廃棄物処理業の経済評価とそ

のマクロ経済への影響に関する定量的分析　（２）マテ

リアルフロー及びサブスタンスフローからみた廃棄物の

リスク評価・管理モデルの開発　（３）政策デザインとそ

の実施のための定量的分析の３つのサブ課題からなる。

サブ課題（１）では，将来の経済発展とともに廃棄物処

理がどのように行われ，財の循環がどのように変化する

かをマクロ的視点から評価するために，���日本モ

ジュール拡張版である応用一般均衡モデルを改良する。

サブ課題（２）では，材料や製品の流れ（マテリアルフ

ロー）やそれらに含まれる化学物質の流れ（サブスタン

スフロー）を統合的にとらえ，生産段階をも含めた廃棄

物処理ライフサイクルにおいて重要な有害化学物質を対

象に，人及び生態系への作用量の調査・解明，環境への

漏出量などの評価を行い，リスクを考慮した循環型経済

社会の評価を行う。また，リスク評価の視点を���日

本モジュール拡張版に反映させたシミュレーションを行

う。サブ課題（３）では，循環型社会の構築に向けた政

策をデザインし，これらの政策を���日本モジュール

拡張版に反映させ，それぞれの政策の効果を経済発展及

びリスク評価の視点から定量的に評価する。

　サブ課題（１）では，トップダウンモデルであるマク

ロ経済モデルと，ボトムアップモデルである下水汚泥処

理モデルの統合を行い，マクロ経済全体の整合性と個々

の汚泥処理技術に関するリアリティの両面を考慮に入れ

た分析を行った。その結果，下水汚泥の溶融処理といっ

た現在では未導入の技術が，廃棄物最終処分制約が厳し

くなると想定したシナリオでは導入されるようになり，

２０１０年において環境制約により生じる１．８兆円の���

ロスが１００億円程度回復され，さらに再生品の需要を増

加することにより，���ロスは緩和される。また，マ

クロ経済モデルそのものについても，部門・財の細分化

を行った。特に，化石燃料は詳細に取り扱うことができ

るようになり，ガソリン及び軽油に対する課税（道路特

定財源）を暫定税率から本則税率に変更した場合，２０１０

年の二酸化炭素排出量が約９���増加するという結果

を得た。このほか，各部門の投資が経済活動に及ぼす影

響を評価するための固定資本マトリクスの導入，税の徴

収に関する政策評価を行うための政府部門の最終需要部

門からの分離，一般廃棄物処理技術のデータベース化と

その選択に関するモデルの構築，産業廃棄物のフローに

ついてより詳細な調査の実施など，より実態を反映させ

たモデル構造，データの更新を実施した。

　サブ課題（２）では，平成１２年度において以下の研

究を実施した。従来の優先化学物質ランキングモデルを

改良した。主な改良点は，ランキング対象化学物質選定
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（スクリーニング）および４つの評価項目の２項目

（��：環境存在性，���：生産や処理施設の分散性）の

である。また，４つの評価項目の等価重み（����１）

およびアンケート調査による重み（����２）の２つの

評価法でスコアリングを行った。その結果，トップ１０

のランキング物質は，����１ではベンゼン（７５．６），ダ

イオキシン類（７０．８），鉛およびその化合物（６７．５），

フェノール（６４．４），フタル酸ビス（２�エチルへキシ

ル）（６６．４），フタル酸ジ���ブチル（６１．９），テトラクロ

ロエチレン（６１．０），四塩化炭素（５７．５），クロロホルム

（５６．９），１，２�ジクロロエタン（５６．０）となった。また，

����２では，ダイオキシン類（７６．９），鉛およびその化

合物（７３．７），フタル酸ビス（２�エチルヘキシル）

（７３．５），フタル酸ジ���ブチル（７１．３），フタル酸ジ�

��オクチル（６６．６），フェノール（６５．２），カドミウム

およびその化合物（６５．０），チオりん酸����ジエチル�

��（３，５，６�トリクロロ�２�ピリジン）（６４．３），ベンゼ

ン（６１．６），クロロホルム（６１．２）となり，評価項目の

重み付けでランキングに違いが出ることが示された。前

年度のサブスタンスフローモデルを実際の社会に対応で

き，政策シナリオの変化を評価できるように①製品寿命

（時定数）の導入　②製品別のフローが表現できるモデ

ルの再構築　③部品単位での詳細なパラメータの設定�

④リサイクル段階でのコンパートメントの導入を考慮し

て改良を行った。その結果，前年度の各コンパートメン

トへの鉛の分配と大きな違いを示した。特にリサイクル

コンパートメントへの蓄積が著しく，結果的には産業廃

棄物処分場への蓄積に取って代わったことになった。一

方，政策シナリオ：①家電リサイクル法の評価　②鉛基

板の回収の評価　③無鉛はんだ導入の評価による鉛のフ

ローへの影響を評価した。その結果，廃棄過程における

鉛蓄積量に着目した場合，家電リサイクル法の導入が鉛

蓄積量の軽減に最も大きな効果を与えたが，鉛基板の

１００％回収と無鉛はんだの導入は，蓄積量の差がほとん

どなく，また削減効果もそれほど大きくなく，的確な評

価のためには溶出量等の指標の導入が必要となった。最

終処分場のリスク管理のための早期警戒システム開発の

ための基礎作業として，バイオアッセイによる毒性総合

評価手法のプロトコルを進めた。

　サブ課題（３）では前年度にデザインした政策を，経

済モデルを用いて評価した。政策として取り上げたもの

は，課税政策，廃棄物発生抑制等の技術進歩，環境投資

の拡大，環境産業の育成，情報技術の進展，脱物質化な

どである。主な分析結果として，以下のことが明らかと

なった。環境負荷の高い部門への課税は，環境負荷の低

減には効果が見られる一方で経済的なロスも大きくなる

が，環境負荷を緩和するような活動への減税により，経

済活動のロスを回復することができる。製造段階等での

廃棄物再生品の利用を拡大する政策は，環境制約の緩和

を通じて経済活動の回復をもたらす。また，廃棄物の発

生抑制や処理効率の高い技術についても同様の効果がも

たらされる。環境投資の拡大は，限界削減費用の高い環

境問題に対して行う場合は有効であるが，限界削減費用

の低い環境問題に対する環境投資は，環境投資分だけ精

算投資が減少することから生産能力を低減させる結果と

なり，環境投資の対象とその投資水準についてのバラン

スが必要となる。また，環境投資という需要面だけでは

なく環境産業の育成という供給面を配慮することで，経

済的な効果はさらに高まることが明らかとなった。脱物

質化として，経済活動のサービス化をモデルで表現し，

シミュレーションを実施したが，製造部門の縮小は廃棄

物の受け入れ先を縮小させることになり，廃棄物最終処

分の限界削減費用は増加する結果となった。このことか

ら，廃棄物処理の受け入れ先を確保した上での経済活動

のサービス化が重要であるといえる。また，サブ課題

（２）で評価した鉛のフローを経済モデルに組み込み，

鉛の環境中への排出量を現状の水準に抑える場合の経済

影響を評価した。

〔備　考〕

共同研究者：松岡　譲（京都大学大学院）

� 棟居洋介（東京工業大学大学院）

（７）社会的受容性獲得のための情報伝達技術の開発

〔区分名〕戦略基礎

〔研究課題コード〕９９０３��０３３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕寺園　淳（社会環境システム研究領域）・

� 森口祐一・松橋啓介・吉田早苗

〔期　間〕平成１１～１５年度（１９９９～２００３年度）

〔目　的〕環境問題の多様化，複雑化に伴い，環境低負

荷型社会を各主体が協力して築くためには，様々な環境

問題の重要性をバランスよく評価し，意思決定につなげ

る必要性がますます高まっている。本研究では，各種環
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境問題に対する定量的・科学的情報を提供しながら，い

くつかの事例に関する市民との討論などを通じて，彼ら

の環境観（価値観）を把握する。得られた環境観を用い

て従来のライフサイクルアセスメント手法を改良し，

様々な意思決定に適用可能な環境影響の総合評価手法を

開発することを本研究の目的とする。同時に，市民の行

動に影響する因子を把握し，環境低負荷型社会構築のた

めの情報提供や政策への評価手法適用のあり方を探る。

〔内容および成果〕

　ごみ問題については代替案ごとに環境負荷のトレード

オフが存在する場合も多く，望ましいシステムを市民が

選択することが容易ではない。本研究では，環境情報が

市民の意思決定に与える影響を把握し，望ましい総合評

価と情報提供のあり方を探るために，ごみ問題に関する

ワークショップを開催した。ワークショップのテーマは

プラスチックごみの処理システムの比較評価であり，参

加者は東京都の�区の住民ら２１名である。焼却と埋立

という２つの代替案について，「二酸化炭素排出による

地球温暖化」「大気中のダイオキシン類などによる健康影

響」「東京湾の埋立処分場の逼迫」という３つの環境問題

に関して予想される影響の情報を参加者に提示した。参

加者がこのような情報や議論をもとにして，環境影響の

観点から代替案の比較評価を行った。その結果，重視さ

れた環境問題は「健康影響」と「処分場」の２つであっ

た。また，代替案については，情報提供後に焼却を評価

する参加者が増えるなど，提供された環境情報に応じ

て，参加者が下す判断に変化が認められた。さらに，焼

却技術のような不確実性を有する情報について，個別の

参加者による受け止め方の違いが大きいことが明らかに

なった。今後の課題として，リサイクルのような他の代

替案の評価や，情報の質の向上などが挙げられる。

〔備　考〕

研究代表者：安井　至（東京大学）

２．２　廃棄物の資源化・適正処理技術及びシス

テムに関する研究

（１）埋立地浸出水の高度処理に関する研究

〔区分名〕政策対応型

〔研究課題コード〕９９０３��２３８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．２　廃棄物の循環資源化技術，適正処理・処分

技術及びシステムに関する研究

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・水落元之・徐　開欽

〔期　間〕平成１１～１５年度（１９９９～２００３年度）

〔目　的〕一般廃棄物，産業廃棄物等が処分されている

管理型埋立地からは，埋立地浸出水が発生する。この埋

立地には多種多様な化学物質が含まれている。さらに近

年微量で生物に影響を与える化学物質の存在が懸念され

ており，これらを適正に処理する処理手法の開発は必須

である。本研究では，水環境の水質汚濁，生態系，生体

への影響を及ぼす可能性のある埋立地浸出水の高度処理

手法について検討し水環境保全を図ることを目的として

行った。

〔内容および成果〕

　埋立地浸出水中の高濃度窒素，難分解性有機物の処理

の検討を行ってきた嫌気・好気循環型生物活性炭処理と，

その中間でオゾン処理を組み合わせたハイブリット処理

での内分泌攪乱化学物質の除去特性について検討を行っ

た。���������	��	
の結果，流入水である埋立地浸出

水にエストロゲン活性が見られたものの，処理水では減

少しており，内分泌攪乱化学物質を除去していることが

示唆された。そこで，次に活性汚泥，活性炭，生物活性

炭処理の３系の比較検討を行い生物活性炭の処理特性を

みることとした。その結果，生物活性炭処理は活性炭処

理，活性汚泥処理に比べビスフェノール�，ベンゾフェ

ノンの除去特性，����７細胞を用いた���������	��	


では特に，内分泌攪乱化学物質が低減化されてた。この

ことから，生物活性炭処理では，物理的吸着のみならず

付着微生物による作用により内分泌攪乱化学物質を除去

しており，除去の有効性が示唆された。

〔備　考〕

共同研究機関：岡山県環境保険センター・神奈川県環境

　科学センター

（２）焼却処理におけるダイオキシン類発生量予測指標

に関する研究

〔区分名〕特別研究

〔研究課題コード〕０１０２��２３７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．２　廃棄物の循環資源化技術，適正処理・処分

技術及びシステムに関する研究

〔担当者〕安原昭夫（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・橋本俊次
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〔期　間〕平成１３～１４年度�２００１～２００２年度�

〔目　的〕廃棄物焼却におけるダイオキシン類生成は燃

焼部と排ガス処理部の２ヵ所で起こっており，それぞれ

に対策が必要である。省エネルギー，省資源の観点か

ら，焼却物からのダイオキシン類発生量を事前に予測で

きれば，より低コストでの焼却処理が可能となる。本研

究では，ダイオキシン類生成の基本要素に関する基準

データを計測し，ダイオキシン類の生成要因を明らかに

する。さらにダイオキシン類の発生を最小限に抑制する

ための発生要素除去対策とダイオキシン類発生予測の簡

易指標についても検討を行う。

〔内容および成果〕

　（１）自然物や，塩素をほとんど含まない素材の焼却

で生成するダイオキシン類を調べた。広葉樹と針葉樹を

切り出し，乾燥した後，焼却して，燃焼室出口でのダイ

オキシン類濃度を測定した。９００℃ 以上の高温で燃やし

た場合，四塩素化体～八塩素化体の総生成原単位は，ブ

ナで０．３����，松で�２．１����であった。６００℃あたりで

燃やした場合，四塩素化体～八塩素化体の総生成原単位

は，松で５．５����，杉でも５．５����であった。毒性等

量に直すと，およそ数���������である。この値は燃

焼室出口での値であり，排ガス処理装置を通ると，約

１００分の１に低下するので，実際の排出口濃度は

０．１���������以下となり，規制基準より低い濃度と

なるので心配はない。落ち葉の焼却実験については，現

在分析中である。

　（２）食塩含浸新聞紙の焼却でダイオキシン類が生成

する原因のひとつが新聞紙に残存しているリグニンでは

ないか，との推測をしている。この推測を実証するた

め，リグニンがほとんど含まれていないクラフトパルプ

紙に食塩を含浸させて乾燥したものを焼却した。燃焼室

出口でのダイオキシン類生成量（１．２����）は食塩含浸

新聞紙の場合の約１０分の１程度であった。また，食塩

を含浸させないクラフトパルプ紙と新聞紙では，ダイオ

キシン類の発生量は約０．１����と同程度であった。こ

れらの結果から，セルロース自身の熱分解でもダイオキ

シン類は生成するが，リグニンと塩素源が共存する状態

での加熱では，ダイオキシン類がより生成しやすいと結

論した。現在，各種の自然素材物について，リグニン含

量とダイオキシン類生成量の関係を焼却実験で確かめて

いる。

　（３）無機塩化物の存在下で焼却から発生するダイオ

キシン類と塩素含量の関係を調べた。その結果，塩素含

量１％以上のデータでは，ゆるい比例関係の成立するこ

とを確認した。次に無機塩化物のうち，塩化ナトリウ

ム，塩化カリウム，塩化カルシウムをそれぞれ塩素源と

し，新聞紙を燃焼物として，同じ条件で焼却実験を行っ

た。ダイオキシン類の生成原単位はそれぞれ，

４９．０����，２８．６����，１８．６����であった。ダイオキ

シン類の生成しやすさは，無機塩化物の固体状態での塩

素原子と金属原子との結合エネルギーとある種の相関を

もっていることが分かった。

　（４）食塩含浸新聞紙の焼却において，炉床温度を変

える実験を行った。炉床温度がかわると，燃焼状態が変

化し，一酸化炭素濃度が大きく変動した。一酸化炭素濃

度が１５９���の時のダイオキシン類発生量は１７４����，

２���以下の時のダイオキシン類発生量は２．６８����で

あった。

　（５）焼却排ガス中に含まれる塩素ガスそのものを測

定することを考え，ある企業で試作された測定装置を

使って分析を試みた。焼却排ガス中にはさまざまの反応

性化学種が存在し，分析が妨害を受けることが判明した

ため，塩素ガスの測定を中止した。

　（６）家庭の台所ごみ（生ゴミ）を焼却した場合のダ

イオキシン類の発生量を測定するため，モデル台所ゴミ

の調製を行った。焼却実験は１４年度に実施する予定。

〔備　考〕

共同研究者：形見武男（岐阜県保健環境研究所）

� （地方自治体研究機関との共同研究）

（３）産業廃棄物の焼却に伴うダイオキシン類の発生挙

動解明と抑制技術の開発に関する研究

〔区分名〕環境��廃棄物処理

〔研究課題コード〕０００２��２７７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕安原昭夫（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・橋本俊次・中宮邦近

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕固形産業廃棄物を対象に，焼却処理における

焼却物の種類，燃焼条件とダイオキシン類生成量の関係

を明らかにし，ダイオキシン類発生量の低減化方策を調

べる。焼却処理でダイオキシン類の発生が避けられない

廃棄物については，微生物分解を用いたダイオキシン類
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フリーの処理技術を開発する。

〔内容および成果〕

　産業廃棄物として，木材系廃棄物を中心に，一部プラ

スチック系廃棄物を加えて，次に示す２０回の焼却実験

を行った。①防炎カーテン（アクリル系１００％）②防炎

カーテン（ポリエステル１００％）③ビニル電線（シース

及び絶縁体のみ）④ビニル電線（銅線も含めた全体）⑤

ルームエアコンプラスチックカバー��⑥ルームエアコ

ンプラスチックカバー��⑦発泡ポリスチレン�⑧段ボー

ル箱�⑨パルプモールド�⑩塩化ビニリデン加工紙�⑪廃木

材（クロルデン汚染物）⑫廃木材（���汚染物）⑬ブ

ナ製材くず�⑭松製材くず（高温燃焼）⑮松製材くず

（低温燃焼）⑯海水貯木松の樹皮製材くず�⑰海水貯木松

の木部製材くず�⑱杉製材くず�⑲海水貯木杉の樹皮製材

くず�⑳海水貯木杉の木部製材くず。燃焼条件と生成す

るダイオキシン量の関係を調べた。

　今回使用した防炎カーテンには塩素系化合物が難燃剤

として含まれており，焼却でダイオキシン類が発生し

た。ダイオキシン類の同族体別組成では，２種類の防炎

カーテンの間で大きな違いが観察されたが，原因は現在

調査中である。ビニル電線では，銅の触媒作用によるダ

イオキシン類の増加は観察されなかった。

　ルームエアコンプラスチックカバーには塩素系難燃剤

や臭素系難燃剤が含まれており，高温焼却をした。一塩

素化体から四塩素化体までのダイオキシン類が比較的多

く生成したが，毒性を有する異性体はわずかしか生成し

なかった。

　発泡ポリスチレン，段ボール箱，パルプモールドなど

の梱包用資材からのダイオキシン類生成量はひじょうに

少なかった。

　塩化ビニリデン加工紙の焼却ではかなり高濃度のダイ

オキシン類が生成した。毒性等量での発生原単位は

０．６４��������であり，ジベンゾフラン類の比率が高

いという特徴が観察された。

　薬剤処理された木材を焼却した際のダイオキシン類の

発生量は大きな関心事であるため，今回の実験ではクロ

ルデンで処理された木材（塩素含量�０．０２％）とペンタ

クロロフェノールで処理された木材（塩素含量�０．３４％）

を焼却実験した。ダイオキシン類発生総量は共に，

３．５�����であった。焼却前の木材から検出されたダイ

オキシン類の同族体別組成は，焼却排ガスから検出され

たパターンとはまったく異なっており，燃焼で新たに生

成したダイオキシン類であることが確認された。

　新たに伐採，製材された木を高温で焼却する場合のダ

イオキシン類生成量はわずかであったが，低温焼却の場

合は多量のダイオキシン類生成が起こった。また，海水

中で貯留した木材を５００～６００℃ で焼却した場合では，

かなりの量のダイオキシン類が発生した。焼却炉での燃

焼では排ガス処理装置で生成ダイオキシン類の９割以上

が除去されるが，たき火や木材の野焼きではそのような

除去装置はないので，なるべく避けるべきと判断され

る。

　ダイオキシン発生の基本的条件は塩素含量が１％以上

存在すること及び炉床温度が８００℃以下で焼却されるこ

とであった。炉床温度が８００℃以上の場合には，焼却物

に塩素がある程度含まれていても，ダイオキシン類の生

成量は微量であることが判明した。一方，炉床温度が

８００℃以下の場合は，焼却物中の塩素含量とダイオキシ

ン類の生成量の間に比例関係が成立した。排ガス中の塩

化水素濃度や一酸化炭素濃度とダイオキシン類生成量の

間には，相関関係はまったく見られなかった。

　塩素濃度が高い木材やプラスチック類を，焼却以外の

方法で処理できれば，ダイオキシン類の生成を削減する

ことができる。本研究では，１００℃ 以上で活動する好熱

菌で塩素濃度が高い木材やプラスチック類を分解する試

みに着手した。本年度は好熱菌の分離と培養条件を調べ

た。

〔備　考〕

分担研究者：形見武男（岐阜県保健環境研究所）

（４）最終処分場管理における化学物質リスクの早期警

戒システムの構築

〔区分名〕環境��廃棄物処理

〔研究課題コード〕０１０３��２７９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．２　廃棄物の循環資源化技術，適正処理・処分

技術及びシステムに関する研究

〔担当者〕井上雄三（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・山田正人・安原昭夫・酒井伸一・

大迫政浩・鈴木　茂・山本貴士・滝上英孝・

毛利紫乃

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕化学物質汚染への関心の高まりによる住民の

安全性への不安により，全国各地でごみ焼却施設や最終
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処分場等の廃棄物管理施設の設置や運営が難しくなって

いる。多様なモノが流れこむ最終処分場では，リスク管

理の視野に入れるべき化学物質は莫大な数にのぼるた

め，そのリスクの大きさに応じた適正な対策をとるべき

である。そのためには，包括的で迅速かつコスト負担の

少ないリスクポテンシャルの把握が必須である。従来の

リスク評価に対して，予防原則に基づく環境リスク管理

手法は，監視が必要な「場」と化学物質の絞込み，予期

しない有害物質の積算・複合毒性のカバー，予防的対策

発動の判断基準，リスクコミュニケーションにおいて機

能を持つと期待されている。

　本研究は，最終処分場におけるより精緻かつ合理的な

リスク管理を目指して，循環・廃棄物の分野で優先的に

対策を講じるべき化学物質を決定するための基礎資料と

して，循環・廃棄物の観点から重要な化学物質を順位付

け（ランキング）した「循環・廃棄物分野における化学

物質プライオリティリスト」を作成するとともに，種々

の生化学的，生物学的試験の計測技術を現場監視に適合

させ，指標の総合性と不確実性に配慮して監視場所や施

設特性，要求に対応した試験の最適な組みあわせ（テス

トバッテリー）と試験結果の総合化手法を検討する。さ

らに最終的に予防的かつ合理的な対策発動の基準値（ア

クションレベル）を設定し，予防的対策と連動する解析

評価手法を確立することにより最終処分場における「早

期警戒システム」を構築を目的としたものである。これ

は，規制物質に対する検知・監視手法の総合化であると

ともに，未規制物質によるリスクを補完するものであ

る。図１に概念を示す。

〔内容および成果〕

　これまでのランキング手法の改良と，初年度は履歴・

構成について情報のある実際の最終処分場浸出水とその

処理水を対象とし，一般水質，有機・無機化学分析，�

表１に示す生物試験を適用し，手法の浸出水監視への最

適化，浸出水特有の試験系への阻害物質ならびに，優勢

毒性物質の検索を行った。ヒトを含む周辺水環境への影

響と地下水，水源を通したヒトへの曝露の想定の両者を

対象としている。

　１）「循環・廃棄物分野における化学物質プライオリ

ティリスト」の作成：従来の優先化学物質ランキングモ

デルを改良した。主な改良点は，ランキング対象化学物

質選定（スクリーニング）および４つの評価項目の２項

目（��：環境存在性，���：生産や処理施設の分散性）

の二点である。また，４つの評価項目の等価重み

（����１）およびアンケート調査による重み（����２）

の２つの評価法でスコアリングを行った。その結果，

トップ１０のランキング物質は，����１ではベンゼン

（７５．６），ダイオキシン類（７０．８），鉛およびその化合物

（６７．５），フェノール（６４．４），フタル酸ビス（２�エチ

ルへキシル）（６６．４），フタル酸ジ���ブチル（６１．９），テ

トラクロロエチレン（６１．０），四塩化炭素（５７．５），クロ

ロホルム（５６．９），１，２�ジクロロエタン（５６．０）となっ

た。また，����２では，ダイオキシン類（７６．９），鉛・

カドミウムおよびその化合物（７３．７），フタル酸ビス

（２�エチルヘキシル）（７３．５），などの可塑剤，防黴剤な

どの毒性指数の高い物質が上位を占めた。
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図１　早期警戒システム構築の研究構成概念図

表１　生物試験項目



２）　共通試料の分析：履歴，構成の推測可能な４処分場

より浸出水６試料，うち３処分場より処理水３試料につ

いて化学分析，生物試験を行った。

　化学分析結果：一般水質項目・無機元素・陰イオン及

びアンモニウムイオン・イオンバランス・吸着型全有機

ハロゲン（���）ならびにフェノール，フタル酸エス

テル，その他有機酸の分析結果より，浸出水で���と

���が１００����以上を示し，高濃度の有機性汚濁物

質を含んでいることが推測され，無機成分についてはほ

ぼ全体像を把握できた。また，水処理工程では無機元素

の大半は除去されない。浸出水原水中の吸着型全有機ハ

ロゲンは処理により約半量にまで低減されていた。

　生物試験結果：両生類初期胚，魚類，藻類，甲殻類の

生物個体，ならびに細菌を使用した急性毒性試験で数種

の浸出水に検出された毒性は処理により低減しており，

感度の差はあるものの結果に類似の傾向が見られた。培

養細胞を使用した細胞毒性に関し，浸出水で特に試験系

への阻害が懸念される高浸透圧の問題を検討したとこ

ろ，数種の試料では培地の塩化ナトリウム添加濃度の調

整が必要であったが，２８０�������まで対応可能とさ

れた。遺伝子毒性，変異原性試験に関し，生物個体を供

試生物とした小核試験，コメットアッセイでは非濃縮試

料において有意の毒性が検出され，適用可能であった。

ただし急性毒性を示す試料では測定不能なため希釈が必

要である。一方細菌試験系については����試験で非濃

縮，���試験で１０倍の減圧濃縮試料の毒性が検出可能

であったものの，感度の上でさらなる改良の必要があっ

た（図２）。

　魚類ビテロジェニン誘導能試験では処理水に毒性が検

出される傾向があり，今後内分泌攪乱性評価についてバ

インディングアッセイ等を検討している。

　また，急性毒性，遺伝子毒性，内分泌攪乱性の間に毒

性強度の関連は見られなかった。

　以上の多岐にわたる試験結果より，最終処分場のリス

ク監視のツールとして，試験系そのものの有用性評価，

最適化を進め，次年度に検討しているテストバッテリを

構成する試験の選定のための基礎情報を得た。

〔備　考〕

研究代表者：井上雄三（循環型社会形成推進・廃棄物研

究センター）

共同研究者：木苗直秀（静岡県立大学）・小野芳朗（岡山

大学）・迫田章義（東京大学）・楠井隆史（富

山県立大学短期大学）・国本　学（北里大

学）・岡村秀雄（岡山大学）・松藤康司（福

岡大学）・行谷義治（日本環境㈱）

（５）最終処分場による環境汚染防止のための対策手法

検討調査

〔区分名〕環境��廃棄物処理

〔研究課題コード〕０１０２��３０７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．２　廃棄物の循環資源化技術・適正処理・処分

技術及びシステムに関する研究

〔担当者〕井上雄三（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・山田正人・���������	�
・

� 石垣智基

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕廃棄物の最終処分場の跡地利用がなされた場

合，利用方法によっては，環境保全上の問題が生じるお

それがある。また，不適正な処分等が行われた最終処分

場においても，環境への汚染問題が発生するおそれがあ

る。こうした問題に対処するためには，最終処分場に関

する情報を効率的に活用するためのシステムが必要であ

り，また，安全性を的確に表現するための点検手法の確

立や具体的な対策手法を検討することが求められる。

　本調査では，最終処分場の跡地利用が適正に行われる

よう，また，不適正な処分等が行われた最終処分場にお

ける対策が円滑に行われるよう，最終処分場の台帳情報

等の整理，得られた情報の効率的な活用手法の開発を行

うとともに，それらを活用した最終処分場の点検手法の

確立と対策技術に関する基礎的な情報収集と整理を行う

ことを目的とする。

〔内容および成果〕

―����―

国立環境研究所年報（平成１３年度）

図２�浸出水，処理水の����������	濃縮試料の����
試験結果（��９８���９）



（１）最終処分場台帳の電子化及び���情報等との統合

と跡地利用等における環境汚染ポテンシャルの把握

���情報や公共水域等に係る電子情報が揃う都道府県等

において，廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下

「法」という。）第１９条の１０第１項に規定されている届

出台帳の情報等を���上に電子化した（図１）。またこ

のシステムを用いて最終処分場の跡地利用時，不適正な

処分が行われた最終処分場における環境汚染防止に役立

てる方法を検討した。

　さらに，跡地利用等における環境汚染ポテンシャルの

評価のために必要とされる情報（地質情報，地下水文学

的条件など）を検討�整理し，それらの情報の���との

連携性について検討した。

（２）省令等に基づく維持管理記録の収集・解析

　以下の記録について情報を収集・整理した。また，施

設の構造・設備に関する情報についても収集・整理した。

対象施設は（１）において対象とした都道府県等に協力

を求め，その管轄下にある施設とした。

・法第１５条の２の３において準用する法第８条の４の

規定による記録事項

・令第１２条の６第９号に規定する産業廃棄物処理施設

の維持管理に係る記録事項

・その他，都道府県等が自主的に収集�整理している記

録�情報等

　本年度は，調査の初年度に当たることから，３処分場

程度を対象として，維持管理記録の収集�整理を進め，

来年度以降の調査対象の拡大のための基礎資料とした。

解析に当たっては，本年度は浸出液水質等の経年変化を

主体に整理�検討した（図２）。

（３）調査対象地点の選定

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律の改正の経緯とあ

わせて今後の調査対象となる最終処分場を整理した。次

に掲げる時期に着目して分類した（図３）。

＜時期＞

　１）昭和５２年３月１５日　一般廃棄物の最終処分場及

び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定

める省令（旧「共同命令」。以下「基準省令」とい

う。）施行。

　２）平成４年７月４日　施行規則改正。埋立終了した

最終処分場の届出台帳の調整を規定。

　３）平成１０年６月１７日　基準省令改正。技術上の基

準の強化，廃止基準の設定。

＜項目＞

１）工法　　　　　　　　　２）構造（特に遮水構造）

３）立地場所　　　　　　　４）受け入れ廃棄物の量

５）受け入れ廃棄物の性状　６）地下水水質

７）浸出液の性状　　　　　８）放流水の性状

９）ガス発生量　　　　　　１０）内部温度
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図１　処分場台帳���

図２　浸出液における�������ならびに�������
の経年変化の例

図３　関東圏における一般廃棄物最終処分場の設置年度



１１）沈下の程度，等

（４）調査対象地点の敷地境界の特定及び実地調査方法

の検討

　過去の最終処分場については，現時点で最終処分場で

あったことが分かるような囲い等がないことも想定され

るので，そのような場合における調査地点の範囲の特定

方法について検討を行い，その作業に必要な情報の管理

手法についても整理した。また，最終処分場の現状評価

の具体的な方法について，調査項目及びその調査技術に

ついて検討を行った。

　検討に当たっては，設置年数が古い廃棄物最終処分場

を対象とした。具体的には，過去の環境庁�厚生省の調

査報告書（廃棄物最終処分場安定化監視マニュアル等）

を参考にし，新規に適用可能な技術と，聞き取り調査や

文献調査等についての手法を整理し，評価の視点を明確

にした上で，当面検討対象とする指標あるいは技術を航

空写真等の解析，比抵抗探査，植生調査（図４）ならび

に土壌ガス測定とした。

（５）問題発生事例及びその対策事例の収集・解析

　全国各地域で生じた最終処分場に起因する問題事例あ

るいは，仮想的に想定できる問題事例を設定する。情報

の収集に当たっては，各自治体の研究所の廃棄物担当等

に対してもヒアリングを行った。旧環境庁が最終処分場

関連調査で収集した問題事例集を踏まえて，新しい情報

を追加あるいは想定した事例に関するデータを解析し，

問題事例のパターンを設定した。

（６）既存対策技術に関する情報の収集・整理

　（５）で調査した，過去に実際に生じた問題事例につ

いて，具体的にとられた対策技術の情報を収集し整理し

た。

　以上の調査で得られた情報を再構成し「埋立地跡地利

用に伴う環境汚染防止対策ガイドライン」ならびに「埋

立地廃止に向けた管理方策ガイドライン」の素案を作成

した。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．２．２およびⅣ．２．４にも関連

２．３　廃棄物処理に係るリスク制御に関する研

究

（１）廃棄物及び循環資源処理過程における有機ハロゲ

ンの簡易測定法の開発と毒性評価

〔区分名〕政策対応型

〔研究課題コード〕０１０５��２４３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．３　資源循環・廃棄物管理システムに対応した

総合リスク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕山本貴士（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・橋本俊次・後藤純雄・安原昭夫

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕廃棄物及び循環資源の処理過程における有害

化学物質，特にダイオキシン類に代表される有機ハロゲ

ンの管理及び制御は，資源循環型社会を形成するための

重要な要素の一つである。現在，これらの物質について

は，規制対象となっている一部の物質のみが個別分析法

によって測定されている。しかし，有機ハロゲンの総量

はこれら個別の物質の定量結果の総和よりも大きく，し

かもそれらの存在実態については，ほとんど分かってい

ない現状にある。そこで，本研究は，これら有機ハロゲ

ンを選択的あるいは包括的に，迅速かつ簡易に測定する

手法を開発することを目的とする。同時に，生物評価試

験を組み合わせ，これらの適用によって廃棄物処理およ

び循環資源過程に伴う有機ハロゲンの排出実態や毒性に

関する情報を集積し，有機ハロゲンによるリスクの制御

に役立てることを最終の目的とする。

〔内容および成果〕

　上記の目的を達成するために，本研究では，試料の前

処理法（抽出や精製方法）について，埋立処分場浸出水

やモデル化合物を塩素処理した試料を使用して，既存手

法の改良や組み合わせ手法の最適化を図る。既知の有害

性の高い有機ハロゲンについて，�����等の選択的及

び包括的測定手法を検討するとともに実試料への適用を

図る。また，未知のものを含めた有機ハロゲンについ

―����―
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図４　最終覆土からの経過年数とマメ科植物の優占度



て，迅速かつ簡易な測定手法について検討する。具体的

には���等による測定手法を応用し，省力化，コスト

削減，自動化について検討することとしている。また，

水晶振動子センサ等新規技術の適用性についても検討す

る。さらに，開発した手法を廃棄物処理施設などの現場

に適用し，その結果をフィードバックして手法の最適化

を図るとともに，有機ハロゲンについてのデータの蓄積

を行う。同時に，変異原性試験などの生物評価試験を実

施し，廃棄物及び循環資源処理過程における有機ハロゲ

ンのリスクについて考察することなどを進めている。

　本年度は，次のような主な成果を得た。

（１）処分場浸出水やこれを塩素処理した試料につい

て，揮発性の有無に着目し，揮発性有機ハロゲン

（���）と不揮発性有機ハロゲン（����）の測定を

行った。塩素添加量と有機ハロゲンの生成量との関係

は，���と����で挙動が異なっていた。

（２）塩素処理生成物の分画方法として，５％含水シリ

カゲルカラムによる分画を試みた。ヘキサンとアセトン

の混合比を変えたものを展開溶媒として使用したとこ

ろ，有機ハロゲンの多くはヘキサン画分に溶出しやすい

ことを認めた。

（３）モデル化合物としてプラスチック添加剤を用いて

塩素水中での挙動について検討した結果，ベンゾフェノ

ン系紫外線吸収剤ではメトキシ基やヒドロキシル基のつ

いた誘導体は塩素水中で速やかに消失することや，ベン

ゾトリアゾール系紫外線吸収剤は反応性が低くほとんど

塩素化されないことを認めた。

（４）トリハロメタンを含む����をターゲットとし

て，連続モニタリング装置の廃水処理水への適用につい

て，基礎的な検討を行った。標準溶液による検量線，河

川水や雨水の塩素処理と����濃度の経時変化（連続

７日間）の測定結果などから，水道水や廃水処理水の

����管理に適用できる可能性が示唆された。

〔備　考〕

（２）オゾン層破壊物質及び代替物質の排出抑制システ

ムに関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��２

〔研究課題コード〕９９０１��３０４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．３　資源循環・廃棄物管理システムに対応した

総合リスク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕浦野紘平（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・大迫政浩・中杉修身

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕家電，自動車，業務用冷凍冷蔵機器および業

務用空調機器が廃棄される場合に同時に廃棄されるオゾ

ン層破壊物質であるフロンと，消火剤として使用されて

きたハロンの適正な回収・破壊処理システムを設計・評

価することを目的とする。本年度は，家電および自動車

に使用されているフロン類のサブスタンスライフサイク

ルに焦点をあて，いくつかのオゾン層破壊指数のない物

質への代替・転換や回収・破壊処理シナリオを想定し，

ライフサイクルアセスメントを行った。また，業務用空

調機器を対象として，フロン量分布の推計を行い，フロ

ン回収にかかわるコストと環境負荷の評価を行った。さ

らに，ハロンの実施設での分解条件範囲を考慮した基礎

実験を行い，高温分解特性を明らかにするための検討を

行った。

〔内容および成果〕

　１）家電および自動車に使用されるフロン類に関する

ライフサイクルアセスメント

　冷蔵庫の冷媒フロンおよび断熱材フロン，エアコンの

冷媒フロン，さらに自動車エアコンの冷媒フロンを対象

として，フロンの製造から充填使用，製品の廃棄に伴う

フロン回収，運搬，破壊処理までをライフサイクルとし

て，複数のシナリオについてエネルギー消費，温暖化ガ

ス排出およびオゾン層破壊物質排出のインベントリー分

析を行った。また，インベントリー結果をもとに，特に

温暖化とオゾン層破壊に関するインパクト評価を行い，

シナリオ間でみられる両者のトレードオフの関係につい

て考察した。

　その結果，エネルギー消費については，いずれのシナ

リオでも製造時の負荷が大きく，破壊処理シナリオでは

破壊処理時の負荷も高くなった。温暖化ガスの排出で

は，フロンの直接的な排出に伴う負荷が圧倒的に大き

く，オゾン層破壊物質についても同様であった。インパ

クト評価を行った結果，冷蔵庫断熱材のフロンをオゾン

層破壊防止の観点からシクロペンタンに代替する効果が

高いことや，フロン類を破壊処理することに伴う新たな

温暖化ガスの排出はオゾン層破壊物質の抑制に比較して

無視でき，回収・破壊処理を推進していくことが，オゾ

ン層破壊抑制だけでなく温暖化対策にも有効であること

が証明された。さらに，特定フロンから代替フロンやシ
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クロペンタンへの代替・転換が進むにつれて，温暖化と

オゾン層破壊抑制効果が時系列的にどのように変化する

かを予測し，今後の長期的な戦略のあり方に関する示唆

を与えた。

　２）業務用空調機器に使用されたフロン類の回収シス

テムの評価

　豊橋市を対象地域として，地理情報システム（���）

上での計算プログラムを用いて，第３次メッシュ（約１

×約１��）ごとに建物床面積から業務用空調機器のフ

ロンストック量分布の推計を行い，フロン回収にかかわ

る費用・環境負荷の計算及び考察を行った。

　その結果，全国フロンストック量に対する，豊橋市全

体のフロンストック量推計値の比率は，全国に対する豊

橋市の飲食店数と百貨店数の比率とほぼ近い値を示し，

本手法による推計結果の妥当性が確かめられた。

　このフロンストック量分布の結果から，回収費用，環

境負荷（エネルギー消費量，���発生量）の計算を行っ

た。昨年の業務用冷凍冷蔵機器についての計算結果と比

較すると，業務用空調機器の回収費用の方が高くなっ

た。これは業務用空調機器のストック量の方が冷凍冷蔵

機器ストック量よりも多かったのが原因である。フロン

分布による費用の違いよりも，ストック量による違いの

方が大きくなることがわかった。

　本研究で開発した業務用空調機器におけるフロンス

トック量分布の推計手法により，フロン分布の情報を得

ることで，フロン回収における費用，環境負荷の発生な

どが予測可能となり，また本手法を適用して，回収対象

量，収集距離を考慮した地理的な回収システム構築のた

めの有益な情報提供が可能となった。

　３）ハロン類の高温分解特性に関する検討

　ハロン１３０１について，実施設での分解条件範囲を考

慮した基礎実験を行い，それぞれ高温分解特性を明らか

にし，分解速度に与える影響因子を考慮して分解反応速

度式の決定を行った。その結果，炭化水素が共存しない

場合の乾燥空気中での分解反応速度の頻度因子，活性化

エネルギーを求めることができ，任意の分解速度，滞留

時間，酸素濃度での分解率を予測できるようになった。

以上のことから炭化水素が共存しないと，実施設での温

度では十分な分解率を得られないことが分かった。また

炭化水素が共存するときの分解反応速度式を推定し，そ

の適用を確認することができた。各炭化水素における分

解反応速度式の各パラメータ値が求められ，任意の反応

条件での分解率が予測できるようになった。炭化水素が

ハロン分解に影響する因子であるεについて，炭素数の

数で一般化することにより，実際の産業廃棄物焼却処理

場の廃棄物を炭化水素で換算すれば，算出できるように

なった。

　ハロン１３０１高温分解時における副生成物質の確認を

行った結果，炭化水素が共存しない場合は，副生成物質

として��の生成が認められず，また����１１６の生成

が認められ，また炭化水素が共存する条件では����

１１６の生成が認められなかったが��の生成が認められ

た。これらの副生成物発生の反応条件を明らかにし，ま

たεを考慮して炭化水素の種類によらず，ほとんど��

の生成しない条件を推算することができるようになっ

た。

　焼却分解装置におけるシミュレーション解析として，

実際のロータリーキルンと二次燃焼室をもつ産業廃棄物

処理施設を細分化した多段完全混合型のシミュレーショ

ンモデルを考え，既往研究で提案された各施設の複雑な

焼却条件を一般化する手法を用いた。これにより，焼却

施設の各位置でのハロン濃度と分解率を推算することが

でき，ハロン１３０１の分解挙動を明らかにすることがで

きた。

〔備　考〕

共同研究機関：横浜国立大学・豊橋科学技術大学

（３）廃棄物の熱的処理における臭素化ダイオキシン類

の長期的管理方策に関する研究

〔区分名〕環境��公害一括

〔研究課題コード〕０１０４��２４０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．３　資源循環・廃棄物管理システムに対応した

総合リスク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕酒井伸一（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・橋本俊次・大迫政浩・鈴木規之

〔期　間〕平成１３～１６年度（２００１～２００４年度）

〔目　的〕臭素化ダイオキシン類及びその他の有機臭素

化合物の廃棄物の熱的処理・再資源化工程からの発生及

びマテリアルリサイクル製品への残留に対して，環境中

での消長などに関する知見も踏まえてリスクを把握し，

臭素化ダイオキシン類及び有機臭素系難燃剤に対する適

正かつ長期的な管理方策を提示することを目的とする。

具体的には，高分解能ガスクロマトグラフ�高分解能質
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量分析計（���������）による臭素化ダイオキシン

類の分析を確立するために，分解性等の安定性を考慮し

た前処理法及び最適な分析操作条件を検討する。また，

�����を応用した新たな測定分析法の可能性について

も検討する。臭素系難燃剤等の使用実態に関する統計調

査及びヒアリング等による使用実態把握を行い，臭素系

難燃剤を含む廃棄物・循環資源の発生量を予測する。含

有可能性のある廃棄物について知見の少ないものについ

ては実測調査を実施し，廃棄物処理・再資源化施設等に

おいて，挙動調査を実施する。

〔内容および成果〕

　有機臭素系難燃剤が使用されているプラスチックの例

として，テレビのケーシング材を取り上げ，廃テレビの

年代別の有機臭素系難燃剤およびその副生成物の含有実

態を把握するとともに，廃テレビの寿命分布を用いて，

臭素ベースでの時系列的な廃棄予測モデルを作成した。

ケーシング材の全臭素含有量は，１９８７頃までは０％で

あり，１９８７年頃から１９９０年頃にかけて増加し，その後

約１０％であった。そこで，収集された廃テレビを１９８７

～１９９０年，１９９０～１９９３年，１９９５～１９９８年の３つに分

けて，ケーシング材中の臭素化ダイオキシン類

（���������），臭素化ジフェニルエーテル（�����），

テトラブロモビスフェノールＡ（������）の含有量を

測定した。その結果，含有量は，臭素重量換算でそれぞ

れ８１～４１０���，２９，０００～７４，０００���，３８０～１，１００�

���であることが分かった。また，ケーシング材の重

量は，サイズによらずテレビ全体重量の約１５％を占め

ることが分かった。以上のデータと廃テレビの寿命分布

を用いて，２つのシナリオについて，臭素ベースでの時

系列的な廃棄量の概算予測を行った。その結果，臭素

ベースでは����の重量割合が約２�３を占めること，

すぐに����の使用を中止しても２００６年度前後で廃棄

量がピークを示し，２０００年度の約１．５倍が廃棄される

ことが分かった。

　次に，テレビに使用される難燃加工プラスチックの製

造から処理過程までを対象としたライフサイクルアセス

メントを行うために，��������らの��������	
���

を日本の条件を基に改良し，家電リサイクル法施行後の

処理・リサイクルシステムの変化に関して把握した実態

から，溶融などによるスラグ製造や非鉄精錬プロセスに

おける基盤からの金属回収，ガス化などによる化学原料

化，バックカバーからバックカバーへのマテリアルリサ

イクルなど，処理・リサイクル過程における想定シナリ

オを充実させた新たな評価の枠組みを提示した。次に，

シナリオ検討の第一段階として，テレビ使用時の火災リ

スクを推定した。難燃剤使用が開始された前後および米

国，欧州との比較検討を行った結果，難燃剤使用後に火

災リスクが低減したことや，米国並みの厳しい難燃規格

を適用している日本が難燃剤使用以前から火災リスクが

極めて低いことが，統計上のデータから見いだされた。

しかし，火災リスクの定義の同一性など今後十分確認す

る必要性がある。

　さらに，焼却や溶融過程における有機臭素系難燃剤の

分解挙動および臭素化ダイオキシン類などの生成挙動に

関するフィールド研究を行い，基礎的な知見を収集でき

た。つ ま り，都 市 ご み 焼 却 プ ラ ン ト に お い て

���������濃度とマテリアルフローの測定結果から，

臭素化ダイオキシン類の消長を解析した。破砕ごみの混

焼割合を増加させることにより，排出される

���������の濃度は増加する傾向がみられた。一方，

破砕ごみの混焼割合が低いところでは���������の排

出濃度は比較的低レベルであった。各施設で測定された

���������濃 度 か ら，ご み １ ト ン あ た り の

���������の流入量と流出量を求めたところ，破砕ご

みとの混焼により���������の流入量は増大する。適

正なシステムで処理を施せば，システムとして９０％程

度の分解率が得られる一方，流入量に応じて流出量が増

える傾向も見られた。したがって，破砕ごみを混焼した

ときに発生する焼却灰については，溶融処理などを含め

た積極的な分解処理を検討していくことも有効であるこ

とが示唆された。

　今後は，有機臭素系難燃剤を含む廃テレビ等の処理・

リサイクルの実態を家電リサイクル法施行前後で把握

し，可能性のある難燃剤の環境進入経路を洗い出すとと

もに，時系列的なフロー予測モデル設計に関する基礎的

な検討を行う。埋立処分場などからの水系への環境侵入

の実態や様々な再資源化プロセスにおける実態を把握す

るためのフィールド研究に取り組むとともに，ラボス

ケールの溶出試験や難燃加工プラスチックに含まれる難

燃剤の熱分解および臭化ダイオキシン類などの生成挙動

実験を併せて行うことにより，挙動メカニズムに関する

研究にも着手する。�����による難燃剤成分と臭素化

ダイオキシン類の分析方法の検討を進め，さらに，

�����の高感度化を検討し，有機臭素系難燃剤として
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������およびその関連物質であるブロモフェノール

の分析方法を確立する。

〔備　考〕

（４）廃棄物最終処分場における微量汚染物質の長期的

挙動とその制御方策に関する研究

〔区分名〕環境�公害一括

〔研究課題コード〕０００２��２４１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．３　資源循環・廃棄物管理システムに対応した

総合リスク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕大迫政浩（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・井上雄三・山田正人

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕最終処分場の安全性に対する住民不安から施

設整備が進まない現状の中で，処分場に存在する微量汚

染物質の長期的挙動の把握とその制御方策の確立が喫緊

の課題として要請されている。そこで本研究では，重金

属類などの無機汚染物質とダイオキシン類などの疎水性

有機汚染物質（����������	
�����	
����������
����）

の埋立層内における超長期的挙動モデルを構築し，長期

的にリスクを制御するための技術システムを提案する。

特に本年度においては，埋立層での焼却残渣の物理的・

化学的変化の可能性を調査するために，ある実際の埋立

地のボーリング調査および充填後５～７年経った大型模

擬埋立地（ライシメータ）から試料を採取して，腐植

化・鉱物化に関する分析を行う。この結果を無機・有機

汚染物質の長期的挙動モデルに反映する。また，制御技

術として，焼却施設内で発生する二酸化炭素や焼却熱を

用いて焼却残渣中の有害物質を固定化・安定化させると

ともに，エージングによる鉱物化の促進，排水の効率的

処理を効果的に行うハイブリッド型システムである洗浄

型促進エージング法についての検討を行う。特に，蒸気

養生による重金属類およびダイオキシン類の溶出防止効

果について基礎的な検討を行うとともに，エージング効

果による鉱物学的な安定化について各種の分析を行い評

価する。

〔内容および成果〕

　実際の産業廃棄物処分場の２ヵ所の埋立区画で数十

メートルの深さまでボーリングを行い，コアサンプル採

取するとともに，焼却主灰が入った大型模型槽（ライシ

メータ）の深さごとに試料を採取し，その試料の腐植化

および有害物質の溶出ポテンシャルに関する検討を行っ

た。その結果，焼却残渣を充填した大型模型槽では，よ

り表層で腐植化が進んだことが分かり，深くなるにつれ

て腐植化が遅れることが分かった。腐植化の進行は表層

で植物の繁茂がみられた模型槽ほど顕著であり，植物の

繁茂がみられなかったばいじん単独の充填槽では腐植化

は進んでいなかった。腐植化の進行が顕著であるもの

で，表層から５０��程度まで植物の根毛が侵入している

ことが観察され，植物の根毛から放出される有機物に

よって中性化と腐植化が促進されるものと考えられる。

また，コンポストなどの有機物と混合して埋め立てた焼

却残渣は，単独で埋め立てた焼却残渣より腐植化・鉱物

化などの土壌化がより速く進むことが確認され，埋立時

に生物学的に安定化されたコンポストなどの有機物を存

在させることによって極めて短期間で土壌化を促進させ

る可能性を見いだした。土壌化が進行した焼却残渣は，

重金属やダイオキシン類などの溶出ポテンシャルも大き

く低減されており，腐植物質による捕捉効果が影響して

いると考えられた。一方，産業廃棄物処分場のボーリン

グでは，燃え殻，汚泥，シュレッダーダストと考えられ

るサンプルを採取できた。埋立層内は嫌気状態であり，

ほとんどのサンプルで安定化は進んでいなかったが，一

部の層では腐植化による安定化も認められた。安定化が

進んでいない層では生物分解性の溶解性有機物質も多量

に残存しており，有害物質の溶出挙動も複雑であった。

　このように，ボーリング調査のコアサンプルおよびラ

イシメータの試料分析の結果から，腐植化に大きく影響

する因子の一つは，ある程度の有機物の存在であること

が分かったが，その濃度（量）に関してはさらに検討が

必要であると考えられる。

　つぎに，����の溶出試験に関する様々な文献のレ

ヴューを行った。その結果，溶出試験に係わる一般的な

条件因子以外にも，有機・無機質のような固体質による

����の溶出特性，溶媒のマトリックスの組成，溶解性

として見なす粒径範囲と固液分離法などの検討が必要で

あることが分かった。特に，様々な溶出因子の中で温度

および共存物質が溶出能を高め，イオン強度は溶出能を

下げた。��は，無機汚染物質と異なって有機汚染物質

には直接的な影響はないと認められた。共存物質の一つ

である溶存性フミン物質の場合，����の溶出因子に対

して各種実験を行い，固体質（焼却残渣）－����－溶

存性フミン物質の系での溶出モデルに関する基礎的な検
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討を行った。この系において溶存性フミン物質の固体質

への吸着特性を調査し，その結果，同一試料においては

吸着係数��
���，は高い温度，高い��の条件で低下，

すなわち遊離状態の濃度が高くなり，試料の有機炭素量

が多くなると吸着係数��
���，も高くなることが分かっ

た。この溶存性フミン物質は，超長期間に渡って埋め立

てられた焼却残渣の腐植化によって生成される可能性が

あると考えられる。

　ハイブリッド型システムである洗浄型促進エージング

法の検討においては，焼却施設の蒸気利用を想定して，

焼却残渣の蒸気養生による重金属および����の溶出低

減効果および各種エージング法による重金属の鉱物学的

安定化による溶出低減効果について実験的に検討した。

蒸気養生の効果については，最適条件など，さらに検討

が必要である。エージングによる効果については，�線

回折による分析などによって安定な鉱物が生成している

可能性が見いだされたが，さらにデータの蓄積が必要と

考えられた。

　最後に，埋立地で汚染物質の超長期的挙動に関して，

埋立セル単位で各種の生物反応や物理・化学反応を考慮

した移流・分散モデルを設計し，計算プログラムを作成

した。本モデルは，固体マトリックスとしての焼却残渣

の腐植化による性状変化，媒体として水の移動に影響す

る透水係数などの長期的な変化を考慮している点が特徴

的である。しかし，それらの変化の時間特性に関するパ

ラメータについては知見に乏しく設定が困難であり，パ

ラメータ設定のための検討がさらに必要であると考えら

れた。

〔備　考〕

　本研究は，北海道大学工学研究科　田中信寿教授およ

び九州大学工学研究院　島岡隆行教授の研究グループと

の共同研究である。

（５）内分泌攪乱化学物質等の有害化学物質の簡易・迅

速・自動分析技術に関する研究

〔区分名〕環境��公害一括

〔研究課題コード〕０００３��２４２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．３　資源循環・廃棄物管理システムに対応した

総合リスク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕大迫政浩（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）

〔期　間〕平成１２～１５年度（２０００～２００３年度）

〔目　的〕ダイオキシン類や���などの内分泌攪乱性

有害化学物質の簡易・迅速分析技術として，免疫測定法

の適用可能性を検討し，最適な試験系の提案を行う。す

なわち，都市ごみ焼却施設からのばいじんおよび汚染土

壌中のダイオキシン類と廃油中の���を免疫測定する

ための前処理系の開発を行う。また，ダイオキシン類に

対する免役測定法を開発するために，モノクローナル抗

体を作製評価し，キット化するとともに，フロー接触系

の自動・連続測定系への応用可能性を検討する。特に本

年度は，正の干渉の影響を及ぼす物質の検索と，ダイオ

キシン類の新たな高感度測定キット開発の第一段階とし

て，モノクローナル抗体の設計・作製を行った。

〔内容および成果〕

　１）土壌中ダイオキシン類の免疫測定における正の干

渉物質の検索

　前年度，土壌中ダイオキシン類の測定に適用可能な免

疫測定の系をとして，高速溶媒抽出液を簡易な多層シリ

カゲルカラムとアルミナカラムによりクリーンアップ

し，時間分解蛍光免疫測定法によって良好に測定できる

ことを明確にしたが，最終検液を免疫測定する場合に白

濁が生じ，ごく少数であるが正の干渉による誤差が生じ

たサンプルもみられた。そこで本年度は，クリーンアッ

プの各段階からサンプルを抜き取り，ガスクロマトグラ

フ質量分析計によって定性分析を行うことによって，正

の干渉をもたらす妨害物質の検索を行った。

　その結果，未精製の抽出液には高級脂肪酸，アルコー

ル，アルデヒド類等非常に多くの物質が検出された。多

層シリカ処理後のサンプルは，脂肪酸，アルコール，ア

ルデヒド等がほとんど除去され，炭化水素類が主であっ

た。アルミナの第一画分サンプルには鎖状の炭化水素が

多量に含まれていた。２％ジクロロメタン画分のサンプ

ルも鎖状炭化水素が主であるが，その相対量は少なかっ

た。２０％ジクロロメタン画分のサンプルにはビフェニル

やアントラセンなどの多環芳香族炭化水素（���）類，

ノナクロール，���などが認められた。５０％ジクロロ

メタン画分サンプルでは有機シリコン化合物，可塑剤，

等が認められた。アルミナカラムでの精製が不十分な場

合にジクロロメタン画分に残存するこれらの化合物が白

濁の原因であると推察された。

　２）抗ダイオキシン類モノクローナル抗体の作製

　鳥由来のアルブミンであるオパルミン（��������		）
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１分子に２，３，７，８�����が１２～１６分子結合した

ハプテン結合タンパク質を入手し，マウスの腹腔内にア

ジュバントと混合したハプテン結合タンパク質を約

０．２��注入し，免疫した。１ヵ月後，同様に再度免疫

し，さらに１ヵ月後，ハプテン結合タンパク質溶液をマ

ウスの腹腔内に注入し，最終免疫を行った。

　つぎに，最終免疫から３日後に細胞融合を行った。す

なわち，マウスから脾臓細胞を取り出し，マウスミエ

ローマ細胞���１の約１×１０７個と混合した後，ポリエ

チレングリコールを用いて細胞融合を行った。細胞融合

した融合細胞を９６ウェルマイクロプレート１０枚に分注

し，１０日間���培養液中で培養し，融合細胞（ハイブ

リドーマ）を選別した。

　つぎに，１０日後にハイブリドーマが増殖したウェル

の培養上清液をサンプリングし，上清液中に抗ダイオキ

シン類抗体が含まれているか，ダイオキシン類結合タン

パク質を結合させた�����用ウェルマイクロプレート

上でスクリーニングを行った。その結果，いくつかの

ウェルで抗体との結合によるものと考えられる発色反応

（陽性反応）が複数みられ，ハイブリドーマ中に抗ダイ

オキシン類抗体が産生している可能性が見いだせた。

　今後，陽性となったウェルのハイブリドーマを取り出

し，さらにクローニングして抗体価の高い高感度なモノ

クローナル抗体を作製するとともに，抗体の交差反応性

や安定性などについて検討を行う予定である。

〔備　考〕

共同研究機関：独立行政法人産業技術総合研究所

（６）非制御燃焼過程におけるダイオキシン類等の残留

性有機汚染物質の生成と挙動

〔区分名〕環境��廃棄物処理

〔研究課題コード〕０００２��２７６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．３　資源循環・廃棄物管理システムに対応した

総合リスク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕酒井伸一（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・安原昭夫・橋本俊次・鈴木規之

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕非意図的副生成物としての残留性有機汚染物

質（����）の代表例である塩素化ダイオキシン類につ

いては，既知の発生源インベントリーに基づいた削減方

策が推進されつつある。このダイオキシン類の既知の発

生源に対して，正確に発生量を見積もることが困難で，

かつ場合によっては大きな発生源負荷となる可能性があ

るのが，非制御下の燃焼過程である。具体的には，廃棄

物埋立場の自然発火現象や建築構造物の火災といった非

制御下の燃焼過程からの発生であり，日本や米国におけ

るごみの裏庭燃焼のみならず，アジア諸国ではこうした

発生源が多くあるものと考えられる。そこで，廃棄物埋

立場の自然発火現象に伴う����の発生と影響の実態に

関し，フィールド研究を行う。これに並行して，非制御

燃焼過程からの����発生源単位を燃焼試験から推定す

る手法を検討し，発生量の見積もりを行う。こうした発

生源からの����生成と環境蓄積との関係を把握するた

め，底質コアと海棲哺乳動物を用いた時系列トレンド解

析も研究目的の一つとする。

〔内容および成果〕

　本年度は下記の５つのサブテーマについて研究を進め

た。

　１）途上国都市ゴミ集積場における有害物質の汚染と

影響

　アジアの途上国に遍在する都市ゴミ集積場の土壌およ

び周辺住民を対象に，ダイオキシン類を含む有機塩素化

合物による汚染の実態解明を試みた。その結果，カンボ

ジアのゴミ集積場内の一部土壌から日本の環境基準値

１０００���������を超えるダイオキシン類が検出され，

ゴミの燃焼にともなうダイオキシン類の生成が明らかと

なった。ゴミ集積場周辺と対照地域住民の母乳を分析し

たところ，インドの住民は����が，ベトナム，カン

ボジア，フィリピン住民は����が相対的に高濃度を示

し，インドのゴミ集積場周辺住民のダイオキシン類濃度

（����）には，先進諸国の一般人に匹敵する値がみら

れた。インドとカンボジアの母親から採取した母乳のダ

イオキシン類濃度と血清のビタミン�レベルの間には負

の相関関係がみられ，ヒト体内のビタミン�ホメオスタ

シスはダイオキシン類に対して敏感であることが推察さ

れた。

　２）非制御燃焼過程と有機臭素化合物の排出係数

　������，�����などの有機臭素系難燃剤および

���������など有機臭素化合物の，非制御燃焼過程を

中心とした挙動を把握するため，一次燃焼，二次燃焼，

廃ガス冷却，排ガス処理の各機能を有するラボスケール

システムを用いて燃焼試験を行い，非制御燃焼過程から

の排出係数の見積もりを行った。非制御燃焼過程を模擬
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した燃焼条件での有機臭素化合物の排出係数値は，

�����では２～４オーダー程度，������では３～６

オーダー程度，���������では２～７オーダー程度，

制御下燃焼過程を模擬した場合に比べて，大きな値を示

した。非制御燃焼過程に伴う有機臭素化合物の排出量

は，二次燃焼やガス冷却，集塵，ガス吸着などの過程を

経ることによって，大きく減少することが考えられた。

　３）湖沼および沿岸堆積物中に記録された環境汚染の

歴史トレンドの解明に関する研究

　過去百数十年間の環境変遷の歴史トレンドを記録して

いると考えられる湖沼および沿岸堆積物を解析すること

で，過去の環境汚染の歴史的変遷を明らかにした。大阪

市内のため池，大阪湾，広島湾の堆積物を採取し，堆積

物試料の堆積年代は���
��法及び���

��法を併用して特定

した．堆積物中の主成分，微量成分の２２元素を分析し

た結果，重金属元素のクロム，ニッケル，銅，亜鉛，ヒ

素，水銀，鉛が人為的に環境に排出され，堆積物を汚染

していることが明らかになった。大阪湾では，これら重

金属元素の汚染は１９００年代当初から進行していること

が明らかになった。また，ため池（長池）堆積物の解析

からも，大阪においては顕著な重金属汚染が第二次大戦

前から発生していたことが明らかになった。

　４）残 留 性 有 機 汚 染 物 質（�����，�������，

����）の底質中歴史トレンド

　大阪湾および琵琶湖南湖において採取された底質コア

の各層中の�����濃度を分析し，底質中における

�����の垂直方向の濃度分布について検討を行った。

大阪湾底質コア中の�����濃度については，１９５７年以

前の層では検出されず，１９８４年の層で検出され，その

後表層に向かい一貫して増加し，最表層では９０�����

��であった。�����の濃度トレンドについては，濃度

ピークが����より表層側で見られた。また大阪湾の河

口部，沖および湾央において採取された表層底質試料中

の�����濃度を分析し，表層底質中�����濃度の水平

分布について検討を行った。大阪湾表層底質中の

�����については，ほぼすべての試料で������が非

常に高い割合を示す分布を示した。また������濃度

については，河口部は９１０～１２０����であり，沖に向

かい濃度は減少し，もっとも河口から離れた地点では

��であった。������以外の同族体については，河口

部でのみ検出された。

　５）鰭脚類および鯨類における有機塩素化合物蓄積の

経年変動

　南氷洋のミンククジラ，ロシアのバイカル湖およびカ

スピ海のアザラシに注目して，有機塩素化合物の過去の

汚染を復元することにより，地球規模での汚染変動の究

明を試みた。バイカルアザラシ（１９９２年から１９９８年），

カスピカイアザラシ（１９９３年から１９９８年）における有

機塩素化合物蓄積濃度はいずれも経時的に減少し，その

組成も代謝物や残留性の高い物質の割合が増加した。さ

らに，魚中残留濃度も減少傾向を示したことから，バイ

カル湖とカスピ海では，ほとんどの有機塩素化合物の流

入量が減少していると考えられた。しかし，１９９３年と

１９９８年の間でカスピカイアザラシの���蓄積濃度に有

意な差はなく，カスピ海への����の流入は今なお続い

ているものと推察された。南氷洋のミンククジラにおけ

る����蓄積濃度は，１９９０年代初頭から１９９９年にかけ

て緩やかな減少傾向を示したが，����は１９９０年代中

頃まで増加傾向を示し，以後やや減少する傾向が認めら

れた。しかしながら，バイカルアザラシ，カスピカイア

ザラシなどの陸水種や沿岸性の海棲哺乳類に比べると，

ミンククジラの１９９０年代における有機塩素化合物低減

率は極めて小さく，外洋などの遠隔地における汚染の長

期化が懸念された。

〔備　考〕

共同研究者：高月　紘（京都大学）・山崎秀夫（近畿大

学）・田辺信介（愛媛大学）

（７）人工衛星による不法投棄等の監視システムに関す

る研究

〔区分名〕環境��委託請負

〔研究課題コード〕０１０５��２３９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．３　資源循環・廃棄物管理システムに対応した

総合リスク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕大迫政浩（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・田崎智宏・森口祐一・田村正行・

酒井伸一

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕廃棄物の不法投棄等を未然に防止するととも

に，万が一不法投棄等の不適正処理が行われた場合に

は，早期に発見し速やかな対応を講じることが生活環境

保全上の支障を防止する観点から重要である。本研究

は，不法投棄等の状況を効率的に監視できるよう，人工
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衛星を活用した不法投棄等監視システムを開発すること

を目的とする。具体的には，人工衛星による監視エリア

を事前に絞り込み衛星監視の効率化を図るための地理情

報システム（���）を用いた要監視地域のゾーニングシ

ステム，人工衛星により撮影した画像の解析によって高

精度に投棄箇所を識別・検出するための投棄箇所検知シ

ステム，および自治体の実務を効果的に支援するための

衛星監視業務運用システムの詳細設計を行う。また，こ

れらの目的を達成するために各種の基礎調査を行い，必

要な情報の収集・整理も併せて行う。

〔内容および成果〕

　基礎調査として，不法投棄が発生しやすい場所を明ら

かにする，関連要因を明らかにすることを目的として，

全国から選定された５県における不法投棄現場��地点

について，現地調査・���データによる調査・資料調査・

聞き取り調査を行うとともに，対象各県の担当者に対し

てヒアリング調査を実施した。

　次に，これらの情報をもとに，不法投棄要監視地域の

ゾーニングシステムの開発を行った。ゾーニングは，

（１）市区町村の主に社会的・経済的因子に着目した圏域

レベルの不法投棄が発生しやすい地域ゾーニング　（２）

投棄物の物流に着目した圏域レベルの投棄物可到達地域

ゾーニング　（３）２５�メッシュの主に地理的・土地利

用的因子に着目した現場レベルの不法投棄が発生しやす

い地点ゾーニング　（４）２５�メッシュの現場レベルで

の不法投棄規模が拡大しやすい地点ゾーニングの４つの

観点から行った。関東圏域を対象にゾーニングを検討し

た結果，（１）については人口密度，所得，失業率，非

可住地面積，第１次産業割合の５つをゾーニングに用い

ることが適当と考えられた。これらの因子について，相

対発生確率を求め，４つのゾーニング区分に分類したと

ころ，最も不法投棄が発生しやすい区分に該当する市区

町村を監視することで不法投棄が発生した市区町村の

６５％程度，上位２区分に該当する区域を監視することで

不法投棄が発生した地区町村の９０％程度が該当するこ

とが分かった。（２）については，産業廃棄物処理業者

へのアンケート等を行い廃棄物の物流データを整備し，

市区町村ごとの建設系廃棄物の発生量と処理・処分能力

とのバランスから「不法投棄を誘発する廃棄物が発生す

る地域」と「廃棄物が不法に到達しうる地域」をゾーニ

ングする一つの方法論を提示した。時間距離や委託料

金，地域の特徴，投棄に至るシナリオを考慮した方法論

は，今後検討が必要である。（３）については，（１）と

同様のアプローチでゾーニングを行った。現場レベルに

おいては，人口密度，行政界からの距離，基本道路から

の距離，森林縁からの距離，地形分類の５つをゾーニン

グに用いることが適当と考えられた。また，（４）につ

いては，行政界からの距離，森林縁からの距離，地形分

類，土地利用形態の４因子について，不法投棄面積を目

的変数とした数量化Ⅰ類によりゾーニングを行った。重

相関係数は０．５９と必ずしも高い値ではなかったが，不

法投棄の規模が大，中，小のいずれかの推算には利用で

きることが分かった。なお，（３）と（４）については，

ゾーニング結果の検証が十分でなく，来年度は，多数の

検証データを収集することが必要である。

　また，人工衛星の光学センサ，熱赤外センサ，合成開

口レーダセンサ，パンクロマチックステレオセンサによ

る投棄箇所検知システムの開発を行った。まず，光学セ

ンサを用いたスペクトル特徴の変化による検知について

は，投棄物と土壌の区別は困難であったが，森林や草地

との区別は可能であることが判明したことから，植生指

数（����）に着目した検知システムを検討した。ま

た，空間特徴の変化に着目すれば，投棄物と土壌の区別

の可能性があると考えられたが，現段階では有効な検知

アルゴリズムは発見できていない。次に，熱赤外センサ

を用いた投棄物の発熱あるいは熱伝導率の違いによる検

知については，投棄物が覆土されて見えない状態であっ

ても発熱などの条件によっては，投棄物を検知できるこ

とが分かった。しかし，分解能が低く，かなり大規模の

不法投棄現場にしか適用できないことが分かった。合成

開口レーダセンサを用いた投棄物の反射波強度による検

知については，廃プラスチックなどを検知することは困

難であったが，廃家電のような金属系の投棄物について

は検知できることが分かった。しかし，分解能が低く，

大規模の不法投棄現場にしか適用できないことが分かっ

た。パンクロマチックステレオセンサを用いた投棄現場

の高さの変化による検知については，高分解能センサを

用いれば可能性があることが分かった。また，以上の検

討で可能性があったセンサであっても，不法投棄ではな

い現場を同時に検出してしまうため，異なる複数のセン

サを統合利用する，衛星画像と���データとの統合利用

を行う必要があることが分かった。

　最後に，衛星監視業務運用システムの詳細設計を行っ

た。まず，自治体の不法投棄実務担当者にヒアリングを
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行い，不法投棄監視・対応の現状実務フローを作成した

上で，実務に適合する衛星監視システム化の方針を定め

るとともに，衛星監視の実務フローを定めた。また，シ

ステムの実現可能性の検討として画像注文条件，役割分

担などの各方法を比較し，より実現可能性が高い方法を

選定した。さらに，衛星監視によって回避できる不法投

棄対策費用を求めるために，不法投棄現場の原状回復費

用データを解析し，原状回復費用に関わる因子を整理し

た。

〔備　考〕

（８）廃棄物溶融スラグの再生利用促進に関する研究

〔区分名〕環境��委託請負

〔研究課題コード〕０１０２��３０５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．３　資源循環・廃棄物管理システムに対応した

総合リスク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕大迫政浩（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・酒井伸一・貴田晶子・田崎智宏

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕廃棄物の処理において，焼却過程におけるダ

イオキシン類の低減及び最終処分場の延命化の観点か

ら，焼却灰等の溶融処理が進みつつあるが，溶融処理に

より発生するスラグの土木資材等への再生利用について

は，４割程度の利用にとどまっており，それは���化に

よる品質保証や需給構造の適正化，安全性確保などの点

からの周辺環境整備が遅れていることなどが原因である

といわれている。そこで本研究ではスラグの再生利用を

促進させるために必要な科学的知見等を集積し，再生利

用の際の長期に亘る安全性を確認するための実験的評価

手法および再生品全体についての管理手法を構築するこ

とを目的とした。具体的には，第一にスラグの品質・性

状管理方法の確立とスラグ品質・性状管理技術指針策定，

第二にスラグを一般環境中で利用する場合の長期的な環

境影響を適切に評価するための方法の開発，及び第三に

一般環境中で有効利用していく際の環境安全管理制度の

枠組設計を行うための基礎資料を整理することを目的と

した。

〔内容および成果〕

（１）スラグの品質・性状管理方法の確立とスラグ品質・

性状管理技術指針策定

　①スラグの品質性状調査に基づく影響要因の明確化

　現在稼働中の４９施設の自治体及び５施設の民間の溶

融施設をもつ機関にアンケート調査を行い，スラグの品

質・性状等にかかわるデータを収集した。スラグの有効

利用率は約５割（平成９～１３年）であり，１００％利用あ

るいはほとんど利用が進んでいない施設の２極化傾向が

みられた。低い利用率の施設についてヒアリング等によ

る詳細な要因解析が必要である。スラグ品質を確保する

ための留意点として，①溶融対象物からの金属除去　②

塩基度　③炉内雰囲気温度　④安定出滓　⑤スラグとメ

タルの分離等が重要視されているが，実際の品質管理分

析は最大月１回であり，詳細な調査データを有している

施設はない。溶融形式により品質管理の留意事項は異

なっており，それぞれに品質・性状に影響する要因等を

まとめた。

　稼動中の溶融施設及びガス化溶融施設（一部は産業廃

棄物が処理対象）のうち，溶融対象物及び溶融方式の異

なる１２箇所の施設を選定し，溶融スラグ及び溶融対象

物試料を採取し，含有量試験及び溶出試験等を実施し

て，品質・性状について化学的情報を整理し，各施設の

各種条件との関連を検討した。

　②各種条件において製造されたスラグの特性化

１２ヵ所の溶融施設で採取した試料について��依存性試

験，アベイラビリティ試験などの特性化試験を実施し，

様々な環境下での溶出挙動を類推するためにスラグの化

学性状を特性化した。

　③鉛等の重金属類の溶出にかかわる要因解明と溶出防

止方法に関する実験的検討

　スラグの有効利用の際に特に問題になると考えられる

鉛等の重金属類の溶出にかかわる影響要因として，スラ

グ中の鉛等の重金属類の存在形態（分布・化合物形態な

ど）やスラグの表面性状が考えられる。またスラグ品質

が一定しているかどうかの一指標として，ガラス態のス

ラグとスラグ以外の物質（例えば金属）の存在割合を求

めるため，走査電子顕微鏡�波長分散型分光装置を用い

て表面性状の観察と表面及び粒子の化学組成を調べた。

スラグは一般に表面がガラス質で滑らかであったが，表

面に金属相（鉄と銅を中心とした合金と考えられる）の

粒子が観察される試料があり，スラグと金属の分離が完

全でないことを示していた。溶融炉形式によって，スラ

グとメタル相が分離される場合と溶融物がメタルも含め

て水砕される場合とがあるが，後者の場合は球形の金属

が混在していた。また表面にガス放出によるとみられる
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球形のホールの観察される試料もあった。水溶出によ

り，微量ながら鉛，鉄，亜鉛，銅などの溶出がみられて

おり，表面の微小な金属粒子の存在量との関係について

はさらに調査が必要である。また種々の溶出試験を行っ

た後の試料表面観察が溶出挙動をみる上で有効と考えら

れた。

（２）スラグの有効利用形態に応じた長期的な環境影響

評価方法の開発

　①スラグの有効利用における環境影響シナリオの設定

　スラグ中有害重金属が環境影響を引き起こすシナリオ

については，土壌・地下水系への溶出による影響やスラ

グ微粒子の人体への直接摂取による影響など，いくつか

想定されるが，ここではスラグの有効利用の用途に応じ

て想定される環境影響のシナリオを網羅的に整理し，長

期的な環境影響評価方法を設計する際に前提となる環境

影響シナリオと詳細な各種環境条件の設定を行った。

　②タンクリーチング試験等による重金属類の長期的溶

出挙動のモデル化

　スラグの有効利用の際の状態を想定して，有姿あるい

は成形体のままの試料に対してタンクリーチング試験を

適用し，重金属類の溶出速度等を実験的に把握すること

によって，長期的な溶出挙動をモデル化するために，水

系溶媒と��４硝酸系溶媒を用い，スラグを骨材とした

モルタル（モルタル対照）についてタンクリーチング試

験を行った。この手法は成形体を対象とした試験である

が，比表面積を測定した粒状物のスラグにも適用性を検

討した。

　③カラム試験等による土壌・地下水環境への影響評価

　有効利用時における降雨との接触や地下水との接触を

想定した。小型のカラムにスラグ試料を充填した飽和及

び不飽和浸透下でのカラム試験について，試験装置の設

計及び試験条件等及び土壌・地下水環境への重金属類の

浸出挙動のモデル化を検討した。

（３）再生材あるいは再生品の一般環境中での有効利用

における環境安全管理方策に関する調査

　スラグの有効利用促進を図る上で，再生材あるいは再

生品全体の一般環境中での有効利用に係る環境安全性管

理方策を整備する必要があることから，以下の項目につ

いての情報を収集・整理した。

　①再生材及び再生品の有効利用における環境安全管理

方策に関する内外の情報収集・整理

スラグだけでなく，広く廃棄物由来の再生材及び再生品

の環境安全性を管理するための内外の制度等（法律，ガ

イドライン，規格など）に関する情報を収集し，その特

徴や問題点等を整理するとともに，日本における今後の

方策に資するための情報整理を行った。再生材利用が進

んでいるのはオランダとドイツであるが，オランダの建

設資材法では対象が再生材だけでなく非再生品にも適用

されていること，また両国共に安全性を１段階で決定せ

ず，清浄な土砂とみなされなくても，管理下（隔離下）

で利用可能とする方策をとっていることが分かった。ま

た，一次資源からの製品についての調査研究は国内では

あまり行われておらず，調査の必要性があることが分

かった。

　②再生材及び再生品の有効利用における環境安全性判

断基準及び試験方法に関する情報収集・整理

　再生材及び再生品の有効利用における環境安全性を判

断するための試験方法（各種溶出試験や含有量試験な

ど）及びそれらの試験方法を用いた場合の基準値とその

設定根拠などの情報を集積した。オランダの建設資材法

では評価試験としてタンクリーチング試験を用い，基準

は，１００年間に再生材から溶出し土壌へ移行・蓄積する

量として規定していた。また，ドイツは無条件利用・限

定された場所での利用という管理体系を含有量と溶出量

の組み合わせにより評価していた。無機塩類も対象項目

に入っており，塩類の地下水への影響も考慮している点

も特徴であった。さらに，これら収集した情報をもと

に，各種試験方法の特徴や問題点を整理した。今後，日

本における現行の環境基準などとの整合性などを含め

て，試験方法のあり方と判断基準設定の考え方などが明

確にされる必要があると考えられた。

〔備　考〕

（９）残留性有機汚染物質（����）を含む廃棄物処理

に関する調査研究

〔区分名〕環境��委託請負

〔研究課題コード〕０１０３��３０６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

�Ⅲ．２．１．３　資源循環・廃棄物管理システムに対応し

た総合リスク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕酒井伸一（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・野馬幸生・滝上英孝

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕残留性有機汚染物質（����）に関するス
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トックホルム条約や我が国の���廃棄物の適正な処理

の推進に関する特別措置法など，最新の国際，国内動向

を踏まえながら，����廃棄物の排出実態の把握や処理

基準の策定等を進めるために必要となる科学的知見の収

集整理や調査検討を行うことにより，����廃棄物の適

正処理の推進に資することを目的とする。研究目標とし

ては以下を設定している。

　１３年度　����発生源の把握に取り組む。���を中

心に非意図的生成����等の排出実態の把握を行う。

����廃棄物の収集運搬，保管に関する技術的事項の整

理を行う。

　１４年度　物質循環・廃棄過程における����存在状況

の把握に取り組む。非意図的生成����等の排出実態の

把握及び現存量の推定を行う。����廃棄物の処理処分

基準に関する技術的事項の整理を行う。

　１５年度　����廃棄物の処理基準策定に資する技術的

事項の整理を行う。現時点では����条約の対象となっ

ていない重要な残留性汚染物質への対応方針について検

討する。

〔内容および成果〕

　本年度の研究内容としては次の通りである。

（１）����発生源に関する文献調査を行う。����条

約が規定している１２物質（アルドリン，ディルドリン，

エンドリン，クロルデン，ヘプタクロル，ヘキサクロロ

ベンゼン，トキサフェン，マイレックス，���，���，

ダイオキシン類，フラン類）を調査対象物質とし，

����の排出インベントリ，および����廃棄物の適正

分解処理技術等の整理・検討を行う。

（２）非意図的生成����等の存在に関する実態調査を

行う。非意図的生成����等（主に���を対象とする）

について，����のインプット，施設内での物質挙動，

排出量を測定，調査する。

（３）����廃棄物（埋設農薬を中心とする）について

把握した物理化学特性，環境挙動物性を踏まえ，その廃

棄物としての収集，運搬，保管にあたり留意すべき技術

事項について，情報収集，整理を行う。

　本年度の調査研究を実施し，下記のような成果を得

た。

（１）����発生源に関する文献調査：

　����条約規定物質１２種に関し，文献検索を実施し，

約４００件の文献抄録を抽出し，そのうち２００編は原報を

取り寄せて調査に用いた。まず，環境放出量について推

定するために，情報収集を行った。����農薬類につい

ては過去の生産，使用量データを，非意図的に生成する

����については，特定されている各排出源からの排出

量データ（排出原単位，排出インベントリ）を取りまと

めた。

　����の分解・制御技術に関しても既往報告をまとめ

た。多塩素化有機塩素化合物の処理方法として熱分解

法，化学的処理法，物理的処理法，生物分解法別に概要

総括を行い，各����物質別に報告例を示した。特に，

廃����農薬類は，その廃棄形態が様々なこともあり，

農薬成分単体に近いものから土壌や容器に他の種類の農

薬と一緒に含まれる混合系のものなど，対象に応じて適

切な処理技術を選択する必要性が考えられた。

（２）非意図的生成����等の存在に関する実態調査：

　本調査は，物質循環，廃棄過程における非意図的

����の存在量把握，対策のための基礎資料を提供する

ことを目的に，廃棄物処理施設やその他の再生資源処理

加工施設等を主体に施設選定を進め，����の投入，発

生量および，施設内での物質挙動，排出量について測

定，調査を行った。

　本年度の調査対象施設については，ヘキサクロロベン

ゼン（���）の現在の主要な産業発生源と考えられて

いる製造事業所２種について施設を選定し，それらの製

造工程及び，廃棄物処理工程で適当なサンプリング点を

設定し，���をはじめとし，���，ダイオキシン類等

の非意図的����物質等の調査を行い，施設内の物質収

支フローについて明らかにした。対象事業所としては，

現在も国内で出荷されており，���を不純物として含

有するとみられる農薬の製造工場の協力を得て，また，

もう１種の事業所としては製造過程での蒸留残渣中に

���を含むとみられる塩素系有機溶剤の製造工場の協

力を得て調査を行った。

　調査結果より，事業所ごとに���の排出量，排出原

単位について推定を行い，国内，世界スケールの���

の排出量推定インベントリと比較を行った。

（３）����廃棄物の収集，運搬，保管方法についての

技術的な留意事項

　����廃棄物の収集，運搬，保管時の安全性の確保及

び効率的な輸送の実現のために，����廃棄物の収集，

運搬，保管方法について，関係法令，文献等の情報を収

集整理し，技術的な留意事項についてとりまとめた。

　対象とした����廃棄物は，ストックホルム条約

―�����―

国立環境研究所年報（平成１３年度）



（����条約）の規制対象となる物質のうち，アルドリ

ン，ディルドリン，エンドリン，クロルデン，ヘプタク

ロル，ヘキサクロロベンゼン，トキサフェン，マイレッ

クス，���の９種類の物質を含む廃棄物であって，主

として保管農薬と埋設農薬を対象とした。

　関係法令等については，「危険物の輸送に関する国連

勧告（国連勧告）」，廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（廃棄物処理法），毒物及び劇物取締法（毒劇物取締法），

消防法等を中心に取りまとめを行い，各輸送モードに関

しては，道路法，航空法，鉄道営業法，船舶安全法等の

国内法規を基本に，ヨーロッパ危険物国際道路輸送協定

（���），ヨーロッパ危険物国際鉄道輸送規則（���），

����危険物安全空輸技術指針（�������）の国際規

則等も参考にした。

　����廃棄物として特に留意すべき事項として取扱時

の暴露により急性中毒等が考えられること，また混合積

載等により，急激な発熱，毒性ガスの発生，爆発等の危

険性も考えられるため，特に重要と考えられる容器の基

準等については詳細に調査を行い整理した。

〔備　考〕

環境省廃棄物・リサイクル対策部からの受託調査研究と

して実施

（１０）ダイオキシン類・���の分解処理とバイオアッセ

イモニタリング

〔区分名〕文科��革新的技術

〔研究課題コード〕０００２��２８０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．３　資源循環・廃棄物管理システムに対応した

総合リスク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕酒井伸一（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・野馬幸生・滝上英孝

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕難分解性の残留性有機汚染物質（����）の

代表的物質であるダイオキシン類や���に対して，分

解処理技術の機構解明と包括的・簡易モニタリング手法

の確立を目的としている。具体的には，（１）毒性発現

機構とリンクした指標の確立　（２）分解処理機構の解

明　（３）分析の簡易迅速化と制御指標の検討を主たる

目標としている。

〔内容および成果〕

　本年度は，以下の（１）～（３）を中心に研究を進め

た。

（１）薬物代謝酵素誘導によるダイオキシン類縁化合物

のバイオアッセイ手法の開発と評価：バイオアッセイ手

法として，ラット肝臓ガン培養細胞にレポーター遺伝子

を導入した細胞を利用し，ルシフェラーゼ活性を測定す

る �����（��������	
������������������������

���������	）と�����（７���������	��
������������

����）バイオアッセイをさまざまな廃棄物や環境試料に

適用し，両者の比較検討とダイオキシン関連物質標準体

の評価を行う。

（２）ダイオキシン類含有フライアッシュの脱塩素化処

理過程の機構解明とモニタリング：脱塩素化処理におけ

るフライアッシュ性状の変動と処理物の性状変化をみる

ため，脱塩素化実処理装置の処理前原灰と処理灰の採取

と，ラボ装置による脱塩素化試料の作成を実施する。こ

れらの試料に対して，����や�����を適用して毒性

等量値を求め，ダイオキシン類の化学分析値と比較を行

う。さらに，フライアッシュ試料をバイオアッセイで分

析する際の妨害成分除去法を確立し，それを組み込んだ

前処理法で処理したフライアッシュについてデータを得

る。

（３）廃���の化学分解処理機構の解明とモニタリン

グ手法の開発：廃���の安定的な分解処理手法の確立に

資するため，パラジウム�カーボン触媒（����）を用

いた水素化化学分解などによる廃���の化学処理実験

を行い，分解処理前後の化学性状，種々のバイオアッセ

イによる情報を獲得し，分解メカニズムに対する知見を

得る。重要な問題は����などの共存成分の前処理方法

であり，この課題に取り組む。

　これらの研究・技術開発の本年度実績として以下の知

見を得た。

（１）��������	が化学分析����と比べて高めの

値を示す化学分析対象外の原因物質として，臭素化ダイ

オキシン／フラン［�������，�������（���������

１）］，臭素系難燃剤（����，������，�����等），

ポリ塩化ナフタレン（����）およびニトロ化または塩

素化����について�����でダイオキシン様活性を求

めた。����を除く１６種の臭素化ダイオキシン／フラ

ンは塩素化ダイオキシン／フランに近い活性

（��������	）を示した。臭素系難燃剤２３種では

����で����と同等の活性が検出されているが他の難

燃剤の活性は弱い（��������	
２．５��６～１．３��
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４）か検出限界以下であった。ポリ塩化ナフタレン１６

種の活性も弱いか検出限界以下であり，最も活性の強

か っ た１，２，３，４，６，７����の��������	は２，３，７，８�

����の約１�１０００であった。また，４種のニトロ化ま

たは塩素化����の活性は検出限界以下であった。

　バイカル湖生態系の化学物質汚染に関して，バイカル

アザラシはダイオキシン類の曝露を受けており，その体

内残留濃度は肝臓中の���１ファミリーや�����の

発現レベルを変化させるほどであった。このことはアザ

ラシの���信号伝達系や異物代謝酵素系がダイオキシ

ン類や����によって攪乱されていたことを示唆してお

り，バイカル湖でみられた本種の大量死および奇形など

の異常がこれら化学物質の蓄積により生じた可能性は否

定できなかった。また，�����（���１）の誘導がみ

られたことから，血中�４レベルを減少させ，脳や神経

系などに影響を及ぼしている可能性も示唆された。

（２）フライアッシュ中のダイオキシン類は，窒素雰囲

気下の加熱処理により高塩素化物から低塩素化物にな

り，脱塩素化していくことが，同族体や異性体の分布の

変化から確認された。化学分析値とバイオアッセイ値は

相関性が認められ，バイオアッセイ値は化学分析値に比

べて高めの値であるが，１．１～５．５倍の範囲に収まって

おり，脱塩素化処理でのモニタリング手段としての有効

性が認められた。また，����標準品およびフライアッ

シュ実試料を用い，バイアッセイ用前処理法について検

討した結果，４４％硫酸シリカゲル加熱還流法がバイオ

アッセイにおいて測定を妨害する����の除去法として

の有効であることを示す結果が得られた。

（３）廃���の安定的な分解処理手法の確立に資する

ため，����触媒を用いた水素化化学処理，及び紫外線

分解法による脱塩素化処理により，���各異性体を出

発物質として分解処理実験を行い，時間経過と共に中間

体や生成物を特定することにより，結合位置別の反応速

度の比較と脱塩素化の経路の解明を行った。その結果，

����触媒分解法では，一般にオルト位の塩素を残す形

で反応が進んだ。オルト位の塩素はベンゼン環による立

体的な障害のため，パラ位，メタ位に比べて反応速度は

遅く分解過程の最後までオルト位の塩素は残ったためと

考えられた。また，両側を塩素ではさまれた位置にある

塩素も立体障害を受け，その脱離速度は遅く，立体障害

の少ない塩素から順に脱離していった。紫外線分解法で

は，２，３�４，４�，５�ペンタクロロビフェニルではオル

ト位から塩素が脱離する一方，デカクロロビフェニルで

は３位または４位の塩素が脱離するなど一様ではなかっ

た。また，２つのベンゼン環からの塩素脱離はバランス

よく脱離する傾向にあり，どちらかのベンゼン環に塩素

が偏って残留することはなかった。

　廃���油の化学処理過程における分解挙動をバイオ

アッセイにて簡易，適切に測定を行うために，試料前処

理法の検討を行った。���絶縁油中の鉱物油に含まれ

る���活性物質の除去を目的として，����除去に効果

のみられた４４％硫酸シリカゲル加熱還流法を適用し，

また，非ダイオキシン様���除去のために活性炭分散

シリカゲルカラムによる分画実験を行い，ダイオキシン

様���と塩素化ダイオキシン／フランを選択的に分取

できる条件を見出した。この２方法をつなげた前処理を

組み，���（化学処理）試料のバイオアッセイを行っ

た。バイオアッセイは�����に加えて，同じく���

結合活性を測定する��イムノアッセイと���主要異性

体（����１１８）を測定するイムノアッセイについて，

���標準品等の検出特性の把握を行い，３手法でのク

ロスチェックを化学処理試料と���油の鉱物油希釈試

料について実施した。その結果，適用したバイオアッセ

イでは，最適化を試みた前処理を行うと，調査試料では

���総濃度ベースで５���程度までのモニタリングが

十分可能であった。

〔備　考〕

研究代表者：酒井伸一（循環型社会形成推進・廃棄物

研究センター）

共同研究機関：京都大学・愛媛大学他１２機関

共同研究者：高月　紘（京都大学）・田辺信介（愛媛大

学）他

２．４　汚染環境の浄化技術に関する研究

（１）環境浄化への微生物の利用およびその影響評価に

関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��２００

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕岩崎一弘（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕環境浄化・保全に向けて微生物機能を積極的
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に活用していくための基礎技術の開発を目的とする。そ

のために本研究では，有機塩素化合物，油，重金属等の

環境汚染物質を分解・除去する微生物の探索を行い，そ

の機能の解明および強化を試み有用な環境浄化菌を開発

するとともにこれらの浄化菌を利用した浄化システムを

構築し，さらに環境汚染物質，環境浄化菌等の微生物生

態系への影響の解析を目標とする。

〔内容および成果〕

　環境中から水銀除去能の高い新規微生物のスクリーニ

ングを行った。水銀で汚染している河口および運河の底

泥試料から，水銀を添加した平板培地で生育できる水銀

耐性菌を１２９株分離した。次いで，水銀還元能を確認す

るために，還元により生じた金属水銀をｘ線フィルムで

検出する手法を用いて，２次スクリーニングを行った。

この結果，水銀還元能を発現している可能性のある３０

株を分離し，さらにその中から水銀耐性能の高い８株を

選択した。これらの分離株に対して，バイアルビンでの

水銀除去試験を行い，水銀除去能の高い菌株（�５株）

を得た。本菌株の顕微鏡観察，カタラーゼおよびオキシ

ダーゼ酵素活性の有無，その他グラム染色性，胞子形成

能等の菌学的性質を調べた結果，��������属細菌である

と予想された。さらに１６������塩基配列を決定し，解

析 を 行 っ た と こ ろ，����������	
	��お よ び���������

����������の１６������と９９．４％の相同性を示し，本

菌株は��������属細菌であると同定された。また，本菌

株の有する水銀除去活性を解明するために，まず水銀還

元酵素遺伝子の一部をクローニングし，その塩基配列を

決定した。その結果，�５株の水銀還元酵素遺伝子の塩

基配列は，ボストン湾で分離された水銀耐性菌���������

������６０７株のそれと９９％の相同性が認められた。

〔備　考〕

（２）新しい抽出媒体を用いた汚染物質の回収に関する

基礎的研究

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０１０１��１２１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕稲葉一穂（水土壌圏環境研究領域）・越川昌美

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕環境試料中に含まれる汚染物質の分析では，

クロロホルムやヘキサンなどの有毒で危険な有機溶媒に

よる抽出操作が広く使用されている。このような危険な

有機溶媒の代替となる抽出システムを開発することを最

終目的として，本課題では加熱することで固化・析出す

る高分子や界面活性剤の作るミセルを主要な検討対象と

し，抽出能力がどの程度あるのか，代替抽出媒体として

使用に耐えるだけの操作性を有するのか，新たな機能の

付加や用途の拡大などの可能性があるのか，といった点

を具体的な環境汚染化学物質の抽出挙動を測定して検討

した。本課題では研究の第一歩として実験室での環境試

料の分析時に行う抽出・濃縮操作のレベルを想定し，幾

つかの環境汚染に関与している化学物質の平衡時の抽出

率，濃縮率，最大抽出量，最適抽出条件などを測定し

た。

〔内容および成果〕

　新規抽出媒体として熱固化性高分子（ポリビニルメチ

ルエーテル：����）と非イオン性界面活性剤ミセル

（ポリエチレングリコール��オクチルフェニルエーテ

ル：��），陰イオン性界面活性剤ミセル（ドデシル硫酸

ナトリウム：���）の２種のミセル系を用いた。従来か

ら使用されている有機溶媒（ジクロロメタン：���，ヘ

キサン：���）についても同様の測定を行った。対象と

する汚染物質は水に溶けにくい有機化合物とし，環境ホ

ルモン物質（ビスフェノール�：��，β�エストラジ

オール：��）およびそれに類似する有機化合物（トリク

ロサン：��）の３種とした。分配平衡に達した後の水相

および抽出媒体相中の化学物質濃度は高速液体クロマト

グラフィまたはガスクロマトグラフ質量分析計で測定し

た。

　熱固化性高分子および２種類のミセルを抽出媒体とし

て３種の化学物質の抽出率を測定したところ，抽出率は

媒体の濃度の上昇と共に増加し，����系では溶液中

の����濃度が０．０３％（��），０．２％（��），０．３％（��）

以上で抽出率が９０％以上となり，濃縮効率が高いこと

が明らかになった。一方，��系では０．２％（�����），

１％（��）以上で９０％以上の抽出率となったが，���系

では抽出率は低く，���濃度が１．２％でも��は５０％，

��は６７％程度しか抽出されなかった。���では体積

比１�１で９７％（��），９９．６％（��），９９．９％（��）が

抽出されるが，���では体積比１�１では３％（��），

６１％（��），９９．９％（��）と対象物質により大きな差が

見られた。最大抽出量は����系では試料溶液に０．３％

の����を添加することで１×１０����以上の対象物質
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を９０％以上の抽出率で回収でき，かなり高濃度の試料

の抽出にも利用可能であると考えられた。

　一方，試料中の共存物として塩化ナトリウムとフミン

酸を添加して抽出率の変化を測定したところ，����

系，��系，���系，���系では抽出率に大きな影響

は見られなかったが，���系では塩化ナトリウムの添

加で抽出率が急激に上昇した。一方，溶液の水素イオン

濃度を��０．５から１１まで変化させて測定したところ，

����系では��３以上では����の固化が起こりにく

くなるために回収率が急激に低下し，��４．５以上では

全く抽出できないことが分かった。この現象は溶液に塩

化ナトリウムを添加することで防ぐことが可能で，

０．４�の塩化ナトリウム添加で��８程度まで抽出率の

低下を防ぐことが可能であった。

　以上のように熱固化性高分子など新規抽出媒体は抽出

率が高く，取り扱いも簡便で抽出時の振り混ぜによる不

純物混入の心配がないことなどの利点があり，従来から

の有機溶媒と比較しても利用を検討するに値する媒体で

あることが分かった。今後は媒体相からの目的物質の回

収などの操作条件を詳細に検討していくことで，有機溶

媒の代替としての使用が可能と考えられる。またこれら

の媒体による抽出操作にサイズや官能基による分子認識

機能や発色・発光機能を導入することでセンサーとして

の使用ができるなど，簡便で『環境にやさしい』新たな

環境分析手法の開発が期待できることも分かった。

〔備　考〕

（３）小型合併処理浄化槽によるリン除去及び消毒の高

度化に関する研究

〔区分名〕環境��公害一括

〔研究課題コード〕９９０１��２４４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．４　液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境

改善技術システムの開発に関する研究

〔担当者〕井上雄三（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・山田正人・西村和之・稲森悠平・

水落元之

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕平成８年４月の浄化槽の構造基準及び維持管

理基準の改正により，窒素を高度に除去する小型合併処

理浄化槽に係る基準が追加され，現在，閉鎖性水域等を

抱える市町村においてその積極的な普及がなされつつあ

る。しかし，公共用水域中のリンは，下水道や合併処理

浄化槽の普及により，汲み取り便所の状態の時よりも増

加する場合があり，リンの除去対策が急務である。

　また，小型合併処理浄化槽では，簡易で確実な塩素消

毒法を採用しているが，放流水について，残留塩素や消

毒副生成物による水生生物や生態系への影響を最小限に

とどめながら安定性並びに微生物学的な安全性を確保で

きる技術の開発も緊急を要する課題である。

以上ことから，本研究では以下の課題を検討した。

（１）リンの除去技術と回収技術の開発

　小型合併処理浄化槽において，処理水のリン濃度１～

２����以下を得るための吸着剤の適用条件，鉄電解条

件，イオン交換膜による電気透析条件について検討し，

リン除去装置の開発を行う。また，開発したリン除去装

置を窒素除去型の小型合併処理浄化槽に付加し，���，

��，���及び���のいずれをも除去可能な高度処理型

小型合併処理浄化槽の開発を行う。また，除去されたリ

ンの有用資源としての回収及び有効利用に係る技術開発

を行う。さらに，これらの能力を安定的に維持するため

の，現場で簡易に測定できる計測技術の開発を行う。

（２）処理水の有効な消毒技術の確立

　小型合併処理浄化槽における病原性微生物の挙動なら

びに水生生物への残留塩素の影響を評価するとともに，

これらを考慮した塩素消毒技術の高度化について検討

し，適正な塩素添加の条件並びにその技術の確立を行

う。さらに，生態系の保全を考慮した新たな消毒技術の

開発と小型合併処理浄化槽への適用に関して研究を行

う。

　一方，社会資本整備の高度化は，生活の利便性と快適

性をもたらすが，各種の資源やエネルギーが投入される

ことから地球環境に及ぼす負荷も無視できず，新たに開

発される技術・システムは，経済性やフィージビリ

ティーと共に環境負荷等が評価されたもので無ければ実

用化されなくなると考えられる。これらのことから，前

述の検討において提案された各技術のフィージビリ

ティーについて評価を試みた。

〔内容および成果〕

（１）リンの除去技術と回収技術の開発

　破過点に達するまでリンを吸着処理したハイドロタル

サイト系吸着剤（�������）カラムに，脱離液（３０％

����＋３％����）を��＝１～２�����で通水し再生液

（３５％�����）を��＝１���
��で通水することにより繰り
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返し再利用できることが確認された。脱離液中のリン濃

度は，処理対象水中濃度の１０倍以上であり，����＝

３で�����を添加することにより９８．０％のリンを沈殿物

として回収できることが明らかとなった。

　ハイドロタルサイト系吸着剤（����）は低～高濃度

の広い濃度域，排水基準である��５～９の中性域にお

いて，４�����（約６０�����）と高いリン酸イオン吸着

能を示した。二段階再生法により約８０％の再生率で１０

回の再生が可能であった。粒状体による実排水からのリ

ン除去実験でも良好な除去能力を示し，実用化の見通し

は明るい。

　鉄電解法によるリン除去と発生するリン凝集物の回収

について検討した。鉄電解法は，維持管理の容易性や経

済性から，合併処理浄化槽におけるリン除去法として適

していると考えられた。ネオジム磁石を用いたリン回収

は，対照槽に比べて最高で３倍のリンが回収できたが，

リン凝集物の回収率としては約５０％にとどまった。今

後，回収率を向上させることや磁石の価格の低下が必要

であることがわかった。

　電気透析法による実験装置で，合併処理浄化槽槽内水

を処理した場合の処理性能，維持管理性及びリンの回収

性を検討した。その結果，浄化槽槽内水からリンを除去

することが可能であり，除去したリンを固体として濃縮

できることが明らかとなった。

（２）リンの簡易分析

　モリブデン青を利用したミニカラムによるリンの簡易

測定法について，より迅速化するための改善法の検討を

行った。ポリ塩化ビニル（���）を担体とした吸着剤

を調整し，それを充填したカラムにモリブデン青溶液を

吸引ろ過法あるいは毛管給水法で供給した。これらの方

法によって測定時間は短縮できた。吸引ろ過法に比べて

毛管給水法では着色帯長さは短いが，着色帯長さのばら

つきが小さく，かつ，より低濃度まで測定が可能であっ

た。着色帯長さはリン濃度と直線的関係にはなかった

が，精度の高い検量線が得られた。したがって，本法は

生活排水中のリンを測定する簡易測定法として有用とい

える。

　目視によるリン酸態リン比色測定に用いる標準色見本

の色分割精度を向上させ，その標準色見本を用いた場合

の測定精度に関する検討を行った。その結果，�新色見

本を用いた測定は，従来の色見本を用いた測定より測定

精度が向上したが，より測定精度を向上させるために

は，試験紙と色見本の質感を統一する等，測定条件の改

善が必要であると考えられた。

（３）処理水の有効な消毒技術の確立

　���電極による塩素イオン１００����溶液からの遊離

塩素発生には，硫酸イオン１００����の存在が影響しな

いことが確認された。連続使用による遊離塩素発生量の

低下は，タイマー制御による極性反転で抑制できること

が確認された。

　下水処理場の流入水在来の野生大腸菌群を対象とし

て，紫外線による不活化及び光回復の程度について検討

した。低圧紫外線及び中圧紫外線による消毒及び光回復

の定量的評価に関して，���上の損傷であるピリミジ

ン二量体の定量方法の応用の可能性が示唆された。

　浄化槽における�����������	�
�オーシスト除去につ

いて，４種類の小型合併処理モデル浄化槽と１種類の単

独処理モデル浄化槽を用いて検討した。単独処理モデル

浄化槽と比べると，合併処理モデル浄化槽はオーシスト

除去に効果的であったことがわかる。しかし，高度処理

型浄化槽である生物膜ろ過方式のモデル浄化槽では，生

物膜ろ過槽に捕捉されたオーシストが，処理水中に著し

く溶出することが観察された。

　合併浄化槽消毒前処理水をセリ水耕栽培池で浄化し，

大腸菌とファージを除去することを検討したところ，糞

便性大腸菌の除去率は９割以上，���ファージの除去

率は８５％程度と高い値をした。

（４）実用化の可能性の評価

　ハイドロタルサイト系リン吸着剤によるリン除去・回

収技術は，粒状活性炭と類似した利用形態が可能である

と共に再生段階でリンを固形物として回収できることが

示された。�������や����によるリン除去・再生利

用システムの今後の課題は，製品化の段階にある粒状化

手法の確立とシステムのコストや���的評価である。

　鉄電解法は，小型合併処理浄化槽に適用が容易なリン

除去法であると判断できた。しかしながら，磁石を利用

してリン回収率を高める手法は，リン凝集物の捕捉率を

より大きくする方法の検討が必要であり，現状では磁石

の価格が高いことから，水面積を大きくした沈殿槽によ

るリン回収手法が実用的と考えられた。

　イオン交換膜を用いた電気透析によるリン除去装置

は，仕様や運転条件の検討により，高いリン除去機能を

有するとともにアンモニア性窒素を同時に除去可能な技

術である。今後，実用化が期待される技術である。

―�����―
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　モリブデン青を利用したミニカラムによるリンの簡易

測定法は，希釈やろ過などの前処理を必要とせず，モリ

ブデン青の着色帯長さとしてリンを定量できることから

目視でも従来法より精度の高い測定が可能である。本測

定法の実用化には，実排水の測定をさらに繰り返すとと

もに，維持管理従事者による測定などの課題が残されて

いるが，実用性の高い手法である。

　リン酸態リン濃度測定用試験紙によるリン測定手法の

精度は，新色見本の導入により測定精度の向上が図れ

た。さらなる測定誤差の低減には，測定者の色識別能力

を養う必要があるものと判断された。なお，今回製作し

た色見本を使用することにより，１検体当たりの必要経

費は，従来法の５５円より１円程度の上昇となると評価

された。

　紫外線消毒における細菌増殖能力の光回復の危険性

は，���上の損傷度合いにより把握出来ることを示し

たが，定量性や利用性の向上にはさらなる検討が必要で

ある。

　浄化槽内における�����������	�
�は，生物膜ろ過槽

に捕捉された後に再溶出することが示されたことから，

消毒手法の高度化と共により安全性の高い浄化槽構造へ

の有益な情報提供となった。

　浄化槽放流水の安全性に関する魚類等を用いた毒性試

験による評価は，より安全な社会に向けた基盤整備にお

いて有益な情報提供であった。

〔備　考〕

共同研究機関：（財）日本環境整備教育センター

（４）微生物を活用する汚染土壌修復の基盤研究

〔区分名〕戦略基礎

〔研究課題コード〕９６０１��１９７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕岩崎一弘（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）・兜　眞徳・

� 森田昌敏・内山裕夫・冨岡典子・向井　哲

〔期　間〕平成８～１３年度（１９９６～２００１年度）

〔目　的〕世界各地でトリクロロエチレン，テトラクロ

ロエチレンおよび���等の有機塩素化合物や水銀，６

価クロム等の重金属による土壌・地下水汚染が顕在化し

大きな問題となっている。これらの汚染を浄化するため

に，より安価でかつ無害化処理技術である微生物を活用

して汚染を修復するバイオレメディエーション技術の開

発が期待されている。本研究では，トリクロロエチレ

ン，���や水銀等で汚染した土壌・地下水の修復をケー

ススタディとして取り上げ，バイオレメディエーション

技術の実用化に際してブレークスルーすべき課題に関す

る基盤研究を行う。

〔内容および成果〕

（１）分解能強化微生物の開発

　バイオレメディエーション技術を実施するためには，

有用な微生物を開発することが重要である。本年度は新

たに���および���を同時に分解できるエタン酸化細

菌��２７株 を 土 壌 中 よ り 分 離 し た。本 菌 は

���������	
������に 属 し て お り，高 濃 度 の���

（７５����）および���（１００����）を分解できること，

また種々のハロゲン化脂肪族炭化水素を分解できること

から，複合汚染した汚染の浄化に有効な微生物であるこ

とが判明した。また，本菌の分解酵素はヒドロキシラー

ゼとリグターゼから構成されていた。

（２）土壌中における微生物の挙動解析

　���を好気的に分解するメタン酸化菌�株を環境浄

化へ適用するためには，環境中での挙動を迅速に定量す

る必要がある。そこで�株の���分解のキーエンザイ

ムである���遺伝子の一部を���で増幅することに

よる�株の検出を試みた。�株を接種した土壌�地下水

カラムの流出水試料中の�株を，従来の培養法及び今

回開発した���法で計数した結果，従来では，計数に

１ヵ月を要したものが，本法を用いることにより数時間

で計数が可能になった。

（３）大型土壌�地下水シュミレータによるバイオレメ

ディエーション技術の適応性の評価

　縦，横，高さ，１×２×１．５�からなるステンレス製

の大型ライシメータを作成した。本ライシメータは，縦

１ｍの中央に壁があり，２室に分かれている。これら

に，川砂及び地下水を充填し，���及び�株の挙動さ

らに�株の浄化効果について検討した。���の挙動に

ついては，３０������の速度で通水し，���濃度の変化

を調べた。���は，３０��ごとの移動で７４～９４％の減

少が観察され，かなり土壌中に残留することが確認され

た。�株は３０��ごとの移動で，細胞数が５７～９０％に

減少した。１��の川砂土壌は３．２�１０������の�株を吸

着することが明らかとなった。ついで土壌・地下水を

����０．２����で汚染した後，�株を５�１０�細胞���に
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なるよう添加し，流速０．６３���の速度で地下水を循環

したところ，１２時間後には，検出限界の０．００３����以

下となった。またメタン，酸素，窒素，リンを含んだ地

下水を通水することにより，地下水・土壌中で�株は生

存し続けることが確認された。１�の�株は０．１�の

���を分解でき，���汚染土壌・地下水の浄化に有効で

あることが判明した。

〔備　考〕

研究代表者：矢木修身（東京大学）

（５）微生物分解を用いた汚染環境修復に関する研究

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３０８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕岩崎一弘（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕揮発性有機塩素化合物による土壌・地下水汚

染は名古屋市内でも問題となっており，工場跡地利用に

伴う土壌調査から発覚するケースが増加している。現

在，複数の汚染サイトで土壌掘削や地下水揚水による浄

化が行われているが，これら物理的処理単独では汚染を

完全に除去しきれない場合が多く，処理効率や経費を考

慮しながら，新たな処理技術を検討することが必要と

なってきた。本共同研究では，これまで微生物分解を利

用した汚染物質の分解・除去に取り組んできた経緯から，

生物処理として実際の浄化対策に活かすべく，汚染現場

の調査とともに微生物分解の可能性について検討する。

〔内容および成果〕

　名古屋市内の１，２��ジクロロエタンで汚染した河川水お

よびその底質の調査を実施した。本現場の汚染は地下水

由来であることが疑われ，その微生物浄化の可能性につ

いて検討した。また，名古屋市内の工場敷地でのテトラ

クロロエチレン汚染の浄化に嫌気条件での生分解，すな

わち����（���������	
�����	��������）の添加に

よる嫌気分解性について検討を行い，添加効果があるこ

とが認められた。

〔備　考〕

共同研究者：朝日教智・榊原　靖（名古屋市環境科学研

究所）
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３．化学物質等の環境リスクの評価と管理

３．１　内分泌かく乱化学物質のリスク評価と管

理に関する研究

（１）内分泌かく乱化学物質の新たな計測手法と環境動

態に関する開発

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��１６５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔担当者〕白石寛明（化学物質環境リスク研究セン

ター）・白石不二雄・多田　満・鈴木規之・

� 彼谷邦光・高木博夫・柴田康行・田中　敦・

畠山成久・菅谷芳雄・鑪迫典久・

� �����������	・滝上英孝・西川智浩・磯部友彦

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕環境中の化学物質を内分泌攪乱物質（環境ホ

ルモン）としてを定性定量にするには，新たな有機化学

物質の微量分析の開発とともにその活性を評価するシス

テムの構築が必要である。化学物質の微量分析とバイオ

アッセイスクリーニング法を環境分析に適用することに

よって環境中における環境ホルモンの種類と量が把握で

きるようになる。本研究では，１）環境ホルモンの微量

計測法の開発に関する研究　２）環境ホルモンの新たな

生物検出法に関する研究の２分野により環境ホルモンの

環境中における汚染実態を明らかにする。

〔内容および成果〕

　１）環境ホルモンの微量計測法の開発に関する研究

　自動濃縮装置を用いノニルフェノール，ビスフェノー

ル�などのフェノール類を�１８固相カラムによる吸着，

洗浄，ジクロロメタンで溶離したの後，トリメチルシリ

ル誘導体化し，���イオントラップ�����法による分

析法の検討を行った。実試料の測定では，誘導体化前に

アミノカラムによる精製が必要であったが，���を用い

たガスクロマトグラフ質量分析法や電気化学検出法を用

いた高速液体クロマトグラフィーと同様に，水中の

１０���レベルのアルキルフェノール類が容易に検出で

き，ルーチン的に利用できるものとなった。また，

��������法を用いた環境ホルモンの定量分析手法に

で，天然の女性ホルモンである１７�β�エストラジオー

ル（�２）・エストリオール・エストロン及びその抱合体

の一斉分析法を検討した。アミド構造を有する固相カラ

ムを用いることにより，検討した物質では親物質と抱合

体ともに良好な回収が得られること，酢酸エチルを溶離

液とすれば親物質と抱合体を分離できることが見出され

た。妨害物質の影響を除くためアルカリ性の溶離液を用

いた負イオン������������法により実際の都市河川

で�２とその代謝産物を測定した。エストロンは�２の

約１０倍程度（１０��数１０����）存在したが，エストロン

硫酸エステル（数����）を除き抱合体は殆ど検出され

なかった。

　�２の高感度分析は非常に煩雑な前処理が必要であ

る。一方，�����法によりば，迅速な分析が可能であ

るが，市販キットによって測定値が異なることや，また

かなり高い値が報告される場合があった。このため環境

測定用として開発された�２およびエストロゲンの

�����法と���������法，��������法の比較を

行った。�����法と���������法，��������法と

はよい相関性を示し，注意深く設計された�����法を

用いれば，環境水中のエストロゲンの測定が�����法

で可能であることを示した。

　環境ホルモンの選択濃縮法をとして���������	

����������法を用いたビスフェノール�の選択的吸着高

分子を合成した。またこの樹脂を用いた選択的な吸着法

やクリーンアップ法について検討を行った。

　２）環境ホルモンの新たな生物検出法に関する研究

　新たに樹立した２種のモノクローナル抗体を用いてメ

ダカビテロゲニンの�����法による全自動分析法およ

びプレート法を確立した。また，陸水系のバイオモニタ

リング手法の構築のため，ワカサギの卵巣からイオン交

換クロマトフィによりビテロゲニン画分を分取し，これ

を免疫源として抗ワカサギビテロゲニン抗体を作成し

た。精製品の分子量は，��������による測定では

１２０���であり，リポビテリンが主成分と思われた。ウ

エスタンブロッティングの結果から，本抗体は�２曝露

した雄ワカサギの血漿中に特異的に誘導される免疫原と

同一分子量のタンパク質，および雌に発現するビテロゲ

ニンと反応していることを確認した。メダカビテロゲニ

ン全自動���測定法と同様の方法で，肝臓ホモゲネート

をサンプルとするワカサギビテロゲニンの測定系を構築

した。測定範囲は０．３�６０．０�����再現性は測定内の変

動口２．７～９．０％，測定間の変動は３．５�５．３％と良好で

あり，希釈直線性試験の結果は９３．９�１０３．４％であった。

本法におけるビテロゲニン最小検出濃度（２��法）は
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０．０８�����となった。また，３つの湖沼において産卵

時のワカサギを採取し，肝臓ホモゲネート中のビテロゲ

ニン濃度を測定した。１つの湖沼で雄のワカサギに検出

例が見られたが，産卵期の雌の影響である可能性も報告

されており，今後，雌雄のビテロゲニン量のベースライ

ンやその季節変動に関するデータの収集と解析が必要で

あると考えられた。

　イーストを用いた��������	
������によるエスト

ロゲンアッセイでは，その簡便化，高感度化のための改

良を行ない，９６ウェルマイクロプレートと化学発光法

を組み合わせることにより，多試料を迅速かつ高感度に

測定できる手法（���������）を開発した。本年度は，

リガンドである�２と試験化学物質のエストロゲンレセ

プターへの競合反応を行い，�２の強いアゴニスト作用

（転写活性化）を試験化学物質がどの程度抑えるかを調

べる，エストロゲンレセプター遺伝子を導入した酵母を

用いるエストロゲン・アンタゴニスト試験法を検討した。

アンタゴニスト試験においてはウェル内の培地にあらか

じめ�２を６００��（１６３���）になるように添加した。試

験化学物質，�２，及び酵母浮遊液の入ったプレートは

４時間培養し，試験化学物質と��との競合反応を行っ

た。濃度に依存したβ�ガラクトシダーゼ量の抑制が認

められる試験化学物質について，４０％以上の抑制を示し

た物質をアンタゴニスト物質として，その５０％抑制

（影響）濃度（��５０）を求め活性値とした。酵母への

毒性作用によってβ�ガラクトシダーゼ量が抑制された

のではないという証明のために，レセプター非依存で

β�ガラクトシダーゼを発現する遺伝子組み換え酵母を

用いた酵母毒性試験法（���������と略す）を開発し，

アンタゴニスト試験と同じ試験濃度領域で試験すること

により，評価を行った。また，併せて，試験化学物質を

ラット肝�９により代謝して試験する代謝化試験（��９

����と略す）も行った。���������によるアンタゴニ

スト試験システムの有効性について，乳癌の抗癌剤とし

ても知られ，エストロゲン・アンタゴニスト作用がある

タモキシフェンの水酸化体である４�ヒドロキシタモキ

シフェン（���）を用いて試験を行った。���は，そ

のままの試験（－��９����）では試験した濃度の

５，０００��以下で，濃度に依存したアンタゴニスト活性

が認められた。５０％抑制（影響）濃度（��５０）は

１，１００��（４３０���）であり，この試験濃度領域では酵母

に対する毒性は認められなかった。一方，代謝化試験

（＋�９�����）では試験した５００��以下で，濃度に依存

したアンタゴニスト活性が認められ，��５０は２３０��

（８９���）であった。酵母アッセイによるアンタゴニス

ト試験においては，���を陽性対照として利用できる

ことがわかった。環境省が優先的にリスク評価を行うと

選定した化学物質１７種類について，酵母によるエスト

ロゲンアゴニスト活性とアンタゴニスト活性，および

��������法による受容体結合能を試験した。アゴニス

ト活性が認められた試験化学物質はフタル酸ブチルベン

ジル，４��ノニルフェノール（��），����オクチルフェ

ノール（��），及びビスフェノール�（���）の４物質

が－�９����で陽性を示し，���は，＋�９����では－�

９����より弱い陽性を示した。一方，アンタゴニスト活

性はトリフェニルスズ（���），フタル酸ジシクロヘキ

シル，トリブチルスズ（���）の３物質が－��９����で

陽性を示し，���，��，��，及び���の４物質が＋�

９����で陽性を示した。

〔備　考〕

（２）バイオアッセイを用いた水環境試料中の環境ホル

モン作用のモニタリングとそのリスク評価

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３０９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕白石不二雄（内分泌かく乱物質及びダイオキ

シン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・白石寛明

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕これまで，環境ホルモンのモニタリングは，

河川等を中心に環境ホルモン作用が疑われているビス

フェノール�，フタル酸エステル類など検出頻度の高い

物質をターゲットにした機器分析によるモニタリングが

中心であった。機器分析によるモニタリングは，個々の

物質の濃度を把握することは可能であるが，環境試料全

体に内存するリスクを評価することは難しい。そこで，

バイオアッセイの手法を用いて水環境試料の内分泌かく

乱作用をモニタリングすることにより生態系に与えるリ

スク評価を試みる。

〔内容および成果〕

　岩手県内の事業所排水２１検体，ゴルフ場排水５検体，

産廃処分場浸出水２検体，河川水８検体の計３６検体に
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ついて，固相抽出法により抽出を行い，酵母エストロゲ

ンアッセイ法を用いて，エストロゲン・アゴニスト活性

及びアンタゴニスト活性を調査した。事業所排水の中

で，屎尿が含まれていることがわかっている検体から，

エストロゲン・アゴニスト活性が検出されたが，＋�９�

����でその活性が消失することより，多くはエストラジ

オール関連の体内ホルモンであることが示唆された。一

方，クリーニング工場排水から，比較的強いアゴニスト

活性が認められ，＋�９����でも消失しないことよりエ

ストラジオール以外の化学物質の関与が示唆された。ま

た，製紙工場排水からは，比較的強いアンタゴニスト活

性が検出された。今後，継続して調査する予定である。

〔備　考〕

共同研究機関：岩手県環境保健研究センター

共同研究者：高橋　悟（環境科学部）

当課題は地環研共同研究と関連

（３）廃棄物埋立処分に起因する有害物質による環境影

響評価に関する研究

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３１０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕白石寛明（内分泌かく乱物質及びダイオキシ

ン類のリスク評価と管理プロジェクトグルー

プ）・白石不二雄

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕埋立処分場からの浸出・漏出水による生態系

やヒトへの影響が危惧され，現在，処分場の実態調査が

実施されている。本研究では，埋立処分場排水の内分泌

かく乱作用や遺伝毒性と化学物質の関係を，処分場の埋

立物，排水処理などの観点から解析し，環境への影響に

ついての知見を得ることを目的としている。

〔内容および成果〕

　処分場の浸出水から検出例が多い環境ホルモンのビス

フェノール�やアルキルフェノール類の挙動を機器分析

により，合わせて全体のエストロゲン活性を酵母エスト

ロゲンアッセイ法で測定した。また，排水の急性毒性を

発光細菌毒性試験法により，遺伝毒性を発光細菌遺伝毒

性試験法（��������）により測定した。三年間にわた

る継続調査の結果，処分場排水は活性汚泥等の排水処理

により化学成分や遺伝毒性，エストロゲン活性に減少が

認められた。しかしながら，強い遺伝毒性を示す浸出水

も多く，エストラジオール関連物質が比較的高濃度に存

在している下水流入水より高いエストロゲン活性を示す

処分場浸出水もあり，���ＭＳなどによる化学分析で

は説明できない処分場が多く存在した。

〔備　考〕

共同研究機関：長野県衛生公害研究所

共同研究者：笹井春男・細井要一・小口文子（環境化

学部）

（４）エストロゲン様物質塩素置換体の内分泌攪乱作用

発現機作の解明に関する研究

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３１１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕白石不二雄（内分泌かく乱物質及びダイオキ

シン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・白石寛明

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕水環境中で高い頻度で検出されているビス

フェノール�（���）やアルキルフェノール（��）類は

エストロゲン様物質であるが，水酸基を有することから

塩素処理により塩素置換体の生成が予測された。そこ

で，これらの一連の塩素置換体を合成して，そのエスト

ロゲン活性を測定することにより，内分泌攪乱作用発現

に係わる構造活性相関を評価する。その得られた成果を

水質評価や対策の基礎資料とすることを目的とする。

〔内容および成果〕

　���，��類及びそれらの塩素置換体についてエスト

ロゲン活性を酵母��������	
アッセイ法を用いて代謝

活性化の有無（＋��９�����と－��９�����）の両条件で試

験した。塩素置換により，－��９������では��類は活性

が弱まり，逆に���は強まることが示された。���が

水酸基のオルト位への塩素置換により活性の増強を示し

たことは新たな知見であり，活性発現機構を考察する上

で重要であることが示唆された。

　上記試験法を環境水へ応用し，富士市・田子の浦港へ

の工場排水が強いエストロゲン・アンタゴニスト活性を

示すことが明らかとなった。現在，排水中のアンタゴニ

スト活性を示す物質の特定を試みている。

〔備　考〕
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共同研究機関：静岡県環境衛生科学研究所

共同研究者：深澤　均・渡邊雅之（環境科学部）

（５）廃棄物埋立処分に起因する外因性内分泌攪乱物質

による環境影響評価に関する研究

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３１２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕白石不二雄（内分泌かく乱物質及びダイオキ

シン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・白石寛明

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕廃棄物埋立処分場からの浸出・漏出水は排出

基準に基づき，化学的成分の分析が行われ，その結果に

より対策がなされている。しかしながら，化学分析のみ

では総合的な評価を行うことは不可能であり，一手法と

して，バイオアッセイを用いることは有効と考えられ

る。本研究では，産業廃棄物最終処分場からの排水（浸

出水及びその処理水）と周辺河川水・地下水について酵

母エストロゲンアッセイ法を用いてエストロゲン活性の

モニタリングを行い，バイオアッセイ法による環境への

影響評価を試みる。

〔内容および成果〕

　京都府内１２カ所（管理型７，安定型５処分場）の排

水及び周辺環境水を含めた１２７検体についてエストロゲ

ン・アゴニスト活性を調べた。浸出水及び浸透水は，ほ

とんどの処分場からエストロゲン活性が見いだされ

（８０％以上），処分場の立地条件や代謝化試験（＋�９�

����）の結果から，それらの活性は人畜の排泄物由来で

はなく，化学物質によるものと推察された。処分場に

よっては，非常に高い値（�２換算；２７０���）を示すと

ころも見られた。年間を通じて調査した管理型処分場に

おいては，夏から秋にかけて浸出水中のエストロゲン活

性は弱まる傾向を示した。さらに，例数を増やして検討

中である。

〔備　考〕

共同研究機関：京都府保健環境研究所

共同研究者：中嶋智子・太田真弓・井上　壽（環境衛

生課）

�

（６）野生生物の生殖に及ぼす内分泌かく乱化学物質の

影響に関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��１６６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合対策に関す

る研究

〔担当者〕堀口敏宏（化学環境研究領域）・白石寛明・

� 白石不二雄・高木博夫・春日清一・鑪迫典久・

早川洋一

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕我が国に生息する巻貝類，淡水魚類，海産魚

類，鳥類などの野生生物における個体数減少，性比の変

化あるいは生殖器の奇形などの生殖に関する種々の異常

の有無並びにその程度について多角的に検討し，何らか

の異常が認められる場合にはそれがその種の個体群に及

ぼす経世代的影響を推定して評価するとともに異常をも

たらした原因の究明に努める。

〔内容及び成果〕

　本年度の「野生生物の生殖に及ぼす内分泌かく乱化学

物質の影響に関する研究」の中で得られた成果は，主と

してアワビ類の内分泌かく乱現象に関するものであり，

そこでは有機スズ化合物（トリブチルスズ�����及びト

リフェニルスズ（����））がアワビ類に内分泌かく乱

現象を引き起こすことを室内実験によって確認した。そ

の概要を以下に述べる�

　１）有機スズ化合物に曝露されたメガイアワビの生殖

巣における組織学的変化

　筆者らは１９７０年代以降のアワビ資源の減少に再生産

をめぐる何らかの異変（内分泌攪乱現象）が関与してい

るとの仮説を立てて１９９４年から野外調査と移植実験を

継続してきた。その結果，漁獲量激減海域（�海域）で

漁獲されたマダカアワビとメガイアワビにおいて雌雄間

での性成熟盛期の不一致や卵巣での精子形成が見られ，

また組織中の有機スズ濃度が対照海域（�海域）のそれ

よりも有意に高いことが明らかとなった。さらに，�海

域のメガイアワビを�海域の造船所近傍に移植して７ヵ

月間の�������曝露試験を行ったところ，組織中有機スズ

濃度の顕著な上昇とともに約９０％の雌で精子形成など

の雄性化が認められた。

　本研究では，これらの知見に基づいて，メガイアワビ

に対する���と����の２ヵ月間の流水式連続曝露試
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験を実施し，体内への有機スズ化合物の取り込みを化学

分析（プロピル化�������法）によって明らかにする

とともに，卵巣において精子形成が引き起こされるかに

ついて生殖巣組織標本を作製（ゲンドル液固定，パラ

フィン包埋，��染色）して精査した。またその他の組

織学的異常についても生殖巣組織標本を精査して検討し

た。

　その結果，曝露群では曝露した���もしくは����

の有意な蓄積が見られ（���について�＜０．０１，����

について�＜０．０５），特に神経中枢である神経節を含む

頭部においてその濃度が高かった（���及び����に

ついて�＜０．００１）。また���もしくは����曝露群に

おいて卵巣における精子形成が有意に認められた

（���及び����について�＜０．０１）。本実験期間中，

供試個体に疾病によると思われる所見はなかった。対照

群では卵巣における精子形成が見られなかった。なお，

���もしくは����曝露群の卵巣における精子形成量

は少なかった。これは供試したアワビが発生初期のもの

や稚貝ではなく成貝であったにもかかわらず，曝露期間

（実験期間）が２ヵ月間と比較的短期間であったためと

推察された。また���もしくは����曝露群では萎縮

した初期卵母細胞も有意に見られた（���及び����

について�＜０．０１）。����曝露群では２種類の不明細

胞群も有意に観察された（������について�＜０．０１，

������について�＜０．０５）。また���もしくは����曝

露群の雄の精巣においては有意な組織学的変化が見られ

なかった。���もしくは����曝露によるメガイアワ

ビの卵巣での精子形成は，中腹足類や新腹足類のインポ

セックスと質的に同等の雌の雄性化現象であると考えら

れた。腹足類の神経中枢である神経節からは生殖を制御

する種々の神経ペプチドが分泌されていることが知られ

ているため，頭部における高濃度の有機スズ（���及

び����）の蓄積がこれらの神経ペプチドの分泌等を攪

乱して上述の組織学的変化の誘導に帰結した可能性が示

唆された。

　２）閉鎖性水域や湖沼等に生息する野生生物における

内分泌かく乱の実態解明

　霞ヶ浦や諏訪湖等のワカサギやヒメタニシ，東京湾の

コノシロ等に対する内分泌かく乱の実態解明を目指した

フィールド調査を実施し，生殖巣組織標本の作製及び検

鏡，種々の試料に含有されるビテロジェニンや性ホルモ

ン，内分泌かく乱化学物質に関する化学分析を行った。

　このうち，東京湾の羽田沖で２０００年３月に漁獲され

たコノシロでは，雄７３個体中の３個体で精巣卵が観察

された�東京湾でも富津沖で漁獲されたもの（４１個体）

や相模湾の逗子沖（３４個体）あるいは浜名湖（６２個体）

産のコノシロでは精巣卵が観察されなかった�これまで

の調査の結果，東京湾産マコガレイの一部の個体におい

ても精巣卵が観察されてきたことから，内湾域に生息す

る雄の魚類に組織異常を伴う内分泌かく乱現象が発生し

てきた可能性がある。

〔備　考〕

（７）内分泌かく乱化学物質の脳・神経，免疫系への影

響評価に関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��１６７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔担当者〕森田昌敏（統括研究官）・三森文行・梅津豊司・

山根一祐・今井秀樹・黒河佳香

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕環境ホルモン化学物質がヒトの脳・神経系に

影響を与えるのではないかとの懸念がある。本研究はこ

れらの化学物質の脳・神経系への影響を評価するための

測定・解析手法の開発を目的とする。このため，ヒトや

実験動物を対象とする超高磁場���測定法の研究，実

験動物を用いる行動試験，神経生化学的試験法の評価と

体系化を行い，環境ホルモン化学物質が脳・神経の機能

や代謝に及ぼす影響の評価法を整備することを目標とす

る。

〔内容および成果〕

　���を用いる研究においては，環境ホルモン等の化学

物質が脳の代謝機能に及ぼす影響を������スペクトル

を用いて定量的に評価するための実験動物評価系の構築

を行った。本法ではラット片脳の血液脳関門を開き，頚

動脈経由で対象とする化学物質を脳内に直接投与し，そ

の代謝物への影響を������法で評価するものである。

脳の矢状断，冠状断画像に基づいて右ないし左脳内に５

×５×６��（１５０�μ��）の領域設定を行い，������スペ

クトルを測定する方法を確立した。この方法を用いてグ

ルタミン酸，カイニン酸，ドーパミン等の神経伝達物質

を頚動脈経由で脳内に直接投与を行い，その脳代謝への
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影響を調べた。グルタミン酸，カイニン酸では，脳内代

謝物の変動は見られなかったが，ドーパミン投与では，

メチル基領域で新ピークが出現することを観測した。ま

た，人体用���装置の基盤整備，性能向上をはかった。

　行動試験法の研究においては，胎児期及び乳児期に甲

状腺ホルモン合成阻害薬であるプロピルチオウラシル

（���）を与えたマウスを作製し，この動物を甲状腺ホ

ルモン欠乏モデルとして各種の行動試験法を適用した。

運動活性試験において，このマウスは成長後運動活性の

亢進を示した。ドーパミン再取り込み阻害薬であるブプ

ロピオンを投与するとマウスの運動活性は増加するが，

���処置動物では，その感受性が増大していた。そこ

で脳内ドーパミン及びセロトニンとその代謝物を測定し

たところ，脳の様々な部位で変化がみられた。運動活性

亢進との関係を調べたところ，線状体におけるドーパミ

ンの代謝回転と運動活性との間に強い関連性があること

が示唆された。

　神経生化学的試験法を用いる研究においては，成熟動

物の生体に有機錫化合物を投与して海馬傷害を引き起こ

し，同領域のアポトーシスと神経再生の関連およびこれ

らに対するグルココルチコイドの役割の検討を実施し

た。�この結果，副腎切除術より内因性のグルココルチ

コイド産生を抑制した動物については�海馬歯状回の上

部顆粒細胞層に優位にアポトーシスが観察され，有機錫

化合物投与の場合にその数は下部顆粒細胞層の方が優位

であった。副腎切除術および有機錫化合物�投与双方の

処置を行った動物の脳おいてはその数は相乗効果的に増

加した。細胞新生はアポトーシスが生じている部位を取

り囲むような分布を呈することを免疫染色法により明ら

かにした。

〔備　考〕

（８）内分泌かく乱化学物質の分解処理技術に関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��１６８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔担当者〕安原昭夫（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・橋本俊次・中宮邦近

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕ダイオキシン類や���などの有機塩素化合

物を中心とした内分泌かく乱化学物質による環境汚染を

修復することは，これからの循環型社会の形成にとって

極めて重要かつ緊急の課題である。本研究では，これら

の内分泌かく乱化学物質で汚染された土壌などを対象と

して，以下の手法による内分泌かく乱化学物質，特にダ

イオキシン類を中心に効率的な分解処理技術の開発を行

う。（１）高温・高圧の熱水による抽出・分解　（２）超

音波照射による分解　（３）微生物による分解。

〔内容および成果〕

（１）高温・高圧の熱水による抽出・分解については，

現在も実験中であるが，今までの成果をまとめると，次

のようになる。ここで研究した水熱反応を利用して土壌

中のダイオキシン類を効率よく除去できることが証明さ

れた。除去されるダイオキシン類は，単に水に抽出され

るだけでなく，容器中で一部が分解することが確認され

た。除 去 率 は，３５０℃，２５０気 圧 の 場 合，����が

９９．３％，����が９８．７％，������が９１．４％ で あ っ

た。また，洗浄水からは，それぞれ６．５％，１６．５％，

７９％の����，����，������が検出されたが，検出

されなかった残りの部分は，分解したものと判断した。

また，除去率には，ダイオキシン類の異性体あるいは同

族体によって違いが見られた。土壌中のダイオキシン類

同族体組成は洗浄前には高塩素置換体が多かったが，洗

浄後には低塩素置換体の量及び割合が増加していた。な

お，洗浄水中ではさらに低塩素置換体が中心の組成と

なっていた。条件を変えた実験でも，同様の結果が得ら

れており，脱塩素反応が起きている可能性が示唆され

た。

（２）超音波照射による分解については，いくつかの有

機塩素化合物を対象に実験を行ったが，２００���，

２００�出力の超音波照射では４時間でたかだか数％が分

解するにとどまり，画期的な分解には至らなかった。現

在，添加物を加えて分解率の向上を検討している。

（３）微生物による分解では，当研究所の敷地内にある

林あるいは公園の土壌数１０サンプルから，１３０℃ で培

養されてくる微生物を集積したところ，いくつかのロッ

トに微生物が増殖していることを顕微鏡下で確認でき

た。ビスフェノールＡを基質として培養を行ったとこ

ろ，１２時間で約９５％が消失することが分かった。この

時，培養液中から微生物が確認された。また，ブランク

の培地には微生物が存在しなかったことを考慮した結
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果，この菌体はビスフェノールＡを基質として増殖した

ものと思われた。ノニルフェノールに対しては，ブラン

クのノニルフェノールと培養液を添加したものについ

て，その消失速度はほぼ同等であり，菌体接種した効果

を見ることができなかった。しかし，１２時間培養後の

培養液には微生物の増殖が確認された。このことから，

少なくともノニルフェノールの分解物を基質として増殖

する微生物の存在が確認された。

〔備　考〕

（９）内分泌攪乱化学物質等の管理と評価のための統合

情報システムに関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��１６９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔担当者〕鈴木規之（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・桜井健郎・田邊　潔（化学環境研究

領域）・森口祐一・松橋啓介・中杉修身

〔期　間〕平成１３年～１７年（２００１～２００５年度）

〔目　的〕内分泌かく乱化学物質等の評価・管理・影響

等について考えられる事象についての情報システムを整

備し，環境リスクの総合的な管理に役立つツールを作成

することである。

〔内　容〕

　本課題は，多様な環境リスクの管理に関して，さまざ

まな主体の参加のもとでの科学的知見に基づく透明な意

思決定を支援するための�①環境リスク要因物質の環境

排出推計モデルの開発　②環境中動態モデル�暴露評価

モデルの開発　③環境リスク評価�管理のための統合

データベースの構築　④多様な環境リスク管理のための

コミュニケーション手法に関する研究を研究構想全体と

して実施する。このうち，特に本年度の本課題では，②

環境中動態モデル・曝露評価モデルの開発，を主に化学

物質環境リスク研究センターとの共同により，①排出推

計モデル開発の一部を，主に��２．５���研究プロジェ

クトとの共同により，実施している。

　なお，環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト

のほか，標記のように，化学物質環境リスク研究セン

ター，化学環境研究領域，社会環境システム研究領域，

��２．５���プロジェクト等多くの領域の研究者による

共同研究であり，各領域からの実質的に分担代表者的活

動を行っている研究者のみを担当者として記載した。特

に，本テーマの多くは化学物質環境リスク研究センター

との共同担当プロジェクトである。

〔研究および成果〕

　内分泌かく乱化学物質等のリスク評価と管理のための

統合情報システムとして，最終的に一体のシステム開発

を行うことを目標として，このうちの幾つかの部分を本

年度継続ないし着手するとともに，統合情報システムの

共通システム開発についても３）のように継続して開発

している。

　１）ダイオキシンに関するケーススタディとして，前

年度までに実施した，発生源情報および環境濃度情報の

整備を利用し，地理統計解析手法による検討を行った。

厚生労働省および経済産業省による排出量調査等の資

料，また，環境濃度については，環境省が実施した一斉

調査から昨年度までに作成した大気，土壌，水質等につ

いてのデータを利用し，���による異性体組成表示，地

理統計解析を用いて統計補間等の検討を行い，モニタリ

ングデータに基づく環境状況把握の新たな方法論を模索

している。こうして整備した情報を用いて，発生源の分

布と，大気中および土壌中濃度分布との地理的関係の解

析を実行している。観測点から一定距離範囲内にある発

生源の排出量を集計することににより，排出量と環境中

濃度の相関を求める解析などを引き続き実施してきた

が，地理統計手法と合わせ，���と一般的統計解析連携

のための技術的検討を完了し，新たに地理統計および空

間集計統計に基づく統計的解析を試みる予定である。

　２）曝露評価の観点から，既存の多くの環境挙動モデ

ルに加え，一定の地理的分解能を持つ多媒体モデルの必

要性があると理解される。このことから，流域－グリッ

ド複合型の地理的分解能を持つ多媒体環境動態モデルの

設計を行い，また，流通経路を考慮した曝露評価に関す

る予備的検討を開始した。上記の多媒体環境動態モデル

は，化学物質環境リスク研究センターとの共同により開

発中の河川水質モデルと密接な構造的関係を持って設計

され，基本的に共通のデータ基盤上に複数のモデルを構

築する実例の一つであり，新たな技術的試みであると考

えている。今後，当初ダイオキシン類について，次いで

����対象物質のうち情報の整備が完了したものについ

て順次ケーススタディーを実施する予定である。
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　３）統合情報システムを用いた解析およびシステム開

発として，河川関係のデータの収集および解析ツールの

整備として，国土交通省および環境省が河川について

行った水質調査，魚類調査などの調査データを���に入

力・表示し，プラスチック添加剤，人畜由来の物質など

による汚染の地理的分布状況把握を継続するとともに，

これと流域の状況との関連の基礎的解析を継続して実施

した。

　排出推計モデルとして，４７地域間産業連関表と地理

情報システムを用いた分析による経済指標からの排出イ

ンベントリーモデルの構築を検討した。

　内分泌撹乱物質の生態系への影響を考える上で河川水

は重要な媒体であることから，河川水中濃度と流域の発

生源との関係を解析するため，���上で河川流域ごとに

発生源を集計し，観測地点を指定することによりその上

流域の発生源負荷を積算する機能の開発をほぼ完了し

た。

　また，河川水質予測モデルを���上に構築するため，

単位流域に基づき，河川水質モデルの構築基盤となる河

川構造データベースおよび３種類の河川水質予測モデル

基本設計を行い，���上への組み込み手法を検討した。

設計完了後のデータベース・システムの実際の構築等は

主に化学物質環境リスク研究センターのⅣ．３．４（５）

としているが，本課題によって技術的開発の行われた河

川モデルを全国に統一的かつ���上の操作によって実行

可能なモデルの最初の実例としてのシステム開発であ

り，化学物質環境リスク研究センターにおける行政対応

型課題に貢献するための基盤技術開発としての役割を果

たしたと考えている。

　これらすべての機能を統合情報システムとして集積し

するためのシステム開発を継続して実施している。これ

も主に化学物質環境リスク研究センターの課題としてい

るが，本課題で実施した基盤技術開発，および内分泌か

く乱化学物質に関する固有の成果が有効に機能し，本課

題としての開発成果を十分に反映するよう，主にリスク

センターにおいて本課題と一体として共同研究を実施し

ている。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．３．４（５）と密接に関連�

（１０）内分泌撹乱化学物質による脳機能障害の分子機構

の解明

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��１９１

〔担当者〕石堂正美（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕最近，自閉症患者数が極めて多いことが分

かってきた。注意欠陥多動性障害や自閉症を含む広範性

発達障害は学齢期の学習障害や多動症を特徴とし，成人

してからもコミュニケーションの困難さを有する。いず

れの疾患も脳機能の障害であり，社会的に大きな問題と

なっている。一方，内分泌攪乱化学物質が脳神経系の機

能に影響を及ぼす可能性が指摘され始めているが�その

詳細については未だ不明なところが多い。子供の脳が最

も発達する時期である妊娠中や授乳期に内分泌攪乱化学

物質が子宮内暴露や母乳によって摂取される可能性は充

分考えられる。本研究では，内分泌攪乱化学物質を幼弱

ラットの脳内に直接投与した場合に生じる脳の発達障害

を行動学的に探索するスクリーニングの系を開発するこ

とを研究目的とした。

〔内容および成果〕

　生後５日齢の雄性ラットに内分泌攪乱化学物質を大槽

内投与し，４～５週齢における自発運動量を測定した。

同様に６��ヒドロキシドーパミンを投与してドーパミン

作働性神経の発達を阻害することにより，多動性障害モ

デル動物を作製した。その結果，内分泌攪乱化学物質の

なかには自発運動量を有意に増加させるものが存在する

ことが明らかになった。この過活動は，多動性障害モデ

ル動物が示す多動と同様のパターンを示した。これらの

結果は，内分泌攪乱化学物質がドーパミン神経の発達障

害を引き起こす可能性を示唆するものであった。

　以上のように，本研究において内分泌撹乱化学物質の

脳神経系に及ぼす影響を行動レベルで検出できる系が確

立された。

〔備　考〕

（１１）有害化学物質の測定技術および測定手法に関する

研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０１��０３９
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〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕藤井敏博（化学環境研究領域）

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕環境を正確に把握するという立場から，有害

化学物質の測定技術および環境の質を的確に計測し評価

する為の計測手法の確立を目的とする。コンピューター

ケミストリーを含むシーズ的，先駆的研究を行う。

〔内容および成果〕

　１）���イオン付加反応を利用した質量分析法によ

る，銅錯体（��������	
，��（����）（����））の測定

法を確立した。���０�等のマイクロ波放電プラズマ中に

種々の���の存在を確認した。大気中でのこれらの化

学種の挙動のシュミレーションを行った。

　２）密度汎関数法により，ダイオキシン類の毒性評価

システムの開発を行った。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．３．３にも関連

（１２）海産無脊椎動物の内分泌撹乱並びに生殖機能障害

に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��０４３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕堀口敏宏（化学環境研究領域）・白石寛明

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕いくつかの化学物質により生物の内分泌及び

生殖に撹乱が引き起こされることが知られており，一部

の野生生物においてはすでに異常が顕在化している。し

かし，国内の野生生物における内分泌撹乱や生殖機能障

害及びそれに起因する個体数減少については不明な部分

が多い。ここでは外因性内分泌撹乱化学物質（環境ホル

モン）の影響を最も受けやすい生物群と考えられる水生

生物，特に海産無脊椎動物を対象に内分泌撹乱の実態把

握と原因究明及び機構解明を目指す。

〔内容および成果〕

　船底防汚塗料などとして使用されてきた有機スズ化合

物（トリブチルスズ（���）及びトリフェニルスズ

（����））が���レベルのごく低濃度でも特異的に作用

して腹足類にインポセックスを引き起こすことが知られ

ており，筆者らは，１９９０年以降，邦産腹足類における

インポセックスと有機スズ汚染に関する野外調査と室内

実験を行ってきた。ここでは最近３ヵ年に実施されたイ

ボニシのインポセックスと有機スズ汚染に関する全国調

査の結果を報告し，論議する。

　１９９９年１月から２００１年１０月までに全国の１７４地点

で採集されたイボニシ試料を用いて既報��に準じた解剖

学的な観察を行い，各地点におけるインポセックスの出

現 率，相 対 ペ ニ ス 長 指 数（���������	�
�����
���

��������	
������），輸精管順位指数（����������	��

�����������	�
�������	�
）及び陰門閉塞個体の出現

率を算出した。また一部の試料の生殖巣組織から病理標

本を作製（ゲンドル液固定，パラフィン包埋，ヘマトキ

シリン・エオシン（��）染色）し，光顕で観察した。さ

らにイボニシの全組織中に含まれる有機スズ（ブチルス

ズ及びフェニルスズ）化合物の濃度を既報�）に準じて

分析・測定した（プロピル化�������法）。また過去の

調査結果との比較により，イボニシにおける有機スズ汚

染レベルとインポセックス症状の経年推移について検討

した。�����������	������������，７４，６５１�６６９（１９９４）

　概して，インポセックスは全国的になお広範に観察さ

れたが，ペニスの発達の程度は小さく，��������	は多

くの地点で４０を下回った。しかしながら，輸精管の形

成及び発達がペニスのそれに先行して進むため，ペニス

が小さくても輸精管の形成が完了している個体が多く，

��������	が４を上回る地点が多かった。またペニスは

短いが���が５もしくは６と判定される不妊（産卵不

能）個体が，低頻度ながら，各地で観察された。イボニ

シのインポセックスでは輸精管の発達に伴う周辺組織の

増成により陰門が閉塞して産卵不能に至るため，輸精管

の発達の程度を詳細に観察する必要がある。また造船所

や漁港，養殖場の近傍や船舶航行量の多い複数の調査地

点（例えば，神奈川，兵庫，岡山，徳島，愛媛，福岡，

長崎など）で���が５を上回る不妊（産卵不能）個体

がなお多数観察され，卵巣での精子形成を認める重篤な

症状の個体も見られた。イボニシ全組織中の����濃度

は２０����湿重を下回る地点が多かったが，長崎港のほ

か，瀬戸内海や鳴門海峡，関門海峡などの複数の地点で

４０����湿重をなお上回った（最高濃度：１７４．２����湿

重）。イボニシの全組織中���濃度も２０����湿重を下

回る地点が多かったが，三浦半島や瀬戸内海，鳴門海峡

及び関門海峡，長崎港などの複数の地点で４０����湿重

を上回った（最高濃度：３２９．０����湿重）。また，兵庫や

徳島，高知，愛媛，長崎などの一部の地点では局所的に
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���の高レベル汚染が見られるなど，いわゆる有機ス

ズ汚染の“��������”が各地で観察された。またイボニ

シ全組織中の����濃度に関しては，概ね，各地点で引

き続き経年的に減少する傾向が見られたが，���濃度

に関してはさまざまであり，多くの地点で経年的に緩や

かに低減しつつあった反面，ほぼ横這いと見られる地点

もあり，また２，３の地点では経年的にその濃度が上昇

した。

〔備　考〕

（１３）環境中における暴露シナリオに基づいた化学物質

（�２，農薬類など）のメダカ繁殖に及ぼす影響

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０２��１８２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕畠山成久（生物圏環境研究領域）・菅谷芳雄・

高木博夫

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕国内各所の野外調査によると，魚類の雄にビ

テロジェニン（以下，����）が検出され，また極端な場

合雄の精巣に卵細胞が形成される事例（����������）が

報告されている。しかし，それが直ちに魚類の繁殖に影

響があるかどうかに関しては，いまだ明らかにされてい

ない。

　本試験では，メダカは本来水田周辺の環境に生息して

いたこと，また１７βエストラジオール（以下，�２）

が低濃度ながら，全国的に広く検出されていることか

ら，農薬汚染河川水に低濃度�２を添加し，雄メダカの

雌化が起こるかどうか，またその結果としての繁殖影響

の有無を評価することとした。

〔内容および成果〕

　試験魚として，卵の段階で雌雄が判別可能な，���

系統（名古屋大学から導入）を用いた。孵化後３日の雄

メダカ１６個体を，６日間農薬汚染河川水に暴露（河川

水は，２日毎に採水）した結果，それだけでは雌化が起

こらなかったが，河川水に，更に�２（１０，２０����）を

添加すると５月下旬から６月上旬にかけ，最大３０％の

個体が雌化した。この場合，雌化した個体の精巣には卵

細胞が顕著に形成され，また肝臓の���濃度は雌化しな

かった個体よりも桁違いに高いレベルで検出された。雌

化した時期，調査した河川の水は多種の除草剤で汚染さ

れる時期である（数年前までの調査結果による）。除草

剤汚染によりメダカの�４５０薬物代謝活性が高まり，そ

れが�２の代謝を変化させ，性転換を起こしたと考察さ

れるが，その証明は今後の課題である。

〔備　考〕

共同研究者：若松祐子（名古屋大学）

　　　　　　石川英津（国土環境㈱環境創造研究所）

（１４）水生生物の繁殖に及ぼす化学物質の影響評価試験

法に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００１��１３２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕畠山成久（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕内分泌化学物質の環境中濃度は低く，またそ

の汚染も複合的であり，水生生物に及ぼす繁殖影響も一

世代以上にわたる試験法が望まれる。また，暴露の方法

も，化学物質によっては水中からよりも食物連鎖，また

は底質からの影響が大きい場合も想定される。また，環

境ホルモンの影響で魚類の雌雄比が変化した場合，性転

換を受けなかった個体の繁殖影響の有無に関しても情報

はほとんどない。今年度は，���系統メダカを用い，

孵化後の早い時期に幼魚を１７βエストラジオールに暴

露し，雌化に感受性に高い時期，過半数が雌化した場

合，雌化しなかった個体，及び雌化した雄の繁殖能力等

を試験した。

〔内容および成果〕

　試験魚として，卵の段階で雌雄が判別可能な，���

系統（名古屋大学から導入）を用いた。本系統のメダカ

は，通常のヒメダカに比較し口器が小さく，孵化直後ア

ルテミアを補食できないため，孵化後４～５日間は淡水

ワムシを培養して餌とした。本実験の暴露条件

（２００����，２日間値）であるが，雌化に感受性の高い

時期は孵化後７日以内であること，また過半数の雄が雌

化した暴露条件でも，雌化しなかったものはそれが親に

なった場合，正常雌に対する繁殖能力（受精率）は低下

しなかった。しかし，雌化した雄を正常な雄と対にした

場合は，その産卵数よりも受精率に有意な低下が認めら

れた。親メダカから化学物質に暴露し，その受精卵を得

て，すでに卵に蓄積している化学物質のメダカ性転換に
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及ぼす試験法の検討を開始した。

〔備　考〕

共同研究者：若松祐子（名古屋大学）

　　　　　　石川英津（国土環境（株）環境創造研究所）

（１５）酵母アッセイシステムを用いた�９代謝化内分泌

かく乱物質の検出と化学構造の決定

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１８１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕白石不二雄（内分泌かく乱物質及びダイオキ

シン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・白石寛明・佐野友春・彼谷邦光

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕内分泌かく乱化学物質は生体に取り込まれる

と細胞内のホルモンレセプターに結合して蛋白合成を促

進したり，あるいは逆に生体内ホルモン（リガンド）の

結合を阻害するアンタゴニスト作用により，生体に悪影

響を及ぼすことが懸念されている。化学物質の中には，

生体内の薬物代謝酵素で代謝され（�９代謝化），ホル

モン様作用を発現する物質が産生されることを我々は酵

母アッセイのスクリーニングにより確認している。�９

代謝化において産生される化学物質は単一ではなく，

様々な構造形態が予想される。代謝物質のうち，活性を

示す物質の同定を行い，それらの活性を評価する。

〔内容および成果〕

　内分泌かく乱作用が疑われている化学物質について，

酵母エストロゲンアッセイにより抗エストロゲン作用を

示すアンタゴニスト物質をスクリーニングしたところ，

直接試験（－�９�����）ではアンタゴニスト活性は認め

られず，�９代謝試験（＋�９�����）で活性が認められ

るものが多数あることが明らかとなった。その一つとし

て，スチレン・トリマーの１�������１�４��（１�

�����������）�１，２，３，４����������	
������
�
�の�

９代謝化を行い，固相抽出法により濃縮したものについ

て液クロマトグラフィーによる分画を行ったところ，特

定の画分にアンタゴニスト活性を確認した。物質の構造

を特定するために，�９代謝物の生産量を上げるシステ

ムを構築中である。

〔備　考〕

（１６）重金属及びフタル酸エステル類の内分泌攪乱影響

の解明とバイオマーカーの開発

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１７７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕曽根秀子（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕本研究では，重金属及びフタル酸エステル類

の内分泌攪乱影響を解明し，健康影響の分子指標の探索

の一助とすることを目的とする。そのために本研究で

は，ヒト培養細胞，遺伝子改変動物や疾患モデル動物等

を用いて重金属及びフタル酸エステル類の内分泌攪乱影

響を解明し，影響解明の中からメカニズムに開発したバ

イオマーカーを探索，開発することを目標とする。

〔内容および成果〕

　全体計画は次のようである：低用量フタル酸エステル

曝露によるマウス雌生殖器への内分泌攪乱影響の解明及

びバイオマーカーの検索と開発（平成１３～１４年度）；疾

患モデル動物を用いた銅及び砒素の内分泌攪乱影響の解

明及び影響バイオマーカーの検索と開発（平成１４～１６

年度）；各種バイオマーカーの適用可能性の検討及び総合

リスク評価に利用可能なバイオマーカーの選択（平成

１６～１７年度）；このうち，本年度までの成果の概要は，

次のようである：低用量の����を雌マウスに曝露し，

卵巣中のエストロゲン受容体やテストステロンからエス

トロゲン変換酵素アロマターゼの発現量を調べた。その

結果，����の単回投与の高用量では，アロマターゼ発

現の阻害影響が認められた。

〔備　考〕

研究代表者：曽根秀子

共同研究機関：信州大学・筑波大学・北京大学

共同研究者：那須民恵・川野道宏・平林亜希（筑波大

　　学）・���������（北京大学）

（１７）淡水無脊椎動物の繁殖に及ぼす化学物質の影響

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１７６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕
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〔担当者〕多田　満（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕淡水無脊椎動物の繁殖に対する内分泌かく乱

化学物質等化学物質の影響を把握するために，水温や密

度条件などの生態的要因を変えることでいかなる影響を

及ぼすかを検討する。そのために本研究ではチカイエカ

等の実験個体群を用いた研究を行い，淡水無脊椎動物の

繁殖に対する内分泌かく乱化学物質等化学物質の影響解

明に資することを目標とする。

〔内容および成果〕

　実験室においてチカイエカ卵塊から幼虫，蛹，成虫ま

での飼育法の検討を行い，継代での飼育が可能となっ

た。１世代にかかる日数はおよそ２０日間であった。卵

塊の孵化率は８７．６％，幼虫の死亡率は８．５％，羽化率

は０．９７，性比（���）は１．１，産卵塊数は１１であっ

た。本種の実験個体群の繁殖に対する内分泌かく乱化学

物質の影響を把握するために，水温や密度条件などの生

態的要因を変えることでいかなる影響を及ぼすかを検討

した。まず，恒温器を用いて水温（１５，２３，３０，３３℃）

を変えて卵塊から幼虫，蛹，成虫までの試験法の検討を

行ったところ，１５℃ では卵の孵化から成虫の羽化まで

１ヵ月以上の期間を要した。また３０℃ では産卵数が減

少し，３３℃ では幼虫の死亡率が高まり羽化個体が見ら

れなかった。

〔備　考〕

共同研究者：掛川洋次・渡邉　泉（東京農工大学）

（１８）環境ホルモンの呼吸器・免疫系に対する影響

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１８５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕高野裕久（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・柳澤利枝

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕内分泌かく乱性化学物質（環境ホルモン）が

生殖系や神経系に及ぼす影響については研究が進行しつ

つある。しかし，その他の臓器あるいは系統に関しては

ほとんど検討は開始されていない。環境ホルモンの摂取

経路としては消化器系と共に呼吸器系が需要であり，環

境ホルモンが呼吸器系に及ぼす影響は速やかに取り掛か

るべき課題である。中でも，近年急増しつつあるアレル

ギー性呼吸器疾患と環境ホルモンの関連は注目に値す

る。本研究では環境ホルモンの経気道投与が呼吸器，免

疫系に及ぼす影響について検討を加える。

〔内容および成果〕

　マウスに環境ホルモンを経気道的に投与し，肺の

����とタンパクを採取し������，���������	�
�����

等の発現の変化を検討した。デイーゼル排気微粒子やそ

れらに含まれる内分泌かく乱作用を有しうる化学物質や

芳香族炭化水素は，濃度依存的に������の発現を

����レベルでも，タンパクレベルでも，誘導するこ

とが明らかになった。一方，デイーゼル排気微粒子やそ

れに含まれる化学物質，は���������	�の����の発現

を濃度依存性に抑制した。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．５．１にも関連

（１９）環境リスクの診断，評価およびリスク対応型

（���������	）の意思決定支援システムの構築

〔区分名〕文科��振興調整

〔研究課題コード〕０００２��００７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕兜　真徳（首席研究官）

〔期　間〕平成１２～１４年度

〔目　的〕環境リスクの適切な管理のために，その生起

する過程と頻度および生じる重大さに加えて，対策とし

て構想しうる範囲とその対策毎の効果を関係主体が認識

することを支援する「リスク対応型（���������	）の意

思決定支援システム」を構築することを目的とする。

〔内容および成果〕

　前年度は，リスク情報に関する通信ネットワークシス

テムを具体的に構築し，試運転を開始した。

　とりあえずは，研究班員やリスク研究学会員の間で，

���プロセスを通した検討を行った。なお，そのため

の初期モデルを検討すべく，現在国際的に利用されてい

るシステムについて情報検索などを行ったほか，とくに

ダイオキシンのリスク評価と対策のモデルである所沢に

おける問題の発生から対応の経過について詳細を調査

し，上記ネットワークへの移植を検討した。
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〔備　考〕

研究代表者：盛岡　通（大阪大学）

共同研究機関：大阪大学・国立医薬品食品衛生研究所な

ど

共同研究者：池田三郎（筑波大学）・高尾　厚（神戸大

学）・酒井泰弘（筑波大学）・森澤真輔（京

都大学）・関沢　純（国立医薬品食品衛生

研究所）・東海明宏（北海道大学）・

� 吉川肇子（慶応大学）・城戸由能（京都大

学）・前田恭伸（静岡大学）・中谷内一也

（静岡大学）・谷口武俊（電力中央研究

所）・恒見清孝（大阪大学）

（２０）相模湾生物の有機スズ化合物による汚染及び生態

影響の実態解明

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０００２��０５４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕堀口敏宏（化学環境研究領域）

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕相模湾に棲息する生物種とその分布，物質循

環を明らかにし，同時に絶滅危惧種や貴重種の調査，環

境汚染による生物動態の動向把握を通して，相模湾の環

境と生物の流動性を解明し，生物保護区制定に向けて活

用することが地域連携推進経費に係る本研究課題の究極

の目的であり，その一環として，本サブテーマでは相模

湾における有機スズ汚染の動向とともに，それにより引

き起こされてきた巻貝類のインポセックスの推移及びそ

れが巻貝個体群の動態に及ぼしてきた影響を明らかにす

ることを目的とする。

〔内容および成果〕

　船底防汚塗料などに使用されてきた有機スズ化合物

〔トリブチルスズ（���）および（���）〕がごく低濃

度でも特異的に腹足類にインポセックスを誘導すること

が知られているが，本研究では，腹足類の有機スズ汚染

と内分泌攪乱現象に関する調査研究の一環として，浅海

域の食物網における有機スズ化合物の分布について検討

した。すなわち，１９９６年９月に相模湾の�海域におけ

る内湾部及び外海部で漁獲された魚類，甲殻類及び貝類

（内湾産魚類１０種，甲殻類２種，貝類６種，外海産魚類

１１種）の筋肉，鰓及び肝臓（もしくは消化腺），並びに

同海域で採集された海藻類に含まれる有機スズ化合物の

含有量をプロピル化／������法により分析し，測定

した。また内湾産及び外海産のそれぞれ数種において

は，上述の筋肉，鰓，肝臓（もしくは消化腺）に加えて

脳（もしくは神経節），心臓，消化管，腎臓，鰾，生殖

腺及び表皮に分別し，それぞれの有機スズ化合物含有量

を同法で分析し，測定した。

　魚類の筋肉中濃度に関して，���及び総ブチルスズ

化合物は内湾産の種ではマゴチ（それぞれ９２．９及び

１１７．０����湿重）で，外海産の種ではアイゴ（それぞれ

４５．９及び５７．０����湿重）で最も高く，���及び総

フェニルスズ化合物は内湾産の種ではマゴチ（それぞれ

２４２．１及び２５６．０����湿重）で，外海産の種ではイソカ

サゴ（３２．２及び３２．２����湿重）で最も高かった�ただ

し，���及び���の一日摂取許容量をはるかに下回る

水準であった�また概ね，内湾産の種の濃度が外海産の

種のそれより高かった�魚類及び甲殻類における筋肉中

のブチルスズ化合物及びフェニルスズ化合物の組成は，

ほとんどの種でトリ体（���及び���）が優占してお

り，貝類や海藻類のそれとは異なっていた�また食物網

を通じた濃縮の可能性について検討した結果，���で

は食物網を通じた濃縮が不明瞭であり，その蓄積量の差

は，食性や遊泳範囲などの生態学的特性の差とともに，

代謝能力の種差に起因すると考えられた����に関して

は，魚食性が強い上に，遊泳範囲が比較的狭く内湾域に

長期に滞留するとみられる種（マゴチ及びカサゴ）の濃

度が他種に比べて高いことから，定着性で肉食性の種で

は食物網を通じた濃縮が進む可能性があると示唆され

た。また���は鰓や心臓，腎臓に，���は腎臓や肝臓，

生殖巣あるいは脳において高濃縮が見られた�

　一方，１９９０年以降の定点調査の結果から，油壷及び

城ヶ島で採集されたイボニシの組織中有機スズ濃度及び

インポセックス症状の低減率もしくは改善速度は，全国

的な傾向と比べて低いと見られた。

〔備　考〕

　本研究は文部科学省科学研究費補助金地域連携推進経

費における�相模湾環境保全へ向けての生物保護区制定

のための学術的研究�（研究代表者：東京大学大学院理

学系研究科教授　森澤正昭）のサブテーマの一つであ

る。�
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（２１）内分泌かく乱化学物質の人の生殖機能等への影響

に関する研究

〔区分名〕厚労��厚生科学

〔研究課題コード〕９９０１��０１０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕兜　真徳（首席研究官）

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕内分泌かく乱化学物質類によるエストロジェ

ン（�）代謝系への影響評価を目的して，各種内分泌か

く乱物質類の母乳，尿中，血中の濃度とリンパ球の

���類の����発現量，�代謝物である２�及び１６

α�ヒドロキシ・エストロン，甲状腺ホルモン等との関

連につき一連の検討を行う。

〔内容および成果〕

　�����������	
�および������の母乳中���レベル

はそれぞれ平均８．９（最低�最高：３．８�１６．４），７．２

（５．３�１０）および�１３．１（２．１�２９．７）���������	
�（国際

標準���）であり，������では有意に高値であった。

全３２名について年齢と総���との間には有意な相関は

なかった。また，出生順位別（第１子，２子，３子以

上）の比較では年齢調整平均値では有意差は見られな

かったが，同時に地域を調整すると第１子で有意に高

かった。

　さらに魚摂取量と肉摂取量のそれぞれを２群に分け，

両者の組み合わせによる４群間で母乳中���レベルが

異なるかどうかを，年齢と出生順位を調整して検討し

た。結果，���および���������	�
ともに魚摂取量

が大きい群で高く，さらに魚摂取量が大でかつ肉摂取量

が大の人で，両者ともに小さい群より統計的に有意で

あった。以上から，母乳中���レベルの決定因子とし

て出生順位，魚摂取量および居住地域が優位であること

が示唆される。地域が有意に寄与している原因として，

長崎の対象地域近辺で捕獲される魚の���汚染が，沖

縄や釧路に比較して高いことを予想させる。

　一方，高感度「��イムノアッセイ（�����）法

（��������	�
）」の基礎的検討結果は，２５検体について

の���と�����値との相関は�＝０．６１２（�＜０．０１）と

なり，実用化可能であることが示唆されたので，現在，

異常値や�����測定値のバラツキの原因と考えられる

抽出法やアッセイ条件の最適化など�さらに検討中であ

る。

〔備　考〕

研究代表者：津金昌一郎（国立がんセンター）

共同研究機関：国立がんセンター研究所東

共同研究者：山本　正治（新潟大学医学部教授）

（２２）水棲動物の生殖への作用メカニズムの解析

〔区分名〕戦略基礎

〔研究課題コード〕９９０１��０５７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕堀口敏宏（化学環境研究領域）・白石寛明

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕船底塗料などとして使用されてきた有機スズ

化合物がごく低濃度で巻貝類に特異的にインポセックス

と呼ばれる雌の雄性化を引き起こすことが明らかにされ

ているが，その誘導・発現機構の詳細は明らかでない�

これは巻貝類の生殖生理に関する基礎的な知見が不足し

ているためである�本研究では巻貝類の生殖に関する生

理・生化学的知見の集積に努め，インポセックスと呼ば

れる雌の巻貝類の雄性化現象をめぐり，有機スズ化合物

がどのように作用するかの解析を行うことを目的とす

る。

〔内容および成果〕

　筆者らは，現在までに得られた新腹足類及び中腹足類

のインポセックスと雌アワビ類の雄性化現象に関する知

見に基づいて，“腹足類の神経中枢である神経節に有機

スズが高濃度に蓄積した結果，神経内分泌系が攪乱さ

れ，雌における雄性生殖器官の発達や付属生殖器官の構

造の変化，卵巣での精子形成などの内分泌攪乱現象の顕

在化に帰結する”との作業仮説を設定したが，この作業

仮説の検証に際して，不足している腹足類の生殖生理に

関する基礎的知見の獲得と蓄積に努めている。ここで

は，特にステロイドホルモンとその受容体，及びアロマ

ターゼに代表される性ステロイドホルモン代謝酵素に焦

点を当てて研究を推進しており，本年度，以下の研究結

果を得た�

　１）イボニシとバイの生殖巣�消化腺混合部分からス

テロイドホルモン画分の抽出と精製を行い，誘導体化

（シリル化）した後，高分解能ガスクロマトグラフ質量

分析計（�＝５０００）で測定した結果，雄性ホルモンと

してテストステロンとアンドロステロン，雌性ホルモン

として１７�β�エストラジオール，エストロン及びエチ
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ニルエストラジオールが同定されたため，イボニシやバ

イのステロイドホルモン代謝能に関して検討を加えた�

　２）イボニシの生殖巣組織に対して，����������社

製や����社製，����������社製などの種々の市販抗体

とともに北野　健氏（熊本大学理学部）から分与いただ

いた抗体を用いて免疫組織化学染色を行った。また併せ

て，中和抗原による処理も行った。その結果，特異的な

染色が��と��で認められたのに対し，�４５０����で

は認められなかった�

　３）�イボニシの生殖巣�消化腺混合試料（１．５�）か

ら��������	（５．５��）が回収され，その２５０�μ��を用い

て�����＋���（２．８�μ��）が調製された�����������社

製��������	
�����	をベースに��������	

��法に

基づいて����が合成された。なお，���������	合成時

に５��������	
�を使用することにより，���������	
�

�������過程での����の切断防止対策が講じられた�

ま た ����������	����に 対 す る ���������	
，

��������	�
����及び��������	
�����
�����がなさ

れた。

　４）３）で得られたイボニシの����ライブラリーと

��������	を用いて，��及び�４５０����のクローニン

グに関する実験を行った�

〔備　考〕

　本研究は科学技術振興事業団戦略的基礎研究における

「内分泌かく乱物質の動物への発生内分泌学的研究」（研

究代表者：岡崎国立共同研究機構・統合バイオサイエン

スセンター教授　井口泰泉）のサブテーマの一つであ

る。

（２３）植物エストロジェンおよび内分泌攪乱化学物質の

骨代謝バランスに関する研究

〔区分名〕戦略基礎

〔研究課題コード〕９８０２��２４６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．２　効率的な化学物質環境リスク管理のための高

精度リスク評価手法等の開発に関する研究

〔担当者〕平野靖史郎（化学物質環境リスク研究セン

ター）・崔　　星・菅野さな枝

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕現代文明社会を支えている人工の化学物質の

中には，生物の内分泌系を撹乱することにより生殖，内

分泌，免疫，神経系に重大な悪影響を与える化学物質が

あることが明らかとなってきた。哺乳類以外の野生生物

では，因果関係が明らかな例がいくつか報告されている

が，人では内分泌撹乱化学物質の健康影響は明らかに

なっていない。内分泌撹乱化学物質の人の健康および生

態系へのリスク評価を行うことは現時点の急務である。

本研究では，内分泌撹乱化学物質の影響評価に，影響を

与える植物エストロジェン（����������	�
）と人工の

内分泌撹乱物質との相互作用を��������，�������の系を用

いて評価することを目的とする。

〔内容および成果〕

　骨の形成は骨芽細胞による骨生成と破骨細胞による骨

吸収により，その恒常性が保たれている。そこで，植物

エストロジェンが，骨の形成に与える影響を調べること

を目的として，実験を行った。まず，乳癌細胞株である

����７細胞を用いて，細胞の増殖反応に及ぼす影響を

調べた結果，エストロジェンと同様に植物エストロジェ

ンが細胞増殖能を有しており，エストロジェン様作用が

あることを確認した。次に，骨生成への影響を検討する

ために，エストロジェンレセプターを発現している骨芽

細胞株である，��３�３��１細胞を用いて，細胞増

殖，骨芽細胞の分化の指標であるアルカリフォスファ

ターゼ（���）の活性，及び細胞内へのカルシウム

（��）とリン（�）の蓄積を調べた。その結果，高濃度

の植物エストロジェンを添加したときのみ，���活性

及び��と�の濃度が増加した。エストロジェンより効

果は弱いが，植物エストロジェンによっても骨形成が促

進されることが明らかとなった。次に，マクロファージ

から破骨細胞へ分化する実験研究系を確立し，分化への

植物エストロジェンの影響を調べた。その結果，植物エ

ストロジェンであるジェニステイン及びクメストロール

は，破骨細胞への分化を抑制する働きがあることが示唆

された。

〔備　考〕

課題代表者：香山不二雄（自治医科大学教授）

大　課　題：植物由来および人工の内分泌撹乱物質の相

互作用評価

当課題は重点研究分野Ⅳ．３．１にも関連�
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（２４）水環境における農薬の動態予測および暴露評価シ

ステムの構築に関する研究

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３１３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕田邊　潔（化学環境研究領域）・森口祐一・

� 鈴木規之

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕本研究では，農薬を対象として，散布状況，

気象条件，河川流況および河川水中濃度等の情報に基づ

き農薬の濃度変動を予測し，生態系への暴露量の推定な

らびに農薬濃度の低減化に関する情報提供を目的とす

る。

〔内容および成果〕

　本年度は，水環境における農薬の動態予測システム構

築のため，重点研究分野研究課題Ⅳ．３．１（９）におい

て設計，Ⅳ．３．４（５）においてデータ作成等の整備を

実施中の河川構造データベース，動態予測モデル及び全

体システムの基本設計を利用し，信濃川についてモデル

の試算を行った。この成果を用い，フィールド調査結果

を用いた検証の可能性とさらに今後の開発の方向性につ

いて検討を行った。

〔備　考〕

共同研究者：田辺顕子（新潟県保健環境研究所）・

� 　山口之彦（大阪市立環境科学研究所）

当課題は重点研究分野Ⅳ．３．１（９）及びⅣ．３．４（５）

にも関連

３．２　ダイオキシン類のリスク評価と管理に関

する研究

（１）ダイオキシン類の新たな計測手法に関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０００３��１７０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．２　ダイオキシン類の総合的対策の高度化に

関する研究

〔担当者〕伊藤裕康（化学環境研究領域）・森田昌敏・

� 橋本俊次・白石不二雄・高澤嘉一・北村公義・

崔　宰源・安原昭夫

〔期　間〕平成１２～１５年度（２０００～２００３年度）

〔目　的〕ダイオキシン対策関係閣僚会議は，平成１１

年３月２４日にダイオキシン対策推進基本方針をとりま

とめた。その中でダイオキシン類に関する検査体制の整

備や，調査研究及び技術開発の推進がうたわれている。

対策を講ずる上で，簡易測定分析など，新たなダイオキ

シンの分析法の果たす役割は大きいと考えられ，そのよ

うな分析法の開発の需要は，非常に大きいといえる。ダ

イオキシン類は毒性が高く，また存在量の極めて少ない

汚染物質であり，その分析は最も難しい超微量分析であ

る。圧倒的に多量の共存物質を除き，かつ極めて微量を

測定しなければならない。１９７０年代より発達してきた

ダイオキシン微量分析は，電子捕獲型検出器付ガスクロ

マトグラフ，パックドカラム／ガスクロマトグラフ／低

分解能質量分析法，キャピラリカラムガスクロマトグラ

フ／低分解能質量分析法を経て現在のキャピラリカラム

ガスクロマトグラフ／高分解能質量分析法に到達し，環

境試料の微量測定ができるに至っている。また，高分解

能質量分析法をもってしても，その選択性は十分ではな

く，試料の分析にあたっては装置にかける前に，多段階

のクリーンアップ操作によって夾雑物を除去しなければ

ならない。これは，分析にかかる時間と人手を必要とし

ており，結果として分析コストの１／３以上を占めてい

ると推定される。ダイオキシン分析を複雑にしているも

う一つの要因はダイオキシン類の異性体は多数あり，有

毒なダイオキシンはその一部であるが，その各異性体を

測定しなければ正確な毒性評価が定まらないことであ

る。

　このように，現状の分析法は多くの試行の上で研究さ

れてきたものであり，今後も基準的な公定分析法として

残るものと考えられる。新しい分析法は，現行分析法の

欠点を補って，ダイオキシン対策をすすめる上での実践

的な分析法として期待される。

〔内容および成果〕

　ダイオキシン類の微量分析技術の開発とダイオキシン

類を迅速に計測する手法の開発を，産官学の協力のもと

で行うことにより，ダイオキシン類問題の全体像及び詳

細な分布（汚染）状況を明らかにし，それらの対策を促

進する。

　次のサブテーマに分けて研究を推進する。

サブテーマⅠ．ダイオキシン類分析に関わる標準物質に

関する研究

　Ⅰ�１．標準物質の調整と評価に関する研究

　ダイオキシン類の標準物質の調整と種々の濃度評価を
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行う。産官学の分析機関の協力のもと，濃度検定を行

い，分析法の評価を行い，その確立に貢献する。

　Ⅰ�２．標準物質の安定性に関する研究

　ダイオキシン類の標準試料の安定性について，様々な

媒体（試料）について調査・検討を行う。

サブテーマ��．ダイオキシン類の簡易計測法の開発に関

する研究

　Ⅱ�１．低分解能�����を用いたダイオキシン類の

同定手法に関する研究

　低分解能�����による計測法と高分解能�����と

比較し，適用可能な試料の種類及び範囲，必要な前処理

方法等を検討し，必要に応じて装置及び計測法を改良す

る。

　Ⅱ�２．バイオアッセイ法の分析手法に関する研究

　新規開発及び既存の手法の前処理を含めた最適化を通

じて，迅速・簡便なダイオキシン類の検出に有効なバイ

オアッセイ法について検討する。

　Ⅱ�３．前処理の簡易化に関する研究

　分析前処理の簡易化を行い，における問題点，改良点

などを明確にし，その実用性，適用範囲等について検討

する。

サブテーマⅢ．ダイオキシン類のオンサイト測定法に関

する研究

　Ⅲ�１．排ガスのリアルタイムモニタリング手法の開

発に関する研究

　焼却施設などの排ガスのリアルタイムモニタリング手

法の開発・改良を行い，現場での応用を目指す。

　Ⅲ�２．移動型ダイオキシン類測定手法の開発に関す

る研究

　移動型ダイオキシン分析手法の開発。改良を行い，現

場での応用を目指す。

　ダイオキシン類分析の信頼性向上と測定の効率化を図

るために以下の内容で研究を行った。

・ダイオキシン類標準物質の作成と濃度検定の実施

・ダイオキシン類の新たなスクリーニング手法の設計と

前処理の簡易化の検討

・ダイオキシン類のリアルタイムモニタリング機器の概

念設計

　測定標準物質による測定誤差の解決，簡易測定法及び

オンサイト測定法の開発に向けた問題点の洗い出し，及

びその解決の方途について検討を行った。

○サブテーマⅠ．ダイオキシン類分析に関わる標準物質

に関する研究

　測定標準物質により測定値が異なる原因の検討を行う

とともに，ダイオキシン類の構成の異なる種々の標準物

質を作製し，これが測定値に与える影響について検討を

行った。ダイオキシン類の各異性体の濃度が１��以下

になるとその精度は３０％以上となり，妨害成分の影響

を受けることが分かった。また，簡易測定法の標準物質

は，各異性体を加えた試料であるべきか現在検討中であ

る。

○サブテーマⅡ．ダイオキシン類の迅速分析法の開発に

関する研究

　試料の前処理方法，検出器のグレードが測定値に与え

る影響について検討を行い，簡易化できる部分について

検討を行った。検出器については，低分解能�����を

用いその適用範囲と限界について調べ，高濃度試料に関

して使用可能であることが判明した。また，低分解能

�����の改良とソフト関係の自動化が必要であること

が分かった。また，バイオアッセイによるスクリーニン

グ手法についても検討を行った。

○サブテーマⅢ．ダイオキシン類のオンサイト測定法に

関する研究

　移動測定車に搭載可能な測定機を試作し，その適用可

能性について検討し，感度，精度等問題が多く再検討を

要することが分かった。

〔備　考〕

共同研究者：松村　徹（国土環境㈱）

� 藤巻　奨・大塚紀一郎（日本電子㈱）

（２）ダイオキシン類の体内負荷量および生体影響評価

に関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０００５��１７１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．２　ダイオキシン類の総合的対策の高度化に

関する研究

〔担当者〕米元純三（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・森田昌敏・兜真徳・曽根秀子・遠山

千春・青木康展・大迫誠一郎・宮原裕一・石

村隆太・西村典子

〔期　間〕平成１２～１７年度（２０００～２００５年度）

〔目　的〕ダイオキシン類のヒトの健康への影響，こと
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に生殖・発生への影響が懸念されている。ヒトがダイオ

キシン類にどの程度曝露されており，またそれによって

どの程度影響が起きているかについてはほとんど分かっ

ていないのが現状である。特に生殖・発生への影響につ

いては，それを評価する適切なバイオマーカーがないこ

とが大きな原因である。

　本研究では１）ダイオキシン類の曝露量，体内負荷量

を評価し，２）生体影響指標（バイオマーカー）の検

索・開発を行い，３）体内負荷量との関係を検討し，そ

の中で感受性の決定要因を明らかにする。これらによ

り，ダイオキシン類の生体影響，特に生殖・発生影響に

かかわるリスク評価のための基礎資料を得ることを目的

とする。

〔内容および成果〕

課題１　ダイオキシン類の曝露量，体内負荷量の評価に

関する研究。

　ヒトにおけるダイオキシン類の曝露量，体内負荷量を

評価する一環として，本年度は食習慣の異なると考えら

れる２地域において母乳中のダイオキシン類を測定し

た。�地 域（�＝２５）の��������		
�の 中 央 値 は

８．５２（１．５９�２１．８４）���������	
�，���������	�
の

中 央 値 は５．９９（０．３８�２８．６６）���������	
�，������

������������	の 中 央 値 は１４．４（２．１�４５．７）���

��������	であった。一方，�地域（�＝１０）の������

������の中央値は３．４９（１．１７�５．６）���������	
�，

���������	�
の中央値は２．７５（１．５�４．６）���������

���，��������		
�������の中央値は６．５（２．６�１０）

���������	
�であった。母乳中のダイオキシン類濃度

に明らかな地域差が認められた。

課題２　生体影響指標の適用可能性の検討および新規指

標の検索・開発に関する研究。

ダイオキシン類の曝露によって鋭敏に動くと考えられる

薬物代謝酵素������，���������	
のリアルタイ

ム���による定量を，埼玉（�＝４１）と大阪（�＝３６）

の血液サンプルに対して行った。ダイオキシン類の曝露

量（���）と���発現量には埼玉で弱い負の相関が得

られた以外は，有意な相関は得られなかった。埼玉にお

いて������と������発現量との間に相関が見られ

た。年齢，性差と������ならびに������発現量と

の間に相関はなかった。

　ダイオキシン曝露の新たな生体指標の検索・開発を目

的として，���マイクロアレイを用いて����応答遺

伝子の探索を行った。具体的には，���７（ヒト乳が

ん）細胞あるいは��９５�２（ヒト子宮内膜がん）細胞

に，０．１，１，１０��の����を２４時間曝露し，発現量

の変化するエストロゲン応答遺伝子を調べた。その結

果，スポットしてある２０３遺伝子のうち，���７細胞

で７５個，��９５�２細胞で６８個のエストロゲン応答遺

伝子の発現パターンが変化した。これらのうち１０遺伝

子に絞り込み，それらについて公表されている情報の検

索・収集を行った。また，実際の細胞での遺伝子の発現

を定量的に測定する作業を開始した。

課題３　ダイオキシン類に対する感受性の決定要因に関

する研究。

　ダイオキシン曝露で鋭敏に動くと考えられている

������遺伝子には日本人の集団において数カ所の多

型が知られ，発がんとの関連が分子疫学研究により示唆

されている。ダイオキシンの毒性発現における感受性

に，この������遺伝子の多型が関与している可能性

が考えられる。そこで日本人の集団における������

遺伝子の代表的な多型，����４６２���および����多型を

迅速にかつ精度高く検出する方法を検討し，凍結全血か

らのゲノム抽出方法ならびに������������	���
��法およ

び��������法による検出系を確立した。

〔備　考〕

（３）地球規模のダイオキシン類汚染に関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��２７３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．２　ダイオキシン類の総合的対策の高度化に

関する研究

〔担当者〕森田昌敏（環境ホルモン・ダイオキシンプロ

ジェクトグループ）・鈴木規之・橋本俊次・柴

田康行

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕ダイオキシン類は����（難分解性有機汚染

物質）の一部として認識されており，環境中での高い残

留性と強い毒性により，地球規模のダイオキシン類の拡

散状況に懸念がもたれている。一方で，����等の有害

物質の長距離移動性は対象物質の物性や排出形態に強く

影響され，例えばダイオキシン類については，必ずしも

長距離移動性が大きくないのではないかとも考えられ

る。本課題では，ダイオキシン類の地球規模汚染の現状
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を把握するため，主に北太平洋域における，大気，水，

生物等のモニタリングを通じてダイオキシン類の地球規

模汚染の現状を把握し，リスク評価及び地球規模環境動

態に対する基礎的知見を得ることを目的とする。また，

このために必要とされる試料採取・分析手法の検討を実

施する。

〔内容および成果〕

　本年度は，前年度に採取した北太平洋生物試料のダイ

オキシン分析を継続し，また，大気・水試料の採取方法

のための準備を行った。本年度は課題３．２（７）の進展

とあわせて，順次ダイオキシン類及び����の分析デー

タを蓄積する予定である。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．３．１（９）にも関連

（４）ヒトのダイオキシン類曝露と子宮内膜症に関する

疫学的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９８０２��０７０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕宮原裕一（環境健康研究領域）

〔期　間〕平成１０～１３年度（１９９８～２００１年度）

〔目　的〕近年，各国で子宮内膜症の増加が産婦人科医

によって指摘されている。一方，動物実験でダイオキシ

ン投与によって子宮内膜症の発症率が増加することも確

認されている。しかし，ヒトにおける子宮内膜症発症と

ダイオキシン類曝露との因果関係は明らかになっていな

い。本研究では，生体試料中のダイオキシン類濃度を測

定し，その生体負荷量と子宮内膜症との因果関係を明ら

かにすることを目的とする。本年度は，ヒト雌性生殖器

官のダイオキシン類曝露量を明らかにすることを目的と

し，羊水および胎脂のダイオキシン類濃度の測定を行っ

た。

〔内容および成果〕

　ヒト生体試料（羊水（�＝１７）および胎脂（�＝２２））

は，妊婦の了解後，東京大学医学部産科婦人科学教室に

て採取した。ヒト羊水および胎脂を定法に従い処理し，

ダイオキシン類（�����，�����および���������	

����）濃度を高分解能�����で測定した。羊水およ

び胎脂の�����������濃度は，それぞれ湿重量あた

り，０．０１５±０．０１７��������	
�，１．５７±０．６８���

��������	であった。また，脂質あたりに換算する

と，３２．４±２７．５���������	�	
，１６．６±７．０�������

�������であった。一方，�羊水および胎脂の���������	

����濃 度 は，そ れ ぞ れ 湿 重 量 あ た り，０．００８±

０．０１９��������	
�，０．８７±０．５５��������	
�であ

り，脂質あたりでは，１０．７±９．３���������	�	
，９．４

±５．７���������	�	
であった。この���������	
���

は総ダイオキシン類濃度（���）の２５～３５％を占めて

いた。一方，既に子宮内膜症の診断と脂肪試料の分析は

済んでおり，統計処理するには症例数が少ないが，子宮

内膜症の症状が重い患者の方が軽症患者よりもダイオキ

シン類濃度が高い傾向が見られた。

〔備　考〕

（５）環境有害物質の甲状腺ホルモン抑制機構の解明

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０２��１７５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕米元純三（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・遠山千春・西村典子

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕ダイオキシン類，���類への胎児期，新生

児期曝露により甲状腺ホルモン（�４）の低下が報告さ

れ，�４低下による脳への影響が示唆されている。しか

しながらこれらの物質への曝露による�４低下のメカニ

ズムはよくわかっていない。本研究は�４の輸送タンパ

クであるトランスサイレチン（���）をノックアウト

したマウスを用いて，ダイオキシン類，���類の�４

抑制作用における���の役割を明らかにし，�４低下の

メカニズムを明らかにすることを目的とする。

〔内容および成果〕

　１３週齢の雄の���ノックアウトマウスまたは野生型

マウスに１０，２０μ�����の����を一回経口投与した。

７日後に解剖し，血清甲状腺ホルモン（�������４；

��４，������４；��４，�������３；��３，���）の定

量，肝 臓����誘 導 遺 伝 子（���������	
�
��

��������	���	
��６；�����６，����������	
４５０１�

１；�����１，�����２）の解析を行った。���ノッ

クアウトマウスでは野生型に比べ血清中�４濃度は低

かった。���ノックアウトマウスでもダイオキシン投
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与によって，�４低下，����１の誘導が認められ，ダ

イオキシンによる�４低下は，����１の誘導による�

４の排泄促進が主要なメカニズムと考えられた。

〔備　考〕

（６）臭素化ダイオキシン類の環境影響評価に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１７２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．２　ダイオキシン類の総合的対策の高度化に

関する研究

〔担当者〕鈴木規之（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・橋本俊次・森田昌敏・酒井伸一

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕臭素化ダイオキシン類，臭素／塩素混合ダイ

オキシン類，および臭素系難燃剤に関して包括的な環境

影響評価は行われておらず，検討する必要がある。本課

題では，分析技術，発生過程，曝露評価，毒性評価とリ

スク評価の各課題について検討し，臭素化物の環境影響

評価を行う。

〔内容および成果〕

　人脂肪組織中臭素化ジフェニルエーテル・臭素化ダイ

オキシン類の０．８��������感度の分析法を確立し，人脂

肪中試料中に臭素化ダイオキシンが存在することを確認

した。また，臭素化ジフェニルエーテルの検出と長期傾

向を推定した。人脂肪に対する分析法は，脂肪試料１�

３�より，硫酸処理－フロリジルカラムクリーンアップ

による分析法であり，脂肪中の臭素化ダイオキシン類分

析において最低限必要かつ現時点での技術的に可能な最

大限の感度を確保した。底質に対する分析法は，１０�

３０�の底質を抽出の後，硫酸処理－銅処理－フロリジル

カラム－活性炭カラムを用いた多段クリーンアップによ

る方法であり，妨害物質の除去と感度の点で底質分析に

適する手法とした。本分析法については，試料の抽出，

妨害物質の除去方法，�����による最終分析における

問題点など各段階での塩素化ダイオキシン類と異なる臭

素化ダイオキシン類分析法の問題点の解決をほぼ終了し

た。東京湾底質コア試料中の臭素化ジフェニルエーテ

ル・臭素化ダイオキシンの分析を実行中である。

〔備　考〕

研究代表者：酒井伸一

当課題は重点研究分野Ⅳ．２．３にも関連。

（７）ダイオキシン類及び����の環境運命予測に関

する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１７３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．２　ダイオキシン類の総合的対策の高度化に

関する研究

〔担当者〕鈴木規之（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・森田昌敏・桜井健郎

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕ダイオキシンおよび����（難分解性有機汚

染物質）については，物質の長距離・越境移動による環

境影響が重要な評価ポイントとして考えられている。し

かしながら，これらの物質の輸送に関しては，従来の大

気・水等単一媒体を中心にしたアプローチでは困難であ

り，物性の特性上予想される多媒体の環境動態に基づく

長距離輸送の可能性を検討することが必要である。

　本課題では，多媒体環境モデルを基盤とする長距離・

越境輸送モデルの検討を行い，ダイオキシン類及び

����の環境運命の現象解明と予測を行うことを目的と

する。

〔内容および成果〕

　課題３．１（９）において開発中の大気グリッド－流域

複合多媒体モデルによる����等の輸送特性把握の方法

論について予備的検討を行った。本課題は，大気グリッ

ド－流域複合多媒体モデルを更に広域に拡張する計画で

あるので，課題３．１（９）の進展とあわせて，順次ダイ

オキシン類及び����の応用として進行する予定である

が，本年度は当該課題と共同してのプログラム開発を主

に実施中である。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．３．１およびⅣ．３．２にも関連

（８）ダイオキシン類の毒性発現に関わる酸化ストレス

の発生とその生体防御反応の制御メカニズムに関す

る研究

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０１０１��０６４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

―�����―

国立環境研究所年報（平成１３年度）



〔担当者〕松本　理（化学物質環境リスク研究センター）

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕ダイオキシン類は発がん性，催奇形性，環境

ホルモン作用などのさまざまな毒性を示すと考えられて

いるが，その毒性発現機構は未だに明らかにはなってい

ない。近年，生体内に摂取されたダイオキシン類は酸化

ストレスを引き起こし，この酸化ストレスが毒性発現の

一つの要因であることを示唆する結果が得られている。

　生体に摂取されたダイオキシン類はアリルハイドロ

カーボン（��）受容体と結合し，第１相の薬物代謝酵

素であるシトクロム�４５０（���）を誘導する。このシ

トクロム�４５０のあるものは代謝過程で活性酸素種を生

じることがわかっている。一方，ダイオキシン類により

グルタチオン���トランスフェラーゼ�などの第２相薬

物代謝酵素も誘導される。この遺伝子は肝がんのマー

カーであるが，その発現は酸化ストレスに対する防御反

応であると考えられる。そこでダイオキシン類による酸

化ストレスの発生と第２相薬物代謝酵素などの抗酸化ス

トレス遺伝子の発現制御機構について解明を進める。

〔内容および成果〕

　ダイオキシン類による第２相薬物代謝酵素グルタチオ

ン���トランスフェラーゼ�（����１）の遺伝子発現の

制御には抗酸化剤応答配列（���）とよばれるいくつ

かの薬物代謝酵素や抗酸化ストレスタンパク質に共通の

遺伝子配列が関与している。この配列が仲介する����

１の発現制御に関する以下の実験を行った。

　（１）���に結合する転写因子のノックアウトマウス

を用いて����１の発現制御を調べ，この現象に関する

転写因子の関与を明らかにした。

　（２）転写因子が遺伝子の制御領域に作用するために

は，細胞質から核に移行する必要がある。ダイオキシン

類による転写因子の核移行を培養肝細胞を用いて免疫化

学的方法により調べた。

　（３）�������１�１のシグナル伝達経路の���を

介する����１の発現への関与を調べるために，���欠

損細胞を用いて����１の発現制御について検討した。

����１の発現への�������１�１の経路と酸化スト

レスの関与が予想された。

〔備　考〕�

（９）ダイオキシン類と多環芳香族炭化水素類の複合毒

性の評価に関する研究

〔区分名〕文科��振興調整

〔研究課題コード〕９９０２��０６９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕宮原裕一（環境健康研究領域）・小野雅司・

� 高野裕久・遠山千春

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕ダイオキシン類はゴミ焼却等により日常的に

発生し，そのヒト健康影響が懸念されている。しかし，

我が国のダイオキシン類に関する疫学調査は始まったば

かりであり，両者の因果関係が明らかになっていない。

さらに，ダイオキシン類同様，燃焼により生じる多環芳

香族炭化水素類については，その発生量の多さにもかか

わらず，その曝露評価と複合作用の解明が遅れているの

が実状である。一方，我々は既にディーゼル排気ガス中

にダイオキシン類及び多環芳香族炭化水素類が存在する

ことを明らかにするとともに，ディーゼル排気ガス曝露

により実験動物に多様な生体影響が生じることを明らか

にしている。しかし，これら化合物群と生体影響との因

果関係は明らかではない。本研究では，ディーゼル排気

曝露によるダイオキシン類および多環芳香族炭化水素類

含量と���の酸化的傷害量との因果関係の解明を目的

とする。一方，ヒトのダイオキシン類および多環芳香族

炭化水素類の経気道曝露量を評価するため，大気試料中

のダイオキシン類および多環芳香族炭化水素類の簡易モ

ニタリング手法の開発を試みる。最終的には，それらの

結果から，ディーゼル排気のヒト健康影響に関し有用な

知見を得ることを目的とする。

〔内容および成果〕

　本年度は，実験動物にディーゼル排気ガスの６ヵ月間

曝露を行い，その酸化ストレスを観察する予定でいた

が，曝露途中で装置が暴走し故障したため動物曝露の続

行が不可能となった。一方，我々は，毛糸に大気中のダ

イオキシン類や多環芳香族炭化水素類が吸着することを

明らかにしており，ヒトのそれら化合物の曝露実態を知

る手段として，毛糸を用いた大気中のダイオキシン類お

よび多環芳香族炭化水素類のモニタリングを試みた。実

験的に毛糸にディーゼル排気を曝露したところ，毛糸の

ダイオキシン類吸着量は，対照群も含め曝露期間に応

じ，ほぼ直線的に増加した。しかし，同時期に実験室内
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に放置した毛糸に吸着したダイオキシン類量はディーゼ

ル排気を曝露したものよりも高く，ディーゼル排気ガス

中のダイオキシン類濃度は室内空気に比べて低いことが

示唆された。一方，毛糸に吸着した多環芳香族炭化水素

類の量は，１，２または４週間の曝露期間いずれも，

ディーゼル排気粒子濃度に応じ増加していた。しかし，

個々の多環芳香族炭化水素類について見ると，蒸気圧が

高く主にガス態で存在する������������は，比較的短

時間でその吸着が平衡に達するためか，曝露期間の増加

に伴う吸着量の増加は見られなかった。一方，ディーゼ

ル排気粒子に吸着し存在する�����〔�〕��������	
�


は，�曝露期間に応じ，その吸着量が徐々に増加する傾

向が見られた。以上より，化合物の蒸気圧あるいは存在

形態によって毛糸への吸着特性が異なることが明らかと

なった。

　さらに，大気中ダイオキシン類のモニタリングのた

め，国立環境研究所屋上で毛糸を外気に曝露したとこ

ろ，曝露期間に応じ，�そのダイオキシン類吸着量は増

加した。特に，２０００年３月から４月の吸着量は他の時

期に比べ多く，この間の大気中ダイオキシン類濃度が高

かったことが示唆された。以上より，毛糸がダイオキシ

ン類および多環芳香族炭化水素類を大気中濃度に応じ吸

着することが明らかとなったが，その吸着特性から毛糸

を用いた多環芳香族炭化水素類のモニタリングには２週

間，ダイオキシン類に関しては１ヵ月間の曝露期間が最

適であった。

〔備　考〕

（１０）胎盤の機能異常に着目した環境有害物質による胎

仔の異常発育のメカニズムの解明

〔区分名〕文科��振興調整

〔研究課題コード〕０００３��０７４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕石村隆太（環境健康研究領域）・大迫誠一郎・

青木康展・遠山千春

〔期　間〕平成１２～１５年度（２０００～２００３年度）

〔目　的〕環境中の汚染物質のなかには，日常生活にお

ける慢性的蓄積により，胎児の奇形，発育不全，流産や

死産をおこす有害な物質が多く存在する。酸化的ストレ

ス作用を有するカドミウムのような重金属や���のよ

うな多環芳香属炭化水素は胎仔の発育不全をおこすこと

が知られている。また，胎盤は，ステロイドホルモンを

分泌する器官でもあり，ステロイドホルモン攪乱作用を

有する物質の投与により胎仔の子宮内死或いは分娩異常

をおこすことが知られている。環境中に存在するこれら

極微量の有害物質の多くは胎盤というバリアでまず防御

されるため，多くの場合，胎盤機能の変調は胎仔影響に

先行すると考えられる。本研究では，リスク評価のため

の基礎研究として，有害物質による①酸化的ストレス作

用と②ステロイドホルモン攪乱作用に焦点を当て，胎盤

の機能異常の結果引き起こされる胎仔の発育阻害のメカ

ニズムを明らかにする。

〔内容および成果〕

　本研究では，１�妊娠ラットに有害物質を投与して，

胎仔の発育不全や死亡をおこさせ，胎盤の組織レベルで

の観察と，遺伝子の発現変化を調べる。２�胎盤のモデ

ル培養細胞（�����１）を用い，遺伝子の発現変化，子

宮内膜モデルへの浸潤能，ステロイドホルモン合成能等

を調べ機能を明らかにしていく。３�機能が明らかに

なった遺伝子について，胎盤特異的な遺伝子破壊モデル

を作成し，有害物質の曝露による胎盤・胎仔への影響を

評価する。

　本年度までの成果として，１）ラット妊娠中期に極低

容量の����（８００および１６００�����）を投与すると，

胎仔の死亡がおきることを観察した。この����曝露

ラットの胎盤組織を観察したところ，胎盤を構成する一

つの細胞種であるグリコーゲン細胞に変化が生じてい

た。さらに，胎盤のグリコーゲンレベルが上昇するこ

と，および胎盤のグルコース輸送にかかわるタンパク

質，����３の発現量が上昇することが明らかとなっ

た。以上の結果から，����曝露により胎仔の死亡に

先行して胎盤のグルコース動態の異常がおきていること

が初めて示唆された。２�現在，�����１細胞の形態変

化を指標に，分化を促進する内分泌かく乱物質を明らか

にしている。

〔備　考〕

（１１）環境有害物質が雄性生殖機能に及ぼす影響評価に

関する研究

〔区分名〕文科��振興調整

〔研究課題コード〕９８０２��１７９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕米元純三（内分泌かく乱化学物質及びダイオ
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キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・曽根秀子・遠山千春・青木康展・

� 大迫誠一郎・宮原裕一・石村隆太・西村典子

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕我が国においては，７０年代以降，環境・公害

対策が行われた結果として激甚な局地的な公害問題の新

たな発生は認められなくなった。しかしながら環境中に

はディーゼル排ガス粒子，アスベスト，ダイオキシン類

などの有機塩素化合物，重金属類など，多種類の有害な

化学物質が人為的な活動に伴い放出され続けており，そ

の健康へのリスクが懸念されている。また，我が国にお

いては，ごみを焼却により処分する量が欧米に比べてけ

た違いに多く，食生活の面では，米および魚介類の摂取

量が多いという特徴があり，このことは環境中からの有

害化学物質の取り込み量の増大をもたらす危険要因と

なっている。近年，野生生物において様々な生殖影響が

報告され，環境有害物質の内分泌撹乱作用によるとの指

摘がされている。また，ヒトにおいても精子数の減少，

精巣腫瘍の増加，停留精巣の増加など男性生殖機能への

影響が見られ，環境有害物質との関連が懸念されてい

る。本研究では，このような背景をふまえ，環境有害物

質が雄性生殖機能に及ぼす影響を実験的に検討し，その

リスク評価のための基礎資料を得ることを目的とする。

〔内容および成果〕

　妊娠１５日（��１５）のラットに����を経口一回投

与して，生まれてきた雄性仔の前立腺重量の減少，肛門

生殖突起間距離の減少がきわめて低濃度で起こることを

報告してきた。これらの影響が��レセプター（���）遺

伝子依存的であるかを検討するため，���遺伝子ノッ

クアウトマウスを用いた。���（＋�－）雌雄を交配し，

��１２．５に１０���������を経口投与し，生後１４日に

���の測定と尿生殖器複合体内の��������発現を観察

した。その結果，���（＋�＋）および����（＋�－）

の����投与群で���が減少し，��������の発現が抑

制された。���（－�－）�の����投与群では，���

の減少，��������の発現抑制が見られなかったことか

ら，ダイオキシンによる雄性生殖器発生影響は���依

存的であることが明らかとなった。

〔備　考〕�

（１２）リスク評価のためダイオキシンによる内分泌かく

乱作用の解明

〔区分名〕戦略基礎

〔研究課題コード〕９９０４��０７６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕遠山千春（環境健康研究領域）・野原恵子・

� 大迫誠一郎・石村隆太・青木康展・藤巻秀和・

掛山正心・米元純三・�曽根秀子・宮原裕一・

西村典子

〔期　間〕平成１１～１６年度（１９９９～２００４年度）

〔目　的〕比較的低濃度のダイオキシン類への曝露に

よって，精子形成能の低下，子宮内膜症の発生，性比の

異常，内分泌・免疫系の揺らぎ，脳機能・行動への影響

など，内分泌攪乱作用を示唆する報告が蓄積しつつある

が，ダイオキシンの内分泌攪乱作用メカニズムについて

は，ほとんど解明が進んでいない。そこで，我々は，生

殖機能，脳機能・行動，免疫機能の面から研究を行うこ

ととし，３つの研究グループを編成した。さらに，これ

らの３分野の研究を縦糸とすると，横糸の関係にあるリ

スク評価を第４グループとして位置づけた。

　具体的には，マウスやラットなどの実験動物を用い

て，受精卵から出生までの期間にダイオキシンに曝露さ

せ，内分泌攪乱作用を把握するとともに，そのメカニズ

ムの解明を行うことを目指している。本研究により，感

受性が高い妊娠から出生までの時期におけるダイオキシ

ンの作用メカニズムの解明とそのリスクアセスメントへ

の適用が大きく進展するものと確信している。

〔内容および成果〕

　（１）生殖機能への影響：マウス受精卵の体外培養系で

発育段階ごとに����の影響を調べた。その結果，発

生段階ごとに��受容体（���）の発現レベルと

������の発現レベルが必ずしも一致しないこと，初

期胚発生の各段階で����に対する感受性が異なる可

能性が示唆された。ダイオキシン類の新生仔の精巣への

作用は小さいが，ステロイド合成に影響を及ぼす可能性

が示唆された。妊娠１３日目の���欠損マウスに����

を１回投与することにより，生後１４日目に雄マウスの

肛門生殖突起間距離の短縮と��������	�の消失が観察さ

れたことから，����によりこれまでに観察された雄

性生殖器に対する影響は，����依存性であることが示

唆された。妊娠ラットにおいて，����が母体血液か
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ら胎盤へのグルコース輸送を担うトランスポーター遺伝

子����３の発現量を増加させることにより，糖代謝

の変調を起こすことが示された。

　（２）脳機能・行動への影響：これまで����は膣の

開口時期を遅延させることが報告されていたが，

２００�����の����を���������	系ラットに投与する

ことにより，卵巣重量増加，膣開口，性周期開始時期が

用量依存的に早くなっていることが確認された。このメ

カニズムとして，視床下部・下垂体のエストロゲン・

フィードバック機構の成熟が早まることが示唆された。

　妊娠１５日目の��������系ラットに２００�����の

�����を経口投与したところ，雄の仔の脳における

�������の体積の有意な減少が認められた。これまで

の甘味嗜好試験における����曝露による雄性化の阻

害や，新生仔期の脳���������活性の変化の結果を併せ

て考慮すると，胎生仔及び新生仔脳で��������	の産生

量が低下した結果，�������の発達が阻害されて雄性

行動に変化が生じたと考えられた。

　�５７���６系マウスを用いて����を胎生期に曝露

し，胎仔脳及び頭部から抽出した�����をマイクロア

レイ法で解析した。その結果，唾液腺で発現している

����������	�
�����	１�（����１），���������	���


�����������	
���や�����������	
��������の変動を新た

に見いだした。

　����の血清�４および肝レチノイド低下における

���の関与を明らかにする目的で，妊娠１２．５日の雌

���（＋�－）マウスに�����１０μ�����を経口投与し

生後２１日目に仔を解剖した。���（＋�－）雌雄マウス

では血清��４および���４レベルの有意な低下，肝臓

中レチノイド量の有意な減少，肝臓�����６，

������　および�����２�����の有意な誘導が認め

られたが，���（－�－）マウスではこれらの影響は認

められなかったことから，����曝露による甲状腺機

能障害およびレチノイド代謝異常に���が関与してい

ることが明らかとなった。

　（３）免疫機能への影響：抗原と反応した�細胞が抗体

産生細胞に分化するためには，�細胞から分化した��

２細胞との相互作用や，��２細胞が分泌するサイトカ

インの働きが不可欠である。����は��２細胞由来の

���４，���５，���６の産生を抑制し，���５産生量を

指標としたところ１�μ�����と低用量から用量依存的な

作用が見られた。さらに��������再構成実験から，

����は抗原提示細胞ではなく，主に�細胞に影響を

及ぼすことが明らかとなった。

　外来異物により活性化された�細胞は，増殖して胚中

心を形成し，抗体産生細胞に分化して異物に対する抗体

を産生する。この一連の反応に及ぼす����の影響に

ついて検討した。�５７���６系マウスを卵白アルブミ

ン（���）で免疫すると同時に２０�μ�����の����を

単回経口投与し，血中の���特異的����値，脾臓のリ

ンパ球亜集団の変動および胚中心形成について解析し

た。その結果����が�細胞の活性化および胚中心に

おける�細胞の増殖を抑制して胚中心形成を抑制し，そ

の結果血中の抗��������量が減少することが示唆され

た。

　（４）内分泌攪乱作用に基づいたダイオキシンのリス

ク評価手法の提示：����の母親から仔への移行および

体内分布における���の関与を明らかにする目的で，

妊娠１２．５日の���（＋�－）マウスに１０μ���������

を経口投与した。その結果，胎盤中の����濃度は，

遺伝型による差は認められなかったが，胎仔の����

濃度は，���（－�－）では���（＋�－）や���（＋

�＋）に比べ有意に低かった。

　����の体内負荷量と各種エンドポイントとの関係

を検討した。用量尺度として，妊娠ラットの投与１日後

の脂肪組織中����濃度を�����で測定し，体内負

荷量の代替用量（���������	
���）として用いた。ダイ

オキシン濃度が実測できなかった場合には，投与量から

体内負荷量を推定した。推定値は，実測値よりも約

４５％低い値を示した。今後さらにデータを蓄積し，血清

濃度と各組織中濃度との関係，標的組織の濃度とエンド

ポイントとの関係を検討し，�����や����をもっと

もよく反映する用量尺度を検討する予定である。

〔備　考〕

所内共同研究者（�１３以降）：本田徳穂・呉　　慶・

座波ひろ子・九十九伸一・井上　薫・伊藤智彦・

西村典子・横井千沙子・竹内陽子�
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３．３　化学物質の環境動態の解明とモニタリン

グ手法の開発に関する研究

（１）有害化学物質の測定技術および測定手法に関する

研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０１��０３９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕藤井敏博（化学環境研究領域）

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕環境を正確に把握するという立場から，有害

化学物質の測定技術および環境の質を的確に計測し評価

する為の計測手法の確立を目的とする。コンピューター

ケミストリーを含むシーズ的，先駆的研究を行う。

〔内容および成果〕

　１）����イオン付加反応を利用した質量分析法による，

銅錯体（��������	
，��（����）（����））の測定法を

確立した。　���０�等のマイクロ波放電プラズマ中に

種々の���の存在を確認した。大気中でのこれらの化

学種の挙動のシュミレーションを行った。

　２）密度汎関数法により，ダイオキシン類の毒性評価

システムの開発を行った。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．３．１にも関連

（２）常温動作可能な��（��）および����放射線検出器

の開発

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００３��０４４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕久米　博（化学環境研究領域）

〔期　間〕平成１２～１５年度（２０００～２００３年度）

〔目　的〕フィールドで用いることができる小型可搬の

放射線元素分析装置には，常温で動作し，安定性が高く

長寿命な放射線検出器が必要である。本研究では，リチ

ウムドリフト型シリコン（��（��））や臭化タリウム

（����）を用いて，そのような要求に応える検出器を開

発することを目的とする。

〔内容および成果〕

　��（��）素子の性能は，�型��中にドリフトによって分

布させた����による，同じく��中に存在する�－の電気

的補償状況に依存している。この補償が十分でないと，

分解能が悪く，安定性に欠け寿命の短い検出器となる。

われわれは，����のドリフトが完了した後，ドリフト温

度よりも低い温度で加熱処理を施すという新たな��（��）

素子作製方法を開発した。この低温アニール法によって

作製した素子は，５．９���のα粒子に対しては１７���，

９７６���の電子線に対しては８．５���という分解能を示

した。これらは，加熱処理を施さない素子のそれに比べ

て，いずれも３倍以上良好な分解能の値である。さら

に，３０ヵ月以上にもおよぶ長期使用試験においても，

その特性が劣化しないことがわかった。

〔備　考〕

（３）環境モニタリングの手法と精度管理に関する研究

－（１）ダイオキシン類測定における精度管理

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０３��０４０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕伊藤裕康（化学環境研究領域）・橋本俊次・

� 森田昌敏・田邊　潔

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕環境の状況を把握するために行うモニタリン

グでは，適切なサンプリング，信頼性の高い化学分析，

適切なデータ評価などが必要とされる�これらは，モニ

タリングの目的，対象物質，環境媒体によって異なり，

それぞれについて手法の最適化，高精度化が必要とされ

る�本研究では，各種のモニタリングの現状を整理し，

問題点を把握し，精度管理を含めたモニタリング手法の

最適化・標準化を順次行う�また，モニタリングを担う

地方自治体研究機関等を含め，標準的モニタリング手法

によるクロスチェック等を行い，精度管理の高度化，普

及につとめる。当面は，問題が多いとされるダイオキシ

ン類について検討を行う。

〔内容および成果〕

　本年度の成果に基づき，精度管理を含めたモニタリン

グ手法の最適化を行う�さらに，地方自治体研究機関等

を含め，最適化した手法によるクロスチェック等を行

い，精度管理の普及，高度化につとめる。他の環境媒体

に関するモニタリング手法について，本年度と同様の検

討を行うとともに，精度管理の実態把握につとめる。平

成１４年度の成果に基づき，精度管理を含めたモニタリ
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ング手法の最適化を行う�最適化した手法による精度管

理の普及，高度化につとめる。

　環境中のダイオキシン類（ポリクロロジベンゾ���ジ

オキシン類（�����）とポリクロロジベンゾフラン類

（�����））の分析に関する種々の検討を行った。当研

究所で作製した環境標準試料����������	
２２「土壌」

を用い，抽出，カラムクロマト等の前処理，高分解能

�����による測定，データの解析，分析の精度管理等

を検討した。また，フィールドで採取した土壌試料，底

質試料，水生生物試料，ミドルボリウムサンプラーによ

る大気試料等について分析法の検討�開発を行った。

〔平成１４年度の研究概要〕ダイオキシン類の測定法につ

いて，大気等環境試料のサンプリング法を中心に，種々

の変法や精度管理に関する比較検討を行う。また，クロ

スチェック等により，精度管理の実態把握につとめる。

〔備　考〕

（４）加速器質量分析法の環境研究への応用に関する基

礎研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００４��０４１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕柴田康行（化学環境研究領域）・瀬山春彦・

� 田中　敦・米田　穣・植弘崇嗣・森田昌敏

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕加速器質量分析法（���）を環境研究へ応

用していく上で必要となる加速器やイオン源などの運転

技術，検出系の改良，試料採取，前処理技術等の確立，

改良を図るとともに，適用範囲を広げるためのハード，

ソフト両面の改良，新しい分析手法の開発等を行う。合

わせて関連情報を収集，整理して今後の研究の発展の基

礎作りを行う。

〔内容および成果〕

　堆積物年代決定に必要な試料処理方法の検討のため，

大和碓から採取されたコア試料各層中の浮遊性有孔虫の

殻を拾い出し，種類を同定した上で洗浄処理を行った。

希塩酸処理と過酸化水素水処理とを組み合わせ，重量減

を確認しながら丁寧な洗浄を行った上で���を取り出

し，グラファイト化処理して年代を測定した。比較のた

めにバルクの有機物についても常法に従って年代決定を

行った。年代あるいは層序により両者の間にいろいろと

食い違いが生じている様子が明らかとなり，堆積層の攪

乱などの影響ではないかと考えられた。

〔備　考〕

（５）環境中／生態系での元素のトレースキャラクタリ

ゼーション並びに動態に関する基礎研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��０４２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕柴田康行（化学環境研究領域）・�刀正行・

� 瀬山春彦・田中　敦・米田　穣

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕汚染元素・物質の環境循環，生態系循環の解

明や，毒性等の評価のための分析手法の開発やその高度

化を目指して，元素の存在状態／化学形態や局所的な存

在／蓄積部位に関するより詳細な情報を獲得するトレー

スキャラクタリゼーションのための基礎的な手法開発を

行う。また，元素・物質の起源を探り，環境動態を追跡

し，さらに生態系における汚染物質の蓄積を解明する上

で重要な手がかりを与えてくれる元素の同位体比の精密

測定技術の開発，確立を進める。

〔内容および成果〕

　有機セレン化合物の水素化物生成反応において各種ア

ルキル化セレンが生成する新たな反応を見いだし，新し

い化学形態分析法としての評価を行って報告した。岩石

（長石，ダナイト）と硝酸の反応を土壌酸性化のモデル

として，岩石粉末試料の酸溶解反応について調べた。そ

の結果，長石の酸溶解過程は，岩石の主要な構成鉱物の

溶解反応として単純に説明可能であった。一方，ダナイ

トでは主要な鉱物の反応だけでは説明できず，溶解過程

はより複雑であった。先史時代遺跡をモデルとして，人

間を含む生態系における物質循環を，安定同位体と放射

性炭素を指標として復元する新たな手法を検討した。�

線顕微鏡による環境変動解析のため，試料交換に伴う測

定値の変動範囲を確認し，再現性確保のための装置を開

発・作製した。

〔備　考〕�
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（６）降水・降下物・大気中の放射性核種の挙動に関す

る研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００２��１１６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕土井妙子（水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度�（２００１～２００３年度）

〔目　的〕地表土壌と大気中に存在する地殻起源の天然

放射性核種である���２１０，���２１２と主に成層圏を起源

とする宇宙線生成核種の���７と大気圏核実験由来の

���１３７の降水，降下物，大気中濃度から，これらの核

種の挙動を明らかにして表層大気中の放射性物質や環境

汚染物質の輸送，拡散のメカニズムの解明を行う。

〔内容および成果〕

　つくばにおける大気中の���７と���２１０は両者の起

源が異なるにもかかわらず春季と秋季に高濃度となる

「二山型」の季節変化を示す。中国各地と韓国における

大気中の���２１０濃度は，冬季につくばの１０倍以上の

高濃度となる「一山型」の季節変化を示す。これは中国

大陸が冬季に極端に降水量が減少するためと考えられ

た。

　大気中の���２１２は地殻起源の���２２４からの���２２０

の壊変生成物である。川崎市において大気中の���２１２

濃度の一時的な増大が２０００年８月末から９月はじめに

かけて観測された。この濃度上昇は，三宅島火山の

２０００年の噴火によって大気中に放出された���２１２によ

るものと推定された。

〔備　考〕

（７）水環境中における界面活性剤の挙動の解明とその

共存汚染化学物質の挙動や毒性に及ぼす影響の研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９８０２��１２４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕稲葉一穂（水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕合成洗剤はダイオキシンなどに比べて自身の

毒性や危険性は小さいものの，排出量が大量であるこ

と，主成分である界面活性剤の分解生成物に環境ホルモ

ン物質と疑われるものを含むこと，界面活性剤以外に殺

菌剤や増白剤などの化学物質を含んでいるものがあるこ

と，ミセルやエマルションを生成して水に溶けにくい物

質を可溶化し挙動を変化させる可能性があることなど水

環境に与える影響は大きいものがある。本課題ではこの

ような問題点を検討するために合成洗剤の主成分である

界面活性剤について，底泥への吸着性や移動性，微生物

分解性などの挙動を検討するとともに，汚染底泥やミセ

ルやエマルションが共存する化学物質の移動や分解，毒

性などの諸性質にどのような影響を与えるかを検討す

る。

〔内容および成果〕

　本年度は合成洗剤関連物質として，殺菌石鹸に含まれ

る殺菌成分であるトリクロサンの水環境中での挙動につ

いて検討を行った。トリクロサンおよびその１塩素置換

体および２塩素置換体の水への飽和溶解度は非常に小さ

く，トリクロサンで４０μ��程度，１塩素置換体および

２塩素置換体では数μ��程度であった。しかし，界面活

性剤が臨界ミセル濃度以上共存すると何れの溶解度も急

激に上昇した。同様にフミン質が共存するとその溶解度

は上昇することが分かった。これは水に難溶な有機化合

物であるトリクロサンおよびその塩素置換体がミセルや

フミン質の疎水性部へと可溶化して安定に存在するため

と考えられた。一方，トリクロサンの遊離塩素による塩

素置換反応は臨界ミセル濃度以上の界面活性剤が共存す

ると速度的にも平衡的にも抑制されることが分かった。

これは塩素置換反応が水溶液中で起こるため，トリクロ

サンがミセル粒子中へと可溶化している系では反応が起

こりにくいためと説明できる。フミン質が共存する場合

にも同様に塩素置換反応が抑制されていたが，これは遊

離塩素が高濃度に存在するフミン質と反応したためであ

ると考えられた。このように合成洗剤に含まれる殺菌成

分であるトリクロサンの溶解や移動，分解や毒性を支配

する挙動は共存物質により大きく変化することが分かっ

た。

〔備　考〕

（８）有機錫化合物の中枢神経毒性に関する免疫神経内

分泌学的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９９０１��１７８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕
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〔担当者〕今井秀樹（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク管理と評価プロジェクトグ

ループ）・兜　真徳

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕いくつかの有機スズ化合物は中枢神経系を傷

害し，さらに免疫系および内分泌系に影響を及ぼす。有

機スズ化合物による脳・神経傷害のメカニズムは詳細に

は分かっていない。我々は有機錫化合物のひとつである

トリメチルスズ（���）をラットに１回経口投与する

と，２－３日後に血液中のステロイドホルモンであるグ

ルココルチコイドの濃度が一過性に上昇することを見い

だしている。グルココルチコイドは細胞質内の受容体に

結合してその役割が発揮されるが，この受容体にはタイ

プⅠとタイプⅡの２種類があることが知られている。昨

年度に引き続き���投与によって引き起こされる脳内

海馬領域の細胞死におけるステロイドホルモンの役割を

２種類の受容体アゴニストをもちいて詳細に解析した。

〔内容および成果〕

　ステロイドホルモン受容体の受容体アゴニストである

コルチコステロン（����）を含むペレットあるいはタ

イプⅡ受容体の特異的なアゴニストのデキサメタゾン

（���）を含むオスモティックポンプをラット

（��������	�
����系雄，５週齢）の皮下に副腎切除術

（���）を施すと同時に埋め込んだ。���の７日後，

���を８�����の用量で１回ラットに経口投与した。

���投与１４日後に脳を取り出して切片を作成し，神経

傷害の指標として活性化アストログリアのマーカーであ

るビメンチンの増加を免疫組織染色法を用いて観察し

た。���投与によって海馬の��３�領域から��３�領

域にかけて生じた傷害が���によって��１領域にま

で拡大した。ここに����あるいは���を慢性的に投

与すると神経傷害の範囲は���投与単独によるものよ

りも縮小した。従来タイプⅠ受容体は海馬歯状回におい

ては神経細胞に対して保護的効果を発揮し，一方タイプ

Ⅱ受容体は神経傷害を増悪する方向に働くとされてきた

が，錐体細胞層に関してはタイプⅡ受容体が���由来

の神経傷害を軽減していることが明らかになった。

〔備　考〕

（９）藍藻が生産する新規生理活性物質に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��２５２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕佐野友春（環境研究基盤技術ラボラトリー）・

高木博夫・彼谷邦光

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕アオコの有毒物質による飲料水源及び湖沼の

汚染は世界中で問題となっており，���からも藍藻の

数および肝臓毒ミクロシスチンの濃度について勧告がな

された。ミクロシスチンは藍藻が生産する環状ペプチド

で，タンパク質脱リン酸化酵素を阻害し，肝発がんプロ

モーターであることが知られている。藍藻中にはミクロ

シスチンだけでなく，様々な種類の生理活性物質が含ま

れており，それら生理活性物質の生態系への影響や，人

への健康影響を調べるためには単離・構造決定すること

がまず重要である。本研究ではアオコを形成する藍藻中

の新規生理活性物質の構造を解析することを目的としてい

る。

〔内容および成果〕

　���������	
�属の藍藻株を大量培養し，凍結乾燥後，

ミクロシスチン分画を抽出したところ，リン酸化タンパ

ク質脱リン酸化酵素を阻害する物質，����������	
�お

よび�を発見した。逆相の����および順相の�����

を用いて，これら阻害物質を精製した。精製した阻害物

質は���スペクトルから，ペプチドであることが示唆

されたことから，酸加水分解後，アミノ酸分析を行い，

含まれるアミノ酸の種類および立体構造を解析した。ま

た，分子量および分子式は高分解能�����スペクトル

により決定した。����������	
�
および�の構造は，
�
��，�������スペクトルおよび２次元���スペクト

ルを詳細に検討することにより決定した。����������	
�

の蛋白質脱リン酸化酵素��１および��２�に対する阻

害の強さは，����値でそれぞれ０．９および１．３３μ��で

あった。また，類似の化合物と蛋白質脱リン酸化酵素阻

害活性の構造活性相関を検討したところ，分子内に��

メチルホモチロシンとアルギニンいうアミノ酸残基があ

るときに活性が強くなることが判明した。

〔備　考〕

（１０）有害化学物質による地球規模の海洋汚染評価手法

の構築に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��２

〔研究課題コード〕０００２��０４７
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〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕�刀正行（化学環境研究領域）・原島　省

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕有害化学物質（農薬，残留性有機汚染物質，

重金属等）による地球規模での海洋汚染の実態を把握す

る手法として，商船を利用した有害化学物質の濃縮捕集

システム，試料採取システムおよび連続観測システムを

構築し，広域を繰り返し観測する。また，より広汎な有

害化学物質を対象とするために構築したシステムより得

られた試料の多成分・多元素同時分析手法を確立する。

これらの観測結果および分析結果を用いて，有害化学物

質による地球規模での海洋汚染地図の作成を検討し，汚

染物質の起源，移動，分解過程などの行方や動向を明ら

かにする。

〔内容および成果〕

　残留性有機汚染物質による地球規模での海洋汚染の動

態を把握するためには，まず地球規模での汚染状況を観

測する必要がある。しかし，海洋上での観測は，観測を

実施するための足場すなわち観測プラットフォームが必

要であるが，現在これは圧倒的に不足している。本研究

では，このプラットフォームとして，我が国が世界各海

域に展開している商船を海洋汚染観測プラットフォーム

として確保し，それに最適な商船搭載型有機汚染物質捕

集観測システムを構築することにより，地球規模での海

洋汚染観測態勢を確立する。捕集した試料からより多く

の情報を引き出すために多成分一斉分析手法を検討す

る。

　また，有害化学物質による地球規模での存在状態及び

その時間的空間的な変動を把握することにより，その負

荷状態，輸送過程，滞留などを明らかにする。さらに，

海洋表層での太陽光励起活性酸素種を調査し，それと溶

存有害化学物質との反応性を明らかにすることにより，

各種有害化学物質の分解性，分解量等を推定するととも

に残留性についても明らかにする。

　前年度使用した固相抽出剤は，一部の化学物質に関し

回収率が十分でないこと，本年度実施の太平洋外洋では

より低濃度であることが予想されることから，新たな固

相抽出剤の検討を行った。新たに検討した固相抽出剤

は，ハードタイプのポリウレタンフォーム（以下���

を略す）およびより吸着能の高い活性炭素を繊維状にし

たものである。また，前年度使用した固相抽出剤（米国

���社����１２９および１３１）は，ブランク値が比較的

高かったため，洗浄方法についても検討した。最終的に

は次の４種類の固相抽出剤を用意し，実際に現場で使用

した上で決定することとした。���のみの場合は，１

次洗浄としてアセトン溶媒によるソックスレーにて２４

時間，２次洗浄として１次洗浄済みの���をガラス容

器に詰めた後，溶媒としてアセトンまたはジクロロメタ

ンを用い，それぞれソックスレーにて２４時間の洗浄を

行った。真空乾燥後，アルミホイルにてラップしステン

レス容器に入れ，さらに真空パック保存により保存時お

よび運搬時の汚染を避けた。

　より広範囲な化学物質を対象とするために，新たに

���と活性炭素繊維フィルター（以下���と略す）を

用いた複合カラムを検討した。フェルト状の���をま

ずアセトンを溶媒として超音波洗浄を行い，微細な繊維

やゴミを取り除いた。その後１次洗浄としてジクロロメ

タンを溶媒とし，ソックスレーで２４時間処理した。洗

浄済みの���は汚染をさけるためステンレス缶を用い

ジクロロメタン内で保存した。１次洗浄済みの���２

枚と１次洗浄済みの���をガラス容器に詰め，２次洗

浄としてジクロロメタンあるいはトルエンでそれぞれ

２４時間ソックスレーにて処理した。処理後の保存は

���のみの場合と同様である。

　回収率の評価は��
�同位体レベルの試薬を，洗浄済み

の固相抽出剤に添加し，同一の固相抽出剤を用いたカラ

ムを２本直列し配し，清水を１�����の流速で３００�通

水した後のそれぞれのカラム中の濃度を分析することに

より行った。���のみを固相抽出剤とした場合の回収

率は，約８０％～６０％弱と若干低めであった。一方，

���と���を組み合わせた固相抽出剤の回収率は，多

くの物質でほぼ１００％であったが，一部クロルデン類で

は８０％弱であった。

　今後，保存時の汚染および現場での回収率試験の結果

から，主に用いる固相抽出剤を決定する予定である。

　本年度は，昨年度実施した油輸送船による日本－ペル

シャ湾間の観測ルートに引き続き，電力用石炭運搬船に

よる日本－オーストラリア間の太平洋を南北に横断する

航路を用いた観測態勢の構築を行った。

　電力用石炭運搬船「新地丸」は，福島県相馬港とオー

ストラリア東岸の数カ所の石炭積出港間をほぼ月１往復

で航海しており，太平洋をほぼ南北に横断する航路であ

ることから，赤道をはさんだ広い海域を対象とすること
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が可能である。また，本船は不定期であるが，北米西岸

への航路も使用しており，この場合は太平洋を東西に横

断する観測が可能となる。「新地丸」の定期ドッグ入り

にあわせて，有害化学物質観測システムの設置のための

配管工事および設置プラットフォームの整備を行った。

前年度開発した商船搭載用海洋汚染観測システムに，そ

の後得られた成果を盛り込み改良した新しいシステムを

制作し，２００２年１月の相馬港入港時に搬入，設置を

行った。設置後直ちに２００２年１月２８日～２月２２日の

日本－オーストラリア間往復航路において，機器の試運

転を兼ねて乗船観測調査を実施した。先に述べた４種類

の固相抽出剤を用い，またデータの質の確保と回収率の

確認のために全ての濃縮捕集サンプリングはカラムを２

本直列に配置して実施した。観測地点は往復で４４カ所，

採取試料数は８８本である。航路とサンプリング地点を

図１に示す。

〔備　考〕

共同研究機関：東京大学・愛媛大学・東京薬科大学

共同研究者：大久保明（東京大学）・田辺信介（愛媛大

学）・藤原祺多夫（東京薬科大学）

（１１）ゴールドラッシュ地域における環境管理，環境計

画，およびリスクコミュニケーションに関する学際

的研究

〔区分名〕環境��地球推進　��７

〔研究課題コード〕０００２��０４８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕久米　博（化学環境研究領域）

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕近年，発展途上国において「スモールスケー

ルマイニング」と呼ばれる採鉱形態が顕著になってきて

いる。これは，採掘用重機や高度な精錬設備を使用せ

ず，人力に大きく依存して行われる鉱石の採取�処理�

販売活動を指す。ゴールドラッシュは，そのうち金鉱が

採掘の対象となったものである。金を鉱石から抽出する

には，おもに水銀が用いられるため，場所によっては深

刻な水銀汚染が生じている。このようなゴールドラッ

シュ地域における環境管理，環境計画，そしてリスクコ

ミュニケーションを行うためには，環境試料の分析デー

タを基礎にした水銀汚染記載を正確に行うことが必要で

ある。ここで，環境試料は多様な形態を持ち，また分析

すべき検体数も多数に及ぶため，その分析には，高精度

であるとともに迅速さが要求される。本研究では，さま

ざまな形態を持つ試料中に含まれる水銀の迅速分析法と

して，高エネルギーイオンビームを用いた分析法である

����に着目し，その有用性を検討することを目的とす

る。

〔内容および成果〕

　同一の土壌試料に対して，����と，底質調査方法の

公定法となっている還元気化原子吸光光度法とを適用

し，両者の分析結果を比較した。分析には，モンゴルで

採集した２種類の土壌試料を用いた。この試料はそれぞ

れ，７あるいは８種類の粒度に揃えたものに分離し，

１５０から２００メッシュより大きな粒度のものに関して

は，それらを２００メッシュ以下になるように細粒化し

た。

　����は岩手医科大学サイクロトロンセンターにおい

て行った。粒度を揃えた上記の試料をさらにすりつぶ

し，平均粒径が数μ��になるように調整したものを，厚

さ４μ��のポリプロピレン膜に固定し，それに２．９���

のプロトンを照射した。このとき同時に，パラジウム

カーボン粉末を試料に混ぜておき，粉末内部標準法に

よって水銀の定量値を求めた。発生した特性�線は，厚

さ５００�μ��のマイラー膜フィルターを通して，��（��）検

出器によって測定した。

　還元気化原子吸光光度法は，所外のふたつの分析会社

に依頼して行った。粒度別に分離された試料を硝酸と過

マンガン酸カリウムで分解処理をした後に，分析線

２５３．７��における原子吸光を測定して水銀を定量した。

　得られた結果を比較すると，２種類の試料いずれに対
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図１　「新地丸」の航路とサンプリング地点



しても，還元気化原子吸光法による分析値は，誤差範囲

内で一致した。２社の分析時期は，ほぼ２ヵ月の間が開

いている。この２社の分析値が一致したことは，その間

に水銀の蒸発がなかったことを示している。水銀を含む

試料については，通常，水銀の飛散を防ぐ対策が必要と

される。今回の試料の場合は，各粒度に分離した後は，

単に小型のガラス瓶に常温密閉保存しただけであった

が，２ヵ月程度であれば，それだけでも十分であること

が示唆された。

　一方，����の結果は，還元気化原子吸光光度法のそ

れとあまり良い一致は示さず，ある粒度では３００％もの

ずれを示した。この不一致の原因としては，試料すりつ

ぶしの際に起こる汚染や水銀の飛散が考えられる。今

後，����の信頼度の向上を図るために，試料調整方法

の再検討を行い，さらに同一試料についての繰り返し測

定を実施する予定である。

〔備　考〕

研究代表者：村尾　智（産業技術総合研究所）

共同研究者：世良　耕一郎（岩手医科大学）

（１２）������：加速器による生体中，環境中微量成分

の超高感度追跡手法の開発

〔区分名〕文科��原子力

〔研究課題コード〕９７０１��０５１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕柴田康行（化学環境研究領域）・田中　敦・

� 米田　穣・植弘崇嗣・森田昌敏

〔期　間〕平成９～１３年度（１９９７～２００１年度）

〔目　的〕���等の放射性同位体は，生体中の様々な物

質代謝経路の追跡のためのトレーサーとして，また環境

中の汚染物質の起源を探る有力なパラメータとして（現

生生物が���を一定濃度含むのに対し石油石炭起源の物

質は含まない）重要な役割を演じている。しかしなが

ら，従来の方法では，目的とする��
�含有物質を手間を

かけて分離・精製し，その中に含まれる���量を液体シン

チレーションカウンター等の感度の低い分析手法で測定

して追跡を行っていた。本研究では，���等の長寿命放

射性同位体の先端的高感度分析手法である加速器質量分

析法（���）と，微量成分の高度の分離手法である多

次元ガスクロマトグラフ（��）とを組み合わせて，生

体中，環境中の微量化学物質中の微量放射性同位体を個

別に追跡できる，新しい高感度な分析システムを開発す

ることを目的とする。

〔内容および成果〕

　分取��システムを用いて，北太平洋日本海溝縁辺採

取コア中の有機化合物毎の年代決定の研究を継続した。

前年度とは別の層準で短鎖，長鎖のそれぞれ数種類ずつ

の脂肪酸の抽出と精製を行い，起源生物毎の年代差につ

いてのデータを確認するために脂肪酸とは別の種類の化

合物である���アルカン，アルケノンの２つのグループ

の化合物についてもそれぞれの異なる化合物毎の単離，

精製，年代決定を進めた。海洋生物起源の短鎖飽和，不

飽和脂肪酸，並びにアルケノンの精製条件を検討，確立

し，年代決定した結果はいずれも分析誤差範囲内でよく

一致する年代を与え，起源が同じバイオマーカーとして

期待される通りの結果となった。これに対して，陸上の

高等植物由来の長鎖脂肪酸並びに���アルカンについて

は，それぞれ分離条件などが大きく異なるにもかかわら

ずやはり相互によく一致する結果を与え，この分取ガス

クロマトグラフによる年代決定法の信頼性を確かめるこ

とができた。同じ層準の海洋生物起源物質群と陸上植物

起源物質群との間には３，４千年にも及ぶ大きな年代差

が認められ，これらの物質の環境動態の違いとその時間

スケールについて，貴重な新しい情報を得ることができ

た。

〔備　考〕

（１３）���による個別有機分子の１４�測定：分取キャピ

ラリー��の製作と地球化学的応用

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕９８０１��０５３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕柴田康行（化学環境研究領域）

〔期　間〕平成１０～１３年度（１９９８～２００１年度）

〔目　的〕地質学的試料の中の個別化合物毎の��
�年代

測定を実施できる体制を作り，地球化学的研究への応用

を図る。この研究を可能にするための分取キャピラリー

ガスクロマトグラフの製作と実用化試験，加速器質量分

析法による微量試料測定のための試料前処理方法の確立

と評価などの一連の技術を開発する。

〔内容および成果〕

　札幌市内で大気粉塵試料を捕集し，その中に含まれる
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個々の脂肪酸分子を分離，精製して純度を確かめた。こ

れらについて，国環研の微量試料燃焼・グラファイト化

システムを使って加速器質量分析用の試料調製を行い，

それぞれについての��
�年代測定を実施した。粉塵中の

脂肪酸は�１８と�２６に２つのピークを持つ分布パター

ンを示し，Δ�１３�データから見て短鎖側は海洋生物起

源，長鎖側は陸上植物起源と考えられた。短鎖側の

１４�年代は現代炭素と代わらなかったのに対し，長鎖

側はより古い年代を示し，植物による生産後大気中に出

るまでに長い時間がかかっている様子が明らかとなっ

た。

〔備　考〕

研究代表者：河村公隆（北海道大学）

（国環研は平成１３年度のみ参加）

（１４）熱帯域において植物から大気中に放出される極性

有機化合物の分布と変動に関する研究

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０００２��０５６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕横内陽子（化学環境研究領域）・奥田敏統

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕植物から放出される揮発性有機化合物

（����）の年間発生量は地球全体で１０００���以上に上

ると推定されている。これらの化合物の多くは大気中に

おける反応性が高く，オゾン生成あるいはエーロゾル生

成を介して大気化学に重要な影響を与えている。この植

物起源����の約３分の１はカルボニルなどの極性化

合物であると考えられているが，分析の困難さなどの理

由から大気中の観測例は非常に少ない。本研究では，ア

ジアの熱帯林・亜熱帯林において，極性有機化合物を中

心に大気中植物起源����の分布と変動を調べ，その

大気化学的影響を解明するための基礎データとする。

〔内容および成果〕

　前年度に引き続き，国立科学博物館筑波実験植物園の

熱帯雨林温室内において熱帯植物（��������	
��他６

種）から放出される���成分を吸着管によって採取

し，�����測定を行った。その結果，新たに２�

������１���他２０種類の含酸素化合物が熱帯植物から

の放出ガス成分として同定された。また，比較的低沸点

成分を対象として熱帯植物からの放出ガスをキャニス

ターで採取して調べた実験では，塩化メチル，臭化メチ

ル�ヨウ化メチル�ブロモジクロロメタン，クロロジブ

ロモメタンが検出された。塩化メチルと臭化メチルの放

出は特にフタバガキ科と数種のシダ植物で目立った。こ

のように多様な熱帯植物から放出される多くの���の

中で，熱帯林全体への寄与が大きいものを抽出するため

に，熱帯植物温室全体を放出ガス蓄積チャンバーと見立

てて，その大気組成を外気と比較した。その結果，熱帯

植物からの放出ガスの大半はイソプレンで，アセトン，

アセトアルデヒド，塩化メチル，�４～�１０のアルデ

ヒド，モノテルペン類，メタクロレイン，メチルビニル

ケトン，２�ブタノンが続き，アルコール，エステル類

の寄与は小さいことがわかった。なお，ここで検出され

たアルデヒド，ケトン類については，反応によって二次

生成したものも一部含まれていると考えられる。今後，

これら主要な���について実際の森林大気中の分布，

および発生量の支配要因について調べる。

〔備　考〕

共同研究者：遊川知久（国立科学博物館筑波実験植物園）

（１５）トランスジェニックゼブラフィッシュを用いた複

合汚染水の総合的毒性評価法の開発

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０００２��０６５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．２　効率的な化学物質環境リスク管理のための高

精度リスク評価手法等の開発に関する研究

〔担当者〕青木康展（化学物質環境リスク研究センター）

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕トランスジェニックゼブラフィッシュ胚を用

いて，①変異原性のアッセイ　②孵化率　③形態形成異

常という複数の指標を用いた総合的毒性評価法の開発を

行っている。本年度は，形態形成異常の定量化を中心に

検討した。

〔内容および成果〕

　様々な化学物質（ベンゾピレン，�����など）や環

境中の汚染水抽出物に曝露すると，形態異常として，体

軸の屈折，胸部の膨潤（同時に体軸が短くなっているこ

とが多い）がよく観察された。そこで，体長の測定によ

り形態異常が簡便に定量化できるか検討するために，変

異 原 物 質����������	�
������
�������
���
��

（����）を用いた実験を行った。����に曝露した胚
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から孵化した稚魚は，一見未処理群と同じであったが，

接眼ミクロメーターを備えた顕微鏡で体長を測定する

と，濃度依存的に，数％ずつ，有意に短くなっていた。

さらに，突然変異頻度は，����濃度依存的に有意に

高くなっていた。以上の結果から，体長の測定を毒性評

価の指標として使用できる可能性が示唆された。

　本トランスジェニック魚を用いた変異原性検出法は，

生じた突然変異の塩基配列を調べ得るという特徴があ

る。そこで，����や，水環境中によく検出されるベ

ンゾピレンによって生じた突然変異の塩基配列を決定

し，そのスペクトルを調べた。すると，これらの化学物

質に特徴的な塩基置換が生じており，本トランスジェ

ニック魚を用いた検出法の有用性が示唆された。

〔備　考〕

共同研究者：天沼喜美子（化学物質環境リスク研究セン

　ター）・武田洋幸（東京大学）・斉藤穂高（三

　菱化学安全科学研究所）

（１６）有害大気汚染物質の精度管理に関する研究

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３１４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕田邊　潔（化学環境研究領域）

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕大気中に微量に存在する有害大気汚染物質に

ついては，長期暴露による健康影響を評価する必要があ

る。そこで，そのモニタリングでは原則月１回，２４時

間採取で年平均濃度の把握を行っている。しかし，現在

の手分析によるモニタリングは労力，手間などの負担が

大きく，さらに測定頻度を上げてより詳細な暴露情報を

収集することは困難である。そのため，自動分析計によ

る常時監視の実用化が求められている。

　本研究では，これまで国立環境研究所で開発されてき

た有害大気汚染物質自動分析計を長期にわたって運用す

ると共に，現在手分析のモニタリングに導入されている

精度管理手法を自動分析計へ適用し，精度の高い常時監

視を実現することを目的とする。

〔内容および成果〕

　東京都環境科学研究所において，環境大気汚染物質の

連続モニタリングを４ヵ月にわたって実施した。この

間，通常のメンテナンスで十分測定が続けられ，大きな

感度変化も見られなかった。精度管理データの取得など

で中断した期間を含め，測定率は８２％と良好であり，

機器トラブルによる欠測は５％以下であった。

　途中，１６日間にわたって手分析によるキャニスター

法との並行測定を行った。このうち１０日間は，２日間

ずつ０．１～１���の５段階の濃度の標準ガスを添加し

て，測定対象の４１成分すべてについて測定結果の比較

を行い得るようにした。自動連続モニタリングと手分析

の結果は，相関係数０．８８６～０．９９９の良い相関を示し，

差も物質によって異なるが，殆どの場合３０％以下で小

さかった。

　有害大気汚染物質自動分析計の開発では，複雑な機器

制御だけでなく，多大な時間を要するデータの解析を支

援するソフトウェアを開発してきた。このデータ解析に

おける精度管理判断基準などのパラメーターの検討，機

器制御とデータ解析の相互リンクの検討などを行った。

〔備　考〕

共同研究者：星　純也（東京都環境科学研究所）

（１７）胎盤の機能異常に着目した環境有害物質による胎

仔の異常発育のメカニズムの解明（再掲）

〔区分名〕文科��振興調整

〔研究課題コード〕０００３��０７４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕石村隆太（環境健康研究領域）・大迫誠一郎・

青木康展・遠山千春

〔期　間〕平成１２～１５年度（２０００～２００３年度）

〔備　考〕

Ⅳ．３．２（１０）の再掲

３．４　化学物質のリスク評価と管理に関する研究

（１）有機微量汚染物質の環境中動態の解析

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０１��１８０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕

鈴木規之（内分泌かく乱化学物質及びダイオキシン類の

リスク評価と管理プロジェクトグループ）・桜井健郎

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕環境に放出され，また人間や生物に摂取され
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ている数多くの人為起源の化学物質の健康リスクに対処

する上で，発生源から曝露に至る環境中での動態の情報

は有用である。本研究では，環境中動態の把握が不十分

であるような有機微量汚染物質について，環境中動態に

ついて新たな情報を得るための手法とその適用につい

て，基礎的な検討を行うことを目的とする。

〔内容および成果〕

　ダイオキシン類の環境測定データについて，値の分布

を統計的に検討した。環境省による全国一斉調査のデー

タを用い，非生物媒体では，��の少ない化合物につい

ては対数正規分布とみなせることを示した。

　ダイオキシン類の人間への過去の時点での曝露量とそ

のばらつきを調べるために，国内の二地域について，

１９９０年の保存陰膳試料を用いて，食事由来の一日当た

り摂取量を求めた。摂取量は，保存トータルダイエット

試料の分析に基づいてすでに報告されている時系列変動

と矛盾しないものであった。また，家庭ごとの摂取量の

ばらつきがあることを明らかにした。

　また，環境中に排出された有機化合物の由来や排出源

を定量的に推定するための手法の検討を行った。

〔備　考〕

（２）セスジユスリカを用いた底質試験法の検討

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９８０２��２４８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．２　効率的な化学物質環境リスク管理のための高

精度リスク評価手法等の開発に関する研究

〔担当者〕菅谷芳雄（化学物質環境リスク研究センター）

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕����で検討されている底質試験法は，日

本特産のセスジユスリカも試験生物として認められた。

ところが本種を使っての底質試験の研究例は多くなく問

題点の把握が十分でない。同ガイドラインに沿って実用

試験に入る前に他の推奨種との比較検討を行う必要があ

る。本研究では，ガイドラインに沿って底質中の化学物

質の毒性評価を行う際の問題点を検討すると同時に，セ

スジユスリカの生物特性に合った試験法の開発を行う。

〔内容および成果〕

　２００１年２月に����テストガイドライン（ドラフ

ト）の改訂版が出された。以前のドラフトとは，人工底

質の馴致が加わったことなど試験実施について重要な部

分が変更された。これに伴い，セスジユスリカを用い

て，底質添加法（���２１８）および上層水添加法（���

２１９）の両方法ついて，ガイドラインに忠実に従った実

験を���������	及び��������	
�
����
	を被検物質に

選んで行った。その結果，両物質ともおよび両試験法と

もに暴露量と羽化率には用量反応に高い相関が得られ，

回帰分析により毒性値を算出することは妥当であると判

断された。計算の結果，���������	の底質添加法に試

験からは半影響濃度��５０は１．５�����と無影響濃度

����１．２５�����を得た。一方上層水添加法では，

��５０と����は そ れ ぞ れ０．０９と０．００３２�����と

なった。

　対照区の羽化率は両試験法とも８０％以上であり，試

験の成立には問題がなく，セスジユスリカは試験生物と

して本試験法に使用できることが確認された。

　なお暴露期間中に餌を発生源とするアンモニアの濃度

が１０����を越える場合があることがわかり，この濃度

ではユスリカ弱齢幼虫の生存に��が中性域にある限り

は無影響であることを確認したが，投餌量の検討が必要

であることが明らかになった。さらに，テストガイドラ

インでは羽化に要する日数を元に����������	
��	�の

報告を義務づけているが，この値は雌雄で差があること

が分かった。この傾向は対照区でも観察され，現ガイド

ラインでは雌雄を区別しない数値を採用しているがこの

点は改善の余地があると判断された。今回の試験では

����������	
��
�に差がないかもしくは羽化率に明ら

か な 差 が 出 て い る 場 合 に 差 が で て い る の で，

����������	
��	�を単独に毒性値を推定する必要がな

かったが，試験を重ねる中で羽化率では差がないが，

����������	
��	�では差を生じるという場合には，雌雄

差を考慮した数値との比較が必要であると判断された。

〔備　考〕

（３）生物評価試験による浮遊粒子状物質の長期曝露モ

ニタリングに関する研究

〔区分名〕環境��公害一括

〔研究課題コード〕０００４��２２７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕後藤純雄（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・中島大介・江副優香・田邊　潔

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）
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〔目　的〕人間活動に伴い様々な汚染物質がガス状また

は粒子状で環境大気中に排出されている。環境空気中の

浮遊粒子状物質中には比較的分子量の大きい物質が微量

ずつ混在している。これらの中には発がん物質であると

同時に，外因性内分泌撹乱物質として疑われているベン

ゾ〔�〕ピレンやダイオキシンも含まれ，かつ，これら

は呼吸器系に沈着しやすい微細粒子中に含まれているた

め，長期曝露に伴う健康影響が懸念されている。従っ

て，これらの物質の長期曝露の影響や経年変化に関する

知見の蓄積が対策を講ずる上で重要になってきている。

また，発生源や大気中での挙動も複雑であることから不

明な点が多い状況にある。そこで本研究では，汚染その

ものを総合的に，また比較的高感度にとらえ得る変異原

性試験などの生物評価試験法および代表的な化学物質分

析法等を用い，浮遊粒子状物質の長期モニタリングに関

する知見を収集することを目的としている。

〔内容および成果〕

　長期間継続的に採取した浮遊粒子状物質を生物試験及

び化学分析に供し，その結果から空気中発がん関連物質

の発生要因や曝露要因を把握するとともに長期曝露評価

に必要な基礎資料を得るために，本研究では１）浮遊粒

子状物質及びそれに含まれる有害物質による都市部大気

汚染トレンド（２０～２５年）を長期低温保存試料等を用

いて明らかにする。２）生物評価試験（変異原性試験な

ど）を測定に適用し，汚染そのものの総合的評価を試み

る。３）都市部浮遊粒子状物質を大量に採取し，それを

標準比較試料として用いることにより生物評価試験法，

高感度化学分析法の規格化や測定精度管理手法について

も検討する。４）隔日サンプリング等，試料採取の基礎

資料を作成するとともに，生物評価試験や当該化学物質

分析に適した試料調製や試料保存法を作成する。及び

５）ガス／粒子間の成分組成や浮遊粒子の粒径分布に及

ぼす各種要因及び当該物質のリアルタイム測定法につい

て発生源などを含めた検討を行うこととしている。

本年度は，主に以下の検討を行った。

　（１）ハイボリウムエアサンプラーにより約２０年前か

ら採取し超低温保存してきた浮遊粒子試料を用いて，ダ

イオキシン類を測定（欠測年あり）し，経時変動等につ

いて検討を行った結果，���������の年平均毒性当量

は，採取年度によって異なる値（ほぼ横ばい）を示した

が，１９９４年頃からは低下する傾向にあること，���

����では，１９８０年から低下する傾向にあることを認め

た。

　（２）アンダーセン型ロープレッシャーインパクター

を用いて浮遊粒子を粒径ごと（１２．１�μ��以上～０．１３�μ��

以下）に分級採取するとともに，ポリウレタン樹脂を用

いてガス状試料を採取し，それらのダイオキシン類を測

定した結果，粉じん濃度は粒径３．９～５．７�μ��付近の小

さなピークと０．５２�μ��付近にピークを持つことやダイ

オキシン類は０．５２�μ��付近にピークを持つことを認め

た。

　（３）多検体処理に適した生物評価試験法として，こ

れまで検討してきた発光���マイクロプレート法の適

用能について検討した。その結果，アンダーセン型ロー

プレッシャーインパクターによる分級試料にも適用し得

ることやその比活性が粒径０．７６�μ��付近にピークを

持っていることなどを認めた。

　（４）�����３�３系細胞による形質転換フォーカス

形成試験を用いて１９８０年，１９８１年，１９８３年に採取され

た浮遊粒子状物質の発がんプロモータ比活性（１��当

たりのフォーカス数）を求めたところ，すべて良好な用

量反応関係を示した。また，春季に比べ秋季の試料の方

が高い活性を示す傾向にあった。

〔備　考〕

（４）化学物質が水生生物に及ぼす影響の評価手法に関

する研究

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３１５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕畠山成久（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕現在，化学物質により，魚類が急性致死的な

影響を受ける環境汚染はほとんど起こらなくなってきて

いる。しかし，環境ホルモンで問題視されているよう

に，低濃度で水生生物の繁殖に及ぼす化学物質の影響評

価が重視されているが，そのための試験法や評価法な

ど，まだまだ不十分である。また，底質に沈降して残留

する化学物質の底生生物に及ぼす影響試験も，北米では

進んでいるが国内では今後の問題である。これまで，開

発している試験生物を用い，上記の目的にかなった試験

法の開発を行う。また，ヨコエビなどでは，試験生物の

検討・開発を行う。
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〔内容および成果〕

　底質を汚染する化学物質が底生生物に及ぼす影響評価

のため，����テストガイドライン（�������，ド

ラフト）ではユスリカやヨコエビを用いる試験法が候補

にあがっている。�������ではユスリカ試験の底質

として第一に人工底質を用いている。本年度は，これま

でのヌカエビを用いた試験などをベースに，霞ヶ浦底質

を用いたユスリカ試験法の検討を行った。また，ヨコエ

ビの試験生物として，欧米では特定の種類（���������

������）を用いているが，日本には生息していない。そ

のため，国内の２種のヨコエビに関して，野外での生態

を調査し，その調査結果に基づいた飼育法の検討を開始

した。予想外に，２種（アゴトゲヨコエビ，ヒメヨコエ

ビ）とも，冬季に繁殖する種でまたそのうちの１種は肉

食性を帯びていた。今後は，そのような基礎データに基

づき，ヨコエビの試験生物化とその特徴を生かした試験

法の検討・開発が望まれる。

〔備　考〕

　２種ヨコエビの採取地点は，アゴトゲヨコエビは土浦

郊外の小川，ヒメヨコエビは筑波山の渓流である。

（５）効率的な化学物質環境リスク管理のための高精度

リスク評価手法等の開発に関する研究（再掲）

〔区分名〕

〔研究課題コード〕０１０５��０２１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．２　効率的な化学物質環境リスク管理のための高

精度リスク評価手法等の開発に関する研究

〔担当者〕中杉修身（化学物質環境リスク研究セン

ター）・白石寛明・青木康展・松本　理・

� 菅谷芳雄・鈴木規之・平野靖史郎・松橋啓介

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔備　考〕

Ⅲ．２．２の再掲

３．５　環境有害因子の健康影響の発生メガニズ

ムの解明とその検出手法の開発に関する研

究

（１）環境有害因子の健康影響評価に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９８０５��０５８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕遠山千春（環境健康研究領域）・小林隆弘

〔期　間〕平成１０～１５年度（１９９８～２００３年度）

〔目　的〕環境有害因子の毒性の有無，毒性発現機構の

解明，毒性評価および健康�影響モニタリング手法に関

する研究を推進する一環として健康リスクアセスメント

に関する文献調査を行い，健康リスクアセスメントの現

状の把握と今後の研究の方向性�を探ることを目的とす

る。

〔内容および成果〕

　ガス状および浮遊粒子状物質の生体影響，ダイオキシ

ンのリスク評価に関�する文献レビュー，研究動向，米

国���によるスク評価の状況についてとりまとめた。

ディーゼル排気粒子の生体影響に関する研究の文献レ

ビューを行い中間とりまとめを行った。

〔備　考〕

（２）気道の抗原提示細胞に関する基礎研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９９０３��０５９

〔担当者〕小林隆弘（環境健康研究領域）

〔期　間〕平成１１～１５年度（１９９９～２００３年度）

〔目　的〕喘息，花粉症などの原因に抗原に特異的な抗

体の産生がある。抗体の産生には多くの素過程がある。

抗原提示の過程は抗体産生の初期の段階として重要であ

る。大気汚染物質を曝露したときに抗原提示にかかわる

細胞が気道においてどのような挙動をし，抗体産生にか

かわるかについて検討を行うことを目的とする。

〔内容および成果〕

　大気汚染物質としてオゾン曝露したときの肺胞中の抗

原提示細胞数，抗原提示に関わる細胞表面分子，抗原提

示機能について検討し，オゾン曝露により抗原提示細胞

数の増加，抗原提示に関わる細胞表面分子の増加および

抗原提示機能が亢進することが見いだされた。これらオ

ゾン曝露による抗原提示細胞数の増加，抗原提示にかか

わる細胞表面分子の増加および抗原提示機能はオゾンの

濃度に依存して増加することも見いだした。さらに，

ディーゼル排気曝露を行い同様に抗原提示細胞数，抗原

提示に関わる細胞表面分子および抗原提示機能について

の検討を行った。短期間の曝露では有意な変化は見いだ

されなかった。

〔備　考〕
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（３）�細胞分化と抗原提示細胞との相互作用に関する

基礎的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００２��０６０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕野原恵子（環境健康研究領域）・藤巻秀和

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕�細胞は免疫応答系の制御において中心的役

割を果たす細胞群である。�細胞は分化によって異なっ

た機能を有する細胞集団に分かれる。抗原提示細胞との

相互作用がその分化に関与していることが近年明らかに

されつつあるが，環境化学物質がこの相互作用に及ぼす

影響については不明な点が多い。環境化学物質によるＴ

細胞の分化の攪乱はアレルギー疾患の増加に結びつく可

能性が考えられている。本研究は，環境化学物質のＴ細

胞��抗原提示細胞間での相互作用への影響を明らかにす

ることを目的とする。

〔内容および成果〕

　卵白アルブミンで免疫したマウスに２，３，７，８�

�����������	
�������������（����）を投与し，その

脾臓細胞について，�細胞と抗原提示細胞との相互作用

に重要な役割を果たす分子の発現をフローサイトメト

リーで解析した。その結果，����曝露によって�細

胞上の�７�２分子，および�細胞上の��４０リガンド

が低下することが明らかとなった。このことから，�細

胞上の�７�２の低下によって�細胞の活性化が抑制さ

れ，免疫抑制につながる可能性が示唆された。

〔備　考〕

（４）電磁界曝露によるヒト由来培養細胞の変化

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００２��０６１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕黒河佳香（環境健康研究領域）・石堂正美

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕超低周波電磁界の発がん性に関しては，曝露

によるリスクの上昇を強く示唆する疫学研究の結果と，

細胞や動物で発がん性の所見を観察できない実験研究の

結果との乖離が大きな問題となっている。細胞を用いた

曝露実験で再現性の高い陽性所見として，��８２３株

����７の増殖への５０ヘルツ磁界の影響（増殖へのメ

ラトニンの抑制作用を磁界が阻害する）があげられる

が，この所見がどのような分子生物学的機序で起こって

いるのか，他の細胞株や他の曝露条件でも見られる普遍

的な現象であるか，を知ることが本研究の目的である。

〔内容および成果〕

　放射性物質での標識メラトニンなどを用いた実験によ

り，��８２３株����７の細胞膜表面に１�型のメラト

ニン受容体の存在を確認した。また５０ヘルツ磁界を照

射することにより，この受容体を介すると思われる細胞

内����濃度の変化が抑制されることが判明した。こ

の細胞内ｃＡＭＰ濃度をリアルタイムに観察するため

に，顕微鏡ステージ上で����細胞用蛍光プローブを

培養細胞に注入し，磁界を負荷させながら細胞内の蛍光

を連続スキャン（１波長励起・２波長検出）するシステ

ムを作成した。

〔備　考〕

（５）環境化学物質による酸化ストレスの健康影響評価

に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００２��０６３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕青木康展（化学物質環境リスク研究センター）・�

松本　理・佐藤雅彦・大迫誠一郎・石村隆太

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕様々な環境化学物質による毒性発現機構を統

一的に説明することは，環境保健研究における重要な課

題である。例えば，ダイオキシン類や多環芳香族化合物

などの化学物質が生体内に取り込まれると，シトクロム

�４５０などの一酸素添加酵素の作用により活性酸素種が

発生し，生体内に酸化ストレスを誘起する。この酸化ス

トレスと毒性作用の関係を明らかにすることにより，化

学物質の毒性発現機構の解明を目指す。

〔内容および成果〕

　酸化ストレスに対して様々な感受性を示す遺伝子導入

動物（アリルハイドロカーボンレセプター・ノックアウ

トマウス，���２ノックアウトマウス，メタロチオネイ

ン・ノックアウトマウス）を用いて，ダイオキシン，変

異原物質，発がん物質の毒性発現機構を検討した。さら

に，これらの高感受性動物を用いて化学物質の変異原性
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などの有害作用をモニタリングする手法の検討を開始し

た。

　また，ダイオキシン類の影響による酸化的ストレスの

発生について研究を進めた。その結果，ダイオキシンの

ラットへの投与により抗酸化ストレスタンパク質である

ヘムオキシゲナーゼ�１とメタロチオネイン遺伝子が早

期に発現されることを見いだした。

〔備　考〕

（６）環境変化が人の健康に及ぼす影響解明に関する疫

学的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��０７１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕小野雅司（環境健康研究領域）・田村憲治・

� 新垣たずさ

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕環境汚染による非特異的あるいは遅発的な疾

病の発生に関する監視が必要となり，今日新たな環境保

健指標の開発が要請されている。本研究では，利用可能

な既存情報，各種の健康調査及び健康診断データ等を統

合し，疫学研究のための環境保健指標の開発，疫学研究

デザインの開発・検討を行うとともに，国内外での疫学

調査を通して，環境変化・環境汚染の健康影響評価を行

う。

〔内容および成果〕

　（１）人口動態統計を中心とする健康関連情報並びに

大気汚染をはじめとする環境データに関するデータベー

スを作成・更新した。

　（２）国内外における大気汚染，ダイオキシン汚染な

ど地域の環境汚染レベル，及び環境変化と，疾病，死亡

との関連を解析し，影響評価を行った。特に，���な

ど微小粒子状物質濃度の日変動と死亡の関連について検

討した。

　（３）環境変化・環境汚染物質による健康影響評価のた

めの新たな解析手法の開発を継続した。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．５．１，Ⅳ．６．３にも関連�

（７）生体���分光法の高度化に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１８３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔担当者〕三森文行（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・山根一祐

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕無侵襲でヒトや実験動物の解剖学的画像，機

能，代謝を計測することができる生体���の測定・解

析法の開発と，環境条件下における生体への応用を図る

ことを目的とする。このため，生体ＮＭＲ分光計のハー

ドウェア，ソフトウェアの開発，分光計のシステム化等

を行い，生体ＮＭＲ分光法のヒト，実験動物への適用を

図る。

〔内容および成果〕

　ラット脳の高感度���及びスペクトル測定のための，

表面コイルを用いる����������型の信号検出器の設計，

製作を行った。検出器は長径２５��，短径２０��の楕

円形コイルを２個用い，両者の空間配置の調整により，

相互の誘電カップリングを２０��以下に抑制した。この

検出器を用いて脳のプロトンスペクトルの測定を試みた

ところ����コイル信号検出器に比べて約２倍の検出感

度の向上が得られた。

〔備　考〕

（８）環境因子によるアポトーシス誘導の分子機構の解明

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０２��１９０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕石堂正美（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕今日の環境問題の中で，環境有害因子に生体

が暴露したときの，人の健康への影響を鋭敏に，かつ感

度よく評価できる手法を確立することは極め重要な課題

になっている。私は，これまでに分子細胞生物学に立脚

した方法論を導入し，その課題に取り組んできた。その
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結果，環境有害因子による細胞の「死に方」を識別する

ことにより，従来の評価法に比べ感度のよい新しい評価

法の確立への手がかりを得た。それは，「環境因子によ

るアポトーシス（自殺死）の誘導」を見い出したことに

よる。本研究では，アポトーシス誘導を指標とした新し

い環境因子の健康影響評価法の確立のために，その分子

機構を解明する。

〔内容および成果〕

　本研究では，環境因子の「死のシグナル」を伝達する

分子を同定するために，下記のような無細胞系���������

による���フラグメント化酵素（�����）の活性測定

系を確立した。ブタ腎臓由来培養細胞������１の抽

出液を単離したヒト遺伝子（��������	
�）と混合し

反応を始めた。抽出液に含まれている�����により切

断され生成する���フラグメントを有機溶媒で抽出し

た。エタノール沈殿で濃縮後，アガロース電気泳動で

���フラグメントを確認した。すなわち，本研究にお

いて，アポトーシスの実行過程に関与すると考えられる

�����の活性を無細胞系で測定できる系を確立した。

〔備　考〕

（９）粒子状物質が呼吸器に及ぼす影響

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００５��２４５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕平野靖史郎（環境健康研究領域）・崔　　星

〔期　間〕平成１２～１７年度（２０００～２００５年度）

〔目　的〕微小粒子状物質は肺の深部に沈着し，様々な

呼吸器系細胞に影響を及ぼす。肺は様々な細胞で構成さ

れているが，その中でも，白血球の一種である肺胞マク

ロファージや，呼吸に直接関与している肺胞上皮細胞は

大気汚染物質の標的となりやすい。

　また，最近の疫学的研究によれば，大気中粒子状物質

濃度と，心臓・血管系の疾患による死亡率の上昇との間

に良い相関が見られ，粒子状物質の血管内皮細胞に及ぼ

す影響に関する研究も重要視されている。本研究では，

肺胞腔内に沈着した粒子状物質を貧食していると考えら

れている肺胞マクロファージや，肺の炎症時に肺胞腔内

に浸潤してくる好中球の細胞機能の変化，上皮細胞や内

皮細胞における炎症に関連する遺伝子の発現に関する研

究を行い，大気汚染物質の呼吸器に及ぼす健康影響評価

を行うための指標を開発することを目的とする。

〔内容および成果〕

　肺において，粒子状物質の曝露指標として最も鋭敏に

反応し発現する遺伝子の検索とクローニングを行った。

サブトラクション���法を用いて重金属に曝露した肺

胞上皮細胞に発現する遺伝子の発現定量化を行ったとこ

ろ，重金属に曝露した細胞にいくつかの新しい遺伝子が

発現していることが明らかとなった。

　また，ディーゼル排気粒子あるいは��２．５抽出物を

２４時間暴露したラット心臓微小血管内皮細胞の生存率

は，用量依存的に減少するが，ディーゼル排気粒子抽出

物の方が約２倍程度細胞毒性が高いことを明らかにし

た。抗酸化剤であるＮ��アセチルシステインを添加する

ことにより生存率は用量依存的に回復したが，この効果

はディーゼル排気粒子抽出物の暴露において顕著であっ

た。ラット心臓微小血管内皮細胞を１０��のＮ��アセチ

ルシステインの存在下，あるいは非存在下でディーゼル

排気粒子抽出物あるいは��２．５抽出物に６時間暴露

し，ヘムオキシゲナーゼ�１と���������	�
�����の一

種である���７０の遺伝子発現量を調べた結果を示した。

ディーゼル排気粒子抽出物は��２．５抽出物に比べヘム

オキシゲナーゼ�１のみならず，���７０の遺伝子発現量

も顕著に上昇を示させた。

　また，ヘムオキシゲナーゼ�１の����の変化は

���７０の変化に比べ顕著であった。

　���はこれらの遺伝子発現と有意に低下させること

が明らかとなった。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．３．５にも関連

（１０）電磁界の生体影響評価に関する研究

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０１０２��１８９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕石堂正美（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕高圧送電線などに由来する生活環境中の電磁
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界の発癌性については，約２０年にわたり議論されてき

ている。疫学研究では，小児白血病や乳癌について否定

できないリスクが示唆されている。一方，動物実験で

は，発癌性が確認できないという報告が多いが，乳癌由

来培養細胞の実験では，細胞増殖への磁界の影響が観察

されている。そこで，本研究では電磁界感受性の乳癌培

養細胞を中心に，電磁界の生体に対する影響の分子基盤

を解明することを，研究目的とした。

〔内容および成果〕

　現在提唱されている，電磁界の生体影響のメカニズム

は，いわゆる“メラトニン仮説”である。電磁界は，松

果体から分泌されるメラトニンがもつ細胞増殖抑制作用

を打ち消すものと考えられている。実際，電磁界感受性

ヒト乳がん細胞（����７）の増殖は，メラトニンによ

り抑制されるが，そこに電磁界が暴露するとメラトニン

の細胞増殖抑制作用が打ち消される。つまり，このこと

は，電磁界によりメラトニンの情報伝達機構が何らかの

形で阻害されていることを示唆しており，メラトニン情

報伝達機構の機構的連結の消失����������が起こるこ

とを見いだした。そこで，培養細胞で見いだしたこの指

標がヒト単核細胞でも見られるかどうかを検討した。ま

た，乳がんの主要因子であるエストロジェンの作用が電

磁界で影響を受けるかどうかを検討するとともに，電磁

界感受性乳がん細胞での遺伝子発現の変動を解析した。

その結果，下記の結果を得た。

　１）電磁界のヒト単核球細胞への影響を調べた結果，

電磁界暴露により細胞死を招くことが明らかになるとと

もに，正常ヒト血中の単核球細胞も電磁界に反応するこ

とが明らかになった。ヒト乳がん細胞とヒト単核球細胞

では電磁界に対して，違う応答をしているものと推察さ

れた。

　２）電磁界感受性乳癌細胞において，エストロジェン

受容体αが同定され，エストロジェンによる細胞増殖に

対する電磁界の影響を調べた結果，有意な影響は見られ

なかった。また，エストロジェンの転写活性に対する電

磁界の影響を調べるために，エストロジェン応答をみる

レポーターアッセイ系を作成した。

　３）電磁界感受性乳癌細胞において，電磁界による遺

伝子発現の変動を���マイクロアレー法により解析し

た結果，ある特定の機能をもつ遺伝子群が有意に増加す

ることが明らかになった。

〔備　考〕

（１１）トランスジェニックマウスを用いた環境発がんに

おける酸化的ストレスの関与の解明

〔区分名〕文科��原子力

〔研究課題コード〕９９０３��０６８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕遠山千春（環境健康研究領域）・佐藤雅彦

〔期　間〕平成１１～１５年度（１９９９～２００３年度）

〔目　的〕一般環境中ではヒトは放射線などの物理的因

子と多種類の有害化学物質に曝露されており，ヒトがん

の原因として環境発がんが問題となっている。これらの

環境有害因子により誘発される腫瘍発生には個体差が認

められていることから，人間集団における環境発がんの

リスク評価の際には，個々人の感受性要因を解明する必

要がある。また，放射線や種々の有害化学物質による発

がん過程には，生体内で発生する酸化的ストレスの関与

が指摘されている。そこで，本研究では，酸化的ストレ

スの除去に関与するタンパク質を過剰発現あるいは欠損

したトランスジェニックマウスを用いて，放射線発がん

や化学発がんにおける酸化的ストレスの関与を明確にす

ることにより，発がん感受性要因としての酸化的ストレ

スの重要性を明らかにし，その影響評価のための基礎的

知見を得ることを目的とした。

〔内容および成果〕

　抗酸化作用を有するメタロチオネイン（金属結合タン

パク質）のⅠ型およびⅡ型の発現を抑えたメタロチオネ

イン遺伝子欠損マウスを用いて，放射線による酸化的

���損傷並びに胸腺リンパ腫の誘発に及ぼすメタロチ

オネインの影響を検討した。

　１）放射線による酸化的���損傷に及ぼすメタロチ

オネインの影響

　８週齢雄のメタロチオネイン遺伝子欠損マウスおよび

その野生型マウスに������０．１�２．０����を１回全身照

射した。その２４時間後に血清および尿（２４時間尿）を

採取し，酸化的���損傷の指標として血清並びに尿中

８��ヒドロキシデオキシグアノシン（８�����）量を

��������	を用いて測定した。その結果，�����照射に

よってメタロチオネイン遺伝子欠損マウスおよび野生型

マウス共に，血清並びに尿中８�����量が照射量に依

存して増加した。この増加の程度は，両マウスを比較す

ると，メタロチオネイン遺伝子欠損マウスの方が，野生

型マウスに比べて有意に高い傾向を示した。
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　２）放射線による胸腺リンパ腫の誘発に及ぼすメタロ

チオネインの影響

　５週齢雌のメタロチオネイン遺伝子欠損マウスおよび

野生型マウスに�����（０．５，１．０，１．５���）をそれぞれ

１回／週，連続４週間全身照射した。メタロチオネイン

遺伝子欠損マウスを用いた�����による胸腺リンパ腫の

誘発の検討は，本年度中にマウスへの�����照射が終了

したものの腫瘍の発生まで６ヵ月以上の期間を要するた

め，現在も実験を継続中である。

　以上の結果より，メタロチオネイン遺伝子欠損マウス

は野生型マウスに比べて，放射線による酸化的���損

傷に対して高い感受性を示すことが明らかとなった。

従って，メタロチオネインは放射線による酸化的���

損傷の防護に重要な役割を果たしていることが示唆され

た。

〔備　考〕

（１２）ガス交換能を有する肺胞モデルの開発と健康影響

評価への応用

〔区分名〕文科��原子力

〔研究課題コード〕０００４��０７２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕持立克身（環境健康研究領域）・白　禹詩・

� 小林隆弘・古山昭子・鈴木　明・清水　明

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕これまで呼吸器系に対する大気汚染物質の影

響は，呼吸機能に関する生理学的研究，気道および肺胞

上皮組織の病変に関する組織化学的研究，あるいは免疫

細胞の機能に関する研究等によって評価されてきた。し

かし，これらの実験動物を用いた暴露実験を主体とする

研究では，ガス暴露装置の制約を強く受け，大気環境中

に数多くの汚染物質が共存しその複合汚染が危惧される

状況に，適切に対処できない恐れがある。このような状

況を踏まえ，「環境化学物質に対するバイオエフェクト

センサーの開発」（平成７～１１年度）では，Ⅱ型肺胞上

皮細胞と肺線維芽細胞を用いて，影響評価用肺胞上皮組

織を人工薄膜上に再構築した。本研究では，この人工上

皮組織が環境汚染物質を細胞培養液に溶解させた形で影

響評価することを前提としていた点を解消すべく，ガス

状物質についても影響評価が可能な肺胞組織同等体を構

築する。

〔内容および成果〕

　本研究の前期３年間では，ガス交換能を有する肺胞構

造体を��������に構築することを目指す。初年度は，コ

ラーゲンゲルに包埋したヒト線維芽細胞とヒト血管内皮

細胞を共培養し，内皮細胞直下に基底膜構造体が形成さ

れるか検討した。本年度は，まずコラーゲンゲルを作製

し風乾によってゲルを薄膜に形成した後，側面だけの円

筒形プラスチック培養容器の底面部に，このコラーゲン

薄膜を張り付けた。次に，培養容器のコラーゲン薄膜の

片面に肺胞上皮細胞を接着させ，もう一つの面には血管

内皮細胞を播種し，２週間とも培養した。その結果，両

細胞の基底面ともコラーゲン膜との境界には基底膜成分

が集積し，程度の差こそあれ不完全ながら基底膜が形成

された。今後は，問題点が明らかになったコラーゲン薄

膜の多孔性の確保と培養方法を改良し，肺胞上皮細胞と

血管内皮細胞が背中合わせに共存する人工肺胞組織をよ

り完全なものに近づける必要がある。

〔備　考〕

研究代表者：持立克身

　生活環境中電磁界による小児の健康リスクに

関する研究

（１３）小児脳腫瘍調査

〔区分名〕文科��振興調整

〔研究課題コード〕９９０１��００９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕兜　真徳（首席研究官）・新田裕史

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕小児白血病及び小児脳腫瘍の症例を科学的な

解析を行うに十分に確保するため，臨床研究ネットワー

ク，国立小児病院及び東京女子医科大学のそれぞれの登

録システムのネットワーク等を利用して全国規模で症例

を収集する。また，住民台帳などを用いて，これら症例

と地域・性・年齢をマッチさせた小児を対照群として選

出し，症例・対照研究を行う。①症例・対照調査：患者

については確定診断（急性リンパ性白血病などの詳細区

分やダウン症などの基礎疾患）の情報を収集するほか，

症例群と対照群ともに，それぞれ母親（不可能な場合に

はその他家族）に作成したマニュアルに基づく面接調査

を行う。また，同時に（２）の①の電磁界及び各種交絡

因子への曝露調査を実施する。②調査結果の評価：全国
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で行われた症例・対照調査のデータを集積し，整理，評

価を行う。

〔内容および成果〕

　本年度末までに所要の調査を終了し，全国の小児脳腫

瘍症例約２００とその対照者についてのデータを収集し

た。現在データベースの構築とともに総合解析を進めて

いるところである。

〔備　考〕

共同研究機関：国立がんセンター研究所・国立小児病院

研究所・東京女子医科大学・自治医科大

学・京都大学・富山医科薬科大学・産業

医科大学・広島大学・鹿児島大学・徳島

大学・国内の全小児がん研究グループ

共同研究者：新田裕史（��２．５・���研究プロジェ

クト）・山口直人（国立がんセンター）・

久保長生（東京女子医大）・斎藤友博（国

立小児病院）・秋葉澄伯（鹿児島大学）・

中村好一（自治医科大学）・烏帽子田彰

（広島大学）・そうけ島茂（京都大学）・鏡

森定信（富山医科薬科大学）・溝上哲也

（産業医科大学）・伊坂勝生（徳島大学）

（１４）総合解析・評価

〔区分名〕文科��振興調整

〔研究課題コード〕９９０１��０１１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕兜　真徳（首席研究官）・新田裕史

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕国立がんセンター研究所を中心とする問診調

査と患者調査，及び国立環境研究所を中心とする測定調

査を進めるための管理運営を行うほか，それら調査によ

り作成されるデータを症例毎に対応させ整理・統合し，

総合的な解析・評価を行う。

　総合解析・評価にあたっては，疫学，曝露評価，がん

（白血病，脳腫瘍），大気汚染・放射線など各種交絡因子

等を考慮して多方面から解析する必要があり，これら専

門家からなる小委員会を設け，これを行う。

〔内容および成果〕

　本研究の（１），（２）により作成されたデータを症例

毎に対応させ整理・統合し，総合的な解析・評価を行う。

総合解析・評価にあたっては，疫学，曝露評価，がん

（白血病，脳腫瘍），大気汚染・放射線など各種交絡因子

等を考慮して多方面から解析する必要があり，これら専

門家からなる小委員会を設け，これを行う。

〔備　考〕

共同研究機関：国立がんセンター研究所・国立小児病院

研究所・東京女子医科大学・自治医科大

学・京都大学・富山医科薬科大学・産業

医科大学・広島大学・鹿児島大学・徳島

大学・国内の全小児がん研究グループ

共同研究者：山口直人（国立がんセンター）・久保長生

（東京女子医大）・斎藤友博（国立小児病

院）・秋葉澄伯（鹿児島大学）・中村好一

（自治医科大学）・烏帽子田彰（広島大

学）・そうけ島茂（京都大学）・鏡森定信

（富山医科薬科大学）・溝上哲也（産業医

科大学）・伊坂勝生（徳島大学）

（１５）電磁界及び交絡因子の暴露研究

〔区分名〕文科��振興調整

〔研究課題コード〕９９０１��２１９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕新田裕史（大気中微小粒子状物質（��２．５）�

・ディーゼル排気粒子（���）等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響評価プロジェクト

グループ）・黒河佳香

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕本研究では，我が国において生活環境中の商

用周波領域の電磁界と小児がん，とくに白血病と脳腫瘍

について健康リスクとの関係を明らかにするための疫学

研究において，対象者世帯の磁界レベルの測定，交絡因

子の可能性がある大気汚染や室内汚染，自然放射線・ラ

ドンなど測定を行う。

〔内容および成果〕

　調査対象世帯における電磁界及び他の環境因子（放射

線，ラドン，���）の測定プロトコルを作成し，その

プロトコルに基づいて測定が実施した。測定プロトコル

は症例と対照における電磁界及び他の環境因子が比較可

能となるように手法を標準化し，測定の精度管理を行っ

た。

　訪問調査の場合には具体的には以下の通り，測定を実

施した。
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　１）磁界の評価

　対象世帯における磁界の評価は対象世帯での実測と対

象世帯と送電線との距離等の代替情報の両者によった。

実測については，訪問調査時に対象世帯内外の複数ポイ

ントにおけるスポット測定（各ポイント５分間）および

対象児の寝室における１週間連続測定を実施した。送電

線から１００�以内の世帯については，対象家屋から送電

線までの地域のスポット測定を併せて実施した。さら

に，送電線・配電線・変圧器と対象家屋との位置関係，

配線経路を訪問調査時に記録した。

　２）その他の環境因子

　全対象世帯において居住家屋内外の自然放射線レベル

のスポット測定を行った。一部対象世帯において寝室の

ラドン濃度の測定ならびに���成分（ベンゼン等）の

分析を行った。

　郵送調査の場合には，対象者世帯の寝室において１週

間連続の磁界の測定のみを実施した。

　これらの環境測定を症例と対照合わせて１０００世帯を

越える対象世帯において実施し，別途収集される白血

病，脳腫瘍等の症状に関するデータおよび質問票による

データと併合して解析するためのデータベースを完成さ

せた。

〔備　考〕

研究代表者：兜　真徳（首席研究官）

共同研究機関：徳島大学工学部

共同研究者：伊坂勝生（徳島大学工学部）

当課題は重点研究分野Ⅳ．３．５（１３）および（１４）にも

関連

（１６）人工光環境とストレス関連ホルモン分泌動態に係

る内分泌疫学研究

〔区分名〕文科�科研費

〔研究課題コード〕９９０２��００６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕兜　真徳（首席研究官）・黒河佳香

〔期　間〕平成１１～１４年度（１９９９～２００２年度）

〔目　的〕現代社会においては，体内時計をかく乱する

ような因子が数多く出現してきており，とくに本来休息

すべき夜の時間帯に活動する機会も増加してきている。

ヒトを含め生物の体内時計は，網膜で感受する光をその

２４時間リズムの同調因子として利用しているが，した

がって，正確なリズムを刻む太陽光を自然に浴びて生活

していた時代の人々とは異なり，著しい不規則性あるい

は抑揚に乏しい規則性をもった人工光に，深夜帯まで長

時間にわたり曝露されることが多くなっている。本研究

では，ヒトにおいて，同様な睡眠・覚醒リズム習慣をも

ちながら光への曝露パターンが変化した場合に，内因性

リズムや同リズムに大きく支配されている各種生理機能

（ホルモン分泌，自律神経系機能など）がどのように変

化するか，また，それらとその後の健康リスクについて

疫学的に検討することを計画した。

〔内容および成果〕

　本年度は，２０代男子８名に，連続２日間を１クール

として，１週間以上の間をおいて計２クールの実験を実

施させた。１クールの内容は以下のとおりである。

　① 受 光 量・体 動 モ ニ タ ー 計（�����������社 製

����������	）と心拍��間隔モニター計（�����������

社製���２０００）を２日間連続装着する。②１日め，２

日めの就寝，起床時刻を一致させて，就寝前３～４時間

の時間帯を自宅で過ごし，その時間帯において１日めと

２日めの照度を可能な限り違わせる。この暗／明の２条

件の順序を，１クールめと２クールめで入れ替える。③

それぞれの日で，就寝前３～４時間，および就寝中の全

尿を収集する。

　以上により，睡眠習慣を変えないで夜間の光環境を変

えた実験条件を通常の生活環境の中に作りだし，夜間に

分泌されるホルモン（メラトニン，コルチゾールなど）

の総分泌量に差が生じるかを観察できるようにした。ま

た心拍変動の観察によって自律神経系活動も同時にモニ

ターできるように考慮した。ホルモンおよび心拍変動の

解析は，現在も継続中である。就寝前３～４時間の平均

受光量は，����������	によって胸部中央で計測した値

では，明条件で１５０～２００���，暗条件で２～５���で

あった。

〔備　考〕

研究代表者：兜　真徳（首席研究官）

共同研究者：黒河佳香

（１７）環境発がんにおけるメタロチオネインの生理学的

意義

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０００２��０６６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕
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〔担当者〕遠山千春（環境健康研究領域）・佐藤雅彦

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕ヒトにおける発がんの原因として，放射線な

どの物理的因子や多種類の有害化学物質による環境発が

んが問題となっており，環境発がん抑制の研究はがんの

予防のために重要な研究課題である。種々の化学物質や

放射線で誘発される腫瘍の発生が，メタロチオネイン

（重金属解毒作用および抗酸化作用を有する金属結合タ

ンパク質）の誘導能を有する金属化合物の投与によって

抑制されることが報告されているが，メタロチオネイン

の直接的な関与については明確にされていない。最近，

我らは，メタロチオネインのⅠ型とⅡ型の発現を抑えた

メタロチオネインⅠ���Ⅱ欠損マウスにおいて７，１２�

��������	�
�（�）�����������（����）単独で誘発さ

れる皮膚腫瘍の発生が著しく増強されることを見いだ

し，メタロチオネインが����単独皮膚発がんに対し

て防御的役割を果たしていることを明らかにした。そこ

で，本研究では，メタロチオネインⅠ���Ⅱ欠損マウスを

用いて，環境発がん抑制因子としてのメタロチオネイン

の重要性を明らかにすることを目的とした。

〔内容および成果〕

　環境発がんにおけるメタロチオネインの役割を明らか

にする目的で，前年度にはメタロチオネインが

�����１２�０�����������	
��	��	��１３��������（���）�

併用による皮膚での腫瘍並びに����単独による胃で

の腫瘍の発生に対して防御効果を示すことを明らかにし

た。本年度は，メタロチオネインⅠ���Ⅱ欠損マウスを用

いて，������１����������	�
�（���）による肺発がん

および����による遺伝子損傷に対するメタロチオネ

インの防御効果を検討した。

　（１）���による肺発がん

　妊娠１６日目のメタロチオネインⅠ���Ⅱ欠損マウスお

よび野生型マウスに���（３０�����）を１回腹腔内投与

して，その後出生して６ヵ月目の子マウスの肺での腫瘍

の有無を観察した。その結果，���を塗布したメタロ

チオネインⅠ���Ⅱ欠損マウスでは野生型マウスに比べ

て，肺での腫瘍の発生率並びにマウス１匹あたりの平均

腫瘍発生数が有意に増加した。

　（２）����による遺伝子損傷

　８週齢雌のメタロチオネインⅠ���Ⅱ欠損マウスおよび

野生型マウスの背部を剃毛し，アセトンに溶解した

����（０．０５��������）をそれぞれ１回塗布して，３

日後の皮膚での遺伝子傷害性を�５３並びに�２１の発現

細胞の有無を指標に調べた。その結果，����を塗布

したメタロチオネインⅠ���Ⅱ欠損マウスおよび野生型マ

ウスの皮膚では共に�５３並びに�２１の陽性細胞が観察

され，陽性率はメタロチオネインⅠ���Ⅱ欠損マウスの方

が有意に高かった。

　以上の結果より，メタロチオネインは，���による

肺での腫瘍の発生や����による皮膚での遺伝子損傷

に対する生体内防御因子として重要な役割を果たしてい

ることが示唆された。

〔備　考〕

（１８）金属発がん抑制因子としてのメタロチオネインの

役割

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０００１��０６７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕佐藤雅彦（環境健康研究領域）

〔期　間〕平成１２～１３年度（２０００～２００１年度）

〔目　的〕ヒトがんの原因として環境発がんが問題と

なっており，環境発がん物質には有害化学物質の他に砒

素やカドミウムなどの金属化合物が知られている。特

に，ヒ素に関しては中国やインドなどでおよそ５００万人

に中毒症状が認められており，今後，砒素による発がん

が懸念されている。生体内において金属毒性に対する防

御因子として金属結合タンパク質であるメタロチオネイ

ンが知られている。メタロチオネインは，カドミウムや

水銀などの重金属の毒性軽減や蓄積および体内における

銅や亜鉛などの必須金属の恒常性の維持などに重要な役

割を果たしていると考えられている。しかしながら，金

属発がんにおけるメタロチオネインの役割については，

ほとんど検討されていない。そこで，本研究では，メタ

ロチオネインのⅠ型およびⅡ型の発現を抑えたメタロチ

オネインⅠ���Ⅱ欠損マウスを用いて，金属発がんに対す

る生理的レベルでのメタロチオネインの効果を明らかに

することを目的とした。

〔内容および成果〕

　金属発がんにおけるメタロチオネインの役割を明らか

にする目的で，メタロチオネインⅠ���Ⅱ欠損マウスを用

いて，無機砒素の代謝物であるジメチルアルシン酸およ
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びカドミウムによる遺伝子損傷に対するメタロチオネイ

ンの防御効果について検討した。

　１）ジメチルアルシン酸による遺伝子損傷に対するメ

タロチオネインの効果

　８週齢雌のメタロチオネインⅠ���Ⅱ欠損マウスおよび

野生型マウスにジメチルアルシン酸（７５０�����）をそ

れぞれ１回経口投与して，その２４時間後の全血を利用

してコメットアッセイ（��������	
�����）を行った。

その結果，ジメチルアルシン酸の投与によってメタロチ

オネインⅠ���Ⅱ欠損マウスおよび野生型マウス共にジメ

チルアルシン酸の投与量に依存して���傷害が認めら

れた。しかしながら，両マウスを比較すると，メタロチ

オネインⅠ���Ⅱ欠損マウスの方が野生型マウスに比べて

���傷害が顕著であった。

　２）カドミウムによる酸化的���損傷に対するメタ

ロチオネインの効果

　１０週齢雄のメタロチオネインⅠ���Ⅱ欠損マウスおよび

野生型マウスに塩化カドミウム�（０．５��������）を１

日１回２日間皮下投与して，その７２時間後の尿中８�

��������２��������	
�����（８�������酸化的���

損傷の指標）量を測定した。その結果，カドミウムの投

与によりメタロチオネインⅠ���Ⅱ欠損マウスおよび野生

型マウス共に尿中８�����量がコントロール群に比べ

て有意に増加したが，両マウスを比較するとメタロチオ

ネインⅠ���Ⅱ欠損マウスの方が野生型マウスに比べて尿

中８�����量が著しく増加した。

　以上の結果より，メタロチオネインⅠ���Ⅱ欠損マウス

では，ジメチルアルシン酸やカドミウム投与による

���傷害が野生型マウスに比べて増強されることが認

められ，メタロチオネインがジメチルアルシン酸やカド

ミウムによる遺伝子損傷の軽減に重要な役割を果たして

いることが示唆された。

〔備　考〕

３．６　その他

（１）環境化学物質の生体影響評価のための行動試験法

の体系の確立に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１８４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕梅津豊司（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕環境中には人為由来及び天然由来の化学物質

が極めて多種類含まれており，ヒトは常にその暴露を受

けている。これらの化学物質の少なくない種類が中枢神

経系に影響を及ぼす可能性が考えられるが，その生体影

響を評価する方法については未整備の状態にある。そこ

で動物の各種行動を指標とする行動試験法の有用性を検

討し，出来るだけ迅速にそして的確な評価を下すための

システム（体系）の構築を目指す。

〔内容および成果〕

　ラベンダー・オイルに含まれる各成分についてコンフ

リクト実験を実施し，抗不安作用をもたらす有効成分を

追求した。現在のところ１種類の成分に抗コンフリクト

作用が見出された。同様にローズ・オイルの有効成分と

してフェネチルアルコールとシトロネロールが見出さ

れ，これらの化学物質に抗不安作用があるものと考えら

れた。また，植物精油の行動作用について企業との共同

研究も実施した。

〔備　考〕
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国立環境研究所年報（平成１３年度）



�４．多様な自然環境の保全と持続可能な利用

４．１　生物多様性の減少機構の解明と保全に関

する研究

（１）流域ランドスケープにおける生物多様性の維持機

構に関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��２０７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．４　生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕高村典子（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）・福島路生

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕本プロジェクトでは，流域を構成する様々な

ランドスケープを客観的に定義し，その質，量，および

配置と生物多様性との関係を導き出すことによって，ラ

ンドスケープの分断・縮小が生物多様性に及ぼす影響を

評価する。そして生態系保全を流域�レベルの空間ス

ケールで行うための生物多様性予測モデルの開発を行

う。

〔内容および成果〕

　ため池のトンボの出現（多様性）が景観的要素，池の

植生，池中の水質や生物群集とどのような関係を保って

いるのかを明らかにするため，兵庫県三木市，小野市，

神戸市，明石市，加古川市，稲美町，社町のため池

３５ヵ所を対象に調査を行った。各池での周年を通した

トンボの幼虫・成虫の出現調査を行う一方で，トンボ幼

虫期での制限要因として，水質，プランクトン，ベント

ス，魚，植生などを現地調査した。また，トンボ成虫時

の要因となる池周辺の景観要素と池の植生は，ヘリコプ

ターによる空中写真を基に画像上で定量化した。池の水

質環境（７月）は主成分分析の結果，樹林で囲まれてい

る谷池群が市街地や田園地帯にある池群と異なり，栄養

塩レベルが比較的低いという一つの傾向を示した。水質

環境は池の中の植生にも大きく規定された。すなわち，

景観に関係なく植生のない池の水質は，それ以外の池に

比べて，��，アンモニア濃度，底泥付近の溶存酸素濃

度がそろって高い傾向を示した。７月の植物プランクト

ン種の出現を対応分析で座標付けした結果，主軸は変動

の１８％を説明し，��，��，�����と有意な負の相関

を，抽水植物数，浮葉植物数，全水生植物数，水生植物

機能数（沈水，浮葉，抽水のいくつが揃っているか）と

有意な正の相関を示した。正の方向には，藍藻を除く多

くの種が分布したが，負の方向にはアオコを構成する藍

藻が分布した。こうした結果は植物プランクトン種の出

現が，水生植物群落の有無と関係していること，そのた

めその分布がリンでなく窒素と相関すると理解でき興味

深い。水中の�����比は植生のない池で高く，植生の

有無が池の窒素・りんの動態に大きく影響していること

が示唆された。定置網に入った水棲動物の出現は景観要

素と無関係で，それらの分布は，オオクチバスやブルー

ギルの有無との関係で決まっているようであった。

　また，北海道日高地方では１５河川に計６７の調査地点

を設定し，魚類調査を行い，淡水魚類の多様性とそれへ

のダムの影響を調べた。北海道のような高緯度地方に

は，サケマスで代表される溯河回遊魚が数多く生息し，

河川の上流と海洋とを行き来する生活史を送っている。

このような魚類にとって，河川を分断し回遊の障害とな

るダムの存在は，各河川の個体群の存続を大きく左右

し，地域個体群の絶滅を導くこともある。６７地点で確

認された淡水魚類の種数は，標高が数１００メートルより

高いところでは２種以下と少ないが，河口付近まで下る

と１０種以上に急激に増加する（図１）。この多様性のば

らつきは，標高という変数のみによって７５％あまりが

説明された。そして問題は，観察された多様性パターン

（種数）にダムの影響がどの程度秘められているか，と
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図１�北海道日高地方の淡水魚類の種数と標高との関係
　　　回帰式は種数＝８．０６－１．１４���（標高）。



いうことである。そこで，ある標高での種数の観測値と

図１に示した曲線による推定値とのズレ（残差）を計算

し，その値の大小がダムの有無とどのような関係を持っ

ているのか解析してみた。調査地点の中で，その地点よ

り下流側に少なくもひとつはダムが存在する地点のグ

ループと，そのグループと同じ標高の帯域にあり，かつ

下流側にひとつもダムのない地点のグループを割り出

し，上で述べた残差をそれぞれのグループで求め，その

結果をボックスプロットで集計した（図２）。この図か

ら分かるように，下流にダムのある地点のグループは，

それのないグループと比べ，淡水魚の種数が全体的に少

ない傾向があり，中央値では約１．１種も少なかった（�

＜０．０１，����������	
����	�）。

〔備　考〕

共同研究者：金子正美（酪農学園大学）・

� 三橋弘宗・田中哲夫（兵庫県人と自然の博

物館）・角野康郎（神戸大学）

（２）遺伝子組換え生物の生態系影響評価手法に関する

研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��２１０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．４　生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕内山裕夫（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）・中嶋信美・

� 岩崎一弘・玉置雅紀・冨岡典子

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕遺伝子組換え技術が１９７３年に米国で開発さ

れて以来，医学，農学の分野で急速に進展し，近年では

地球規模での課題である人口，食料，環境，エネル

ギー，医療等の問題解決に不可欠な技術である。有用な

遺伝子を異種生物に導入した各種遺伝子組換え体が作成

され，実用化の段階に入っている。例えば，除草剤耐性

能等を付与された組換え作物は既に５０種以上あり，ま

た，窒素固定能を増強した組換え微生物も実用化され，

環境浄化に有用な組換え微生物の野外試験もなされてい

る。これら組換え体は開放系で使用されるため，環境へ

の影響を考慮する必要がある。一方，生物多様性の減少

が新たな環境問題となっており，遺伝子組換え生物もそ

の破壊要因となる可能性があり，生態系に与える影響に

関し科学的な知見を蓄積する必要がある。従って本研究

では，遺伝子組換え生物の挙動を解析するための遺伝的

マーカーを検索・作成するとともに，遺伝子組換え生物

の生態系影響評価について，既存の安全性評価手法の再

検討並びに新たな検査手法の開発や，モデル実験生態系

の基本構造の設計を行う。また，育種作物等の自然界へ

の侵入・拡大をレビューし，地図情報モデルを開発する。

〔内容および成果〕

　遺伝子組換え植物の挙動調査用マーカーを探索する目

的で，葉の形態異常を引き起こすホメオボックス遺伝子

と植物体から蛍光を発生させる���（緑色蛍光タンパ

ク）遺伝子について，そのマーカーとしての有用性を検

討した。まずこれらの遺伝子を�����３５�プロモー

ターにつないでタバコやシロイヌナズナに導入し，これ

らを過剰発現する組換え体を作成した。その中からマー

カー形質がはっきりと識別できる系統を複数選抜し，そ

れらの遺伝的・生理的性質を調べた。その結果，ホメオ

ボックス遺伝子を導入した組換え体は，肉眼で容易に識

別できるというマーカーとしての優位性がある反面，遺

伝子発現量に応じて植物の生育が低下し，繁殖能にも影

響が現れることがわかった。一方���遺伝子を導入し

た組換え体は，その識別に励起光の照射と蛍光観察用

フィルターを必要とするが，植物の生育に対する影響は

小さいことが明らかになった。

　遺伝子組換えダイズ３系統とその近縁野生種であるツ

ルマメの種を７系統入手し，栽培・収穫して今後の研究

に必要な量の種の確保を図るとともに，それらの開花期

を調査した。その結果，２系統の遺伝子組換えダイズは

ほぼ同時期に開花したのに対し，ツルマメの開花期は系

統により大きく異なるものの，組換えダイズと開花期が

一部重なるものが４系統見いだされた。

　自然環境中に導入された組換え微生物の挙動を追跡す

るため，有効な遺伝的マーカーを検索した。この結果，
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図２�下流側にダムのない調査地点とある調査地点の図
１の回帰曲線からの残差の分布。両者の残差が等
しいという帰無仮設は�＜０．０１で棄却される
（����������	
����	�）。



塩化第二水銀を無機化する水銀還元酵素遺伝子が検出感

度，測定操作に優れていたため，���������	�属細菌等

の土壌細菌数株に導入し，安定に保持される有効な検出

マーカーである事を確認した。次いで，作成した組換え

体の一つである���������	�
����	����１０１����１３４を

水系マイクロコズムに導入し，光照射条件下にて生残性

を検討した。この結果，全菌数は一定で不変であるが，

水銀化合物を含んだ平板培地を用いて組換え体を計数す

ると明らかな減少が見られた。自然環境中に導入された

遺伝子組換え微生物の生態系への影響を評価する際に

は，導入された微生物の挙動を把握する事が有効であ

り，これまで環境中での挙動の基盤となる生残性の判定

には上述した平板寒天培地を用いた培養を伴う手法が主

であった。しかし近年，生きてはいるが培養できない新

たな状態（��������	
��	��������
���	
�）の存在が

示唆され，微生物の安全性評価手法の再検討が表面化

し，上記実験からも組換え体が���に陥ったことが示

唆された。このため，下水道処理場から分離した細菌の

うち優占する菌株をモデルにして過塩素酸による化学物

質ストレスを与え，その挙動を解析した。この結果，供

試５菌株のうち４株はエステラーゼ酵素活性，膜透過活

性を保持するものの平板培地上ではコロニー形成をしな

い���状態をとることが明らかとなり，���は細菌に

普遍的に起こることが示唆され，改めて生残性評価法の

再検討が示された。

〔備　考〕

（３）環境指標生物としてのホタルの現況とその保全に

関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００４��１３６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕宮下　衛（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕豊かな自然環境，うるおいのある自然環境の

指標として親しまれているホタルやホトケドジョウ，ヒ

ヌマイトトンボ，チスジノリなどの絶滅のおそれのある

野生生物の生息する自然環境の保全と復元・再生につい

て調査研究することを目的とする。

〔内容および成果〕

　農林水産省の御前山ダム建設により絶滅が危惧されて

いる紅藻類チスジノリの飼育・繁殖条件を明らかにする

ために，藻体として維持するための室内飼育装置を作

り，飼育条件の検討を行った。その結果，生息地より採

集してきた藻体を１年間以上，維持可能になった。

　ヒヌマイトトンボについては，幼虫はワムシおよびミ

ジンコ，成虫はユスリカを餌として与える大量飼育・繁

殖技術が確立した。本法は絶滅が危惧される他の種類の

トンボ類についても活用できると考えられる。

〔備　考〕

（４）河川に生息する底生動物の分類および生態に関す

る基礎的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９８０１��１３７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．４　生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕佐竹　潔（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１０～１３年度（１９９８～２００１年度）

〔目　的〕河川生物群集の主要な構成種である淡水エビ

類，カゲロウ，カワゲラ，トビケラなどの底生動物につ

いて，種名を決定するとともに，その生息環境要因との

関係について研究を行い，種々の影響評価や，より高度

な実験的解析のための基礎とすることを目的としてい

る。

〔内容および成果〕

　亜熱帯島嶼地域の河川において底生動物の分布と生息

環境要因環境要因の関連を調べるための調査を行った。

西表島浦内川において本流およびポットホールの水温を

１年間にわたり連続測定を行い，日ごとの最高水温と最

低水温の格差がポットホールの方が大きいこと，本流と

ポットホールでの水温の日変化がほぼ一致する時期があ

ることなどを明らかにした。また，数種のテナガエビ類

やヌマエビ類について温度耐性についての予備的な実験

を行い，コンジンテナガエビがミナミテナガエビなどと

比較して生存に適した温度範囲の下限が狭いことを示唆

する結果を得た。

〔備　考〕

（５）植物の環境ストレス耐性に関与する遺伝子の探索

と機能解析

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９８０２��１３４
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〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕佐治　光（生物圏環境研究領域）・久保明弘・

青野光子

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕植物は環境保全に必須であり，大気汚染や紫

外線などのストレス要因が植物に及ぼす影響やそれらに

対する植物の耐性機構を明らかにすることは，基礎・応

用の両面において重要である。特に環境ストレス耐性機

構については植物の様々な遺伝子が関与していると考え

られるため，それらの遺伝子の同定と機能の解明を目指

す。

〔内容および成果〕

　これまでに単離・解析した変異系統に加え，シロイヌ

ナズナの����６をバックグラウンドとする，��������

の研究室で作成された�����タギングラインを用い，

生育時の５倍の強光照射または０．２���のオゾン暴露に

対し，野生型とは異なる感受性を示す突然変異体を多数

単離した。さらに，単離した突然変異体の一部につい

て，他の環境ストレスに対する感受性を調べた。その結

果，強光によりクロロシスが生じる系統が１４系統，オ

ゾンによりクロロシスが生じる系統が４２系統，

０．５���の二酸化イオウ暴露によりクロロシスが生じる

系統が１系統，５℃ の低温処理によりクロロシスが生

じる系統が７系統見出された。この中には，複数の環境

ストレスによりクロロシスが生じる系統も含まれてい

た。

〔備　考〕

　当課題は重点研究分野Ⅳ．１．４にも関連

（６）微細藻類の多様性に及ぼす環境ストレスの影響

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１３３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕笠井文絵（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕微細藻類は一次生産者として水界の食物網を

支える重要な生物群であると同時に，有用物質の生産や

有害物質の分解などにかかわる種を含む重要な潜在的遺

伝子資源でもある。微細なため細胞数としては莫大な数

に増加するが，増加は主として栄養増殖によるため，遺

伝的変異は乏しい可能性がある。そこで，微細藻類の遺

伝的変異と遺伝子交流の程度を調べ，微細藻類の多様性

が，人間活動に伴う急激な環境変化にどの程度脆弱なの

か，あるいは頑健なのかを明らかにする。

〔内容および成果〕

　微細藻類の集団内変異を測定する方法を開発し，いく

つかの地方集団について，開発された遺伝マーカーを用

いた変異の解析を行う。また，これらの結果から，変異

の供給源や環境ストレスの有無と変異の豊富さなどの関

係を明らかにする。マイクロサテライトのプライマー配

列を決定するためのスクリーニングを行い，確立したプ

ライマーを用いて国内の地方集団の遺伝的変異の検出を

行った。また，増殖に及ぼすカルシウムの影響や除草剤

耐性など適応形質の変異の測定も行った。

〔備　考〕

（７）底生動物の形態と環境要因との関連に関する基礎

的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００３��１３８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕上野隆平（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１２～１５年度（２０００～２００３年度）

〔目　的〕動物の形態には種間での差異や種内変異があ

り，運動・呼吸など生理的機能を持つ部位の形態は環境

要因に応じて変化することから，形態の変異の情報は環

境への適応のしくみを知る上で重要だと考えられる。ま

た，特に種内変異の情報は種の定義を明らかにするため

にも必要である。本研究では，十分に研究されていない

無脊椎動物の形態の種間・種内での変異と環境要因との

関連について調査する。

〔内容および成果〕

　ユスリカ口器の微細形態の差異が系統の差異を反映す

るか調べるため，６種のユスリカ属幼虫および近縁の５

属のユスリカ幼虫の腹下唇板および大顎の微細形態を比

較した。同属異種間での形態の変異はあるものの他の属

との差異は明らかであり，非常に近縁と思われるセスジ

ユスリカとヒシモンユスリカでは口器の微細形態も非常

によく似ていた。今後，より多くの種について検討する

必要があるが，属間・種間の系統の解析に利用可能であ

ると思われる。
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〔備　考〕

（８）昆虫の生活史・繁殖行動における集団内変異性と

その維持機構

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００４��１９２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕椿　宜高（生物多様性の減少機構と保全プロ

ジェクトグループ）

〔期　間〕平成１３～１６年度（２００１～２００４年度）

〔目　的〕昆虫のオスに見られる繁殖行動の集団内多型

現象に着目し，生活史の観点から繁殖行動にかんする集

団内多型の維持機構を解明しようとする。

〔内容および成果〕

　多くの昆虫に集団内変異として縄張り型，スニーカー

型の繁殖行動を示すことがわかっている。２型の共存は

���理論から次の２つの場合が考えられる。ひとつは個

体のサイズや闘争能力に依存して行動が決まる場合であ

る。しかし，色彩多型のような遺伝的に支配されている

形態形質に依存する行動多型はこの説明に当てはまりに

くい。この場合に考えやすいのは頻度依存淘汰による遺

伝子型の平衡多型である。しかし，縄ばり型とスニー

カー型が共存する集団には，頻度依存淘汰ばかりでな

く，密度依存淘汰も表現型依存淘汰も働き，その効果の

程度は型によって異なると考えられる。これらの両側面

を考慮した上で多型平衡の成立条件を解明する。生涯繁

殖成功度の比較から，各タイプがほぼ等しい適応度を持

つことがわかった。ハンドペアリングの手法を用いて両

型のオスとメスを交配させ，得られた卵を成虫まで飼育

しているがこれは現在進行中。

〔備　考〕

（９）河川敷に生息するスズメ目鳥類のハビタット選択

と個体群動態に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９９０４��１９３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕永田尚志（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１１～１６年度（１９９９～２００４年度）

〔目　的〕河川敷や湖岸に広がるヨシ原などの抽水植物

群落で繁殖するスズメ目鳥類の年令構成，性比，密度な

どの個体群構造の変動と生息環境の変化の関連を把握

し，河川敷の生息環境が各種の個体群および種間関係に

及ぼす影響を明らかにする。最終的には，河川敷に生息

する鳥類群集および希少種のオオセッカの保全に役立て

ることを目的とする。

〔内容および成果〕

　利根川下流域に生息している希少動植物種のオオセッ

カの全数調査を行った。オオセッカは，利根川下流域左

岸には河口から２２．５～３２．５��の地点にかけて，同右

岸には１６．０～３３．０��の地点にかけて分布していた。

センサスで確認した囀り雄の個体数は，利根川左岸に

１８９羽，同右岸に１１２羽，周辺の休耕田に６６羽の合計

３６７羽であった。これに，堤防からのセンサスでカバー

できる面積を考慮して補正すると利根川下流域に１０００

±２００羽のオオセッカが生息していると推定された。一

方，１９９３年に２０数羽の生息を確認していた霞ヶ浦で

は，オオセッカの生息が確認できず，繁殖個体群が消滅

していた。１９９４年に行ったオオセッカセンサスでは利

根川右岸での分布は確認されていず，この７年間で分布

が広がり，個体数も２倍以上に増加したと考えられる。

〔備　考〕

（１０）霞ヶ浦の生態系構造変化とその管理

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０１��２０６

〔重点研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕春日清一（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕半閉鎖的空間である湖沼を利用し，その湖内

生態系構造の単純化（生物多様性の減少）機構を解明す

るため霞ヶ浦の生態系構造変化を調べた。

〔内容および成果〕

　霞ヶ浦に５点を設け毎週環境要因，水質，植物プラン

クトン，動物プランクトン，底性動物，魚類の調査を

行った。また漁業期間中毎月１回定置網の漁獲物を買い

上げ，またトロール漁期間中毎週１回漁獲物調査を行

なった。さらに砂浜湖岸において毎月１回面積を定め引

き網調査を行った。水鳥類調査は少なくとも週に１回
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霞ヶ浦南岸域で観察される種類と個体数を調べ，湖心域

では湖内調査時に調査船から観察される鳥類の種類と数

を記録した。霞ヶ浦の魚類は前年まで外来魚ペヘレイが

優占していたが２００１年にはその量は減少した。２００１年

１２月になり，著しいイサザアミの増加が起きた。これ

は捕食者である魚類が減少していることを示している。

イサザアミの増加に伴い動物プランクトンの著しい減少

が起き，植物プランクトンの増加と透明度の低下が起き

た。鳥類では１９９６年頃から増加の始まったカワウが

２００１年冬期には１０００羽を超え，魚類への食害を与える

可能性が生じた。

　さらに湖岸域の植生帯減少要因を明らかにするため湖

岸域に数点の調査域を設け，毎月写真撮影を行い，植生

調査を行った。湖岸植生帯の沈水植物は殆ど発見されな

かった。またヨシ帯は波打ち際先端部からかなりの速度

で減少した。しかし，２００１年８月に湖水位が平常時よ

り３５��程度低下し湖岸に沈水植物であるササバモやエ

ビモ，セキショウモ等の繁茂が見られた。湖岸植生帯の

回復にとって水位変動が必要であることを示した。

〔備　考〕

（１１）流域スケールでの水生生物の生息環境とその保全

および管理に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１９５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．４　生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕福島路生（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）・高村典子

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕流域スケールで水生生物の生息環境を理解

し，その保全と管理に役立てる。特に，流域という大き

な空間スケールにおける地形，植生，土地利用とを地理

情報システムを利用して定量化し，そこに生息する生物

との関係を解明する。

〔内容および成果〕

　北海道を調査対象地域として，北海道の流域環境に関

するいくつかのデータベース（河川，淡水魚，ダムな

ど）の整備を行った。また，河川棲生物の生息環境の基

本ユニットである瀬淵構造の形成メカニズムとして，河

道の交互砂州や倒流木などの障害物などが知られるが，

それぞれの寄与率を北海道に設けた１８の小流域で現地

調査を行って推定した。

〔備　考〕

（１２）����マイクロアレイによる遺伝子発現パター

ンを指標とした生物への環境影響のモニタリング手

法の開発

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０１０２��１９８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕玉置雅紀（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）・中嶋信美

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕生物は外的環境から様々な形で影響を受けて

おり，それらの影響がある閾値を越えると健全な生育を

阻害し，やがてこれが個体（群）の衰退・消失として観

察される。したがって，このような生育阻害がどのよう

な環境要因により引き起こされたのかを個体（群）の衰

退が起る前に事前に且つ正確に知ることは，個体（群）

の保全戦略の構築に大きく貢献すると考えられる。しか

しながら，これまでに行われてきた生態学的調査では，

環境変化の結果として起こる個体（群）の衰退・消失を

見ることはできてもそれを予測することは困難であっ

た。一方，生物は異なる環境変化にさらされた場合に異

なる遺伝子を発現することが知られており，また，この

遺伝子発現は，個体（群）の衰退に先立って起こる事が

知られている。本研究はこの性質を利用して，異なる環

境影響を受けている生物での遺伝子発現パターンを

���マイクロアレイ法により比較し，そのパターンの

違いから生物に影響を及ぼす環境要因を事前に特定する

モニタリング手法の開発を目的とする。その成果は，外

的環境の変化による生物影響の予測的モニタリング手法

確立のための新しい手法としてのポテンシャルを秘めて

いると考えられる。

〔内容および成果〕

　これまでにシロイヌナズナの遺伝子を用いて比較的少

数のストレス応答性遺伝子を単離し，これらをスポット

したミニマイクロアレイを作成した結果，オゾンストレ

ス，乾燥ストレス，傷ストレスを区別することに成功し

た。しかしながら，このマイクロアレイでは，オゾンス

トレスと����ストレスの遺伝子発現パターンによる区

別はできなかった。そこで本年度はオゾンストレスと
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����ストレスとの間で発現誘導パターンの異なる遺伝

子の単離を行った。

　オゾンストレスと����ストレスとの間で発現誘導比

の異なる遺伝子の単離を行うために，まずオゾン暴露に

より発現が変化する遺伝子を大規模に単離し，その後，

それらの遺伝子の発現が����暴露により変化するかど

うかを検証した。����（シロイヌナズナ　アレイコン

ソーシアム）より手に入れたシロイヌナズナの���ク

ローン約１３，０００個がスポットされているマクロアレイ

メンブレンを用いてオゾン暴露１２時間後に誘導される

遺伝子の単離を行った。その結果，発現量が比較的高

く，オゾンの暴露により３倍以上或いは１�３以下に発

現が変化する遺伝子を２８２クローン単離することができ

た。その内訳は，オゾンにより発現が増加するもの２１５

クローン，減少するもの６７クローンであった。

　これらのクローンのうち発現の増加するクローンから

任意の１８クローンを選抜し，より精度の高い発現解析

手法であるノーザン解析により１２時間後のオゾン誘導

性に関する追試験を行った。その結果，１５クローンに

ついてオゾンによる発現増加を確認することができた。

このことから少なくとも今回単離した２８２クローンの

８３％にあたる約２３５クローンはオゾンによる発現変化が

起こるであろうと推測された。

　さらにオゾンで発現増加した任意の１８クローンを用

いて１２時間の����暴露によるこれらの発現変化を

ノーザン解析で調べ，オゾン暴露した時の発現変化パ

ターンと比較した。その結果，これら１８クローンのう

ち７クローンはオゾン暴露した時にのみ発現上昇が観察

された。また同時に行った実験によりカルコン合成酵素

をコードする遺伝子は����の暴露に対して特異的に発

現上昇することが観察された。以上の結果，今回単離す

ることができたクローン中にはオゾン特異的に発現上昇

するクローンが３９％程度含まれていることが明らかに

なった。もし，この比率が今回単離され且つ発現上昇が

ノーザン解析により起こるであろうと推測される２３５ク

ローンに当てはまると仮定すると，今回の大規模な遺伝

子単離によりオゾン暴露に対しては発現応答するが，

����暴露には反応しないと考えられる遺伝子が約９２

クローン単離することができたと推測される。この数は

予測に過ぎないが，今回の大規模なスクリーニングによ

り少なくともオゾン暴露と����暴露により発現変化の

異なる遺伝子がいくつかは取れた結果となった。

〔備　考〕

（１３）アジア太平洋地域における生物多様性情報基盤整備

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０１０１��２５４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕志村純子（環境研究基盤技術ラボラトリー）・

渡邉　信・笠井文絵

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕地球環境の変化は生物の生息域にも急速にそ

の影響を及ぼしつつあり，科学的な根拠に基づく保全計

画の策定が必要である。そのための基本となる生物群の

生息実態に関する情報，バイオ技術の開発のために基盤

となる知識情報として，地球スケールの生物多様性情報

が必要とされている。しかし，アジア太平洋地域のデー

タへのアクセスは冊子体・電子媒体・ネットワーク情報

資源のいずれをとってみても極めて貧困な状況である。

とくに，ネットワーク上に公開された生物多様性情報の

希薄さには，この地域の自然資源に対する国際的な認知

を遅らせる深刻な要因となっている。国際的な動向とし

ては，分散型のデータベースシステムにより，生物種の

分類学的情報，標本の担保された，正確な同定に基づく

生息生物種の情報，それらのデータ統合による自然環境

のシミュレーションなどを操作できるデータポータルの

構築を目指して，新たな国際機関（����）が２００１年に

設立された。このような流れのなかで，アジア太平洋地

域では，��������２０００����������	��をはじめとする研究

者の自発的努力により研究者・機関間のネットワーク化

とデータの電子化支援を行ってきた。地域レベルで持続

可能なデータベースの維持・管理は先進国と途上国の両

方において重要な課題である。これらのプロジェクトを

国際的に意義あるものとし，実質的なデータ貢献を可能

とすること，分類学的に正確な種の生息状況を保全計画

の立案と，生物多様性の減少機構の解明に役立てる基盤

情報整備を目的とし，データアクセス向上をはかるため

の，地域間協力に関するワークショップの開催，既存

データの公開と更新，データ構築における問題点の解明

を行った。

〔内容および成果〕

　��������２０００����������	��
�日本動物分類学関連学会

連 合，国 立 科 学 博 物 館，�����（����������	�
	���	
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��������	
	�������	�）は共同で，アジア太平洋地域に

おける生息生物種の研究に関与した経験のある生態学な

らびに分類学の研究者を中心に国際ワークショップを開

催し，����や生物多様性条約締約国会議の決議に基づ

く分野横断的プログラムである世界分類学イニシアティ

ブについて分類学研究者に周知をはかるとともに，研究

実施における標本管理，データ管理について，データを

提供する立場の研究者からの要求を検討し，さらに問題

点の整理を実施した。学名変遷の問題を取り扱え，多様

な分類体系に依存しないデータ構造をバックエンドの

データベースにもたせること，それらのデータ構造につ

いて，データ入力を実施する研究者に意識させない，柔

軟なインターフェースを提供することの必要性が明らか

となった。また，生物多様性の研究においては，生態系

におけるサンプリング，保存，同定，学名記載などのイ

ベントがしばしば時間的�空間的に離れて発生すること

から，これらのイベントごとにデータの入力・更新に対

応できるシステムを設計することが重要と思われた。ま

た，途上国における協働体制の確立がプロジェクトを継

続的に実施するために重要であり，標本の移動とこれに

伴う，各国の法規制についても情報の整理が必要である

ことが明らかとなった。途上国におけるサンプリング，

保存，同定，学名記載などのイベントごとに，データの

入力�更新を可能とするためには，インフラ整備におけ

る経費支弁の問題から，できるだけパブリックドメイン

ソフトウエアの開発と活用も重要な要素であることが示

唆された。これらの問題点を解決するため，生物多様性

情報基盤の整備には，サンプリングサイト，保存サイ

ト，分類学研究サイトにおける独立したデータベースの

構築と，それらを参照するデータベースポータルサイト

の構築をはかることが，最も迅速にアジア太平洋地域の

データアクセスを実現する手段であることが明確とな

り，分散オブジェクトシステムの基本設計をとりおこ

なった。これらの分散データベースシステムのうち，標

本データの入力支援として，��������２０００�プロジェクト

参画機関と共同で標準学名の参照用データベース

（��������２０００������������	
��）の������版を作成す

るため，微生物（細菌）学名データの提供（約７０００件）

を実施し，多様な分類群の学名データ統合のために，

データクロスマッピングに協力した。同������は国

立環境研究所・環境研究基盤技術ラボラトリーより無償

配布可能である。

〔備　考〕

（１４）地理的スケールにおける生物多様性の動態と保全

に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��１

〔研究課題コード〕９９０１��１９４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．４　生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕椿　宜高（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）・高村健二・

� 永田尚志・五箇公一

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕地球上には様々な生物が生存しており，学術

的に記録されているだけでも１４０万種，実際には１０００

～３０００万種の生物が存在しているとも言われている。

このような生物多様性は生命の誕生以来，４０億年をか

けた進化によって形成されたものであり，人類の生存の

基盤をなす重要なものである。生物多様性を保全し，ま

た適正に利用するために，１９９２年６月の地球サミット

において署名された生物多様性条約が１９９３年１２月に発

効された。我が国も１９９３年３月に条約を批准し，締約

国となった。さらに，我が国では１９９５年１０月に地球環

境保全に関する関係閣僚会議において生物多様性国家戦

略が決定され生物多様性保全の取組が方向付けられて，

生物多様性の保全に一層の努力が傾けられるようになっ

た。

　生物多様性の実体についてはそれを構成する生物と環

境との関係の複雑さから未解明の部分が多かったが，最

近の自然・社会科学の発展に由来する新しい研究方法論・

技術が取り入れられて，従来想像の域を出なかった分野

においても検証可能な推論が実現されてきた。本研究で

は，生物多様性の地理的な構造の把握とそれに基づいた

生物多様性の動態解明を進め，生物多様性の保全を体系

的に進めるための研究を行う。

〔内容および成果〕

　野生生物が絶滅に至る主要な原因は人間の開発行為に

よる生息地の縮小と分断化である。縮小の影響に関して

は，これまでの研究（国内外および過去の地球推進費に

よる研究）によって知見が蓄積されてきた。しかし，分

断化の影響については未解明の部分が多かったため，生

物と生息環境の両者の分布を地理情報システム（���）

に載せて両者の関連を解析した。生物の分布は環境省緑
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の国勢調査を初めとする既成の調査試料と我々が独自に

調査した資料に基づき，生息環境については国土地理院

の地図情報・航空写真や環境省の植生図等から植生・土

地利用の状態に従って景観分布を判別した。これらの資

料を基礎として，各種生物の生息適地判別・生物群集分

布の地域内統合度算定・生息分布機構の解明を行い，同

時に調査・解析手法の開発を進めた。

（１）野生動物の潜在生息地を推定する手法の開発

　野生生物の保全に必要不可欠な基礎情報は，その生物

が何処にどれだけいるかという網羅的な分布地図である

が，現に入手可能な情報のほとんどは点情報でしかな

く，しかも断片的である。点情報を集めて面に近い分布

情報にすることは膨大な時間と労力がかかるので，点情

報を面情報に翻訳する装置（モデル）を作成することが

現実的である。その理論基盤となるのは生物の分布要因

論である。既成の分布要因論には，気候適応や地理的バ

リアーを拠り所に大スケールの分布を議論する生物地理

学と，物理的環境条件や種間関係を拠り所に小スケール

の分布を議論する生態学とがあるが，保全生態学の分野

では両者を統合するような分布要因論が重要となる。本

年度は生物の潜在生息地を大スケールで推定する簡単な

手法の開発を行った。前年度開発したカワトンボ類の生

息地の好適性評価モデルを用いて，その分布可能域を広

域地図化した。用いたパラメータは，国土地理院の１キ

ロメッシュを単位に計算した各メッシュの年間積算温

量，森林の割合，河川（１�２５０００地形図に記載されて

いるもの）の有無で，その総合評価を好適性の評価基準

とした。栃木と茨城を流れる那珂川流域についての

フィールド調査により，その結果の検証（好適と評価さ

れた地点に実際にカワトンボが生息するかどうか）も

行ったが，きわめてよい合致をみた。しかし，同じパラ

メータを使って他地区（石川県）への当てはめを試みた

ところ，モデル予測と実際の分布に微妙な食い違いが生

じた（気候適応の地域差が原因かも知れない）。この問

題は，地域ごとにパラメータの微修正をすることで，あ

る程度解決可能である。

（２）バイオトープの地理的分布と野生生物個体群サイ

ズとの連関の解析

　霞ヶ浦周辺ではヨシ原の分断化が進み，ヨシ原で繁殖

するオオヨシキリの生息数が減少していることが予測さ

れる。そこで，ヨシ原の地理的分布がオオヨシキリのヨ

シ原選択に与える影響を解析するために，霞ヶ浦の周辺

のおよそ１０００���の地域において，航空写真から識別し

た８２０箇所のヨシ原を踏査して，オオヨシキリの生息状

況を調査した。オオヨシキリが繁殖するためにはヨシ原

は必須であるが，３８．８％のヨシ原で生息が確認されただ

けであった。調査地域のヨシ原はほとんどが標高２５�

まで分布していたが，オオヨシキリが生息していたヨシ

原の平均標高は１．２５±２．５�（１８２ヵ所）であり，標高

１０�以上のヨシ原にはほとんど生息していなかった。

オオヨシキリの生息を予測するために，ロジスティック

回帰モデルを変数増減法で構築したところ，ヨシ原の標

高とオオヨシキリの生息するヨシ原の中でも大きなヨシ

原からの距離との２つの変数が選択された。大きいヨシ

原は，個体群サイズが大きく，繁殖成功度が高いので，

ソース個体群として機能していると予測された。このこ

とは，オオヨシキリの生息するヨシ原の予測には，標高

という地形的条件だけではなく，ソース個体群からの距

離という個体群生態学的な要因が重要な影響を与えてい

ることを意味している。オオヨシキリの生息予測モデル

の開発過程を通して，植生や標高などの生息環境条件か

ら生物の生息予測がある程度可能となるが，モデルのさ

らなる向上には生物の個体群構造に関する情報が重要で

あることがわかった。

（３）農耕地河川流域に生息するトンボ類の生息場所利

用

　農耕地を流下する河川の周辺には水田・畑地・果樹林・

草地・植林地・雑木林といった野生生物にとっての様々

な生息場所が河川を挟み込むように位置している。これ

らの生息場所を利用する野生生物は多くの場合，季節や

生物自身の生活史段階に応じて複数の生息場所を使い分

けて利用している。この利用様式はそれぞれの生息場所

で利用可能な資源が季節とともに変化することに応じて

いると考えられるが，その資源の存在様式がこれらの生

息場所における生物多様性の動態の鍵になると考えられ

る。本研究は，これらの生息場所を横断的に利用するこ

との多いトンボ類成虫についてその分布の季節変動を観

測し，生息場所の資源動態との関連やトンボ種によるそ

の利用特性を明らかにするために進めているものであ

る。本研究の実施によって，農耕地河川周辺の環境の生

物多様性保全の観点からの評価が可能になるものと考え

られる。

　本年度も前年度に続いて，河川周辺の生息場所を横断

する径路にそってトンボ成虫の個体数計数を種毎に行
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なった。またトンボ成虫の餌となる昆虫類について捕虫

網によるすくい取り採集を行った。この方法で採集され

た昆虫の中から，ハエ・カなどの双翅目昆虫の採集量に

着目して，トンボ成虫の分布量との関係を生息場所ごと

に区分しながら分析した。もっとも生息密度の高いノシ

メトンボは森林内にとどまる初夏の頃に双翅目昆虫量と

の相関が高くなり，餌資源量に対応して分布しているこ

とが示唆された。しかし，他の高密度生息種については

必ずしも同様の傾向が認められなかった。トンボ種間に

は体サイズの違いなど餌利用に差異をもたらす形質の違

いが存在するので，種による餌選択性の違いを明らかに

する必要があると考えられた。

〔備　考〕

（１５）侵入生物による生物多様性影響機構に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��３

〔研究課題コード〕０１０５��２０５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．４　生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕五箇公一（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）・椿　宜高・

� 高村健二・永田尚志

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕生物多様性を脅かす要因として，開発による

生息地の破壊，環境汚染物質による生息環境の悪化のほ

かに，本来の生息地以外に生物種が人為的要因により運

ばれ，定着する生物学的侵入があげらる。前二者はダイ

レクトに生物の死滅を招く要因であり，一般にもインパ

クトが強いが，生物学的侵入については社会的関心は相

対的に低い。しかし，生物学的侵入は一度起こると生物

間相互作用により生態系に不可逆的な変化をもたらし，

回復を非常に困難にする。生物種の移動・定着は，無論，

人間が誕生する遥か過去より，生物進化の歴史の中で繰

り返されてきた自然現象であるが，現代の人為的要因に

よる生物種の移動は，生物本来の移動・分散能力をはる

かに超えた，地史的プロセスを無視したものであり，生

物進化の歴史を否定する行為といえる。我が国において

も，一部の病害生物種を除き，何ら法的規制もないま

ま，様々な種類の動植物が輸入されており，侵入生物に

よる生物多様性の浸食の激化が危ぶまれる。生物および

その遺伝子は，半減期がある化学物質とは異なり，一度

定着すると増加を続け，生態系を大きく変容させる。

従って，一日も早く，有効な対策をたてる必要があり，

そのための科学的データの蓄積は生物多様性保全の戦略

上の急務である。

　本研究では日本における侵入種の実態を把握し，それ

らがもたらす在来生態系への影響を様々な角度から検証

し，得られたデータをもとに侵入種による生物多様性へ

の影響機構を解明することを目的とする。

〔内容および成果〕

（１）侵入種の生物学的特性に関する研究

　本研究では，今後の侵入生物研究で活用できる侵入生

物種リストおよび生態情報の体系的整理を目標として，

様々な侵入生物種の文献情報を収集し，侵入起源，現在

の分布状況，生態的特性に関する情報を整理しデータ

ベースを構築する。侵入種の生活史や増殖能力，耐寒

性，移動能力などの生態的特性，侵入源，分布域，在来

種への影響の仕方などの情報を論文・資料などから収集

してデータベースを構築し，侵入種の特性を類型化し各

侵入種の生態系にあたえる影響の大きさを評価し，特に

危険度の高い侵入種のランキングを行う。

　本年度の成果として，まず，データベース掲載対象の

選定を行った。脊椎動物のうち，哺乳類・鳥類・は虫類・

両生類・魚類，無脊椎動物のうち昆虫類・陸産貝類，植

物のうち維管束植物について選定作業を実施した。続い

て，データベースの設計を行った。設計に際し，データ

ベースの基本構造，記載項目および様式を検討した。こ

の基本構造をもとに脊椎動物・昆虫類・維管束植物につ

いて侵入事例に関する文献情報の多い種のデータベース

を試作し，運用試験を行った。

（２）侵入種が種多様性に及ぼす影響機構の解明に関す

る研究

　代表的な侵入種について在来生物相に及ぼす影響を競

合・捕食，遺伝子浸透，寄生生物の持ち込みの各要因に

分けて解析した。野外における侵入種および在来種の分

布を時間的・空間的に把握し，分布規定要因および種間

相互作用を検証する。また，侵入種と在来種の交雑の実

態を分子遺伝学的手法（���変異など）を用いて解明

する。侵入種による寄生生物の持ち込み状況を調べる。

本年度の成果は以下のとおりである。

・在来魚種モツゴへの外来魚の影響：オオクチバスおよ

びブルーギルによる捕食効果が在来魚モツゴ集団の遺伝

的変異に及ぼす影響評価を行うために，モツゴのマイク

ロサテライト���マーカーの探索を行った。
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・交雑による外来マスの侵入：上高地梓川上流域におけ

る在来種イワナと侵入種カワマスおよびブラウントラウ

トの種間相互作用を交雑による遺伝的浸食，餌および繁

殖空間を巡る種間競争に焦点を当てて，分子遺伝学的調

査および野外生態調査を行った。その結果，種間交雑と

ともに餌や繁殖をめぐる競争によって外来種が在来種の

存続を脅かしている実態が明らかになった。

・�東海地方におけるメダカとカダヤシの分布とその実

態：東海地方における在来種メダカと侵入種カダヤシの

分布実態を明らかにし，両種が同所的に分布している地

点についてはその種間相互作用を調査した。その結果，

侵入種は在来種に対して攻撃を仕掛ける性質があり，競

争的排除を招く恐れが示唆されたが，両種には塩分耐性

に差があり，それによって分布域に差が生じている可能

性が示された。

・�輸入鳥類による日本産鳥類へのマラリアの感染：ペッ

ト用輸入鳥類によって鳥マラリアが持ち込まれ野外の鳥

類に感染している可能性を検証するために，日本の野外

鳥類についてマラリア特異的���プライマーを用いて

感染状況を調査した。その結果，メジロ，ホオジロ，ウ

チヤマセンチュウ，オオヨシキリで高い感染率が認めら

れた。

・�ソウシチョウと在来鳥類の餌利用空間分離：九州えび

の高原における侵入種ソウシチョウと在来鳥類の種間相

互作用を明らかにするために，採餌空間利用状況を調査

した。その結果，侵入種は在来種が利用していない餌空

間を利用することによって，定着・野生化に成功したこ

とが示唆された。

・カメ類の雑種個体の形態的・遺伝的特性：由来が不詳

とされてきたクサガメについて在来種イシガメとの遺伝

的関係を明らかにするために，交雑実験および形態精

査，分子遺伝学的マーカーによる遺伝解析を行った。そ

の結果，雑種は両種どちらとも大きく異なる形態的特徴

を示し，独立した別種として記載される危険性すらはら

むものであることが判明した。また分子遺伝学的解析に

より，日本に古くから馴染みのクサガメも実は侵入種で

ある可能性が高いことが判明した。

・輸入昆虫がもたらす生態影響：農業用セイヨウオオマ

ルハナバチおよびペット用クワガタの野生化の実態と在

来種への生態影響評価を目的として，野外調査および交

雑実験，寄生生物の持ち込み状況調査を行った。その結

果，セイヨウオオマルハナバチについては北海道を中心

に野生化が進行していることが判明し，交雑実験により

精子競争による交尾攪乱が起こる可能性が示された。輸

入クワガタについては野外での捕獲例があることが判明

し，在来種との種間交雑によって妊性のある雑種が生成

することも判明した。またマルハナバチおよびクワガタ

とも，寄生性ダニをはじめとする外来寄生生物を持ち込

んでいることが判明した。

・外来牧草が絶滅危惧植物に及ぼす影響：鬼怒川流域の

河原における侵入雑草（牧草）であるシナダレスズメガ

ヤが絶滅危惧種カワラノギクに及ぼす生態影響評価を目

的として，野外調査を行った。その結果，侵入種が河原

資源を独占することにより，カワラノギク集団を圧迫

し，分布を拡大していることが明らかになった。

　これらの結果から，侵入種は野生化・分布拡大の過程

で，在来種との間に餌資源および繁殖空間という生態

ニッチェをめぐって競争が生じた場合，在来種の存続を

脅かす可能性が高いことが示された。一方，微妙に生態

ニッチェが異なることにより，在来種が利用していない

空間に侵入種が入り込み，定着に成功するパターンも示

された。侵入種の起源や侵入種と在来種の種間交雑によ

る遺伝的浸食の実態を明らかにする上で分子遺伝マー

カーが非常に有用であることが判明した。様々な寄生生

物が侵入種とともに持ち込まれている実態も明らかに

なった。

〔備　考〕

　遺伝子地図と個体ベースモデルにもとづく野

生植物保全戦略の研究

（１６）サクラソウ個体群の個体ベースモデルの開発に関

する研究

〔区分名〕環境��環境技術

〔研究課題コード〕０００２��２０３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．４　生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕竹中明夫（生物多様性研究プロジェクトグ

ループ）・吉田勝彦

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕野生生物の個体群における遺伝子の流動，自

然選択，遺伝的浮動およびそれらが個体群の空間構造な

どとの相互作用のもとに適応的な遺伝形質の変異に及ぼ

す影響を量的に把握することは，生物多様性を進めるう

えで重要な課題である。特に，遺伝子の多様性を考慮し
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た生物多様性の保全戦略や環境影響評価，実効性のある

環境緩和策の立案における個体群や種の存続性の分析や

予測などにおいてはこうした研究が欠かせない。しか

し，これまで野生植物を対象とした遺伝子流動や集団の

遺伝的変異の評価においては，もっぱら分析の容易な中

立遺伝子がマーカーとして用いられてきており，生物の

生存と直接かかわる適応的形質の遺伝子についての研究

はきわめて不十分な段階にある。

　本研究では，日本の野生植物の中でも特に多くの生物

学的・生態学的な研究成果の蓄積があるサクラソウを他

殖性植物のモデルとしてとりあげる。遺伝子地図と個体

ベースモデルを活用して，個体群の存続可能性と深くか

かわる量的形質を支配する遺伝子群の動態や，個体群の

存続性などを詳細に分析する。その成果に基づいて，遺

伝子の多様性と個体群の存続に必要な条件，保全のあり

かたや指針を検討する。本研究所では，特にサクラソウ

の個体群・遺伝子動態モデルの開発を担当する。

〔内容および成果〕

　前年度はサクラソウの個体群・遺伝子動態モデルの単

純なプロトタイプを作成した。本年度は，このプロトタ

イプを下敷きとして，他サブテーマの現在の成果を参考

にしながら，サクラソウの株の集中斑（パッチ）の拡大

速度と部分的な死亡，種子の散布，新個体の定着，送粉

者による花粉の散布，染色体上の遺伝子地図などを組み

込める形でモデルの実装を行った。

　サクラソウは地下に作られる芽が伸びることで無性的

に株を増やす（クローン成長）とともに，種子による繁

殖も行う。このモデルでは，サクラソウの生育地を二次

元の格子で表現する。格子の各小区画にはたかだか一株

のサクラソウが生育可能とする。ただし種子由来の未熟

株は複数が生存できる。クローン成長を表現するため

に，成熟株は隣接する小区画にその複製を配置すること

ができるとした。

　サクラソウの花にはめしべが長いものと短いものの２

タイプがあり，そのどちらのタイプの花を作るかは遺伝

的に決まっている。種子を作るには，その花とは別タイ

プの花の花粉が必要である。花粉の運搬はマルハナバチ

などの昆虫に依存している。モデルでは，ハチの訪問を

確率過程として明示的に取り扱っている。一日ごとに決

められた数のハチがサクラソウ個体群に飛来し，ランダ

ムに決められた出発点から，これもランダムに決められ

た飛行の方向に沿って花を訪れていく。

　モデルの中で，すべての株はそれぞれの遺伝子型の情

報を持っている。どの遺伝子座にどのタイプの遺伝子が

載っているかという情報に基づき，それぞれの株の表現

型（どのタイプの花をつけるのか，花の数はいくつか，

いつごろから開花するのか，など）が決まる。異なるタ

イプの花からの花粉を受けとって作られた種子は，種子

親と花粉親との遺伝子を組み合わせた新しい遺伝子型を

持つ。

　このモデルが含むさまざまなパラメータにとりあえず

の値を与えてシミュレーションを行った。サクラソウ個

体群はクローン成長と種子繁殖により拡大する一方で，

撹乱による死亡がおこり，定常的な個体群サイズへと近

づいていった。また，送粉昆虫の多寡により集団内の遺

伝的な多様性が大きく変化する様子などが見られた。

　モデル中のパラメータの値の一部はこれまでの研究成

果から推定することができる。さらに次年度の成果によ

り，必要なパラメータは一通り推定できる予定である。

〔備　考〕

研究代表者：鷲谷いづみ（東京大学）

共同研究者：津村義彦（森林総合研究所）・大澤　良（筑

　波大学）・岸野洋久（東京大学）

（１７）核酸プローブを用いたハイブリダイゼーション法

による藍藻類付着細菌の解明

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０００１��１１７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕冨岡典子（水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１２～１３年度（２０００～２００１年度）

〔目　的〕アオコ（藍藻類の異常増殖）の発生予測は現

在まで可能となっておらず，遊離細菌，付着細菌を含む

微生物生態系全体についての研究が必要となっている。

本研究は，近年発達してきた分子生物学的手法，特に核

酸プローブを用いたハイブリダイゼーション（����）

法を用いて，藍藻類に付着している細菌群集について検

討を行い，アオコの発生，衰退を微生物生態系の変動の

中で評価し，アオコの発生予測に資することを目的とし

ている。

〔内容および成果〕

　１６������遺伝子に基づいた�����（���������	


��������	��
	�
������������）法による霞ヶ浦湖水中の
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細菌群集構造変化についての検討の結果，季節的に特徴

的な挙動を示すバンド２３が検出された。シークエンス

の結果バンド２３は����������	
���に属する特定の微生物

に由来することが明らかとなった。この知見に基づき，

この����������	
��を検出すためのプローブ����９６２�の

配列を決定した。プローブ����９６２�の選択性の確認及

び，����の条件検討のために，このプローブにより検

出される細菌の単離を試みた。その結果，霞ヶ浦より単

離した２コロニーについて２７�及び����９６２�プライ

マーにより，���による増幅が認められた。この２コ

ロニーから取得した菌株��������１及び��������６３に

ついて１６�����遺伝子のシークエンスを行い�バンド

２３のシークエンスを持つ��������	
�との系統解析を

行った。しかしながら，この２菌株に由来する１６��

����は������������	��γ�����������に近縁であり，バ

ンド２３由来のものと一致せず，����９６２�の選択性に

問題があることが明らかとなった。また，これらと平行

して，湖水中の細菌群集のパラホルムアルデヒドによる

固 定 条 件，����の 条 件 検 討 を 行 う と と も に，

�������������に妨害されない色素の選択を行った。

〔備　考〕

（１８）汽水域における水生絶滅危惧植物の保全と修復

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０１０２��１４５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕矢部　徹（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕汽水域をおもな生育場所とするコアマモ，カ

ワツルモなどの水生植物は，絶滅危惧種あるいは情報不

足の種として環境省のレッドデータブックに記載され，

わが国ではその保護・保全が急務となっている。しかし

ながら，これら植物に関する生態学的な調査・研究例は

国内ではほとんどなく，開発に際しての保全法が確立さ

れていないのが現状である。本研究ではコアマモを中心

としてその保全と修復を図るため基礎及び実証の両面か

ら保全生態学的研究を実施する。

〔内容および成果〕

　千葉県富津干潟においてコアマモ藻場の生態系機能に

ついて探索した。コアマモおよび同所的に生育する他の

海藻類の分布調査と生態系機能の指標としての底質の物

理化学環境のうち，含泥率，含水率，土壌硬度，攪乱強

度としての底質流動，��，��，���，間隙水の各種栄

養塩類濃度を測定した。

　解析の結果，海草植生と��，���の間には負の相関

がみられた。攪乱強度は植生によって急激に低下した。

いっぽう貫入試験の結果，地下１０��以深では海草植生

の増加にともなって貫入抵抗が増し，この関係は根圏の

ない深度５０��程度までみられた。底質の強熱減量との

関係は海藻植生より海草植生で明瞭であり，強い一次相

関（�＞０．７）を示した。これらの結果，海草植生の分

布が底質の物理・化学的環境に与える影響は極めて大き

いことを明らかにした。

〔備　考〕

研究代表者：國井秀伸（島根大学域研究センター）

（１９）病原生物が野生生物集団に及ぼす影響に関する研

究

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０１０３��２０９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕椿　宜高（生物多様性の減少機構と保全プロ

ジェクトグループ）・高村健二・永田尚志・五

箇公一

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕カワトンボ，コジュリン，セイヨウマルハナ

バチの自然集団を系としてえらび，寄生率および寄生抵

抗性（免疫能）の種内変異（集団内変異と集団間変異）

を実態調査するとともに，変異の維持機構を遺伝�生理

学的手法を用いて進化生態学的な視点から明らかにす

る。また集団内に寄生率の異なる二型が存在するカワト

ンボを選び，寄生抵抗性の種内変異の意義を明らかにす

る。また，性的形質と病気抵抗性との関連性を調べるた

めにコジュリンを対象とする。侵入生物であるセイヨウ

マルハナバチは輸入時に寄生ダニがついていることが多

く，寄生ダニの在来マルハナバチとセイヨウマルハナバ

チへの影響を比較する。

〔内容および成果〕

　カワトンボではメラニンをチロシンから合成する際に

使われるプロフェノール酸化酵素に関する遺伝変異を調

べるたが変異は見つからなかった。量的な変異である可

能性が高い。コジュリンの血液中病原生物の検出法の開
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発を行った。輸入されたセイヨウマルハナバチと日本産

のマルハナバチ類，それぞれに寄生するマルハナバチポ

リプダニを採集し，４者の遺伝的差異を分子遺伝学的に

明らかにした。

〔備　考〕

（２０）車軸藻の絶滅・絶滅危惧種の保護と自然界への復

元に関する研究

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３１６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕渡邉　信（生物圏環境研究領域）

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３１６

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕車軸藻は日本で７４種類記録されているが，

そのうち３４種類は日本固有種である。湖沼の深部に車

軸藻帯を形成し，多数の生物の餌場，産卵場等重要な役

割を果たしている。湖沼での車軸藻の分布は１９６４年に

まとまった報告があり，そこでは３５種類の車軸藻が報

告されている。しかしながら，近年の調査により，多く

の湖沼で車軸藻が減少しており，２０００年に刊行された

レッドデータブックでは３１種類の車軸藻が絶滅あるい

は絶滅危惧種とされた。このうち，ホシツリモは体長が

最大で２メートル５０になる大型の車軸藻であるが，そ

れが生育していた野尻湖，河口湖，山中湖では絶滅し，

わずかに培養下で野尻湖産のホシツリモが残されている

だけで，日本では野生絶滅とされている。本研究では野

尻湖産のホシツリモを野尻湖に復元させる技術・手法を

開発するとともに，その保護のための管理手法を開発す

ることを目的とする。

〔内容および成果〕

　野尻湖でのホシツリモの絶滅の原因はソウギョによる

捕食と考えられたため，野尻湖内水深４．５�地点で，網

目１０��のソウギョ防護柵を設置して植栽区とし，ホシ

ツリモの仮根および地上部の節を植え込んだ結果，発芽

したホシツリモは１５��程度まで成長するが，しばらく

すると倒伏し，消滅した。この原因としては，藻体が付

着珪藻に覆われ光合成が妨げられることによると考え，

付着珪藻を捕食する小動物との共存環境を形成すること

が重要であるとの作業仮説を得ることができた。また，

コイもホシツリモを捕食することが判明したことから，

コイの侵入を防御するような防護柵構造にする必要があ

ると考えられた。この作業仮説にしたがい，網目を８

��と２５��の防護柵を適用したこと，ならびに小動物

を捕食するブラックバスから小動物を守るため，人工水

中林の設置，沈水植物の植栽，ホシツリモの密植を行っ

た。その結果，８��の網目の植栽区では小動物が住み

つき，ホシツリモは４０��まで成長した。しかし，内部

で成長したテナガエビが脱出できず，ホシツリモを切

断，枯死させた。２５��の植栽区ではセショウモ群落が

形成され，小動物も自由に出入りができ，かつブラック

バスやコイ，ソウギョがはいれない構造の環境となった

ことで，ホシツリモは最大６０��まで生育し，小規模な

がら群落を形成するにいたった。今後，ホシツリモ植栽

量，密度等を検討することで，より大規模な群落形成が

できるかどうか実験する必要がある。

〔備　考〕

共同研究者：樋口澄男（長野県衛生公害研究所）

４．２　生態系の構造と機能及びその管理手法に

関する研究

（１）水位変動が水生植物群落におけるガス動態に及ぼ

す影響

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０３��１４４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕矢部　徹（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕陸域と水域の移行帯によく見られるヨシなど

の抽水植物は，常に水位変動にさらされている。この水

位変動は，植物の形態や成長だけでなく生育環境である

土壌の酸化還元状態などにも影響を及ぼし，群落全体の

ガス動態にも影響を及ぼしていると思われる。本研究で

は水位変化をつけることができる実験施設で抽水植物の

ヨシを用いて，植物体経由と土壌表面から放出されるガ

スを定量化することで，水位が群落全体のガス動態に及

ぼす影響を明らかにする。

〔内容および成果〕

　ヨシが植栽されている有底枠２基を用いて，人為的に

水位調整できるシステムを構築した。２００１年６月より

ヨシが植栽されている有底枠２基と土壌のみの有底枠２
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基について，給水システムおよび排水システムを作成し

人為的に水位調節できるようにした。水位３０��と水位

０��に設定して，ガスフラックスの測定とバイオマス

の測定を試みた。毎月１回ヨシ経由のガスフラックスを

間接法（���������	�
���������������������）によって

測定し，土壌経由のガスフラックスは水上置換法で採取

が可能となった。ヨシ群落の周辺環境として，深度別に

酸化還元電位（０，５，１０，２０，３０，５０��）を測定する

電極を作成し，土壌環境を測定する事を可能にし

〔備　考〕

（２）中国の半乾燥地域に生育する植物の生理生態機能

に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００３��２５５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕戸部和夫（環境研究基盤技術ラボラトリー）

〔期　間〕平成１２～１５年度（２０００～２００３年度）

〔目　的〕砂漠化の進行は中国においても深刻な問題と

なっているが，植被の保全や植物の人為的導入は砂漠化

の防止や砂漠化した土地の回復のための重要な手法であ

る。しかし，中国の砂漠地域に分布する植物種の生理・

生態的特性は十分に解明されているとはいえず，砂漠化

地域の植生保全や植物の導入は試行錯誤的に行われる傾

向が強い。有効かつ効率的な砂漠化対策を図るために

は，これらの植物種の特性に関しての基礎的知見の確立

が不可欠である。そこで，中国の半乾燥地域に生育して

いる代表的な植物種の乾燥環境あるいは塩性環境への適

応機構を明らかにし，中国における砂漠化対策の一助と

することを目的として本研究を実施する。

〔内容および成果〕

　重要な砂漠化の過程として，砂地の植被の減少に伴う

砂の流動化の進行および土壌の塩性化の二つがあげられ

る。そこで，乾燥地域の砂地での植物の定着過程や砂の

流動化に伴う植生の遷移過程，および塩性土壌での植物

の適応様式を明らかにすることを目標として本研究を実

施している。本年度は，中国の乾燥地域の砂地に分布す

る３種の���������属の半灌木（主に半固定砂地に分布

する���������	
および�����������，さらに，主に流動砂

地に分布する��������	
�������）の種子の発芽特性を調

べた。これらの植物種は，中国において，砂漠化した砂

地での植被の回復のために頻繁に用いられている。研究

の結果，これら３種の植物は，いずれも，（１）種子が

発芽能を獲得するためには，種子が形成されてから数ヵ

月程度の後熟期間を要すること，（２）種子発芽の温度

依存性は比較的小さいこと，および（３）水に浸潤した

状態でも種子が良好に発芽すること等が分かった。ま

た，これらの植物種のいずれもが，完全な暗黒下と強光

の照射下のいずれの条件下でも種子発芽は相当程度抑制

され，極めて微弱な光の照射下で最も良好に発芽するこ

とが明らかとなった。乾燥地域の砂地では，風による砂

の移動により種子が砂中に埋もれやすい傾向があるが，

植物の定着のためには種子が浅めに砂中に埋もれている

状態で発芽するのが最も有利である。得られた結果は，

種子に微弱な光が到達する程度に浅めに種子が埋もれて

いるときに多くの種子が発芽することを示しており，こ

うした種子発芽の光応答特性がこれら３種の植物の砂地

環境での定着を有利にしていることが推測された。ま

た，主に流動砂地に分布する��������	
�������は，主に

半固定砂地に分布する他の２植物種に比べ，（１）完全

な暗黒下と強光の照射下のいずれの条件下でも種子の発

芽が抑制されやすいこと，および（２）良好な水分条件

下でのみ種子が発芽する傾向が強いことが分かった。こ

れらの結果は，流動砂地のほうが，半固定砂地に比べ，

種子が砂に埋もれやすく，砂中の水分が豊富であること

と関連づけられることが推測された。

〔備　考〕

（３）植物の生理生態機能の画像診断法に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０３��２５６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕戸部和夫（環境研究基盤技術ラボラトリー）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕気象条件の変動，大気や土壌の汚染などの環

境の変化が植物の個体群や群落などにおよぼす影響を的

確に把握するうえでは，環境条件の変化に伴う植物の応

答を非破壊的かつ継続的に測定することが必要である。

また，自然環境のモニタリング等の目的から，広域的に

広がる植物群落などを対象として，バイオマス量などを

高精度に推定するための手法の開発が求められている。

熱赤外画像計測法や可視－近赤外分光画像計測法などの
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画像計測法は，このような目的に極めて適合した計測手

法であるが，こうした画像計測の結果をもとに植物集団

の生理・生態的状況やバイオマス量などを推定するため

には，画像計測結果と植物の状態との間の関連性を明確

に把握しておく必要がある。そこで，本研究では，植物

集団を熱赤外画像や可視－近赤外分光画像などの二次元

画像や三次元画像として計測するための手法の開発を行

うとともに，計測画像から植物集団の生理・生態的状況

やバイオマス量，植物生長速度などを推定するための方

法を検討する。また，開発された手法を用いて，環境条

件が植物個体群の生理状態や生長速度などに及ぼす影響

を調べる。

〔内容および成果〕

　植物集団を対象として，熱画像計測，三次元計測およ

び反射光の可視スペクトルの計測を行うための手法の開

発を行った。さらに，開発された手法により，実験圃場

に生育するコムギ個体群の画像計測を予備的に行った。

また，画像計測により得られた結果と植物の生理・生態

状態の関連性を検討するため，このコムギ個体群の蒸散

速度，気孔コンダクタンスおよび葉内クロロフィル含量

の測定を行うとともに，コムギ個体群の層別刈り取りを

行いバイオマス量の高さ方向の分布を調べた。得られた

結果を解析した結果，植物葉温と気温との温度差と植物

葉の蒸散速度との間に明瞭な相関が認められること等が

明らかとなった。植物葉温と気温との温度差は熱画像計

測により評定可能であり，蒸散速度は植物の受けている

ストレスの程度に応じて大きく変動するとともに，光合

成速度や生長速度と密接に関連づけられるパラメーター

である。以上のことから，熱画像計測法によって，植物

集団の受けているストレスの程度やバイオマス量，生長

速度などの推定を行うことが可能であることが明らかに

なり，今後より信頼性の高い推定手法を開発するための

基盤が確立された。

〔備　考〕

共同研究者：大政謙次（東京大学）

（４）干潟等湿地生態系の管理に関する国際共同研究

〔区分名〕特別研究

〔研究課題コード〕９８０２��１４９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕野原精一（生物圏環境研究領域）・渡邉　信・

佐竹　潔・上野隆平・矢部　徹・笠井文絵・

広木幹也・河地正伸・高村典子・福島路生・

村上正吾・林　誠二・木幡邦男・樋渡武彦・

稲森悠平・山形与志樹

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕干潟等湿地生態系は鳥類の生息地，越冬地あ

るいは中継地として国際的にも重要な生態系であるとと

もに，独特の生物相を有し，生物多様性に富む生態系で

ある。しかしながら，人間の開発行為は湿地生態系に大

きなダメージを与えてきたことから，１９７５年には国際

的に重要な湿地及びその動植物の保全を進め，湿地の賢

明な利用を進めることを目的にラムサール条約が締結さ

れた。このような湿地生態系を保全し，持続的利用のた

めに維持管理していくために，欧米では湿地生態系の実

態調査研究での知見に基づく評価手法にしたがって，湿

地生態系ミティゲーションのためのプロジェクトが実施

されている。しかし，このような評価手法は地域性が強

く，我が国を含む東アジア地域の干潟，湿地に関しては

未だに適切な評価手法が確立していない。そこで本研究

では，東アジア地域における干潟・湿地の実態調査研究

に基づいて，干潟・湿地生態系の適切な総合評価手法を

確立することを目的としている。

　渡り鳥類の繁殖地ー越冬地の関係にあるロシア・中国

の湿原と日本の代表的湿原である釧路湿原，赤井谷地，

戦場ヶ原，尾瀬ヶ原の湿原，北海道東部・東京湾・伊勢

湾・有明海・沖縄の干潟などを調査研究フィールドとし，

各湿地の非撹乱生息地において研究を実施し，新湿地生

態系評価手法（����）を開発する。以下の２課題に

沿って研究を実施する。

（１）干潟等湿地生態系の特性と生物種の存続機構に関

する研究

（２）湿地生態系の変動予測と管理計画の構築に関する

研究

　以上の成果を踏まえて，自然保護と水質保全の双方の

立場での湿地生態系の評価基準となる手法を開発する。

各種生物の収容力と最大収容力を基にした���

（�����������	
�����������
���），生態系を構成する必

須の生物・物理パラメータの変動予測アンケート調査解

析を基にした���（��������	
������������������），

フィールドのあらゆる生物調査データを基にした����

（�����������	
�����������������������������），湿 地

の水文・水理，水資源及び植生地理情報等をも加味した
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���（�����������	
���		����
������������

�������）モデル等を比較検討する。さらに新たに生態

系評価手法（����）の開発を行い，それを用いた適切

なミチゲーション計画策定のための検討を行う。

〔内容および成果〕

　干潟の対照基準地における機能評価モデル（����

モデル）に関する報告書（日本の干潟とその生態系評価

手法），１１年度に開催した湿地国際ワークショップの要

旨集を翻訳して発行準備を行った。����プロジェクト

の第３回会議をオランダ・ウトレヒト大学で５月に開催

した。

　生態系機能の空間的な広がりと季節性を考慮した

����モデルを事業の比較対象地として盤洲干潟・塩生

湿地に適用するための調査を実施した。ケーススタディ

として東京湾の盤洲干潟において干潟機能ユニットの空

間的把握法の調査及び機能の季節性データを取りまと

め，底生微細藻類の現存量は前浜干潟では変動が小さい

が，河口干潟では季節変動が激しいことを見いだした。

窒素やリンの無機化速度は前浜干潟より塩生湿地隣の河

口干潟で大きく，干潟の物質循環モデルには修正を要す

ることを見いだした。特に，塩生湿地の航空写真撮影と

現地踏査によって詳細な植生図を作成し，ヨシとアイア

シ（絶滅危惧種）の生育は塩分や水位によって制限され

その結果２種が帯状分布していることを見いだした。

����モデルによる評価手法と既存の評価手法（�����

��������）との比較するため情報収集を行った。

　中国吉林省において中国吉林省自然保護研究所との共

同（�����������プロジェクト）で湿地の現地調査を

実施した。

〔備　考〕

共同研究機関：ロシア科学アカデミー生物土壌科学研究

所（��������	
�
������室長）・中国

吉林省自然保護研究所（干　宏兵（���

��������）副所長）・米国スミソニアン

環境研究センター（����������	
��
�

主任研究員）・オランダ・ウトレヒト大学

（����������	
��	�	教授）

共同研究者：何　芬奇（���������）教授（中国科学

院北京動物研究所）・楊　永興（�����

��������）教授（中国科学院長春地理

研究所）

客員研究員　７名

共同研究員　１名

（５）温帯高山草原生態系における炭素動態と温暖化影

響の解明に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��１３

〔研究課題コード〕０１０３��１４１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応調査，研究名〕

〔担当者〕唐　艶鴻（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕温帯高山草原生態系はアジア陸域全体におい

て大きな面積を占め，炭素蓄積密度が高く，炭素シンク

である可能性が高い。当該草原生態系における炭素動態

の解明は，アジア陸域，地球レベルの炭素収支の評価に

おいても重要なカギとなっている。特に，青海・チベッ

ト高山草原を覆う植生の変化と東アジア地域全体の気候

変動は極めて密接な関係を有している。このことから，

東アジア地域全体の温暖化影響を明らかにするために

は，当該草原生態系における温暖化影響の評価が是非と

も必要である。また，高山草原生態系は代表的な脆弱生

態系であり，温帯地域における多くの脆弱生態系の炭素

動態と温暖化影響を把握するためには，高山草原生態系

に関する新しい知見は必要不可欠である。さらに，草原

生態系の炭素蓄積量の再評価はすでに世界の他の地域で

も始められており，温帯の広大な高山草原生態系につい

ての評価も早急に開始する必要がある。本研究は，代表

的な温帯高山草原生態系，とりわけ青海・チベット高山

草原生態系において，炭素蓄積の時間的空間的変動の測

定と分析を行い，炭素蓄積過程に影響を及ぼす生物環境

要因を評価し，広域な気象環境・草原生産力に関する既

存の観測データを利用し，温帯高山草原生態系の炭素動

態，および当該草原生態系の炭素動態に及ぼす温暖化の

影響を解明することを目的とする。

〔内容および成果〕

　草原生態系における���フラックスの短期変動：���

フラックスとそれに関連する環境要因の短期変動につい

て以下のような結果を得た。高山草原では光合成有効光

量子密度（����）が高く（最大瞬間����＝２５３０μ

�����
��
��
��），夜間の気温が低く，飽和水蒸気圧差

（���）も低く夜間の���がほとんどの場合０に近いこ

とがわかった。このような気象環境下では，生態系����

純交換速度の日平均は０．３６�����������に達し，夜間の呼

―�����―
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吸速度は低かった。晴天日では���フラックスの瞬時

変動は，����の変化に強く依存し，���は����が

１７００�μ������������前後でほぼ安定することが示された。

また，����の高い条件下では，���フラックスの変化

は気温と���の影響に大きく制限されることも示唆さ

れた。さらに，同じ����では生態系の���吸収速度は

快晴日より曇天日のほうが高いことがわかった。これら

のことから，昼間の高い光合成生産と夜間の低い呼吸に

よって当該高山草原生態系は生育期間中において多くの

炭素を蓄積している可能性が高いと考えられる。

　高山草原植物の光合成特性：青海高原では，高い日射

量と低い気温により，植物の光合成光阻害が起こりやす

いと考えられている�そこで，本研究では，自然条件下

で光阻害の発生状況と光合成物質生産に及ぼす光阻害の

影響を明らかにするため，３種類の高山草本植物を実験

材料として，受光量と葉の温度の測定と推定を行うとと

もに，���の交換とクロロフィルの蛍光反応の測定と解

析を行った。その結果，匍匐性の���������������	��は

直立の������������	
����	�及び�����������	�
����と比

べ，日積算受光量が高く，平均葉温も高いことが判明し

た。 こ れ ら の 植 物 で は， ���� が ８００��

μ��������������を超えた場合，二酸化炭素固定速度が下が

り始め，電子伝達速度（���）も低下することもわ

かった。また，匍匐性の���������	
は他の二種と比べ，

①光合成速度の低下を引き起こす強光の����が高く，

②同じ光強度では，光合成速度の低下量が少ないことが

わかった�さらに，他の二種と比較して，匍匐性の�．�

�������の方では，①葉の�����������	
��
����������

���������（光化学反応に流れるエネルギーによる蛍光

強度の低下）が最も高く，②光飽和点と気孔コンダクタ

ンスも高く，③光合成速度に制限し始める気孔コンダク

タンスも高いことが明らかになった。また，�．�

�������では光合成の最適葉温も高かった�これらの結

果から，青海��チベット高山草原における強い日射条件

が草本植物に光阻害を与え，植物炭素固定を制限するこ

とが示唆された。また，匍匐性の植物は直立性のものよ

り光阻害に対する抵抗性が高い可能性があると考えられ

る。

　生態系から放出する���の短期変動：

　高原草原生態系は，生産性が高い一方，有機物の分解

速度が遅いため，炭素収支においてシンクとしての役割

が大きいと考えられている。そこで，本研究では高山草

原の土壌呼吸と湿地における炭素動態解明を目的とし

て，海北高寒草寒草甸生態系研究所付近にある湿地（乱

海子）で調査を行った。土壌温度を深度別に測定したと

ころ，１０��までの土壌温度は明瞭な日変化を示した。

また，底泥中に溜まったガスの分析を行ったところ，

���は２０��まではほとんど存在しなかったことから，

表層より２０��程度までは比較的酸化的な環境であると

考えられた。２０��より深くなると，���濃度は徐々に

増加して，８０��を越えると２０００����に達する。ま

た，���濃度は深さ７０��までは増加する傾向があり，

最大で２００００���に達したが，それよりも深いところで

は５０００���程度まで減少した。

　中国青海高山草原において土壌呼吸の短期変動を測定

した結果，土壌呼吸速度の日最大値は，５日間の調査期

間中，温度の変化に対応して４００から８００����������
���

��
��
�の間で変動した。生育期間の後期，夜明け時は降霜

があり，気温は氷点付近に下がり，土壌呼吸速度は約

２００���������
��
���
��
�と１日の最小値を示した。また，１

日の最大土壌呼吸速度はプロットによりばらつき，６００

から８００���������
��
���
��
�であった。さらに，温度と土

壌呼吸速度の指数回帰は，地表温についてがもっとも強

い相関を示した。

　また，高山草地の夏季放牧地において，家畜から排出

される糞量と遊牧民によって生活燃料として消費される

糞量を調査し，炭素および窒素フローの推定を試みた。

その結果，遊牧民一家族あたり糞燃料使用量は，ヒツジ

とヤクの糞を合わせて夏季一日あたり１７．７��であっ

た。この割合から，夏季の９２日間にこの放牧地におい

て糞として排出される炭素量はヒツジとヤクを合わせて

１１９�����，窒素量は８．３�����と推定された。

〔備　考〕

共同研究者：川島茂人・杜　明遠・西村誠一（農業環境

技術研究所）・鞠子　茂（筑波大学）・

� 小泉　博（岐阜大学）・塩見正衛・堀　良通

（茨城大学）・市河三英・光岡佳納子（自然

環境研究センター）・方精雲（北京大学）・

趙新全・李英年・師生波・曹広民（中国科

学院西北高原生物研究所）�
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（６）熱帯林の持続的管理の最適化に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��１

〔研究課題コード〕９９０１��１３１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応調査，研究名〕

〔担当者〕奥田敏統（生物圏環境研究領域）・唐　艶鴻・

西村　千・吉田圭一郎（科学技術特別研究

員）・鈴木万里子（重点支援研究協力員）・

� 沼田真也（共同研究員）

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕地球環境推進費による自然資源劣化分野に関

する研究の一環として，熱帯林の減少の背景，原因など

を探るとともに，その結果発生している生態系変化の現

況を把握し，森林を含む地域全体の持続的管理へ向けた

指針を提示するための調査・研究を行う。

〔内容および成果〕

（１）熱帯林の持続的管理の最適化に関する研究

　近年，熱帯林保全へ向けた持続的管理の手法が様々な

地域で模索されているにもかかわらず，森林の減少速度

に歯止めがかからない。そのため，森林の持続管理に向

けた的確な指針が与えられないばかりか，人類共通の資

産である森林資源の枯渇を招くことにつながりかねな

い。この原因として，森林の持つ生態的，社会的，文化

的なサービス機能が客観的に評価されていないことが指

摘されている。例えば，森林の炭酸ガス吸収機能が注目

され，排出権売買が現実のものとなりつつあるが，そも

そも熱帯雨林の炭素蓄積機能やその循環系にかかわる要

因についても十分な知見が得られているとは言いがた

く，さらに生物多様性の重要性が多くの資源管理指針の

なかに盛り込まれているものの森林の生物多様性が評価

できるような指標策定に十分な検討が加えられていない

のが現状である。そこで，本研究課題では熱帯林の保全

管理のための手法を確立することを目的として１）森林

の荒廃が生物生産機能及び物質循環系に及ぼす影響�

２）森林の荒廃が多様性の維持機能に及ぼす影響　３）

森林の公益機能の環境経済的評価手法開発に関する研究

を行った。

　１）森林の荒廃が生物生産機能及び物質循環系に及ぼ

す影響

　①低地熱帯林の林分動態と最近のバイオマス変動

　熱帯林生態系に吸収された炭素量と放出された炭素量

を定量することを目的として，マレーシア半島部のパソ

保護林において天然林と択伐後に成立するの再生林を選

び，両者の炭素循環について調べた。その結果，天然林

と再生林の���はそれぞれ，－１．２９���・�����・�����及

び１．３４���・�����・�����でほぼゼロに等しかった。この

ことは，程度はわずかながら，天然林は大気中の二酸化

炭素の放出源になっており，再生林は逆に吸収源になっ

ていることを示唆する。両者の森林の炭素循環で大きく

異なっていた点は，天然林では樹木の死亡によるバイオ

マスの損失が大きく，再生林では逆に成長によるバイオ

マス増加量が大きかったことである。表層のリターから

直接発生する二酸化炭素量（３．５���・�����・�����）は，

鉱質土から発生する量（６．６���・�����・�����）に比べて

はるかに小さかった。また，リターの各タイプのうち，

葉リターは分解後の���（土壌有機物）増加・大気中

二酸化炭素増加の両方に最も大きく貢献し，リターから

���または大気へのフラックス合計の７０�７３％をしめ

た。表層リターから���へのフラックスは，表層から

大気へのそれらに比べると全般的に小さかった。リター

の分解残渣中の炭素量は���の３４～８８％に相当し，系

内で分解中の炭素リザーバーとしての機能を持ってい

た。以上のことから，現在の状態では，パソ保護林の天

然生林分は二酸化炭素放出源として，再生林分は二酸化

炭素吸収源として，それぞれ機能していると考えられる

が，その効果は微々たるものである。よって，これらの

林分は景観レベルでの炭素蓄積にとって中立的な役割を

果たしていると考えた方がよい。

　②天然林，二次林およびヤシ園における土壌呼吸速度

の時間変動とその要因に関する研究

　森林の管理様式の違いによって，土壌からの炭素放出

量や土壌の質的要素（有機物量，微生物量，微生物の多

様性）がどのように異なるのかを明らかにすることを目

的として，天然林と二次林およびアブラヤシ園に設置し

た調査区において土壌呼吸速度および各種環境条件（土

壌温度，土壌水分）の測定を行った。その結果，森林の

���サイト（林冠空隙下）における土壌呼吸速度の平均

値は，天然林では１０２３�������
��
���
��，二次林では

７４３�������
��
��

��，ヤシ園では１２０５�������
��
���

��で

あることがわかった。天然林，二次林における日中の地

温の変化は２℃，ヤシ園では５℃ 上昇したが，土壌呼

吸速度の変化はみられなかった。地温は一年を通じてほ

とんど変化しないため，地温は土壌呼吸速度の制限要因

にはならないと示唆された。一方，土壌呼吸速度は土壌
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含水率の上昇に伴って低下する傾向がみられた。これら

の結果により熱帯林では，地温の変化よりも土壌含水率

の変化が土壌呼吸速度の時間的変動に大きな影響を与え

ることが示唆された。そこで土壌含水率と土壌呼吸速度

の関係から，年間の土壌からの炭素放出量を推定するた

めの回帰式を求めた。その結果，天然林と二次林におけ

る土壌からの炭素放出量は，それぞれ１．８�１．９�������

���
��とほぼ同じであったが，ヤシ園における土壌からの

炭素放出量は１．４������������と天然林，二次林に比べ

低い値となった。しかし，これらの値は環境要因の変動

によって大きく変化すると推測され，長期的な観測の必

要性が示唆された。

　③低地熱帯雨林の土壌型と土壌化学性の関連について

　低地熱帯雨林の植生と土壌化学性の関連を面的に明ら

かにし，森林再生への際の適地適応型の樹種選抜へ資す

ることを目的としてマレーシア保護林内の長期観測プ

ロット内で，各土壌型の代表断面を探査し，土壌型と土

壌化学性の関連についての調査を行った。具体的には，

同プロット内の典型的な断面において，有機物層および

鉱質土層から試料を採取し，土壌の養分含有率を測定し

た。その結果，有機物層では，炭素濃度は３０～４０％

で，窒素濃度は０．８１～０．９３％，���比は３４．７～４８．９

の間にあることがわかった。�濃度は０．０１～０．１４％で

あり，広範囲の値域を示した。その他の元素では，��

の濃度が一部土壌タイプで高くなっていた。養分元素間

の関係は，�と��との間および���比と��の間に高

い負の相関が認められ，分解の進んでいない有機物層で

は鉄分や��の取り込みが進んでいないと考えられた。

�は��と正の相関を，��と負の相関を示した。��は

２価の元素であるが�同様に洗脱されやすい性質がある

ことが，また��は�が洗脱するのと相反して植物遺体

中に残存することが示唆された。一般に農耕地の場合，

３����������を下回る場合に貧栄養と言われるが，パソ

の土壌の場合，一部の表層土タイプを除き貧栄養状態に

あると考えられた。

　２）森林の荒廃が多様性の維持機能に及ぼす影響

　①択伐がフタバガキ科の種子繁殖に及ぼす影響

　森林伐採が森林の更新過程に及ぼす影響を明らかにす

ることを目的として，伐採対象樹種であるフタバガキ科

が，伐採後の環境の中でどのような開花・結実・種子散

布・発芽・定着を行うかを観察し，天然林内の開花，結

実状況と比較した。その結果，新規に伐採が行われた択

伐林の残存木の中での開花頻度は，天然林との間に差は

見られなかった。しかし，繁殖に重要な開花個体密度は

成熟木の個体密度と相関があり，個体密度が高いほど開

花個体密度も高くなることが示唆された。すなわち，伐

採により個体密度が低下した林分においては開花個体密

度は天然林よりも低くなることが明らかになった。択伐

林では小径木も開花に参加すると報告されており

（�������等　１９９０），本調査でも同様の傾向が見られ

たが，それらの個体数は伐採により間引きされた成熟木

の繁殖量を補償するほどの個体数には至らないことがわ

かった。このことは択伐の際の成熟木（親木）の個体密

度の低下による近交弱勢と相まって，従来行われてきた

択伐方式による森林伐採では持続的な天然更新が行われ

ない可能性がありうることを示している。

　②熱帯林構成種における遺伝構造に関する研究

　マイクロサテライトマーカーを用いた遺伝的解析によ

り同一種内個体間の血縁度を算出することが可能となっ

ているが，さらにこのことを利用して個体の空間距離と

遺伝的血縁度との相関を調べることが可能である（遺伝

構造の有無）。遺伝構造は，生態特性をよく反映してお

り，択伐などによる成熟木の個体数の原因に伴う，遺伝

的多様性の劣化を知る上での重要な生態指標となりう

る。そこで低地フタバガキ林で同所的に分布するフタバ

ガキ科樹種３種���������	�
���
����������������	
���
���

������������の遺伝的構造について調べた。その結果，

��������	
	�����と��������	
���で有意な遺伝構造がみら

れたが，��������	�
�では有意ではなかった。遺伝構造

の差はおもに個々の種の種子散布能力（距離）の違いに

よるものと思われるが，同時に��������	�
�では自家不

和合性が存在することが報告されており，種間で自家不

和合性の程度差があることが示唆された。

　③林床光環境における森林構造の影響

　本研究では森林伐採が森林内の微気象環境や更新過程

にどのような影響を及ぼすかを明らかにする目的で，パ

ソ保護区内の択伐履歴が異なる林分（天然林分，択伐林

分）において，林冠ギャップ動態及び林床微環境を比較

した。その結果，択伐林分において小径木密度の増加及

び大径木密度の低下がみられた。一方，択伐林分におい

ては林冠ギャップ形成を引き起こす小規模撹乱が起こり

にくいことが示唆された。また，天然林分では択伐林分

に比べて，林冠ギャップ動態がより活発な傾向にあった

といえるが，その一方で林床光環境は平均的に暗い傾向
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にあった。その原因として，択伐により樹木サイズの均

質化が引き金となり林冠ギャップ率，ギャップサイズの

低下することが推察された。ただし択伐による影響は樹

木の光要求性は樹種間で大きく異なるため，今後樹種の

光要求性に関する詳細な研究が必要である。

　３）森林の公益機能の環境経済的評価手法開発に関す

る研究

　熱帯雨林の社会経済的評価価値を明らかにすることを

目的として，マレーシアの農山村部およびその周辺の中

小都市においてコンジョイント分析を行うための現地聞

き取り調査を行った。その結果，保護林を１��増やす

ため国民は��４８（マレーシアリンギット）ほどの税金

支出を受容し，生産林を農地に転用することに対して１

��当り��７８ほどの税金の支出を受け入れるべきであ

るという住民の意識が明らかになった。さらに，熱帯林

に対する選好に基づき因子分析およびクラスター分析を

用いて分類したデータを用いてコンジョイント分析を試

みた。その結果，例えば森林保護の意識が高いクラス

ター「森林共存型」では，保護林に対する評価が高く

なった。このように，それぞれのクラスターの特徴と整

合的な推計結果が得られた。

〔備　考〕

研究代表者：奥田敏統

共同研究機関：森林総合研究所・島根大学・都留文化大

学・岐阜大学・東京都立大学・新潟大学・

自然環境研究センター・マレーシア森林

研究所・マレーシアネグリセンビラン州

林野局・マレーシアプトラ大学・マレー

シア工科大学

共同研究者：山下多聞（島根大学）・坂田有紀子（都留

文化大学）・小泉　博（岐阜大学）・小沼

明弘（新潟大学）・���������	
（マレー

シア森林研究所）・足立直樹（科学技術

振興事業団）・市河三英（自然環境研究セ

ンター）・栗山浩一（早稲田大学）・可知

直毅・沼田真也（東京都立大学）・星崎

和彦（秋田県立大学）・倉内敦史・若杉

和代（日経リサーチ）・����������	
	

（マレーシアネグリセンビラン州林野

局）・���������	�
�（マレーシアプト

ラ大学）・����������	
��（マレーシア

工科大学）

（７）安定同位体比測定技術を用いた湿地生態系の栄養

塩負荷の履歴判読に関する研究

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０１０３��１５０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕野原精一（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕人間活動や開発行為等に影響されやすい移行

帯としての湿地林生態系を対象とし，人間活動により激

しく撹乱された釧路湿原において，集水域からの栄養塩

類の流入量評価とその生態系影響，並びに緩衝機能を調

査・解析し，湿地林生態系管理のための科学的知見を得

ることを目的とする。

〔内容および成果〕

　周辺の集水域から河川等を通じた物質流入過程につい

て，水質及び水の安定同位体比（δ���Ｏ等）を測定する

ことで周辺の集水域からハンノキ林への窒素肥料等の流

入の影響を検討した。釧路湿原に流入する負荷量を把握

するため河川水質モニタリングを実施した。採水は�１

（達古武川），�４（アレキナイ川），�５（シラルトロエト

ロ川），�６（コッタロ川），�８（雪裡川），�９（幌呂

川），�１０（温根内川），�１１（幌呂川）の８地点で

２００１年に冬期を除き月１回の頻度で行った。現地での

水温，��を測定し，冷蔵してつくば市の研究所に冷蔵

搬送し，水質分析を行った。分析項目は全炭酸（���），

溶存態有機炭素（���），窒素（�����，�����，

�����），リン（�����）である。全炭酸および溶存

態有機炭素は���分析計（����５０００，島津），窒素お

よびリンは比色分析法（������２０００，ブラン・ルー

ベ）で分析した。主要イオンはイオンクロマトグラフ

（���１００，東亜電波）で分析した。釧路湿原広範囲にお

ける土壌間隙水を１３地点で採取し，無機成分の分析は

���（プラズマ発光分析）で行った。

　ハンノキの伐採に伴う環境の変化を明らかにするた

め，１９９９年には伐採前のデータを採取し，２０００年及び

２００１年には伐採後のデータを収集した。伐採実験区

（�，�，�区）と対照区（��，��，��区）内にそれ

ぞれ採取定点を５ヶ所設定し，��，電気伝導度を測定

後，泥炭地の表層水を採取した。比較のために周囲の水

路（�の川，�の川）でも採水を行った。サンプルは冷

蔵して研究所に持ち帰り，����ガラスフィルターでろ
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過後，栄養塩類（�����，�����，�����，�����）

の分析と溶存態有機炭素（���）の分析を行った。栄

養塩類は比色分析法，溶存態有機炭素は���分析計で

分析した。また２００１年２月には凍結した土壌にたまっ

た積雪を採取し，水質を分析した。

〔備　考〕

（８）青海・チベット草原生態系における炭素循環のプ

ロセスとメカニズムの解明

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０１０３��１４２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査，研究名〕

〔担当者〕唐　艶鴻（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕青海�チベット草原生態系は地球の第三極と

もいわれている高原地域（平均標高が４０００ｍ以上）に

位置している。当該生態系は環境条件の特異性が高く，

同緯度のほかの生態系と比べ，���分圧と酸素分圧が低

く，光合成有効放射や，紫外線が強く，昼夜の気温差も

大きい。このような環境条件下での生態系炭素循環のプ

ロセスやメカニズムは大変興味深いが，関連する知見が

極めて乏しい。一方，広大な青海�チベット高原は典型

的な脆弱な生態系であり，当該生態系の炭素循環が地球

温暖化の影響を受けやすく，環境変動に対する反応も非

常に顕著である。しかも，青海�チベット草原生態系の

炭素�水循環が東アジア大陸の気候変動・生物多様性の

変化にも大きな影響を及ぼしている。本研究はこのよう

な特異な草原生態系に注目し，炭素循環のプロセスとメ

カニズムを解明する。

〔内容および成果〕

　本年度では，生態系炭素循環のプロセスとメカニズム

を明らかにするのに必要な海外の研究環境の整備を行

い，微気象観測システムの組み立て，光合成と土壌呼吸

について測定方法を確立する。

　まず，中国科学院西北高原生物研究所の海北高寒草甸

生 態 系 統 定 位 站（３７°�２９�����３７°�４５��，�１０１°�１２���

１０１°�２３���，������３２５０�）内の一地点において，２００１年

８月９日に���フラックスと生態系炭素循環プロセス

に影響を及ぼす生物環境要因の観測を開始し，現在も継

続中である。２００１年８月から１０月始めにかけての観測

結果によると，当該高山帯草原生態系は���を吸収し

ており，同期間において「炭素シンク」であった。ま

た，純生態系生産量（���）の日積算値と考えられる正

味���フラックスの日積算値（����）は観測期間を通

して正であった。観測期間中の����の最大値は，８月

に 見 ら れ，お よ そ１５～２０�������
��
��
��で あ っ た。

����は１０月に向かうにつれて減少したが，負に転じ

ることはなかった。この結果より，少なくとも９月まで

は，当該草原生態系は「炭素シンク」であったと考えら

れる。

　次に，光合成�バイオマス・土壌呼吸及び炭素蓄積に

関する研究サイトの設立と初期測定を開始した。３種類

の高山植物について，強光阻害とそれに及ぼす環境要因

について光合成・蛍光反応を測定し，強光による植物の

物質生産への影響を明らかにした。

　また，これまで収集した青海�チベット高原の研究情

報について，物質循環の過程とメカニズムを解明するた

めデータベースの構築・整備及びデータ解析を行った。

とくに，土壌中炭素の蓄積量については，異なる草原植

生についての測定データを解析し，現在論文を作成中で

ある。

　さらに，夏季と冬季において土壌呼吸の測定を行っ

た。土壌呼吸速度のレベルは，日本の冷温帯域の半自然

草地で夏季に観察されるものと同程度であることがわ

かった。また，冬季の土壌呼吸について，夏季の１／

２０程度のレベルで土壌呼吸による���放出が見られ

（最小：８���������
��
���
��から最大３０���������

��
���
��），

厳寒下の調査で点数が少ないものの，明瞭な日変化も確

認できた。

〔備　考〕

共同研究者：小泉　博（岐阜大学）

� 鞠子　茂（筑波大学）

� 関川清広（玉川大学）

（９）浅い富栄養湖沼のひとつの安定系モデル「水生植

物系」を成立させる要因の解析

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０１０２��２０８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査，研究名〕

〔担当者〕高村典子（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕浅い湖沼において，水生植物が繁茂している
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系と水生植物がない系，おのおのの系での生物群集と環

境要因の関係および物質循環の違いを明らかにする。

〔内容および成果〕

　浅い富栄養湖沼における沈水植物群落の有無が，水環

境とプランクトン群集に与える影響を，釧路湿原の３湖

沼での調査から明らかにした。さらに，ヒシ群落の有無

については，ため池の中に隔離水界４基を構築して，そ

のうちの２基にヒシを植栽した実験を行った。沈水植物

群落の存在は，夏季の植物プランクトン現存量の有意な

低下をもたらした。また，植物プランクトン群集組成が

大きく変わった。ヒシ群落では，水中の光の減衰が大き

く，溶存炭素濃度が高く，水中の��と底泥付近の酸素

濃度がともに低くなった。

〔備　考〕

共同研究者：角野康郎（神戸大学）

� 宮下　直（東京大学）

（１０）生理過程からスケールアップした冷温体林生態系

の撹乱・環境応答：ふたつの大陸東岸の比較解析

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０１０３��２０４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕竹中明夫（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕本研究課題では，変動する気候環境のもとで

の森林生態系の自律的維持と応答のメカニズムを解明す

るために，光合成系（葉群），通導支持系（幹，枝，支

持根），栄養獲得系（菌根菌を含む細根系）の生理的素

過程の応答から個体の成長，さらには群集動態へとス

ケールアップしていく理論的・実証的な研究を行う。冷

温帯性落葉広葉樹林とその構成樹種を主要な研究対象と

しながら，北米東北部の落葉広葉樹林のデータとの対

比・検討も行う。国内での測定データに基づいてスケー

ルアップ手法を開発するとともに，北米のデータを用い

てスケールアップ手法の一般性を検証する。本研究所の

担当部分は，個体を構成するシュートｋら個体全体への

スケールアップ，さらに個体間の相互作用を組み込んだ

森林全体へのスケールアップを行うためのモデルの開発

である。

〔内容および成果〕

（１）ホオノキのシュート構造の解析

　シュートを単位とする樹木の成長モデルでは，シュー

トの発生と死亡のプロセスが基本となる。どのような構

造のシュートを樹冠内のどこにどれだけ作るのかによっ

て樹冠全体の構造が決まってくる．本年度は，構造が比

較的単純なホオノキの若齢個体（高さ１～５�）１３個

体を材料に選び，そのシュートの構造を調べた。一年ご

との伸長部分（年枝）の長さを過去にさかのぼって測定

するとともに，年枝ごとの太さを測定した。当年枝につ

いては葉の一枚一枚のサイズも測定した．これらのデー

タを解析したところ，以下のようなパターンが見いださ

れた。

・シュートの中には枝が大きく伸長する長枝タイプのも

のと枝があまり伸びずに葉を付ける短枝タイプのものが

ある。

・分枝直後のシュートはごく小面積の葉しかつけない

・長枝の頂芽から作られるシュートは年ごとに順次短く

なっていく。

　シュートの構造タイプの違いによって，枝の太さを規

定しているものが葉への水分供給の必要性なのか，力学

的な保持の必要性なのかも変ってくることが考えられ

る。また，任意の枝断面を取ったとき，そこから先の枝

の総延長と総バイオマスの間に高い相関関係が見いださ

れた。空間獲得努力としての枝の伸長が，どれだけのバ

イオマスを要求するのかが定量的に把握できれば，コス

トと利得の兼ね合いの視点から長枝，短枝の分化の意味

を説明できるものと期待される。

（２）冷温帯林の樹種ごとの空間分布パターンの解析

　多数の樹種が林冠木として共存しているメカニズムは

今なお謎である。構成種の種子生産能力に多少とも差が

あるとすると弱者はしだいに個体数を減らし，やがて絶

滅するはずである。このプロセスを簡単な森林動態モデ

ルを使ってシミュレートしてみたところ，森林の空間構

造を考慮し，種子が親木の近くに局所的に散布されるこ

とを考慮すると，種子が均一に散布されるという単純な

想定から予測されるよりも絶滅までに長い時間がかかる

ことが確かめられた。これは，弱者，強者がそれぞれ集

中分布をすることにより，いわば強者同士の同士討ちが

おこって弱者が生延びやすくなるのだ，と考えられる。

　この樹種ごとの集中化のプロセスを，点過程の理論に

基づくＬ関数を利用して解析し，弱者の絶滅過程でしだ

いに集中度が高まっていく様子を定量化した。同様の解
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析を，苫小牧研究林内およびその近くの２つの調査区

（それぞれ面積４��）について行ったところ，樹種によ

り集中分布をしているもの，ランダム分布をしているも

の，均一分布をしているものがあった。また，同種内で

の大型個体と小個体の分布の対応関係を解析したとこ

ろ，大小個体間で引き合う関係が見られた樹種もあれ

ば，無関係なもの，排他的なものもあった。こうした違

いは樹種による更新パターンの違いや歴史的な経緯など

が総合してあらわれてきたものと考えられる。樹種ごと

の更新パターンの違いと多種の共存メカニズムとの関係

の解析は今後の課題である。

〔備　考〕

研究代表者：甲山隆司（北海道大学）

共同研究者：小池孝良・大崎　満・日浦　勉・露崎史朗

（北海道大学）・俵谷圭太郎（山形大学）・

彦坂幸毅（東北大学）・久保拓弥（地球フ

ロンティア）

４．３　その他

（１）円石藻の多様性研究と地球環境モニタリングへの

適用

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１４８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕河地　正伸（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕海洋環境に豊富に生息し，全地球規模の炭素

循環と硫黄循環に関連することが知られる円石藻を研究

対象として，その形態，遺伝子，生活史の多様性につい

て，環境要因との関連性を併せて調査し，円石藻を用い

た地球環境モニタリング将来を行うための基盤情報を蓄

積することを本研究の目的とする。自然界における多様

性調査と研究材料の収集，保存株の分類学的研究（微細

形態解析と分子系統解析）を独自に行うとともに，各種

培養条件コントロール下で，円石藻の生活史の移行条件

及び円石の微細形態変異について調査・解明することを

研究目標としている。

〔内容および成果〕

　日本沿岸域を中心に円石藻の分布と多様性に関する調

査を行い，保存株の確立と分類学的研究を実施した。特

に本年度は黒潮影響下にある八丈島周辺の海域で調査を

行い，多種多様な円石藻を確認することができた。同サ

ンプルからこれまでに�����������	
������������������

����������	�
������������
��������
��������	�
�������
�	�


��������	
���������	�����������	
�����������	��
����	����	�

といった５種（総計２５株）の円石藻保存株を確立する

ことができ，現在，各株について，最適な培養条件を検

討するとともに，保存株を用いた分類と生活史に関する

研 究 を 進 め て い る。中 で も����������	
������と

���������	
�����������������������の２種は，培養株を

用いた研究がこれまで全くなく，円石の生成過程や鞭毛

装置構造等の細胞内微細構造に関する調査を本研究で

行った。更に��������	�
����属の種において，新規な

円石を生成する別世代の個体が見出されるなどの新知見

が得られ，現在，世代交代の誘導条件，世代間の細胞内

微細構造の比較といった調査を進めている。

〔備　考〕

（２）高山植物の実験植物化および生態的特性解明に関

する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００４��１４６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕名取俊樹（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕近年人間活動の様々な影響が我が国の高山帯

のみに分布が限られている植物にも及んでいる。これら

の影響をできる限り正確に把握するためには，野外調査

に加え実験的検討が必要である。しかし，これらの植物

のなかには実験的検討ができ難いものがあり，その大き

な原因として栽培の困難さが上げられる。本研究ではこ

れらの植物について実験的検討を行うため，まず実験植

物化を行い，次いで生態的な特性解明を行うことを目的

とする。本年度は，特に，環境制御温室内でのキタダケ

ソウの栄養繁殖あるいは種子繁殖による増殖法を検討し

た。

〔内容および成果〕

　キタダケソウの効率的な栄養繁殖法を検討するためレ

キ耕栽培を行った。その結果，栽培中のキタダケソウが

環境ストレスを受けているどうか���を用いて測定し，

栽培が良好であることを確認したが，その後不幸にして

工事に伴い，同じ温度，湿度に制御した別の温室に移動
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したにもかかわらずその後の生育が不良となり，環境制

御温室内でのキタダケソウは僅かな環境変化にも敏感で

あることが分かった。また，所定の手続きを経た後キタ

ダケソウの種子を採取し，採取直後及び冷湿保存後環境

制御温室内で発芽実験を行っている。しかし，現在まで

のところ発芽してきた種子は確認されていない。

〔備　考〕

（３）植物の気孔開度に影響を与える環境刺激の受容と

伝達に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０１��２０１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕中嶋信美（生物多様性の減少機構の解明と保

全研究プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕植物は乾燥ストレスにさらされると，それに

対抗するため様々な代謝変化が起こることが知られてい

る。本研究ではソラマメ孔辺細胞に浸透圧ストレスを与

えるとリンゴ酸の蓄積が見られることを明らかにした。

本研究では気孔開度へのリンゴ酸役割を明らかにするこ

とを目的とする。

〔内容および成果〕

　ソラマメの葉から表皮を剥離し，０．４Ｍマンニトール

水 溶 液 に 表 皮 を 浸 し 浸 透 圧 処 理 と し た。����

���������	
（����）の阻害剤を処理すると，リンゴ酸

の蓄積が抑えられ，気孔開度も低下した。さらにに，浸

透圧ストレス処理によって細胞内にリンゴ酸が蓄積する

ことや，リンゴ酸の合成酵素であるホスホエノールピル

ビン酸カルボキシラーゼ（����）の活性が上がること

が見いだされた。このことからリンゴ酸の蓄積が気孔開

度に影響を与えていると考えられる。次にリンゴ酸の蓄

積の原因がリンゴ酸の消費低下によるかどうかを検討す

るために，リンゴ酸の分解酵素である����依存性あ

るいは���依存性のリンゴ酸酵素�（��）�の活性を測

定した。その結果，浸透圧ストレスにより����が低下

することを見いだした。これらの結果から，浸透圧スト

レス下でリンゴ酸が蓄積する原因が，����活性の上昇

によるリンゴ酸合成の上昇と，��活性低下によるリン

ゴ酸分解の低下の両者であることが明らかになった。

〔備　考〕

（４）シロイヌナズナのアスコルビン酸合成遺伝子を導

入した遺伝子組換え植物の開発

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０４��２０２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕玉置雅紀（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１３～１６年度（２００１～２００４年度）

〔目　的〕種々の環境ストレスにより引き起こされる植

物への被害は，ストレスにより生じる活性酸素によって

引き起こされている。アスコルビン酸はその抗酸化作用

により活性酸素の消去に重要な働きを持つと考えられて

いる。本研究は高等植物のアスコルビン酸合成に関与す

る 酵 素 を コ ー ド す る 遺 伝 子���������	��１，４�

��������	�
�	��������（������），����������	
�

����������������	（�����）を導入した遺伝子組換え

体を作製し，アスコルビン酸含量の変化した植物の作製

を行う。最終的にはこれらの植物におけるアスコルビン

酸含量とストレス耐性能との相関を検討する。

〔内容および成果〕

　前年度までにシロイヌナズナより単離した２種類のア

スコルビン酸合成酵素の遺伝子，������，������の

発現を変化させた植物を作成するため，これらをセン

ス，アンチセンス方向につないだ導入用コンストラクト

を作成した。これを����������	�
������法によりシロ

イヌナズナ���，��に導入した。その結果，������

のセンス系統，アンチセンス系統，�����のセンス系

統，アンチセンス系統をそれぞれ，４９系統，３９系統，

６３系統，６４系統作成することができた。現在これらの

アスコルビン酸含量の解析を行っている。

〔備　考〕

（５）オゾン感受性突然変異体を用いた植物の環境適応

機構の解明

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０１０１��１３５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕青野光子（生物圏環境研究領域）・久保明弘

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕大気汚染ガスのオゾンに対し感受性を示すシ

ロイヌナズナ突然変異体から，オゾン感受性の原因と
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なっている遺伝子の単離を目指すとともに，突然変異体

の生理的・遺伝的解析を行い，オゾンによる障害の機構

を明らかにすることで，複雑な植物の環境適応機構の一

端を解明することを目的とする。オゾンにより植物が受

ける障害の機構には，他の環境ストレスの機構との共通

点が多いが，詳細は未解明である。遺伝子の変異が原因

で通常とは異なるオゾン感受性を示す突然変異体の植物

を解析することにより，植物の環境ストレス耐性に関わ

る未知の有用な遺伝子，特に発現量は非常に少ないが重

要な機能を持つ遺伝子の単離をすることができると期待

される。本研究を実施するまでに，我々は既にオゾン等

の環境ストレス耐性にかかわるシロイヌナズナ突然変異

体の選抜法を確立し，選抜した複数の突然変異体系統の

解析を行って，種々の環境ストレスに対する耐性に関す

るある程度の知見を得ていたところである。環境保全に

バイオテクノロジーを利用することの有効性が指摘され

ているが，そのためには生物の持つ環境適応のための機

能を詳細に把握する必要がある。特に植物は環境保全に

必須であり，大気汚染や紫外線などのストレス要因が植

物に及ぼす影響やそれらに対する植物の耐性機構を明ら

かにすることは，環境保全のための新技術の開発におい

て非常に重要である。環境ストレス耐性に関わる突然変

異体から単離した遺伝子や，突然変異体の解析によって

得られた情報は，植物を用いた環境モニタリングや環境

修復などに利用できる。また，これらの遺伝子に関する

情報は，植物の環境適応機構と環境変動による生物多様

性減少機構を理解する上での基礎的知見となる。

〔内容および成果〕

　シロイヌナズナは全ゲノムの塩基配列が決定されてお

り，分子生物学の材料として最適の植物である。突然変

異原処理として薬剤処理あるいは速中性子線照射を行っ

たシロイヌナズナ生態型���から４系統，�����と呼

ばれる���断片をゲノム上に挿入した生態型���２か

ら５系統のオゾン感受性突然変異体が選抜されている。

これらの突然変異体の抗酸化物質の量や傷害ホルモンの

生成といった生理的性質を調べるとともに，オゾン以外

の環境ストレス（低温，強光，二酸化硫黄，紫外線，除

草剤）耐性について調べ，原因遺伝子の環境適応機構へ

の関与を推定した。���の突然変異体については，異な

る遺伝マーカーを持つ他の生態型�２４との交配により

原因遺伝子の染色体上の位置の決定を試みた。また，

���２の突然変異体に関しては，�����とオゾン感受

性の連鎖を調べた後，原因遺伝子を推定し，その機能の

推察を行った。

　９系統の突然変異体はオゾン以外の環境ストレスに対

して様々な耐性・感受性のパターンを示すことから，各

突然変異体のオゾン感受性が単一の原因によってもたら

されているのではないことが示唆された。また，抗酸化

物質であるアスコルビン酸含量に野生型と突然変異体で

差が無かったことから，これらの突然変異体においては

アスコルビン酸欠乏によってオゾン感受性がもたらされ

ているのではないことが分かった。さらに，いくつかの

突然変異体ではオゾン暴露中に傷害ホルモンであるエチ

レンの生成量が野生型よりも高く，それによって可視障

害が増幅されている可能性が示唆された。���の突然変

異体においては，���野生型と同等のオゾン感受性を持

つ生態型�２４との交配を行い，染色体上の遺伝マー

カーの生態型による差異を利用して，オゾン感受性をも

たらす原因遺伝子の位置の決定（マッピング）を行った

ところ，１系統の突然変異体では原因遺伝子が第４染色

体の下方にあることが推定された。一方，���２の突然

変異体のうち１系統からは挿入された�����断片近傍

のゲノム断片が得られた。その塩基配列を決定し，一般

に公開されているシロイヌナズナ全ゲノム塩基配列の情

報と対応させて，染色体上の�����挿入部位を第４染

色体上方と決定した。�����断片挿入部位近傍には遺

伝子の存在が推定され，現在�����とオゾン感受性と

の連鎖を更に詳しく解析中である。

　以上のような研究により，ある環境ストレス耐性に複

数の遺伝子が関与し，それぞれの遺伝子はいくつかの限

られた環境ストレスにのみ有効に機能するといった複雑

な植物の環境適応機構の一端が明らかになりつつある。

〔備　考〕

（６）森林火災による自然資源への影響とその回復の評

価に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��２

〔研究課題コード〕０００２��００２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕清水英幸（国際室共同研究官）・渡邉　信・

� 大田伸之

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕インドネシアでは，焼き畑等に起因する森林

―�����―

国立環境研究所年報（平成１３年度）



火災が，森林のバイオマス・物質生産ばかりでなく，森

林に生息する多くの生物種や個体数，遺伝的多様性等に

多大な影響を及ぼしている。１９９７～１９９８年には，エル

ニーニョの影響と思われる記録的な異常乾季と，過去最

大規模の森林火災が発生したが，基準となる火災前の生

物種データ等が未整備であるため，生態系・生物多様性

への影響評価が困難であり，森林管理に支障をきたして

いる。そこで，火災が森林生態系・生物多様性に及ぼす

影響を評価するための具体的指標を策定する必要があ

る。

　本研究では，①森林火災の影響をレビューすると共

に，衛星データによる影響地域の把握と経時変化の基盤

的情報を整備し，②生態系や生物多様性の調査から，森

林火災の影響と回復過程での森林生態系の構成樹種や森

林依存性の高い代表的生物群の種数や個体数の変動を明

らかにし，③火災に敏感で，その影響と回復を評価・モ

ニタリングするための生物指標を提案し，④また，生態

系／生物多様性の観点から火災被害林の有効な回復方策

を検討することを目的とする。さらに，⑤先駆的リモセ

ンによる計測情報を検討し，リモセンによる生態系／生

物多様性評価の精度検証や客観性の向上を促進する。

〔内容および成果〕

　これまでに森林火災の文献収集・整理を行うとともに，

衛星データによる影響地域の把握や研究対象地域の選定

を行った。また，インドネシア側研究グループとの国際

共同研究体制を整え，東カリマンタン���������	��
��

の重度被害林，軽度被害林および無被害林に調査区

（各々��区，��区，�区）を設定し，初期調査を行っ

た。

（１）リモートセンシングデータなどによる森林火災の

影響と回復過程の解析と総合化

　森林火災と生態系の関係についてレビューした結果，

①火災原因に関して，自然原因による発火の機構や，伐

開地・農地からの延焼に対する森林反応の立地・埴生に

よる違いの把握　②火災の森林生態系への影響に関し

て，高等動植物以外の生物多様性の現況把握，被害実態

の質・量両面からの評価，バイオマスの消失と発生物質

が被害後の森林樹木種子の発芽・萌芽・稚樹生長への影

響，浸食土壌や塩類移動の流域単位での物質循環的観点

からの影響把握　③森林生態系の修復に関して，火災後

の森林生態系の長期モニタリング，森林回復の促進のた

めの植栽，などの研究を推進する必要があると思われ

た。

　衛星リモセンデータを用いて１９９７～１９９８年の森林火

災の影響と回復過程の評価を行った。まず，毎日広域で

データを取得している高頻度観測衛星である����衛星

４号����������モード（地上分解能１．１��）デー

タから，雲の影響を取り除くフィルタ処理後，１０日間

合成を行い，正規化植生指数（����）を算出して，火

災の影響程度と火災後の植生回復過程を検討した。その

結果，東カリマンタンに被害が集中していることが判明

し，また，最大被害地域の����の時系列プロファイル

から，各地点の植生回復傾向の差を表現することが可能

となった。

　高分解能衛星である�������衛星７号����＋センサ

データを用いて，火災地域の現在の植生被覆の評価を

行った。２５カ所の円形プロット（半径１０�）で，葉面

積指数算出のための全天写真を撮影し，林分構造を把握

するためにビッターリッヒ法による断面積合計を推定

し，枯死木を数え，最大樹高を計測した。その結果，下

層植生が増加するに従って����が増加する傾向が認め

られ，����を５クラスに分けて火災の影響評価図を作

成した。

　なお，雲を透過して地上を観測する合成開口レーダを

用いた����衛星���センサの１９９３～１９９８年のデータ

を比較可能にするためのアルゴリズムの開発を行い，

１９９８年２～３月にかけて研究対象地で発生した大規模

森林火災による植生変動を広域でとらえることが可能と

なった。

（２）森林火災による生態系・生物多様性への影響と回

復に関する評価解析

　各調査区内の約半数のサブ区（１０�×１０�）で，１３

種（樹高１．３�以上で胸高直径４．８��未満）の毎木調

査を行った。フタバガキ科や���������	
�	�
�等の密度

は�区で最も高く，��区で半分以下，��区ではほと

んど生育していなかった。逆に，���������������	��等

の若木は�区にも低密度で生じていたが，��区と��

区では高密度であった。約半年間の生長率を計算する

と，８種が��区で最大となった。なお，各調査区の一

部（０．２８��）で実生（高さ１．３�未満）の調査を行っ

た結果，��区では，火災跡地に多く生じる種以外の実

生は認められなかった。

　各調査区内に，データロガー付きの温湿度センサ（地

上１．３�と５�），温温度センサ（地上０．５�と地下５
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��），光量子センサ（地上１．３�）を設置し，調査区近

くの裸地に雨量計や全自動気象観測装置を設置し，風向

風速等の計測も開始した。データの一部は回収し，現在

解析中である。

　各調査区内に，４倍サブ区（２０×２０�）２カ所を設

定し，腐生菌類を採集・同定した。合計種数は，�区２９

種，��区２７種，��区１６種であった。��区において

腐生菌類が少ない地点はシダ類や草本のアランアランに

覆 わ れ て お り，�����������	
�	�������
���������


�����������	
���������
��������といった高温・乾燥耐

性の特定菌類が出現した。�区のみで認められた菌類と

しては，フタバガキ科樹木に発生する������������	

���������等があった。

　各調査区３カ所にマレーズトラップを設置し，カミキ

リムシを中心に昆虫捕獲調査を行った結果，��区で種

数，個体数とも最も多かった。��区では火災後に木材

穿孔虫であるカミキリムシにとって餌条件が良くなり，

増加したと考えられた。しかし，湿った森林環境に生息

するカミキリムシ類は�区に比較すると��区でも少な

く，��区ではほとんど認められなかった。火災後３年

でも自然林と比べ回復したとは言い難いことが判明し

た。

　森林火災の被害増加に伴い，樹上性小型哺乳類種が減

少し，相対的に地上性種が増加する傾向が示された。し

かし，�区と��区の間でも個体数・種数に有意差は認

められなかった。種組成は�区と��区で比較的類似し

ていたが，優占種等は異なっていた。火災被害の増加に

伴い，地上性哺乳類では����������	�
����が増加し，

��������	
��
���，���������	
�
����
は減少した。

樹上性では���������	��
���が減少した。これらの種は

火災影響を評価するための指標となりうることが示唆さ

れた。

（３）森林火災の影響評価のための指標策定

　各調査区において，環境指標として有望な蘚苔類・地

衣類のインベントリー調査，樹上および地上コドラート

の遷移調査を行った。これまでに合計８６種の蘚苔類を

確認したが，�区で６２種，��区で４５種，��区で２９

種であった。��区，��区に出現する蘚苔類種はほと

んど�区にも生育しており，多くが���������	��で

あった。無性芽等の散布体による非火災地域から火災地

域への乾燥耐性種の再侵入・再定着が示唆された。地衣

類では，�区で２３種，��区で２３種，��区で１６種を

確認したが，まだ葉上地衣類等未同定のものも多い。希

有な種として，�����������	
�����������（�����）�������

�������������������（�����）��������	���������������

����������（�����）�����������	
���等を見いだした。な

お，森林火災の影響増加に伴い，樹木着生地衣類の種

数・被度は低下していた。永久コドラートによる遷移調

査では，今後さらに長期モニタリング等の検討を要する

と考えられた。

　各調査区３４点で，１週間ほどの晴天後および降雨直

後に，誘電率式体積水分量計を用いて土壌水分の測定を

行った。その結果，林冠の破壊された��区では谷筋を

除いて全体に乾燥していたが，��区はかなり湿潤で

あった。菌根の間接的指標である外菌根性菌類は，��

区では前回調査時に全く見られなかったが，今回はカレ

バキツネタケが認められ，生存した宿主樹木に菌根が回

復しつつあることが示唆された。また，��区ではＫ区

と同様に成熟林分の菌群が観察され，地下の菌根菌相は

壊滅していなかったことが示唆された。各調査区１６点

の試料を採取し，有機物層と鉱質土層に含まれる菌根を

定量したところ，�区ではほとんどの試料から菌根が検

出されたが，��区では菌根は認められなかった。

　各調査区の複数地点から�層土壌を採集し，土壌の炭

素と窒素の含量，粒径組成，��等の物理化学性を調査

したが，火災被害度との関連は得られなかった。一方，

土壌の微生物バイオマスは，�区で最大，��区で最小

を示し，土壌呼吸量にも同様の傾向が認められた。一

方，土壌から抽出した１６�リボゾーム���の���産物

の制限酵素分解断片長の多型性（��������）を調べ，

土壌細菌の多様性を検討したが，おそらく細菌の種類の

多さから，各調査区に特徴的な断片は検出されなかっ

た。熱帯林では，火災後の土壌細菌相の回復はかなり早

い可能性が考えられた。今後，特定属に特異的な���

プライマーを利用し，生態系破壊に敏感な細菌グループ

（指標グループ）を特定できると期待される。

〔備　考〕

研究代表者：阿部泰久（森林総合研究所）

共同研究機関：インドネシア科学研究院（���������	
�

他）

共同研究者：平田泰雅・斉藤英樹・槇原寛・明間民央

（森林総合研究所）・梅原俊彦（通信総合

研究所）・笹岡達男（生物多様性セン

ター）・鋤柄直純・脇山成二・佐藤香織
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（自然環境研究センター）・大塚重人（東

京大学）・山口富美夫（広島大学）・

� 宮脇博巳（佐賀大学）

本研究は，国立環境研究所とインドネシア科学研究院と

の間で国際共同研究のための覚え書き（���）を締結

した上で連携して実施した。

（７）高度情報・通信技術を用いた渡り鳥の移動経路と

生息環境の解析および評価に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��４

〔研究課題コード〕０１０３��０３０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．５　東アジアの流域圏における生態系機能のモデ

ル化と持続可能な環境管理プロジェクト

〔担当者〕田村正行（社会環境システム研究領域）・

� 山野博哉・島崎彦人

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕近年，長距離移動性の渡り鳥が世界各地で急

速に減少している。その主な原因は，繁殖地，中継地，

越冬地それぞれでの環境破壊であると考えられている。

渡り鳥の急減は，単に渡り鳥そのものの消失を意味する

だけでなく，渡る先々での生態系の歪みの発生を意味し

ている。渡り鳥が消失することになれば，それらを媒介

とする生物間の相互作用が機能しなくなり，生態系の健

全性が損なわれることになる。その意味で，渡り鳥の保

全は，渡り鳥によって連結されている世界各地の自然環

境の保全に深く関わっており，私たち人間の生活とも密

接に結びついている。渡り鳥の保全を目指す研究を進展

させるためには，渡り鳥が非常に広い範囲を移動するた

め，人工衛星を利用した移動追跡や衛星画像による環境

解析などの技術が不可欠である。本研究は，これらの高

度情報・通信技術を利用して渡り鳥の生態を調べるとと

もに，全地球測位システム（���）を用いた新たな追跡

技術をも開発しながら，渡り鳥とその生息環境の保全を

進めることに貢献する。

〔内容および成果〕

　衛星画像による渡り鳥生息地の環境解析手法を開発す

るとともに，����を用いて渡り鳥の行動範囲や営巣地と

地理環境特性との関連性を解析する手法を開発した。ま

た，東アジアを対象として過去２０年間の自然環境の変

化を調査するための衛星データを収集しデータベース化

した。

　渡り鳥の衛星追跡に関しては，極東ロシアで繁殖する

ガン類やコウノトリ類，および日本の沖縄県で越冬する

タカ類（サシバ）を対象とし，渡り経路と重要生息地を

明らかにした。渡りの経時パターンや環境利用を調べ，

渡り経路選択の機構を探るために必要な情報を整備し

た。

　また，１９９８年から２０００年の間に収集した渡り鳥の移

動経路データと衛星画像を組み合わせて解析することに

より以下のような成果が得られた。

・アムール川流域の繁殖地における鳥の行動範囲は，タ

ンチョウとコウノトリどちらの種も年ごとに異なってい

た。１９９８年と２０００年には，大部分の鳥の位置データは

直径が１０～１５��程度の範囲内に収まっていた。これ

に対し１９９９年には，鳥の位置データは広範な範囲に散

らばり，大半の鳥がアムール川流域への滞在期間中に前

期と後期で居場所を変えた。このような鳥の行動パター

ンの違いは，気象条件によって引き起こされる餌の状況

の違いによるものではないかと思われる。

・アムール川流域においては，両種の鳥とも，生息期間

中の大部分のあいだ自然湿地の中に留まっていた。両種

の鳥とも，衛星追跡によって得られた位置データの約

８０％は湿地の中にあった。

・東アジアにおけるタンチョウとコウノトリの渡りの経

路と重要生息地を同定することができた。両種の鳥とも

に，中国東北部ではアムール川流域から遼東湾岸に至る

二つの主要なルートを辿っていることが分かった。１つ

は西側のルートで嫩江（ネンジアン）沿いの湿地を辿る

ルートであり，もう１つは東側のルートで松花江（ソン

ホワジアン）沿いに南下するものである。遼東湾岸から

は，両種とも，海岸を辿るように移動し渤海湾岸を経て

黄河河口のデルタ地帯に移動していた。ただし，例外と

して１９９８年に一羽のタンチョウ（�２０８４８）は，朝鮮

半島の漢江・臨津江（ハンコウ・イムジンコウ）河口に

渡りそこで越冬した。黄河河口から先は，タンチョウは

揚子江河口の北側にある塩城干潟に渡って越冬したのに

対し，コウノトリは，１９９８年には武漢近辺の湖沼地帯

に，１９９９年と２０００年にはポーヤン湖近辺に渡り越冬し

た。

・中国においては，両種の鳥とも湿地の中より農地に滞

在する頻度が高かった。農地の頻繁な利用は，農業被

害，狩猟，農薬汚染等，鳥の生存にとって問題を引き起

こしている可能性がある。中国における湿地環境の悪化
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と渡り鳥の生存への影響に関しては，個々の湿地を対象

により詳細な調査が必要である

　���位置情報収集システムに関しては，試作機のテ

スト・改良を行った後，ガラパゴスアホウドリを対象に

して２，３か月程度の比較的短期の移動経路観測実験を

行った。システムの動作確認と性能評価を行い，新試作

機設計の指針と基礎データを得た。

〔備　考〕

共同研究者：樋口広芳（東京大学），福田　明（静岡大

学）

当課題は重点研究分野Ⅳ．５．３にも関連

（８）砂漠化指標による砂漠化の評価とモニタリングに

関する総合的研究

〔区分名〕環境��地球推進　��２

〔研究課題コード〕０１０３��００１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕清水英幸（国際共同研究官）・戸部和夫・高永・

鄭元潤

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕１９９８年に砂漠化対処条約（�����）の締

約国となった日本には，アジア地域のテーマ別プログラ

ムネットワーク（���）の一つ「砂漠化のモニタリン

グと評価（����）」に対し，研究支援・技術的貢献が期

待されている。そこで，本研究では，アジア各地域にお

ける砂漠化の各プロセス（背景情報・直接的�間接的要

因・砂漠化の状況・その影響・対策の効果等）に関する

調査研究を進めるとともに，砂漠化の統一的な評価シス

テムの確立の基礎となる有効な砂漠化指標を抽出する。

また，砂漠化の各プロセスの因果関係を定量的に説明可

能な砂漠化総合モデルの開発を進める。さらに，砂漠化

地域における広域�地域レベルのモニタリング手法を開

発することにより，�����・���１に資する研究を展

開する。

　具体的には，①砂漠化の進行�回復に関連した文献・

資料等の情報を収集・レビューし，データベース化する。

②中国，カザフスタン，パキスタンの砂漠化地域に調査

区を選定し，気象・土壌等の環境資源計測および村落レ

ベルの社会経済調査を実施し，各地域に特徴的な砂漠化

プロセスの指標群を抽出・選定する。③環境資源変動と

社会経済政策の変化との関係解明について検討するとと

もに，④生物生産力をキー指標とした砂漠化総合モデル

を構築し，各地域に適用してその妥当性を検証する。一

方，⑤衛星データ等による現在の広域的生物生産力推定

手法および潜在的生物生産力推定モデルを開発し，比較

検討して，砂漠化程度（進行�回復度）の評価を試み

る。

〔内容および成果〕

（１）砂漠化の評価およびモニタリングに関する研究

　主要な国際機関等の文献等の情報から，既存の砂漠化

の評価手法について，スケール（空間・時間等），指標

（自然科学的・社会科学的指標，要因・状態・影響・対策

効果等の指標），評価の具体的手法等の現状と問題点を

整理した。�����，����，���，����等，各機関

の砂漠化評価手法に関する情報からは，気候・土壌等の

自然科学的要素と人口等の社会科学的要素を組み合わせ

た評価手法や，砂漠化対処条約の履行状況の監視を目的

とした指標等が検討されていた。また，����������

では，「圧力」「状態」「砂漠化影響」「実行状況」の４側

面を含む指標の枠組が提案される等の動きがみられた。

ただし，現状では砂漠化の要因・状態・影響・対策効果

等の各側面の指標を包含する総合的指標体系や統一的評

価手法は確定しておらず，地域レベルに焦点をあてた指

標と汎用性のある指標の両方共策定する必要があること

が判明した。

　中国内蒙古地域の村落調査データを用いて，生物資源

の生産・利用プロセスを定量的に明らかにした。これを

もとにして，種々の土地・気象条件や社会経済条件から

生物生産量を推定するモデルおよび地域の生物生産が扶

養することのできる人口を推定するモデルのプロトタイ

プを開発した。

　中国内蒙古地域を中心に，衛星データ等を用いて現時

点での広域的生物生産力（�乾重�����年）を推定する手

法を開発した。推定モデルとして����モデルを採用

し，現地観測データを用いてモデルの改良を行った。さ

らに，衛星データを用いて植生の季節変動をモニタリン

グし，解析時点での植生型情報を推定し，モデルの入力

データとした。これらの改良により，従来より生物生産

力を高精度に推定できるモデルを開発した。モデルの入

力データとしては，①����：��������（２０００年１～

１２月），② 降 水 量：����（���������	
��������

����������	
�����），③ 気 温：�����������	
��
�

����������	
������，④ ���：�����������������

―�����―

国立環境研究所年報（平成１３年度）



����������	
������（日射量より推定），⑤植生型：

��������（地表面温度より推定），⑥土性：���土壌

図，等である。さらに，この広域生物生産力地図を用い

て，現時点での生物生産力と潜在生物生産力との比を用

いた土地生産力の評価や，一人あたりの生物生産力等，

新たな砂漠化指標の検討を行った。

（２）砂漠化の植生指標に関する研究

　主として中国を対象に，既往の砂漠化植生指標に関連

した文献等の収集・レビューを行い，これまでの指標の

整理と有効性を検討したところ，砂漠化の進行に伴っ

て，分布植物の種構成・生育状況，地表面植被率，多様

性・均一性，土壌表面の特性等が大幅に変化した。これ

らは砂漠化の指標に適用でき得ると思われた。また，砂

漠化地域に生育する代表的な植物６種の種子を採取し，

発芽特性を調べた結果，温度および光条件に対する種子

発芽の応答特性は種ごとに大きく異なっていた。こうし

た発芽特性の種間差が，特定種が特定の砂漠化段階の地

域に特異的に出現する一要因となっていることが推定さ

れた。

（３）砂漠化回復手法の評価に関する研究

　主として中国を対象に，既往の砂漠化地域の植生回復

手法に関連する文献等を収集・レビューした結果，以下

の必要性が明らかになった。①砂漠化緑化の環境・社会・

経済等の側面からの効果程度の評価手法を検討する。②

砂漠化回復策を実施するうえで，地域の社会・経済的特

性を十分に考慮する。③砂漠化地域の効率的緑化には，

緑化植物種の生理生態的特性を明らかにし，各砂漠化地

域ごとに適正な緑化植物種や導入方法等を明らかにす

る。一方，中国の砂漠化地域の緑化植物�種の種子発芽

実験を行った結果，���������	
��
����等の種子では光照

射下での発芽阻害等が明らかとなった。同種は種子が地

中に埋もれると定着が有利になると思われ，飛行機播種

による定着率が低いことの一要因となっていることが示

唆された。

（４）中国における砂漠化に伴う環境資源変動評価のた

めの指標開発に関する研究

　内蒙古中部のフフホト周辺の草原地域で，モニタリン

グ地点選定を目的とした広域調査を行った結果，北部の

温帯性草原化荒漠域～荒漠草原域の植生・土壌は，これ

まで調査してきたナイマンとは異なり，より砂漠化に対

する脆弱性が高い地域であることが明らかとなった。ま

た，南部はナイマンに近い自然条件であるが，砂漠化の

実態や社会・経済的条件が異なっており，新たなモニタ

リング地点の候補となり得ることが確認された。

　一方，東部ナイマンのモニタリング地点では，荒廃化

した放牧地や固定化した流動砂丘における植生・土壌の

回復過程や畑地化による土壌劣化過程の把握のための調

査を行った。荒廃放牧地の５年目の回復試験において

は，試験地は多年生植物を中心とする植物群落に移行

し，回復が進んでいることが確認された。６年目の流動

砂丘固定化試験地の砂丘は全く移動していなかった。な

お，おそらくはこの２年間の少雨のため，植生としては

キク科の耐旱性植物の優占傾向が顕著になったことが観

察された。

（５）中央アジアにおける砂漠化プロセスの解明と砂漠

化の評価に関する研究

　カザフスタンの北部半乾燥地域（ショルタンディ・ペ

トロパブロフスク）および南部潅漑農業地域（クジルオ

ルダ）において，砂漠化動態およびそれに影響を及ぼす

社会・経済要因に関する現地調査を実施するとともに，

砂漠化総合モデル構築のための資料・文献情報を収集し

た。その結果，①北部では圃場管理の粗放化に伴う一次

生産量低下により，また南部では潅漑排水設備の老朽化

に伴う地下水位上昇・土壌塩性化により，砂漠化が加速

されていることが示唆され，砂漠化には農業経済的要素

が強く絡んでいると思われた。また，②現地農業経営

は，旧ソ連邦解体後の混乱から復興しつつあるものと，

経営危機に陥っているものとに二極分化しており，経営

状況の厳しい農場では粗放的な圃場管理に流れているの

に対し，改善されつつある農場では旧ソ連時代の集約的

管理を再度構築しつつあること等が明らかとなった。こ

れらの知見をもとに，今後，土壌有機物動態および地下

水位・土壌塩性化動態等の砂漠化モニタリングを行うた

めに，経営状況の異なる代表的農場を選定し，基礎調査

を行った。

（６）パキスタンにおける砂漠化プロセスの解明と指標

化に関する研究

　アフガニスタン�パキスタンにおける国際情勢の緊迫

化のため，現地調査は見送ったが，現地モニタリングに

関して，共同研究者を招へいし，討議した結果，インダ

ス川流域に沿った３地点を選定することにした。

　また，インダス川流域に関する情報を既存文献等から

収集・整理した。その結果，①パキスタン独立によりパ

ンジャブ州の灌漑システムも分断され，パキスタン側で
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は�支流により全灌漑網をまかなわざるを得なくなっ

た。②灌漑水が絶対的に不足し，地下水の利用が発達

し，現在では全灌漑水量の３３％が地下水から供給され

ている。③河川水質は比較的良好であるが，地下水質は

特に下流域で悪化している。④塩類集積の問題は１９００

年代初期から顕在化していたが，地下水の灌漑利用は塩

類集積を加速しており，灌漑水路からの浸潤も塩類集積

に影響している，等の情報が得られた。

〔備　考〕

共同研究機関：中国林業科学院・中国科学院・内蒙古農

業大学・カザフ農業大学・ファイザラ

バード農業大学

共同研究者：谷山一郎・中井　信・白戸康人・

� 大黒俊哉（農業環境技術研究所）・

� 恒川篤史（東京大学）・小崎　隆・

� 舟川晋也・森本幸裕（京都大学）・

� 石敏俊（筑波大学）・邱国玉（（財）地球・

人間環境フォーラム）・松本　聰（（社）

国際環境研究協会）・洲濱智幸（（株）パ

スコ）・藤森眞理子・梶井公美子・安部和子

（パシフィックコンサルタンツ（株））

本研究は，砂漠化対処条約（�����）アジア地域テー

マ別プログラムネットワーク（���）の���１「砂漠化

のモニタリングと評価」の活動と連携して実施した。

（９）アジアオセアニア地域における分類学イニシア

ティブと分類学情報基盤構築に関する予備的調査研究

〔区分名〕環境�地球推進　���５

〔研究課題コード〕０１０１��２５３

〔代表者〕志村純子（環境研究基盤技術ラボラトリー）・

渡邉　信・笠井文絵

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕地球環境の変化は生物の生息域にも急速にそ

の影響を及ぼしつつあり，科学的な根拠に基づく保全計

画の策定が必要である。そのための基本となる生物群の

生息実態に関する情報，バイオ技術の開発のために基盤

となる知識情報として，地球スケールの生物多様性情報

が必要とされている。しかし，言語や国境を越えて，多

国間地域において必要な基盤情報を構築するためには，

１）正確な生物種の分類　２）生息域と生息種のモニタ

リングデータにおける分類学的正確性の確保　３）地域

規模・地球規模の網羅的・統合的生物情報基盤の構築と

共有　４）環境保全をめざした情報解析ツール開発，等

が不可欠である。このため，第五回生物多様性条約締約

国会議では，国・地域および地球規模の分類学イニシア

ティブ（�����������	�
���	�����　以下，���）を展

開するよう決議した。締約国は分類学の研究推進と，分

類学情報共有化へむけての支援体制を構築するため，分

類学イニシアティブフォーカルポイントを設けて，国お

よび地域の実態調査と情報構築および共有化のパイロッ

トプロジェクトを実施することとなった。本調査研究で

は���の日本およびアジアオセアニア地域での展開に

おける，ニーズとシーズを調査し，エコシステムの正し

い理解に必要とされる生物多様性情報構築のための具体

的なデータベース共有システムを提案することを目的と

する。

〔内容および成果〕

　生物多様性条約事務局における世界分類学イニシア

ティブ調整機構会議の結果を踏まえて，作業計画策定を

同条約の５ビューロー代表ならびに����������等の

生物多様性研究にかかわる���と協力して実施し，同

条約の科学技術諮問機関会合において提案し，勧告とし

て採択された。作業計画の実施を想定して，生物多様性

研究における標本管理とデータ管理に関するワーク

ショップを開催し，世界分類学イニシアティブについて

分類学研究者に周知をはかるとともに，国内の分類学振

興におけるニーズならびに既存の研究機関における研究

者数，分類学研究基盤に関する調査を実施し，結果をナ

ショナルレポートとして，同条約事務局に提出した。

データベース共有システムに関する国際動向を調査し，

ネットワーク上の分散オブジェクトシステムによる情報

の共有化に必要な要素データベースの仕様を明らかとし

た。一方，国内の聞き取り調査の結果，植物園ならびに

博物館の収蔵動植物標本に関する情報の電子化が遅れて

おり，このような情報資源の不足が世界分類学イニシア

ティブ実施におけるデータ共有の実現を妨げる要因と

なっていることがわかった。データ電子化の遅延をまね

いた原因として，データ入力の支援ツールに学名参照，

多言語入力，分類体系の多様さに対応していないデータ

入力インターフェース，などの問題点があることがわか

り，これらの問題解決を図ることが，データ共有にむけ

た準備のうち，最初の段階であると考えられた。そこ

で，アジアオセアニア地域におけるデータの電子化を視

野にいれながら，まず，国内の収蔵標本のデータ電子化
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を支援するツールの試作を実施した。同地域で一般的に

用いられている��������	
上で稼動するように，���

����������	
�������
�を利用し，特に新たなアプリ

ケーションソフトウエアの購入を必要としない，入力用

のツールを開発した。このツールの特徴は，学名参照系

として，記載種の約２５％が網羅されている地球規模学

名カタログシステム��������２０００������������	
��を利用

し，ＰＣ上使用する言語のインプットメソッドを反映

し，ユニコードに変換してデータベースに格納する機能

を保持している。

〔備　考〕

（１０）植物の環境応答と形態形成の相互調節ネットワー

クに関する研究：大気汚染ガス（特にオゾン）耐性

獲得機構

〔区分名〕文科��振興調整

〔研究課題コード〕０００２��１３９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕佐治　光（生物圏環境研究領域）・久保明弘・

青野光子・中嶋信美・玉置雅紀

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕植物の大気汚染ガスに対する反応及びそれに

基づく耐性獲得機構の解明は，植物のストレス応答機構

の解明に寄与するだけでなく，大気の浄化や汚染物質の

モニタリングに植物を有効に活用していくための重要な

情報となる。そのために，以下のような研究を行う。植

物の大気汚染ガス耐性獲得に関与すると考えられる遺伝

子（エチレン合成系酵素の遺伝子，分子遺伝学的に同定

される遺伝子等）を探索・単離し，その構造や機能を明

らかにする。また，これらの遺伝子を操作することによ

り大気汚染ガス耐性植物を作成する。

〔内容および成果〕

（１）オゾン障害におけるエチレンの作用の解明

　シロイヌナズナの生態型����０（耐性）と���２（感

受性）のオゾン感受性の違いが，オゾンにより誘導され

るエチレン発生量の違い（����０＜���２）に依存し

ていることとエチレン合成誘導に関与すると思われる

�����６遺伝子の発現に，これらの生態型間で違いがみ

られることを明らかにした。さらに，シロイヌナズナの

２０種類の生態型についてオゾン感受性とエチレン発生

量を調べた結果，それらの生態型は，Ⅰ．エチレン高生

成でオゾン高感受性のグループ，Ⅱ．エチレン生成量は

比較的多いがオゾン耐性のグループ，Ⅲ．エチレン生成

量は比較的少ないがオゾン感受性のグループ，Ⅳ．エチ

レン生成量とオゾン感受性が比例するグループ，に分か

れることがわかった。

（２）シロイヌナズナのオゾン感受性・耐性変異体の解析

　これまでに単離したシロイヌナズナのオゾン感受性変

異体９系統について，二酸化イオウ，低温，強光，除草

剤パラコートの各ストレスに対する感受性を調べた結

果，これらは，少なくとも８種類の異なった組み合わせ

のパターンを示すことがわかった。これらの系統と野生

型の間でアスコルビン酸含量に顕著な差はなく，既報の

オゾン感受性変異体���１とは性質の異なるものであるこ

とがわかった。また，オゾン誘導性エチレン生成量が野

生型よりも高い系統があり，さらに，マッピングによ

り，１系統の突然変異体の原因遺伝子座は，第４染色体

上にあることがわかった。

　また，シロイヌナズナの生態型����０（オゾン感受

性）をバックグラウンドとして���処理した�２種子

約６００００粒から１０種類のオゾン耐性変異体を得，オゾ

ンによる���１遺伝子の発現変化を指標に３つにグルー

プ分けした。

（３）マクロアレイフィルターを利用したオゾン反応性

遺伝子群の探索

　０．２���のオゾンと１２時間接触させたシロイヌナズ

ナ（����０）と接触させなかったものの各々から

����を調製し，����マクロアレイフィルターを用い

た解析により，オゾン処理で発現が変化した遺伝子のス

クリーニングを行った。その結果，オゾンによる発現誘

導比２倍以上または１�２以下の遺伝子が２０９９クロー

ン（増加１５３６クローン，減少５６３クローン），また発現

誘導比４倍以上または１�４以下の遺伝子が１７１クロー

ン（増加１３７クローン，減少３４クローン）得られた。

（４）シロイヌナズナのアスコルビン酸ペルオキシダー

ゼ遺伝子ノックアウト系統の解析

　シロイヌナズナ（���２）の�����タギング系統か

ら，植物のストレス耐性に関与すると思われるアスコル

ビン酸ペルオキシダーゼ（���）遺伝子（���１�）に

�����が挿入されたものを１系統単離した。この系統

では，���１の����やタンパク質が検出されず，���

活性は野生型のシロイヌナズナの活性の約１�３に低下

していた。植物体のアスコルビン酸含量は野生型とほぼ
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同じであったが，その還元型／酸化型比は野生型よりわ

ずかに高かった。植物の生育は野生型よりわずかに悪

く，また低温ストレス下においてアントシアニンを野生

型より多く蓄積した。

〔備　考〕

研究代表者：岡　穆宏（京都大学）

共同研究機関：英国ニューカッスル大学，ジョンイネス

センター

当課題は重点研究分野Ⅳ．４．１にも関連

（１１）生殖系列細胞を用いた希少動物種の維持・増殖法

の開発に関する基盤研究：鳥類胚発生・孵化率診断

に関する研究

〔区　分〕文科��振興調整

〔研究課題コード〕０１０３��１８６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応調査，研究名〕

〔担当者〕高橋慎司（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・清水　明

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕希少鳥類を人工的に増殖させるためには，近

交退化を未然に防ぐ必要がある。我々は，鳥類実験動物

（ウズラ）を用いて近交退化現象の解明を行っている。

今回は，希少鳥類を増殖する際に必要となる遺伝・環境

要因を胚発生段階で診断し，孵化率を向上させるための

手法をウズラ・ニワトリ種卵を用いて開発する。また，

これらの診断手法をボブホワイトに適用し，近交退化を

回避させながら近交系作出を試み，最終的には希少鳥類

の具体的救済方策を提言する。

〔内容および成果〕

　本年度は，実験用ウズラを用いて近交化に伴う繁殖能

力の変化を把握するとともに，近交系ウズラ間での交雑

試験を行い雑種強勢による繁殖能力の回復を図った。ま

た，鳥類実験動物（ウズラ，ボブホワイト，ニワトリ）

の卵形診断技術を開発し，種間・系統間比較を行った。

以下に，主な成果を示す。

　１）近交系ウズラの５５世代にわたる繁殖能力を解析

した結果，Ｈ２系は絶滅型へＬ２系は周期的回復型へ分

離したことがわかった。すなわち，Ｌ２系のふ化率は回

復型ながら増減サイクルを示すことがわかった。これか

らのモデルは，希少野生鳥類の繁殖能力を改善させるた

めに有用な情報を提供するが，近交退化の指標として適

応度指数（産卵率×受精率×孵化率×育成率）が重要で

あり，しかも育成率を除いても有用性は高いことがわ

かった。

　２）ウズラ・ボブホワイト・ニワトリの卵形を画像処

理し，卵形診断により種間・系統間比較が可能となった。

また，Ｈ２系の平均卵形には絶滅の兆候が認められるこ

とが卵形不良の分析より明らかにされたので，ニワトリ

（ロード種）で確認を行っている。

　３）近交系ウズラ間で交雑した結果，特定の家系のみ

で繁殖能力が向上することが確認できた。希少種の増殖

を有利に進めるためには相性（�������）が重要であり，

遺伝的相性と行動的相性を組み込む必要があることがわ

かった。

　４）Ｈ２及びＬ２系の���構成を比較した結果，両

系ウズラとも���均一系として明確に分離しており，

コンタミなく系統維持されていることが証明された。

　５）近交系ウズラの種卵は，卵形異常・卵殻不良など

により孵化率が低下している。そこで，孵化率を向上さ

せるため，遺伝的に卵殻強度の高い家系を選抜してい

る。

〔備　考〕

（１２）異なる光と水環境下で生育する植物の光合成誘導

反応に及ぼす気孔・非気孔制限の評価

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０００３��１４３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応調査，研究名〕

〔担当者〕唐　艶鴻（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１２～１５年度（２０００～２００３年度）

〔目　的〕変動する光環境下における光合成の瞬時的反

応の生態学的役割を評価するために，異なる環境要因が

光合成の気孔と非気孔制限にどのような影響を及ぼすか

を明らかにする必要がある。本研究の目的は正常な気孔

反応を持つ植物と開いたままの気孔を持つ植物を使っ

て，ガス交換の測定を行い，誘導反応に対する気孔・非

気孔制限を評価し，誘導反応の律速過程に及ぼす光と水

環境の影響を明らかにすることである。

〔内容および成果〕

　本年度では，異なる土壌水分と���（�����������	���

�������）の条件下で変動光に対する光合成を測定し，光
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合成誘導の気孔制限と光斑利用効率を検討した。光合成

測 定 は，���������������	�
����������������������

�����������	�
�����������	�����	�����と��������につい

て行った。被蔭されやすい匍匐性の���������	
は，気孔

抵抗が他の種より低かったが，光合成誘導反応への制限

が少なかった。また，土壌水分と葉の���は変動光合

成に対して明らかな影響が見えなかったが，定常光条件

下での強光による光合成の低下は，高い���条件下で

大きかったことが明らかになった。

〔備　考〕

（１３）���代謝系酵素組み替え植物の���浄化能力

の評価

〔区分名〕他省庁

〔研究課題コード〕０１０３��１４７

〔担当者〕名取俊樹（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３度）

〔目　的〕形質転換体植物の応用を考える際，植物の生

活の基本単位である個体レベルでの特性把握が不可欠で

ある。本研究では，すでに得られている���代謝酵素

形質転換体タバコの個体レベルでの大気汚染ガス吸収能

を明らかにするため，植物体周囲の温度，湿度，光強

度，ガス濃度を精密に制御し，���代謝酵素形質転換

体の個体レベルでの���浄化能の解析及び評価を行う。

１３年度は，特に，���代謝系内に４種の酵素遺伝子そ

れぞれを入れた単独遺伝子形質転換体タバコの���耐性

及び���吸収能を調べた。

〔内容および成果〕

　４種の形質転換体タバコに１������暴露を行い葉位

別に可視傷害の発生の有無を調べたところ，形質転換を

行っていない対照植物に比べて可視傷害が発生し難い形

質転換体が確認できた。さらに，���暴露時の���吸収

量を推定するため，鉢を不透性の袋で包んだ植物をバラ

ンスの上に設置し，���暴露を行いながらその重量変化

を記録し蒸散速度を測定した。その結果，対照タバコと

４種の形質転換体タバコとの間で顕著な差は認められな

かった。これらの結果から，���を吸収しても可視傷害

が出にくい形質転換体が確認された。

〔備　考〕

共同研究者：田中　浄（鳥取大学）
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�５．環境の総合的管理

５．１　浮遊粒子状物質等の都市大気汚染に関す

る研究

（１）��２．５・���発生源の把握と対策評価に関する

研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��２９５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕森口祐一（大気中微小粒子状物質（��２．５）�

・ディーゼル排気粒子（���）等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響評価プロジェクト

グループ）・近藤美則・松橋啓介・田邉　潔

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕発生源の的確な把握は，あらゆる環境問題に

おける現象の解明，影響評価，対策立案のすべてにおい

て不可欠かつ重要な課題である。本課題では，���を

はじめとする一次粒子，および���や���など二次粒

子の生成原因となる物質の発生源の種類と地域分布を把

握することにより，��の大気中における動態解明や影

響評価のための基礎データを提供するとともに，これら

の発生要因となる人間活動に着目した排出抑制対策とく

に自動車交通関連の対策に関する環境改善効果予測手法

を開発することにより，��・���問題の的確な把握と

対策推進に資することを目的とする。

〔内容および成果〕

　本研究では，短期的課題として，シャシーダイナモ施

設による実験手法および自動車の走行モード調査手法の

検討，トンネル調査や沿道調査を用いた実走行状態での

自動車からの排出特性の解明，交通・物流データに基づ

く���排出量の地域分布の推計システムの構築を計画

している。次いで，シャシーダイナモによる排出成分

データと走行モード実測データを組み入れた排出モデル

の高精度化を行うとともに，���以外の一次粒子およ

び二次粒子前駆物質の排出インベントリの作成を行う。

また，���排出量の削減策のリストアップ，対策効果

の推計モデルの設計・構築を行い，最終的には，交通・

物流システムに係る��・���対策の効果予測モデルの

精緻化，ケーススタディによる対策シナリオごとの効果

予測につなげる計画である。

　このため，本年度においては，シャシーダイナモ施設

による実験，沿道フィールド調査，発生源インベントリ

の構築，対策のサーベイおよび効果予測システムの構築

の各分野で研究を進めた。これに先立ち，プロジェクト

グループ全体で実施したレビュー報告書の作成に参加

し，さまざまな発生源からのインベントリの推計方法や

自動車エンジンからの粒子状物質の排出などについて，

研究動向のまとめを行った。

　シャシーダイナモ施設は，地球温暖化研究棟の別棟と

して竣工した低公害車実験施設内にあり，本年度から稼

動を開始したものである。車載型機器による排ガス計測

手法の開発に関する研究と連携しながら，数種類の

ディーゼル車両について，粒子状物質，ガス状物質の計

測を行い，冷間始動（コールドスタート）の影響や，走

行モードによる排ガス対策技術の動作状況などが排出係

数に与える影響が計測可能であることを確認した。ま

た，高希釈トンネルや高希釈チャンバーの試験・調整を

行い，実大気への排出となるべく近い条件下において粒

子の排出状況を測定する手法の開発の準備を進めた。

　また，実際の沿道地域におけるディーゼル車からの排

出物とくに微小粒子の挙動を知るため，大型車交通量の

多い幹線道路沿道において，約１週間の予備的フィール

ド調査を実施し，粒子状物質の粒径分布の連続測定や化

学組成の解明のためのサンプリングを行った。道路が混

雑する時間帯に，微小粒子の個数濃度が増加する兆候が

観測されたが，その詳細な実態については，測定手法の

改善も含め，さらに検討が必要である。

　一方，揮発性有機化合物（���）に焦点をあてた先

行研究において開発した，各種発生源からの大気汚染物

質排出量の地域分布推計システムについて，精度向上の

ための改良点を検討した。走行量および走行速度と排出

係数とを的確に結びつけるため，車種分類の改善および

時間分解能の向上が重要な課題である。また，この排出

量地域分布推計システムに距離減衰の経験的分布を表現

した濃度推定モデルを結びつけ，沿道の人口集団の自動

車排ガスへの曝露量を簡易推計するための数式の組み入

れを行った。

　さらに，各種の交通公害対策による環境改善効果を評

価することを目指して，交通流シミュレーション，排出

量推計モデル，濃度推計モデル，曝露推計モデルなどを

組み合わせた統合的なシミュレーションモデルの構造の

設計を行った。従来，関連研究で蓄積してきた手法の多
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くは，本モデルのサブモデルとして組み入れ可能であ

る。モデルを完結させるには，対策の実施が交通量や走

行速度に与える影響を精度よく予測することが必要であ

り，非集計型の交通流シミュレーションなど関連手法の

調査を行った。

〔備　考〕

（２）��２．５・���の環境動態に関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��２９６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕若松伸司（大気中微小粒子状物質（��２．５）�

・ディーゼル排気粒子（���）等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響評価プロジェクト

グループ）・上原　清・菅田誠治・酒巻史郎・

長谷川就一

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕都市大気中における��２．５や���を中心と

した粒子状物質の環境動態を定量的に把握するために発

生源と環境濃度との関連性に関する室内実験，野外観

測，モデル開発を行うことを目的とする。

〔内容および成果〕

　風洞実験，航空機観測，モデル解析，データ解析手法

を確立し，沿道スケールから地域スケールの環境大気中

における二次生成粒子状物質を含む粒子状物質の動態を

立体的に把握する。具体的には広域��２．５・���モデ

ル，及び都市・沿道��２．５・���モデルを検証し，都

市・沿道大気汚染予測システムを構築する。このモデル

を用いて発生源と環境濃度との関連性を定量的に明らか

にする。また粒子状炭素成分計測のための測定手法を開

発し，これを用いて環境測定を行い，都市間の比較・評

価を実施する。

　本年度の研究と成果の概要を以下に示す。

（１）都市���・沿道大気汚染の動態把握のための予備

的調査と解析を実施した。夏季の航空機観測結果の解析

からは，都心におけるエアロゾル濃度の上昇とヒートア

イランドの間に関連性があることを見いだした。

（２）複雑な道路構造地域における風洞実験解析手法を

検討した。特に高架道路が周辺の環境に及ぼす影響を詳

細に解析した。解析の結果，今回の研究事例では，高架

道路の存在がストリートキャニオン内の高濃度発生に及

ぼす寄与はそれ程大きくないことが分かった。

（３）関東・関西地域における立体分布観測データの解

析を行った。１２月から１月にかけての関東地域の観測

においては，高度分布が明瞭に出ていたのに対し，関西

地域での３月の観測結果では，高さ方向に均一な分布と

なっていた。また関西地域においてはサルフェートの濃

度が関東地域よりも高く，広域的移流の影響が観測され

た。

（４）広域・都市数値モデル解析手法を検討した。本年

度は関西地域のモデル解析のための発生源データを整備

した。また広域―地域大気汚染解析のためのネステイン

グシステムを構築し気象解析を行い汚染解析のための準

備を終えた。

（５）環太平洋の大都市地域における環境動態の比較評

価研究の準備を整えた。

（６）地方自治体環境・公害研究機関との共同研究を実

施し大気汚染データのトレンド解析を行った。本年度は

解析のための過去のデータの収集整備に関する基礎的な

検討を実施し解析のための準備を整えた。

（７）有機炭素成分と元素状炭素成分の測定手法の検討

を行った。

（８）環境省や測定器メーカーの協力を得て国立環境研

究所の大気モニター棟において，冬季一ヵ月間にわたり

環境モニタリング機器の比較評価テストを実施した。

　平成�４年度以降は本年度レビューを基に各研究分野

における課題を明確化し，重点的に実施すべき研究を推

進する。特に，測定機器の実験室およびフィールドにお

ける実証試験，特定の地域をターゲットとした事例研究

を開始する。これとともに個別課題に関する基礎実験や

解析手法開発，野外観測，実験装置の製作等を行う。

〔備　考〕

（３）��２．５・���の測定に関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��２９７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６．大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕福山　力（大気中微小粒子状物質（��２．５）�
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・ディーゼル排気粒子（���）等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響評価プロジェクト

グループ）・内山政弘・西川雅高・上原　清・

松本幸雄・須賀伸介

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕大気中の微小粒子状物質および粒子生成にか

かわるガス状物質を対象として，高密度かつ高時間分解

能測定が可能な計測システムを確立し，それによって得

られるデータに基づいて，発生源から種々の輸送過程を

経て最終的には人体や植物体に至る粒子状物質の振る舞

いを全体的に把握すること。空間的に高い密度で展開す

ることができ，かつ高い時間分解能の測定を可能とする

測定システムとデータ処理方法の開発。

〔内容および成果〕

　１）固相比色法による二酸化窒素センサーおよび光散

乱式粒子センサーを用いたモニタリングシステムの試験

運転：市街地に１００ｍ程度の間隔で上記センサー１０個を

二次元的に展開し，約２週間にわたって試験的モニタリ

ングを行い，既設監視局データとの比較などを行った。

その結果，二酸化窒素モニターは十分実用の域に達して

いることが判明し，濃度分布などから高密度測定の必要

性が裏付けられた。一方，粒子センサーは吸引サンプリ

ング機構等に技術的問題が認められた。また，森林地域

（長野県大芝高原アカマツ林）において半導体型オゾン

センサーの試運転を行なったところ，ノイズレベルや安

定性の点でさらに検討が必要であることがわかった。

　２）全国常時監視局では，１０�μ��分粒器付ベータ線吸

収式エアロゾル計測装置が稼働している。このベータ線

吸収式エアロゾル計測装置が，��２．５を対象とする常

時監視に適用できるかどうか検討を始めた。本年は，大

気モニター棟（常時監視局のモデル的施設）において，

��２．５を対象とするベータ線吸収式エアロゾル計測装

置 の 対 照 機 器 で あ る�����（���������	�
����

����������	
�����������）装置の基本性能を調べた。

基準法である��２．５�濾過捕集法と����の１ヵ月連続

試験から，両者間には０．９以上の高い相関関係が認めら

れた。現在，����およびベータ線吸収式エアロゾル

計測装置の並行試験に着手したところである。

　３）��２．５エアロゾルはものの燃焼から発生する成

分が多く含まれている。燃焼過程で発生する炭素成分の

スペシエーションが環境化学的に重要である。濾過捕集

した��２．５エアロゾル試料中の炭素成分の分別測定を

目的として，熱分離法による無機系炭素および有機系炭

素の分離装置を自作した。現在，基礎的装置性能を確認

中である。

〔備　考〕

（４）��２．５・���の疫学・曝露評価に関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��２９８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕新田裕史（大気中微小粒子状物質（��２．５）�

・ディーゼル排気粒子（���）等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響評価プロジェクト

グループ）・小野雅司・田村憲治

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕都市大気中における��２．５を中心とした粒

子状物質による大気汚染を改善するためには，発生源動

態の把握，環境濃度との関連性の解析，並びに疫学・曝

露評価，毒性・影響評価を行う必要がある。その中で，

粒子状物質（��）および���に関する疫学データおよ

び曝露量データを収集・整理，解析することにより，健

康リスク評価のために必要な資料を提供する。そのた

め，曝露量・健康影響評価のために地理情報システムを

運用し，������の地域分布の予測を行う。この結果

を統計解析し，それぞれの地域における曝露量を予測す

る。さらに，地理情報システム（���）を利用した全

国・地域������曝露量予測結果と疫学データとの関連

性を解析する。今年度は，疫学・曝露評価に関する研究

のための地理情報システムの利用方法を明らかにすると

ともに，������曝露量と健康影響評価のための曝露

量推計モデルの開発を行う。

〔内容および成果〕

　これまでも曝露推計モデルはいくつか提案されている

が，大きく２種類のモデルに分類できる。ひとつはマク

ロモデルである。これは，���をベースとした地域環境

濃度推計と居住人口・生活時間データベースを結合させ

た曝露濃度（��������）のモデルであり，特定の人口

集団の曝露濃度����������	
�����
の推計を行うもの

である。もうひとつは，ミクロモデルであり，「人」の

生活行動空間での濃度分布と呼吸生理パラメータを加味
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した用量（����）のモデルである。第１段階としては

前者のマクロモデルを基本として検討を加えた。このモ

デルは生活行動時間分布と微小空間濃度推計モデルを組

み合わせた時間荷重モデルである。これらのモデルでは

基本として次のような項目のデータが必要となる。

①生活行動空間の濃度分布（区市町村，地域メッシュ，

街区，等別）

②各空間での生活行動時間分布（性，年齢，職業，人

口・地域特性別）

③居住環境の換気率，居住空間の大きさ，空調システ

ム，屋内発生源（建物構造別）

　微小空間濃度推計モデルはそれぞれの空間での濃度を

推計するモデルである。一般的には大気拡散モデルにお

けるボックスモデルの同様とモデルであり，屋外��屋内

関連性モデル，屋内発生源モデルを組み合わせたモデル

となっている。

　地域環境中の空間濃度分布推計についてはすでに試み

られているが，幹線自動車道路沿道部での歩行時，自動

車運転時，バス乗車時などの濃度実測データが不足して

おり，モデル化するためにはこれらのデータを収集する

必要がある。

　生活行動時間とはどれぐらいの割合の人口が，どれぐ

らいの時間，どのような空間で生活しているかという情

報である。我が国では全国規模の調査として総務省統計

局が実施している社会生活基本調査と���が実施して

いる国民生活時間調査の二つがある。モデル化にあたっ

ては��濃度が大きく異なる空間毎にそこでの行動時間

分布が必要である。両調査からは行動の種類に基づいて

屋内および屋外での生活時間を推測することや，通勤・

通学等の移動に係わる時間のデータが得られる。しかし

ながら，移動手段，屋外での移動場所（例えば，幹線道

路の沿道か否か）など詳細については調査項目には含ま

れておらず，��曝露推計という観点からは十分なもの

ではない。

　生活時間の多くを占める屋内濃度の推計には換気率，

屋内発生源強度データが必要である。これまで二酸化炭

素や窒素酸化物等のガス状物質に関しては実測やモデル

研究が行われている。しかしながら，������につい

ての検討は不十分であり，����������	
�����
の推計

のためには居住環境の類型別にこれらのデータが必要で

ある。

　以上のように，������の曝露量推計モデルの開発

には一部実測データを追加しつつ，データの不確実性が

大きいものについてはモンテカルロ法などの確率的な取

り扱い手法も加味しながら，モデル化を進めていく必要

があることが明らかとなった。

〔備　考〕

（５）��２．５・���の毒性・影響評価に関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��２９９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕小林隆弘（大気中微小粒子状物質（��２．５）�

・ディーゼル排気粒子（���）等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響評価プロジェクト

グループ）・高野裕久・鈴木　明・古山昭子・

藤巻秀和・平野靖史郎

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕実験動物を使った研究を実施して，��特に

���の健康影響に関する知見を集積する。ディーゼル

排気全体の呼吸��循環器系への影響およびその機構を明

らかにする。同時に呼吸��循環系に病態のあるモデル動

物（高血圧，肺高血圧，動脈硬化，心筋炎，肺炎など）

を用い疫学調査に見られる死亡率の増加に関連する可能

性のある指標にどのような影響があるかについて検討す

る。次に，ディーゼル排気中のガス状成分の曝露実験を

行い，呼吸��循環器系への影響およびその機構を検討す

る。ディーゼル排気全体の曝露による影響と比較し，粒

子状成分の寄与について検討する。さらに，ディーゼル

排気粒子を含めた微小粒子の��������での影響評価手法

を開発し各種粒子の影響評価を行う。また，ディーゼル

排気暴露の動物への濃度��影響関係から閾値の算定を行

う。

〔内容および成果〕

　ラットあるいはマウスにディーゼル排気全体やディー

ゼル排出粒子の抽出物を曝露あるいは気管内投与し呼

吸��循環器系に及ぼす影響について検討し以下のことを

明らかにした。

　１）ラットに１，３，６，９，１２ヵ月間，０．３，１．０，３．０�

����
�の��を曝露し心電図や病理組織学的検討を行っ

た。��曝露群では異常心電図が発現する個体が多くな
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ること，出現頻度が増加することが明らかになった。ま

た，老齢ラットではより異常心電図が発現する個体およ

び異常心電図の出現頻度も増加することが明らかになっ

た。��１２ヵ月曝露後のラットの心臓重量，右心室壁厚

は対照群に比べ有意に増加したことから肺高血圧の傾向

になっている可能性が示唆された。

　２）自然発症の高血圧ラットを用い，��２．５抽出液

副交感神経の支配が高まり血圧の低下や心拍数の低下を

引き起こすこと，肺抵抗を増加させることなどから低酸

素状態になる可能性が示唆された。

　３）大気中微小粒子状物質が気道の感染に及ぼす影響

についてマウスを用い�����誘発の肺炎症状惹起モデル

を用い，���が気道感染による肺炎症状を増悪させる

かどうかについて検討した。ディーゼル排気暴露が感染

時におきる炎症を増悪させる作用のあること，���は

炎症細胞の浸潤を増加させる因子であるケモカインであ

る����１��を増加させることが見いだされた。

　４）粒子に付着した成分に血管を収縮および弛緩させ

たり，心筋を強縮させる作用のあることを見いだした。

また，抽出物をさらに分画しどのような画分に収縮や弛

緩作用を有する物質があるかおよび同定を進めている。

　５）細胞を用いた検討では，肺組織障害と修復に伴っ

て分泌されるサイトカインが培養肺胞上皮細胞の基底膜

形成に与える影響について検討した。線維芽細胞由来の

���が基底膜形成を阻害するが上皮細胞増殖を促進す

ること，また，���暴露の後に低濃度�����β１を与

えると最も組織修復が早いことが明らかになった。

〔備　考〕

（６）環境評価のためのモデリングとシミュレーション

手法に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０１��０３７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕須賀伸介（社会環境システム研究領域）・

� 田村正行・清水　明

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕環境を定量的に評価する立場から，環境問題

に対する数理モデルの構築およびシミュレーションに関

する基礎的研究を行う。本年度は，局所的に複雑な挙動

を示す物理現象に関連したシミュレーションシステムと

観測データの解析システム構築の準備として，（１）大

気中の流体シミュレーションおよび観測データの処理手

法についての文献調査を行い，（２）新しい流体の数値

シミュレーション手法として近年注目されている格子ガ

ス法，および条件付き確率場の理論に基づく観測データ

の解析手法について検討することを目的とする。

〔内容および成果〕

　格子ガス法の大気環境シミュレーションへの適用を検

討するために以下について文献調査を行った。（１）非

常に複雑な形状を有する計算領域での流れ，（２）物質

密度の反応・拡散，（３）粒子の沈着。その結果格子ガス

法は，差分法などの従来のシミュレーション手法と比べ

て沿道等における大気シミュレーションにとって非常に

有望な手法であることを確認した。その主な理由は以下

の２点である。（�）上記（１）～（３）を考慮した計算

アルゴリズムの構築が非常に容易に実現可能である。

（�）計算精度は従来の手法とほぼ同程度である。

　条件付き確率場の理論に基づく観測データの解析手法

と再配置可能な多数の簡易観測システムの最適配置問題

との関連性について検討した。

〔備　考〕

（７）大気環境のフィールド観測のための新ライダー技

術に関する基礎研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０２��０９４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕松井一郎（大気圏環境研究領域）・杉本伸夫

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕自動車排気ガスから放出される大気中粒子物

質の粒子別の空間的・時間的分布の遠隔計測を目的とし

た新しいライダー技術の開発に関する基礎的な検討を次

の項目について行う。１）ミー散乱ライダーによる粒子

別エアロゾル測定の方法としてマルチスタティックライ

ダーの検討２）可搬型ライダーシステムの構築に必要な

小型化に関する技術的検討３）具体的に製作可能な測定

システムの検討，設計。

〔内容および成果〕

　本年度は，ミー散乱の角度依存性を利用して排気ガス

の粒径別濃度分布を測定するためにイメージインテェン

シファイヤー付���カメラを使ったマルチスタティッ
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クライダーについて概念的な検討を行った。

〔備　考〕

（８）大気環境影響評価に関する基礎的研究

〔区分名〕経常研究

〔研究課題コード〕０１０５���１８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５），ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕若松伸司（大気中微小粒子状物質（��２．５）�

・ディーゼル排気粒子（���）等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響評価プロジェクト

グループ）・上原　清・菅田誠治

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕総合的な都市大気環境対策に資するための，

さまざまな時間空間スケールに対応する大気環境予測モ

デルに関する基礎的な検討を行い，大気環境影響評価の

理論化と体系化を図ることを研究の目的とする。

〔内容および成果〕

　都市大気中におけるガス状大気汚染や��２．５や���

を中心とした粒子状物質のモデル化に関する研究を基

に，大気環境影響評価の技術体系を構築する。具体的に

は，風洞実験，野外観測，モデル解析，データ解等を基

に，沿道スケールから地域スケールの環境大気環境質を

総合的に把握する手法を開発する。また，モデルの誤差

と精度の検証や，モデルの利用方法，モデルを用いての

大気環境予測の実施方法に関する基礎的な検討を行う。

　本年度においては，研究課題の明確化と，特に発生源

把握に関わる基礎的な検討，モデルのレビューを行った

が，平成１４年度以降はトレンド解析による大気環境の

現状把握，広域大気汚染予測モデルの検討，局地大気環

境予測モデルの検討，を順次実施し大気環境予測モデル

の検証を実施し，これを基に最終的には大気環境影響評

価の理論化と体系化行いたい。

〔備　考〕

（９）複雑市街地における局所高濃度大気汚染の発生と

その予測に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��２１６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕上原　清（大気中微小粒子状物質（��２．５）�

・ディーゼル排気粒子（���）等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響評価プロジェクト

グループ）・若松伸司

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕本研究の目的は，手間のかかる予備調査を行

わずに，良好な大気汚染濃度の観測位置を定めるための

指針を得ることにある。

　このために，実市街地の縮尺模型や単純な形に理想化

した市街地模型（街区模型）などを用いた風洞実験を行

い，その結果から沿道における風の流れと大気汚染物質

の拡散の関係を明らかにする。

〔内容および成果〕

　本年度は都内世田谷区上馬交差点周辺の１�３００模型

を用いた風洞実験を行い，交差点周辺市街地の濃度分布

の概況や高架道路が沿道濃度や周辺市街地の濃度に与え

る影響について調べた。

　その結果，１）交差点周辺の市街地は，濃度の高さと

その分布状況によって次の三つのゾーンに分けることが

できる。①高濃度が生じやすく沿道建物の影響を強く受

ける幹線沿道　②大気汚染濃度が幹線道路からの距離の

増加とともに減少する風下後背地　③濃度の低い風上後

背地。

　２）幹線道路風下後背地の濃度は，交差点距離�を幹

線道路幅�で基準化した距離���が２以上になると急

激に減少する。ただし，交差点距離�は，直交する２本

の幹線道路からの最短距離を幾何平均したものとする。

　３）上馬自動車排ガス測定局における低風速時（３

���１以下）の常時観測結果から得られた無次元濃度

は，風速が低いほど低い。その原因は自動車排ガスの浮

力による鉛直上方への拡散が，場の風速が低いときに増

大するためと推測される。

４）風洞実験とフィールド観測の結果を比較したとこ

ろ，水平方向の風向変動の大きさや，トレーサーガスの

排出方法が風洞実験の再現精度に強く影響すること。

などのことが明らかになった。

〔備　考〕�
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（１０）大気中における微小粒子分散系の生成，時間発展

および沈着に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９７０２��２２０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６．大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕福山　力（大気中微小粒子状物質（��２．５）�

・ディーゼル排気粒子（���）等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響評価プロジェクト

グループ）

〔期　間〕平成９～１４年（１９９７～２００２年度）

〔目　的〕微量大気成分から気相－凝縮相転移により固

相や液相のエアロゾル粒子が生成し，粒子－気体および

粒子－粒子相互作用を経て沈着により除去される過程を

調べ，多相系としての大気の物理・化学的特性を明らか

にし，大気中浮遊粒子状物質の制御に役立つ知見を得る

こと。

〔内容および成果〕

　１）高さ４３０�の立坑上部にファンを設置して上昇気

流を起こさせることにより人工雲を発生させ，立坑下部

で無機塩粒子を添加して雲粒の個数濃度や空間分布の変

動を調べた。また，立坑上部に設置した擬似樹木への水

滴沈着フラックスを測定し，風向と沈着面との関係等を

明らかにした。２）��２．５あるいはそれ以下の微小粒

子を対象として高い時間・空間分解能で化学組成を調べ

る測定系を開発することを目指して，高速サンプリング

系および高速分析の基本的デザインを検討した。前者と

しては従来のマイクロオリフィスインパクターのノズル

をマイクロチャネルの高密度集積で置き換えることによ

り時間分解能を約１桁改善できる見通しを得た。後者と

してはロボット化したサンプル導入機構と高速液体クロ

マトグラフィーの組み合わせが適当であるとの結論を得

た。

〔備　考〕

（１１）肺における細胞外基質代謝に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９９０３��２１５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６．大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕古山昭子（大気中微小粒子状物質（��２．５）�

・ディーゼル排気粒子（���）等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響評価プロジェクト

グループ）・持立克身

〔期　間〕平成１１～１５年度（１９９９～２００３年度）

〔目　的〕肺胞組織は肺胞上皮細胞，肺線維芽細胞，血

管内皮細胞とそれらの細胞間を埋める細胞外基質から構

成されており，それぞれの細胞の機能発現には正常な細

胞外基質構成を保つことが重要である。大気汚染物質暴

露により，傷害を受けた肺で分泌される様々なサイトカ

インは，組織再生あるいは組織の破壊や異常な線維化に

関与していると考えられる。本研究では��������で肺胞

上皮組織を模した培養系において細胞外基質の代謝への

サイトカインの影響を検討して，組織傷害後の再生機構

を明らかにすることを目的とする。

〔内容および成果〕

　本年度は，肺組織障害と修復に伴って分泌されるサイ

トカインの培養肺胞上皮細胞の基底膜形成への影響を検

討した。線維芽細胞や肺胞マクロファージ，あるいは上

皮細胞自身に由来する���������	�
�
�����������β１

（�����β１）が，低濃度で基底膜成分の分泌を増加さ

せることにより基底膜形成を促進し，高濃度で線維化を

促進することによって基底膜形成を阻害することを報告

した。さらに，����������	
����	������（���）が細

胞外マトリックスの分解酵素を発現させ，基底膜形成を

阻害すること，しかし，同時に���の後に低濃度

�����β�１を与えると上皮細胞の増殖・遊走を促進をへ

て，最も速やかに組織修復が行われることが明らかに

なった。

〔備　考〕

（１２）幹線道路における交通量と大気汚染濃度の関連解

析およびモデル改良に関する基礎的検討

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０１��２２５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕松本幸雄（大気中微小粒子状物質（��２．５）�

・ディーゼル排気粒子（���）等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響評価プロジェクト
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グループ）・須賀伸介

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕幹線道路周辺の大気汚染濃度と交通量の関係

について，既存の統計モデル，物理モデルの有効性を検

討し，今後のモデル開発に必要な情報と数理的手法とを

明らかにすることを目的とする。

〔内容および成果〕

　１）沿道の汚染物質の年平均濃度と交通量，大型車混

入率等との関連（統計モデル）

沿道の大気汚染の長期間平均濃度を決める要因である排

出量の効果を検討するために，自動車者排出ガス測定局

（８都道府県，１０２局）の年平均濃度について，交通量，

大型車混入率，混雑時平均旅行速度，採気口位置等を説

明変数として回帰分析を行った。その結果，（１）全自

治体をまとめると，���，���のいずれもこれらの説

明変数では�２＝０．３程度の説明力しかなかったこと，

一方，（２）自治体別に行うと，自治体によりかなり説

明力に違いがあったこと（���で�２＝０．４～０．９，

���で�２＝０．２～０．６），が得られた。

　このように沿道の大気汚染の統計モデルは当てはまり

のよいところとそうでないところの差があるので，沿道

大気環境の評価に統計モデルを用いるときには注意を要

する。

　２）粒子状物質に関する沿道大気汚染モデルの文献調

査（物理モデル）

この２０年間の沿道拡散モデルの進展を文献でレビュー

した結果，数値モデルにおいては（１）乱流モデルの高

度化　（２）走行自動車の乱流拡散への寄与の考慮�

（３）熱環境の考慮　（４）個々の自動車の走行状況の考

慮等，現実の沿道環境の再現のために取り入れるべき要

因の多くは個々には取り入れることができる段階にきて

いる。今後の沿道数値モデルの主な課題は，個々のプロ

セスの近似の向上とその総合化，及び計算法の効率化と

考える。

〔備　考〕

（１３）空間・時間変動を考慮した大気汚染物質の曝露影

響モデルの開発に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０３��２２６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕松本幸雄（大気中微小粒子状物質（��２．５）�

・ディーゼル排気粒子（���）等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響評価プロジェクト

グループ）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕大気汚染物質濃度が空間的，時間的に変動す

ることを考慮した曝露－影響モデルの開発を目的とす

る。本年度の目標は「暴露－影響モデルの現況の把握」

である。

〔内容および成果〕

　本年度は，米国���，���と我が国の調査を中心に

既存のモデルの文献レヴューを行い，曝露－影響モデル

の現況を把握し，課題の探索に努めた。

　（概要）大気汚染物質の健康影響評価の核心部分である

暴露－影響関係の評価は，対象人口集団の構成要素（個

人）に対する暴露と影響の精度をどう確保するかにつき

る。この情報の不確定さが関係評価を偏らせる可能性が

ある。

　暴露評価については，大気汚染の空間的・時間的変動

と人の行動とにより，本質的に推定に不確定さが伴う。

暴露推定には屋外濃度と屋内濃度を含めた人の生活空間

での濃度を評価する必要がある。屋外濃度については，

発生原モデルによる方法と測定値をもとに推定する統計

モデルによる方法がある。前者は，大気汚染の拡散モデ

ルと発生源データから屋外の濃度を把握するものであ

り，後者は大気常時監視データの補間をもちいるが，い

ずれも精度を確保するのに解決すべき点は多い。さら

に，人の生活空間となると，長期にわたっての自宅，職

場などの濃度と人の行動に依存するので，短期的な事例

研究の域をでることは原理的に難しい。

　個人のレベルで暴露と影響指標とが対応すればベスト

だが，多くは集団を地域，職業，年齢などで層別したサ

ブ集団レベルで，暴露と影響指標を対応させることにな

る。

　以上のデータから暴露―影響の関連を導く際の問題の

うち，暴露情報が個人のレベルでも集団のレベルでも不

確定さもつことに起因して，暴露―影響関係を偏って評

価する危険性を含んでいる。この偏りを避けるため，統

計的手法による対応の可能性について検討した。２年目

以降に実データによる適用を計画している。

　（課題）暴露－影響関係の評価方法の研究では，方法論

を実データへの適用する段階になると極めて困難にな
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る。

　第一に，データを得るための暴露調査や影響調査は新

たに行うには多額の費用と時間を要するため容易でな

い。

　新たに調査を起こさないで利用可能な情報は，定期的

にまとめられる既存の統計データとしては，唯一，暴露

関連情報の大気常時監視データがあり，これは公開され

ている。しかし，健康影響データについて一般の研究者

がアクセスできるものは事実上皆無に近い。

　過去の個別調査については，暴露，影響ともにデータ

は事実上アクセスできない。国民の健康に関連した問題

は最新の知見から常にオープンな議論ができることが望

ましいと考える。そのためには，国家予算で行ってすで

に解析が終了して結果が公表されている過去の暴露調査

や疫学調査については，個人情報を除くなどして，一定

条件下で原データを一般研究者が利用できるようにする

ことが重要と考える。

　このように，解析方法の研究を進める際の最大の課題

は影響データへのアクセスである。

〔備　考〕

（１４）建物・街区・都市・地域の各規模にまたがる熱環

境解析と環境共生都市の計画への応用

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０１��２６０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕一ノ瀬俊明（地球環境研究センター）

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕本研究では，従来のモデル計算の限界を超え

て，建物・街区・都市・地域の各規模をまたぐ解析を行

う手法を確立し，さらに都市計画的な手法への応用を行

う。一方で系統的な観測により，モデルの検証を行うと

ともに，観測に基づく都市気候図の作成を行う。これら

の研究を行うことによって，従来信頼度の低かった熱環

境解析の信頼度を向上させ，この領域の研究水準を向上

させるとともに，実際の環境共生都市の実現に向けての

都市計画手法の有効性を明らかにすることを目指す。具

体的には，建物の空調エネルギー消費の建物周辺熱環境

に対する依存性を求めると同時に，建物からの人工排

熱，建物内外の熱の出入りを街区規模のモデルまたは都

市・地域スケールのモデル（メソスケールモデル）に入

力することによって，建物における空調利用のフィード

バック効果を評価する。また，都市内の建物電子情報を

もとにして，未利用エネルギーの利用や地域冷暖房の利

用が有効な地域を特定し，これらシステムの導入に伴う

人工排熱量の変化を評価した上で気候モデルに入力す

る。一方，地域から都市，さらに街区までの幅広いス

ケールに対応する都市気候モデルを用いて，都市内の用

途地域計画，再開発，緑化などさまざまな規模の都市計

画上の方策が熱環境にいかなる影響をもたらすかを評価

する。これらのモデル計算の一方で，建物周辺，街区，

都市内公園などにおいて観測を行い，人間活動がもたら

す影響を把握し，モデル計算の検証に用いる。さらにこ

れらの観測計画から，都市内の都市気候マップを作成す

る。

〔内容および成果〕

　現在までに経常研究以外の研究予算を獲得できなかっ

たため，先行研究のレビューと，地方自治体における都

市熱環境改善施策の整理及び評価を行い，適用に当たっ

ての考え方と問題点を整理した。具体的には，日本の地

方自治体におけるヒートアイランド対策の体系化を目指

し，地方自治体でも実施可能な都市熱環境の調査手法，

都市熱環境の評価手法，現在知られているサーマルスト

レスの緩和手法，地方自治体における取り組み事例など

を取りまとめた。その結果，豊富なレビューにもとづい

て，平均風速には恵まれているが夏季の暑熱対策が長期

間必要（自然面の特徴），再開発をめぐる合意形成過程

の複雑さ（社会・制度面の特徴）等，日本における対策

の難しさが指摘された。また，都市熱環境を評価するた

めの指標づくり，個別のサーマルストレス緩和手法

（ヒートアイランド現象抑制対策手法）に関する情報の

収集・整理，それら個別手法に対する地方自治体への適

用可能性からみた評価を行い，「地方自治体向け対策マ

ニュアル・対策インベントリー」の作成を試み，わが国

の地方自治体におけるヒートアイランド対策のあり方を

論じた。

〔備　考〕

研究代表者：花木啓祐（東京大学）

共同研究機関：東京大学

共同研究者：研究代表者に同じ�

―�����―

国立環境研究所年報（平成１３年度）



（１５）山風が都市ヒートアイランドに及ぼす影響に関す

る研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０１��２６１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕一ノ瀬俊明（地球環境研究センター）

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕長野県長野市では夜間に山風が出現し，それ

がちょうど都市の中心部に吹きこんでいる。山風が出現

する気象条件は都市ヒートアイランドも出現する可能性

が十分あり，この山風により都市ヒートアイランドが緩

和されることが期待できる。ドイツでは山から流出する

冷気流を都市内に取り入れ，ヒートアイランドを緩和さ

せるという方法が都市計画に応用され，「風の道」と称

されている。このような取り組みは都市計画など自治体

レベルでのヒートアイランド緩和対策としては有効と考

えられるが，日本で実践されている例は少なく，特に長

野市のような内陸の盆地内に立地する都市では研究段階

から行われていない。そこで本研究では，山風の実態と

それが都市ヒートアイランドに及ぼす影響について気象

観測および数値シミュレーションにより明らかにし，山

風の都市ヒートアイランド緩和に及ぼす効果，すなわち

日本版「風の道」になりうるかどうか，についての検討

を行うことを目的とする。

〔内容および成果〕

　長野県長野市を研究対象地として，気象観測により山

風出現日における都市内の気温と風の水平分布および山

風の鉛直分布を明らかにし，都市内における山風の影響

範囲や山風自身の構造をまず解明する。そして，これら

のデータを元にした山風再現の数値シミュレーションを

実施し，その結果を観測データと照らし合わせてモデル

を確立し，このモデルにより山風の都市ヒートアイラン

ド緩和効果について検証を行う。本年度は，裾花川に

沿った山風の影響を受ける長野県庁屋上（地上４０�）

と，山風の影響を受けない徳間小学校屋上（地上１５�）

で風の観測（１０分間隔）を行った。長野県庁では，夜

間に裾花川の谷口の方向（ほぼ��）から，風速６���

前後の風が吹送してくる。このとき徳間小学校では風向

が安定せず，かつ風速は１���前後と非常に弱くなって

いる。２０時から４時までの間，両地点の風速差が３

���以上の日を山風日とし，２４例を抽出した。風速は

２２時頃にピークがあり，その差は約６���であった。

山風吹送時の風向は３００°�前後で比較的安定していた。

山風の開始・終了時刻を風向の急変でとらえると，１９時

に吹き始め，７時に終了するケースが多い。また，山風

吹送時における市街地の風のベクトルは裾花川の谷口か

ら南東方向に強風域が存在することを示していた。ま

た，ドイツで開発された数値モデルである��������

を長野市周辺地域に適用し，裾花川上流の山地斜面で形

成された冷気がどのように市街地へ到達するかを検討す

るための数値シミュレーションを行った。

〔備　考〕

研究代表者：浜田崇（長野県自然保護研究所）

共同研究機関：長野県自然保護研究所

共同研究者：研究代表者に同じ

（１６）高架道路によって覆蓋された沿道の大気汚染濃度

分布に関する研究

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０１０１��２１７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕上原　清（大気中微小粒子状物質（��２．５）�

・ディーゼル排気粒子（���）等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響評価プロジェクト

グループ）・若松伸司

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕高濃度の局所大気汚染が問題となっている道

路の多くは，その上部を高架道路に覆蓋された２重ある

いは３重構造になっている。頭上をふさぐ高架道路が自

然の通風を阻害し，高濃度の大気汚染の原因の一つとな

るであろうことは容易に推測される。しかし，建物と道

路からなる凹凸�ストリートキャニオン�内部の流れと

拡散は複雑で取り扱いが難しく，特に，高架道路の存在

影響に関する研究は国内・国外を問わず非常に少ない。

　本研究においては風洞実験によって，高架道路に覆蓋

されたストリートキャニオン内部の流れ場や濃度場を詳

しく調べ，１）高架道路によって道路空間内部の風がど

う変化するか　２）それによって沿道の高濃度出現位置

がどう変わるか　３）濃度の変化はどのくらいか，の３

点を明らかにすることである。
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〔内容および成果〕

　幹線道路上に高架道路が敷設されている地域の縮尺模

型を用いて風洞実験を行い，以下のことを明らかにし

た。

　１）高架道路の敷設影響には，高架が沿道上空を覆蓋

する影響と，高架道路を通行する車からの排気が加わる

影響の二通りがある。

　２）今回用いた市街地模型によって得られた範囲内で

は，高架道路に覆蓋された沿道で特に高濃度が生じやす

い傾向は認められなかった。それは，高架道路の両側を

背の高い建物が取り囲む条件下でも，建物間の道路に生

じる渦の強い下降流によって沿道の高濃度が道路の外に

押し出されるためであることがわかった。

　ただし，例えば，高架道路と両側の建物の高さがまっ

たく同じ場合や，強い逆転が生じているときには非常に

高い濃度が生じる可能性がある。この影響については実

験を継続中である。

　３）高架道路から排出された汚染ガスは，高い位置か

ら広く後背地に拡散するので周辺の市街地に対する影響

は小さい。道路内部では，高架道路上から発生した汚染

ガスは建物間に生じる強い渦によって道路上部に運ばれ

るため，高架下の沿道には回り込みにくい。

　このとき，高架道路に接する建物の壁面には新たな高

濃度汚染が生じる（従来の沿道で生じていた程度の濃

度）が，沿道の濃度は劇的に低下する。このことは，沿

道高濃度に関する一つの対策手法を示唆するものと考え

られる。

〔備　考〕

（１７）中国における都市大気汚染による健康影響と予防

対策に関する国際共同研究

〔区分名〕特別研究

〔研究課題コード〕０００２��０７３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕田村憲治（環境健康研究領域）・高野裕久・

� 小野雅司・新垣たずさ

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕近年中国の都市大気汚染には，工場排煙，地

域暖房用エネルギーセンターからの石炭燃焼排煙に自動

車排ガスによるものが加わっている。このため大都市に

おいても粒子状物質による大気汚染は著しく，重大な問

題となっている。住民の健康影響も顕在化しているとい

われているが，その実態については調査研究が始められ

たところである。

　そこで本国際共同研究は，中国の大都市をフィールド

として，①都市大気汚染の状況を大気中微小粒子

（��１０，��２．５）を中心に把握し，②こうした大気汚

染と地域住民の曝露実態との関係を個人曝露調査により

明らかにし，③呼吸器を中心とした慢性的および亜急性

的な大気汚染による健康影響の有無を明らかにすること

により，中国における都市大気汚染の健康影響に関する

予防対策に寄与することを目的にしている。

〔内容および成果〕

　本調査研究では，大気汚染の原因として工場排煙，暖

房用石炭燃焼排煙，自動車排ガスのいずれかを特徴とす

る大都市を各年度１都市ずつ対象とし，最終年度は初年

度の対象都市の再調査（経年変化の確認）とまとめを行

う。各対象都市には，大気汚染濃度レベルの異なる３調

査地区を設定し，以下の項目について調査し，比較検討

を行う。

　①大気中微小粒子については粒径別サンプラーを設置

し，主要な大気汚染ガスである���，���については

パッシブサンプラーを設置して年間の汚染濃度を評価す

るとともに，既存の環境測定資料を収集・解析すること

により年間の汚染状況を把握する。

　②成人を対象として，大気中微小粒子と���，���

に関して，居住家屋内外および個人曝露濃度を測定し，

地域の一般環境濃度と住民の曝露量との関係を明らかに

する。

　③小学生とその父母を対象に標準的な質問紙調査によ

り慢性的な呼吸器影響の有無を把握するとともに，学童

に対する都市暖房の亜急性の呼吸器への影響を把握する

ために冬期の暖房期間をはさむ約半年間のうちに同一児

童に対してスパイロメーターで肺機能の変化を明らかに

する。

　④粒径別に捕集した微小粒子を分析し，粒径，地域，

季節による微小粒子の有害性の評価を行う。

　さらに，⑤地域の社会経済状況，大気汚染発生源情報

などを収集・解析し，上記の知見を総合して予防対策に

寄与する情報を提供する。

　平成１２年度は中国側の共同研究グループとして中国

医科大学公共衛生学院孫貴範院長（遼寧省瀋陽市）を代

表として，同大学学校衛生保健科（保健センター），各
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対象都市の衛生防疫站に協力を依頼し，瀋陽市内に自動

車による大気汚染レベルが異なると思われる３調査地区

を選定した。

　本年度は，７月より瀋陽市内３地区の小学校内にロー

ボリウムアンダーセンサンプラーを設置して微小粒子濃

度の測定を開始した。石炭による都市暖房が始まる１１

月１日の直前に日本側研究者も現地に赴き，３地区の小

学生約１００人ずつに対する第１回目の肺機能検査を実施

した（以後同一児童に対して１２月，３月，５月の４回

実施）。１月には同じ３小学校において「父母会」の機

会に児童及び父母の呼吸器症状等に関する質問票調査

（計約１５００人）を実施し，現在データの入力，点検を継

続中である。また，１月には３地区住民各８人の微小粒

子個人曝露濃度，家屋内・外濃度調査を７日間ずつ実施

（５月に非暖房期の調査を予定）。調査は概ね計画通りに

進行してきたが，携帯用小型ポンプの騒音など，いくつ

か問題点が指摘された。３月に中国側スタッフ，所外共

同研究者が国環研に集まり，次年度以降の撫順市，錦州

市における調査実施方法の改善点等を討議した。試料の

秤量は一部終わっているが，成分分析等は次年度で実施

する。

〔備　考〕

共同研究者：孫　貴範（中国医科大学）

（１８）西日本地域を中心とした大気汚染の長期的なトレ

ンド解析

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０５��３００

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕若松伸司（大気中微小粒子状物質（��２．５）�

・ディーゼル排気粒子（���）等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響評価プロジェクト

グループ）・菅田誠治・宮下七重

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕日本の都市大気環境質の経年変化や地域特性

を正しく把握するためには，長期的なトレンド解析が必

要である。これを行うためには，日本の大気質境界濃度

の把握が不可欠であり，特に日本海並びに，西日本地域

の濃度変化の情報が必要となる。本研究においては，当

面は西日本を中心とした地域における光化学オキシダン

ト等の経年変化の解析を実施することを目的としてい

る。

〔内容および成果〕

　西日本を中心とした地域における光化学オキシダント

等の経年変化の解析を実施するために，トレンド分析手

法を統一し，地域間の比較評価を行う。

　本年度においては，地方自治体環境・公害研究機関と

の共同研究（�型共同研究）を実施しこれまで情報整備

が十分になされていなかった日本海並びに，西日本地域

の大気汚染常時監視データの収集解析の基礎的な検討を

行い，属性データや，記録フォーマット等の統一を図っ

た。これとともに，島根県にある国設松江測定局のデー

タ解析を実施し，オキシダント並びに湿性降下物である

ナイトレートが経年的に上昇傾向にあることを明らかに

した。平成１４年度以降は大気汚染常時監視データの収

集整備，統計的な解析を順次実施し広域的な大気汚染の

挙動を共同研究により把握する。

〔備　考〕

（１９）車載型機器による実走行時自動車排ガス計測・管

理システムの実証

〔区分名〕環境��環境技術

〔研究課題コード〕０１０２��３０２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕森口祐一（大気中微小粒子状物質（��２．５）�

・ディーゼル排気粒子（���）等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響評価プロジェクト

グループ）・近藤美則・松橋啓介・田邉　潔・

若松伸司・上原　清

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕自動車排ガス中の���（窒素酸化物），��

（粒子状物質），��（炭化水素）などの物質は，都市大

気汚染の主因であり，自動車排ガスによる都市・沿道の

大気汚染は，改善が遅れ，残された公害問題の最重要な

ものの一つである。一方，���（二酸化炭素）などの温

室効果ガスの発生源としても自動車排ガスの重要性が高

まりつつある。自動車排ガスに含まれるガス状，粒子状

の各種大気汚染物質の測定は，従来，主にシャシーダイ
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ナモ装置を用いて行われてきたが，特殊・大型・高価な

施設であり多くの車両について実測を行うのが困難なこ

と，実際の走行条件を完全にはシミュレートできないこ

となどの問題がある。これを補完・代替する手法として，

車載型の排ガス計測機器が実用化されれば，これを多く

の車両に搭載した実測調査が可能となり，現実の社会に

おける自動車の使用実態に即した，より的確な大気汚染

物質排出量の計測・監視が可能となる。一方，���（全

球測位システム）や自動車の制御系から得られる情報の

活用により，自動車の走行動態を計測・記録する技術も

急速に発展しつつあり，これを排ガス計測技術と組み合

せることにより，走行動態と排ガス量の関係を詳細に解

明することが可能となりつつある。

　そこで本研究では，シャシーダイナモ装置を補完・代

替する手法として，車載型の排ガス計測技術および走行

動態の計測技術を開発するとともに，この技術を用いて

走行動態と排ガス量の関係を解明し，自動車排ガス汚染

の改善に資する知見を提供することを目指す。

〔内容および成果〕

　本研究の全体計画では，（１）既に実用化レベルに達

しつつある車載型���計測装置および実用化に近いレ

ベルにある��，���，�����の車載型計測装置を用

いて，市街地実走行による計測を多数行うとともに，こ

の走行条件を模したシャシーダイナモ試験を行って結果

を相互比較し，必要な技術的改善を施すことで車載型計

測装置が十分な精度を持ちうることを実証する。（２）

こうした車載型排ガス計測技術を低コストで多数の車両

に適用可能なものとするため，実用化に近いレベルにあ

る簡易車載型���計測装置について，より精緻な計測

装置による測定との比較によって，その精度を検証す

る。また，簡易車載型��計測装置の技術開発を行い，

より精緻な計測装置による測定との比較によって，実用

化にあたっての問題点と実用化の可能性を明らかにす

る。（３）多くの車両に走行動態計測記録装置を搭載し

て連続測定を行い，速度や加速度等のエンジン側の情報

に加え，車間距離，運転者の視点等の運転状態の情報，

道路勾配，道路種別などの道路側の情報，トリップ長，

トリップ数などの自動車運行形態の情報を調査する。こ

れらの結果を車載型装置による排ガス測定データと組み

合せることによって，沿道局地汚染地区における排出実

態把握や地域の総排出量推定・排ガス削減計画の立案，

さらには運輸事業者等による排ガスの自主管理に資する

知見を得る。

　本年度は，まず，市街地走行調査による排ガス・走行

動態の計測および走行動態と排ガスの関係解析を行っ

た。５台の試験車両を選定し，高精度型および簡易型の

車載型���計測装置および走行動態記録装置を搭載し

て，東京都内（一般道路３コース，首都高速道路周回１

コース）及びつくば近郊（山岳路を含む４コース）にお

いて，１台当たり約１０日間，１日当たり３回（１回約

２時間）の実地走行調査を行い，多様な走行条件下での

走行動態，���排出量・燃費の計測を行った。現在，走

行動態と���排出量・燃費の関係解析を実施中である。

また，シャシーダイナモ施設において，上記の走行実験

に用いた車両を含む５台の車両について，試験モード走

行および市街地走行試験で得た実走行モードを再現した

条件下で，車載型���計測機器と，施設の高精度の排

ガス分析機器とによる並行測定を行い，両者の比較か

ら，車載機器の精度の検証と改善点の検討を行った。ま

た，コールドスタートや湿度変化などの影響について，

車載機器による計測可能性を検討した。

〔備　考〕

共同研究機関：東京都環境科学研究所・慶応義塾大学・

中央大学・㈱堀場製作所・㈱数理計画

（２０）微小粒子状物質等曝露影響調査（解析調査）業務

〔区分名〕環境��委託請負

〔研究課題コード〕０１０１��３０３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕新田裕史（大気中微小粒子状物質（��２．５）�

・ディーゼル排気粒子（���）等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響評価プロジェクト

グループ）・小野雅司・田村憲治

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕浮遊粒子状物質（���）については，従来

より環境基準を設定し，その健康影響および大気中濃度

に関する知見を体系的に収集してきたところであるが，

近年，���のうちでも特に粒径の小さい部分で人為的

発生源からの寄与割合の多い粒子（微小粒子状物質）に

よる呼吸器症状等の健康影響が懸念されている。このこ

とから，環境省では長期の疫学調査を実施し，一般大気
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環境における微小粒子状物質の曝露量と健康影響との関

連性を明らかにすることになっている。

〔内容および成果〕

（１）呼吸器症状に関する長期疫学調査データの整理

微小粒子状物質等曝露影響調査（長期疫学調査）で得ら

れた呼吸器症状等に関する質問票を電算入力し，質問票

への記入状況の点検を行った。

（２）沿道・非沿道の判断アプリケーションの開発

　地理情報システムを援用して，疫学調査実施地域の対

象者住所を，微小粒子状物質に含まれるディーゼル排気

微粒子の曝露の観点から，沿道と非沿道に選別するため

検討を行い，データベース化した。

（３）微小粒子状物質濃度測定データの収集，整理

　疫学調査対象地域における浮遊粒子状物質，窒素酸化

物等の大気汚染物質および人口動態，交通・運輸，社会

経済動向等のデータを収集した。

　さらに，（１）で整理した調査データについて，呼吸

器症状の罹患状況を集計し，（２）（３）の得られたデー

タと合わせたデータ解析を開始した。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野５．１（４）にも関連

（２１）環太平洋地域の巨大都市地域における大気環境比

較研究

〔区分名〕文科��振興調整

〔研究課題コード〕０１０２��３０１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕若松伸司（大気中微小粒子状物質（��２．５）�

・ディーゼル排気粒子（���）等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響評価プロジェクト

グループ）・畠山史郎・菅田誠治・長谷川就一

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕日本の都市大気環境質を把握するためには日

本の大気質境界濃度の把握が不可欠であり，中国との共

同観測・解析が必要となる。また，発生源，都市構造，

気象条件などの違いが都市大気汚染に及ぼす影響を比較

評価し，それぞれの都市の特徴を浮き彫りにするために

は都市比較研究が役に立つ。本研究においては，環太平

洋地域の大都市の大気汚染を出来るだけ同一のサンプリ

ング方法，分析方法，解析手法を用いて比較評価するこ

とを目的とする。

〔内容および成果〕

　本年度においては，有機炭素成分と元素状炭素成分の

測定手法の検討を行い，炭素成分の比較研究に関する基

礎検討を終え，この技術をメキシコに移転するととも

に，チリとの研究交流を実施し環太平洋の大都市地域に

おける環境動態の比較評価研究の準備を整えた。また中

国との航空機を用いた観測データの収集と解析に関する

検討を実施した。平成�４年度はフィールド観測とデー

タ解析を実施し研究成果を取りまとめる。

〔備　考〕

（２２）自動車からの大気汚染物質発生量推定と大気環境

質に及ぼす影響評価に関する研究

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３１７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕若松伸司（大気中微小粒子状物質（��２．５）�

・ディーゼル排気粒子（���）等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響評価プロジェクト

グループ）・森口祐一・上原　清・田邉　潔・

櫻井健郎・松橋啓介

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕

〔内容および成果〕

　本研究では自動車からの���を中心とした大気汚染

物質発生量を推定するため，トンネル調査等を用いて，

実走行状態でのエミッションファクターの検討を行い，

走行状態や車種構成の違いによる特徴を比較，評価す

る。

　首都圏の都市域の高速自動車道のトンネルにおいて，

３８の揮発性有機化合物について，濃度，換気量，通過

交通量の調査結果を解析し，総交通量，および大型車と

小型車とのそれぞれについて，排出係数を求めた。

　総交通量に対する排出係数が大きかったのはホルムア

ルデヒド，トルエン，イソペンタンの順であった。大型

車，小型車別での排出係数が大きかったのは大型車のホ

ルムアルデヒド，大型車のプロピレン，小型車のトルエ

ンの順であった。

　また，前年度末に新たに一般道路のトンネルにおいて
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行った調査について，汚染物質濃度測定データの整理を

行うとともに，当日の交通状況を二地点で撮影したビデ

オから八区分の車種構成および走行速度の読み取りを行

い，常設のトラフィックカウンターによる三車種区分交

通量と比較した。

〔備　考〕

共同研究者：石井康一郎・星　純也（東京都環境科学研

究所）

（２３）山風が都市ヒートアイランドに及ぼす影響に関す

る研究

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３１８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕一ノ瀬俊明（地球環境研究センター）

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕長野県長野市では夜間に山風が出現し，それ

がちょうど都市の中心部に吹きこんでいる。山風が出現

する気象条件は都市ヒートアイランドも出現する可能性

が十分あり，この山風により都市ヒートアイランドが緩

和されることが期待できる。ドイツでは山から流出する

冷気流を都市内に取り入れ，ヒートアイランドを緩和さ

せるという方法が都市計画に応用され，「風の道」と称

されている。このような取り組みは都市計画など自治体

レベルでのヒートアイランド緩和対策としては有効と考

えられるが，日本で実践されている例は少なく，特に長

野市のような内陸の盆地内に立地する都市では研究段階

から行われていない。そこで本研究では，山風の実態と

それが都市ヒートアイランドに及ぼす影響について気象

観測および数値シミュレーションにより明らかにし，山

風の都市ヒートアイランド緩和に及ぼす効果，すなわち

日本版「風の道」になりうるかどうか，についての検討

を行うことを目的とする。

〔内容および成果〕

　長野県長野市を研究対象地として，気象観測により山

風出現日における都市内の気温と風の水平分布および山

風の鉛直分布を明らかにし，都市内における山風の影響

範囲や山風自身の構造をまず解明する。そして，これら

のデータを基にした山風再現の数値シミュレーションを

実施し，その結果を観測データと照らし合わせてモデル

を確立し，このモデルにより山風の都市ヒートアイラン

ド緩和効果について検証を行う。本年度は，裾花川に

沿った山風の影響を受ける長野県庁屋上（地上４０�）

と，山風の影響を受けない徳間小学校屋上（地上１５�）

で風の観測（１０分間隔）を行った。長野県庁では，夜

間に裾花川の谷口の方向（ほぼ��）から，風速６���

前後の風が吹送してくる。このとき徳間小学校では風向

が安定せず，かつ風速は１���前後と非常に弱くなっ

ている。２０時から４時までの間，両地点の風速差が３

���以上の日を山風日とし，２４例を抽出した。風速は

２２時頃にピークがあり，その差は約６���であった。

山風吹送時の風向は３００°�前後で比較的安定していた。

山風の開始・終了時刻を風向の急変でとらえると，１９時

に吹き始め，７時に終了するケースが多い。また，山風

吹送時における市街地の風のベクトルは裾花川の谷口か

ら南東方向に強風域が存在することを示していた。ま

た，ドイツで開発された数値モデルである��������

を長野市周辺地域に適用し，裾花川上流の山地斜面で形

成された冷気がどのように市街地へ到達するかを検討す

るための数値シミュレーションを行った。

〔備　考〕

研究代表者：浜田崇（長野県自然保護研究所）

共同研究機関：長野県自然保護研究所

共同研究者：研究代表者に同じ

（２４）道路沿道の局地���高濃度汚染とその対策に関

する研究

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３１９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕上原　清（大気中微小粒子状物質（��２．５）�

・ディーゼル排気粒子（���）等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響評価プロジェクト

グループ）・若松伸司

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕幹線道路周辺に生じる局所的な高濃度大気汚

染と道路周辺の建造物（特に道路を覆蓋する高架道路）

との関連をについて調べることを目的としている。

〔内容および成果〕

　局所的な高濃度が生じていると考えられる自動車排ガ

ス測定局を選定し，周辺の大気汚染濃度分布を把握する

ための野外観測を実施した。その結果，沿道の大気汚染
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濃度分布は上空の風の向きによって大きく変化すること

を確認した。

　また，市街地を単純な形状のブロック模型で置き換え

た風洞実験を行い，沿道建物の配置状況や高架道路の敷

設状況によって道路内部の気流や大気汚染物質の分布が

大きく変化することを明らかにした。

〔備　考〕

共同研究者：池澤　正・吉村　陽（兵庫県公害研究所）

（２５）環境変化が人の健康に及ぼす影響解明に関する疫

学的研究（再掲）

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��０７１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕小野雅司（環境健康研究領域）・田村憲治・

� 新垣たずさ

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕

〔内容および成果〕

〔備　考〕

再掲Ⅳ．３．５（６）

５．２　酸性雨等の長距離越境大気汚染とその影

響に関する研究

（１）大陸規模広域大気汚染に関する国際共同研究

〔区分名〕特別研究

〔研究課題コード〕０１０５��１０８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕畠山史郎（大気圏環境研究領域）・中根英昭・

村野健太郎・酒巻史郎・高見昭憲・谷本浩志・

菅田誠治・杉本伸夫・松井一郎・清水　厚・

甲斐沼美紀子・西川雅高

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕中国の中南部四川盆地から杭州湾にかけての

領域は広大な平野とそこを流れる長江を有し，両端には

成都，重慶と上海，杭州，中間にも武漢などの大都市を

抱えて，人口も多く，排出された大気汚染物質のやりと

りにより，自然環境や農作物，文化財・遺跡を含む建造

物，さらには人間の健康に対して多大の影響が加えられ

ているものと考えられる。成都・重慶と上海・杭州の間

の距離は１，５００��にもおよび，そのスケールはまさに

大陸規模である。国内問題といえども，グローバルな視

点からの取り組みが必要な所以である。また中国では現

在もエネルギーの８０％近くを石炭に頼っており，硫黄

酸化物系の大気汚染が深刻であるが，経済発展とともに

自動車の数も飛躍的に増加し，窒素酸化物を主因とする

光化学大気汚染の深刻化も懸念されており，両者を含む

大気汚染現象の解明とその将来予測に基づく大陸規模の

広域大気汚染の管理・制御は緊急に着手すべき問題であ

る。

　従来の我が国における広域大気汚染の研究は高々関東

平野くらいのスケール（～２００��）のものであった。

また大陸規模の大気汚染に関する研究は北米や欧州等の

冷涼な地域のものがあるが，温暖・多湿な地域における

研究はこれまでにない。東アジアでは人口の密集，温

暖・多湿な気候，モンスーンの存在，硫黄酸化物がまだ

多い中での窒素酸化物放出量の上昇など，北米・欧州と

は大きな違いがあり，地域の特性を考慮した解析が必要

である。今後インドや東南アジアなど高温下での広域大

気汚染が懸念される地域にも適用することを考える上

で，この地域での研究は不可欠である。

　本研究では，現在の中国で問題となっている硫黄酸化

物系の大気汚染と，今後益々重要となってくるものと予

想される窒素酸化物・光化学大気汚染系の大気汚染が混

在する広域の大気汚染を観測，モデルの分野から研究

し，中国をフィールドとした共同研究から，今後インド

や東南アジアにおいても問題化すると予想される大陸規

模の広域大気汚染の現象を解明し，その管理・制御に資

することを目的とする。

〔内容および成果〕

　本研究プロジェクトは中国中南部におけるいくつかの

サイトにおける地上観測により四川盆地－杭州湾地域間

の大気汚染の実態を把握し，大陸規模の地域モデルを用

いて広域大気汚染の実態を解明する。モデルに組み込ま

れる発生源インベントリーを詳細に作成して，さらにこ

れの社会経済モデルによる将来予測をおこない，地域モ

デルにフィードバックして様々な発生源の変化に基づく

広域大気汚染の将来像を描く。これから，大陸規模の広

域大気汚染に対する管理・制御の手法を提言する。この

ため，本研究は以下の３つのサブテーマ，（１）四川盆

地－杭州湾地域間の大気汚染物質の輸送に関する野外観

測（２）大陸規模のモデルによる広域大気汚染の解明
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（３）社会経済モデルを基にした発生源インベントリー

とその将来予測によって構成される。

　各課題の主要な研究テーマは

　１）四川盆地－杭州湾地域間の大気汚染物質の輸送に

関する野外観測：重慶・成都付近と杭州湾島嶼および武

漢付近で地上でのガス・エアロゾル観測を行い，またラ

イダー観測によってエアロゾルの鉛直分布，混合層高度

を測定する。この観測により，これまで十分な観測デー

タの得られていない中国中南部の大気汚染状況を把握

し，モデルの検証にも資する。

　２）大陸規模のモデルによる広域大気汚染の解明：大

陸規模の気象モデル，化学輸送モデルによって対象地域

の物質輸送，化学変化過程を明らかにする。また欧米で

のモデルによる解析との比較より，モンスーンの存在・

高温多湿な気候・地形の違い等に基づくアジア地域の特

殊性を抽出し，この地域に適した対策の提言に資する。

　３）社会経済モデルを基にした発生源インベントリー

とその将来予測：中国国内の従来のものよりメッシュの

細かい詳細な発生源インベントリー（���，���，炭化

水素）を作成する。また発生源の解析と発生量の将来予

測を行い，当該地域に予想される将来の大気汚染物質の

発生量を推定して，削減のためのシナリオを描く。

　本年度の成果として，観測では，中国環境科学研究院

の研究者と調整の上，地上観測は平成１４年度より夏季

に四川省峨眉山，武漢市武当山，浙江省泗礁島（上海付

近）の３カ所で観測を行うことに合意した。また航空機

観測は本年度末に冬季ではあるが，広東省珠海から山東

省青島までの沿岸部上空で行った。中国との共同研究に

より中国本土上空で航空機観測が行われたのはこれが初

めてである。また可搬性の高い小型のライダーを開発

し，中国においてのエアロゾル空間分布の詳細な観測が

可能となった。

　一方，大陸規模の広域大気汚染の現象を解明し，環境

改善施策を検討するための大陸規模の輸送モデルの入力

データとして，アジア地域・ロシア共和国を対象として，

���と���の１９９５年排出強度分布地図を作成した。中

国，インド，韓国については，比較的詳細な排出源デー

タをもとに排出強度計算を行った。中国については，

２４１３市別���，���排出データをもとに，インドにつ

いては，４６５県別���，���排出データを，韓国につい

ては，２３６市郡別排出データをもとに排出強度計算を

行った。その他の東アジア各国，東南アジア，南アジ

ア，中央アジア，ロシア共和国については，国別���，

���排出データをもとに，排出強度の算定を行った。

行政区界については，いくつかの境界図を併用したため

に，若干ながら複数の排出強度推定値を持つグリッドが

存在する。その場合には，韓国，インド，中国，国別ア

ジア全域の順に推計値を採用した。分布図作成にあたっ

ては，２分３０秒メッシュで計算を行ったが，最終図は

０．５度メッシュに集計した。アジア地域の���排出量の

約半分が１９９５年において中国から排出されていると推

計され，また，局所的な濃度もかなり高い地域が多い。

　近年の統計では，１９９８年までの中国における���排

出量は減少傾向にあったが，２０００年以降増加すると予

想され，その対策は急務である。���排出量は所得があ

る一定水準より増えると環境対策への投資が進み減少す

ると言われている。日本等の���対策が進んだ国の実績

から判断すると，中国においては，２０１５年ごろ対策が

進み，それ以降���濃度が大幅に減少すると予想される

が，減少時期を早め，あるいは局所的高濃度を下げるた

めには早い時期に積極的な対策が必要とされている。

〔備　考〕

共同研究機関：中国環境科学研究院大気科学研究所

共同研究者：王　　�（環境科学研究院大気科学研究所）

（２）大気の酸化能と温室効果ガスの消滅過程をコント

ロールする反応性大気微量気体の大気質へのインパ

クトに関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��８

〔研究課題コード〕９９０１��１０９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕畠山史郎（大気圏環境研究領域）・谷本浩志・

今村隆史・酒巻史郎・佐藤　圭・高見昭憲・

猪俣　敏・���������	�
���������
�

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕東アジアは現在世界でも有数の大気汚染物質

放出地域であり，ここからの大気汚染物質の流出が，東

アジア・北西太平洋地域の大気環境に大きな影響を及ぼ

しているだけではなく，地球温暖化物質の面からも酸性

雨原因物質の面からも，いまや世界の大気環境に重大な

インパクトを与えている。この地域の大気の特徴は，莫

大な人為起源大気汚染物質とともに自然起源汚染質（た

とえば天然炭化水素等）も高い割合で含まれているこ
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と，寒帯から熱帯までの広い気候領域が含まれているこ

と，硫黄酸化物系汚染質の寄与が大きいこと，窒素酸化

物系汚染質の寄与が増大していること，黄砂のような不

均一反応の場となるエアロゾル粒子の輸送があることな

どであり，欧米とは異なるこの地域特有の化学過程が存

在する。このような，地域特有の化学過程はその重要性

にもかかわらず，まだほとんど研究されていない。本研

究ではこのような大気反応のプロセスを明らかにするこ

とを第一の目的とする。一方，アジア地域においても対

流圏オゾンの濃度の増加や，酸性雨地域の拡大など大気

の酸化能の増大は顕著であり，これと連動して反応性の

大気微量成分の分布にも大きな変化があるものと予想さ

れる。前記のような窒素酸化物系汚染質の増加は特に大

気化学過程に大きな影響を与えるものであり，これとオ

ゾンの空間分布をとらえることは対流圏大気化学全般に

とっても非常に重要である。このようなアジア大陸及び

太平洋の気団の影響をとらえて，特に対流圏オゾンの変

動から大気の酸化能の変化を明らかにすることを第二の

目的とする。

〔内容および成果〕

　上記のような観点から，東アジア・北西太平洋地域に

特有の大気化学過程を解明し，対流圏大気環境の現状を

把握することは緊急の必要性を持っている。このため次

のような研究を行ってきた。

（１）大気の酸性能など大気化学過程を支配する最も重

要な���化学種の生成過程，大気中での変質過程，及

び除去過程を明らかにする。特に，今後深刻化すると懸

念される熱帯地域での光化学大気汚染現象を予測する。

黄砂や天然炭化水素の影響の大きいアジア地域の特性か

ら，芳香族炭化水素や天然炭化水素の光化学反応機構の

検討，海洋に由来する有機硫黄化合物からのエアロゾル

生成などついて研究する。

（２）大気の酸化能を支配する���化学種と，その大

気化学反応によって生成し，重要な酸化性物質でありか

つ温室効果ガスである対流圏オゾンの分布を明らかにす

るため全���，オゾンおよびエアロゾルを低汚染地域

で測定する。特に沖縄は大陸の影響と海洋性気団の影響

を季節別に示す典型的な所であり，東アジア��北西太平

洋地域の大気の酸化能の変動をとらえることができる。

　本年度の成果としては，（１）近年大気中で高い濃度

のメチルブテンオール（���２３２）の存在が報告され，

新たな植物起源の有機化合物として注目されている。も

し���２３２が低・中緯度域でも植生から多く放出され

ているのであれば，その大気質への影響を評価する上

で，１）光化学オゾン生成　２）光酸化生成物　３）エア

ロゾル生成に関する情報は不可欠である。そこで，以上

３点に注目して主要な植物起源炭化水素であるイソプレ

ンとの比較から，���２３２の光化学反応について調べ

た。実験には内容積６���の大型光化学反応チャンバー

を用いた。���２３２の大気寿命を見積もるため，��

ラジカルとの反応速度定数を相対法を用いて測定した結

果，７×１０������������������������と決定され，主として

日中に放出される���２３２の大部分は��ラジカルと

の反応によって消失されることがわかった。��ラジカ

ル反応で開始される���２３２の光酸化による光化学オ

ゾン生成に関して，���２３２のオゾン生成ポテンシャ

ルはイソプレンに比べ約１．３倍であると決定された。

���２３２の大気寿命はイソプレンと同様短いことから，

���２３２の放出量が多ければ光化学オゾン生成に重要

であることがわかった。���２３２の主要な光酸化生成

物としてはアセトン，ホルムアルデヒド，グリコールア

ルデヒドが同定された。特に，近年大気中での��ラジ

カルソースとしてその重要性が注目されているアセトン

の生成収率は約５０％と高いことがわかった。このこと

は，���２３２の光酸化は上部対流圏などでの��ラジ

カル生成に影響を及ぼす可能性があることを示唆してい

る。一方光化学エアロゾル生成に関しては，同じ�５

の化合物であるイソプレンと比べてもその生成収率は低

いことがわかった。また，エアロゾル生成が主としてオ

ゾン反応によっていることも明らかになった。

���２３２の消失が主として��ラジカル反応であるこ

と，イソプレンが大気中での有機エアロゾル生成には大

きな寄与を与えていないと考えられていることから，有

機エアロゾル生成には���２３２はほとんど寄与しない

ことがわかった。

（３）炭化水素類の自動連続測定システムを構築し，沖

縄本島最北端の辺戸岬近傍で平成１２年３月より平成１４

年３月までその連続測定を実施した。大気の採取・分析

は２～４時間ごとに行い，また１日に１回，標準ガスを

分析することにより定量精度の保持に努めた。測定した

炭素数が２～４の炭化水素類は冬季の１～２月に濃度が

極大を示し，夏季の６～８月に極小を示す大きな季節変

動を示した。この季節変動は季節による大気の光化学活

性の違いと支配大気の清浄度の違いを反映した結果で
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あった。また特に春及び秋には濃度の高低が数日の間隔

で周期的に現れていることが認められたが，流入大気の

後方流跡線解析からも汚染度の異なる大気が交互に入り

込んできている結果を反映しているものであることがわ

かった。後方流跡線解析から辺戸岬への流入大気と炭化

水素類の濃度との相関を調べたところ，北から西方面の

大陸性空気が流入したときに高濃度となり，東から南に

かけての太平洋方面からの海洋性空気が流入してときに

は低濃度となっていることがわかった。

〔備　考〕

共同研究者：鷲田伸明（京都大学）・坂東　博（大阪府立

大学）

（３）東アジア地域の大気汚染物質発生・沈着マトリッ

クス作成と国際共同観測に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　Ｃ�１

〔研究課題コード〕９９０１��１０４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕村野健太郎（大気圏環境研究領域）・

� 畠山史郎・向井人史・酒巻史郎

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕アジア大陸から日本への越境大気汚染の定量

化が研究目標である。そのためには大気汚染物質（硫黄

酸化物，窒素酸化物，アンモニア，揮発性炭化水素）の

発生量マップの作成が必須である。降水，雲物理過程を

含む大気汚染物質の発生，輸送，変質，沈着モデルの開

発と同時に，このモデルを１度×１度グリッド別の発

生・沈着関係（����型発生・沈着関係）にすることが，

定量的に越境大気汚染を記述することになる。また中国

国内，日本における大気汚染，酸性雨の実体把握と同時

に，大気汚染物質の発生，輸送，変質，沈着モデル検証

のための大気汚染物質（硫黄酸化物，窒素酸化物，アン

モニア，揮発性炭化水素，エアロゾル）の観測データを

複数地点で取得する。

〔内容および成果〕

　沖縄本島最北端の辺戸岬において，酸性・酸化性物質

の動態解明のために降水・降下物，オゾン及びエアロゾ

ル成分について検討した。本年度の降水・降下物の��

は４．５～７．１に分布し，年平均値は５．２で前年度（５．４）

に比べ僅かに低い値を示した。また，オゾン濃度は１．２

～８７����の範囲に分布し，年平均値は３８����で前年

度（３７����）に僅かに高い値を示した。しかし，何れ

の年平均値の増加も東アジア領域の気象要因との作用が

考えられた。例年，沖縄において季節風の影響を受ける

秋から春にかけて降水・降下物中の酸性物質及びオゾン

濃度が増加することから，主として移動性高気圧の影響

を受ける１０月から１１月にかけてエアロゾル中の硝酸イ

オンとオゾン濃度との関連を検討した。硝酸イオン及び

オゾン濃度に�＝０．６８（�＝４５）の相関関係が見られ，

東アジア領域からの長距離輸送が考えられた。

　越境汚染把握のために，日本海側に面した福井県の越

前岬で冬季に大気汚染物質の短期観測を行った。兵庫県

の日本海側に位置する清浄地域である畑上において冬季

に集中的に，４段ろ紙法を用いて大気汚染物質分布変化

に関する調査を実施した。

　中部山岳地域の八方尾根（標高１８５０�）と麓の白馬

村の（標高８３０�）の２カ所で降水とガス・エアロゾル

を同時に採取し，ウオッシュアウトによる大気から降水

への物質の取り込み過程を調査した。観測は２００１年６

月から７月にかけて行い，５回の降雨を採取した。しか

し，降水中の���
��
�濃度は約１０００�落下する過程で平均

０．２８����増加し，これらはウオッシュアウトによる取

り込みであると考えられた。���
��の取り込みに対する

ウオッシュアウトの寄与は平均３３％であり，この値は

向井らが中国山地で得た０．３５とほぼ同じ値であった。

���
��の洗浄比は幾何平均値が４１５であり，向井らが九

州で得た４５０とほぼ同じ値であった。

　東アジア地域を対象とした長距離大気輸送モデルに投

入するための総合的な大気汚染物質発生源インベント

リーの開発を行ってきた。本研究は，���，���，

�����，���に関する人為発生源・自然発生源からの

排出量を十分な精度のグリッド排出量として把握するこ

とを課題としており，前年度まで，最大の排出国である

中国を主対象として段階的なデータベース構築に取り組

んできた。

　���に関して中国，台湾，韓国，北朝鮮，モンゴルに

おける家畜排泄物由来の排出量，化学肥料の施肥による

排出量，バイオマス燃焼による排出量，人の発汗による

排出量を推計した。���に関しては，既に１９９０年を対

象とした����の全球１度グリッド排出データセットが

あるが，本研究では，その後の農業活動の変化を取り入

れ１９９５年における１度グリッド排出データベースを構

築した。また，���，���，�����の人為起源排出に
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関して，１９９５年における各国・地域の発生源データベー

スを構築した。韓国・台湾については，政府推計による

排出量を基礎資料としたが，中国についてはエネルギー

消費・生産活動に関する政府統計を基礎資料として，こ

れまでに得られている排出係数に関する知見をとりいれ

た推計を行った。

　これらの研究結果により，以下のような大気汚染物質

発生源インベントリーを構築することができた。

　○対象物質：���，���，�����，���

　○対象地域：中国，韓国，北朝鮮，台湾，モンゴル，

　　　　　　　日本

　○空間分解能：緯度経度１度グリッド

　○時間分解能：年間値（植物起源�����について

　　　　　　　　は月別・昼夜別推計値）

　○推計年：１９９５年

　以上のインベントリーデータおよびドキュメントは

������に収録されており，内外の研究者が利用可能

である。

　シミュレーションモデルを使って，東アジアにおける

既存のモデル研究よりも詳細（５０区分）なソース・リセ

プター解析（発生・沈着マトリックス）を行った。１９９９

年１月１５日から２月１５日におけるソース・リセプター

解析によると，対象領域である東アジアを５０に区分し，

そのそれぞれの区分から排出される硫黄酸化物を区別し

てシミュレーションすることによってソース・リセプ

ター用シミュレーションとした。ソース・リセプター解

析の結果，日本に沈着した硫黄酸化物の約７８％が国外

で発生したものであるという結果になった。また，東ア

ジアで最も硫黄酸化物を排出する中国のなかでも日本に

沈着する割合は異なり，多い地域と少ない地域では約３

倍もの開きがあった。

　１９９５年７月と１２月の１カ月間のソース・リセプター

解析の結果によると，７月における火山などの国内の寄

与が約６４％，１２月における国内の寄与が約２０％と，季

節によって寄与が大きく異なった。７月においては西日

本で特に火山の寄与が大きく，中国からの寄与は華東

（上海，青島周辺）の寄与が大きい。一方，１２月におい

ては国内の寄与は小さく，中国からの寄与は東北（大

連，ハルビン周辺）の寄与が大きくなっている。中国か

らの寄与はその時期の季節風の影響を強く受けている結

果となった。そのなかでも，華北（北京，太原周辺）か

らの寄与は７月，１２月ともにおおきくなっている。大

陸からの寄与を大きく受けると思われる日本海側の地域

は，７月と１２月で沈着量はさほど変わらなかったもの

の，その発生源割合は大きく変わった。

〔備　考〕

共同研究者：鹿角孝男（長野県衛生公害研究所）

� 金城義勝（沖縄県衛生環境研究所）

� 平木隆年（兵庫県立公害研究所）

� 外岡　豊（埼玉大学）

� 神成陽容（計量計画研究所）

� 大原利眞（静岡大学）

（４）山岳地域における酸性および酸化性物質の輸送と

沈着に関する研究

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３２０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕村野健太郎（大気圏環境研究領域）・畠山史郎

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕長距離輸送の影響を受けやすいリモートな地

点である中部山岳地域の八方尾根において浮遊粒子状物

質（���）の長期観測を行い，硫酸塩エアロゾルの経

年変化について検討を行う。

〔内容および成果〕

　大気中の���
���濃度には低下傾向が見られたが，この

結果から中国大陸からの硫黄化合物輸送量が減少したと

結論づけることはできない。���
���の湿性沈着量は増加

傾向を示したが降水量の増加による影響が大であると考

えられること，都市部の���
���沈着量は横這い傾向で

あったことを考慮すると，１９９０年代において中国大陸

における硫黄化合物発生量の増加が本州中央部の���
���

沈着量の増加をもたらした形跡はなかったものと考えら

れる。しかし，八方尾根においては降水量の増加による

ものとは言え���
���湿性沈着量の増加傾向が確認され

た。

〔備　考〕

共同研究者：鹿角孝男（長野県衛生公害研究所）�
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（５）九州南部（奄美大島・鹿児島等）地域における酸

性，酸化性物質等の動態の解析に関する研究

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３２１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕村野健太郎（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕九州南部（奄美大島・鹿児島等）地域におけ

る酸性，酸化性物質等の動態の解析を行うために，化学

組成データの解析を行う。

〔内容および成果〕

　東アジア地域の大気汚染物質発生・沈着マトリックス

作成と国際共同観測に関する研究の一環として，これま

で，鹿児島県西方の甑島で行ってきたエアロゾル地上観

測のデータ解析を，黄砂現象の有無とからめて行った。

〔備　考〕

共同研究者：赤塚正明（鹿児島県環境保健センター）

� 松留道雄（鹿児島県環境保健センター）

（６）辺戸岬地上観測施設における環境酸性化物質の物

質収支に関する研究

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３２２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕村野健太郎（大気圏環境研究領域）・畠山史郎

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕沖縄は大気汚染物質の発生地域から離れてお

り，大気汚染物質濃度は低いと考えられていたが，我々

の観測によるとアジア大陸から長距離輸送された大気汚

染が観測される。また，夏季には清浄な海洋性気団に覆

われて大気汚染はない。東アジアの大気汚染物質の長距

離輸送の観測のために沖縄辺戸岬の観測所においてオゾ

ンとエアロゾルの観測を行う。

〔内容および成果〕

　本年度の降水・降下物の��は４．５～７．１に分布し，

年平均値は５．２で前年度（５．４）に比べ僅かに低い値を

示した。また，オゾン濃度は１．２～８７����の範囲に分

布し，年平均値は３８����で前年度（３７����）に僅か

に高い値を示した。例年，沖縄において季節風の影響を

受ける秋から春にかけて降水・降下物中の酸性物質及び

オゾン濃度が増加することから，主として移動性高気圧

の影響を受ける１０月から１１月にかけてエアロゾル中の

硝酸イオンとオゾン濃度との関連を検討した。硝酸イオ

ン及びオゾン濃度に�＝０．６８（�＝４５）の相関関係が見

られ，東アジア領域からの長距離輸送が考えられた。

〔備　考〕

共同研究者：金城義勝（沖縄県衛生環境研究所）

　酸性・酸化性物質に係る陸域生態系の衰退現象

の定量的解析に関する研究

（７）陸域生態系衰退地域における酸性沈着の実体とモ

ニタリング手法に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��４

〔研究課題コード〕９９０１��２２１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕福山　力（大気中微小粒子状物質（��２．５）�

・ディーゼル排気粒子（���）等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響評価プロジェクト

グループ）・畠山史郎・内山政弘

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕大気汚染によって森林被害が現れていると見

られる山岳地域（北関東など）においてオゾン，過酸化

物を中心とした大気汚染物質を観測し，森林被害との関

連を明らかにする。また，これらの地域に適用可能なモ

ニタリング手法を開発し，森林への汚染物沈着の実態を

把握するために汚染物濃度の空間分布等の測定を行う。

〔内容および成果〕

　１）７月２３日から８月５日まで，国立環境研究所奥

日光環境観測所および白根山において次の観測を行っ

た。（�）過酸化水素，メチルヒドロペルオキシド

（���）などの有機過酸化物，その前駆体である���ラ

ジカル（�＝��またはアルキル基），α�ピネン等の植

物起源炭化水素，オゾン，���，気象要素を測定した。

また白根山山頂においてオゾン測定を行った。���の測

定は化学増幅法を用いた。植物起源炭化水素はサンプリ

ングの後，�����で同定，定量した。前半は雨や曇り

が多く，過酸化水素の濃度はあまり高くなかったが，後

半の８月３日には最高で０．８���の過酸化水素を観測し

た。７月３０日から８月１日まで���の観測を行った。
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晴天の場合には明瞭な日変化を示し，最高で２０���の

���ラジカルを観測した。過酸化水素と���ラジカル濃

度の間には，弱い相関が見られ，過酸化水素の濃度が高

いときには���の濃度も高くなる傾向を示した。植物起

源炭化水素のなかでイソプレン，α�ピネンを７月２８

日から７月３０日の日中観測した。イソプレンは終日１

���程度を示すこともあれば，午前は１���で午後には

０．２���程度まで減少することもあった。α�ピネンは

０．２���以下で推移していた。他の観測との重複期間が

短いため植物起源炭化水素と過酸化物や���濃度間の相

関は明確ではない。７月３０日から８月２日の間，オゾ

ンや���は午後高くなる傾向があり，オゾンは最高

９０���，���は最高４���を記録した。観測期間の後半

には晴天が続いたが，台風通過の影響で，風向は北東ま

たは北が多く，東京近郊からの汚染物質の影響は明瞭に

は観測できなかった。また午後３時頃から霧や雨になる

ことも多く，その場合には，過酸化水素，���ともに濃

度が減少した。白根山山頂のオゾン測定では，今回は悪

天候のため，オゾン濃度はあまり高くなかった

（７０���）。山上での長期無人オゾン観測を行うため，

ソーラーバッテリーと����電池によって駆動する紫外

線吸収式オゾン計を製作し，性能試験を行った結果，長

期無人観測に適することがわかった。（��）３０�観測塔

を用い，熱収支ボーエン比法により森林キャノピーへの

オゾンと二酸化窒素の沈着速度を測定。観測点周囲に傾

斜地が迫りしかも地表面粗度が大きいため，上記方法の

摘要条件が必ずしも充たされていなかったが，オゾンに

ついては沈着速度の系統的日変化および日射との相関を

測定することができた。日射が強いときの沈着速度は２

～４����であり，アカマツ林等における値と大差ない

結果となった。二酸化窒素の沈着速度はおおむね

０．２����程度であったが，濃度レベルが低く推移した

（ほとんどの時間１０���以下）ため，一定の傾向を認め

るに至らなかった。（���）キャノピー下に高さ約２�の

ポールを立てて風速センサーを用いた風速プロファイル

法により下草へのオゾンの沈着速度を測定，０．５～２

����という結果を得た。オゾン濃度は弱い日変化を示

したものの，大芝高原の場合と異なってキャノピー下に

おけるオゾン生成を明確に示す濃度プロファイルは認め

られなかった。２）長野県大芝高原のアカマツ林におい

て，９月４～８日および１０月１８～２２日の期間オゾン

濃度の垂直分布を測定。いずれの場合も葉層におけるオ

ゾン濃度の減少は見られず，秋期にはアカマツの葉がオ

ゾン除去過程に大きく寄与しないという昨年の観測結果

が裏付けられた。また，炭化水素類の測定では，テルペ

ン類がイソプレンより高濃度で針葉樹の特徴が現れた。

さらに，���のレベルであったが土壌起源と思われるジ

メチルサルファイドとジメチルジサルファイドが検出さ

れた。３）過酸化水素の曝露実験を行った。濃度を

２００���と２０���程度に設定しハツカダイコンやサツマ

イモなどの植物に１週間程度曝露したところ，２００���

の場合植物の生長が阻害された。過酸化水素による障害

の一例と考えられる。

〔備　考〕

研究代表者：袴田共之（農業工学研究所）

共同研究者：青木正敏（東京農工大学）

� 泉　克幸（東洋大学）

� 坂本和彦（埼玉大学）

� 嵐谷奎一（産業医科大学）

（８）衰退地域の植物の生理生態学的特性と環境要因の

複合影響評価・陸域生態系衰退に関する研究者ネッ

トワークの構築による調査解析・ダケカンバの衰退

とオゾン等環境要因との関係の解析

〔区分名〕環境��地球推進　��４（３�６�７）

〔研究課題コード〕９９０１��００４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕清水英幸（国際共同研究官）・戸部和夫・

� 馮　延文

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕現在，世界各地で森林・湖沼等の陸域生態系

の衰退が認められており，我が国でも近年，森林衰退が

報告されている。国内の酸性沈着は大きく改善される状

況になく，国外から飛来する酸性物質は近年増加の傾向

にあり，また，東アジア酸性雨モニタリングネットワー

クの構築が始まっている。このような中で，我が国にお

ける陸域生態系の衰退現象の原因は明確化されていな

い。そこで，関連する専門家による総合的かつ定量的な

調査研究を行い，その解明に資することを目的とする。

　これまでに，森林衰退と酸性・酸化性物質にかかわる

文献レビュー，奥日光の森林衰退地�非衰退地における

調査区設定と植生・環境調査，環境制御室を用いた樹木

へのオゾン暴露�水ストレス処理の複合影響実験，東ア
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ジア地域における酸性・酸化性物質や陸域生態系に関連

する研究者のネットワーク構築等について検討してき

た。

　本年度は奥日光の森林衰退地�非衰退地に設定した調

査区で，樹木衰退等の毎木調査を継続すると共に，オゾ

ン濃度等の環境計測を実施し，森林被害との関連を検討

する。また，ダケカンバ等の樹木に対するオゾン暴露と

水ストレス処理の複合影響実験を行い，これら環境要因

と植物被害との関係を検討する。併せて，東アジア地域

における研究者ネットワークの拡充を図り，当該分野の

調査・研究状況を明らかにし，今後の共同研究の具体化

に向けた情報収集を実施する。

〔内容および成果〕

（１）奥日光地域の森林衰退に関する現地調査

　奥日光前白根山稜線上の標高２３２０�付近で，ダケカ

ンバの衰退が認められない北西側斜面を非衰退地，衰退

が認められる南東側斜面を衰退地として，ダケカンバ樹

木の生育，衰退度，生理生態的特性等について調査し

た。

　非衰退地におけるダケカンバの樹高，胸高直径の平均

値は，各々４．６�，５．１��であったが，衰退地では

４．４�，４．１��であった。これらから求めた衰退地のダ

ケカンバの樹幹体積は非衰退地のおよそ６割でしかな

かった。また，非衰退地では樹高と胸高直径の間に高い

相関関係が認められたが，衰退地では認められなかっ

た。さらに，衰退地では１��当たり約３００本の立木密

度しかなく，非衰退地の約１５００本と比べ，５分の１で

あった。

　ダケカンバの衰退状況を「酸性雨調査法」の「衰退度

測定項目および評価基準」を参考して，目視により衰退

度０～３の評価を行った。非衰退地では，衰退度０の健

全木がほぼ７割を占め，衰退度１の比率は約０．５割で

あった。これに対し，衰退地では，健全な樹木は全く認

められず，衰退度１がほぼ５割を占めていた。両斜面に

おけるダケカンバの衰退状況の顕著な差が確認された。

　衰退地では，ダケカンバの葉のクロロフィル濃度，可

溶性タンパク質濃度（���），�������濃度等の低下時

期，および，葉の黄化や落葉の開始時期が，非衰退地に

比べて早く，葉の老化の早期化が明らかになった。しか

し，日平均気温とそれらの低下程度は両調査地で差がな

く，衰退地での老化促進は気温の違いでは説明できな

かった。

　土壌環境に関しては，衰退地の土壌の��，��，�等

の元素濃度は非衰退地と同じか低かったが，衰退地の植

物葉のこれら必須元素含有量は，非衰退地と比べむしろ

高い傾向が認められたので，衰退地のダケカンバの生育

不良は植物必須元素の欠乏が原因ではないと考えられ

た。一方，衰退地における表層土壌の窒素濃度は非衰退

地に比べて有意に低く，衰退地の樹木の当年シュート葉

の窒素含量も少なかったことから，ダケカンバの衰退に

土壌窒素濃度が関与している可能性が示唆された。ま

た，非衰退地に比べ衰退地では，大気の若干の高温・乾

燥化，また，土壌含水率の低下が認められ，衰退地の保

水能力の低さが水ストレスを与えている可能性が考えら

れた。

　オゾン濃度については，衰退地と非衰退地で，平均し

て各々３２���，２８���（２００１年６月～１１月）であり，有

意差が認められた。この濃度の違いには，東京を中心と

する大都市地域からの大気汚染物質の移流と関連がある

と考えられた。なお，オゾン濃度の季節変動パターン

は，両地域および前白根山南東麓（標高１４６０�）にあ

る国立環境研究所奥日光環境観測所でも一致していた。

観測所のオゾン濃度（２００１年７月３０日～８月６日）の

平均値は２７���であったが，１時間平均値では１００���

を超える場合も計測されており，より標高の高い調査地

ではさらに高濃度のオゾンに暴露された可能性が推測さ

れた。

　白根山周辺で衰退が観測されるシラビソの衰退木と非

衰退木から，２００１年６月２３日～１０月２８日に当年葉と

前年葉を採取し，クロロフィル濃度，���濃度，

�������濃度および数値の元素濃度を測定した。シラビ

ソ衰退木の当年葉と前年葉における�濃度およびクロロ

フィル濃度は非衰退木に比べて有意に低く，衰退木針葉

の光合成における光利用効率が低下していることが示唆

された。一方，衰退木と非衰退木の間で，針葉の���

濃度，�������濃度および��������	
�比は，有意な差

が認められなかった。

（２）樹木に及ぼすオゾンと水ストレス処理の影響解析

　森林衰退が問題となっている，ダケカンバ，シラビ

ソ，オオシラビソを材料に，２００１年６月１４日～１０月

１４日まで，日平均値０���および５０���のオゾン暴露

と，３段階の水ストレス処理（対照区：１．０＜��＜１．８，

処理区１：１．８＜��＜２．５，処理区２：２．５＜��＜３．０）

の複合実験を行った。
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　オゾン暴露によって，ダケカンバの葉，根および個体

乾重量は有意に減少し，���と���の低下も認められ

た。これは，オゾンにより葉の乾物生産効率が低下した

ことを示しており，実際植物葉の純光合成速度の低下が

確認された。この原因としては，オゾンによって気孔閉

鎖が引き起こされたばかりでなく，���固定酵素である

����カルボキシラーゼ（�������）の相対含有量が低

下したことが影響したと考えられた。また，オゾンに

よって根への乾物分配率が減少しており，地上部から地

下部への同化産物の転流が阻害された可能性が考えられ

た。

　水ストレス処理によって葉，茎，根および個体乾重量

は有意に減少し，���，���，���の低下が認められ

た。水ストレスで葉内水ポテンシャルが減少し，また，

気孔コンダクタンスと葉内���濃度も減少したことか

ら，主に気孔閉鎖によって純光合成速度が低下し，乾物

生産効率の低下が引き起こされたと考えられた。なお，

分散分析の結果，オゾンと水ストレスの複合影響は認め

られず，両要因はダケカンバの生長に対して相加的に作

用したと判断された。

　シラビソに関する実験では，オゾン暴露によって，

葉，根および個体の乾重量が有意に減少し，水ストレス

処理によって，全器官および個体の乾重量が有意に減少

した。一方，オオシラビソに関しては，オゾン暴露も水

ストレス処理も，個体の乾重量に有意な影響を及ぼさな

かった。これらの樹木の生長に対して分散分析を行った

が，オゾンと水ストレスの複合影響は認められなかっ

た。

（３）陸域生態系衰退に関する研究者ネットワーク

　平成１１年度から継続して推進してきた東アジア地域

における酸性・酸化性物質や陸域生態系に関連する研究

者ネットワークを活用し，東アジア地域における当該分

野の調査・研究状況を明らかにすること，並びに，今後

の共同研究の具体化に向けた情報収集等の検討を行っ

た。

　フィリピン大学ロスバノス校森林科学部と，酸性・酸

化性物質に対する熱帯樹木の感受性に関する共同研究の

可能性を検討した。その結果，フィリピン大学演習林内

の樹木については，樹種や個体数等の基盤情報が整備さ

れており，暴露実験に供試する種子等の採取も容易であ

ること，また，マニラの都市域から郊外まで共通に植え

られているマホガニーがフィールド調査には適してい

る，等の情報が得られ，今後の共同研究を進める準備が

整っていることが判明した。本課題については，出来る

だけ早期に本格的共同研究を実施すべきであると考えら

れた。

　研究者ネットワークで特定化された研究者との議論を

通じて，東アジアにおける森林影響の評価手法の検討・

開発の必要性が指摘されてきた。この点について関連機

関と議論を進めてきた結果，�����（東アジア酸性雨モ

ニタリングネットワーク）と欧州の森林監視ネットワー

クである��������	
	（大気汚染による森林影響評価及

び監視に関する国際協力計画）が共同して国際ワーク

ショップをベトナムで開催し，東アジアにおける森林影

響のモニタリングおよび評価手法について検討を進める

ことで一致した。ワークショップは，２００２年１２月にハ

ノイで開催される予定である。ベトナムにおいては，こ

れまで研究事例が少なく，モニタリング活動も十分では

なかったが，このワークショップを機会に，陸域生態系

影響に関する議論がさらに高まることが期待される。

　マレーシア，タイにおいては，比較的本分野の研究は

進んでいた。現時点では共同研究の具体的なアイデアは

煮詰まっていないが，今後，研究者ネットワークを通じ

て，陸域生態系影響に関する多様な共同研究の可能性に

ついて検討していく必要がある。

〔備　考〕

研究代表者：桍田共之（農業工学研究所）

共同研究機関：東京農工大学・酸性雨研究センター・

フィリピン大学ロスバノス校

共同研究者：伊豆田猛（東京農工大学）・佐瀬裕之・

� 松田和秀（酸性雨研究センター）・

�����������	
��
（フィリピン大学ロス

バノス校）

本研究は，東アジア酸性雨モニタリングネットワーク

（�����）の活動と連携して実施した。

（９）宝満山モミ自然林の衰退に関する研究－調査１０

年後における衰退状況の変化－

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３２３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕清水英幸（国際共同研究官）・藤沼康実

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）
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〔目　的〕福岡県の三郡山地南部に位置する宝満山のモ

ミ自然林に多数の枯損木が認められたことから，平成２

～４年度にかけて現地調査を実施した。その結果，モミ

枯損の要因として，樹木の老齢化に加えて，大気汚染物

質を含むさまざまな環境ストレスが複合して影響してい

る可能性が指摘された。また，継続的監視�調査の必要

性も指摘された。しかし，その後同様な観点からの森林

植生調査および樹木衰退度調査は行われていない。そこ

で，最近１０年間における森林衰退の進行あるいは回復

程度について明らかにするとともに，その要因について

検討することを目的として本研究を実施した。

〔内容および成果〕

　前回調査時（平成２～４年度）に設定した調査区（４５

×４５�）において，森林植生，樹木衰退度（０～４で

評価）等を，前回と同様の方法で調査した。平成１２年

度に実施した調査区とあわせた全２０地点において，モ

ミ衰退の進行あるいは回復程度を検討した結果，前回調

査時に平均衰退度が３以上の，衰退が顕著な７地点で

は，今回も同様に３以上の値であり，モミ自然林の衰退

は１０年前とほぼ同様の状況であった。また，調査区内

やその周辺に生育するブナやアカガシは，前回調査と同

様に健全と評価され，宝満山ではモミのみに衰退が認め

られた。モミの衰退は神奈川県の大山，東京都の山間部

等でも報告されており，モミは環境変化の指標として有

用であると判断された。ダケカンバ等の枯損が認められ

る奥日光地域とは生育樹種が異なるため直接比較は困難

であったが，比較的高濃度のオゾンや酸性霧等が両地域

で観測されており，これらの環境計測を含め，今後も継

続的なモニタリングが必要と考えられた。

〔備　考〕

　本研究は平成１３年度地方公共団体環境研究機関と国

立環境研究所との共同研究として実施された。

共同研究機関：福岡県保健環境研究所

共同研究者：須田隆一（福岡県保健環境研究所）

（１０）中国北東地域で発生する黄砂の三次元的輸送機構

と環境負荷に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��５

〔研究課題コード〕０１０４��０４６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕西川雅高（化学環境研究領域）・杉本伸夫・

� 菅田誠治

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕中国内陸部で発生する砂嵐現象は，近年，発

生回数と規模が増加傾向にある。その砂塵嵐のうち，中

国北東地域（内モンゴル砂漠地帯および草原荒廃地域河

北省，山西省の黄土地帯等を指す）で発生し風送される

黄砂の三次元的大気動態の把握，および東アジア周辺の

環境への負荷量評価を求めるに有効なシミュレーション

手法の確立，発生源地域の特定等を目指す。加えて，本

プロジェクトの推進に際し，中国研究機関との共同研究

を行うことが合意されており，中国政府が行う黄砂防止

に係る環境施策に有効な科学的情報の提供も目的として

いる。

〔内容および成果〕

（１）黄砂の三次元的動態把握に関する研究

　ライダーによるエアロゾルの観測を北京，長崎，つく

ばにおいて連続的に行った。また，合わせてスカイラジ

オメータ等による観測を行った。これによって黄砂エア

ロゾル，大気汚染エアロゾルの輸送の動態と光学特性を

マクロスケールでとらえた。ライダーで得られる消散係

数と偏光解消度を組み合わせて，黄砂エアロゾルの寄与

を推定し，黄砂エアロゾルの高度分布プロファイルの時

系列データを求めた。これを既存の化学輸送モデル（九

州大学の�����）と比較し，個々の黄砂現象の解析を

行なうとともに，現状のモデルの問題点を検討した。ラ

イダーおよび航空機で観測された偏光解消度と消散係数

の変化が，航空機で観測された微小粒子の散乱係数や相

対湿度の変化によって説明できること等がわかった。一

方，長崎で行った２波長のライダー観測より，後方散乱

係数の波長依存性から粒径情報を得る手法の有効性が確

認された。そこで，北京およびつくばのライダーについ

ても２波長化の改良を行った。

（２）黄砂の輸送過程中での化学的動態変化に関する研究

　黄砂サンプリング地点として，中国国内に１２カ所，

日本国内に４カ所を設けた。ハイボリュームサンプラー

捕集を基本として，１イベント黄砂を風送距離ごとに試

料採取した。本年度は，中国国内のみで終息した黄砂５

例，日本国内まで飛来した黄砂３例を同時捕集できた。

多点観測結果から，北京経由で日本に飛来する黄砂は，

外モンゴル－内モンゴル（ジーニン）－北京を経由する

北ルートと内モンゴル（アラシャン）－大同－北京を経

由する北西ルートの割合が高いことが判明した。各ルー
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ト上で捕集した黄砂試料については，現在分析中であ

る。また，黄砂の発源地を特定するために，黄砂捕集試

料と発源地土壌中の化学組成の比較および��同位体比

比較による一致性を確かめている。黄砂が輸送過程中で

生じる大気中���との反応機構を調べるために新たな実

験システムを工夫し，��による���酸化過程と黄砂粒子

の触媒的作用について基礎実験を開始した。

（３）黄砂の三次元的輸送モデルの構築と負荷量推定に

関する研究

　黄砂の正確な輸送モデリングにおいて最も重要な要素

である発生量の見積もりに関連する基礎データの収集を

行った。まず，気象モデル����の地表面過程の計算

で用いている地表面状態データの元データである衛星

データ（�����）の情報収集を行った。また，日中友

好環境保護センターの所持している最新の中国西部地域

の地表面状態に関するデータについて情報収集を行なっ

た。気象モデルを，中国全域および日本を含む東アジア

域で１００��程度の解像度により走らせ，起伏の激しい

地域を含む計算でも現実的な気象データが得られること

を確認した。大気質モデル����のエアロゾルモ

ジュールを変更し，今後作成する黄砂発生量データを別

途入力可能にした。

（４）ライダーおよび光学的計測手法による黄砂の輸送

の研究（国際交流研究）

　北京で観測された黄砂エアロゾルの解析を行い，地上

の光学ダスト計およびサンプラー測定と比較することに

よって，ライダーで得られる消散係数を重量濃度に変換

する係数を求めた。これを用いて黄砂エアロゾルの高度

分布を時系列的に求めた。得られた高度分布パターンの

変化と地上で測定した粒径分布を組み合わせて北京に飛

来する黄砂が長距離輸送されたものであるか，局所的に

発生したものであるか等を判別した。

〔備　考〕

海外共同研究機関：中国中日友好環境保護中心

国内共同研究機関：長崎大学，東京商船大学，埼玉大学，�

筑波大学

（１１）モンゴルにおける酸性・酸化性物質に対する植物

感受性に関する予備的研究

〔区分名〕環境��地球推進　���４

〔研究課題コード〕０１０１��００５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕清水英幸（国際共同研究官）

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕近年，産業�経済発展の著しい東～東南アジ

ア地域における酸性・酸化性物質の陸域生態系に及ぼす

影響が懸念されている。このため，日本は関係アジア諸

国と共に，東アジア酸性雨モニタリングネットワーク

（�����）を構築し，その活動を支援している。しか

し，本活動は緒に付いたばかりであり，地球環境研究者

の支援を必要としている。特に，酸性・酸化性物質の陸

域生態系影響を評価する上で，重要な因子の一つである

植物感受性については，欧米や日本に比較し，東アジア

地域においては，未だ十分に検討されていない。そこ

で，東アジア乾燥温帯の代表的な植生に対する酸性・酸

化性物質の影響について，植物の感受性を含めた検討を

行うことを目的として，モンゴルを対象に予備的研究を

実施した。本研究では，モンゴルのような乾燥・半乾燥

地域に生育する樹木や草本植物等の酸性・酸化性物質に

対する感受性について，文献等から関連する知見を得る

と共に，現地でのフィールド調査，日本国内での予備実

験等を通じて，今後の研究の方向性について検討した。

〔内容および成果〕

　ウランバートル市の南に位置するボクドカーン山の北

斜面を中心に調査地を設定した。この斜面はウランバー

トル市３号火力発電所のほぼ正面に位置し，北西方向に

ある４号火力発電所も含めて，大気汚染ガスの移流が懸

念されている。具体的には，�：ウランバートル市内，

�：山麓の草原，�：同山北斜面，�：同山北西斜面（発

電所に面していない）の４地点のカラマツ林および草地

で，植生の被害状況，大気汚染物質濃度，土壌化学性等

について予備的な現地調査を実施した。

　７月下旬に実施した現地調査では，�地点のカラマツ

に樹形異常や葉量減少等の植生影響が認められたが，草

地植生に関しては，可視障害等の顕著な影響はどの種で

も認められなかった。なお，数種植物の種子を実験用に

採取した。

　７月２４日～１１月１４日に，パッシブサンプラーを用

いて，���，���，��，���を捕集し，１～２週間毎に

フィルターを交換・分析し，暴露期間中の平均濃度を算

出した。��濃度は���と���の捕集量の差から算出し

た。��濃度は，夏季：約４０���，晩秋季：約２０���で

あったが，他の汚染物質濃度は測定期間を通して数���
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程度であった。当初高いと予想された���は，夏季には

ほとんど検出されず，晩秋季になって３～４���程度が

検出された。地点間の差は明確ではないが，��，���は

市内より山間部で高く，���，���では逆の傾向が認

められた。平均濃度は高くなかったが，風向によっては

植生が直接高濃度汚染ガスに暴露されることが予測され

たため，今後さらに，風向風速の観測，自動測定機によ

る長期連続モニタリング等も必要であると考えられた。

また，��は比較的高い平均濃度が観測されたことから，

植生への影響を考える上で重要視すべきであると考えら

れた。

　山間部の土壌は��５．８前後で，山麓（��６．７），市

内（��７．８）よりは酸性であるが，交換性陽イオン，

特に交換性����の含有量が高く，�地点で２２．６����

（＋）���，�地点で３４．５����（＋）���であり，酸性化に

よる栄養塩の流亡等の心配はほとんどないと考えられ

た。

　一方，採取した草本種子は国内で発芽試験等の検討を

行った。今後の研究に使用可能な植物種を表１に示す。

　これらの植物種に関しては，温度等の環境要因に対す

る発芽特性を明らかにすると共に，栽培条件等の検討を

行い，園芸培土と砂を混合した人工培土を用いて，育成

を行っている。

　野外調査の結果から，今後は，土壌を介した間接的な

影響より，��による直接影響について，草本植物の感

受性，ドースレスポンス等の研究推進が必要と考えられ

た。

〔備　考〕

共同研究機関：酸性雨研究センター（�����）・��������

����������	
�����
�����
���
	����

（����）���������	

共同研究者：戸塚　績・佐瀬裕之（�����）・��������

��（��������	
���）

　本研究は，東アジア酸性雨モニタリングネットワーク

（�����）の活動と連携して実施した。

（１２）山岳（八方尾根）を利用した降水による大気汚染

物質の除去率（洗浄係数）の測定

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕９９０２��１０７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕村野健太郎（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１１～１４年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕標高１８５０�の八方尾根と標高８００�付近の

平地（白馬村）で降水，ガスおよびエアロゾルの観測を

行うことにより，降水によるガス・エアロゾル等の大気

汚染物質の洗浄係数を測定する。

〔内容および成果〕

　中部山岳地域の八方尾根（標高１８５０�）と麓の白馬

村の（標高８３０�）の２カ所で降水とガス・エアロゾル

を同時に採取し，ウオッシュアウトによる大気から降水

への物質の取り込み過程を調査した。観測は２００１年６

月から７月にかけて行い，５回の降雨を採取した。しか

し，降水中の���
��濃度は約１０００�落下する過程で平均

０．２８����増加し，これらはウオッシュアウトによる取

り込みであると考えられた。���
��の取り込みに対する

ウオッシュアウトの寄与は平均３３％であり，この値は

向井らが中国山地で得た０．３５とほぼ同じ値であった。

���
��の洗浄比は幾何平均値が４１５であり，向井らが九

州で得た４５０とほぼ同じ値であった。

〔備　考〕

共同研究者：鹿角孝男（長野県衛生公害研究所）

（１３）東アジア域の地域気象と物質循環モデリングの総

合化

〔区分名〕その他公募

〔研究課題コード〕９８０１��０８４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕江守正多（大気圏環境研究領域）・菅田誠治・

野沢　徹

〔期　間〕平成１０～１３年度（１９９８～２００１年度）

〔目　的〕東アジア地域の大気環境予測は，土地利用の

改変や植生変化に伴う地域気候変化の他に，中国等の発

展途上国の急速な経済発展による汚染物質排出量の増大

に伴う越境大気汚染（酸性雨）の影響の重要性が指摘さ

れている。そのため，我が国を含めた地域の詳細な大気
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表１　モンゴル草原産植物種
学　名属　名科　名

����������	���ゲンゲ属マメ科
���������スゲ属カヤツリグサ科
���������	
�����������タデ属タデ科
��������	
������������ワレモコウ属バラ科
����������	�
�������	����ヤナギラン属アカバナ科



環境予測・評価のための研究開発が必要であり，大気中

微量成分の空間分布・時間変化を示す「化学天気予報図」

等を作成することが重要である。本研究では地域気候・

気象モデルによる東アジア域の気候・気象変動解析と対

流圏物質輸送モデリングを高速ネットワークを用いて複

数の機関が密接にデータ交換しつつ並列に進め，その結

果をもとに「化学天気予報図」の作成と可視化を行うこ

とを目的とする。

〔内容および成果〕

　地域気象モデルから得られる微気象データを物質輸送

モデルで用いるためのデータインターフェースは，気象

モデルの旧バージョンに対応していたため，並列計算に

より長期積分の可能になった最新の気象モデルの結果を

用いることができなかった。そこで，インターフェース

の汎用化を行い，気象モデルの長期積分結果の物質輸送

モデルへの適用を試みた。物質輸送モデルの計算結果を

観測結果と比較することにより検証を行った。また，別

途開発された，気象モデルと結合された物質輸送モデル

において，放射などの過程を高度化することにより，物

質輸送モデルから得られる化学物質分布の情報を気象モ

デルの放射過程にフィードバックするモデル化を行っ

た。

〔備　考〕

研究代表者：鵜野伊津志（九州大学応用力学研究所）

（１４）中緯度における大気中物質輸送についての研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００２��０８２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕菅田誠治（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕中緯度対流圏は高低気圧波動やジェットが存

在し複雑な物質循環を引き起こしている。この中緯度で

の物質輸送に関して基本的な性質を解明して，越境大気

汚染に関する大気状態の影響について理解する。

〔内容および成果〕

　冬季にアジア大陸から日本周辺域への物質の流入を引

き起こすイベントは，日本海の南北での気圧差と密接な

関連を示すことがわかった。この気圧差は流入の時間変

化を表す指標となる。

〔備　考〕

（１５）ライダーによるアジア太平洋地域のエアロゾルの

立体分布に関する長期モニタリング

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０１０１��０９２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕杉本伸夫（大気圏環境研究領域）・清水　厚・

松井一郎

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕エアロゾルは大気の放射過程において大きな

効果を持つと考えられているが，その分布については観

測に基づく気候値も明確に知られていないのが現状であ

る。特に，アジア太平洋地域は，中国大陸に発生源を有

する黄砂エアロゾルや，人間活動によるエアロゾルの発

生量が多く，また，エアロゾルの長期的な変動が人間活

動や環境の変化に大きく依存する地域として注目され

る。本研究はライダーによる長期観測により，アジア太

平洋域におけるエアロゾルの３次元分布の動態を把握す

るための手法を確立することを目的とする。

〔内容および成果〕

　国立環境研において開発した連続自動観測ライダーに

よるつくば，長崎，北京における通年観測を実施した。

また研究船「みらい」搭載用ライダーを用いた観測を実

施した。既存の長崎，北京のライダーを自動運転すると

ともに，データ処理手法を確立し，自動収集したデータ

についてクイックルック表示，測定対象の判別（黄砂，

エアロゾル，水雲，氷雲など），消散係数のプロファイ

ルを計算し自動表示するシステムを開発した。さらに，

偏光解消度と２波長の後方散乱データを用いてエアロゾ

ルの特性を評価する手法を検討し，「みらい」および長

崎で取得した２波長データに適用してエアロゾルの分類

（黄砂，海塩，人為起源エアロゾル）が可能であること

を示した。一方，化学輸送モデル（九州大学の

�����）との比較を行ない，ライダーによる連続的な

時系列データがエアロゾル輸送モデルの検証，改良に有

効であることを示した。春季の観測は国際共同観測研究

��������と連携し航空機観測のためのリアルタイム

データを提供するとともに，解析データを用いた共同研

究を進めた。

〔備　考〕�
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（１６）アジア域の広域大気汚染による大気粒子環境の変

調について

〔区分名〕戦略基礎

〔研究課題コード〕０１０４��２８１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕畠山史郎（大気圏環境研究領域）・杉本伸夫・

日暮明子

〔期　間〕平成１３～１６年度（２００１～２００４年度）

〔目　的〕本研究は，アジアの大気汚染による大気粒子

環境の変調を研究する。この目的のため，アジア大陸か

らの汚染気塊が輸送されやすい季節に，エアロゾルやエ

アロゾルの前駆物質（���，���，���）の濃度分布や

輸送パターン，雲の変化などを航空機観測，衛星観測，

地上観測によって観測し，解析する。

〔内容および成果〕

　本研究では（１）エアロゾル前駆物質の観測　（２）

衛星によるエアロゾル観測データの解析　（３）ライ

ダーによるエアロゾル雲観測を行うこととしており，

（１）では主に海洋上空での航空機によるエアロゾル前

駆物質である���の観測，（２）では人工衛星から送ら

れてくるデータの解析による海上のエアロゾルの分布と

成分の解析，（３）ではライダーを用いたエアロゾルや

雲の空間分布の観測を行っている。

　本年度の成果としては，（１）平成１２年度に行われた

������１観測で得られたデータの解析を進めるととも

に，現有の���計が上空の低圧下では感度が落ちてしま

うことに鑑み，より上空までの観測に耐えるよう，���

計の改修に着手した。

（２）衛星の可視から近赤外波長までの４チャンネル

データを用いて，エアロゾルの光学的厚さと粒径指標，

光吸収性の有無を同時に推定するアルゴリズムを開発し

た。これは，紫外波長により光吸収性エアロゾルの検出

が可能なことから，既に開発済みであった可視・近赤外

波長からエアロゾルの光学的厚さと粒径指標を推定する

アルゴリズムを可視短波まで拡張し，エアロゾルの光吸

収性の判別を行うようにしたものである。さらに，主要

な４つのエアロゾル種（砂塵性・炭素性・硫酸塩・海塩

エアロゾル）は粒径の大小と光吸収性の有無によりほぼ

大別できることから，エアロゾル種の分類も可能となっ

た。また，開発アルゴリズムによる準リアルタイム処理

システムの構築を行い，２００１年３月から５月に実施さ

れた集中観測で，衛星画像および解析結果を迅速に提供

し，飛行経路など観測計画の決定に貢献した。この期間

中，特に３月下旬から５月上旬にかけて，１週間から

１０日間程度の周期で大陸からの砂塵性エアロゾルが捉

えられ，この結果は����のエアロゾルインデックス

ともよく一致した。黄砂発生時以外は，中国東岸・日本

近海でバイオマス燃焼および工業活動起源の炭素系粒子

が，遠洋域では海塩粒子が卓越し，それらの境界に硫酸

粒子が分布するパターンが見られた。モデルの結果でも

ほぼ同様の分布が示されているが，モデルにおいて炭素

性と硫酸塩エアロゾルが混在しているものの硫酸塩が優

位である領域を，衛星では炭素性と判別しやすいことが

分かった。これは，光吸収性の有るものと無いものが混

在した場合，光吸収する特性が優位となるためと考えら

れる。実際にどの程度の割合で光吸収性の判別が変わる

のかを今後調査していく必要がある。とはいえ，気象庁

の報告によると一日に２万トンの���を放出している三

宅島雄山からの噴煙は，硫酸エアロゾルとして判別され

ており，種別分類がある程度上手く動作していることが

示された。

（３）ライダー（シーロメータ）を奄美大島に設置し

������２の集中観測期間中（２００１年４月）観測を実

施した。また，新たに連続自動観測用の小型ライダーを

製作し，１０月からタイのシ・サムロンで継続観測を開始

した。さらに，２月からは奄美大島でも観測を開始し

た。これらによって，対流圏の雲およびエアロゾルの高

度分布を遠隔地で連続観測し電話回線を通じて自動デー

タ転送する技術を実証した。また，継続的に得られる観

測データから雲分布とエアロゾル消散係数，偏光解消度

の解析を行い，放射計データと合わせた解析に資すると

ともに，大気境界層の季節変化等について考察を行っ

た。�一方，研究船「みらい」に２波長偏光ライダーを

搭載し，西部太平洋上の雲，エアロゾルの分布と光学特

性を観測するとともに，雲レーダー（通信総合研究所）

との同時観測を初めて行った。同時観測は，５月と１０

～１２月の２つの航海で行い，観測データから氷雲およ

び光学的に薄い水雲について，雲の粒径や雲水量などの

解析を行った。

〔備　考〕

研究代表者：中島映至（東京大学）�
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５．３　流域圏の総合的環境管理に関する研究

東アジアの流域圏における生態系機能のモデル

化と持続可能な環境管理プロジェクト

（１）①衛星データを利用したアジア・太平洋地域の総

合的モニタリング

〔区分名〕�重点特別

〔研究課題コード〕�０１０５��２６９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．５　東アジアの流域圏における生態系機能のモデ

ル化と持続可能な環境管理

〔担当者〕田村正行（東アジアの流域圏における生態系

機能のモデル化と持続可能な環境管理プロ

ジェクトグループ）・松永恒雄・山野博哉・�

陳　　晋・松下文経

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕アジア・太平洋地域を対象として，広域の地

表面を定期的に観測することのできる各種の衛星センサ

（���������	
，���������	など）を利用することに

より，環境の変化を実証的に把握し，自然資源の持続的

管理に資する情報を得る。具体的には，土地利用・土地

被覆及び生態系の現状と変化の把握，重要サイトと攪乱

サイトの同定，温暖化や砂漠化による影響の監視などを

行う。

〔内容および成果〕

　本年度は主として，環境変化の主要な駆動要因である

土地利用・土地被覆変化の抽出手法の開発と，陸上植生

による炭素収支を見積もる上で基礎となる植生純一次生

産量の推定手法の開発を行った。

　土地利用・土地被覆変化の抽出に関しては，地表面の

変化抽出の分野における過去の研究をレビューし，東ア

ジアにおける土地利用・土地被覆変化の抽出に関して，

���������	
衛星データを用いた新たな変化抽出手法

の開発を行ってきた。ただし，本年度は�����データ

を定常的に取得，利用する体制が整っていなかったの

で，代替の衛星データとして，���������	，����，

����������データを用いて手法開発を進めた。今

年度中に開発を行った主要な土地利用・土地被覆変化の

抽出方法は，（１）輝度－色相－彩度に基づく変化抽出

手法と（２）変化ベクトル解析による土地利用・土地被

覆変化の抽出手法の二つである。

　植生の純一次生産量の推定に関しては，新たな土地被

覆分類�����と������な��������アルゴリズムを生態

系プロセスモデル����に統合することによって，東ア

ジア地域における陸域植生の���の推定方法を開発し

た。この方法を用いて９８年研究地域における���の分

布図も作成した。９８年研究地域における���の総量は

約２５��������であり，全球の約４０％を占めている。

���データベースから得られた実測の���値と本研究

により推定した���の値を比較した結果は，モデル

���と実測���は実測���が１５００������������以下の範

囲では比較的良く一致している。しかし，���が

１５００������������以上の範囲ではモデル���が過小評価

になっている。平均誤差は－２０％であった。

　異なるデータセットを使った���の計算値を比較し

た結果，北海道地域においては，入力データの質により

���の推定結果に１６．７～３９．７％の不確定性を与えてい

ることが分かった。この結果は高品質な入力データセッ

トの重要性を示唆している。

〔備　考〕

（２）②流域環境管理に関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��２７０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．５　東アジアの流域圏における生態系機能のモデ

ル化と持続可能な環境管理プロジェクト

〔担当者〕渡辺正孝（東アジアの流域圏における生態系

機能のモデル化と持続可能な環境管理プロ

ジェクトグループ）・村上正吾・林　誠二・

� 中山忠暢・亀山　哲・徐　開欽

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕中国内陸部の経済発展のため長江・黄河の上

流域において西部（内陸）開発に伴って，三峡ダム建

設，長江から黄河への導水事業（南水北調）など地球規

模での水循環の人為的変化をもたらす事業が進んでい

る。この水循環変動が流域生態系，農業生産及び水資源

保全に与える影響を予測することが，持続可能な流域の

発展を考える上で必要である。本年度は，水資源管理・

保全に必須である流域水収支の推定モデルの開発を行っ

た。

〔内容および成果〕

　流域内での水の流動は，降雨が土壌表面に浸透する過

程を第一段階として，鉛直方向には土中層に降下浸透

し，地下水流を涵養する。流域斜面方向には表面流，土
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壌層では飽和・不飽和浸透流として流動する。従って，

土壌表層での浸透を規定する土壌水分量の推定が先ず必

要とされる。一方，土壌層内での水の流動は，基本的に

斜面の急勾配線方向に規定されるため，必然的に３次元

的に取り扱うことが必要とされる。また，流域斜面から

河道への流出水は河川水系を通じて，流域内を移動す

る。すなわち，流域内の水収支モデルを構成するために

は，次の４つのサブモデル，（１）陸面過程モデル，

（２）土中水の飽和・不飽和浸透流モデル（��������方

程式），（３）地下水流動モデル，及び（４）河道流の

ネットワークモデルの数理モデル化が必要である。以下

で，それぞれのモデル化の方向と検証結果を提示する。

（１）陸面過程モデル

土壌水分量は被覆植生の状況に大きく依存するため，こ

れを陽に表現しているモデルが必要であり，本研究では

����により開発された����（���������	
�������	���

２）を用いることした。���２には衛星データ（����

及び���）から植生状態の季節的変化を空間的・時間的

により現実的に表現するようなモジュールが組み込まれ

ており，衛星データとしては�����データを入力条件

として北海道苫小牧のフラックスタワー地点での土壌水

分量を推定し，実測データと比較した結果，陸面過程モ

デルとしての精度を検証した。

（２）飽和・不飽和浸透流モデル

　���２は植生を２層（キャノピー層，地面），土壌を

３層（表層，中間層，最下層）で表現した１次元モデル

であり，本研究では植物根が存在する中間層を多層化

し，根による吸収などを考慮した��������式に基づく

モデルへの拡張を行うことで根分布の影響を取り入れ，

飽和・不飽和浸透現象の再現性を高めたモデルを開発し

た。

（３）地下水流動モデル

　地下水流動モデルとしては準３次元モデルである地下

水モデル（�������）を採用した。ところで，流域

内の水賦存量評価のためには，地下水流動層への涵養量

を正確に見積もる必要がある。ここでは地下水モデルの

上部境界条件である涵養量を陽に与えるのではなく，

（２）の��������式の解として与えられる土壌層から地

下水層への流出成分を未知量とする，２点境界値問題と

しての定式化を行った。モデルの検証は，北海道の釧路

川流域を対象として，降水量と地下水貯留量との再現計

算を行い，量的な応答特性については妥当な結果を得た。

（４）河道流ネットワークモデル

　グリッドボックスで区切られる部分流域を斜面での単

位とし，そこでの流域内部の陸面過程モデルから得られ

る地表面からの水分蒸発，土壌層内からの水蒸気輸送及

び土壌水分変動に伴う貯水容量の空間分布を考慮した流

出モデルを用いて河道への流出量を算定する。得られた

流出量を入力とする河道流れの追跡モデルは，河道網

���������	
���とするモデルを開発した。モデルの検証

は地下水モデルと同様に，釧路川流域で行った。

　本年度は流域水収支モデルの根幹をなす４つのサブモ

デルの開発を主に進めた。今後は，統合化の過程でより

高精度モデル化を目指す。

〔備　考〕

外国共同研究機関：劉紀遠・庄大方（中国科学院地理科

学与資源研究所）・昊秋華（中国科学

院遙感応用研究所）・徐保華・翁立達

（中国水利部長江水利委員会）・陳中

原（中国華東師範大学環境科学院）

（３）２０��グリッドメッシュでの中国における食糧移

動のモデル化

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０２��１２９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕大坪国順（水土壌圏環境研究領域）・

� 一ノ瀬俊明

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕中国の代表的な地域での食生活の現況とその

トレンドを把握し，それを基に中国全体の食生活の将来

動向を予測する。また，中国の大，中，小都市及び農村

部の食生活を支えるための流通のメカニズムを解明し，

それを基に中国の食糧の需給バランスを予測することを

目的とする。本年度は中国での食糧消費動向の把握と食

糧流通（移動）のモデル化を行い，平成１４年度は食糧

流通モデルの中国への適用と食糧需給の将来バランスの

マップ化を行う。

〔内容および成果〕

　中国における食生活，消費動向を把握するために関連

する統計資料の収集を行い，解析に着手した。非市場主

導型及び市場主導型の２つの食糧輸送モデルを構築し，

仮想島を対象として食糧ストック変化の数値シミュレー
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ションを行った。食糧輸送がなかったとすると都市域で

食糧が大幅に不足するが，非市場主導型モデルでは，輸

送強度係数を増やしていくと都市域における食糧不足が

徐々に解消され，生産地におけるストックも減少してい

き，局地的なアンバランスはほとんど見られなくなる。

一方，市場主導型モデルでは，食糧吸収係数を上げてい

くと大都市の一部でストックが急速に蓄積され始める。

それに遅れて生産地でのストックが減り始め，���が

低い地域での広域的な飢餓の発生というアンバランスな

分布が発生する。非市場主導型モデルで見られたような

アンバランスの一時的な解消は見られなかった。

〔備　考〕

（４）流域水環境管理モデルに関する研究

〔区分名〕経常�

〔研究課題コード〕９６０５��２１１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．５　東アジアの流域圏における生態系機能のモデ

ル化と持続可能な環境管理

〔担当者〕村上正吾（東アジアの流域圏における生態系

機能のモデル化と持続可能な環境管理プロ

ジェクトグループ）・徐　開欽・林　誠二・

� 中山忠暢・亀山　哲

〔期　間〕平成８～１７年度（１９９６～２００５年度）

〔目　的〕河川流域の持続的発展のためには治水・利水

に加えて生態系を含む水環境の管理・保全が必須条件と

なる。このトレードオフの関係にある水環境の機能を独

立して評価する数理モデルの開発を進め，このモデル

に，ある制約条件下での各機能間の相互関係を仮定し，

ある目的関数を最大化する解を求めることで，水・物質・

エネルギーの効率的な配分と生態系機能の適切な管理を

可能にする流域環境手法を提案することを目的としてい

る。

〔内容および成果〕

　土地被覆特性による土砂生産・輸送の差異を明確にす

るとの観点から，流域全体の土砂動態モデルを構築し

た。特に，冬期の積雪・凍結が融雪時の土砂輸送に大き

な影響を与えることから，こうした効果を付加すること

で，寒冷地における年間を通じての土砂輸送の状況を数

値模擬可能とした。対象地域は，局所的には保全されつ

つも流域を通じた形で人間活動の影響が現れてきている

釧路湿原の上流に位置する久著呂川流域とし，秋りん期

と融雪期における土壌侵食量の数値模擬を行い，侵食形

態の違いの原因を推定した。

〔備　考〕

（５）人工衛星の利用と現地植生調査による日韓中の環

境測定と検討

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕９９０１��２１４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕徐　開欽（東アジアの流域圏における生態系

機能のモデル化と接続可能な環境管理プロ

ジェクトグループ）

〔期　間〕平成１１～�３年度（１９９９～２００２年度）

〔目　的〕森林は，地球上の生物の生存環境を保つ上で

重要な役割を演じている。最近，東アジアでは，森林が

人為的や環境変化などの理由により年々減少していると

言われているが，その定量的な解析は十分に行われてい

ない。本研究では，東アジア地域における植生につい

て，現地調査ならびに人工衛星によるリモートセンシン

グを行うことにより，リモートセンシングのグラウン

ド・トルース（�����������	）を確立し，東アジア地域

の植生の広範囲な時空間解析を行うことを目的とする。

〔内容および成果〕

　平成１１～１２年度では，植生のリモートセンシングの

グラウンド・トルースを確立するために，東アジア地域，

特に中国と韓国の植生分布の資料収集および情報交換を

行い，特定地域における植生の分布ごとのスペクトル特

性とランドサットデータを購入し，スペクトル解析を

行った。本年度では，内モンゴル地区～長春において樹

木および草原のスペクトル特性を測定し，地域ごとの解

析を行った。日中韓の研究者が，人工衛星によるリモー

トセンシングならびに現地調査の解析データを検討し

て，リモートセンシングのグラウンド・トルース

（�����������	）を確立した。

〔備　考〕

研究代表者：村本健一郎（金沢大学）

共同研究者：平井英二・藤田政之（金沢大学）

� 劉　紀遠（中国科学院）

� 李　茎成（韓国仁荷大学校）�
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（６）北海道釧路川流域を対象とした流域内の水収支モ

デルの開発

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３２５

〔重点特別研究プロジェクト〕

〔担当者〕村上正吾（東アジアの流域圏における生態系

機能のモデル化と持続可能な環境管理プロ

ジェクトグループ）・林　誠二・中山忠暢・

� 亀山　哲

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕流域内の生態系機能の健全性の保持・維持の

ためには，流域の有する水保全能の定量的把握，特に実

時間での評価が重要な鍵となる。土壌表面・表層の水分

量は，植物生態系の成長にとって必要であるばかりでは

なく，流域内の蒸発散を通じて水循環，降雨時の河川へ

の流出量，表層から地下水への涵養量を規定する。この

流域での空間的に３次元，時間的には時間～年単位まで

の水収支を定量的に評価するための数理モデルの開発を

行う。

〔内　容〕

　土壌表層水分量を推定するモデルとしては，衛星モニ

タリング情報を入力とする大気－植物－土壌系モデルを

開発した。土壌表層から地下水層までの領域に対しては

２次元不飽和浸透流モデル，地下水流に対しては準３次

元の流動モデルをを適用し，降雨時の比較的早い側方浸

透流から無降雨時の遅い側方浸透流と地下水帯への鉛直

降下量，地下水流等を評価しえる長期・短期の水文流出

モデルを開発した。本年度は，モデルの適用性を土壌表

層水分量の観点から検証するため，苫小牧のフラックス

タワーでの観測値と計算値を比較し，良好な一致が認め

られた。

〔備　考〕

共同研究機関：北海道環境科学研究センター

共同研究者：金子正美（北海道環境科学研究セン

ター）�

５．４　湖沼・海域環境の保全に関する研究

東アジアの流域圏における生態系機能のモデル

化と持続可能な環境管理プロジェクト

（１）③東シナ海における長江経由の汚染・汚濁物質の

動態と生態系影響評価

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０００５��２７１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．５　東アジアの流域圏における生態系機能のモデ

ル化と持続可能な環境管理

〔担当者〕渡辺正孝（東アジアの流域圏における生態系

機能のモデル化と持続可能な環境管理プロ

ジェクトグループ）・村上正吾・木幡邦男・�

徐　開欽・越川　海・牧　秀明・張　継群

〔期　間〕平成１２～１７年度（２０００～２００５年度）

〔目　的〕渤海・東シナ海は世界でも代表的な大陸棚で

あり，生物生産・生物多様性が高い海域である．長江を

中心とした流域の開発により，河川を通じて流入する懸

濁物質，栄養塩および有害化学物質等の陸域からの環境

負荷の量・質的変化が，海洋生態系機能および生物種多

様性に大きな影響を及ぼすことが懸念されている。一

方，長江流域から東シナ海に流入する汚濁負荷の予測手

法についての研究は皆無に等しく，本研究では長江経由

して，東シナ海に流入する淡水量から汚濁負荷を推定す

る手法の開発を行った。

〔内容および成果〕

　長江流域の主要観測ステーションで収集された１９８７・

８８年の流量と水質（��，���，�����，�����，����

�）に関するデータベースを構築した。また，栄養塩

��と��については，当研究所が１９９８年と１９９９年秋

に長江本流重慶から上海まで実施した水質調査結果を

データベース化した。

（１）��，���および���と流量との相関

　１９８７年と１９８８年の水質データから長江下流域（主に

武漢から南京まで）の各断面の�����，�����と��

���濃度の合計����（溶存態無機窒素）を求め，各断面

の平均��，���，���の汚濁負荷量フラックスと流量

�との相関図を作成した結果，汚濁負荷量�と流量�の

関係は，

　　�＝����� （１）

と表示可能であることが認められた．ここに，�：単位

時間の汚濁物質負荷量（���），�，�：経験定数，�：流
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量（����）である。

（２）��と��，��と���の相関

　河川における��と��にはある一定な線形関係がある

ことが知られている．特に長江流域のような��濃度の

高い河川では，この関係が顕著に表れるものと考えられ

る。また，��と���間にも線形関係があり，��と��，

��と���との関係は以下のように書ける。

　　��＝������� （２）

　　��＝�������� （３）

ここに，��，��，��と���はそれぞれの濃度（����）

で，�，�，�と�は経験定数である．

（３）汚濁負荷量と流量の相関

　上記の関係式（１），（２）と（３）から，��，���，

��と��濃度は以下の流量の函数で表すことができる．

　　��＝�１����� （４）

　　���＝�２����� （５）

　　���＝�３����� （６）

　　��＝�・�１・������ （７）

　　��＝�・�３・���＋�� （８）

　ここに，�１，�２，�３�と��１，�２，�３は定数であり，

１９８７，１９８８，１９９７，１９９８年の汚濁負荷量と流量データ

ベースに基づき決定した結果は，

　�１＝１．７６３２�１０���，�２＝０．７４８７，�３＝０．１５０１，�

�１＝１．３７０５，�２＝０．１０８９，�３＝０．１７０８，�＝１．５８６９�

�１０���，�＝０．０１１５，�＝０．２２５９，�＝－０．２１３２，となっ�

た。

（４）相関式に基づく汚濁負荷加量の推定

　以上の関係式の妥当性を検証するために，１９９８年と

し１９９９年秋に調査した瀏河地点での汚濁負荷量を予測，

実測値との比較検討を行った．なお，瀏河地点は上海市

上流に位置し，上海からの都市排水の影響が少ない地点

である。

　１９９９年の予測値と実測値とを比較すると，��，��と

��についてはその差（絶対値）は５％以下とよく一致

した。���については２１．６％，���濃度は３８．５％で

あった。一方，１９９８年については，��で１２．９％，���

で１４．６％，他の項目については５０％程度の誤差が認め

られた。この原因は，１９９８年の調査は，２０世紀に２番

目の大洪水の後に行った観測結果で，水質濃度が比較的

低く，また，同一観測地点での濃度分布の不均一性も

あったためと考えられる。

　以上の結果から，本研究で得られた��，��，��及

び���と流量の関係は概ね妥当で，大都市域からの排

水の影響がなくなった領域での水質濃度を予測すること

が可能と判断される。

〔備　考〕

外国共同研究機関：劉紀遠・庄大方（中国科学院地理科

学・資源研究所）・昊秋華（中国科学

院遙感応用研究所）・徐保華・翁立達

（中国水利部長江水利委員会）・

� 陳中原（華東師範大学環境学院）

（２）④沿岸域環境総合管理に関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０００５��２７２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．５　東アジアの流域圏における生態系機能のモデ

ル化と持続可能な環境管理プロジェクト

〔担当者〕木幡邦男（東アジアの流域圏における生態系

機能のモデル化と持続可能な環境管理プロ

ジェクトグループ）・越川　海・牧　秀明・

� 中村泰男・樋渡武彦・須賀伸介・矢部　徹・

今井章雄

〔期　間〕平成１２～１７年度（２０００～２００５年度）

〔目　的〕失われた自然海岸の機能の回復を目的とし

て，また，新たな沿岸開発による環境影響を軽減する措

置として環境修復技術が盛んに開発されている。これら

は独自に適用されたり，あるいは開発の際の環境に配慮

した工法として行われる。しかし，これらを実際に適用

する際に常に問題になるのは，その環境影響評価であ

る。環境影響評価の対象となる項目は，地形や海水の流

動等の物理因子，水質や汚染物質の化学因子，さらに生

態系保全などの生物学的因子がある。平成１１年６月に

施行された環境影響評価法では，環境基準である水質な

どの変化予測のほかに，生態系の質も評価項目として重

要視されている。

　近年，上記のように生態系に対する研究の要請が強い

状況を考慮して，本課題では，沿岸域生態系の中で重要

と思われる水界生態系と底生生態系との相互関係や，底

生生態系において代表的な生物種の生活史や個体群動態

に着目し，それらを用いて現在行われつつある環境修復

技術について，その評価される点を抽出したりその問題

点を指摘する。さらに環境修復技術の生態系に与える影

響と修復効果を評価するための科学的な基礎を提供する
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ことを目的とする。

〔内容および成果〕

　前年度までに，底生生物が水質浄化に大きく貢献する

ことを報告してきた。本年度は，福島県の北東部にある

松川浦での調査を基に，生物による浄化量を流入負荷量

と比較して解析を行った。

　松川浦は，南北約５��，東西約１��の主水域と，そ

の西側にある南北約０．５��，東西約１．５��の分肢部で

構成され，北部にある幅約８０�の水道で太平洋とつな

がっている。主な流入河川は宇多川である。松川浦は，

入り口と出口が限られていて，物質収支が測定しやすい

海域と考えられる。また，松川浦は，航路として浚渫さ

れた澪筋を除いたほとんどの海域が，大潮の干潮時には

干出するほど浅い。

　水質浄化の観点から概観すると，まず，河川などから

栄養塩負荷が流入し，それが松川浦内で生物による取り

込みを受けながら，太平洋の海水と交換するという仕組

みが考えられる。浦内の植物プランクトンなど懸濁物質

は，ろ食性の二枚貝によってろ過されて，海水が浄化さ

れ，この効果は非常に大きい。ところが，二枚貝は排泄

により，無機態の栄養塩を海水に回帰するから，水中の

無機態栄養塩濃度を高くすると考えられる。したがっ

て，生物による浄化を考えるときに，二枚貝だけを考慮

するのは不十分である。一方，アマモのような海草や，

アオサ（海藻），そして底生付着藻は，水中の無機態栄

養塩を摂取して，水質を浄化する。このようなことか

ら，本研究では，底生の二枚貝，底生付着藻，アオサ，

アマモ等からなる系を調査した。これら生物の現存量を

調査すると同時に，現場において，チャンバーを用い

て，アサリによるろ過速度や海草・藻の栄養塩摂取速度

を測定した。

　松川浦への流入負荷（�）は，河川流量（�）と栄養

塩濃度（�）の測定から，次式により推算した。

　　�＝���　　（����）

　　�＝���　　（���）

　ここで，����は，それぞれ各河川について測定された

河川断面積と流速を表す。窒素量として，主な流入負荷

源は宇多川の２０３�����と新田排水機場の１０６����であ

り，これらと小泉川，梅川，日下石川との合計として求

めた松川浦への流入負荷量は，４８８����であった。

　松川浦は大変浅いので，干潮時と満潮時でその体積が

大きく異なる。浦内の７点で測定した窒素濃度の値と体

積から求めた浦内の窒素存在量は，干潮時に１．８４��，満

潮時に３．２３��であり，潮汐によって外部と出たり入っ

たりする量が約１．４��とかなり大きいことがわかった。

また，水道部で一潮汐の間水質を測定し，太平洋との海

水交換による収支を計算した結果，窒素量で０．６１���

が，太平洋側から松川浦に流入していた。

　松川浦全域にわたる調査の結果，カキは，澪筋の海底

に多く存在し，合計は２，３４１�と推計され，この値を窒

素量に変換し８．５�を得た。同様に，アサリ，アナアオ

サ，アマモについても現存量を湿重として観測し，それ

を窒素量に換算した（表１）

　表１から，底生生物が一日にろ過する窒素の量が，ア

サリで１．２７�，カキで０．９０�と求められ，これらの値は

流入負荷量と同程度と大きな値であることが分かった。

また，アサリ，カキが，松川浦水中の懸濁態のすべて

を，数日のうちにろ過する能力があるという推定にな

る。このことから，底生生物による海水浄化能力が非常

に高いことが結論された。

　東京湾では，護岸の生物による���の除去が，流入

負荷量の２０％程度と報告されているが，一方，自然環

境が残されている松川浦では，生物による浄化と負荷量

がほぼバランスしており，健全な生態系が維持されてい

ると言える。

〔備　考〕

（３）天然水系中における溶存フミン物質に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１１０

〔担当者名〕今井章雄（水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１２～１７年度（２００１～２００５年）
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表１�松川浦における主な生物の生物量と窒素摂取速度



〔目　的〕溶存フミン物質は天然水中の溶存有機物の

３０％�８０％を占める。フミン物質は鉄等の微量必須金属

と安定な錯体を形成し，その存在状態に大きな影響を与

える。金属の存在状態は生物利用可能性と密接に関係し

ているため，鉄等の金属とフミン物質との錯化反応を定

量化する必要がある。本研究ではその手法の開発を目指

す。同時に，湖水・河川水中の溶存有機態鉄濃度を測定

する。

〔内容および成果〕

　溶存フミン物質と鉄等の金属イオンとの錯化反応にお

ける安定度定数と錯化容量を電気化学的手法

（��������	
�������������������	����������������	
）

により測定する手法の開発に着手した。同時に，サンプ

ル水の無機イオン組成を変化させずに，溶存有機物濃度

を変動させる手法として高圧および低圧��ランプ照射

の可能性を検討した。

〔備　考〕

（４）内湾域における底生生態系による物質循環

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��２１３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕木幡邦男（東アジアの流域圏における生態系

機能のモデル化と持続可能な環境管理プロ

ジェクトグループ）・中村泰男・牧　秀明・

� 越川　海・樋渡武彦

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕海底には様々な底生生物が生息している。特

に，富栄養化した内湾において，底生生物の生物量が多

く，水質浄化や物質循環に大きく影響している。本研究

では，現場における一次生産と合わせて解析すること

で，底生生物が栄養塩や汚濁物質の物質循環にいかに寄

与するかを明らかにすることを目的とする。

〔内容および成果〕

　前年度までに，底生生物が水質浄化に大きく貢献する

ことを報告してきた。特に，海水をろ過しながら摂食す

る二枚貝が，海水中の懸濁粒子を除去することに着目し

てきた。

　本年度は，アサリ漁業が盛んに行われている松川浦

で，アサリのろ過形態について検討を加えた。松川浦は

福島県の北東部にあり，幅８０�程度の細い水道部で太

平洋と海水交換を行っている浅い海域である。松川浦の

中に，ビニールシートで海面を囲い，幅１�，長さ３０�

の水路を２基製作し，片方の水路にアサリを高密度で移

植し，他方からアサリを取り除いて，実際の海域におけ

るアサリのろ過の様子を調査した。また，ビデオカメラ

を設置して，アサリの入水管・出水管の開閉に見られる

ろ過の様子と，潮の流速・懸濁物濃度・有機物濃度など

との関連を調査した。これらの結果から，アサリは一日

中，同じようにろ過を行っているのではなく，環境変動

により，その入・出水管を開閉していることが明らかに

なった。松川浦では，引き潮時に流速が大きくなるた

め，懸濁物質の濃度が高くなる。このようなときはほと

んど閉じていた。一方，上げ潮時には，懸濁物濃度の低

い海水が満ちてくるため，入・出水管を開けている個体

が多く見られた。その開閉の程度をモニター画面上でノ

ギスを用いて定量した結果，入・出水管の開口面積は，

特に海水中の懸濁物質濃度と顕著な逆相関の関係にあっ

た。

　浅海域における生物の浄化量の評価を行う際に，今ま

では実験室で得られたろ過速度などを基に浄化量を推算

してきた。しかし，本研究で得られた成果から，このよ

うな推算を行う際に，現場の環境要因の変動を考慮すべ

きとの結論が得られた。

〔備　考〕

（５）瀬戸内海播磨灘における夏季連続環境モニタリング

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕９９０１��１１３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕中村泰男（水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕「富栄養化およびその対策が，瀬戸内海・播

磨灘での生物群集に，どのような影響を及ぼしているの

か？」をこれまでの研究成果と併せて解析することで長

期的（１０年）スケールで明らかにすることが本研究の

目的である。とくに，栄養元素（�，�，��）および植

物プランクトンの現存量が，瀬戸内海では増加傾向にあ

るのか，あるいは減少しつつあるのかといった，「海の

方向性」を探ることに力点をおいて，研究を展開する。

〔内容および成果〕

　１）本年度のモニタリング：播磨灘，家島諸島付近の
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定点（水深２１�）において，�月半ばから８月半ばにか

けて，例年どおり，連日環境モニタリングを行った。鞭

毛藻による赤潮の発生はなく，最終年度の調査を穏やか

に終えることができた。

　２）長期トレンド：１９８６年から継続してきたモニタリ

ング結果に基づき，栄養塩と植物プランクトン現存量の

経年トレンドを解析した。その結果，次の点が明らかに

なった。�）植物プランクトンのブルーム（毎年発生す

る）規模は年とともに減少する傾向にある（図１）。�）

ブルームを支える底層近くでの栄養塩濃度も，窒素につ

いては減少傾向が認められる。しかしリンではこうした

傾向は認められない。�）例年，播磨灘の表層では，植

物プランクトンの栄養塩摂取により，窒素が枯渇する。

リン酸塩もプランクトンに摂取されて，非常に小さな値

を示すが，通常は検出限界以下にならない（剰余のリン

酸）。この剰余のリン酸濃度が年とともに大きくなる傾

向が認められる。

　こうした一連の傾向は，瀬戸内海への窒素の負荷が年

とともに減少し，その結果，海が「きれい」になってき

ていることを反映していると思われる。

〔備　考〕

（６）海域の油汚染に対する環境修復のためのバイオレ

メディエーション技術と生態系影響評価手法の開発

〔区分名〕特別研究

〔研究課題コード〕９８０３��１２６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕渡辺正孝（水土壌圏環境研究領域）・

� 内山裕夫・越川　海・牧　秀明・木幡邦男・

樋渡武彦・稲森悠平・水落元之

〔期　間〕平成１０～１５年度（１９９８～２００３年度）

〔目　的〕平成９年１月，日本海海上でロシア船籍タン

カー・ナホトカ号油流出事故は，我が国沿岸海域におけ

る油流出事故としてきわめて大規模な被害をもたらし

た。また同年夏には，東京湾におけるダイヤモンド・グ

レース号事故や，東南アジア史上最大の重油流出事件と

されるシンガポール海峡におけるエボイコス号事故と，

比較的大規模な流出油事故が相次いで起こり，１９９９年

にはイスタンブール沖のボスポラス海峡，２０００年には

仏ブルターニュ半島沖，南アフリカ沖，本年はガラパゴ

ス諸島付近と，それぞれ小規模ながらタンカー事故によ

る油流出が連続的に発生しており，沿岸域は現在でも油

汚染の被害を受けている。このような状況に鑑み，環境

省では，上記ナホトカ号油流出事故に際しては平成７年

に閣議決定された「油汚染事故への準備及び対応のため

の国家的な緊急計画」に基づき，関係省庁と連携をとり

ながら対応を行っている。その一環として，水産庁と共

同で油漂着海岸における栄養剤散布による土着性分解微

生物の活性化を利用した油汚染浄化技術について，環境

影響及び有効性等に関する基礎的知見を得ることを目的

として，流出油バイオレメディエーション技術の調査を

開始し，その利用指針をまとめつつある。バイオレメ

ディエーションによる漂着油の浄化効果及び環境への影

響については様々な報告があるが，現場試験の結果のほ

とんどは地理学的，気象学的，生態学的諸条件に依存

し，現場の状況により浄化効果が左右される上に，我が

国での正式な適用事例はほとんどなく，その有効性。お

よび安全性についての知見は極めて乏しいと言わざるを

えないのが現状である。

　以上のような国内外の情勢に鑑み，本研究において

は，油汚染により損傷をうけた海域の環境修復を図るた

めに有効なバイオレメディエーション技術の開発，なら

びに生態系影響評価手法の開発を行うことを目的とす

る。

〔内容および成果〕

研究概要

　１）海洋流出油バイオレメディエーション現場実証試験

　ナホトカ号流出重油が漂着した日本海沿岸部での現場

実証試験として，栄養塩付与による土着石油分解細菌の

増殖・活性化（バイオスティミュレーション）を計り，

石油成分・除去の分解促進効果について検討を行い，添
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図１�植物プラントンブルーミング時のクロロフィル�
濃度の経年変化
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加肥料の栄養塩形態の影響と石油の流出と分解の収支に

ついて評価を行った。

　２）機能遺伝子を指標とした油分解菌の挙動解析手法

の開発

　石油に含まれる代表的な炭化水素化合物の分解に関与

する機能遺伝子に着目し，それらを標的とした石油分解

菌の挙動を解明する手法の開発を行った。

成果概要

　１）兵庫県香住町佐古谷海岸部における石油のバイオ

レメディエーション現場実証試験

　本年度は，石油分解細菌活性化用の農業用緩効（徐

放）性合成窒素肥料として，従来使用してきた架橋型尿

素肥料のほかに，被覆型硝酸アンモニウム，硫酸アンモ

ニウム，尿素肥料を用い，異なった形態の窒素肥料が石

油分解促進効果に及ぼす影響について検討した。その結

果，すべての種類の肥料添加区で，石油の分解・除去促

進効果がみられた。アルカンの分解については肥料無添

加区との明瞭な差はなかったが，芳香族化合物について

は，実験終了時に肥料無添加区ではどの化合物も５０％

以上が残存していたのに対し，硝酸アンモニウム以外の

肥料添加区では７０～９０％の分解が見られた。添加肥料

の形態による石油分解・除去促進効果について検討した

ところ，硝酸アンモニウムのほかはみな同様の程度だっ

た。供試原油汚染支持体としての海砂からの除去効果に

ついて検討したところ，硝酸アンモニウム以外の肥料添

加区では肥料無添加区に比して残存油量が約３分の１と

なっていた。原油中の難分解性化合物の濃縮度合いから

原油の分解全量を見積もったところ，約２０％と算定さ

れ，原油除去の収支をとると，分解が約１～�割で，剥

離に伴う除去が４～６割程度と考えられた。

　２）機能遺伝子を指標とした油分解菌の挙動解析手法

の開発

　本年度は，油分解に関与する機能遺伝子に着目するこ

とにより油分解菌の挙動を解明する手法の開発を行っ

た。油成分はアルカン類と芳香族化合物に大別されるた

め，アルカン類分解菌検出にはその初発分解反応に関わ

る遺伝子である����を，また芳香族化合物分解菌には

芳香族環の解裂反応に関わる�１２�，�２３�を対象と

して検出することとした。これら遺伝子の塩基配列を遺

伝子データベースから入手し，共通配列領域を検索し，

それらの配列を基にして���プライマーを設計した。

作成したプライマーの有効性を検証するために，個々の

プライマー設計時に参考とした遺伝子を有す分解菌（標

準株）に対して，設計したプライマーを用いた���を

行った。その結果，����では５株中４株，�１２�では

４株中４株，�２３�では４株中４株，合計１４株中１０

株に対して想定したサイズの���産物が観察され，有

効性が示された。次いで，上記プライマーの実用性を検

証するために兵庫県佐古谷の試験現場から採取した

���試料を用いて���を行った。いずれのプライマー

を用いた場合でも，���産物は観察された。さらに，

����および�１２�では，肥料添加前には微弱あるいは

検出されなかったが，肥料添加期間中には明確に認めら

れ，散布によってアルカン分解菌が増殖したものと考え

られた。一方，�２３�では全期間を通じて一定の弱い

シグナルを示し，顕著な変動は観察されなかったことか

ら，油分解にはあまり関与しないことが示唆された。以

上より，設計した各プライマーの実用性が示されたもの

と考えられる。

〔備　考〕

共同研究機関：兵庫県公害研究所

（７）湖沼における有機炭素の物質収支および機能・影

響の評価に関する研究

〔区分名〕特別研究

〔研究課題コード〕０１０３��１１２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕今井章雄（水土壌圏環境研究領域）・

� 松重一夫・木幡邦男・冨岡典子・林　誠二・

野原精一・佐野友春

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年）

〔目　的〕琵琶湖北湖で注目された湖水中の難分解性溶

存���濃度の漸増現象は，その後，十和田湖，霞ヶ

浦，印旛沼，さらに内湾の富山湾と遍在的な広がりを見

せている。湖沼での溶存有機物（���）濃度の上昇は，

植物プランクトン増殖・種組成を含む湖沼生態系の変化，

水道水源水としての湖沼水の健康リスク（トリハロメタ

ン等）上昇および異臭味等，湖沼環境に甚大な影響を及

ぼすと考えられる。湖沼環境保全上，緊急に，湖水中の

難分解性���の漸増メカニズムを定量的に解明する必

要がある。

　現在の湖沼有機物指標である過マンガン酸カリウム法

���（�����）は，加算性がないという物質収支を取
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る上で致命的な問題を抱えている。従って，発生源対策

をより実効あるものにするには，物質収支の取れる有機

物指標，すなわち有機炭素（���）を採用した物質収

支により湖水中の難分解性���の主要発生源を定量的

に特定することが重要かつ急務である。

　湖水溶存有機物（���）は不均質な混合体であり，

その複雑さの故に依然不明な部分が多い。湖水���の

特性・起源に関する科学的知見の充実・蓄積が重要であ

る。特に，主要な湖内部生産���である底泥および藻

類由来���の特性に関する情報が圧倒的に不足してお

り，流域発生源対策を不明瞭なものとする原因となって

いる。湖における有機炭素収支を取る際に，湖内部生産

���の特性・起源に関する知見は必須である。藻類由

来���は藻類種やその増殖状態によりその生産量や生

分解性が異なる。従って，藻類由来���を評価する際

に，藻類等の微生物群集構造および増殖状態に関する情

報が必要となる。

　藻類由来���が藻類種組成に依存するのとは反対

に，湖水���（特にフミン物質）は微量金属や栄養塩

の生物利用性を制御する機能を持ち，藻類の増殖・種組

成に大きな影響を及ぼすと報告されている。すなわち，

湖水���と湖沼の藻類は複雑な相互関係にある。湖沼

環境は，近年，急激に変化しており，藻類の種組成変化

を含む生態系の変化が著しい。微量金属や栄養塩の生物

利用性という観点から，湖水���の藻類の増殖・種組

成に及ぼす影響を評価する必要がある。

　本研究は，有機炭素（���）を有機物指標として富

栄養湖，霞ヶ浦における有機物収支をとることを目的と

するマクロ的（フレーム構築的，課題１）研究と湖水溶

存有機物（���）の特性・機能評価，湖沼微生物群集の

解析等のミクロ的（知見探索的，課題２）研究に大別さ

れる。本研究は，前者において湖沼問題の枠組みを構築

し，後者において新たな知見を得ることにより，湖沼に

おける難分解性���の主要発生源を有機炭素等の物質

収支により定量的に明らかにすることを目指す。

〔内容および成果〕

課題１　湖における有機炭素収支に関する研究

　［モ デ ル の 構 築］霞 ヶ 浦 湖 内 モ デ ル と し て，

���������	
����	����を基本モデルとする３次元流

動モデルを構築した。霞ヶ浦全体を水平方向５００�メッ

シュに区分けし，鉛直方向５層に分割して水温および流

動変化を計算した。流域発生源モデルとしては，恋瀬川

流域（石岡市，八郷町，千代田町，新治村）を対象とし

て地理情報（���）データベースの作成に着手した。

［湖水���の動態・特性］霞ヶ浦湖心における

���，�フミン物質，親水性酸および難分解性���，�

フミン物質，親水性酸の１９９７�２０００年の４年間に渡る

動態を明らかにした。難分解性���は１９９７年には増

大傾向にあったが，１９９８年には減少あるいは横這い傾

向を示し，さらに１９９９年には再び漸増傾向に転じた。

当該期間における難分解性���の増減（動態）は，難

分解性フミン物質ではなく，主に難分解性親水性酸の寄

与によることが明らかとなった。

課題２　湖水溶存有機物（���）の特性・起源と機能・

影響に関する研究

　［溶存有機物（���）の藻類の増殖・種組成に及ぼ

す影響］臨湖実験施設取水塔から採取した霞ヶ浦湖水を

用いた競合的吸着濃縮ボルタンメトリーの予備実験で，

湖水���と鉄の錯化反応における条件安定度定数と錯

化容量を決定した（各々１０���������，７１．９��）。得られ

た条件安定度定数は，前特研で推算された湖水フルボ酸

と鉄の錯化反応に対する安定度定数の値とほぼ一致した

（１０�������）。

　［湖内部生産���量の算定］霞ヶ浦底泥間隙水

���の深さ方向濃度プロファイルから���フラック

スを算定した。平均フラックスは１９９７年で２．６���１０����

�������
��
�����

��，�１９９８年で９．４���１０�����������������

�
��。湖心付近での簡略化した物質収支の結果，底泥由来

���の寄与は１９９７年で平均１．３���������，�１９９８年で

０．４７���������となり，年度によって大きな違いを示し

た。

　［細菌群集構造の解析］霞ヶ浦での微生物群集構造を

明らかにするために，霞ヶ浦の５地点に対して１９９９年

２月から２０００年１月の湖水に対して真正細菌を検出す

る���プライマーを用いた変成剤濃度勾配ゲル電気泳

動（����）解析を行った。その結果，細菌群集構造は

地点による変化はあまり示さず，季節により大きく変動

することが明らかとなった。

　［���の特性・起源の評価］下水処理水の���励

起－蛍光マトリックス（３次元蛍光特性）は，霞ヶ浦湖

水や河川水等とは異なり，励起波長４９０���，蛍光波長

５１４���付近に特異的な蛍光ピークを有することが確認

された。

〔備　考〕
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（８）東シナ海における長江経由の汚染・汚濁物質の動

態と生態系評価に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��１

〔研究課題コード〕９９０１��２６８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕渡辺正孝（東アジアの流域圏における生態系

機能のモデル化と持続可能な環境管理プロ

ジェクトグループ）・内山裕夫・高松武次郎・

越川昌美・渡邊　信・広木幹也・河地正伸・

村上正吾・徐　開欽・越川　海・牧　秀明・

張継群

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕経済発展の著しい長江流域から東シナ海に流

入する大量の汚濁・汚染物質の海洋生態系への影響が危

惧されている。豊富な水質資源に恵まれた東シナ海は，

我が国の漁業資源確保にとって重要であり，生物多様性

も豊富である。また，今後，長江流域の経済発展に伴う

流域の土地利用変化あるいは三峡ダムの完成は，当該海

域に流入する淡水量，流砂量，栄養塩類，農薬等有害化

学物質などの汚染・汚濁負荷の量・質に大きな変化を与

えると考えられ，本研究では流入量の推定法の開発を目

的とした。

〔内容および成果〕

　１９９７・９８年の水質調査は，東シナ海に流入する汚濁負

荷を精度よく推定するためには，長江河口域に位置する

上海市からの汚濁負荷の汚濁物質濃度とその排水量の把

握が必要不可欠であることを示していた。従って，本研

究では上海の上流に位置し，上海からの汚濁負荷の影響

がない瀏河地点での汚濁負荷量と上海市からの汚濁負荷

量の推定値の合計値をもって東シナ海への流入負荷推定

量�と仮定し，１９９８・９９年の調査時における長江河口域

最下流点（上海からの汚濁負荷の影響を受けた後）呉松

口地点での汚濁負荷量��と比較し，その有効性を検討

した。

（１）東シナ海への長江経由の汚濁負荷量推定

　長江の流量�と汚濁負荷量との関係は，これまでの

研究により次のような相関式で表示可能である。

　　��＝１．７６３２�１０�����������

　　���＝�０．７４８７���������

　　���＝�０．１５０１���������

　　��＝１．５８６９���１０������������＋０．０１１５

　　��＝０．２２５９���������－０．２１３２

ここに，��，���，���，��，��の単位は �����

（����），�の単位は（����）である。

　上式を用いると，上海上流の瀏河地点での汚濁負荷量

��が推定される。

（２）上海市からの汚濁負荷の推定

　上海市からの汚濁負荷量は，工業廃水量��と生活廃

水量��の排出量，濃度と除去率を考慮した次式により

推定される。

　　��＝��・｛���・（１－��）＋���・��｝

　　　�＋��・｛���・（１－��）����・��｝

　ここに，���工業廃水量（���），����工業廃水の原水

濃度（����），���：工業廃水の一次処理水濃度（����），

���工業廃水の処理率，���生活廃水量（���），����生

活廃水の原水濃度（����），���：生活廃水の一次処理水

濃度（����），���生活廃水の処理率である。

　計算に当たって，上海市の１９９８年と１９９９年の工業排

水と生活排水の排出量とその一次処理率，中国での平均

都市生活廃水濃度，一次処理後の主な汚濁物質（���，

�����，�����，��，��）排出濃度及び除去率につ

いての公表データを用いた。また，工業廃水の原水及び

一次処理水の濃度は業種などによって大きく変化する

が，ここでは平均的に都市生活汚水と同じ値を仮定し

た。

（３）計算結果

　上海市から一日当り排出する���������の負荷量

は，９８年 で は４４８．０，２３８．２，２６．５���，９９年 で は

４３７．０，２３２．１，２５．８���と推定された。���の値は上

海市政府が発表した�����排出量（９８年，年間３６．５４

億トン，９９年３４．９８億トン）の一日当たりの�����

換算値で約３３４トン，３１９トンの値より２５％，２７％高い

値であったものの，ほぼ妥当な値と考えられる。瀏河地

点での汚濁負荷量��と上海からの汚濁負荷量��の推定

値と，呉松口地点での汚濁負荷量の観測値を比較した結

果，計算値と観測値果は９８年と９９年の���������

いずれの結果についても，５～２２％の誤差範囲であっ

た。従って，流量と汚濁負荷量との相関式と大都市から

の負荷量を推定モデルを連立させることで，長江での汚

濁負荷量を推定することが可能と考えられる。

〔備　考〕

外国共同研究機関：劉紀遠・庄大方（中国科学院地理科

学与資源研究所）・昊秋華（中国科
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学院遙感応用研究所）・徐保華・翁立

達（中国水利部長江水利委員会）・

陳中原（華東師範大学環境学院）

（９）陸水境界域における自然浄化プロセス評価手法の

開発に関する研究

〔区分名〕文科��原子力

〔研究課題コード〕０００４��１３０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕内山裕夫（水土壌圏環境研究領域）・

� 冨岡典子・越川　海・牧　秀明・徐　開欣

〔期　間〕　平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕陸水境界域（海浜，干潟，湿地，湖沼，河川

等）は人間活動における安息の場を提供するのみなら

ず，野生生物の生息地としても重要な場である。一方，

人間活動に由来する各種有機汚染物質の流入・集積が生

じやすい場でもあるため，本境界域の有する自然浄化能

を把握することは，場の保全及び将来予測の上で重要で

ある。この為，本研究では海浜，ヨシ原等湿地帯，湖岸

等において，自然浄化能を把握するために自然浄化プロ

セスを評価する手法の開発を行う。すなわち，１）海浜

における汚染有機物の分解速度把握手法の開発　２）湿

地帯における土壌への汚濁物質の浸透などの挙動の解析

　３）湿地における炭素循環プロセス評価手法に関する

研究　４）湖沼沿岸域における有機汚染物質負荷に対す

る微生物群集応答把握手法の開発，に関する研究を行

う。

〔内容および成果〕

　前年度に引き続き，有機汚濁海岸から発生する���

量，炭素安定同位体比（δ����）測定から汚濁物質分解

速度を評価する基礎となる���の回収，保存，δ�
��
�分

析法について検討した。昨年度は対象場から発生した

���をアルカリ溶液へ捕集・炭酸塩へ変換し，固体とし

て保存する事により安定したδ����分析値（σ＜０．２‰）

を得た為，本年度は，分析値の妥当性を評価するため

に，異なるδ����値をもつ複数の物質に由来する���を

それぞれ炭酸塩化しδ����値の安定性評価を行った。こ

の結果，炭酸塩化によって最大１～１．５‰変位する事が

明らかになった。δ����値の変位傾向から，炭酸塩化操

作中の大気���混入がその要因であると考えられ，引

き続き，炭酸塩化処理の各段階でのδ����値変位要因に

関する検討を行っている。

　湿地マイクロコズムを用いて炭素循環プロセス評価を

行うため，メタン発生プロセスの初発反応である植物遺

骸の分解過程について検討した。植生の異なる湿地調査

地にセルロース分解活性測定用布を埋設し，数ヶ月後に

取り出して引張実験を行い，セルロース分解活性の深さ

方向分布を調査した。表層に好気的分解の存在が示さ

れ，ミズトクサ植生地では嫌気的なセルロース分解が示

唆された。セルロース分解活性の至適条件は，

��７．０，３０℃ で，比較的高いイオン強度条件下で得ら

れた。また，セルロース分解に関与する微生物は糸状菌

および細菌が主で，新規なセルロース分解が単離され

た。

　湖沼沿岸域における微生物群集を解析する手法として

前年度開発した����法の有効性を確認した。後背地

に多くの農地を有する恋瀬川と都市河川である桜川の湖

沼流入部の河川水及び湖水を用いて微生物群集を比較し

た。河川水と湖水の微生物群集構造は著しく異なり，一

方，恋瀬川と桜川の微生物群集はきわめて類似し，河川

に特徴的なバンドが２本検出された。河川流入部の湖水

と河川水との微生物群集が著しく異なっていたことか

ら，流入部において大きな細菌群集の変化が起こってい

ると推測された。

〔備　考〕

（１０）湖沼で蓄積する難分解性溶存有機物の動態とトリ

ハロメタン生成能の評価

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０００２��１１１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕今井章雄（水土壌圏環境研究領域）・

� 松重一夫

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年）

〔目　的〕本研究の目的は，霞ヶ浦での難分解性溶存有

機物（���）の動態を把握し，難分解性���として

フミン物質が優占するかを確かめ，湖水と���発生源

水の特性比較から湖水難分解性���の発生原因を検討

し，湖水���の難分解性化が水道水源水としての湖水

に及ぼす影響を把握することである。

〔内容および成果〕

　霞ヶ浦湖水（５地点），����発生源水（流入河川水，
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下水初沈水，下水処理水，生活雑排水，し尿処理水，田

面流入水・流出水，森林渓流水，藻類培養後ろ液（藍藻，

緑藻，珪藻）やヨシ・ガマの繁茂する池の水を���分

画手法（生分解試験＋フミン物質の分離に基づく樹脂分

画）に供し，サンプル���をフミン物質，疎水性中性

物質，親水性酸，塩基，親水性中性物質の５つに分画し

た。引き続いて，ろ過サンプル（���），フミン物質

（���），親水性画分（�����親水性酸＋塩基＋親水性中

性物質）のトリハロメタン生成能�（�����）�をヘッ

ドスペース�����で測定した。

　単位溶存有機炭素（���）あたりの�����として，

���は���と匹敵する�����を示した（���：０．１７６�

μ����������	�
���，����：０．１９５�μ����������	�

��
��）。しかしながら，湖水中に存在する濃度を考慮し

た場合には，���の�����は���のそれよりもはる

かに高い値を示した（���：�０．３７４�μ����������，������

０．２２９�μ���������）。湖水中のトリハロメタン前駆物質と

しては，���のほうが���よりも重要であることが明

示された。

　サイズ排除クロマトグラフィにより，湖水中の

���，���および���の分子量分布を測定した。湖水

���，���および���は全て分子量分布の狭い，比較

的低分子の有機物の集合体であることが示唆された。

���，���，���の 平 均 分 子 量 は 各 々

７８０，９６０，６１０��������であった。疎水性有機酸である

フミン物質は親水性���よりも高い分子量を持つこと

がわかった。

〔備　考〕

（１１）中性からアルカリ性の湖沼における溶存アルミニ

ウム濃度上昇のメカニズムの解明

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０００１��１１８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕越川昌美（水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１２～１３年度（２０００～２００１年度）

〔目　的〕天然水中に高濃度のアルミニウムが溶解する

と，水中に棲む魚や藻類，そしてその水を体内に接取し

た人間にも毒性を示すことが懸念されている。酸性化し

た土壌や湖沼では，溶存アルミニウム濃度の上昇が報告

され，溶けだしたアルミニウムの挙動やその毒性の現れ

方が詳しく研究されている。

　最近，中性からアルカリ性である琵琶湖でも，春から

夏にかけて表水層の溶存アルミニウム濃度が上昇するこ

とがわかってきた。春から夏にかけて琵琶湖でアルミニ

ウムが溶解するメカニズムには，１）��が７から９に

上昇すると，アルミン酸の濃度が上昇する，２）錯生成

能をもつ有機物が増加すると，アルミニウムの有機錯体

の濃度が上昇する，の二つの可能性がある。アルミン酸

のような無機錯体は，アルミニウムの有機錯体と比べて

毒性が高い。琵琶湖のような中性からアルカリ性の湖沼

において，溶存アルミニウムの濃度を低く保ち，その毒

性を抑制するためには，琵琶湖で春から夏にかけて増加

するアルミニウムが無機錯体であるか有機錯体であるか

を調べ，溶存アルミニウムの濃度上昇のメカニズムを解

明することが必要である。

　本研究では，溶存アルミニウム濃度上昇のメカニズム

を解明するために「琵琶湖で春から夏にかけて増加する

溶存アルミニウムは，無機錯体なのか有機錯体なのか」

を判定することを目的として，（１）琵琶湖の溶存アル

ミニウムの形態別分析法の検討，および（２）実験室に

持ち帰った湖水に無機イオン・有機キレート剤を加えて

無機錯体・有機錯体の増加を再現する実験を行った。

〔内容および成果〕

　２００１年８月９日及び１０月１４日に，琵琶湖で採水を

行った。採水には京都大学生態学研究センターの調査船

「はす」を利用した。北湖南湖盆の���１地点（水深

７３�），南湖中央の���５地点（水深４�），およびその

間の４地点（���３，���４，���３及び���３）で表

層水を採取した。���１地点では水深０�から７２�まで

深度を変えて１２層から湖水を採取した。

（１）琵琶湖の溶存アルミニウムの形態別分析法の検討

孔径０．４μ��のフィルターを通過する溶存アルミニウム

を，アルミニウムのヒドロキソ錯体（���），アルミニウ

ムの有機錯体（�����），アルミニウムのコロイド（�����）

に分画するために，以下の操作を行った。ルモガリオン

法（試水とルモガリオン試薬を反応させたのち，蛍光強

度を測定してアルミニウム濃度を求める）で（���＋

�����）を定量した。�����は����法（試水をカチオン

交換カラムで分離したのち，ルモガリオン法を応用した

ポストカラム法で検出する）で定量した。さらに，

������法で（���＋�����＋�����）を定量した。アルミ

ニウムの有機錯体は全く検出されなかった。アルミニウ
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ムのコロイドは，８月９日は全く検出されず，１０月１４

日は全溶存アルミニウムの１０～２０％を占めた。琵琶湖

の表水層で増減する溶存アルミニウムの大部分は，アル

ミニウムのヒドロキソ錯体（���＝��
��＋��（��）��＋

��（��）�
�＋��（��）�

�
�＋���（��）�

�）あるいは非常に

弱い（����法で検出できない）有機錯体であることが

示唆された。

（２）実験室に持ち帰った湖水に無機イオン・有機キ

レート剤を加えて無機錯体・有機錯体の増加を再現

する実験

　８月に���１地点の深度６０�から採取した湖水

（��７．０）に，少量の����を添加して��８．０に調整

し，１ヵ月間２５℃ で振とうしたところ，春から夏にか

けて��が上昇する際に，懸濁態アルミニウムから溶存

アルミニウムが溶出する反応が再現された。

　琵琶湖湖水から抽出されたフミン物質（今井章雄氏よ

り提供を受けた）を湖水中濃度の約８倍に濃縮して湖水

に添加したところ，湖水に溶存するアルミニウムの約

５０％が有機錯体となった。琵琶湖でアルミニウムの有機

錯体が検出されなかった理由は，湖水に溶存する有機物

が錯生成能を持たないためではなく，錯生成能を持つ有

機物の濃度が低すぎるためと考えられた。

〔備　考〕

（１２）ラン藻類の遷移に及ぼすキレート物質の影響に関

する研究

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕９９０１��１９６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕岩崎一弘（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕全国各地の富栄養化した湖沼において，ラン

藻類の�����������を中心とする水の華が発生し，水質

の悪化，異臭味の生成，魚類へい死，浄化施設のろ過閉

塞等の弊害が生じ大きな社会問題となっている。しかし

最近の霞ヶ浦においては，�����������や�������の発生

が著しく減少し，かび臭の原因となる���������	��や

����������等のラン藻類が異常に発生する現象が認め

られている。本研究では，４種のラン藻類に関して現場

調査を行うとともに室内実験において４種の藻類の競合

現象を解明し，最終的には藻類の異常発生機構を明らか

にする。

〔内容および成果〕

　本年度は�����������	
�������
���５株を用いて霞ヶ浦

における藻類増殖制限因子を調べた。２５℃，２０００��，白

色蛍光灯連続照射条件で静置培養を行い，藻類の増殖量

を測定した。��������	
������５株の増殖制限物質は，

����または�����リン�窒素であったが，����の

みの添加では増殖量は以前ほど認められず，利用可能な

リン，窒素が減少しているのではないかと考えられた。

さらに，合成キレート剤の����（��������２���）

および���（������������	���
����）ならびに霞ヶ浦の底

泥より分離した天然キレート物質のフミン酸およびフル

ボ酸による，�����������の重金属毒性の抑制効果につい

て明らかにするために，重金属を含む合成培地にキレー

ト物質を添加し，�����������の増殖に及ぼす影響を調べ

た。��，��，�および��は，低濃度で��������	
����

��５株の増殖を阻害したが，����，���，フミン酸

およびフルボ酸は重金属毒性の抑制効果を示した。フミ

ン酸およびフラボ酸の同時添加は，��５株の増殖の誘

導期が短くなる効果を示した。キレート物質の重金属毒

性の抑制効果は�����������の種により異なっていた。

〔備　考〕

研究代表者：矢木修身（東京大学）

（１３）山林域における水質形成と汚濁負荷流出過程に関

する研究

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３２６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕今井章雄（水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３年度（２００１年）

〔目　的〕山林集水域を対象とした精度の高い調査によ

る実態の把握と情報の蓄積により，河川水質および流出

特性を把握し，流出機構の解明および林地の原単位の算

出と評価を行う。

〔内容および成果〕

　山林域からの栄養塩類流出負荷量を算出するために，

晴天時流出は週�回の定期調査結果に基づく区間代表法

により算出し，降雨時流出については降水量と流出負荷

量の関係から降雨時の負荷量を推定する���法を用い，
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両者を組み合わせて年間流出負荷量を推定した。また，

河川連続水位の測定値から���式により流量を求め，

流量と負荷量の関係式から負荷量を求める���法によ

り年間流出負荷量を推定した。これらの２つの方法につ

いて１年間の調査結果をもとに比較検討したところ両者

の違いは小さく，いずれも比流出負荷量の算出に対して

有用であることが示唆された。次に，山林集水域の渓流

河川に設置した自動測定・採水システムを用いて様々の

降雨タイプにおけるサンプリングを実施し，降雨量や降

雨強度が山林渓流水におけるリン等の栄養塩類の流出特

性との関係について検討した。その結果，同一降水量で

も水位変動や��変動に大きな違いが認められ，その原

因として，時間当りの降水量（降雨強度）の違いが影響

していることが明らかになり，山林域からの汚濁物質流

出負荷量をより正確に推定するためには，日降水量の影

響以外に降雨強度の違いを加味することが必要であるこ

とが示された。

　また，山林集水域の中で集水域面積の大きく異なる渓

流河川（谷川１）とそこに流入する小渓流河川（小谷

川）の長期調査結果に基づいて，両者の水質の比較から

山林からの物質流出プロセスについて検討を行った。小

谷川の水温変化は谷川�に比べて小さく湧水に近い特徴

を示したが，主要無機イオンのうち，流出成分のトレー

サーとして使われる����の平均濃度は０．７１����と

０．７８����とほぼ等しかった。約２年間の濃度変動をみ

ると，いずれも良く似た変動パターンを示し正の相関関

係が認められ，����は集水域の大きさに関わりなく同

様のプロセスで渓流河川へと流出すると考えられた。小

谷川集水域内の山林土壌水中の����は調査期間を通じ

てほとんど検出されず，降雨後の流量増加時にはいくつ

かのピークが認められるもののその濃度は低く，降雨時

の流出として高濃度の����が集積している土壌表層か

ら浅い表層部分を通る速い中間流出の寄与が示唆され

た。一方，晴天時の地下水流出時においても土壌水では

検出されない一定濃度の����が含まれており，表層か

ら下層へ土壌水を通じて供給される有機態窒素の無機化

によると思われるが，有機態窒素だけで渓流水中の濃度

を説明することはできず，地下水への供給ル－トについ

ては今後の検討課題となった。

〔備　考〕

共同研究者：駒井幸雄（兵庫県立公害研究所）・

� 梅本　諭（兵庫県立公害研究所）

（１４）湖沼における難分解性有機物質の発生原因と影響

評価に関する研究

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３２７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者名〕今井章雄（水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３年度（２００１年）

〔目　的〕河川には，森林や農耕地等の面源からの溶存

有機物が流出している。この溶存有機物の流出特性と流

出量を明らかにする。

〔内容および成果〕

　屋久島の西部林道（西部地区）の小流域で溶存有機物

の物質収支を明らかにしようと試みている。インプット

としての林外雨，アウトプットとしての河川水，その間

の林内雨，土壌水を含めた物質収支である。現在のとこ

ろ断片的にデータは取れているが物質収支がとれるまで

は至ってない。この理由はこの小流域が非常に急峻であ

り（平均斜度２０°�），降雨時に一気に流出するため自動

測定機器が通年にわたって機能してないため水収支がう

まくとれない状況にある。これについては現在検討し再

度挑戦をしているところである。

　渓流水中の���濃度は，島内どの地点についてもほ

とんど差はなく，清透な渓流水にしては高い濃度であっ

た。この結果は，屋久島における土壌浸透のメカニズム

とも関係していると考えられる。すなわち，屋久島では

水の鉛直方向の浸透は少なく，水平方向の流れが卓越し

ていると考えられる。また，一般的に土壌水中の���

濃度は表層で高く，深層は低い。さらに，自然水中の

���成分の微生物分解は二つの分解速度定数に依存す

る。一つは初期に分解するもの，一つは分解速度の遅い

ものであり，初期に分解するものは検出できない。した

がって，渓流水中で検出されるものは難分解性���成

分であろう。これらのことから，屋久島における渓流水

中の���分布には以下のようなシナリオが考えられ

る。難分解性���成分が卓越した水平方向の流れによ

り，また，土壌によるろ過効果を十分に受けず渓流水中

に流出してくるものと考えられる。

〔備　考〕

共同研究者：永渕　修（福岡県保健環境研究所）�
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５．５　地下水汚染機構の解明とその予測に関す

る研究

（１）地下水利用に伴う広域的ヒ素汚染に関する地球環

境保全のための環境計画に関する研究：自然環境汚

染状況と生態系影響調査と回復手法

〔区分名〕環境��地球推進　��６

〔研究課題コード〕０００２��２４７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕中杉修身（化学物質環境リスク研究センター）�

・柴田康行

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕極めて大規模な西ベンガル地方の地下水汚染

によるヒ素汚染事例の解決にむけて，人への健康影響メ

カニズム，生態学的影響の解明を進める。特に飲料水や

潅漑目的で地表に汲み上げられた地下水中のヒ素のその

後の挙動を明らかにすることを目的として，大気中ヒ素

の測定等を行う。

〔内容および成果〕

　前年度に引き続いて粉塵試料のより広域的な捕集をイ

ンド側共同研究者とともに進めた。また，特にアルキル

体のヒ素が酸化されにくくガス状で長く大気中に止まる

ことに留意して，ガス状ヒ素化合物の捕集装置の開発を

目指して，ヘテロ環化合物とアルキルアルシンとの反応

に関する研究を進めた。生物作用によるアルキル化で生

成されるトリアルキルアルシンの捕集を目的としていく

つか検討を進めた結果，特異的に反応して安定な化合物

を生成する窒素と硫黄を含むヘテロ環化合物の合成に成

功した。

〔備　考〕

研究代表者：安藤正典（国立医薬品食品衛生研究所）

（２）規制項目等有害元素による地下水高濃度汚染実態

解明と修復技術に関する研究

〔区分名〕環境��公害�一括

〔研究課題コード〕０００２��０５０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕西川雅高（化学環境研究領域）・中杉修身

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕硝酸態窒素による地下水が顕在化している静

岡県，岐阜県，福岡県において，その汚染実態や二次汚

染の有無を把握し，地下環境の修復技術の開発を主な目

的としている。地下水中に含まれる硝酸態窒素濃度は

１０����が規制値と定められているのだが，主に丘陵型

農耕地域を中心として規制値を超える地下水汚染現場が

点在していることが明らかになってきた。最近では，そ

れら地域において硝酸汚染のみならずアルミニウム，ホ

ウ素，ニッケル等重金属類汚染も顕在化していることが

判明し，その汚染機構を明らかにすることが急務となっ

ている。本研究プロジェクトでは，各県の汚染実態を詳

細に把握し，その汚染機構を明らかにするとともに，地

域特性にあった地下環境修復技術の開発も視野に入れ，

厚生省国立公衆衛生院および農水省野菜茶業研究所と連

携し，各県の研究機関の参画をいただいて実施するもの

である。

〔内容および成果〕

　本研究の対象地域（福岡県内，岐阜県内，静岡県内）

は，農業活動によって地下水汚染が生じている可能性が

高い。このうち，静岡県内の地下水汚染地区を詳細観測

フィールドとし，野菜・茶業研究所との共同で汚染実態

と施肥との関連性を明らかにするためのモニタリングを

２年間継続して行った。ニッケル，マンガン，アルミニ

ウム等の地下水汚染は，硝酸による高濃度汚染地域と一

致しており，硝酸による二次汚染である可能性が高いこ

とが判明した。その硝酸汚染の発生源究明のために，窒

素同位体比を利用した。元素分析計ー同位体比質量分析

計を組み合わせた装置を用い，溶液中の硝酸態窒素分を

固体化後測定する新分析方法を開発し，硝酸汚染の同一

起源による汚染の広がりについて多試料分析結果を基に

詳細調査をした。その結果，茶畑に投与される肥料中の

窒素同位体比によって地下水中の硝酸性窒素の同位体比

が説明できることが明らかとなった。その他，含酸素酸

態の無機態陰イオンの挙動解析と汚染地下水の高次処理

法の検討にあたっては，厚生省国立公衆衛生院に担当し

ていただいた。本年は，特にアンチモンの���������

法による微量形態分析技術の確立をめざし，��分離に

おけるカラム条件や溶離液の液性を中心に検討した。特

にアンチモンは，３価の状態で保存し分析に供すること

が望ましく，長期安定保存には試水中に還元剤を投与す

ることが有効であることを明らかにした。処理技術につ

いては，ナノ濾過膜を用いた処理技術に着目し，ベンチ

スケールの実験装置による検討に入った。硝酸高濃度汚

染地下水のナノ膜濾過法による処理水は，環境基準
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（１０����）を下回るレベルにまで容易に改善される。一

方，濃縮水は，１０００����オーダーの硝酸性窒素分が含

まれている。野菜茶業研究所では，汚染地下水を膜濾過

処理した時に生じる汚染成分濃縮水の農業活動における

再利用方法についても検討を始めた。また，農用地域周

辺で発生している硝酸性窒素の地下水汚染原因が施肥で

あることは本調査結果からも疑いようがなく，政策とし

て，施肥量を減らすことによる低減化対策効果について

も検討を始めた。

〔備　考〕

共同研究機関：厚生省国立公衆衛生院・農水省独立行政

法人農業技術研究機構野菜茶業研究所・

静岡県環境衛生科学研究所西部支所・岐

阜県保健環境研究所・福岡県保健環境研

究所

５．６　土壌劣化，土壌汚染の機構解明とその予

測に関する研究

（１）土壌中における無機汚染物質の挙動に関する研究

〔区　分〕経常

〔研究課題コード〕０１０３��１１９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕高松武次郎（水土壌圏環境研究領域）・

� 越川昌美・村田智吉

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕近い将来，「鉛フリーはんだ」などの金属材

料として，利用が急増すると考えられる銀，ビスマス，

アンチモン，インジウム，スズなど（いわゆる次世代技

術利用金属）の環境中における溶出特性を暴露試験など

を用いて明らかにする。また，それら金属の土壌中での

挙動を，大型ライシメーターを利用して調べ，土壌の化

学特性（��，交換容量，有機物含量，粘土鉱物組成な

ど）や土壌種との関連で検討して，金属の移動，蓄積，

地下浸透などの機構を明らかにする。結果を，これまで

人類が多用してきたカドミウム，亜鉛，銅，鉛などの重

金属の動態と比較し，次世代技術利用金属による土壌汚

染の予測と評価を行う。

〔内容および成果〕

　組成の異なる２種類の「鉛フリーはんだ」試料

（��０．８���５７���と��３���２���１���）を裸地とス

ギ，マツ，ヒノキ，及びシラカシの樹冠下に置いて降雨

による金属の溶出特性を調べた結果，以下の点が明らか

になった：１）金属は林外（裸地の）雨よりも林内（樹

冠下の）雨により多く溶けた；２）林内雨では，樹種に

よって溶出量が異なった；３）溶出量は季節変動した。

また，４種類の土壌（淡色黒ボク土，褐色森林土，褐色

低地土，及び砂丘未熟土）中の金属の天然賦存量を調べ

たところ，砂丘未熟土以外では比較的一定していて，銀

（０．１９�０．２６���），ビスマス（０．３２�０．４３���），アンチ

モン（０．７０�１．２���），インジウム（０．０６３�０．０８８���）

及び錫（２．６�２．８����）であったが，砂丘未熟土では非

常に低かった（それぞれ，０．０６９，０．１３，０．３５，０．０６８，

及び１．８���）。逐次抽出法による形態分析の結果，金

属は４種類の土壌で２～８形態で存在した。銀，インジ

ウム，及び錫は不溶性の画分（岩屑や未風化鉱物）に最

も多く含まれ，ビスマス，アンチモン，及びスズは有機

物態として比較的多く含まれた。また，ビスマスとアン

チモンでは金属酸化物結合態も多く，アンチモンとスズ

ではイオン交換態や炭酸塩態も一定程度存在した。ライ

シメーター土壌に添加した金属は数ヵ月間は大部分が土

壌表層に蓄積していて，下方への移動はほとんど見られ

なかった。また，添加金属の形態は天然の形態とは非常

に異なっていた。

〔備　考〕

（２）環境汚濁物質の水土壌環境中における挙動に関す

る基礎的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０１��１２５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕内山裕夫（水土壌圏環境研究領域）・冨岡典子

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕水土壌環境中において環境汚染物質の挙動お

よび生態影響を明らかにするために，これらの生成およ

び分解にかかわる生物を検索し，また汚染物質の代謝・

変換量等を計測・予測することを目的とする。本年度は，

国内に於いて汚染状況が懸念されている石油系炭化水素

化合物に着目し，土壌環境中における挙動及び土壌中の

土着性石油系炭化水素化合物分解菌を利用したバイオス

ティミュレーション技術の環境影響評価に関する基礎的

研究を行った。

〔内容および成果〕
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　汚染現場より採取したガソリン汚染土壌を充填したマ

イクロコズムを用い，ガソリン量の変化と微生物群集構

造の変化を解析した。無処理の静置系でもガソリン成分

の減少が認められ，揮発と生分解に起因することが示さ

れ。一方，栄養塩添加処理系では生分解がさらに促進さ

れ，分子生物学的手法である����（変性剤濃度勾配ゲ

ル電気泳動）法を用いて微生物群集構造の変化を解析し

た結果，浄化処理の進行に伴って土壌中の微生物群集構

造の多様性が増加し正常化した。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．２．４にも関連

（３）土壌生態系における土壌微生物群集構造の解析

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００４��１１４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕村田智吉（水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕同一生成過程の土壌において異なる管理体系

が土壌微生物の群集構造にどのような影響をおよぼすも

のかを明らかにする。

〔内容および成果〕

　白クローバー－イネ科草本を主体とする牧羊草地土壌

（��������	
����	�）における放牧強度（放牧頭数）の

違いがあたえる土壌細菌群集構造への影響を以下の方法

で検討した。平板培地（�２�）に試料土壌の懸濁液を

塗沫後，４日目に出現した細菌コロニーを無作為に３０

株選び，純化処理後に各菌株の脂肪酸組成分析を行っ

た。選抜された３０菌株の脂肪酸プロファイルを用いて

�����法にてクラスター分析を行い，平均クラスター

間距離より各土壌の多様性評価を行なった。その結果，

放牧強度が強くなるにしたがい平均クラスター間距離は

低下，特にグラム陰性細菌群の出現確率が低下してい

た。これは，放牧強度の増大が地上部植生を減少させ，

光合成産物としての植物根からの有機物分泌物量を減少

させるとともに植生バイオマスそのものの減少も加わ

り，根域細菌相への基質量の減少を導いたと考えられ

る。その結果，根域に多いグラム陰性細薗群の出現確率

が低下し，土壌細群の多様性を低下させたと推測され

た。

〔備　考〕

（４）ケイ酸塩鉱物の風化過程における表面変化と自然

環境に関する研究

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０１０２��０５５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕瀬山春彦（化学環境研究領域）・田中　敦

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕いくつかの表面分析法を組み合わせ，風化し

たケイ酸塩鉱物表面の組成，化学結合状態を調べ，自然

環境中における鉱物の化学的風化進行のメカニズムを明

らかにする。ひろく天然に存在する造岩鉱物の一つであ

る黒雲母をモデル鉱物とし，風化による表面変化を調べ

る。得られた測定結果から，ケイ酸塩鉱物の風化反応メ

カニズムを考察するとともに，自然環境と風化反応の関

係を明らかにし，風化鉱物の表面分析から酸性雨などの

環境影響評価を行う。

〔内容および成果〕

　本年度は，酸溶液と反応した黒雲母と天然風化黒雲母

の二次イオン質量分析法（����），�線光電子分光法

（���），走査電子顕微鏡法（���）による表面分析を

行った。その結果，黒雲母の単純な酸溶解過程では，二

酸化ケイ素（����・����）に富む表面溶脱層の生成が確

認された。一方，天然に風化した黒雲母では，明瞭な表

面溶脱層は見いだされなかったが，未風化試料に比べ，

表面で�，��，��が減少し，相対的に��，��が増加し

ていた。自然界におけるケイ酸塩鉱物風化のメカニズム

は，鉱物と反応する溶液（土壌溶液など）の性質（��

など）に依存している。溶存��を含む溶液との反応で

は，鉱物からの��の溶出の抑制や鉱物表面への水酸化

アルミニウムの沈着が考えられ，これが天然風化黒雲母

で，��の表面濃度が高くなる原因と推定された。

〔備　考〕

（５）次世代対応新素材はんだの構成金属元素が土壌微

生物群集の多様性にあたえる影響評価

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０１０３��２９２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕村田智吉（水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）
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〔目　的〕鉛フリーの新素材はんだに含まれる金属群の

土壌微生物の増殖能や群集構造にあたえる影響評価を行

い，各種金属と鉛との間の相対評価を行うことを目的と

する。

〔内容および成果〕

　土壌から抽出したフルボ酸画分や水溶性有機物画分中

にビスマス，鉛を溶解させ，細菌生育用の培地中に土壌

希釈液とともに加え，両元素可溶化環境における土壌細

菌相への増殖阻害効果を検証した。いずれの培地におい

ても５～５０μ��程度のビスマスの存在により細菌の増

殖阻害が認められた。一方，鉛ではフルボ酸画分に溶解

させた一部の培地において細菌の増殖阻害効果が認めら

れたものの，その阻害の程度はビスマスより弱かった。

〔備　考〕

５．７　その他

（１）風景評価の人間社会的側面に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��０１９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕青木陽二（社会環境システム研究領域）・

� 一ノ瀬俊明・多田　満

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年）

〔内容および成果〕

　視覚を中心とした刺激による風景評価という現象は，

現場で与えられた物理的条件と心理的反応との間の確率

的な関係にとして成立する。そしてこの確率現象は人間

社会的な要因，過去の体験や文化，気候風土によって変

化するものである。このような人間社会的条件と人間の

知覚の関連を明らかにし，風景評価の特性を明らかにす

る。

　前年度までに実施された室町時代以降に来日した西洋

人の日本での風景評価についてまとめ，西洋人の見方を

検討し，英国やチェコ共和国の研究者と共同して行う研

究について検討した。南アルプスで実施した多様な植生

景観の親しみ易さについて分析し，英国の景観研究グ

ループの研究会で発表した。また八景に関する学識者の

知識について調査を実施した。明治期以降に日本で出版

された風景に関する著書を調べ，風景という現象がどの

ように理解されてきたかを日本造園学会の大会で発表し

た。また人類が風景という現象をどのように獲得してき

たかをシンガポールで開かれた����の世界大会で発表

した。日本人の風景観の特徴である季節感を表す自然現

象を俳句の季語について調べ，植生の多様な評価につい

て明らかにし，環境情報科学センターの環境研究発表会

に報告した。

〔備　考〕

（２）鉛フリー化電子機器廃棄物から新たに予想される

金属汚染の土壌微生物群集への影響評価

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０１０２��１１５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕村田智吉（水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕鉛の生物毒性に対する懸念から，電子・電気

関連メーカーでははんだ等の従来鉛を用いてきた素材が

鉛フリー素材へ移行しつつある。しかし，代替金属が土

壌環境に放出された場合の影響評価は十分ではない。本

研究は，代替金属元素の中でも知見がきわめて少ないビ

スマスによる土壌汚染を想定し，土壌微生物相への影響

を評価することを目的として行った。

〔内容および成果〕

　栄養濃度の異なる環境細菌生育用の培地（�２�，

１�１０���，１�１０��，１�１００���）にビスマスを

２４０�μ��添加し細菌数を計数した。その結果，栄養要求

度にかかわらず，いずれの細菌相にもビスマスは生育阻

害効果を示した。また，天然中ではビスマスは有機物中

のチオール基（���基）と強い親和性を有すると考え

られる。数種類のチオール－ビスマス錯体をモデル物質

として培地に添加し土壌細菌群の増殖に対する阻害効果

を検証した結果，物質の構造や溶解性により阻害強度に

変化が認められた。土壌への直接添加試験においては

��濃度が１��存在下（システイン錯体）において呼吸

活性の低下が認められた。

〔備　考〕

（３）東アジア地域の持続的発展に関する環境総合診断

システムの構築に関する研究

〔区分名〕文科�振興調整

〔研究課題コード〕９７０２��１２８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕
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〔担当者〕大坪國順（水土壌圏環境研究領域）・

� 渡辺正孝・小野雅司・奥田敏統・清水英幸

〔期　間〕平成９～１４年度（１９９７～２００２年度）

〔目　的〕以下の重点研究課題を効率的に遂行するため

に，支援協力員が研究の支援的業務を行う。

　①地理情報システムやエキスパートシステム等を活用

した環境総合診断システムに関する研究

　②東アジア地域での物質輸送，循環に関するモデル結

果表示の高度化とネットワーク化

　③熱帯林生態系の長期変動モニタリングのための基礎

的研究

　④東アジアにおける生物多様性インベントリーシステ

ムの構築に関する研究

　①では，流域スケールで水・物質の挙動を表現する統

合型流域水文モデルの開発，および，地球温暖化等によ

る動物媒介性感染症の流行状況を総合的に診断する環境

地理情報システムの構築を目指す。②では，所与の

���変化シナリオに対する中国河北平原の地下水位の

将来変化を予測するモデルを開発する。③では，熱帯雨

林ランドスケープ管理用データベースおよび熱帯雨林地

上部現存量推定システムの構築を目指す。④では，環境

変化に敏感な蘚苔類を中心とした電子ファイル化と「蘚

苔類インベントリーシステム」の構築を行う。

〔内容および成果〕

　①�１長江全域を対象領域として，水・物質の挙動を

表現できる数学モデルを����上で開発した。上記マク

ロスケールモデルを基に，水文素過程毎に高度化を図っ

た各数学モデルのデータ入出力を効率よく実行するイン

ターフェイスを����上で開発した。主に中国を対象と

して���上で包括的な環境地理情報データベースを作成

し多岐にわたる空間解析・統計解析を実施して，流域水

文モデルに不可欠なパラメータを抽出した。更に，長江

全域に水・土砂の流出を記述する水文モデルを開発し再

現性の高い計算結果を得た。

　①�２インドネシア国ロンボク島を対象にマラリア媒

介蚊の発生を規定する要因の解明を行った。中国南部地

域を対象にマラリア，デング熱流行に関する情報収集，

データベース化を計った。作成したデータベースを用

い，マラリア，デング熱流行と環境要因との関連性の解

析を行うためのシステム開作業を行った。解析結果に基

づき，地球温暖化等の環境変化による健康影響を総合的

に診断するための環境地理情報システムを構築を進めて

いる。

　②中国を中心に東アジア地域の土地利用・被覆変化に

関するデータベースを収集・整理し，ディジタルマップ

化した。このデータベースを利用した一つの環境診断事

例として中国河北平原での地下水資源問題を選び，地下

水盆の水位低下予測に取り組んだ．都市拡大に伴う水需

要の変化を考慮するために，人口と���の将来シナリ

オを与えて都市域拡大を予測するモデルを作成した。

２０３０年までの地下水揚水シナリオと都市域拡大予測結

果を境界条件として，河北平原における地下水盆の水位

変化予測シミュレーションを行った。

　③東南アジアにおける長期観測プロットデータに関す

る情報を集めデータベースを作成した。東南アジアの森

林の長期観測プロットで得られたデータを生物多様性や

炭素循環に関する解析に使えるようにするためデータの

整理及びチェックを行った。空中写真判読技術から得ら

れたデータから東南アジア地域の森林構造や樹冠構造を

解析した。また空中写真から得られた林冠データと地上

で得られた毎木調査データを照合し，林冠の三次元構造

と地上部現存量との関係について解析を行った。

　④日本産蘚苔類インベントリーシステム構築に関し

て，それまで蘚類・苔類ツノゴケ類に分かれていたデー

タベースの統合を行い，それに最新データの追加・訂正

を行い，また，前年度作成の日本産蘚苔類絶滅危惧種

データベースとの相互リンクについても最新データを用

いた再構築を行った。加えて，異名（シノニム）入力に

より「種の正式名」・「異名一覧」・「異名に対応する文献

の一覧」の同時表示が可能な異名検索システムを構築し

た。さらに，データベースフォーマット等のシステム構

築に関して，将来的に考えられる全植物を対象とした植

物名検索システムを考慮しながら，他の植物データベー

ス・植物標本データベース等との相互リンクへの発展に

ついても検討を行った。

〔備　考〕
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６．開発途上国の環境問題

６．１　途上国の環境汚染対策に関する研究

（１）東アジアにおける民生用燃料からの酸性雨原因物

質排出対策技術の開発と様々な環境への影響評価と

その手法に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��３

〔研究課題コード〕０００２��０８７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕畠山史郎（大気圏環境研究領域）・村野健太郎

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕中国のエネルギーの約７５％を占める石炭の

需要は，将来的に増加する傾向があるが，地方の中小炭

鉱には，適切な石炭クリーン化技術がないため，採炭さ

れる高硫黄分の低品位石炭は未処理のまま市場に流通し

ており，その多くは，民生用や中小規模ボイラー等の低

い煙源の施設にて燃焼に供されている。その結果，中国

各地，特に西南地区および東北地区の都市部では，高硫

黄分の低品位石炭の燃焼に起因する大量の二酸化硫黄

（���）及び粉塵が放出されており，大気汚染や酸性雨

が顕在化し，それらによる生態系の破壊，農林業の経済

的損失，建造物の腐食，健康被害等が発生している。こ

れらの問題は，中国国内だけでなく日本を含む東アジア

地域の酸性雨越境汚染の一因となっている。このように

深刻な大気汚染や酸性雨被害を防止するためには，低品

位石炭をクリーン化する技術が必要となる。石炭クリー

ン化による脱硫及び脱塵対策は，酸性雨原因物質の排出

抑制，���排出総量規制等の環境政策支援並びに住民の

健康保護の観点から最も重要な課題であり，早急な対応

が迫られている。石炭クリーン化技術の中でも比較的低

コストで実現可能な乾式選炭技術は開発途上国向けの環

境調和型の石炭利用技術として重要視されている。現

在，中国側から乾式選炭の実用化研究について強い要請

があり，この技術の確立が本研究の第一の目的である。

また，これまでに，中国への適正化研究の実績があるバ

イオブリケット化技術を広域に普及させるため，その使

用によって住民の健康被害，建造物・材料の腐食による

経済的損失などがいかに改善されるか，またバイオブリ

ケット使用後の廃棄物がどのように有効利用できるかを

研究し，ブリケット利用の促進を図ることが第二の目的

である。

〔内容および成果〕

　本研究では乾式選炭技術の実用化・適正化と，住民の

健康状態の改善や経済性の評価からバイオブリケット技

術の普及促進・啓発を行って，中国における石炭利用か

らの酸性雨原因物質の排出削減をはかることを目的とす

る。このため以下の研究を行っている。

（１）乾式選炭技術の開発・実用化に関する研究

　静電気セパレータ方式の乾式選炭実用機に関する設

計，試作，乾式選炭実用機による中国の粒度別高硫黄分

の低品位粉炭に関する選炭実験，精炭の炭質評価及び廃

石からの硫黄資源化に関する調査を行う。また，乾式選

炭技術の適正化については，日中共同による乾式選炭実

用機の改善設計と製作，実証プラント設置および現地の

既存技術・装置との融合，炭鉱別高硫黄分の低品位粉炭

に関する選炭実験，乾式選炭技術の経済性評価及び廃石

からの硫黄分回収に関する基礎的研究を行う。

（２）バイオブリケット技術の民間移転と普及方策に関

する研究

　中国普及対象地域における住民の各種燃料に対する使

用意欲の実態調査，バイオブリケットの利用普及状況に

関する追跡調査，バイオブリケット燃焼灰の農林地への

散布による地域循環型総合環境保全対策の実施可能性に

関する調査，材料・建造物への影響推定を行う。さらに，

バイオブリケットの利用普及状況に関する追跡調査とそ

の普及政策の提示，大気汚染対策・酸性土壌修復・水質

汚染対策からなる地域循環型総合環境保全対策の実施可

能性に関する調査，酸性雨・複合大気汚染による社会経

済的損失の見積もりと環境改善方策の提言を行う。

　本年度の成果として，乾式選炭技術については，現地

に適する乾式選炭試験装置の改良設計，部品製作，現地

搬入・装置設置，据付・試運転調整を行い，処理能力の

測定・確認実験を行った。選別後の石炭は５カ所の収料

箱に回収され，それぞれ分析を行った後，精炭の端の回

収位置を決定した。選炭後の評価は精炭，中間物，廃石

の割合，脱灰率，硫黄除去率を元に行われるが，今回は

硫黄除去率に重点を置いた選炭方法の基礎選炭実験を

行った。南桐炭鉱産出の東林２４０２を分析した結果，黄

鉄鉱（パイライト）由来の無機硫黄が多く存在し，乾式

選炭装置の開発には適した石炭と思われる。この切り込

み炭はその約５０％が粒径２��以下の粉炭であり，従来

の湿式選炭では選別不可能なものである。コンベヤーの

スピード，回転ドラムの回転速度，吸引電極等の実験の

調整によって，改良型乾式選炭試験装置の選別能力を検
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討した。コンベア速度が精炭の歩留まりに及ぼす影響を

示し，また石炭粒子径の違いによって電極形状を変える

ことにより効果的な選炭結果が得られた。これまで石炭

に含まれる個々の成分の違いによる選炭特性の変化に対

応した乾式選炭装置の開発を目指してきたが，今後，こ

れらの結果を踏まえ，分割電極等の技術改善を試み，ま

た選炭歩留まりと高脱硫率を同時に得る装置開発よりも

多段式乾式選炭装置を開発する方が実用機開発への近道

と考えられる。さらに，技術移転と装置処理能力を向上

する実用化研究に伴い，中国国内での部品適応性の調査

も進めている。

　バイオブリケットの普及については，中国西南部，東

北部を主なフィールドとし，周辺自然環境の改善及び硫

黄酸化物排出制御のために，民生用の低品位石炭の硫黄

分や灰分などの化学的性状，選炭性，分野別利用状況，

物流状況等の実態を把握した。低品位石炭からの硫黄固

定化バイオブリケットについて現地のボイラーを用いた

燃焼試験をおこない，特性を評価した。またバイオブリ

ケット普及モデル地域の大気汚染改善調査を行い，中国

向けの製造設備のスケールアッププロセスを提案した。

中国東北地域において，現地側の賛同・協力が得られ，

現地住民などからの社会的評価も高く，技術者，研究

者，行政官及び企業と協力体制を築くことができた。現

地にバイオブリケットを普及させるため，着実な現地実

用化事業計画の支援も行っている。今後，都市域だけで

なく，内陸部，農村地域へ，大陸規模の酸性雨原因物質

の排出低減手法を確立することが重要である。

〔備　考〕

共同研究者：王青躍（国際善隣協会）・坂本和彦（埼玉大

学）・溝口次夫（佛教大学）・前田泰昭（大

阪府立大学）・辻野喜夫（大阪府立公害監視

センター）・古明地哲人（東京都環境科学研

究所）

（２）地下水利用に伴う広域的ヒ素汚染に対する地球環境

保全のための環境計画に関する研究：�他地域におけ

るヒ素汚染に関する諸問題解決のためのワーク

ショップ

〔区分名〕環境��地球推進　��６

〔研究課題コード〕０００２��００８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕兜　真徳（首席研究官）・中杉修身・柴田康行

〔期　間〕平成１２～１４年度

〔目　的〕インド西ベンガルとバングラデシュ，中国内

モンゴル地域などで深刻化している飲料水のヒ素汚染に

よる健康影響に対する対策のあり方や技術などについて

総合的に検討し，適切な手法を提案する。

〔内容および成果〕

　平成１２年度はインドのチャクラボルティ博士，タイ

の押川氏，中国予防医学科学院の金博士，中国医科大学

の孫博士を招聘し，国際的に大きな汚染問題を呈してい

る中国と南アジアでの汚染の実態と影響評価の状況に関

するワークショップを開催した。本年度は国連大学と協

賛で同趣旨のワークショップを，環境研究所からは中国

で汚染が顕著となっている山西省から������と���

�������，またバングラデシュから���������	を招聘

し，その他の招聘者を含め，国連大学で開催した。約

１００名の参加者があり，活発な討議や情報交換が行われ

た。今後プロシーディングを出版する予定としている。

〔備　考〕

研究代表者：安藤正典（国立医薬品食品衛生研究所）

共同研究機関：国立医薬品食品衛生研究所

（３）中国における都市大気汚染による健康影響と予防

対策に関する国際共同研究（再掲）

〔区分名〕特別研究

〔研究課題コード〕０００２��０７３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕田村憲治（環境健康研究領域）・高野裕久・

� 小野雅司・新垣たずさ

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔備　考〕

Ⅳ．５．１（１７）の再掲

６．２　途上国の経済発展と環境保全の関わりに

関する研究

（１）アジア途上国における環境意識に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０４��０１３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕青柳みどり（社会環境システム研究領域）
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〔期　間〕平成１３～１６年度（２００１～２００４年度）

〔目　的〕本課題では，アジア諸国における一般の人々

の環境意識の形成について明らかにしようとするもので

ある。特に，低環境負荷型経済発展の方策を探るため

に，どのようなライフスタイルを提示したらよいかにつ

いて意識，制度など行動を規定する諸要因に着目する。

特に，日本，香港，ベトナム，タイでの研究グループに

参加し，アジアの複数地域における比較において分析・

考察する。

〔内容および成果〕

　日本においては，化学物質（ダイオキシン）に関する

態度，香港では大気汚染，ベトナムでは森林破壊，タイ

では温暖化を中心に環境意識の形成について，選択肢を

用意した質問ではなく自由回答方式の質問を行う深層面

接による個人インタビュー調査により，各地域の人々の

環境観，エココンシャスネスの形成，対応行動などを明

らかにすることを目的として，調査分析を行った。この

調査枠組みは１９９０年代半ばに発表されたアメリカの都

市文化人類学者であるケンプトンのグループが，アメリ

カ東部において「地球温暖化」について実施したものを

参考にした。このケンプトンの調査・分析では，専門家・

エリート，環境活動家と一般市民（木材関係者，都市在

住者など）との間の認識の差や宗教の影響を「文化モデ

ル」として定式化し，さらに，一般市民に問題の混同

（地球温暖化とオゾン層破壊の問題の混同など）が起き

ていることを明らかにした。

　４カ国の比較調査の結果，日本においては，専門家は

別として，エリートと一般市民の間のはっきりとした境

界線は引きにくいこと，いわゆる「宗教」の明らかな影

響は見いだしにくいこと（ただし，多くの表現や考え方

の背景に仏教，神道や儒教的な考え方が見いだせるが明

らかに，ある特定の宗教の教えを用いたものはない），

共生，バランスなど人類を自然生態系の一部分と見なす

考え方が支配的であること，などの結果が導かれた。調

査共同の４カ国における共通の問題としては，

�������������（政治学的な用語では��������の欠如），

政府に対する不信，調和（バランス）の考え方などが見

いだせた。

〔備　考〕

　当課題は環境��地球推進���１アジアにおける環境を

めぐる人々の消費者行動とその変容に関する国際比較研

究にも関連

（２）アジアにおける環境をめぐる人々の消費行動とそ

の変容に関する国際比較研究

〔区分名〕環境�地球推進　���１

〔研究課題コード〕０００２��０２６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕青柳みどり（社会環境システム領域）

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕アジアにおける人々の生活水準の向上は，ア

ジア各国のエネルギー消費の増大をはじめとするさまざ

まな資源消費の増大をもたらしている。しかし，人々の

物質的な充足の欲求，快適性追求はしばしば指摘される

ように環境への多大な負荷をもたらし，地球環境問題を

はじめとする環境悪化の大きな原因となっている。本課

題では，日本，中国をはじめとするアジア諸国の一般市

民の消費行動を軸として，持続可能な消費の可能性をさ

ぐるものである。さらに，その変容の大きな要因として

の企業の環境行動および環境コミュニケーションのあり

方に着目し，企業は環境をめぐってどのようなコミュニ

ケーションを行っているのか，そしてそれが企業の環境

戦略にどのように影響を与えているのか，について調査

分析を行う。

〔内容および成果〕

　アジアの消費者行動とその変容について探るために，

１）アジアにおける消費者意識調査　２）企業の消費者

環境戦略（環境コミュニケーション）の２つの調査分析

を行い，それぞれの調査における欧米での調査結果との

比較分析，また，特に日本においては，１）と２）の相

互作用についての考察も進める。特に平成１３年度にお

いては，１）平成１２年度に実施した中国の湖北省調査

に続き，同じ様式・手順で江蘇省の調査を実施した。２）

企業の環境戦略（環境コミュニケーション）調査は，平

成１２年度に日本調査を実施したが，これと対比する形

で本年度はドイツ調査を行い，さらに比較分析を行っ

た。

　中国における湖北・江蘇の各省における調査は，環境

に関する国際比較調査����（���������	
���������

������）の一貫であり，調査内容は����の調査内容

に沿った内容に，１９９７年に共同研究の相手である北京

大学の沈教授が中国国家環境保護局の依頼で実施した中

国全土の環境意識調査で実施した内容も取り入れ，さら

に日本側が過去に実施したアジア調査の内容も加味した
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者で行った。過去に中国で実施された一般市民を対象と

した調査において，ある一定の行政地域を対象とした無

作為抽出の調査は実施されておらず（意識調査の試みは

あったが，人口比例確率による無作為抽出では実施され

ていない），今回が中国国外で分析可能なデータとして

最初のデータとなった。この結果，日本では中国の都市

における公害問題がクローズアップされているが，①一

般市民は，農村部においても水質悪化など公害問題が発

生していることを指摘している，②農村部においても，

エネルギー使用を増加させる家庭用電化製品の普及が始

まっており，テレビなどは既に白黒からカラーへの買い

換えが進んでいる。また，伝統的な価値観を尊重するこ

とに対する同意の程度も都市部から急激に崩れ始めてい

る，などが明らかになった。

　日本における企業の環境戦略に関する調査は，環境コ

ミュニケーションに重点を置く調査である。日本以外の

アジア地域については，対象企業の絞り込みなどに難点

があること，さらに当該地域へ向けた製品・サービスの

提供をしている場合が少なくコミュニケーションを中心

とした調査の有効性の問題などがあり，この調査分析は

日本と欧米を念頭に置いたものとなっている。平成１２

年度に実施した日本調査と比較分析する形でドイツの環

境報告書発行企業（把握できたもの全数）および����

取得企業の中からの無作為抽出の形で調査隊小企業を抽

出し調査を実施した。その結果，日本においては環境コ

ミュニケーションは広報の範囲にとどまっているのに対

し，ドイツでは全社的な経営戦略の一つとしてとらえら

れ，企業全体の経営戦略の重要な位置にあることが判明

した。

〔備　考〕

共同研究者：沈　明明（中国北京大学中国国情研究中心）

（３）アジア太平洋地域における環境イノベーション戦

略評価のためのモデル開発とデータベース構築に関

する研究

〔区分名〕環境��委託請負

〔研究課題コード〕０１０５��２７４

〔担当者〕森田恒幸（社会環境システム研究領域）・

� 甲斐沼美紀子・原沢英夫・日引　聡・亀山康

子・増井利彦・高橋　潔，藤野純一・

� 肱岡靖明

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕アジア・太平洋地域全域にわたり，環境負荷

及び環境・資源の現状及び変化を包括的に把握し，環境

分野へのイノベーションの導入とその実現のための投資

の緊急性を評価することを目的とする。そのために本研

究では，今までに開発してきた各種の計算機モデルを基

礎として，アジア太平洋全域及び主要国に適用できる新

たな統合モデルを開発するとともに，これを用いて各種

指標データを計算する。さらに，これらの指標データを

体系的に提供するために，環境イノベーションに関する

各種背景データと有機的に関連づけた戦略的データ・

ベースを構築する。

〔内容および成果〕

　２年間をかけて，国別簡略モデル（��������	）の開

発，各種の個別モデルの主要途上国への適用，４２カ国

の戦略的データベースの開発，アジア太平洋地域の将来

シナリオ，政策オプションの検討を行う。その後２年間

を費やして，アジア太平洋地域の環境－経済統合モデル

の開発，アジア太平洋地域の戦略的データベースの構

築，アジア太平洋地域の環境イノベーションのシナリオ

調査，ＭＡに対応するためのエコシステム・モデルの開

発。アジア太平洋地域のイノベーション戦略のデザイン

とその効果分析を行う予定。

　本年度においては，国別簡略モデル（��������	）を

開発するとともに，各種の個別モデルを主要途上国へ適

用した。また，４２カ国の戦略的データベースの基本部

分を開発した。さらに，アジア太平洋地域の将来シナリ

オを推計し，主要途上国について戦略オプションを検討

した。

〔備　考〕

６．３　その他

（１）中進国における環境問題の特性及び環境支援国際

協力のあり方に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０３��０１７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕乙間末廣（社会環境システム研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕開発進度により国の社会経済状況は多様であ

り，それに伴って，国際協力により支援すべき対象も異

なる。���が５，０００～１０，０００ドル���人前後の多くの中
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進国では，環境問題が自国にとっても地球にとっても重

要課題であるという認識があり，環境投資と環境管理を

する潜在能力もある程度有すると思われるが，先進国の

高度な技術力と途上国の安価な労働力に対抗する経済躍

進を政策の中心に据えていることから，環境投資が後回

しになっているのが現状である。したがって，中進国は

国内に環境管理システムを確立するために機の熟した国

であり，先進国の環境支援協力が効果的に作用する国で

もある。本研究は，中進国のかかえる環境問題及び社

会・経済・法整備の特性を把握し，先進国からの環境支

援のあり方について検討することにより，今後日本が実

施する環境支援国際協力プロジェクトの形成に資するこ

とを目的とする。

〔内容および成果〕

　事例対象国としてチリをとりあげ，文献資料調査及び

チリ国環境センター（�����）からの情報収集により，

環境行政の仕組み，環境法の整備，社会経済状況の特性

等を把握した。チリは１人当りの���が５，０００ドル近

い典型的な中進国であり，環境基本法，環境担当政府機

関，大気質・水質の環境基準，それに基づく排出基準等

が整備されている。しかし，各種基準，規制が厳格に執

行（����������	）されておらず，環境改善に効率良く

結びついていない。実際には，環境基準より緩い目標基

準や緊急基準などが別個に設定されており，それらが行

政目標とされている。また，チリの環境行政システムで

は，地方自治体，住民が環境関連の意思決定に関与でき

る仕組みは乏しく，中央集権色の強いことが分かった。

　そのほかに，マレーシア，ベトナムの環境行政システ

ムを調査し，行政目標である環境基準が地方環境行政の

現場でどのような位置付けで扱われているかを把握し

た。また，地方自治の進度と社会の環境改善志向との関

連性に着目した調査に着手した。

〔備　考〕

（２）環境変化が人の健康に及ぼす影響解明に関する疫

学的研究（再掲）

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��０７１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕小野雅司（環境健康研究領域）・田村憲治・

� 新垣たずさ

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕

〔内容および成果〕

〔備　考〕

Ⅳ．３．５（６）の再掲�
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７．環境問題の解明・対策のための監視観測

７．１　地球環境モニタリング

（１）落石・波照間における���及びオゾンの動態解析

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０２��０８８

〔重点特別研究プロジェクト，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕酒巻史郎�大気圏環境研究領域�

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕対流圏大気中の温暖化原因物質やその関連物

質の動態解明のために北海道東端の太平洋に面した落石

岬と沖縄県波照間島で各種の微量ガス成分のモニタリン

グを実施しているが，本研究ではこれら測定成分中の窒

素酸化物とオゾンについてその動態解析を目的とする。

〔内容および成果〕

　窒素酸化物（��及び���）の測定は市販の化学発光

型測定器を用いて行い，その校正は一定周期で校正ガス

を供給する自動校正システムによって連続測定中に周期

的に実施した。また，オゾンの測定は市販の紫外吸収型

測定器で実施した。落石ステーションではこれらの測定

を１９９５年９月より，また波照間ステーションでは１９９７

年５月より実施している。本年度はこれらの測定結果の

内，落石ステーションの９７～９９年の測定結果に対し

て，地球環境センターが開発した対流圏モニタリング

データ評価のための支援システム（���������）に

よる後方流跡線解析によって求めた３日前の大気の流入

元位置（方位）との関係を調査した。その結果，落石で

は北西～南方向のアジア大陸中部や日本の本州方面から

の陸性大気が流入してくるとき，全体に高濃度となって

いることがわかった。ただし，��は南方向からの大気

が顕著に最高濃度を示していたことから，南からの流入

大気中の���は発生源からの放出経過時間が短いこと

を推定した。また，光化学オゾンの原因物質である

���の濃度傾向を反映してオゾンも南西からの流入大

気が高濃度を示していることがわかった。

〔備　考〕

（２）環境汚染のタイムカプセルに関する基礎的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０１��１０３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕佐竹研一（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１３年度（２００１～２００１年度）

〔目　的〕本研究では環境汚染の時系列変化を知るため

環境汚染物質を蓄積している試料の特性について基礎的

研究を行う。

〔内容および成果〕

　過去から現在に至る大気汚染物質濃度の経年変化を解

明するためには，大気汚染の歴史を記録している試料を

得てこれを分析するのが一つの方法である。その中で注

目される研究手法に環境汚染のタイムカプセルとしての

樹木入皮（法）と樹木年輪（法）がある。入皮法とは，

樹木の外側をおおって大気汚染物質を蓄積していた外樹

皮が，樹木の傷の修復，幹の合体，不規則な幹の生長，

枝の巻き込みなどの理由で樹体内に取り込まれ年輪には

さまれて分布していることに注目して，過去の汚染の時

系列変化を探る方法である。樹木年輪法は各年輪に蓄積

されている汚染物質濃度に注目し汚染の時系列変化を探

る方法であるが，年輪への汚染物質の蓄積は土壌を経由

して行われるもので，移動汚染物質が水溶性であること

に限られ，また土壌中での移動が汚染物質の化学形態に

大きく左右されることから，場合によっては十数年の時

差が生じ問題視されてきた。これに対し，樹木入皮には

時差がないこと，沈着汚染物質の化学形態によらないこ

と，蓄積汚染物質の濃度が高いことなどから，年輪法よ

り長所をもっていると考えられた。本研究では，この点

を明確にすべく，大気汚染物質として鉛とヒ素に注目し

比較検討を行った。その結果，鉛は移動性に乏しく汚染

の時系列変化は年輪に反映されないが，ヒ素に関しては

年輪に速やかに蓄積されることが明らかとなった。その

理由はまだ明らかではないため，ヒ素化合物の化学形態

によって大きく異なることが予想される。土壌－年輪間

の移動性について検討することが今後の課題として登場

した。

〔備　考〕

研究代表者：佐竹研一

（３）ネットワークによる地球環境衛星データベースの

構築と高度利用に関する総合的研究：アジア地域に

おける�����基盤データセットの作成

〔区分名〕文科��振興調整

〔研究課題コード〕９８０１��０３１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕
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〔担当者〕田村正行（社会環境システム研究領域）

〔期　間〕平成１０～１３年度（１９９８～２００１年度）

〔目　的〕本研究では，����衛星と���衛星の受信

局を高速ネットワークで結ぶことにより，�����及び

�����データをサイバースペース上に集積し，陸域，海

域，大気域の科学的なデータセットを作成することを目

的とする。�����データからは，最新の物理量推定ア

ルゴリズムを用いた高速大容量データ処理を行い，毎日

の植生指数分布図と海面水温分布図を空間分解能１��

で作成する。また，�����データにより１時間毎の雲分

布図を作成し，�����解析結果と組み合わせることに

より，アジア地域における環境の長期広域変動を予測す

る。

〔内容および成果〕

　高精度にモザイク画像を作成するための幾何補正，大

気補正手法を検討し，国立環境研究所受信局（つくば，

黒島）で受信した１９９６～１９９８年データについて東アジ

アのモザイク画像を作成した。さらに，����データを

用いて植生純一次生産量（���）を推定するモデルを開

発し，東アジアの���分布を推定した。

〔備　考〕

研究代表者：高木幹雄（東京理科大学）

共同研究者：安岡善文（東京大学）・本多嘉明（千葉大

学）・横山隆三（岩手大学）・川村　宏（東

北大学）

（４）地球環境汚染のタイムカプセルによる汚染監視に

関する研究

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕９９０１��１０６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕佐竹研一（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕地球生態系汚染と，ヨーロッパ（英国）で始

まった産業革命とは裏腹の関係がある。しかし，産業革

命当時，日本や中国はまだ鎖国状態であり環境汚染は少

なく，急激な産業化および環境の汚染は英国よりも１００

年以上遅れて始まっている。従って，本研究では産業革

命以後大規模な汚染の進行した英国と近年酸性汚染物質

による被害の著しいスカンジナビア，ドイツ，チェコ，

そしてアジア（日本，中国，韓国）地域を対象として，

産業化以前から現代に至る環境汚染の時系列変動態を明

らかにすることを目的とした。

〔内容および成果〕

　日光中宮祠で採取した樹齢２５０年のミズナラ

（������������	
��）の外樹皮，入皮，年輪，着生コケ植

物のそれぞれに含まれる鉛の量と鉛安定同位体比

（�����������）について���質量分析計を用いて分析し

た。その結果，年輪中に含まれる鉛の量は０．０１～

０．１��������を示し，その値には過去から現在に至ると

き系列変化は見られなかった。一方，入皮に含まれる鉛

の量は１８７５年以降しだいに増加し，その値は０．１～

１０��������を示した。また着生コケ植物中の鉛の量は

１７��������を示した。このような結果は，明治開国以降

の日本の産業化に伴う大気の鉛汚染のモニタリングに入

皮は極めて有効であるが，これに反して年輪は有効では

ないことを示していた。入皮中の鉛の安定同位体比につ

いては１９６４年以降，その値は１．１８から１．１６へと変化

していた。また，樹木着生コケ植物中の鉛の安定同位体

比は１．１６を示していた。この結果は１９６４年以降，日本

で使用されている鉛化合物のもととなる鉛鉱石の産地が

変化したことを示していた。

　英国シェフィールド郊外で採取したブナ（������

���������）については，１９１９年から１９９８年に至る入皮

が得られ，含まれる鉛の量は７－７８��������を示し，鉛

安定同位体比は１．１１から１．１５を示し，外樹皮のその値

は１．１１であった。

　以上の結果は，日本の日光と英国のシェフィールド郊

外とでは鉛の汚染度が大きく異なること，また，それぞ

れの国で使用されている鉛化合物の起源となる鉛鉱石の

産地も異なることを示していた。

〔備　考〕

研究代表者：佐竹研一

研究分担者：古田直紀（中央大学）

� 角田欣一（群馬大学）

� 高松武次郎（国立環境研究所）

（５）リモートセンシングによる湿原環境モニタリング

手法の研究

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３２８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕
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〔担当者〕田村正行（社会環境システム研究領域）

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕本研究では，衛星画像データと地理情報デー

タを組み合わせて，北海道の湿原環境を計測・評価する

手法の開発を行う。

〔内容および成果〕

　釧路湿原を対象として，衛星画像データと地理情報シ

ステムによる植生分類および変化抽出手法について検討

を行った。また，東アジアの湿原分布と，タンチョウや

コウノトリなど大型希少渡り鳥の移動経路との関係を調

べた。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．４．３にも関連

共同研究者：布和敖斯尓（北海道環境科学研究センター）

（６）リモートセンシング情報の特徴抽出による環境モ

ニタリング

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３２９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕田村正行（社会環境システム研究領域）

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕本研究では，複合センサーの利用および画像

解析手法の面から，環境モニタリングに有効な情報の特

徴抽出を試みることを目的とする。

〔内容および成果〕

　衛星データを利用して，福岡県内の森林による二酸化

炭素固定量の推定，有明海における植物プランクトン分

布の推定を行った。また，マイクロ波センサーデータに

対して地形補正を行う方法を開発した。

〔備　考〕

共同研究者：大久保彰人（福岡県保健環境研究所）

７．２　衛星観測プロジェクト

（１）衛星センサー（�����������Ⅱ）データ処理におけ

るエアロゾル・非ガス成分及びガス成分の同時算出

に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００１��１５９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

〔担当者〕中島英彰（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構解明プロジェクトグループ）・横田達

也・笹野泰弘

〔期　間〕平成１２～１３年度（２０００～２００１年度）

〔目　的〕衛星からの大気リモートセンシングによっ

て，ガス濃度とともに���（極成層圏雲）を含むエアロ

ゾル消散係数及びノンガス成分を求めることは，衛星の

データを科学的に利用していく上で大変重要な課題であ

る。ここでは，「滑らかさの度合い」といった新たな制

約をデータ処理アルゴリズムに加えることで，

����������	
���
��非線形逆変換問題の解法に役立

てていくことを試みる。

〔内容および成果〕

　平成１２年度に行った，����透過率を擬したシミュ

レーションデータを用いた検討の結果，エアロゾルとガ

ス濃度の両方を導出できる滑らかさの度合いについて，

ある程度の知見を得ることができた。そこで本年度は

�����������Ⅱの透過率スペクトルを擬したシミュレー

ションデータの作成し，このデータを用いて滑らかさ度

合いの制約の強さを検討し，衛星データに適応する最適

の値を導出した。ここで得られた滑らかさ度合いを用い

てたデータ処理アルゴリズムを，実際の����データに

適応した。その結果，光学的に厚い���を含んだ����

データからも，いくつかの種別の���の同定と，ガス

濃度の同時算出が可能となることがわかった。

〔備　考〕

共同研究者：���������	
	����

（２）衛星観測による酸素分子�バンドデータからの気

温・気圧の高度分布導出に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００２��１６２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解

明

〔担当者〕杉田考史（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構解明プロジェクトグループ）・

� 中島英彰・横田達也

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕衛星からの大気リモートセンシングによっ

て，成層圏・中間圏の大気温度・気圧の情報を得ること
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は，そこでの気温トレンド解析等を行う上で非常に重要

である。大気組成変動の影響は，対流圏よりもむしろ成

層圏の気温に敏感に反映されると考えられている。これ

までの二酸化炭素の放射吸収を利用した手法よりも高精

度な観測が要求される。本研究では，酸素分子の大気バ

ンドを利用した気温・気圧導出の高精度化を目的とする。

〔内容および成果〕

　高精度な大気温度導出のためには，その導出アルゴリ

ズムにおいて精度の高い各種パラメータの決定が必要と

なる。平成１２年度では，衛星センサー����の可視分

光器の軌道上での装置パラメータの再評価を行い，それ

によって導出された気温気圧を全球気象データや他の衛

星からの気温気圧データと比較研究を行った。平成１３

年度では，これまでよりも信頼性の高い太陽スペクトル

を利用した装置パラメータの再決定，オゾン吸収等によ

るベースラインの補正手法の改良，地上からのレイリー

ライダーによる気温との比較などを行った。

〔備　考〕

（３）大気衛星観測データの放射伝達解析に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��２５９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

〔担当者〕横田達也（地球環境研究センター）・

� 笹野泰弘・中島英彰・杉田考史

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕地球環境における大気組成の定量値またはそ

の変動量を把握するために，人工衛星によって観測され

た分光計測データから，必要な情報を精度良く導出する

ことを目的として，放射伝達計算に関する事項を研究す

る。本研究では，分光波長帯の選定，逆推定手法（アル

ゴリズム），大気気候値モデル，観測手法，計算処理手

法等に関する研究を行う。本研究は，情報処理の観点か

らの基盤的な研究であり，この研究成果を衛星観測プロ

ジェクトの����，������Ⅱ，�����等のデータ解析に

実利用することを目的とする。

〔内容および成果〕

　大気衛星観測データ処理における放射伝達計算に係る

事項に関する研究を行う。具体的には，改良型大気周縁

赤外分光計Ⅱ型（������Ⅱ）のデータ処理アルゴリズム

に関する研究と，将来型センサ（例えば傾斜軌道衛星搭

載太陽掩蔽法フーリエ変換分光計（�����））に関連す

る研究を実施する。本年度は，主に改良型大気周縁赤外

分光計（����）の観測データを用いて，データ処理ア

ルゴリズムに関する研究を行った。大気層と観測光路及

び未知パラメータの配置関係が導出結果及び誤差情報に

及ぼす影響を検討した。また，赤外波長帯の観測スペク

トルから同時推定する対象微量気体を検討し，その標準

濃度分布を示す気候値データの整備と改訂を行うととも

に，導出対象の変更を行った。これらの検討結果は，

����データ処理手法に取り込まれ，改訂バージョンと

して，より高精度の導出結果が得られている。また，将

来型センサに関する研究としては，波長分解能とエアロ

ゾルの影響を考慮して，導出に適する波長帯（マイクロ

ウィンドウ）を選定する手法を，数値シミュレーション

により検討した。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．１．４　オゾン層変動及び影響

の解明と対策効果の監視・評価に関する研究にも関連

（４）成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

（再掲）

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��０２１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

〔担当者〕笹野泰弘（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構解明プロジェクトグループ）・中島英

彰・中根英昭・今村隆史

〔期　間〕平成１３～１７年度�（２００１～２００５年度）

〔備　考〕

Ⅲ．１．２の再掲

（５）衛星データを利用したオゾン層変動の機構解明に

関する研究（再掲）

〔区分名〕環境��地球推進　���１０

〔研究課題コード〕０１０３��１６３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

〔担当者〕中島英彰（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構解明プロジェクトグループ）・

� 笹野泰弘・横田達也・杉田考史・神沢　博・

秋吉英治・菅田誠治
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〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔備　考〕

��．１．４（４）の再掲
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Ⅴ　先導的・萌芽的研究



�（１）地理・画像情報の処理解析システムに関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９９０３��０１８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕田村正行（社会環境システム研究領域）・須賀

伸介・清水　明・松永恒雄・山野博哉

〔期　間〕平成１１～１５年度（１９９９～２００３年度）

〔目　的〕地球温暖化や森林減少のように広域化，多様

化している環境問題に対処するためには，観測点におい

て得られる物理，化学，生物等に関する数値情報に加え

て，人工衛星データ，地形データ，地図データなどの地

理・画像情報を有効に活用して面的分布情報を得ること

が重要である。本研究では，様々な地理・画像情報を利

用して，環境を解析し評価するための手法およびシステ

ムを開発することを目的とする。

〔内容および成果〕

　����������等の広域衛星センサーを用いて東ア

ジアの環境変化を解析し，土地利用土地被覆変化の抽出

お よ び 植 生 生 産 量 の 推 定 を 行 っ た。ま た，

����������，����等の高解像度衛星センサーを用

いて，日本国内の植生・土地被覆変化の抽出を行った。

〔備　考〕

（２）バイカルスケールの構築に関する基礎的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００４��２７５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕河合崇欣（化学環境研究領域）・柴田康行・

� �刀正行・田中　敦・瀬山春彦・高松武次郎

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕ユーラシア大陸北東域のタイガ（亜寒帯針葉

樹林帯）の中にあって，地球上で最も典型的な内陸性気

候を示すバイカル湖地域は，環境（特に気候）変動の生

物相への影響を調べるのに優れた条件を有する。バイカ

ル湖は，世界最古の歴史（～３千万年）を持つ湖で，湖

内の生物の６割以上が固有種であると言われる。このよ

うな条件を生かして，環境変動が生物相に与える影響を

議論するための国際的な標準情報を準備することが本研

究の基本目標である。

〔内容および成果〕

　これまで，湖底堆積層試料を用いる古環境変動解析，

現存生態系解析，系統進化解析を柱として，１０年余に

わたって続けてきたバイカル湖研究の成果を踏まえて，

観測された事実相互の関連性や変動を生み出す機構など

について，研究を発展させる。地球規模の環境変化に関

わる歴史的な事件の影響の記録をバイカル湖の湖底堆積

層から読み出し，時間的な前後関係を一本の時間軸の上

で整理する。バイカル湖の南，同じリフト系のフブスグ

ル湖（モンゴル），中国の黄土堆積層の記録とも比較し

ながら，実用性の高い国際標準スケールを準備する。

　今年度は，十分な予算が獲得できなかったため，フブ

スグル湖の予備的調査（ロ，蒙，日合同），これまでの

成果の情報交換と今後の国際共同研究の準備を目的とし

た国際ワークショップ（ウランバートル），中国黄土堆

積層古環境変動解析グループとの情報・意見交換と国際

共同研究の準備をするとともに，成果発表（論文発表，

単行本出版準備）をすすめた。

〔備　考〕

研究代表者：河合崇欣（国立環境研究所）

共同研究機関：ロシア科学アカデミー・地球化学研究所・

モンゴル科学アカデミー・地質鉱物資源

研究所

共同研究者：箕浦幸治（東北大学）・柏谷健二（金沢大

学）ほか多数

（３）インピンジングフロー法を用いたエアロゾル上で

の不均一反応の研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０４��０８９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕高見昭憲（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１６年度（２００１～２００４年度）

〔目　的〕大気中においてエアロゾルは気相からの分子

の取り込みや，表面反応および液相反応を通じて大気組

成に変動を与える。気液界面での物質移動や反応機構を

明らかにすることは観測とモデルを結び付ける上で重要

である。本研究においては，インピンジングフロー法を

用い，検出にレーザー誘起蛍光法などを用いて不均一反

応における物質移動係数や反応機構を解明することを目

的とする。

〔内容および成果〕
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今年度はインピンジングフロー法とレーザー誘起蛍光法

を用いて���の取り込み係数を純水，擬似海水，亜硫酸

ナトリウム水溶液，ヒドロキノン水溶液，過酸化水素

水，界面活性剤などに対して測定し，取り込みへの液相

反応の影響を検討した。その結果，ヒドロキノン水溶液

の場合，既知の液相反応で取り込み係数の測定値を再現

できた。また，界面活性剤を用いると，取り込みが阻害

される傾向が観測される。今後，定量的に評価する必要

がある。

〔備　考〕

（４）光化学エアロゾル生成に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００２��０９１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕佐藤　圭（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕大気中の炭化水素の光化学酸化過程で生成す

る二次汚染物質のうち，気体状物質だけでなく，粒子状

物質についても実験的に調べることにより，光化学ス

モッグの化学的変質過程の全体像をより明確化すること

を目的とする。

〔内容および成果〕

　都市大気において存在量が比較的多く反応性が高い炭

化水素として芳香族炭化水素が挙げられる。芳香族炭化

水素の光酸化からエアロゾルが生成されるときの化学反

応メカニズムを明らかにする目的で，まず最も都市大気

における存在量が多いトルエンを代表として取りあげて

スモッグチャンバーを用いた室内実験を行った。反応初

期の炭化水素および���濃度を選択的かつ系統的に変

化させて，光照射後のエアロゾル生成量の時間変化を追

跡した。これらの実験結果と，これまでに提案されてい

る３種類の化学反応メカニズムに基づくボックスモデル

の計算結果を比較したところ，トルエンからの光化学エ

アロゾル生成に関わる酸化反応は主に二段階のステップ

で起こり，二段階目の反応の酸化剤は主にオゾンである

とするメカニズムを用いた場合に，チャンバー実験のエ

アロゾル生成量の時間変化を矛盾なく説明できることが

明らかにされた。

〔備　考〕

�

（５）レーザー誘起蛍光法を用いたラジカルの検出と反

応に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０３��０９０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕猪俣　敏（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕大気中においてラジカルは極めて反応性が高

いために様々な大気中での反応に関与しており，これら

ラジカルの反応を明らかにすることは大気化学を理解す

るうえで必要である。しかし，ラジカルの反応を研究す

る場合，ラジカルは反応性が高いために低濃度の条件

で，さらに短時間での測定が必要になる。本研究ではこ

れらの条件が可能な方法の１つであるレーザー誘起蛍光

法を用いて，ラジカルの高感度検出を行い，さらにラジ

カル反応の研究を行う。

〔内容および成果〕

　ビノキシラジカル（������）はエチレンと酸素原

子の反応で生成する基本的なラジカルの１つである。こ

れまでフッ素原子が１位の位置に１つ付いたラジカル

（������）と塩素原子が２位の位置に１つ付いたハロ

ゲン置換型ビノキシラジカル（�������）のレー

ザー誘起蛍光法を用いた検出に成功していたが，今年度

はフッ素原子が１位，２位の位置にそれぞれ１つずつ付

いたものと，フッ素原子が１位の位置に１つ，塩素原子

が２位の位置に１つ付いたハロゲン置換型ビノキシラジ

カル（���������������）の検出に成功し，それぞ

れのラジカルの基底状態，励起状態の構造を決定した。

〔備　考〕

（６）多相雲化学過程に関する基礎的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９７０２��０９７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕内山政弘（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成９～１４年度（１９９７～２００２年度）

〔目　的〕雲の物理・化学特性および過程は大気中の

様々な過程と深く関わっている。例えば酸性質の沈着，

大気中の成分の酸化過程，大気放射過程などである。雲

と大気中の他の成分（エアロゾルやガス）との相互作用
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を定量的に把握することを目的とする。

〔内容および成果〕

　深度４３０�の立坑において上昇気流により人工雲を発

生させた。坑底で化学組成の異なる凝結核を添加するこ

とにより雲の濃度および粒径分布は著しく変化する。こ

の様にして発生させた密度の異なる雲（霧）を用いて，

樹木へのオカルト沈着量の定量測定を行った。立坑内に

模擬樹木を設置し，この樹木の様様な部位に液相水のみ

を選択的に吸収する高分子吸水体ペレットを貼り付け，

このペレットの重量増加の経時変化を追跡することによ

り樹木への微小水滴沈着フラックスを測定した。沈着量

の平均的な値は，風上 �５６��（��２��），風下 �５４���

（��２��）となった。この結果は霧の沈着量は風向に依存

しないことを示している。

　微小水滴は乱流中で生成消滅過程を繰り返していると

言われている。この現象を検討するために，熱損失タイ

プの高速応答水蒸気センサーを用いて，人工雲内の水蒸

気濃度の高速測定を行った。予想外であったが雲が定常

的に生成する空間の水蒸気濃度は分離した２つの値をラ

ンダムにとり，その差は０．４����３でほぼ定常であっ

た。

〔備　考〕

（７）反応性窒素酸化物の野外観測による対流圏オゾン

の生成・輸送過程の研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０３��２８７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕谷本浩志（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕対流圏におけるオゾンは北半球で二番目に大

きな放射強制力を有する温室効果気体であるが，濃度変

動にみられる季節性とその支配要因には未解明な部分が

多い。そこで，オゾンの生成・消失をコントロールする

上で重要な物質である窒素酸化物，パーオキシアセチル

ナイトレート，硝酸などの反応性窒素酸化物を通年観測

することにより，オゾンの季節変動パターンをもたらす

化学的・気象的要因を理解し，放出源の強度・光化学に

よる生成強度・輸送の効率の季節依存性についての知見

を得ることを目的として研究を行った。また，北半球中

高緯度の対流圏オゾンに広くみられる春季極大現象の要

因解明に寄与することも目的の一つである。

〔内容および成果〕

　日本の最北端付近に位置する北海道・利尻島の地上観

測ステーションにおいて行った，オゾンとパーオキシア

セチルナイトレート，窒素酸化物，硝酸など種類別反応

性窒素酸化物の間欠的通年観測の結果を後方流跡線解析

と三次元グローバル化学輸送モデルを用いて解析した。

オゾン，パーオキシアセチルナイトレートはともに春季

極大・夏季極小・秋季第二極大を示す季節変化を示した。

両者の季節変化パターンは類似しているものの，パーオ

キシアセチルナイトレートのそれはオゾンよりも振幅が

大きいことが明らかとなった。一方，窒素酸化物，硝酸

はともに夏季極大・冬季極小となる季節変化を示し，反

応性窒素酸化物の種類分別に明確な季節性が見られるこ

とが確かめられた。ユーラシア大陸東岸の北部において

は，シベリアを通過してくる清浄な大陸性気塊の到達頻

度が年間を通じて３０�４０％程度を占めるものの，春から

秋にかけては中国や朝鮮半島を通過してくる気塊の頻度

が増加し，これがオゾンの春季極大を大きくする要因で

あることが分かった。また，消失速度が気温に大きく依

存するパーオキシアセチルナイトレートは，輸送効率に

大きな季節依存性を持つ結果，オゾンよりも大きな季節

変化の振幅を形成することが分かった。利尻島において

観測されたオゾンの春季極大は冬季から夏季にかけて活

発になる発生源近傍での光化学的生成と，それとは逆に

弱くなっていく化学輸送の効率のバランスの結果である

ことが示唆された。

〔備　考〕

研究代表者：谷本浩志

共同研究機関：地球フロンティア研究システム・東京大

学先端科学技術研究センター・慶応大学

理工学部

共同研究者：秋元　肇（地球フロンティア研究システ

ム）・梶井克純（東京大学先端科学技術

研究センター）・田中　茂（慶応大学理

工学部）

（８）土壌中における微生物の挙動に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１２０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕
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〔担当者〕向井　哲（水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕組換え微生物（非土着微生物を含む）の土壌

環境導入を意図した研究が進められつつあるが，その土

壌中における挙動には不明な点が多い。本研究は�組換

え微生物の土壌中における挙動およびその制御に関与す

る土壌要因を明らかにすることを目的とする。

〔内容および成果〕

　カラムに充てんした土壌の３種類の孔隙（非毛管孔

隙，粗毛管孔隙，細毛管孔隙）に入るような方法で接種

した���分解菌が下方移動，増殖・生残する過程に及

ぼす飽和透水の影響を調べ，その過程と���分解菌を

接種した土壌孔隙のサイズとの関係を検討した。土壌試

料としては，非火山灰土壌の山口水田土壌（砂壌土）お

よび火山灰土壌の淡色黒ボク土（軽埴土）を供した。菌

接種量（�����カラム）は，山口土壌の場合で１．２ｘ

１０�，淡色黒ボク土の場合で１．６×１０�であった。

　その結果，接種���分解菌が飽和透水に伴ってカラ

ム土壌から流出する割合（＝流出菌総数／（流出菌総数

＋土壌残留菌数））が土壌の種類によって，また同一種

類の土壌（山口水田土壌の場合）においては菌を接種し

た土壌孔隙の大小に応じて，大きく異なることが認めら

れた。また山口水田土壌においては，細毛管孔隙が

���分解菌の主要な増殖の場となっていることが示唆

された。

〔備　考〕

（９）地盤環境に関する地盤工学・第四紀学・地球化学

的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０１��１２７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕陶野郁雄（水土壌圏環境研究領域）・土井妙子

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕地盤と地下水に関する環境問題について，地

盤工学・第四紀学・地球化学的な手法を用いてその実態

を把握し，それを解明することを目的として研究を行う

ものである。

〔内容および成果〕

（１）佐賀県白石町と新潟県六日町に設置した観測井に

おいて経常的な観測を続けている。前年度に引き続き検

証のための観測を行った。また，関東平野の深層地下水

流動について解析を行った。

（２）非破壊ガンマ線計測による鉛�２１０年代測定法の

堆積学的への応用の検討を行うとともに，東京湾堆積物

中のセシウム�１３７濃度ピークと鉛�２１０年代測定法で求

めた年代の差について検討した。

〔備　考〕

（１０）環境科学研究用に開発した実験動物の有用性に関

する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１７４

〔担当者〕高橋慎司（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・清水　明

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕国立環境研究所実験動物施設では，環境汚染

物質の毒性スクリーニング実験動物としてウズラ及びハ

ムスターを純化しているが，本年度は環境ホルモン感受

性試験の実験動物としての有用性について更に検討し

た。

〔内容および成果〕

（１）ニューカッスル病ウイルス不活化ワクチンに対す

る抗体産生能（������抗体産生能と略）の高及び低

系ウズラの選抜を５７世代へと進め，両系ウズラを遺伝

的に純化することができた。また，ハムスターでは兄妹

交配による近交化を行い，これまでに２家系を３２世代

まで継代した。

（２）������抗体産生能の低系に出現した羽装突然

変異を固定することができた。また、低系の繁殖能力は

高系と比較して良好な成績を示し，絶滅の危機を回避で

きるモデル動物であることがわかった。

（３）ウズラ卵形を用いて近交退化の診断手法を開発

し，卵形に種間差のあることがわかった。

〔備　考〕

（１１）環境データの統計解析法に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００２��２２４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕松本幸雄（大気中微小粒子状物質（��２．５）�
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・ディーゼル排気粒子（���）等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響評価プロジェクト

グループ）

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕環境データから有効に情報を引き出すための

統計的方法を開発し，データ取得計画とデータ解析に適

用することを目的とする。具体的には，１）大気汚染物

質の調査結果から濃度変動の空間時間変動特性を明らか

にするための解析方法の開発　２）環境データの分布に

おける極値（高い値）の出現確率と各種期待値との関係

のモデル化および極値の制御可能性の検討である。

〔内容および成果〕

　１）環境データの平面補間の評価と酸性雨モニタリン

グデータへの応用

　確率場の考えに基づく平面補間法の一つである

�������法を用いて，観測地点のデータから非観測地点

の値を補間することの統計的妥当性を検討した。

　この方法では，地点の濃度は「近い地点ほど似てい

る」として地点間の共分散で表現する。これを用いて観

測地点の測定値から作成したモデルで全地点の値を内挿

により推定する。

　環境庁（当時）により経年的に行われてきた全国の

「酸性雨対策調査」（観測地点４５地点，１９８６～１９９７）の

データを対象に検討した。その結果，全国レベルでの

��，非海塩性硫酸イオン濃度の評価においては，平面

内挿による測定値の補間による評価よりも，他の要因

（例えば発生源との関連）による評価のほうが統計的に

は合理的であることを示唆していた。引き続き検討を進

めている。

　２）極値の出現確率と各種期待値との関係に関する研究

　環境データの分布に関する概ね次のような命題を数学

的に証明した。

　「ある測定局の集合において，その集合に含まれる測

定局の年平均値と，任意の濃度��を超える相対頻度と

が，図に書いたとき直線関係にあることは，その集合に

含まれるすべての測定局の分布が二つの分布の重ね合わ

せであらわせることと同値である」

　この命題は，具体的には，現実の都市大気汚染の分布

の年平均値と９８％値とに直線関係が成り立つことの数

学的意味を与える。また，この命題の「測定局の集合」

や「年平均値」を，「分布の集合」や「期待値」と読み

替えることで他のデータ，例えば，降水量の空間平均の

推定モデルにも応用できる。引き続き，拡張と応用を検

討している。

〔備　考〕

（１２）生物・物理・化学的手法を活用した汚水および汚

泥処理に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９９０３��２３４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進・廃棄物セン

ター）・水落元之・松重一夫・徐　開欽

〔期　間〕平成７～１５年度（１９９５～２００３年度）

〔目　的〕湖沼，海洋，内湾，河川，地下水等の汚濁

水，生活排水，事業場排水，埋立地浸出水等の汚水，お

よびこれらの処理過程で発生する汚泥を生物・物理・化

学的に効率よく分解・除去あるいは有用物質を回収する

手法を，集積培養，遺伝子操作等の技術と生態学的技術

を活用して確立する基盤的検討を行う。

〔内容および成果〕

　汚水およびその処理過程で発生する汚泥を効率的に分

解・除去あるいは回収するためには，処理プロセス中の

微生物生態系を高次に保つことが極めて重要となる。本

研究では，カビ臭生成藻類，有毒物質含有藻類，赤潮藻

類等を補食し，微生物生態系において最も高次に位置す

る輪虫類，貧毛類等有用微生物の実際の環境中における

生理活性特性を解析し，その結果をもとに有用微生物の

安定した大量培養技術の評価および適用方法の検討を

行った。その結果，クロレラ，洗米排水，粉末酵母，油

脂酵母をそれぞれ主成分とする培地を用いて輪虫類の増

殖速度の比較実験を行ったところ，洗米排水を培地とし

て用いた系で最も高い増殖速度が得られることが明らか

となった。また，基質濃度を���１，０００�������に調整

し続けることにより最大個体数密度が高まることが明ら

かとなった。また，培養によって得られた有用微生物を

有効に適用させるためには長期保存方法が必要となる

が，グリセロール６％溶液中で－８０℃ 保存した系にお

いて最も安定かつ効率的な結果が得られた。その生存率

は１週間後の再生で約９５％，１年３ヵ月後で約７０％と

高い値を示し，さらに再生させた有用微生物の増殖速度

を継体培養したものと比較検討したところ，同等の増殖

能力を保持していることが明らかとなった。
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〔備　考〕

共同研究機関：神奈川県環境科学センター・岡山県環境

保健センター・東京都環境科学研究所・

茨城県公害技術センター

（１３）水質改善効果の評価手法に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９９０３��２３５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・水落元之・松重一夫・徐　開欽

〔期　間〕平成１１～１５年度（１９９９～２００３年度）

〔目　的〕化学物質および微量化学汚染物質含有廃水の

生態系影響評価では，����試験等のガイドラインに

みられるように単一種系試験が用いられている。しか

し，自然生態系が捕食・被食関係をはじめとする極めて

複雑な相互作用の上に成り立っていることを考慮する

と，対象とする化学物質の生態系への評価は多種生物系

試験で行うことが重要である。多種生物系試験法として

は，生産者・捕食者および分解者からなる水圏モデル生

態系としてのマイクロコズムが開発されつつあり，生態

系における物理的・化学的・生物的要因とそれらの相互

作用による物質循環・エネルギーフローの変遷を解析可

能な生態系影響評価手法として期待されている。本研究

では，各種農薬等の化学物質の水域における有毒性・残

存性をマイクロコズムにおける構成種の個体群動態を解

析することにより，生態系の観点から自然水域における

影響評価を行う。

〔内容および成果〕

　供試マイクロコズムは生産者としての緑藻類

���������������糸状性藍藻類���������	
������消費者として

の原生動物繊毛虫類���������	
�������	後生動物輪虫類

���������������������������貧毛類����������	��
��	���分

解者としての細菌類から構成されており，これらの微生

物により安定な生態系が成り立っている。ここに供試農

薬としてトリアゾール系の除草剤であるカフェンスト

ロールを０．５�������，１．０�������，２．５��������，５．０����

��
��の濃度で添加し，各マイクロコズム構成生物の個体

数を農薬添加後０，２，４，７，１４日目に計数した。

その結果，�������������の場合は対照系と比較して全て

の濃度であまり大きな変化が見られなかったのに対し，

���������	
�	は１．０�������でも農薬添加後２日目で消滅

してしまうことがわかった。また���������	
��������

��．はそれぞれ２．５�������，５．０�������の時点でカフェ

ンストロールの影響を受けているのに対し，細菌類は

５．０�������で，添加後７日目で対照系に比べ個体数が増

加しており，捕食者である微生物が農薬の影響により減

少したことにより，それまで安定していた生態系が攪乱

してしまったと考えられた。すなわち，直接的に農薬の

影響がない微生物の場合，対象化学物質の影響評価を過

小評価してしまうことが考えられることから，環境影響

評価法としては物理的・化学的・生物的要因とそれらの

相互作用による物質循環・エネルギーフローの変遷を自

然生態系の観点から評価・解析することが重要であると

考えられた。

〔備　考〕

共同研究者：川端善一郎（京都大学生態学研究センター）・

常田　聡（早稲田大学）

（１４）中枢神経傷害における神経細胞死と神経細胞再生

のメカニズムに関する研究

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０１０１��２８２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕今井秀樹（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク管理と評価プロジェクトグ

ループ）

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕有機スズ化合物のひとつであるトリメチル錫

（���）をラットに投与すると海馬傷害が引き起こされ

るが，同傷害はグルココルチコイドを時期により増減さ

せることによって軽減されることを見いだした。担当者

らの予備的な知見では同領域において神経細胞のアポ

トーシスが生じ，さらに成体神経再生と思われる事象が

見いだされている。これらの���由来の海馬傷害，ア

ポトーシス，および神経再生の相互関連に関する知見は

全く明らかにされていない。そこで本研究では成熟動物

の生体に有機スズ化合物を投与して海馬傷害を引き起こ

し，同領域のアポトーシスと神経再生の関連およびこれ

らに対するグルココルチコイドの役割を明らかにするこ

とを目的とした。

〔内容および成果〕
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　��系ラットにトリメチル錫（���）９�����を６週

齢で経口的に一回投与した。内因性グルココルチコイド

の海馬傷害への関与を検討する目的で副腎切除（���）

を施した群および����手術群を設定した。���投与

終了後１，２，３，５，７および１４日目に麻酔下で屠

殺し，脳サンプルを採取した。脳サンプルは脱血したの

ち固定処理を行い，病理組織学的検索，免疫組織化学的

および細胞死・成体細胞新生検索試料とした。また新生

細胞の分化については各種����������	
�����の抗体を

用いた免疫染色を行った。５日目のサンプルについてア

ポトーシスと細胞新生を検討したところ，���につい

ては海馬歯状回の上部顆粒細胞層に優位にアポトーシス

が観察され，���投与の場合にその数は下部顆粒細胞

層の方が優位であった。�������群においてはその

数は相乗効果的に増加した。細胞新生はアポトーシスが

生じている部位を取り囲むような分布を呈した。全サン

プル（１－１４日目）を通してアポトーシスを検討した

ところ，現在定量的な検討には至っていないが，ＴＭＴ

投与によりおおむね５日目にアポトーシスを示す細胞の

数がピークに達すること，および���とＴＭＴ投与は

相乗的な効果を示すことが観察された。

〔備　考〕

（１５）環境低負荷型オフィスビルにおける地球・地域環

境負荷低減効果の検証

〔区分名〕環境��地球推進　��５６

〔研究課題コード〕０１０３��２６３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕一ノ瀬俊明（地球環境研究センター）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕地球環境保全に配慮した建築手法は，温暖化

防止に有効な熱負荷低減手法など様々な提案があるもの

の，各手法の効果を具体の事例で確認した調査研究例は

非常に少ない。平成��年度に国立環境研究所敷地内に

建設された地球温暖化研究棟には各部に様々な環境保全

手法が取り入れられていることから，本研究では，研究

棟の各部位における放射と熱の挙動に関する通年モニタ

リングを通じた個別技術毎の環境負荷低減性の比較検討

及び建物全体の���評価を行う。また，アメニティー

を含めたオフィス（研究棟）内外空間の快適性向上の検

討や日本の気象条件，建物使用実態に即した環境負荷低

減手法の効果の確認を行う。更に，エネルギー消費行為

から大気への放熱に至るまでの躯体内部の詳細な熱挙動

の把握とモデル開発を通じて，大規模に環境低負荷技術

が普及した場合のヒートアイランド低減効果などによる

副次的環境負荷低減効果を明らかにする。そのために都

市気候数値モデルにおける人工排熱の取扱い方の確立，

屋外熱環境に対する建物内部の人間活動の影響のリアル

タイムでの把握を行う。以上を通じて，個別建物から都

市スケールまで建築における各種環境保全手法が導入さ

れた場合の環境負荷低減効果の定量化とコスト対効果の

比較などによる技術評価を行うとともに，それら手法の

効果的な設置法や現実的な活用法を提示することを目的

とする。

〔内容および成果〕

（本年度成果）

　フレックスタイム制度を導入して屋内人間活動密度を

分散させた場合，節電をこまめに実行した場合など，人

間活動のバリエーションに応じた屋内外熱環境負荷，エ

ネルギー消費量が比較できるような実験を設計（屋内外

センサーの取り付け個所など）・計画し，モニタリングを

開始した。比較実験は南面の研究室を，個別の対策技術

に割り当てて開始した。また，本研究棟の事例と比較す

るため，海外の先駆的事例について情報収集を行った。

本研究棟研究室開口部において，白濁ガラス（複層）を

用いた数種類のガラス仕様について，日射遮蔽と自然光

利用に関する比較実験を行った。室内側に白濁ガラス，

室外側ガラスに�����膜をスパッタリングした仕様に

おいて，白濁頻度及び長波長放射を含めた温熱環境の点

から高く評価できるとの結果を得た。白濁ガラスと庇を

組み合わせた開口部計画について，温熱・光環境及びエ

ネルギー実測，ならびに執務者を対象としたアンケート

調査により，快適な環境が形成されていることを確認し

た。

　また，秋期以降冷熱供給量を，冬期以降電力消費量

（照明及び南面居室におけるコンセント）を，それぞれ

２階，３階の東・西ウィング毎に取得している。特に，

電力消費量では夜間全棟連続点灯実験を行い，定格出力

に対する削減率は南面全体で３８％に達することや，照

明用のエネルギーは少ないが冷房負荷は高いという，３

階東ウィングにおける得意なエネルギー消費特性が明ら

かになった。建物エネルギー消費量計算プログラム

�����を用いた数値シミュレーションにより，従来技
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術に対し全棟で５２％のエネルギー消費削減効果が期待

できるとの結果を得ている。

　さらに，典型的な真夏日と真冬日において，屋上面及

び東西南北の計５面の熱画像（日中午後と明け方）を取

得した。屋上緑化や太陽光発電パネルなど，屋上面施工

の違いによる表面温度の差やエネルギーセンターからの

熱供給の影響を見ることができた。

　加えて，太陽光発電パネル設置による屋上面熱収支変

化の実測と数値モデルの構築を行った。その結果，設置

したパネル表面の総括熱伝達係数�は風速�に対して�

＝４．３�＋１．６と表され，顕熱フラックスを風速と気温

とパネル表面温度から求めることができた。�����を風

速，気温，日射量，室温とする熱収支モデルを作成し，

設置による顕熱フラックス，伝導熱フラックス変化を定

量的に計算できた。

（平成１４年度計画）

　建物開口部の構造に関して，白濁ガラス（複層）と通

常複層ガラス，通常ガラスの比較実験（室内居住環境，

アメニティーの視点を含む）を行い，個別技術の導入可

能性を検討する。屋上面の構造に関しては，大面積太陽

光発電パネルと屋上緑化の比較を行う。また，これらの

複合的な適応例として，複層ガラスと室内気流制御の組

合せ効果の検証，及びその基礎となる風圧・自然換気量

の実測を行う。さらに，個別の対策技術の効果を理論的

に実証するため，照明及び室内熱負荷低減効果の数値シ

ミュレーションモデル，屋外熱負荷低減効果の数値シ

ミュレーションモデルの開発を行う。加えて，���評

価手法の開発を行う。

（平成１５年度計画）

　本研究棟において得られたデータに基づいて個別の対

策技術を評価し，国際的な普及の一助とするため，国内

外の建築家，環境科学者等を招へいして実地検討会を行

うほか，国際シンポジウムを開催する。また，個別の対

策技術の効果を理論的に実証するため，照明及び室内熱

負荷低減効果の数値シミュレーションモデルによる検

証，屋外熱負荷低減効果の数値シミュレーションモデル

による検証を行う。屋上面の構造に関しては，高アルベ

ド塗料と通常塗料，屋上緑化の比較を行う。また，建物

内部における人間の行動，エネルギー消費の屋内外環境

へのレスポンスを探るため，各種ライフスタイルシナリ

オの下での比較モニタリングを行う。さらに，研究棟運

用段階における個別対策技術の二酸化炭素排出量・コス

トパフォーマンスからみた評価を行い，各種技術の導入

可能性を検討する。

〔備　考〕

研究代表者：一ノ瀬俊明

共同研究機関：東京理科大学

共同研究者：井上　隆（東京理科大学）

課題全体の研究代表者も一ノ瀬である。

（１６）富栄養酸性雨の水質・底質への影響とその計測手

法に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��４

〔研究課題コード〕０１０１��２９４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕佐竹研一（大気環境研究領域）

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕富栄養酸性雨の水質・底質への影響を解明す

るため，新潟県村上市三面川水系について調査を行っ

た。また，必要な計測技術を開発・検討する。

〔内容および成果〕

　日本海に面する新潟県は冬季大陸からの北西季節風の

影響を受け，大陸起源の酸性汚染物質の飛来と降下・沈

着に伴う森林生態系ならびに陸水生態系への影響が懸念

されている地域である。しかし，その影響が最も顕著に

現れるはずである山岳地域ならびにその下流域に関する

調査は進んでおらず，その実態は明らかでない。本研究

では富栄養酸性雨の陸水（渓流・河川水）影響の解明を

目的として，新潟県村上市三面川水系を選定し，その水

質に関する予察的調査を行った。

　三面川の予察的な水質分析の結果には極めて興味深い

結果が含まれていた。三面川水系の調査地点は日本海沿

岸海水（三面川河口域），三面川河口域，三面川流入渓

流�（河口近くの滝），三面川本流（河口域），三面川流

入渓流���三面川本流（ダム下流），それにダム湖水であ

る。

　本研究ではサケ科魚類の遡上する三面川水質の連続測

定も計画されており，連続測定装置ならびにその設置場

所の検討も行ったが，太陽電池で稼動し，自動的にデー

タを発信でき，電源のない山岳地帯の渓流河川水質の連

続測定に適している堀場製マルチ水質モニタリングシス

テム��２３（��，導電率，溶存酸素）を用い，その測定

を行うこととし，その設置場所は，サケ科魚類の遡上産
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卵を地下室から直接観察できるよう自然の川床断面にガ

ラス窓を設けた三面川支流の種川を最初の観測点とする

ことに決定した。なお，段階別酸中和能の測定において

は通常１��の０．００１�，０．０１�，０．１�の硫酸溶液を

１００��の試水に加えて測定するが，今回は０．０１�，

０．１�の硫酸溶液のみを用いた。三面川の予察的な水質

分析の結果には極めて興味深い結果が含まれていた。と

いうのも水に含まれる各種陽イオン量のうち，酸中和能

に深い関係をもつと考えられるカルシウムイオンの量が

日本の主要河川のそれと比較して極めて低い値を示して

いたからである。理科年表に掲載されている日本の主要

１０河川，ならびに湖沼のカルシウムイオンの量と比較

して三面川のそれは３．５－４．５������であり，いずれも

数分の１を示していることが明らかとなった。また，一

般に河口部は海水の影響を受けやすいと考えられるが，

三面川の中でも最も高いカルシウム濃度を示しかつサケ

科魚類の回帰する河口部ですら４．５������しか示さな

かったことは，本河川が酸性汚染物質の渓流河川水への

影響を考える上で，今後注目しなければならない河川で

あることを明らかに示していると言えよう。また，段階

別酸中和能の測定結果は三面川の水が極めて酸中和能に

乏しいことを示しており，今後，渓流河川水ならびに底

質を含め調査を進めてゆく予定である。なお，富栄養化

の一つの指標であるイオンの濃度と硝酸イオン濃度は中

流部でそれぞれ０．０４������，３������を示していたが，上

流部ではより低い値０．０１������，１．４������を示してい

た。

〔備　考〕

研究代表者：佐竹研一

����フェロー：��������	
����（韓国）

（１７）アジア縁辺海域帯における海洋健康度の持続的監

視・評価手法と国際協力体制の樹立に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��３

〔研究課題コード〕９９０１��１２２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕原島　省（水土壌圏環境研究領域）・

� �刀正行・木幡邦男・中村泰男

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕日本近海・東シナ海・南シナ海・マラッカ海

峡に連なるアジア縁辺海域帯において，人為影響による

海洋環境の変質を持続的に監視・評価する体制を構築す

る。「シリカ減少シナリオ」，すなわち，「人為影響で陸

域からのリンと窒素の負荷は増加するが自然の風化作用

によるケイ素の補給がダム建設等により減少するため，

海洋生態系の基盤がケイ素を必須とするケイ藻類からケ

イ素を必須としないケイ藻以外の藻類にシフトする」と

いう仮説が存在する。この仮説を検証するため，同海域

を航行する定期航路船舶による栄養塩・植物プランクト

ン種組成の計測を継続する。またこの手法による研究

を，関連するアジア各国との協議のもとに実行し，海洋

環境を持続的に評価する体制を確立する。

〔内容および成果〕

　前年度に引き続き，アジア縁辺・沿岸海域帯を定期航

行するコンテナ船により，プランクトンおよび栄養塩の

サンプリング・分析を行った。シリカ減少シナリオの検

討という観点から，結果を溶存ケイ素／溶存無機窒素比

基礎パラメータとして整理した。また，より高頻度で観

測した瀬戸内海のフェリーのデータを同様に解析し，シ

リカ減少が現実に起こっていることと，これがケイ藻類

ブルームとケイ藻以外の藻類のブルームの選択に影響を

与えていることが判別できた。

　ハンブルグで行われた「欧州フェリーボックス計画」

のワークショップに参加し，欧州各国研究機関と国立環

境研究所のフェリー利用海洋計測の情報交換を行った。

　３年間の総括として，「シリカ減少シナリオ」を作業

仮説としながら定期航路を利用して海洋の栄養塩・植物

プランクトン組成を持続的に監視することが重要である

ことが結論される。この結論に基づき，ソウルで開かれ

た，��������	
�シンポジウムで，北東アジア海域

において定期航路を利用したリアルタイム海洋計測体制

を確立することを提案をした。

〔備　考〕

（１８）サンゴ礁の撹乱と回復促進に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��５

〔研究課題コード〕０００２��１２３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕原島　省（水土壌圏環境研究領域）・�刀正行

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕世界各国のサンゴ礁が劣化の危機に瀕してお

り，その回復のための環境管理手法を確立する必要性が
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認識されている。このためには，サンゴ礁変動の経年変

化を検知し，それから得られたサンゴ群体の成長・劣化

のパラメータに基づいてモデルを作成することが基礎と

なる。モデルの要件としては，従来の物質のフローを中

心としたものでは不十分であり，森林変化の評価等に使

われる個別生態モデルと同様に，個々のサンゴのコロ

ニー（群体）ごとに成長・劣化のモデルを立て，環境要

因の変化にしたがってサンゴ礁が長期的にどのような応

答をするかの解析を行う必要となる。このために，サン

ゴ礁海域の固定コドラートにおいて水中立体画像を経年

的に採取し，数年スケールの変化を記述する。

〔内容および成果〕

　比較的成長の速い卓状ミドリイシ類については，前年

度に引き続き，八重山諸島黒島周囲の固定トランセクト

において，２台のカメラの並列により水中ステレオ画像

を取得した。これを電子化して１９９６年から継続的に構

築している画像アーカイブ（保存ファイル）として蓄積

した。このステレオペア画像から，写真測量ソフトウェ

アにより立体座標を導出することにより，サンゴ外縁の

長径の年次変化を求めた。その結果，１年あたり水平方

向に５��あるいはそれ以上という予想外に大きな成長

速度が得られた。ただし鉛直成長速度については，基準

点をコドラートの各頂点としているため有意な値が得ら

れなかった。

　比較的成長の遅い塊状サンゴについては，骨格標本を

蛍光�線顕微鏡で面的に計測し，環境水温を反映してい

るといわれる�����比の分布を得た。ただし，骨格が

多孔質なためデータのふれが大きく，これにあわせた解

析法を検討中である。

　得られた成長速度に基づいて，個別のコロニーの成

長，劣化を記述するモデルの基礎を作った。

〔備　考〕

（１９）アジア地域における環境安全保障の評価手法の開

発と適用に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��４

〔研究課題コード〕９９０１��０２３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕原沢英夫（社会環境システム研究領域）・

� 高橋　潔・肱岡靖明

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕アジア地域は，急速な人口増加や経済成長の

ために環境が破壊されたり，劣化しつつあり，生活の基

盤が脅かされるばかりでなく，農業を圧迫しており人口

増加と相まって食糧危機が懸念されている。一方，農村

からの人口流入による都市のスラム化などは経済発展の

障害となるとともに，都市のエネルギー使用が増大する

につれ，大気汚染などの被害も深刻なものとなってい

る。温暖化やエルニーニョなどの異常気象はさらに状況

を悪化させることが懸念されている。こうした一連の問

題を環境安全保障の面からとらえ，対応を図ることが緊

急課題となっている。本研究は，アジア地域において持

続可能な発展の基盤となる水資源，環境の現状や相互関

連性を把握した上で指標やモデルによる定量化を行う。

これらを用いて２０５０年までの将来予測を行い，人口の

爆発的増加，急速な経済成長がもたらす水不足・環境悪

化の可能性及びそれらを回避するための方策について環

境安全保障の視点から評価する手法を開発し，具体的な

対応策について検討することを目標とする。

〔内容および結果〕

・アジア地域における水需給の将来予測

　アジア地域においては，環境変化が著しく，温暖化な

どの気候変化はさらに干ばつや洪水など水資源の分布の

空間的バランスを変化させると予測される。現在及び将

来の水資源の存在量や水需給量を予測，評価する手法を

開発し，アジア地域の問題地域の今後の対応方策につい

て検討した。

　２０３０年までを対象期間として，アジア太平洋地域の

各国の水需要推計を行った。将来の水需要の決定因子と

して，工業部門については���，農業部門については

灌漑面積，家庭部門については給水人口を用いた。決定

因子の将来変化については，過去の実績値をもとにした

回帰によって設定した。「現状傾向発展型」，「政策改革

型」，「地域孤立型」，「大変革型」の４つの社会経済発展

パターンについて推計を行ったところ，水消費量で比較

した場合，どの地域においても地域孤立型が最も需要の

伸びが大きいと見積もられた。

・アジア地域における都市環境の将来予測

　アジア地域においては，人口や産業の都市への集中は

大気汚染などの環境問題を惹起しており，都市大気汚染

の現状把握を踏まえ，将来のエネルギー利用を見通した

上で，健康被害などの影響を定量的に評価する手法を開

発し，適用して問題地域の抽出と対応策の検討を行っ
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た。

　アジア地域においては，沿岸域の大都市に人口が集中

するとともに，急激な経済発展を反映して，エネルギー

需要が急激に増加しており，とくに大気汚染などの環境

悪化が深刻化して，健康影響をもたらしている。さら

に，温暖化や異常気象などの気候変化はこうした影響を

助長すると考えられる。都市大気汚染の現状把握，将来

予測を通じて都市の環境問題の視点から環境安全保障を

評価する方法を検討した。初年度に続き，アジア地域に

おける都市大気環境に関する情報収集と問題点の整理を

行うとともに，特にインドネシアについて検討を加え

た。

〔備　考〕

（２０）地球環境リスク管理にかかるコミュニケーション

と対策決定過程に関する研究

気候変動のリスク・コミュニケーションと対策決定過程

〔区分名〕環境��地球推進　��５

〔研究課題コード〕９９０１��２２３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕松本幸雄（大気中微小粒子状物質（��２．５）�

・ディーゼル排気粒子（���）等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響評価プロジェクト

グループ）・山形与志樹・亀山康子

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕国家安全保障の一環としての環境安全保障を

達成する必要性の認識が広まりつつあるが，気候変動問

題に見るように，その戦略の確立が急務であり，また，

気候変動現象の不確実性と国家利害の対立のもとで，国

際交渉の帰趨への展望が求められる。一方，アジアにお

ける経済発展による酸性雨問題の深刻化が憂慮される

が，国際的な協力により対策を講じるために，問題の推

移の政治的，社会的，経済的な要因の構造を分析するこ

とが重要である。そうして，このような課題が科学的不

確実性のもとでの決定となることが，本質的に問題の取

り扱いを困難にしている。

　気候変動問題に関して，環境安全保障概念に基づきわ

が国の取るべき立場を検討し交渉方針への提言へ道を開

こうとする。さらに，気候変動現象の科学的知見の不確

実性のもとでの合意形成，自治体あるいは地域社会での

対応の論理と行動様式におけるコミュニケーションのあ

り方を，リスク管理パターン概念にもとづく分類や行動

論理の社会史的方法により示そうとする。

〔内容および成果〕

　本課題に対しサブ課題として，１）地球環境安全保障

の概念と気候変動，２）リスクパターン概念からみた自

治体における気候変動問題への対処行動，３）地域社会

における自然エネルギーへの取り組みの行動原理の社会

史的検討，４）不確実性をもった科学言説のもとでの気

候変動リスク問題にかかわるコミュニケーションと決定

形成，に分けて検討を進めた。各サブ課題の概要は以下

のとおりである。

（１）地球環境安全保障の概念と気候変動

　国家の安全保障の概念は本来軍事的脅威について用い

られてきた。近年，地球温暖化問題やオゾン層破壊，酸

性雨など，国に対して影響を与える環境問題が注目され

るに至り，安全保障の枠の中で分析しようとするうごき

が 高 ま っ て き た。こ の 動 き は，環 境 安 全 保 障

（�����������	
��������），環 境 と 安 全 保 障

（�����������	
�	����������），生 態 系 安 全 保 障

（�����������	��
���）という新たな概念を生み出した

が，環境問題を安全保障の視点から議論することの妥当

性およびその効用については，定義の未確定，あるいは

ケーススタディ不足のために評価が分かれているのが現

状である。

　本サブ課題では，今までの研究をレビューし，その定

義を３つに分類した。また，その分類をもとに，気候変

動問題の科学的知見とされている����の報告書におけ

る気候変動影響を分類することにより，「環境安全保障」

という概念を取り入れることにより新たに見いだされる

気候変動のリスクと対策を導出した。

　この結果，以下のことが明らかになった。

　１）環境安全保障研究は大きく３つに分けることがで

きる。第１は，環境汚染・破壊を新たな国家への危機と

してとらえたもの，第２は環境と紛争・社会不安との関

連性に注目したもの，第３は，マラリアやデング熱の広

がりなど，国家という枠を超えて個人レベルで危機が生

じる部分に注目したもの。

　２）気候変動問題においては，上記の３つがそれぞれ

異なる種類のリスクを示唆することになる。第１，第３

のタイプに関する安全保障は，気候変動への「適応

（����������）」という言葉により（「安全保障」という

概念を用いることなく）すでに多くが議論されている
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が，第２のタイプが示唆するリスクについては，実際の

交渉においては危惧されているにもかかわらず，����

ではほとんど議論されていない。

　結論として，気候変動が食糧不足や海面上昇などによ

り端を発する紛争の発生を予防するための措置という視

点が，（従来の����などの議論において抜けているが）

重要な課題となりうることを明確にした。地球レベルよ

りは地域ごとに気候変動の影響と社会不安定性の関連に

ついて研究がなされるべきである。

（２）リスクパターン概念からみた自治体における気候

変動問題への対処行動

　ローカルアジェンダ２１が，自治体においてどのよう

な過程で対処行動に結びついたかに関し，豊中市，水俣

市，日野市について調査し，リスクパターンの概念から

分析した。

　その結果，省エネルギー策，リサイクル，ゴミ分別収

集など，自治体の気候変動への「対処行動」とされるも

のは，リスクの認識と結びついているというよりも，安

全や健康の感覚に近いものがあり，リスク対策というよ

りはそれを含んだ総合的な安全対策とでもいうものと理

解するのが合理的であることが明らかになった。

（３）地域社会における自然エネルギーへの取り組みの

行動原理の社会史的検討

　温暖化ガスを発生しない自然エネルギーとして風力発

電や太陽光発電に取り組む地域において，取り組みの過

程を社会学的に検討した。具体的には，山形県立川町，

秋田県仁賀保町，宮崎県北方町，同県串間町，茨城県波

崎町などにおいて聞き取りによる現地調査を行った。

　その結果，自然エネルギー導入には次のような型があ

ることが明らかになった。

　（１）大企業主導（仁賀保町）

　（２）自治体主導の「町おこし」（立川町）

　（３）����（新エネルギー・産業技術総合開発機構）

　　　主導（北方町，串間町の風力発電）

　（４）市民運動の一形態（串間町の太陽光共同発電所）

（４）不確実性をもった科学言説のもとでの気候変動リ

スク問題にかかわるコミュニケーションと決定形成

　気候変動問題においても，水俣病事件においてもそう

であったように環境リスク問題においては科学的知見の

不確実なままでの対応策の決定が求められることはしば

しば起きる。さらに，そういった不確実性を含む環境問

題において，非専門家である一般市民が専門家による科

学技術判断に従うよう迫られる事態は，吉野川可動堰の

建設問題や遺伝子組み換え食物の許容においてもみられ

る。科学的知見が不十分なときにどうして合理的な対応

策の決定ができるのであろうか。また，非専門家は専門

科学者に従うべきであろうか。その上，何らかの科学的

知見が示されたといっても多くの場合それは「政治性を

含んだ確実性の必ずしも高くない科学的言説」なのでは

なかろうか。

　このような困惑をもたらしているのは，我々の科学に

対する二重の思い違いによる。思い違いの第１は，科学

という言葉の混乱，ないしはレトリックにある。第２

は，第１のものから導かれた科学への過大な信頼から引

き起こされたものである。

　そうした思い違いを排した上で，「科学的言説」にど

のような対処をし，気候変動問題について非専門家が自

己の考え方をいかにして決定するべきかを明らかにし

た。

〔備　考〕

研究代表者：大井　紘（現�常磐大学）（平成１１～１２年

度）・松本幸雄（平成１３年度）

（２１）持続可能なコンパクト・シティの在り方と実現方

策に関する研究

〔区分名〕環境��推進　��８

〔研究課題コード〕０１０３��０２５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕原沢英夫（社会環境システム研究領域）・

� 高橋　潔・肱岡靖明

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕世界人口の４５％を越す約２６億人は都市に居

住しており，人間活動，エネルギー利用が集中したた

め，都市が大量生産・大量消費・大量廃棄型社会の根本

原因となっているが，省エネ・省資源を徹底した循環型

社会の構築には，循環を基調とした都市（循環型都市）

への変革が緊急課題となっている。国際共同研究計画で

ある����（������������	
����
��������
�����������

���������	
��������������）の重点研究プロジェク

トでも産業転換（���������	
����
�����
��	���）に関

する研究が開始されており，都市の再評価と再構築を通

じて，近年進歩の著しい情報技術も活用しながら循環型

社会の実現方策を検討することが不可欠とされている。
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　都市には，あらゆる人間活動が集中しているため，多

面的な評価が不可欠であり，このため人間活動やライフ

スタイルなど人間・社会的側面に係る研究者を巻き込ん

だ，学際的な研究アプローチを行い，①先進国，途上国

において循環型社会の構築を具体化する都市の在り方を

提示するとともに，②持続可能なコンパクト・シティを

実現するための政策提案型の研究が求められている。本

研究は，省エネ・省資源を徹底した循環型都市のひとつ

の形態として，コンパクト・シティを取り上げ，日本を

はじめとした先進国及びアジア地域途上国における方策

を検討し，提言することを目的とする。

〔内容および成果〕

　途上国及び先進国における持続可能なコンパクト・シ

ティの在り方に関する研究では，欧米の諸都市で問題と

なっている空洞化の要因を類型化し，類型ごとに空洞化

メカニズムを解明する。また，途上国のメガシティ（巨

大都市）の直面するリスクと人間・社会的側面との関連

性の分析を行うため，環境，災害，土地利用を軸に，交

通，住居，公衆衛生などを変数とする経済・社会シミュ

レーションの枠組みを構築する。平成１３年度は，都市

に関する各種データを収集し，データベース化するとと

もに，先進国，途上国の都市について比較検討を行っ

た。

　産業転換による持続可能なコンパクト・シティの総合

評価に関する研究に関する研究では，コンパクト・シ

ティを評価するための基礎情報調査及び新たな評価指標

の枠組みを検討し，また情報技術（���������	
�����

���������	）の高度化が都市開発に与えた影響及びコ

ンパクト化の促進作用，情報技術（��）活用の事例調

査を実施する。本年度は，持続可能な都市としてのコン

パクトシティの定義等について検討し，コンパクトシ

ティを総合評価するための指標について検討を加え，指

標を試算した。

〔備　考〕

（２２）アジアにおける水資源域の水質評価と有毒アオコ

発生モニタリング手法の開発に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　��１

〔研究課題コード〕０１０３��２８３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕彼谷邦光（環境研究基盤技術ラボラトリー）・

今井章雄・松重一夫・佐野友春・高木博夫・

笠井文絵・渡邉　信・田辺雄彦・河地正伸

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕アジアの湖沼は，貴重な飲料水源としてのみ

ならず，生活の維持に不可欠な漁場としても重要な役割

を有している場合が多い。しかし，近年，これら湖沼に

生活排水や肥料分を含んだ農業排水が流入することに

よって富栄養化が進行し，有毒アオコの発生が拡大して

おり，健康面だけでなく経済的にも大きな被害が生じて

いる。現在，有毒藻類の監視の手法が先進諸国で検討さ

れているが，未知毒素の種類，量ともに多いアジアの有

毒アオコに適用できる方法はまだ確立されていない。こ

のため，本研究では，緊急の課題である有毒藻類の監視

手法を開発するとともに，漁業生産を維持し，有毒アオ

コの発生を最小限に押さえる「アジア型の水質管理手

法」を開発することによって，２１世紀におけるアジア

の利用可能な水資源の確保に大きく貢献することを目的

としている。

〔内容および成果〕

　本研究では，２１世紀のアジア地域の発展途上国（中

国及びタイ）と共同して，アジアの水資源不足の要因と

なる「水質汚濁の将来予測手法」と，魚介類の生産を維

持しつつ有毒アオコの発生を最小限に押さえる「アジア

型の水質管理手法」を開発する。

（１）アジアにおける水資源域の水質汚濁評価手法の開

発に関する研究�①汚染負荷特性の変化が湖沼など水資

源域水質に及ぼす影響の評価に関する研究では，中国槙

池の現地調査を実施し�湖沼の有機汚濁に関する実態を

把握した�また，宍道湖における汚濁負荷の変化と植物

プランクトンや水質の応答を調べるため�生態系モデル

の基本的な構築を行った。②食物連鎖の強化による湖沼

など水資源域の水質改善手法に関する研究では，自然水

域の食物連鎖と浄化の機構を調べるため，宍道湖におい

て現地観測および漁獲データの解析を行った。二枚貝を

中心とした生態系が成立し，負荷量が多い割に水質が良

好に保たれていることを見いだした。（２）アオコの発

生診断手法と発生制御手法の開発に関する研究①アオコ

の発生診断手法の開発に関する研究では，最も重要なア

オコ発生要因の一つである溶存有機物を考慮した藻類増

殖試験法を開発するための基礎部分の開発を終えた。本

基礎部分は湖水の無機物組成を変化させずに溶存有機物

濃度を制御する手法として，低圧水銀ランプの紫外線を
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ろ過湖沼水に照射する方法を開発した。②アオコの発生

制御手法のかいはつに関する研究では，バクテリア用培

地にはアオコが生育しないことから，その生育阻害物質

としてアミノ酸のリジンとマロン酸を単離・同定した。

また。中国，タイおよび国内の湖沼水を調査した結果，

手賀沼の水からアオコの生育阻害物質として２��アミノ

アジピン酸を同定した。（３）アオコ等有毒藻類及び毒

素のモニタリング手法の開発に関する研究①アオコ等有

毒藻類のモニタリング手法の開発に関する研究では，中

国およびタイの湖沼から微細藻類を採取し，国立環境研

究所で同定を行った。中国の槙池の主要微細藻類は

�����������	
������������および��������であり，タ

イのバンプラー水源池では�����������であった。これ

らの�����������について毒素の遺伝子の構造を解析し，

毒素生産株を識別するプローブ作成の可能性を検討し

た。②毒物質のモニタリング手法の開発に関する研究で

は，中国およびタイ，韓国，ベトナム，および我が国の

有毒アオコに含まれる毒素ミクロシスチンの同族体の種

類を調査した結果，アジアでは７番目のアミノ酸が全て

デヒドロアラニン（���）であることを明らかにした。

この���に求核試薬を反応させることにより，ミクロ

シスチンの簡便分析法の開発が可能となった。

〔備　考〕

研究代表者：彼谷邦光（国立環境研究所）

共同研究機関：独立行政法人　港湾空港技術研究所・中

国（中国科学院　水生生物研究所）・タイ

（タイ科学技術研究所）

共同研究者：福島武彦（広島大学）

（２３）富栄養酸性雨の生態系影響に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進　���３

〔研究課題コード〕０１０１��２９３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕佐竹研一（大気圏環境研究領域）・

� 高松武次郎・野原精一

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕大気中から森林生態系や陸水生態系に降下・

沈着する酸性汚染物質を大別すると，その約半分はイオ

ウ化合物であり，残りの半分は窒素化合物である。特に

近年においては国内におけるイオウ化合物の排出の削減

が進む一方で，大気中の窒素化合物の濃度は依然として

高く，特に貧栄養山岳地域や貧栄養水域の酸性化・富栄

養化とそれに伴う生物相の種類や活性の変化が問題と

なっている。更にこれに加えて，イオウ化合物や窒素化

合物の長距離越境大気汚染と我が国におけるその生態系

影響も懸念され始めている。しかし，その実態の解明は

進んでいない。このような背景を受けて，本研究では植

物の栄養源となる窒素化合物，硝酸やアンモニアを含

む，いわゆる“酸性雨”を“富栄養酸性雨”として捉

え，その森林生態系ならびに陸水生態系への影響を明ら

かにするための予察的研究を行うことを目的とした。

〔内容および成果〕

　本研究では，まず，野外の森林生態系において植物―

土壌系の窒素循環に関するフレーム作りと，種の分布お

よびそこでの窒素利用機構の解明を試みた。対象とする

森林生態系は，冷温帯落葉広葉樹林の京都大学芦生演習

林，常緑針葉樹林である上賀茂試験地，常緑針葉樹林の

屋久島である。芦生演習林では物質循環に影響する地形

を考慮にいれ，尾根部と谷部にプロットを設けた。これ

らのプロットで季節ごとに土壌を採取し，土壌中の無機

態窒素抽出と土壌の培養から，無機態窒素の現存量と無

機態窒素生成能を推定した。また，これらのプロットに

おいて，降水による窒素流入量，イオン交換樹脂を用い

て土壌中の無機態窒素移動量を測定し，さらにポリエチ

レンバックに採取した土壌をつめて土壌中に埋設しなお

し，これらを３ヵ月ごとに回収した。これらの埋設法や

樹脂法を組み合わせ，森林土壌中の窒素の生成量・吸収

量・流亡量を推定し，森林生態系の窒素循環の記述を試

みた。一方で，プロット内の木本種の分布を記載し，土

壌中の窒素の現存形態や無機態窒素生成能の分布との比

較を行った。これまでの研究により，硝酸還元酵素活性

には季節性はみられないことがわかっているため，生育

最盛期に植物体とそのまわりの土壌を採取し，植物体中

の硝酸還元酵素活性と土壌中の無機態窒素濃度の関係を

明らかにした。その結果，芦生・上賀茂では年間の窒素

の状態が記述され，植生の違いによる可給態窒素量に大

きな違いがみられないこと，植物の硝酸酵素活性は地点

間の違いより種による違いが大きいことなどが明らかに

なった。一方，屋久島では本格的な調査はこれからであ

るが，芦生・上賀茂に較べ，窒素のプールが小さく，こ

れまでのデータによると植物が利用可能な無機態窒素の

現存量も少ないことが示された。これらの結果から，窒

素を含む富栄養酸性雨の影響は土壌の窒素プールの大き
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い上賀茂・芦生に較べて大きいことが推察された。

　さらに，屋久島の渓流河川中での溶存態窒素化合物の

量を知るため，淀川��荒川水系，宮ノ浦川，岳ノ川，一

湊川，白谷川において採水を行い，含まれる硝酸イオン

量，アンモニウムイオン量を測定した。その結果，岳ノ

川ではアンモニムイオンが検出されなかったが，淀川－

荒川や白谷川では１０�μ������前後の量が検出された。こ

の結果が富栄養酸性雨を反映しているのか，それ以外の

人間活動の影響によるものかどうかについては，更なる

検討を要すると考えられる。

〔備　考〕

研究代表者：佐竹研一

委託研究機関：京都大学（徳地直子）

（２４）サンゴ年輪気候学に基づく，アジアモンスーン域

における海水温上昇の解析に関する研究：炭素１４

を用いた表層炭素リザーバーの二酸化炭素交換に関

する研究

〔区分名〕環境��地球一括

〔研究課題コード〕０１０５��０４９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕柴田康行（化学環境研究領域）・田中　敦・

� 米田　穣

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕日本が位置する西太平洋海域で卓越するアジ

アモンスーンの海洋炭素循環への影響を明らかにするた

めの一歩として，アジアモンスーン海域周辺で長尺サン

ゴコアを採取し，２００年以上に渡る水温，塩分，降雨等

の環境変化に関する情報を復元して温暖化傾向とモン

スーン変動との関連を探る。アジアモンスーンの表層海

水リザーバー効果への影響を探るあらたな手法として，

加速器質量分析法を用いたサンゴ骨格中の���精密高分

解能測定を可能にするシステムを開発し，１００年単位の
��
�変動データを５年間の間に提出する。

〔内容および成果〕

　本年度は，モンスーン気候が顕著に観察される海域か

ら分析試料を得るために，フィリピン・ルソン島南東部

に位置するソルソゴン市周辺で野外調査を実施し，生育

状態が良好なハマサンゴ群体を発見し，約２．４ｍの連続

的なサンゴ骨格サンプルを採取することに成功した。現

在，この試料の軟�線写真を撮影して年輪構造を確認す

る作業を行っている。放射性炭素については，今後他の

海域から採取した試料と比較することで，大気・表層海

水・深層海水という３つのリザーバー間における炭素交

換を議論することを目標とする。そのために安定同位体

測定や元素分析に匹敵する多数の試料を迅速に処理でき

る新たな前処理方法の開発，確立が必要であり，オート

サンプラーを備えた元素分析計を二酸化炭素発生および

分離・精製装置として応用した前処理システムを構築し

た。現在，放射性炭素濃度既知の標準物質を用いて分析

諸条件の検討を行っている。

〔備　考〕

共同研究機関：独立行政法人産業技術総合研究所

（２５）有害藻類発生湖沼の有機物，栄養塩類，生物群集

の動態解析と修復効果の評価に関する研究

〔区分名〕環境��公害一括

〔研究課題コード〕０００２��２３１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・水落元之・今井章雄・松重一夫

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕水環境修復が強く要望されている富栄養化湖

沼における水質悪化の原因は，微細藻類ミクロキスティ

ス属，糸状藍藻類オシラトリア属，フォルミジウム属等

の異常な増殖によるものであるといわれている。これら

のいわゆるアオコの増殖要因および有機物濃度の上昇要

因は発生源からの流入負荷，底泥からの溶出負荷等に由

来する有機物，栄養塩類としての窒素，リン等が重要な

要因としてあげられ，これらの要因が密接に関連して湖

内生態系の群集構造の変化，すなわち不健全な生態系へ

変遷するのか健全生態系へ修復するのか鍵となることが

指摘されている。しかしながら，そのメカニズムについ

ては現在のところ解明されておらず，富栄養化制限因

子，湖沼環境基準評価因子等と湖内生態系構成生物の群

集構造変遷との関係を明らかにすることが必要不可欠と

考えられている。

　また���（世界保健機関）において富栄養化湖沼で

発生する有害藻類の産生する毒性物質ミクロキスチンに

対し，１μ��������というガイドラインが設定されたこと

からも毒性物質に着目した藻類の増殖抑制と分解機構に

関する研究を推進する必要がある。
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　このような研究を必要としている対象有害藻類発生湖

沼としては，茨城県霞ヶ浦，福井県三方五湖，神奈川県

相模湖，岡山県児島湖，石川県河北潟，東京都内池沼等

があげられることから，地方公設試験研究機関との連携

により上記研究課題の解決に資する研究が推進可能と考

えられる。

　これらの湖沼の不健全な生態系への変遷をくい止め，

かつ修復していく上では，湖内における溶存有機物の分

画パターンと流入汚水の溶存有機物の分画パターンとの

相違性，窒素，リン濃度，生物群集構造等と発生源等か

らの負荷削減効果との比較解析が極めて重要と考えられ

る。

　本研究では上記の点を鑑み，健全な湖沼生態系への修

復を目的に位置付け，有害藻類発生湖沼の有機物，栄養

塩類，生物群集の動態解析と修復効果の評価に関する研

究を推進することとする。

〔内容および成果〕

　発生源である下水処理水，埋立地浸出水等および湖

水，藻類培養後の培地ろ液等に含有される有機物の疎水

性－親水性，酸性－塩基性，易－難分解性に基づき樹脂

吸着分画手法を適用し，各画分の物理化学的特性および

季節変化を把握することにより，湖水で漸増・蓄積する

有機物の実態および動態を解明し，この各画分の存在

比・特性を評価し，物質収支的アプローチ解析等により

湖水溶存有機物の起源を推定した。その結果，発生源に

由来する試料ごとにその水質特性が著しく変化してお

り，生活排水には中性疎水性物質，また湖水河川水には

フミン物質が多く存在した。今後，この知見に基づき効

果的な湖沼有機物負荷削減対策の在り方の解析評価を国

環研および茨城県，福井県との連携により行う。

　また，有毒藻類の増殖特性と捕食分解におけるミクロ

キスチンの生分解機構の解明について，捕食者としての

微小動物を添加した場合，しない場合における光，温度

条件等を変化させて解析すると同時にミクロキスチンの

生分解機構について解明した。浄水場の生物膜施設から

採取した生物膜構成生物群集により，有毒アオコおよび

有毒物質����������	が高効率に分解されることが示さ

れた。同様に，異臭味物質産生藍藻類フォルミジウムも

捕食分解され，異臭味物質２����も同時に分解される

ことが明らかとなった。さらに，有毒物質やカビ臭物質

を産生するオシラトリア属，フォルミジウム属の水温条

件，他の藻類との相互作用における競争条件下の増殖特

性を解析すると同時に微小動物の捕食分解機構解明によ

る増殖抑制機構等について国環研および茨城県，福井

県，岡山県と連携して行い，さらに有害藻類の増殖抑制

機構についてベンチスケール規模および数��規模のモ

デル湖沼シミュレーター等により窒素，リン，ミクロキ

スチン，生物群動態並びに溶存有機物の分画によるプロ

フィール解析を行った。特に藍藻類間の競争関係をモデ

ルシミュレーターにより解析すると，糸状性の藍藻類オ

シラトリア属は１０℃�という低温域においても十分に増

殖活性を示し，ミクロキスティス属との競争関係に有利

な特性を有していることがわかった。

　これらの結果を踏まえ，今後は発生源由来の有機物と

して有機酸やフミン，非フミン系の物質を物理化学反応

で低減化することが湖沼水分画溶存有機物のどの分画を

低減する上で重要かについてオゾン，チタニウム法等を

用いた有機性排水等の流入水の分解特性から解析を行

い，発生源また湖内底泥から有機物，窒素，リンの負荷

が湖内生物群集構造をどのように変化させていくかにつ

いて，有機物，窒素，リンの負荷を削減した場合，しな

い場合における影響を解析し，発生源での負荷削減技術

を総合的に評価すると同時に水環境修復の対策法のあり

方について提案を行う。

〔備　考〕

共同研究機関：独立行政法人産業技術総合研究所・茨城

県公害技術センター・福井県環境科学セ

ンター・岡山県環境保健センター・石川

県保健環境センター・神奈川県環境科学

センター・東京都環境科学研究所

（２６）富栄養化が水圏生態系における有害藻類の増殖お

よび気候変動気体の代謝に及ぼす影響に関する研究

〔区分名〕文科��原子力

〔研究課題コード〕９８０２��２３０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・水落元之・越川　海・土井妙子・

板山朋聡

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕湖沼・内湾等に窒素，リン等の栄養塩が過剰

に流入し富栄養化することで，有毒アオコ等の有毒藻類

の異常増殖等が環境問題となっている。一方，これらの
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藻類は温室効果ガスとしての���を吸収する重要な微

生物でもある。それ故，富栄養化はその藻類種および個

体数の変動を通して地域的な水環境問題であるととも

に，温室効果ガスとしての���の動態と関係した重要

な地球環境問題の一つでもある。そこで，この富栄養化

および地球温暖化等の問題を解決し水圏を健全にするた

めには，水圏における食物連鎖系中で，富栄養化を引き

起こす窒素やリン等の栄養塩と温室効果に係わる炭素の

物質フラックスの関係を明らかにすることが基礎的観点

から重要な課題となる。特に，近年，水圏生態系におけ

る食物網中として，藻類由来の溶存有機物を起点とし細

菌類から原生動物へと繋がって行く腐生連鎖系（微生物

ループ）が極めて重要である。この中で原生動物は，捕

食作用により構成生物の個体数および物質フラックスを

制御していることが予想される。また，藻類種として，

湖沼等での優占化事例が増加してきている糸状性藍藻類

に着目することも極めて重要である。そこで，このよう

な観点を鑑み，藻類（����������	
�����），細菌（��������

��������	
��）および原生動物（���������	
�������）か

ら構成される腐生連鎖系の水圏モデル生態系としてのマ

イクロコズムを用いて個体数動態および物質フラックス

の定量化を行うことを目的とし研究を行った。

〔内容および成果〕

　マイクロコズム培地中のリン濃度を変化させたときの

各構成生物の個体数動態と炭素の物質循環特性に及ぼす

影響について今年度検討した。今回，炭素の物質循環機

構の解析には��（���）を用いるとともに，フィルター

を用いた生物分画を行うことで，各生物種が取り込んだ

炭素吸収速度を測定した。その結果，培養開始から約

１５日以後の各個体数変動が少ない安定期における各構

成生物の個体数は，初期添加リン濃度が増加するに従

い，��������	
�の個体数は増加した。一方で，��������	

はほとんど変化しておらず，むしろ，リン濃度の増加と

ともに若干の減少傾向が見られた。また，��������	
�

の個体数は，リン濃度の増加とともに増加した。無機態

リンの増加は藻類の増殖が増大すると考えられる。一

方，細菌類の個体数は，前述したようにリン濃度に対す

る依存性が低い傾向を示している。このことは，リン濃

度の増加とともに藻類の代謝産物が増え細菌類の増殖速

度も大きくなっているものの，捕食者である原生動物に

増加した細菌類は速やかに捕食されてしまい，細菌類の

個体数は栄養源である藻類の代謝産物の増加に係わらず

一定の個体数に保たれると同時に，結果として原生動物

の個体数が増加することになると考えられた。つぎに，

初期添加リン濃度と光合成活性の関係を明らかにするた

めに，放射性炭素でラベルした炭酸水素ナトリウムを初

期リン添加濃度の異なる２種のマイクロコズムに，培養

開始後約１６日目の時点でそれぞれ添加し，経時的にサ

ンプリングした後，すぐにフィルター分画した。その

後，各ポアサイズのフィルター上の放射線量を測定した

��������	
�は，安定期である１６日目においても放射性

炭素を速やかに吸収している。この時点でリンが十分に

残留している初期添加リン濃度３．６�������のマイクロコ

ズムの方が，リン残留量が少ない初期添加リン濃度

０．７１�������のマイクロコズムに比べて藻類１個体当た

りの炭素固定速度が約２倍の値を示し，安定期において

もリン濃度に依存して光合成活性が高くなることが明ら

かとなった。

　次に，富栄養化湖沼における糸状性藍藻類の近年の優

占化に関する生態学的機構の解明のために，糸状性藍藻

類���������	��属を構成種として含んだ富栄養化湖沼マイ

クロコズムを構成するために，���������	��属と原生動物

������������	属 の 混 合 培 養 を 行 っ た 結 果，

������������	属は，速やかに���������	��属を捕食でき

ることが判明し，さらに基本的な被食捕食特性としての

捕食速度の食物源密度の依存性がモノー式で近似できる

ことなど，今後の富栄養化湖沼マイクロコズムを構成す

るための基礎的知見を得ることができた。

〔備　考〕

共同研究者：川端善一郎（京都大学生態学研究センター）・

常田　聡（早稲田大学）

（２７）炭素循環に関わるグローバルマッピングとその高

度化に関する国際共同研究：気候変動の炭素フラッ

クスおよび関連諸量への影響評価に関する研究

〔区分名〕文科��振興調整

〔研究課題コード〕０１０２��０５２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕柴田康行（化学環境研究領域）・米田　穣・

� 瀬山春彦・田中　敦

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕人間活動に伴う二酸化炭素等の放出による地

球温暖化は，現代の地球環境問題の中でも重要な課題で
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ある。この解決のためには全球レベルの炭素収支の把握

に基づく定量的な解析が不可欠であるが，現状では情報

は極めて不十分であり，正確な収支の推定が難しい。本

研究では，衛星観測データに基づいて炭素収支の解析の

ための基礎データの全球分布図を提出する（グローバル

マッピング）ことを目的とし，そのための精査地域・海

域として世界の熱源である西太平洋暖水塊（����）

周辺の精密測定と衛星データとの突き合わせをあわせて

実施する。

〔内容および成果〕

　オーストラリア北西部ローリーショールズ環礁から採

取された約２�のサンゴ長尺コアについて，約１０試料

／年の解像度で約４０試料の放射性炭素濃度を測定した。

その結果，水温の指標とされる�����比と同期する季

節的変動が観察された。放射性炭素濃度に影響する変動

要因としては，放射性炭素の濃度が低い深層水の表層へ

の湧昇が考えられる。本研究で分析している長尺コア試

料が採取された海域には，ルーウィン海流という西太平

洋暖水塊に由来する海流が表層に存在するため，通常大

陸の西岸で見られる顕著な深層水の湧昇が存在しないと

いう特徴がある。今回観察された放射性炭素濃度におけ

る季節的変動は，ルーウィン海流やその起源となるイン

ドネシア通過流の強度変動を反映している可能性があ

り，����イベントを反映する新しい指標になることが

期待される。今後さらに分析をすすめる計画である。ま

た，水温や塩分濃度の指標となる炭素・窒素安定同位体

比，�����比などについては，ローリーショールズおよ

びアブロロス諸島から採取された長尺コアで昨年に引き

続き分析を行い，５０試料／年の高精度で当海域の環境

変化を復元した。

〔備　考〕

（２８）生物系研究資材のデータベース化及びネットワー

クシステム構築のための基盤的研究開発：原生動物

および微小後生動物データベースの効率化に関する

研究

〔区分名〕文科��振興調整

〔研究課題コード〕９７０１��２２９

〔重点特別研究プロジェクト名，政府対応型調査・研究名〕

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）

〔期　間〕平成９～１３年度（１９９７～２００１年度）

〔目　的〕原生動物，輪形動物門輪虫類，線形動物門線

虫類，環形動物門貧毛類は水質あるいは土壌の浄化，栄

養塩類の循環に重要な働きをし，生態系の指標となって

いる。このことからこれら微小動物のなかで，淡水・汽

水・土壌に生息する自由生活性種の分類・生理・生態学

的情報の収集と整理，画像（光学顕微鏡写真など）によ

る形態情報と分類学的および生態学的文字情報を有機的

にリンクさせたデータベースの構築を行うと同時に，継

代培養を行ってきた培養株の生物系研究資材化をめざ

し，系統保存株の培養の継続と走査型電子顕微鏡

（���）を用いた種名の同定を行うことを目的とする。

〔内容および成果〕

　環 境 研 究 所 の ホ ー ム ペ ー ジ （���　��������

������������	
������１�������）の内容を前年度より大

幅に更新し，１）貧毛類の項目を新たな公開，２）文献

の整理と要旨の公開（今年度追加分；３００件），３）原生

動物，輪虫類の形態情報と，特に，線虫類は新たに約

５００属の追加を行った。なお，１０月と３月（３月末更新

予定）にサイトの更新を行い，平成１３年度末に公開で

きた情報は以下に示すとおりである。１）保存株リスト

（系統保存株名，分離源，培養条件など），２）培養方法

（培地の作成方法，継代培養方法），３）形態情報として

原生動物肉質鞭毛虫類２１９属，原生動物有殻アメーバ類

１２１属，原生動物繊毛虫類４５３属，輪虫類１５５属，線虫

類７１３属，貧毛類１００属，４）専門用語情報，５）文献

情報３６００件，６）画像（光学顕微鏡写真など）２０５件

である。

〔備　考〕

共同研究者：川端善一郎（京都大学生態学研究センター）

（２９）マイクロ化学センサーを用いた乾性沈着量の測定

法の開発

〔区　分〕文科��科研費

〔研究課題コード〕９９０１��０９８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕内山政弘（大気圏環境研究領域）・福山　力

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕大気中に排出された汚染物質は最終的には地

表に沈着するが，降水以外の沈着過程（乾性沈着）は地

表面の形態に強く依存する。従って，乾性沈着の測定に
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は空間・時間的に稠密な観測が必要であるが，�現状の大

気測定用機器はこの様な高密度な測定には全く適さな

い。この技術的な困難を現在急速に発達しつつある化学

マイクロセンサーにより克服することを試みる。

〔内容および成果〕

　提案した方法は以下の二つの方法について最終的な検

討を行った。

①化学セサーを用いて沈着面直までの鉛直濃度分布を測

定し，それから輸送係数を求める。

②マイクロ風速センサーを用いて沈着面直まで風速分布

を測定し，��������	
������を動的観測し，それから輸

送係数を求める。

　この内，②による方法は技術的にも完成し，奥日光の

斜面というこれまで空気力学的方法が困難とされてきた

斜面での既存の方法（熱収支ボーエン比法）との比較観

測を行った。無指向性マイクロ風向センサーを用いて乱

流輸送係数を求め，オゾンの沈着流束の値は良い一致を

示した。

　���，��センサーを用いて①の方法により野外で測

定を試みたが，未だ輸送係数を求めるには至っていな

い。これまで予測されていたよりも沈着面付近の濃度分

布の変動が速く（風速分布の変動よりも速い），適応出

来るセンサーの測定速度が追随出来ないためと考えられ

る。

　そこで，沈着面より高い位置に化学センサーを多数配

置し，水平濃度分布の時間変動により沈着量を求める観

測を札幌市で比較的高濃度が観測される大気汚染測定局

の周辺に１０個のバッテリー駆動型���センサー十数

メートル間隔で配置し２週間に渡り観測を行った。その

結果数メートルの距離でも���濃度に著しい差が観測

され，その差が長期間維持される傾向があることが判明

した。

〔備　考〕

（３０）超高磁場人体用���における多核種同時計測法

の開発に関する研究

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０１０３��１８８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕三森文行（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・山根一祐・梅津豊司

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕近年の世界的な人体用核磁気共鳴イメージン

グ装置の高磁場化の趨勢に鑑み，これまでの我が国の高

磁場���装置のレベルを越える４．７�での多核種同時計

測システムの構築を目的とする。高磁場化により得られ

るメリットのうち最大のものは，検出感度の向上であ

る。本研究ではまずこの高い検出感度を利して高精細プ

ロトンイメージング，高感度プロトンスペクトロスコ

ピーの実現をめざす。さらに，検出感度の低い���，���

核の測定を実用化するために多核種同時測定システムの

開発をめざす。これによりヒトの超高磁場イメージン

グ，多核種スペクトル測定を実現することを目標とす

る。

〔内容および成果〕

　静磁場強度４．７�の超高磁場���装置に第３のラジオ

波送信系を組み込み，３チャンネルの独立した送信シス

テムを構築した。また，信号受信系には４チャンネルの

広帯域受信器を装備し，��，���，���核の独立な送受信

を可能とする分光計を整備した。これらの３チャンネル

に対して��核の共鳴周波数である２００���の送受信試

験を行い，１�生理食塩水ファントム試料に対して各

チャンネルでほぼ同等の信号雑音比が得られることを確

認した。また，��，���，���核の同時測定を可能とする

ために，３核種同調信号検出器の設計を行った。検出器

は人体頭部測定を想定し，２４個の送信線エレメントを

有する���型信号検出器を採用した。２４エレメントの

うち，各８エレメントずつをそれぞれの核種用に同調

し，全体で上記３核種に対応する予定で，現在製作を進

めている。�
�チャンネルについては単一核同調信号検

出器を用いて基本的なイメージングソフトウェアの試用

と最適化を図っている。この結果，高磁場化により，ほ

ぼ磁場強度に比例した検出感度の向上が得られているこ

とを確認した。さらに，イメージングと並んで領域選択
�
�スペクトロスコピーを実現するために，実験動物を

対 象 と す る���������	
���
�����������
��	�


（�����）法の研究を行った。この結果，ラット脳１５０

マイクロリットルの選択領域から��アセチルアスパラ

ギン酸，クレアチン，コリンに加えて，グルタミン酸，

アスパラギン酸，タウリン等１０種類の代謝物の信号を，

極短エコー時間２ミリ秒で測定することが可能となっ

た。
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〔備　考〕

研究分担者：板井悠二（筑波大学臨床医学系）

（３１）ストレスと栄養が脳機能に及ぼす影響：作用機序

にもとづいたリスク評価の試み

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕９９０１��１８７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕今井秀樹（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク管理と評価プロジェクトグ

ループ）

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕本年度は，ストレスの影響としては過去２年

次に引き続き，有機スズによる海馬障害についての実験

を行い，また，ストレス＋栄養欠乏という複合曝露のモ

デル実験系として，合成副腎皮質ホルモンであるデキサ

メタゾン（���）投与をストレスの，セレン（��）欠

乏を栄養欠乏のそれぞれモデル因子として実験をおこ

なった。

〔内容および成果〕

　１）有機スズによる海馬障害モデル．トリメチルスズ

は，海馬に神経細胞の脱落を主とした障害を引き起こす

が，これは副腎摘出で増悪し，副腎皮質ホルモン投与で

抑制される。細胞死の機序からこの現象を解明するた

め，海馬領域におけるトリメチルスズによるアポトーシ

スを�����法によって検討した。その結果，トリメチ

ルスズ投与によって海馬にアポトーシスが起こり，これ

が副腎摘出で増悪，グルココルチコイド投与で抑制され

ることを見いだした。

　２）複合曝露モデル．対照餌および��欠乏餌で８か

ら９週間飼育したマウスに���（１．０�����）を３日間

連続投与した後，オープンフィールド試験を実施した。

その結果，��欠乏によって活動性が高まることが

�５７��をはじめとする複数系統において観察された。

本年度の検討では，��欠乏による活動亢進を確認する

ことができなかったが，���投与でやや活動が減少す

る傾向を認めた。一方で���投与によって，オープン

フィールド活動はやや抑制された。

〔備　考〕

研究代表者：渡辺知保（東京大学大学院）

共同研究機関：東京大学大学院

（３２）生活習慣病の循環器・呼吸器病変に及ぼすデイー

ゼル排気微粒子の影響に関する研究

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０１０２��２８５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕高野裕久（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・柳澤利枝

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕デイーゼル排気（��）やそれに含まれる微

粒子（���）が生活習慣病に関連する呼吸器および循

環器傷害を増悪するか否かを動物モデルを用いて明らか

にし，これまでの疫学的知見に実験的論拠を与えること

を第一の目的とする。また，増悪のメカニズムを遺伝子

レベルまで掘り下げて解明し，ヒトにおける影響を類推

すると共に，ヒトの健康影響評価に適用可能な指標（バ

イオマーカー）を探索することを第二の目的とする。

〔内容および成果〕

　���により細菌毒素による肺傷害は相乗的に増悪す

ることが明らかになった。この増悪効果には，炎症性サ

イトカイン（���１等），ケモカイン（����１，����

１，��等），細胞接着分子（�����１等）の発現亢進

が重要と考えられた。易感染性を持つポピュレーション

が，浮遊粒子状物質による汚染に対し，重篤な健康影響

を受けやすいことが疫学的に報告されている。今回の実

験結果は，この疫学的知見に実験的論拠を，少なくとも

部分的に与えるものと考えられる。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．５．１にも関連

（３３）��������	
�����	解析を用いた釧路湿原の懸濁

物質拡散と植生の空間変動

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０１０３��２１２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕亀山　哲（流域圏環境管理プロジェクト）

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕湿原保全を考える際には湿原のみに焦点を当

てた研究では実質的に成果を上げることは不可能であ

る。この解決のためには流域全体（社会背景・自然環境
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が履歴として反映された土地利用・河川構造を含む）を

マクロな視野に入れ，そこにおける水文特性および懸濁

物質輸送形態の定量化という面から正確に捉えなおす必

要がある。

　しかし，このような河川構造の変化が湿原に与える影

響に関し，流域的視点に立って「フラックスの移動と湿

原植生の分布変動」を結び付け，定量的に解析した研究

事例は少ない。これは，湿原へのインパクト（物理的変

化としての土砂流入および拡散・堆積）に対する立地環

境の変化（生態学的変化としての湿原植生の応答）の両

方を同時に観測しうる高精度のモニタリング技術が未だ

に開発段階であることに起因している。

　そこで本研究の目的は，釧路湿原及びその流入流域を

対象とした次の３点とする。１）流域の水収支・汚濁負

荷の把握および湿原に負荷される懸濁物質の総量と年間

変動の算出。２）湿原内濁水の氾濫状況及び植生群落の

変動に関して，リモートセンシング技術を用い，調査・

実測グラントトゥルースデータ（河川水文データ・地下

水位変動�植物現存量・土壌堆積履歴）と融合した解析

を行い土砂拡散域と植生分布域についてその空間変動を

解析する。３）以上の研究成果と地理情報とを���の中

で統合化し，「流域全体の構造変化とそれが及ぼす湿原

への累積的な影響」について相互の関係を把握し，総合

的なモニタリング技術として確立する。

〔内容および成果〕

　本研究で用いるリモートセンシング技術には，それに

付随する二律背反の課題がある。それは，センサーの選

択に高解像度を優先すれば，観測周期と観測範囲を犠牲

にせねばならず，これとは逆に観測範囲を拡大した場合

では空間解像度（画素サイズ）が大きくなり，その１画

素の中には，森林，草地，裸地等の複数のカテゴリーが

混在してしまう。これが一般に�����������「ミクセル」

と呼ばれるものである。

　この問題を克服する技術として今回の解析には

��������	
�����	��������（���）を用いる。そして，

この���を氾濫濁水濃度推定と植生現存量推定のため

に使用する。この解析方法は，衛星画像の一つのピクセ

ル中に含まれている構成要素（エンドメンバー）のスペ

クトル情報をもとにし，そのピクセルの混合スペクトル

を分解して個々のエンドメンバーの存在量を計算するも

のである。

　本研究では衛星画像に���������	（可能であれば

�����，���１）を用い，エンドメンバーにはハンノ

キ�ヨシ�高濃度の濁水�低濃度の濁水の４つを選びミ

クセル分析を行う。エンドメンバースペクトルの計測に

あたっては，植物は採取後室内の分光計により計測し，

一方濁水については氾濫濫域に実験水槽を設置しスペク

トルメータで記録する。本研究では���を，最大濃度

濁水のエンドメンバー存在量����と最低濃度濁水のエ

ンドメンバー存在量����を用い，���＝�����（����

＋����）と新たに定義することを検討している。

　研究の最終段階では湿原へのインパクトである氾濫濁

水とその影響と考えられる湿原植生の変化について時空

間的な相互関係を考察する。氾濫現象の変化については

��の反射率画像をもとに���画像を利用し，同様に植

生の変化に関しては���解析の結果であるハンノキ・ヨ

シの現存量�����を利用する。氾濫域の対象領域に

１００�間隔のグリッドポイントを作成し，各プロットに

おける���と植生現存量�����ついて釧路湿原をゾーニ

ングして比較を行い，経年変化を抽出することにより�

湿原域の環境変動に付いて時間空間的な解析が可能とな

る。

　本年度成果は以下のとおりである。１）既存研究のレ

ビューワークおよび，既存統計資料などの入手と整理。

２）リモートセンシングに必要となる人工衛星データ

（�������，�����，���������	
等）の デ ー タ

セットの整備。３）北海道釧路湿原及び流入流域におけ

る���データベースの開発。衛星画像解析システムの整

備。

　次年度は，実際に湿原において取得されたエンドメン

バースペクトルデータをもとに，各画像の���を行い，

湿原における濁水域の経年変化と湿原植生（木本�カバ

ノキ科ハンノキ群落）の空間変動を解析する予定であ

る。

〔備　考〕

研究代表者：亀山　哲

当課題は重点研究分野Ⅳ．５．３にも関連�
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（３４）干潟浅海域のベントス生殖・定着技術導入による

エコエンジニアリング修復システム開発

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕９８０１��２３２

〔重点特別研究プロジェクト名，政府対応型調査・研究名〕

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・渡邉　信・徐　開欽・水落元之

〔期　間〕平成１０～１３年度（１９９８～２００１年度）

〔目　的〕環境生態工学の原点であり，���，窒素，

リン等の浄化力を有し，有用海産物の再生産の場として

の干潟における共存と安定のシステムを構築する上で，

生態学，生態工学，水理学，分析化学的側面に立ち，干

潟生態系の浄化機能と密接に関連する食物連鎖を構成す

る各種生物間の捕食被食関係を含めた相互作用，重要な

マクロベントスの生殖・定着化技術，水質浄化と生物間

相互作用に係わる各種パラメータを明らかにするために

研究を行った。

〔内容および成果〕

　干潟ベンチスケールモデルを作成し，干潟底生生物で

あるゴカイ，アサリ，バクテリアで構成されるメソコズ

ムを活用し，重油を環境汚染物質の指標として影響試験

を行った。その結果，アサリはゴカイに比べ，環境負荷

に対して感受性が高く低濃度でも死滅し，死骸由来の有

機物により水質の悪化を生じるが，ゴカイが存在する系

ではそれほど大きな水質変動を生じないことがわかっ

た。このことから，底生生物の中でもゴカイは，環境汚

染物質の中でも重油の存在下において浄化能力を維持す

ることの可能性が示唆された。このことは環境負荷であ

る重油等の環境汚染物質としての有機物等を基質として

バクテリアが増殖し，有機物の分解・浄化の後，ゴカイ

の捕食によって有機物がさらに低減されるものと考えら

れた。

　また，海洋に流出した油が流達すると考えられる自然

干潟から重油分解能を有する菌を分離して分解特性を調

べた結果，重油分解菌が普遍的に存在していることが分

かり，その分解能も既存の重油分解菌との比較により高

機能を有していることが分かった。さらに，葛西人工干

潟と三番瀬の自然干潟の���浄化能と生物種類数・現

存量を調査したところ，水深１～３�付近において三番

瀬は現存量で大きく上回っており，���浄化能は人工

干潟の２倍以上有していることがわかり，干潟の生物物

理化学的な観点からの適正構造が重要なことがわかっ

た。また，前年度までの研究成果から，エコエンジニア

リングを導入した修復システムにおいて浄化機能強化を

図れるベントスの生殖・定着化技術を工夫することによ

り，干潟の浄化能力を高められるであろうことが示唆さ

れた。

〔備　考〕

共同研究者：西村　修（東北大学）

（３５）窒素・リン負荷削減と下水処理水の有効活用のた

めの干潟ビオトープの創出手法開発

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕９８０１��２３３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・水落元之・徐　開欽

〔期　間〕平成１０～１３年度（１９９８～２００１年度）

〔目　的〕本研究ではエコトーンとしての干潟のもつ自

然浄化機能に着目し，省エネルギー，省資源および省メ

ンテナンスにて下水処理水中の窒素・リン負荷を削減し，

内湾・内海の富栄養化を防止するための人工干潟の創出

に関し，多様な生物の生息空間およびきめ細かな生物間

相互作用の展開する場としての最適構築手法の開発を試

みる。

〔内容および成果〕

　１）下水処理水を活用したヨシ湿地の創出に最も重要

な因子であるヨシの植栽基盤に関する検討を行い，砂お

よび礫系に比べ網状担体系は生育状態が悪いことが示さ

れた。栄養塩除去能力を考えると窒素に関しては砂と礫

が植栽基盤として優れており，リンに関しては砂が優れ

ていることが示され，担体に形成される付着生物膜によ

る硝化・脱窒および植栽基盤の吸着作用が安定した除去

速度を得るために重要であることが示された。

　２）干潟生態系の栄養塩循環におけるベントスの役割

を明らかにするために，生物相の異なる系での干潟モデ

ルプラント実験と数値モデルによる解析を行った。実験

系は対象系（遮光），藻類系（非遮光：底生付着藻類優

占），ゴカイ系（堆積物食性ベントス導入），二枚貝系

（懸濁物食性ベントス（イソシジミ）導入）の４系で

行った結果，藻類系は対象系に比べて底質の有機物蓄積

量が１／２に抑制された。二枚貝系では藻類系に比べて
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生産性が向上した。また浮遊性植物プランクトンの現存

量が低いことから植物プランクトンの回転速度が上が

り，二枚貝による栄養塩回帰とあわせて二枚貝系の栄養

塩循環が促進されたことが明らかになった。二枚貝系で

は藻類系に比べて有機物の蓄積量が少なかった。これは

二枚貝の捕食によって底質に沈降する有機物量が少なく

なったこと，二枚貝の体内への同化・無機化を通じて代

謝されたことが考えられる。ゴカイ系では藻類系と比べ

て底質の有機物の蓄積は抑制された。これは，ゴカイの

堆積物食による無機化によると考えられる。上記の生物

間相互作用を既存のモデルに組み込んだ新たなモデルを

開発し，実験で得られた現象を説明することができた。

特に，底質近傍の��を考慮したモデルに変更したこと

で底生付着藻類による有機物蓄積抑制の現象を再現する

ことができた。

〔備　考〕

研究代表者：西村　修（東北大学）

（３６）夜間光衛星画像データ����によるアジアの地

域別経済活動強度推定

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０００１��２６２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

�

〔担当者〕一ノ瀬俊明（地球環境研究センター）

〔期　間〕平成１２～１３年度（２０００～２００１年度）

〔目　的〕一般的に途上国アジアにおいては地域別各種

統計データの整備が遅れており，その入手・利用は困難

である。また，既存の統計資料には信憑性のないものも

多い。経済活動の度合を示す指標が必要となるが，

�������らよく知られた衛星画像からは，このような

指標の作成が困難である。かかる問題について，地表面

上の経済活動水準を把握する新しい手段として，米国軍

事気象衛星����により撮影された夜の地球表面の光

画像が有望である。夜間の光の強度は経済活動に伴うエ

ネルギー消費水準と密接に関係していると考えられるた

めである。この夜間光衛星画像は，ナショナルジオグラ

フィックマガジン（１９９８）等で紹介され，近年その存在

が有名になりつつある。しかし現在まで，アジア地域に

おける夜間光衛星画像は，１時点分しか構築されていな

かった。本研究では，夜間光衛星画像を時系列的に把握

することにより，各種の経済活動強度の変化を捉えるこ

とができるのではないかという仮説に基づき，夜間光衛

星画像データ����の時系列データセットを構築し，

アジアの地域別経済活動強度推定を時系列で行い，１９９０

年代におけるアジアの経済活動強度の時空間分布推定を

行う。

〔内容および成果〕

　米国の軍事気象衛星により撮影された夜の地球表面の

光強度画像データ（��������）について，経済活動

の活発な地域ほど夜間の光強度が強いとの仮定のもと

に，光強度とマクロ経済指標との整合性を検証した。ア

ジアの２０ヵ国を対象とした解析（１９９４～１９９５）の結

果，両者の関係は対数曲線で表現された。この関係を用

いれば地域別経済統計データの有無にかかわらず，シー

ムレスに地球表面上の経済活動の分布を捉えることが可

能であると思われる。一方このデータを時系列データと

して入手することが可能となれば，経済活動強度分布の

時系列変化をとらえることができるのではないかという

仮説にもとづき，世界に先駆けて，アジア地域における
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図１　アジア地域における陸上の夜間光強度分布（１９９６）

図２　中国の省級行政区を対象とした解析例



３時点（１９９２～１９９３，１９９６，１９９８）のデータセットを

構築した。その結果，アジア通貨危機（１９９７）の影響

や，インド・パキスタン国境の緊張度，日本海における

漁船の分布（図１）の変化等が確認され，����データ

時系列解析の有用性が示された。また，このデータセッ

トを中国の省級行政区単位に集計して指標化し，既存の

社会経済統計指標と比較して，その代替性について検討

した。今回作成されたデータセットは，撮影されている

光の強度も反映されるような処理を行ったものである。

このデータセットより加工された中国の省級行政区別年

次別の灯光指数と，中国統計年鑑などに掲載されたいく

つかの社会経済統計指標を比較した結果，単位面積当た

り���や単位面積当たり電力消費量との間に高い相関

関係が見いだせた（図２）。ただし，ここでは上海市な

ど一部の高度に開発された地域を除いていることや，国

単位での解析例にも見られるとおり，一定の経済水準に

達した地域では光量が飽和してしまう傾向があるため，

こうした明瞭な相関関係が成立する地域や空間スケール

に留意する必要がある。

〔備　考〕

研究代表者：一ノ瀬俊明

共同研究機関：立命館大学・東京大学

共同研究者：中谷友樹（立命館大学）・松村寛一郎

（東京大学）

（３７）ディーゼル排気の内分泌撹乱作用と生殖系への影響

〔区分名〕戦略基礎

〔研究課題コード〕０１０５��２８４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕高野裕久（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・柳澤利枝

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕ディーゼル排ガスおよび微粒子には多数の化

学物質が含まれ，その健康影響が危惧されている。これ

らの健康影響は呼吸器・循環器系にとどまらず，内分泌

攪乱作用の存在も示唆されている。本研究では，ディー

ゼル排ガスおよび微粒子の内分泌攪乱作用とそのメカニ

ズムを分子生物学的に明らかにすることをめざす。

〔内容および成果〕

　肺組織において，核内と細胞質からタンパクを分取す

る方法の確立を試みた。また，ディーゼル排気微粒子の

気管内投与により，濃度依存的に，肺の���������	�の

発現は低下し，�����１の発現は増加することが明らか

になった。�ディーゼル排気微粒子の気管内投与は

��������	��
��������の�５０��������の活性化を誘導す

る傾向が認められた。また，マウスをデイーゼル排気に

暴露させ，睾丸における諸遺伝子の発現の変化を検討し

つつある。

〔備　考〕

研究代表者：武田　健（東京理科大学）

当課題は重点研究分野Ⅳ．５．１．にも関連

（３８）サンゴ礁物理環境モデルの構築

〔区分名〕戦略基礎

〔研究課題コード〕９６０１��２８９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕田村正行（社会環境システム研究領域）・山野

博哉

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕近年，人為起源と考えられる二酸化炭素の放

出量が急激に増加しており，生態系における炭素循環を

解明し，生態系による二酸化炭素固定能力を評価するこ

とが急務となっている。本研究においては，サンゴ礁を

対象として，サンゴ礁における海水流動・海水交換を規

定する要因を明らかにし，物理環境モデルを構築すると

ともに，生物・化学量との比較を行ない，サンゴ礁によ

る二酸化炭素固定バイオリアクター構築技術の開発に資

する。

〔内容および成果〕

　裾礁型・堡礁型のサンゴ礁を選定し，それらのサンゴ

礁において，流速計および漂流ブイの追跡によってサン

ゴ礁上およびサンゴ礁内の海水流動を観測した。サンゴ

礁内には水深計を設置し，潮汐に伴う水位変動を観測し

た。また，サンゴ礁近傍の風向風速をはじめとする気象

要素を観測した。さらに，�����������	�
衛星に

より観測された全球の有義波高データを抽出し，サンゴ

礁の外洋のうねりを把握した。これらにより，潮汐と風

に加えて，外洋の波高がサンゴ礁内の海水流動パターン

および海水交換を支配している要因であることを示し

た。

〔備　考〕
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研究代表者：茅根　創（東京大学）

（３９）生態工学を導入した汚濁湖沼水域の水環境修復技

術の開発とシステム導入による改善効果の総合評価

に関する研究

〔区分名〕その他の公募

〔研究課題コード〕９７０２��２３６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進�廃棄物研究

センター）・水落元之・除　開欽

〔期　間〕平成９～１４年度（１９９７～２００２年度）

〔目　的〕霞ヶ浦をはじめとする汚濁が累進的に加速し

ている湖沼環境の修復を図る上では，従来の���除去

から窒素�リン除去への抜本的な対策の変換が必須であ

る。この場合，省エネルギー，省コストで資源を地域内

で自己完結化でき，かつ高度�効率的で環境に優しい技

術の構築を目指すことが必要不可欠であり，技術開発に

おいては環境基本法の理念である環境負荷の少ない持続

可能な社会の創造を念頭に置いて実行することが重要で

ある。本研究においてはこれらの点をふまえて，生態工

学，生物工学を導入した水環境に関わる生態系保全，環

境基準の達成を前提とした技術の確立を図る上で，発生

源対策，直接浄化対策の処理技術の高度化，処理システ

ム導入の効果，生態系への影響について解析評価を行う

と同時に，それを支援するマルチビジョンによるシステ

ム化を図ることを目的として推進している。

〔内容および成果〕

　有用微生物を用いた処理システムの開発ならびに操作

方法，適用条件等を技術的および経済的観点から解析し

評価した。高度処理浄化槽システムの開発においては，

有用微生物の定着担体としての多孔質ヘドロセラミック

スの製造工程を確立し，このセラミックス担体を導入し

た浄化システムは浄化機能およびコスト面において汎用

可能なことが明らかとなった。また，リン資源回収が可

能な吸着脱リン法の開発においては，パイロットプラン

トリン回収再生ステーションを構築し，リン酸ナトリウ

ムとして９５％以上の高純度回収，酸，アルカリ処理に

よるリン吸着担体の再生プロセスの適正条件化に必要な

基盤データを得ることができた。さらに，有用微小動物

としての輪虫類を浄化槽システムへ供給する上での大量

培養方法および増殖促進成分添加による高密度定着方法

を開発した。生物処理の限界を考慮した物理化学的手法

としての電気化学的処理プロセスのパイロットプラント

実証試験において，生活系排水，アオコ含有湖水，畜産

排水を短時間で高度に処理可能な適正運転条件を明らか

にした。生態工学的手法としての水生植物植栽浄化シス

テムによる汚濁水域の浄化機能を屋外隔離水域により検

証し，本システムの窒素，リン除去および藻類の増加抑

制に対する有効性を確認することができた。流域管理モ

ニタリングシステムの開発においては，アオコの発生と

関係がある水質を認識するためのモデル構築を目的に，

収集された多数の湖水サンプルの���スペクトルデータ

をクラスターモニタリング法に基づいて解析を行い，ア

オコ異常発生水域のパターン認識と発生予測が可能なモ

デルを構築することができた。さらに，水質浄化技術に

関する費用投資効果について霞ヶ浦流域を対象として，

汚濁負荷源である窒素，リン，���，流域市町村の経

済活動，さらに，それに伴う環境経済施策を包含した線

形計画モデルを構築し，汚濁負荷削減量として数段階の

目標値を設定して，経済活動の指標である地域���の

最大化を目的とした最適化シミュレーションを行い，汚

濁負荷削減目標の達成に対し，既存水処理技術より本プ

ロジェクト研究で開発を進めている各種新技術の導入が

効果的であるという結果を得ることができた。

〔備　考〕

研究代表者：須藤隆一（東北工業大学）

共同研究者：松村正利・前川孝昭・氷鉋揚四郎（筑波大学）

（４０）����データ解析によるサンゴ礁白化現象のモ

ニタリング

〔区分名〕その他公募

〔研究課題コード〕０００４��２８８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕山野博哉（社会環境システム研究領域）・

� 田村正行

〔期　間〕平成１２～１７年度（２０００～２００５年度）

〔目　的〕サンゴ礁生態系は熱帯・亜熱帯の沿岸海域に

おいて重要な生態系である。近年，サンゴ礁が撹乱に

よって衰退していることが報告されている。撹乱の大き

な要素として，白化現象が挙げられる。サンゴ礁を形成

する造礁サンゴは藻類を体内に共生させている。この藻

類が大量に抜け出して骨格の白い色が目立つようになる
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現象を「白化現象」という。白化現象が長く続くと，サ

ンゴは斃死し，サンゴ礁は衰退する。この白化現象の最

も大きな要因は水温の上昇であるとされている。近年，

白化現象の起こる頻度は全世界的に急激に増加し，地球

温暖化との関連が議論されている。現在，白化現象の確

認は目視によってなされているため，広範囲でサンゴ礁

をモニタリングし，白化現象を検出する手法の開発が急

務である。サンゴ礁域の水深は浅いため，衛星や航空機

からの観測が可能である。本研究においては，����搭

載の������２センサを用いたサンゴ礁白化現象のモニ

タリング手法を開発する。����打ち上げ前までに光学

モデルを構築し，それを他の衛星センサデータに適用す

る。打ち上げ後は，光学モデルを������２センサデー

タに適用し，継続的なモニタリングを行うと同時に，モ

ニタリングの有効性に関して他の衛星と比較検討する。

〔内容および成果〕

　����衛星の打ち上げは２００４年度であるため，本年

度においては予察的に以下の検討をおこなった。（１）

白化サンゴ・健全なサンゴ・白化して斃死したサンゴの

分光反射率測定　（２）シミュレーションによる白化現

象検出の可能性の検討　（３）����衛星とほぼ同じ波

長帯を持つ���������	衛星データの解析。（１）にお

いては，沖縄県のサンゴ礁からサンゴを採取して水槽内

で反射率測定を行った。その結果，健全なサンゴと斃死

したサンゴは同じような反射率値を持つが反射スペクト

ルの微分解析により判別可能であること，白化したサン

ゴは健全なサンゴより高い反射率値を示すことが明らか

になった。（２）においては，白化したサンゴの衛星リ

モートセンシングにより観測される輝度は，直接対象物

によって反射された輝度のほかに大気や海面反射などに

よる輝度を含み，輝度は水深の増加とともに減少する。

これらの影響を評価するために，放射伝達モデルの利用

を行った。その結果，衛星データの１ピクセルにおいて

白化したサンゴの割合が２３％以上であると衛星から白

化現象が検出可能であることが示された。（３）におい

ては，沖縄県石垣島をテストサイトとし，過去１５年間

における���������	データ（空間解像度３０�）を収集

し，サンゴ礁域の輝度値と外洋・砂地の輝度値を用いて

大気と海面反射の影響を除去する方法を開発し，１９９８

年に起きた大規模な白化現象を検出した。本研究は衛星

によるサンゴ礁白化現象検出の可能性を示すものであ

り，����衛星搭載の������２センサは空間解像度が

１０�であるため，さらに高精度で白化現象が検出でき

ると考えられる。

〔備　考〕

研究代表者：山野博哉

共同研究機関：宇宙開発事業団・東京大学

共同研究者：茅根　創（東京大学）

（４１）沿岸域の水環境の保全・回復に資する底質改善対

策に関する研究

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３３０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・水落元之

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕本研究では自然環境を生かした新たな水環境

改善技術について，具体的なフィールドにおいて実証施

設を整備し，その技術の実用化について検証することを

目的としている。また，本研究では自然界が有する浄化

機能を効果的に発揮する場を人工的に創造し，システム

化することにより水環境の改善を図るとともに，生物の

多様性の向上など沿岸水域における生態系の修復を進め

ることを目的としている。

〔内容および成果〕

　造成後１年４ヵ月経過した実験用人工干潟および人工

藻場における水質浄化機能や生物の生息状況を調査した

結果，以下のことが明らかとなった。干潟内外の水質調

査では，����は干潟外の値より低くなる傾向が見ら

れた。その原因として干潟内での自然沈降や生物による

捕食等の自然浄化機能の発揮が推測された。干潟内の生

物の生息状況をみると，底生生物の種類は夏季に減少す

るものの，全体的には増加する傾向が見られた。夏季に

減少する原因の一つとして，貧酸素水塊の干潟内への侵

入が考えられた。底質別では，底生生物の種類は粒径の

小さい山砂でやや多いが，多様度では粒径の大きい洗砂

のほうが大きく，生息環境という点では洗砂のほうが優

れていると考えられた。また，人工藻場でのワカメ，コ

ンブ，海苔の成長実験を行った結果，該当水域でも成長

は可能であり，それに伴い水中の窒素，リンも回収でき

ることと同時に，当該水域の水温と塩分が成長の制約要

因になっていることが推測された。
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〔備　考〕

共同研究機関：東京都環境科学研究所

共同研究者：木村賢史

（４２）生物・物理・化学的処理を用いた水質浄化

〔区　分〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３３１

〔重点特別研究プロジェクト名，政府対応型調査・研究名〕

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・水落元之

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕湖沼，内湾等の閉鎖性水域における富栄養化

問題は極めて深刻な状況にあり，その対策が急務とされ

ている。近年，その浄化対策として生態系の機能を活用

した水生植物による水質浄化法が注目され，ヨシやホテ

イアオイ等を用いた浄化施設が各地に設置されるように

なってきている。本研究でもこれまでにヨシ原を用いた

水質浄化施設における浄化機能を調査し，汚濁物質の除

去率等の把握を行っており，この浄化方法では汚濁物質

中の高分子化合物は低分子化合物に比べ処理されにく

く，窒素およびリンを含んだ高分子化合物の大部分は未

処理のまま残存することがわかっている。そこで，本研

究では高分子の有機化合物を低分子化し，窒素・リン除

去プロセスを高度効率的に進行させることを目的として

オゾン・紫外線を用いた物理化学的処理を導入し，その

効果について実験的検討を行った。

〔内容および成果〕

　水路として，幅１．６�，総延長１，０００�の浄化施設を

用いてオゾン・紫外線を用いた物理化学的処理を導入し，

限外濾過法による分子量分画からその処理状況を確認し

た。その結果，ヨシ原を用いた水質浄化（生物学的処

理）では，汚濁物質中の高分子化合物は処理されにく

く，窒素およびリンを含んだ高分子化合物の約��％は

残存していた。一方，オゾン・紫外線を用いた物理化学

的処理を導入すると窒素およびリンを含んだ高分子化合

物の約５０％が分解され，水生植物に吸収されやすい物

質になることがわかった。今後さらに生物学的処理と物

理化学的処理の組み合わせの最適化を行い，効率的な水

質浄化システムを検討する必要があると考えられる。

〔備　考〕

共同研究機関：石川県保健環境センター

共同研究者：小西秀則

（４３）有害物質藻類産生ミクロキスチンの生分解機構と

水質改善に関する研究

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３３２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・水落元之

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕福井県に位置する三方五湖では，例年，アオ

コが発生し，漁業への影響や景観の悪化を招いている。

そこで，本研究では三方五湖の有害藻類発生状況を定期

的に調査するとともに，超音波，オゾン発生装置を設置

しアオコの除去，抑制効果について検討を行った。

〔内容および成果〕

　三方湖内での生物調査では，本年度はミクロキスティ

ス属に帰因するアオコの形成は確認されなかった。しか

し，観察された植物プランクトンの９割は藍藻類が占め

ており，依然としてその発生の潜在能は有しているもの

と考えられた。藍藻類種としては，ミクロキスティス

属，アナベナ属等は少なく，プランクトスリクス属，ラ

フィディオプシス属が多く観察され昨年と同様の結果と

なった。有毒物質����������	の濃度は，���規制基

準化されている����������	
�の濃度で０．０４μ�������で

あり，基準値の１�μ�������を下回る値となった。しかしな

がら，微量ながらも確実に検出されたことから今後，継

続した監視を行う必要がある。オゾン，超音波を用いた

アオコの除去効果については，本年度は顕著なアオコの

発生が確認されなかったことから明瞭な結果は得られな

かった。なお，オゾン超音波処理による湖内動物プラン

クトンへの影響を調べると，実験水域においてその数に

変化はなくこの装置の生態系への安全性が確認された。

〔備　考〕

共同研究機関：福井県環境科学センター

共同研究者：塚崎嘉彦�
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（４４）有害アオコ増殖因子の窒素・リン除去による藻類

由来毒性物質産生能の低下に関する研究

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３３３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・水落元之

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕有毒アオコの増殖因子の窒素，リン削減によ

る富栄養化対策として，生物学的に窒素を除去する活性

汚泥循環変法や，リン除去のために比較的大規模事業等

においては凝集法が採用されている。しかし，リン除去

に関しては装置の運転操作が煩雑であったり，一般家庭

や小規模な施設においては管理が非常に難しいという問

題点があるため，電気化学的な脱リン技術として鉄やア

ルミニウムを電極とした電解脱リン法が注目されてい

る。本研究では廃棄物である廃アルミニウム缶（以下，

アルミ缶という。）を用いた電解脱リン法によるリン除

去能を明らかにし，藻類由来毒性物質産生能の低下手法

を開発することを目的として検討を行った。

〔内容および成果〕

　有毒アオコ増殖因子のリン除去を行う目的でアルミ缶

に通電し，運転条件の検討を行った結果，通電量は流入

するリン酸イオン濃度当量の約３倍として，アルミ缶に

確実に通電する方法の確保を行えば，約８０％程度のリ

ンの除去率が得られることが判明した。また，窒素除去

に関しては，返送比２Ｑの循環変法により約６５％の除

去率が得られるとともに，���，���についても

９０％以上であり，電解脱リン法は効果的な有毒アオコ増

殖防止のための高度処理法となることが示唆された。

〔備　考〕

共同研究機関：岡山県環境科学センター

共同研究者：山本　淳�

（４５）山岳地域におけるハロゲン化メチルの動態に関す

る研究

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０１��３３４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕横内陽子（化学環境研究領域）

〔期　間〕平成１３年度（２００１年度）

〔目　的〕大気中には塩化メチル，臭化メチル，ヨウ化

メチルがそれぞれ５００～６００���，８～１２���，０．１～

３���のバックグラウンド濃度で存在し，フロンなどと

共に成層圏および対流圏におけるハロゲン原子の供給源

となっている。しかし，これらのハロゲン化メチルの自

然発生源については未解明な点が多く，また，これまで

の観測の多くは海域で行われており，陸域の情報が不足

している。本研究では，海洋からの直接的な影響のない

山岳地域におけるハロゲン化メチルの動態を解明するた

めに，八方岳における定期的な大気サンプリングとハロ

ゲン化メチルを含む約２０種類のガス状有機化合物の

�����測定を行う。

〔内容および成果〕

　１９９８年夏以降の八方岳におけるハロゲン化メチル平

均濃度は塩化メチル，６０４���±５７���（標準偏差）；臭

化メチル，１１．４���±２．９���；ヨウ化メチル，０．７���±

０．６���であった。これを波照間島における同様の観測

と比べた場合，塩化メチルとヨウ化メチル平均濃度はや

や低く，臭化メチルは５％程度高い。夏～初秋のヨウ化

メチル濃度は冬～初春の２～３倍であり，波照間島より

も顕著な季節変化を示した。このことは夏季に海洋性気

団が流入しやすく海洋起源であるヨウ化メチルが増すた

め，あるいは陸域の植物によってもヨウ化メチルが放出

されており，これが夏に増加するためと考えることがで

きる。今後，気団のバックトラジェクトリー解析等の情

報を合わせてヨウ化メチルの陸域発生源について検討す

る。な お，代 替 フ ロ ン で あ る����１４１�，

����１４２�については年間数％の増加が見られた。

〔備　考〕

共同研究機関：長野県衛生公害研究所

共同研究者：原田　勉（長野県衛生公害研究所）

―�����―

国立環境研究所年報（平成１３年度）



Ⅵ　知的研究基盤



�（１）化学形態分析のための環境標準試料の作製と評価

に関する研究

〔区分名〕基盤ラボ

〔研究課題コード〕０１０５��２４９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕伊藤裕康�環境研究基盤技術ラボラトリー�・

田中　敦・白石寛明・柴田康行・田邊　潔・

堀口敏宏・森田昌敏・彼谷邦光

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕標準試料は環境分析の信頼性を支える基準と

なる物質であるが，環境汚染問題の多様化にともない，

さまざまな種類の環境標準試料が必要とされている。本

研究では，天然の環境試料等から標準試料を作製し，そ

の中に含まれる環境汚染物質（有機金属化合物や有機化

合物を対象とする）について化学形態別に保証値を定め

ることを目的とする。化学形態分析のための環境標準試

料の作製と配布及び精度管理を行い，社会ニーズに沿っ

た研究をする。試料の均一性，安定性，保存性等を管理

し，長期に渡る供給の確保により，各研究者，分析者の

ための試料作製を心がける。世界的に信頼される環境標

準試料として位置づけられることを目標とする。

〔内容および成果〕

　本年度に作製予定の����������	
２４候補として，

水質，生体試料，廃棄物関係等が上げられ，分析対象物

質は，特に要望の多いダイオキシン類，���，クロル

デン等有機化合物と，ストック分のない試料の再作製が

考えられている。

環境標準試料����������	
２０「湖沼底質試料」（平成

１０年度作製）及び����������	
２１は，「土壌試料」

に含まれるダイオキシン類の共同分析をし，保証値を検

討した。また，過去に作製した����������	
７（茶葉）

は，ストック分がゼロのため，再作製を行い，�����

�������２３として元素分析について共同分析をし，保

証値を検討した。保証値の得られた試料については，有

償で販売した。

〔備　考〕

（２）環境試料長期保存（スペシメンバンク）に関する

研究

〔区分名〕基盤ラボ

〔研究課題コード〕０１０５��２５１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕柴田康行（化学環境研究領域）・彼谷邦光・向

井人史・堀口敏宏・田中　敦・米田　穣・

� 植弘崇嗣・森田昌敏

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕将来の新たな汚染・環境問題の顕在化に備え，

また現在十分な感度，精度で測定できない汚染の進展を

将来の進んだ手法で明らかにするために，所内外の長期

環境モニタリング事業と連携をとりながら，環境試料及

びデータの収集，保存を継続するとともに，より長期

的，広域的視野にたった環境試料の長期保存のあり方を

検討する。

〔内容および成果〕

　これまでの継続として，離島（隠岐）での大気粉塵試

料の捕集，日本沿岸各地の巻き貝，二枚貝の収集を進

め，保存した。また新たに母乳試料の収集，保存を開始

し，１年間で９０試料を保存するとともに，元素濃度に

関する基礎的なデータを得た。さらに，海外のスペシメ

ンバンク関連研究の動向を探る目的で，米国並びにドイ

ツの環境・人試料バンクの研究者と連絡をとり情報交換

をおこなった他，ドイツの新たな環境試料保存施設（フ

ラウンホーファー研究所）並びに人試料保存施設（ミュ

ンスター大学）の見学を行い意見交換を進めた。

〔備　考〕

（３）微生物系統保存施設に保存されている微細藻類株

の分類学的情報の収集とデータベース化に関する研

究

〔区分名〕基盤ラボ

〔研究課題コード〕０００４��２５０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕笠井文絵（環境研究基盤技術ラボラトリー）・

河地正伸・広木幹也・清水　明・志村純子

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕国立環境研究所・微生物系統保存施設の公的

保存機関としての役割は年々増している。一方，最近の

分子生物学，生理・生化学的分析技術の進歩により，従

来の形態観察では見落とされていた差異や系統的類縁関

係を明らかにすることが可能になり，微生物保存施設に

保存されている微細藻類株についても，新たな分類学的
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手法に基づいて分類学的見なおしを行い，最新の知見に

基づく分類学的情報を提供していくことが求められてい

る。このような期待に答えるため，微細藻類保存株の遺

伝子情報，生理生化学的性質，形態・微細構造学的性質

を調べることによって保存株の分類学的見なおしを行

い，既に整理されている産地，培養条件等の基本情報と

ともに株情報のデータベースを作成することを目的とす

る。

〔内容および成果〕

　現在分子分類学的手法により見直しが行われている緑

藻類を中心とした保存株の１８�����遺伝子の塩基配列

を解析し，類縁種との塩基配列の比較や系統解析によっ

て種名の再確認を行う。また，これらの株の形態的特徴

を光学顕微鏡，電子顕微鏡で記録し，データベースの基

礎資料とする。さらに，光合成色素組成や脂肪酸組成な

ど生理生化学的特性については測定法の確立とルーチン

化を行い，それらを統合したデータベース（プロトタイ

プ）を作成する。緑藻類７０株あまりの保存株の

１８�����遺伝子の塩基配列を調べ，これらを既存の遺

伝子データと比較することによって分子系統的位置の確

認を行った。また，今までの分子分類学的研究に基づい

た保存株の種名の変更や保存株を用いた文献収集など，

保存株の分類学的見直しと株データの収集を行った。

〔備　考〕

（４）地球環境モニタリング

〔区分名〕地球セ

〔研究課題コード〕９２０５��２６４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕藤沼康実（地球環境研究センター）・伊藤裕

康・稲葉一穂・今井章雄・上野隆平・小野雅

司・勝本正之・河合崇欣・神沢　博・酒巻史

郎・杉本伸夫・清水　明・高村典子・田村正

行・高田雅之・高橋善幸・遠嶋康徳・冨岡典

子・長濱強・野原精一・松井一郎・中根英昭・

西川雅高・野尻幸宏・町田敏暢・松重一夫・

向井人史・横内陽子・植弘崇嗣・畠山史郎・

森田昌敏

〔期　間〕平成４～１７年度（１９９２～２００５年度）

〔目　的〕近年顕在化してきた様々な地球環境問題に対

し，実効ある取り組みを行うためには，地球環境の観

測・監視（モニタリング）と調査研究を強化し，人類の

諸活動が地球環境に及ぼす影響の大きさやそのメカニズ

ムを科学的に解明する基礎づくりを進めることが不可欠

である。地球環境研究や行政施策に必要となる基礎的な

データを得るために，内外関係機関と連携しつつ，地球

規模での精緻で体系的かつ継続的な地球環境モニタリン

グ（地球環境変動因子や地球環境変動による影響等の継

続的監視）を行い，効果的な対策を講ずる上で必要な知

見を得る。

　地球環境モニタリングプロジェクトは，成層圏オゾン

に係るモニタリング，対流圏の温室効果ガスに係るモニ

タリング，陸域生態系・海洋環境に係るモニタリング，

��������	
支援事業の４つの分野に分けて，各分野

ごとにプロジェクトを推進している。

〔内容および成果〕

　本年度の地球環境モニタリング事業の概要を表に示

す。

　①つくばにおける成層圏オゾンモニタリング：高度１５

～７０��の成層圏から中間圏に渡る成層圏全域にまた

がるオゾンの鉛直分布を観測できる体制を整備し，世界

的な成層圏観測ネットワーク（����；成層圏変動探査

ネットワーク）の数少ない東アジアの観測拠点として観

測を継続した。現在，平成１４年度完成を目指し，ミリ

波放射計による観測高度を広帯域化を進めている。

　②北域成層圏総合モニタリング：北極極渦の中緯度域

へのオゾン層破壊への影響を明らかにするために，名古

屋大学太陽地球環境研究所と共同で北海道陸別町の町立

天体観測施設を利用して，両機関がそれぞれの得意とす

る観測システムを用いた総合観測を継続した。また，遠

隔監視・操作システムを開発するとともに，名古屋大学

が実施するの観測研究との連携強化を図った。

　③有害紫外線モニタリングネットワーク：有害紫外線

（Ｂ領域紫外線）の増加による生物影響の基礎データを

整備するために，広く研究機関・大学などのボランティ

ア参画を得て，全国に観測ネットワークを構築し，平成

１３年度には本格的に稼動させるとともに，データ検証

体制とデータの発信体制について検討した。

　④地上ステーション（波照間・落石岬）モニタリング：

わが国の南北端に位置する無人観測局で，温室効果ガス

のベースライン濃度を長期連続観測し，それらのデータ

は世界的な温室効果ガスのデータセンターに登録してい

る。両観測局では，温室効果ガスのベースライン観測の
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ほか，同位体や水素や酸素濃度を高精度観測し，温室効

果ガスの起源，吸収／排出などの地球規模での循環過程

の解明のための観測研究が行われた。また，波照間ス

テーションの観測塔の改修などの設備保全，観測データ

収録管理システムの構築，並びに観測設備類の高度化，

データ解析・公表の体制の確立を進めた。

　⑤定期船舶を利用した太平洋温室効果ガスモニタリン

グ：海洋の炭素循環機能を把握するために，民間船舶の

協力を得て，太平洋海域の２航路において洋上大気の温

室効果ガス濃度，並びに大気－海洋間の二酸化炭素交換

収支量などを観測している。協力船舶は，運航体制の変

化などによって数次に渡って変遷してきたが，観測自体

は年々強化されている。日～豪航路では，洋上大気の温

室効果ガスの観測とともに，大気－海洋間の二酸化炭素

交換収支量の観測を開始した。また，北太平洋航路で

は，新たな協力船舶の協力を得て，日～米航路で大気－

海洋間の二酸化炭素交換収支量などの観測体制を整備を

進めた。

　⑥シベリア上空における温室効果ガスに係る航空機モ

ニタリング：航空機による温室効果ガスの先駆的観測と

して，シベリアの３地点の上空で観測した温室効果ガス

濃度の鉛直分布（５００～７０００�）を毎月定期観測を継続

した。また，温室効果ガスの連続観測システムの開発を

進めるとともに，温室効果ガスの挙動解明に資するため

に安定同位体分析体制を強化した。

　⑦北方林の温室効果ガスフラックスモニタリング：北

海道苫小牧国有林のカラマツ林に整備し，森林－大気間

のガスフラックスをはじめとする森林生態系における炭

素循環過程に係わる総合観測を継続した。また，平成

１３年８月より北海道大学手塩研究林（北海道天塩郡幌

延町）で，森林集水域生態系での育林過程における森林

生態系の物質循環機能の観測を開始した。また，アジア

地域のフラックス観測ネットワーク（��������）の事務

局として，観測手法の検証・データセンター機能を持つ

コアオフィス機能を強化した。

　⑧衛星画像を用いた東アジア地域の植生・土地被覆状

況モニタリング：東アジア地域の����������画像デ

�タを集成し，東アジア地域全体の解像度１��の雲な

し合成画像・植生指数分布画像等を作成し，当該地域の

植生および土地被覆状況の変化を画像として記録し，広

く国内外の研究者にデータ提供してきた。平成１３年度

には本プロジェクトの最終年次として，既存取得データ
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表　本年度地球環境モニタリング事業一覧



の解析を進め，�衛星画像を用いた観測・監視�の有用性

を総括した。

　⑨��������	
支援事業：��������	
プロジェク

トに，東アジア・太平洋域の中核拠点としてプロジェク

トを支援・参画するとともに，当研究所の旧来からの観

測湖沼であった北海道摩周湖と茨城県霞ヶ浦での観測を

継続した。また，約２５年にわたる霞ヶ浦調査の膨大な

データをデータベース化し，湖沼観測研究の貴重な資料

として情報発信した。

〔備　考〕

共同研究機関：北海道大学大学院農学研究科・北海道大

学北方生物圏フィールド科学センター森

林圏ステーション・北海道環境科学研究

センター・北見工業大学・兵庫県立公害

研究所・沖縄県保健環境研究所

（５）地球環境モニタリングデータベース及びデータ提

供システムに関する研究

〔区分名〕地球セ

〔研究課題コード〕９８０２��２６７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕藤沼康実（地球環境研究センター）・勝本正之

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕地球環境研究センターが実施する十数の地球

環境モニタリングプロジェクトでは，数多くの貴重な

データが得られている。これらのデータを，担当研究者

から国内外の一般市民まで広範囲のユーザーに利用可能

とするために，観測データの加工・管理・維持を含むデー

タベース，及びユーザーの利用形態に対応したデータ提

供システム，データの統合化システム，ならびに総合解

析システムを構築する必要がある。

　本研究では，地球環境モニタリングデータベース及び

データ提供システムの構築と運用，観測データの解析に

不可欠な補助データベースの整備，観測データのハーモ

ナイゼーション手法の検討を経て，総合解析システムの

開発と解析を目的とする。

〔内容および成果〕

　地球環境モニタリングプロジェクトで得られる観測

データに係わる総合解析システムの開発を目指し，地球

環境モニタリングデータベースシステムの構築とデータ

ベース化，地球環境モニタリングデータ提供システムの

構築，および観測データの統合化・解析に係わるデータ

統合解析・支援システムの開発を行う。

　本年度には，ホームページから地球環境モニタリング

プロジェクトで得られる多様な観測データの提供システ

ムを開発し，データ利用者のレベルに応じた，質の異な

るデータ提供を一部開始した。また，対流圏観測研究の

支援ツールの開発を行い，流跡線解析システムに続き，

化学天気図の開発を進めた。

〔備　考〕
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Ⅶ　環境情報センター



�７．１　業務概要

　環境情報センターは，平成２年７月，国立公害研究所

が国立環境研究所に改組されたのに伴い新たに設置さ

れ，環境情報の収集，整理及び提供並びにコンピュー

タ・ネットワークシステムの運用等の業務を行ってきた。

　平成１３年４月の独立行政法人化に伴い，独立行政法

人国立環境研究所法第１０条第２号に規定する環境情報

の収集，整理及び提供に関する業務を中心となって担う

とともに，研究を支援する業務，研究所の広報及び成果

の普及に関する業務を実施している。

　環境情報の収集，整理及び提供に関する業務について

は，近年の環境行政の領域の拡大に伴う環境情報への広

範な需要に応じるため，本研究所のみならず広く環境研

究，環境行政の推進に必要な情報を提供している（図

７．１）。また，環境基本法を踏まえ，広く一般の国民等

への環境情報の提供を行うため，平成８年３月より環境
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図７．１　環境情報センターにおいて提供している情報



情報提供システムを運用している。

　平成１４年３月に全面的な更改を行ったコンピュータ

システムについては，スーパーコンピュータ（ベクトル

計算サーバ）を中心に，スカラー計算サーバ，フロント

エンドサーバ，超大容量ファイルサーバ，超大容量デー

タ格納装置等から構成され，膨大な演算結果の収録に備

えるほか，多数の��サーバ（�����）を積極的に導入

するなど，大幅な分散化，二重化等を図り，性能，機能

等を強化した。

　また，本研究所を含む筑波研究学園都市の１０の研究

機関の連携の下に，平成１４年３月末に「つくば���」

が構築され，各機関が保有するスーパーコンピュータを

結んだ相互利用，人工衛星搭載センサーから得られる大

容量リモートセンシングデータ等の高速な相互利用

（ファイル共有）等の環境が実現した。本研究所では，

通常の高速なインターネット接続回線として利用すると

ともに，�������Ⅱの������Ⅱデータ，����������

データ等の取り込みのほか，今後は，これらの膨大な

データの提供の際の利用も想定している。

　なお，本研究所は，独立行政法人化したことにより，

新たな業務として，国や民間の機関等からの業務委託，

請負の実施が可能となり，本センターでは，本年度，４

件の委託・請負業務を実施した。

　本年度の個別業務の実施状況は以下のとおりである。

７．２　国立環境研究所ホームページの運営

　本研究所の案内情報，研究情報等のインターネット上

での発信手段として，平成８年３月より「国立環境研究

所ホームページ」の運営を開始している。

　運営当初は，本研究所の業務紹介やデータベースの提

供等本研究所の基本的な紹介情報を主としたものであっ

た。その後，順次，個別研究テーマごとのページ，化学

物質データベースなどの研究成果等を提供，紹介する

ページを追加掲載するとともに，ホームページ情報検索

システムの導入や英文年報等の掲載を行ってきたところ

である。

　本年度，新たに追加した情報のうち主なものは，広報

的情報として「施設見学コース」，研究概要全般の紹介

として「微生物系統保存施設ホームページ」，個別研究

の詳細の紹介として「内分泌攪乱物質による生殖への影

響とその作用機構に関する研究」，「環境低負荷型オフィ

スビルにおける地球・地域環境負荷低減効果の検証」な

どである。本年度１年間における国立環境研究所ホーム

ページへのアクセス数（注）は，３５，００６，９２３件であっ

た。

　提供情報の内容等については，図７．２に示すとおり

である。

（注）ここでいうアクセス数とは，国立環境研究所ホー

ムページ内各ページのヒット数を合計したもの。

７．３　環境情報提供システム（���ネット）の

運営

　���ネ ッ ト（����������	
�������
	������������

����������	�
���）は，環境基本法第２７条に基づき，

環境教育・学習の振興及び民間の環境保全活動の促進に

資するため，環境情報の提供及び情報交流の促進を図る

ことを目的とし，平成８年３月にパソコン通信による運

営を開始したものである。環境基本法第２７条の規定は，

独立行政法人国立環境研究所法にも反映され，同法第

１０条第２号の規定に基づいて，本研究所が���ネット

の運営を継続しているものである。���ネットは，平成

９年１月からはインターネットを利用したサービスに切

り換え，順次提供情報を追加するなど，その充実を図っ

ているところである。

　本年度においては，本研究所の独立行政法人化に伴い

昨年度末に実施した���ネット全体の再構築後の安定

稼動を図る一方，環境分野毎の情報に対して自由なキー

ワードによる検索システムを開発したほか，市民参加型

の環境情報交流の場として，利用者が提示した特定の

テーマについて，関心のある他の利用者が意見等を述べ

て議論の輪を広げていく「フォーラム」，及び利用者が

提示した疑問・質問等に対して他の利用者が回答をする

「環境�＆�」を新設した。また，環境問題を子ども向

けに解説する「このゆびとまれ！エコキッズ」のページ

の中に，子どもたちが環境問題について意見等を交換す

るための「みんなの広場」を開設した。情報内容につい

ては，環境情報源を紹介するものとして「機関情報」の

カテゴリーを新設したほか，いろいろな生活場面におい

て環境に配慮したライフスタイルの紹介等を行う「エコ

ライフガイド」の全面更新作業及び環境問題に関する用

語を解説する「環境用語」の見直し及び用語の追加作業

などを行った。

　なお，���ネットの運用開始以前から「ガイドディス

ク」として整備を行っていた「��ガイド」については，
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図７．２　国立環境研究所ホームページによる情報提供



���ネット中の「機関情報」や「環境用語」などに編成

し直し，本年度をもって「��ガイド」としては発展的

に廃止した。

　本年度の１年間における���ネットへのアクセス数

（注）は，１９，３７１，１４１件であった。また，利用者自身に

よる情報の書き込みには利用者登録を必要としている

が，平成１３年度における新規利用登録者数は２�３３９名

で，総利用登録者数は３，０８４名となった。

　提供情報の内容については，図７．３に示すとおりで

あり，これらのサービスを利用するための利用者側の費

用は通信料を除いて無料としている。システムの運用

は，（財）環境情報普及センターに請け負わせて実施し

ている。

　���ネットについては，今後も引き続き，機能の拡

充，提供情報の充実を図っていくこととしている。

（注）ここでいうアクセス数とは，���ネット内各ペー

ジのヒット数を合計したもの。

７．４　環境国勢データ地理情報システム（環境

���）の整備

　環境���は，環境省が策定した「環境省国土空間デー

タ基盤整備等実施計画」に基づき，本センターと環境省

大臣官房総務課環境情報室とが協力して整備を進めてい

るものである。同実施計画では，汚染物質の総量規制な

どの「指定・規制等位置図」を第１類型とし，大気質や

水質等の測定データやその集計値などの「環境質測定結

果等データ」を第２類型として位置づけている。そし

て，第２類型のデータに位置情報を加え，第１類型の地

図上に重ね合わせ表示を行うなど，理解しやすい視覚的

な形に加工して，インターネットを通じて環境の状況に

関する情報などを広く提供しようとするものである。

　本年度においては，公害防止計画策定地域など第１類

型を１５種類，第２類型として大気汚染防止法に基づく

大気環境常時監視測定結果データ及び水質汚濁防止法に

基づく公共用水域水質測定結果データを整備し，単独表

示又は重ね合わせ表示を行うほか，各測定局の各測定項

目ごとにグラフ表示を行うことのできるシステムを開発

し，平成１４年３月から，地方公共団体に向けた試験運

用を開始した。なお，表示する図の見やすさ及び利用者

側の通信回線速度の制約等を考慮し，重ね合わせ表示は

３層までとしている。

７．５　環境数値情報の整備と提供

７．５．１　データファイルの整備

　本センターの主要な任務の一つである環境数値情報の

収集，整理，保管，提供業務の一環として，本年度は，

前年度に引き続き大気環境データ及び水質環境データを

収集してデータファイルの整備を行った。

　また，平成２年度以降の大気環境月間値・年間値デー

タ及び水質環境年間値データについて，「環境数値デー

タベース」を作成し，国立環境研究所ホームページと

���ネットによりインターネット上での提供を実施して

いる。

（１）大気環境データ

　大気環境データは，①大気環境時間値データファイル

②大気環境時間値データファイル；国設局　③大気環境

月間値・年間値データファイル　④大気測定局マスター

ファイルにより構成されている。本年度は，前年度に引

き続きこれらのファイルの作成を行った。

　各ファイルの内容は以下のとおりである。

①大気環境時間値データファイル

　昭和５２年度より，大気汚染防止法に基づき都道府県

が実施する大気環境常時監視の１時間値測定結果をデー

タファイルに収録する作業を開始し，収録項目を逐次充

実してきた。本年度は，平成１２年度測定に係る関東・中

部・近畿・中国・九州地方の測定局（１９都府県，１，２６９

局）について，大気汚染物質（窒素酸化物，浮遊粒子状

物質，二酸化イオウ，一酸化炭素，光化学オキシダン

ト，非メタン炭化水素等１６項目）及びその他項目（気

象要素等１０項目）等の各測定結果データを収録した

（延べ１０，４１６件）。

②大気環境時間値データファイル；国設局

　①と同様に，全国の国設大気測定所及び国設自動車排

出ガス測定局（２２局）についても，常時監視の１時間

値測定結果を収録した（延べ２８９件）。

③大気環境月間値・年間値データファイル

　環境省環境管理局は，大気汚染防止法に基づき，各都

道府県より報告を受けた大気環境常時監視測定結果を取

りまとめ，データファイルに収録・集計を行っている。

本センターでは，環境管理局より集計結果を収録した

データファイルの提供を受けて，昭和４５年度測定結果

から整備している。本年度は，平成１２年度測定に係る

全国の測定局（２，１２７局）について，大気汚染物質１１

項目の各測定結果データを収録した（延べ１２，３６０件）。
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　なお，本年度も，前年度に引き続き，環境管理局の平

成１２年度測定結果データファイル及び測定結果報告書

の作成について，支援を行った。

④大気測定局マスターファイル

　大気測定局マスターファイルは，本研究所及び環境省

環境管理局が実施する「一般環境大気・自動車排出ガス

測定局属性調査」に基づき，全国の大気測定局に関する

基礎的情報を収録したファイルである。本年度は，平成

１２年度調査結果に係る情報を収録した。

（２）水質環境データ

　環境省水環境部は，水質汚濁防止法に基づき，昭和

４６年度から全国公共用水域水質調査を実施しており，

都道府県より報告を受けた水質常時監視測定結果を取り

まとめ，データファイルに収録・集計を行っている。本

センターでは，水環境部よりデータの提供を受けて，水

質環境データファイルの作成を行った。

　水質環境データは，①公共用水域水質データファイル

②公共用水域水質年間値データファイル　③公共用水域
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図７．３　環境情報提供システム（���ネット）による提供情報等一覧



水質マスターファイルにより構成されており，その内容

は以下のとおりである。

①公共用水域水質データファイル

　昭和４６年～平成１０年度の全国公共用水域の全測定点

について，生活環境項目（��，��，���，���，

��，大腸菌群数，���ヘキサン抽出物質（油分等），全窒

素，全リン），健康項目（カドミウム，全シアン，鉛，

六価クロム，ヒ素，総水銀，アルキル水銀，���等計

２３項目）及びトリハロメタン生成能（クロロホルム生

成能等計５項目）等の各測定結果データを収録してい

る。

②公共用水域水質年間値データファイル

　全国公共用水域の全測定点について，生活環境項目，

健康項目等の項目別に年間の最大値，平均値及び測定実

施検体数等を収録したものである。本年度は，平成１２

年度調査結果に係る情報を収録した。

③公共用水域水質マスターファイル

　水質マスターファイルは公共用水域の水質測定点に関

する基礎的情報を収録したファイルである。本年度は，

前年度に引き続き，変更地点等の調査結果に基づいて，

地点統一番号，地点名称，指定類型，達成期間，緯度，

経度などをマスターファイルに収録した。

７．５．２　データファイルの提供

（１）貸出による提供

　大気環境及び水質環境データファイルは，「環境デー

タベース磁気テープ貸出規程」に基づき，従来より環境

省を始めとする行政機関・研究者等への提供を行ってい

る。本年度は，計２７２ファイルの貸出を行った。

　また，ユーザの多様なニーズに対し，よりきめ細かな

対応ができるようイントラネット上に整備した���対

応「データ提供システム」を運用し，データファイルの

提供業務の効率化を図っている。

（２）コピーサービスによる提供

　大気環境及び水質環境データファイルが環境研究及び

環境行政分野のほか，民間機関を含め広く社会的に利用

されるよう，「コピーサービス用磁気テープ貸出規程」

に基づき，（財）環境情報普及センターを通じて，磁気

テープコピーサービスによる有償提供を行っている。本

年度は計７５６ファイルの提供を行った。

�

７．６　研究情報の整備と提供

７．６．１　文献データベースの整備と提供

　本センターでは環境研究を側面から支援するために国

内外のデータベースの効果的な活用体制の整備を図って

いる。

（１）オンライン文献データベース

����（科学技術振興事業団（���））��������（����

��������	
）��������	
���	����（��������	
������	

�������（���）���������	
��������が共同で提供）���

������（（株）ジー・サーチ）の４種類のデータベース

を整備しており，本年度は，１２３件の検索申込みを受け

付けた。

（２）文献データベースの管理

　①���を利用した文献データベースは，����

�������������	
��������（米国国立医学図書館）及び

���������	��
��������	�������（大英図書館）を導入して

おり，所内ネットワーク接続のパーソナルコンピュータ

から必要な文献を検索することが可能である。

　②図書閲覧室内情報検索室を利用した検索には，�

���������������	����
�	�����（�������．），及び����（米

国国立技術情報サービス）を随時利用できるように整備

している。本年度は，合わせて２５１件の利用があった。

　また，���の技術報告書等の原典についてはマイク

ロフィッシュで収集しているので，����の検索結果か

ら，即時に利用できる体制になっている。

７．６．２　所外文献照会業務

　所内研究者による所外文献のコピー入手申請を受け

て，国立大学附属図書館，���，国立国会図書館にコ

ピーの提供を依頼しており，さらに，国外所蔵文献に関

しては，���������	��
������を利用して原報提供体制の

強化を図っている。本年度の外部機関への複写申込件数

は，３，２１４件であった。

７．６．３　研究成果発表管理業務

　誌上（所外の印刷物）発表論文及び口頭発表（講演

等）に関し，発表した後に研究課題コード，発表者，題

目，掲載誌（発表学会名称等），巻号，ページ（開催年）

及び刊行年に係る情報を研究者からの申請により受け付

けて，研究所の活動状況の把握のため整備している。本

年度は，イントラネットに「研究成果発表（誌上�口

頭）申請管理システム」を構築した。なお，整備された
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データは，年報の「１０．３�研究成果の発表状況」に掲載

された後，研究所ホームページから「国立環境研究所発

表研究論文データベース」（誌上発表），「成果発表一覧

（誌上�口頭）」に搭載され広く提供されている。

７．６．４　図書関係業務

　図書関係業務では，研究活動に不可欠な情報源である

学術雑誌を始めとする書籍の収集・管理と，閲覧等の図

書室の運営を行っている。本年度末における単行本蔵書

数は４３，６６２冊であり，購読学術雑誌は，国内外合わせ

て５８４誌にのぼる。その他，マイクロフィッシュの形態

で収集している米国政府の環境分野の技術報告書は

１１４，９６３件を数える。

　図書等の管理及び文献情報の提供については，情報の

電子化を進めるとともに，所内の利用者がオンライン検

索できるよう整備している。特に本年度は，雑誌所蔵目

録データベースのインターネットリンク機能により，出

版社オンラインサービスから電子ジャーナルの閲覧を可

能にするとともに，単行本所蔵目録データベースにおい

ては，所内蔵書の管理者情報を追加する等，システムの

充実を図った。

　図書関係の設備については，雑誌閲覧室は棚数２�６６４

棚，雑誌展示書架８４０誌分，２０４��，単行本閲覧室は棚

数７０８棚，雑誌展示書架２８０誌分，１９４��，索引・抄録

誌閲覧室は棚数１，００８棚，８０��，報告書閲覧室は，棚

数９１８棚，７４��であり，その他情報検索室（５０��），地

図・マイクロ資料閲覧室（１０１��），及び複写室（１７��）

となっている。

　なお，本年度の外来閲覧利用者は１０４人，図書室の延

べ利用者数は２４，９７２人であった。

７．６．５　環境省委託調査報告書等の収集

　環境省行政部局が委託等により実施した調査研究の成

果は，研究者や一般の国民にとっても貴重なものであ

る。本年度は，環境省が前年度中に実施した調査研究等

の成果物を中心に，２３７種の報告書を収集，整備した。

　この結果，累積総数は，２，２６２種に達している。

　また，国，地方公共団体，大学等より５９８種の寄贈及

び寄贈交換があり，累積総数では，１３，６９３種を数える。

�

７．６．６　編集・刊行業務

　本研究所の各領域，各プロジェクト，各センターの活

動状況及び研究成果等については，刊行物として関係各

方面に配布するとともに研究所ホームページにおいて広

く提供している。

　本年度においては，年報，���������	
�������２００１，

特別研究報告（５件），研究計画（１件），研究報告（９

件），地球環境研究センター報告（１２件），国立環境研

究所ニュース（６回／年）を刊行した（１０．１　研究所

出版物参照）ほか，本研究所の研究成果を国民に分かり

やすくリライトした研究情報誌「環境儀」を平成１３年

７月に創刊し，本年度中に第２号及び第３号を刊行し

た。

　なお，これらの刊行物は，その種類によって，国立国

会図書館，国内外の環境関係試験研究機関，各省庁及び

地方公共団体環境担当部局等に寄贈交換誌として配布し

た。また，新たに���������	
�������２００１については

在日大使館１２５件，環境儀については県立市町村立図書

館４９９件に追加配布した。

７．７　電子計算機管理業務

　本センターは，電子計算機管理業務として，スーパー

コンピュータを含む各種のコンピュータシステム及び国

立環境研究所ネットワークに関する管理，運用等業務を

所掌している。これらの業務を遂行するため，「国立環

境研究所電子計算機処理管理規程」及び「国立環境研究

所ネットワーク運営管理規程」を定め，適正な管理，運

用等に努めている。

　平成１２年度からは，指紋照合方式を採用した入室管

理システムを導入の上，「国立環境研究所電子計算機室

利用要領」及び「国立環境研究所電子計算機室利用要領

細則」を改定し運用している。

　本年度においては，通常の管理運用業務に加え，基幹

ネットワークを含むコンピュータシステムのシステム更

改を行い，３月１日より新システムの運用を開始した。

（１）コンピュータシステム管理業務

　本年度は，システム更改が行われたことから，従来の

システムの管理運用業務と併せ，新システム導入のため

の諸作業を実施した。

　従来のシステムは，平成９年３月のシステム更改によ

り，比較的大規模のスーパーコンピュータを中核に，複

数の各種サブシステムを加えた分散型のシステムであ
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り，夜間及び休日を含めて２４時間連続運転を行ってい

る。また，スーパーコンピュータについては，原則とし

て３月に１度の定期保守を行うこととしている。

　各システムのうち，ベクトル計算サーバ及びグラ

フィックスワークステーションの利用に係る調整は地球

環境研究センターが行い，上記以外のシステムの利用に

係る調整，全システムの管理及び運用を本センターが行

うこととされている。

　本年度の利用登録者数は，所外の共同研究者を含め

て，ベクトル計算機及びフロントエンドシステム４９名，

グラフィックスサブシステム６８名，計算サーバサブシ

ステム６４名となっている。

　新システムへの更改については，平成１２年度から引

き続き，次期コンピュータシステム導入検討委員会，同

委員会導入ワーキンググループ及び利用ワーキンググ

ループにおける議論を踏まえ，システムの導入に必要な

仕様書案及びベンチマーク試験プログラム等の検討等を

進め，これらを踏まえて政府調達に基づく入札を行い，

複数社の応札がなされた。

　これら応札者の提案内容等について，技術審査会によ

る審査等を経て，８月２９日に新システム導入業者（日

本電気（株））が決定した。その後，導入に向けた詳細設

計，搬入据付工事等を実施し，平成１４年３月１日より

新システムの運用が開始された。

（２）ネットワーク管理業務

　国立環境研究所ネットワーク（�������）�の代表的

な利用例は，各研究室等に配置されたワークステーショ

ン又はパーソナルコンピュータにより，スーパーコン

ピュータを始めとする各種コンピュータの利用，国外を

含む所内外との電子メール，ファイル転送及び���の

利用等である。

　これらの管理業務の中で最も重要なものは，ネット

ワークセキュリティ対策であり，ファイアウォールを設

け，通過プロトコルを制限するなど，非武装セグメント

（���）に設置された各種の���サーバ，データベー

スサーバ等の監視を始めとする各種の不正アクセスの防

止に努めている。

　また，ウイルス対策サーバを設置し，メール添付ファ

イル等のウイルス対策を講じている。平成１３年度は，

同添付ファイルのウイルス検査では，３，９３４件（前年度

の３倍弱）検出されており，その増加が著しい。このこ

とは，ここ１～２年に自動配信機能を有するウイルスが

一般化したことによるものと考えられる。

　さらに，メール添付ファイル以外のネットワークを利

用した情報交換，フロッピーディスク等の電子媒体，イ

ンターネットからのダウンロード等によるウイルスの感

染を防止するため，ソフトウェアの一括購入に基づいた

イントラネットからのダウンロード方式により，個別の

パーソナルコンピュータについても，ウイルス対策を講

じている。

　一方，利用者の便宜に供するため，���メールの導

入，グループアドレスの採用，メーリングリストの運営

等を進め，各種の業務の遂行を側面から支援するメール

の使い方の普及を図っている。

　その他，所内の情報交換をより一層円滑に行う観点か

ら，平成１３年度は，前年度に引き続き，スケジュール

機能・文書ファイル保管機能の開発，会議室予約機能の

改善及び掲示板機能の強化（文書削除・修正機能の追加）

を図るなど，イントラネットの新規機能を開発するとと

もに従来機能を改善した。

７．８　環境情報ネットワーク研究会

　本年度には，前年度に引き続き「国立環境研究所環境

情報ネットワーク研究会（第１４回）」を平成１４年２月

１３，１４日に開催し，地方行政機関及び地方公害試験研

究機関等から約５０機関（約７０名）の参加を得た。本研

究会では，「インターネットが社会に与えるインパクト」

を基調講演とするほか，平成１３年に大きな話題となっ

たブロードバンド技術と常時接続等を取り上げた。ま

た，環境に係る���の試験運用システム等の紹介とその

デモンストレーションを行った。

７．９　環境省からの受託等業務

　本研究所は，平成１３年４月に独立行政法人化したこ

とにより，国や民間の機関等からの業務の委託，請負実

施が可能となった。本センターにおいても，本年度，環

境省からの４件の委託，請負業務を実施した。その概要

は以下のとおりである。

（１）平成１３年度水質環境総合管理情報システムの開

発業務（委託，水環境部企画課）

　各種の水環境情報を一般に利用しやすい形で提供する

システムの構築を行い，広く国民の環境保全への理解を

深めるとともに，水環境保全活動及び学術的な調査・研

究を支援し，さらに，各行政機関が収集した水環境関連
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情報及び市民から提供される情報についても総合的に提

供できるシステムの構築を目的として，本年度から４年

計画で開始されたものである。

　本年度においては，所内研究者の協力も得てシステム

のあり方や水環境情報の調査項目，調査方法の検討のほ

か，河川・流域データ等の基礎的な電子データの購入，

データ管理プログラム及び���を活用した表示プログラ

ム等の開発を行った。

（２）本年度大気汚染物質広域監視システム（そらまめ

君）表示系管理業務（請負，環境管理局大気環境課）

　環境省では，光化学オキシダント対策等の大気汚染防

止施策に資することを目的として，平成１２年６月から，

一般向けの本システムの試験運用を開始するとともに，

データ収集の範囲を全国的に広く展開しているところで

ある。

　本年度においては，本システムの表示系であるデータ

公開システムの管理・運用を行うとともに，���を活用

した表示機能を追加開発し，平成１４年１月２１日から本

格運用に移行した。

（３）本年度����データの公表・開示システム開発業

務（請負，環境保健部環境安全課）

　平成１１年７月に制定された特定化学物質の環境への

排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律

（����法）に基づき，平成１４年度から，対象事業者に

よる届け出が開始される。環境省では，����制度の円

滑な導入に向けた環境の整備を進めているところである

が，本システムの整備はその一環として，環境への排出

量と移動量データの公表に向け，これらのデータの集

計・出力するシステムを開発するとともに，届け出デー

タの開示請求に対応するためのデータ検索及び出力シス

テムを開発するものである。

　本年度においては，所内研究者の協力も得て，平成

１２年度に実施したパイロット事業の����データの試

験ページの作成を行うとともに，公表・開示に向けたシ

ステムの基本設計を行った。

（４）平成１３年度生活環境情報総合管理システムの開

発業務（請負，環境管理局大気生活環境室）

　近年における感覚公害問題の実情を踏まえ，全国の騒

音・振動・悪臭に係る法施行データ，発生源データ等を

整備したシステムを開発し，広く情報発信することによ

り，地方公共団体における対策の推進，事業者による自

主管理の推進，国民自らによる生活環境向上のための活

動，環境影響評価のための基礎資料を得るなど，多岐に

わたる利用に資することを目的とするものである。

　本年度においては，システム構築のための基礎調査を

行い，生活環境の特徴や特性を踏まえたシステムのあり

方や今後の情報提供方法のあり方など，システム全般に

ついての概念設計を行った。
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Ⅷ　地球環境研究センター



８．１　業務概要

　地球環境問題は，近代科学のめざましい発展のもと，

人口の増加・エネルギーと資源の大量消費などにより，

過去に類のない繁栄を享受しているところに起因してい

る。こうした状況に直面し，地球環境問題解決の国際的

機運が高まっている反面，科学的理解が不十分なため，

実際の対策をとる国際的・国内的合意が形成されにくい

のが現状である。

　このような事態に対して実効ある取り組みを行うため

には，地球環境に関する観測・監視と調査研究を抜本的

に強化し，人類の諸活動が地球環境に及ぼす影響を科学

的に解明する基礎作りを進めることが不可欠であるとい

う認識が世界的に広まっている。とりわけ，高度な経済

活動を営み，優れた技術力を有するわが国としては，国

際的な責務として，国際的地位に応じた役割を積極的に

果たしていくことが求められている。

　以上のような背景のもとに，地球環境研究センターは

平成２年１０月に発足した。当センターの基本的任務は，

地球環境研究を国際的，学際的，さらには省際的な観点

から総合的に推進することにあり，このために，「地球

環境研究の総合化」，「地球環境研究の支援」，および

「地球環境のモニタリング」を業務の「三本柱」として

据えて活動してきた。

　本年度に本研究所が独立行政法人となり，効果的な事

業展開が要求されるようになり，また，本センターの活

動が「知的研究基盤」として位置づけられることとな

り，より焦点を絞った先鋭的な事業展開が求められてい

る。そのために，独立行政法人化に際して策定された中

長期計画に沿って事業体制を強化するために，①事業の

スクラップ＆ビルドの合理的推進，②事業実施体制の再

編，③経常的経費の削減と事業運営の効率化の促進，④

成果の発信・広報体制の強化，及び⑤外部資金・競争的

研究資金の積極的提案と新規事業との連携を基本理念と

して，従来の「三本柱」による事業内容を分割すること

ではなく，業務分担にとらわれず分野横断的な体制で事

業を推進することとした。

　具体的には具体的には，地球環境研究の総合化とし

て，地球環境研究に係わる中核的研究機関（���）機

能の強化をはかるために，国際研究ネットワークのコア

オフィスの積極的誘致や広報活動の充実を行った。ま

た，平成１３年度末に導入された第三世代のスーパーコ

ンピュータシステムの戦略的運用，国連環境計画�地球

資源情報データベース（��������	）の地域センター

としての情報提供サービスとともに所内外の地球環境研

究成果のデータベース化・提供，落石岬・波照間ステー

ションなどでの温室効果ガスに係わる観測内容の強化や

森林生態系の炭素循環機能に係わる観測体制の整備など

地球環境モニタリング事業の充実などをはかった。ま

た，次期地球観測プラットフォーム技術衛星

（�������Ⅱ）に搭載される改良型大気周縁赤外分光計

（������Ⅱ）によって取得されたオゾン層関連データの

解析と一般ユーザーへのデータ提供システムの開発と導

入を行った。

８．２　地球環境モニタリング・データベース事業

　従来，本センターでは自然科学的な地球環境研究で得

られた成果を踏まえて，様々な地球環境モニタリング事

業を推進してきた。また，データベース事業として，社

会経済的な地球環境研究の成果をフォローアップしてき

た。両者は，データの取得方法が異なるが，その後の

「データのとりまとめ（データベース化）」－「データ発

信」というプロセスは同一であるので，両者を常に研究

的な視野に立脚して地球環境問題に係わる研究及び施策

の基盤となる客観的データを取得するとういう視点に

立って推進することとした。

８．２．１　地球環境モニタリング・データベース事業の

体制

　地球環境モニタリング・データベース事業は，図に示

す実施体制で推進している。

　衛星観測プロジェクト関連を除く事業は，事業の中核

となる所内研究者（実施代表者），観測実務を分担協力

する所内研究者（協力研究者），専門的見地から指導・助

言を行う所外の有識者（指導助言者），事業実務を担当・

補佐する民間団体（技術支援団体）からなる実施グルー

プにより実施されている。そして，事業全体の企画調

整・予算等は，地球環境研究センターの研究管理官およ

び観測第一・第二係が事務局となり，事業実施グループ・

技術支援団体等と緊密な連携を図りながら管理・運営が

行われている。

��事業の成果は毎年，「地球環境モニタリング・データ

ベース事業進捗状況報告会」で発表され，国立環境研究

所内に設置された地球環境研究センター運営委員会で評

価された。
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　なお，得られた観測データは検証・評価を経て，報告

書，������やインターネットなどの電子情報媒体で

逐次公表している。

８．２．２　地球環境モニタリング事業

　本センターでは，地球環境研究及び行政施策に必要な

基礎データを得るために，世界各国の関係機関・研究所

と連携しつつ，地球的規模での精緻で体系的かつ長期的

な地球環境のモニタリングを実施している。

　以下に，主な活動概要を記す。

〔成層圏オゾン関連〕

・つくばでの成層圏オゾンモニタリング：従来，つくば

（研究所）でオゾンレーザーレーダーによる成層圏下～

中層の観測とミリ波分光計による成層圏中～上層・中間

圏下層の観測を実施してきた。この体制を，平成１４年

度完成を目指して，ミリ波分光計を広帯域�高度化し，

成層圏下～上層まで，昼夜・天候を問わず連続的に自動

観測できる体制の構築を進めた。これによって，自由度

の増したオゾンレーザーレーダーは，科学的興味がある

事象に特化した観測体制に移行するとともに，オゾン観

測の準器として活用することとした。また，当センター

は地上ベースの遠隔計測器による国際的なオゾン層総合

観測ネットワークである����（成層圏変動探査ネット

ワーク）に加盟している。

・北域成層圏総合モニタリング：我が国北域におけるオ

ゾン層破壊の状況を把握するため，北海道足寄郡陸別町

の町立天文台「りくべつ銀河の森天文台」を利用した総

合的な成層圏モニタリングとして，ミリ波放射計もよる
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図　地球環境モニタリング・データベース事業の実施体制



成層圏オゾン濃度の垂直分布，ならびにブリューワ紫外

分光計によるオゾン全量と有害紫外線量の観測を継続し

いている。

・有害紫外線モニタリングネットワーク：成層圏オゾン

の減少による有害紫外線量の増加による生物影響等の調

査の基礎データとして，同一仕様の帯域型Ｂ領域紫外線

を使用している大学・研究機関等と連携をとり，全国規

模の有害紫外線量（����）を把握する観測ネットワー

クを主管し，その実施体制の整備を進めた。

〔対流圏温室効果ガス関連〕

・地上ステーションモニタリング：人為的発生源の直接

影響を受けない地点で大気中の温室効果ガス等の長期変

化を監視するため，波照間島（沖縄県）及び落石岬（北

海道）に無人観測ステーションを設置して，大気微量成

分 の 高 精 度 自 動 観 測 を 行 い，観 測 デ ー タ は

���������（世界気象機関／世界温室効果ガスデー

タセンター）等に提供している。また，落石岬ステー

ションでは�����（東アジア酸性雨モニタリングネッ

トワーク）のルーラルサイトとして，降雨の採水に協力

している。

・定期船舶を利用した太平洋温室効果ガスモニタリン

グ：定期航路を航行する民間船舶の協力を得た太平洋域

での温室効果ガスモニタリングでは，日～北米西海岸

（ピクシス号；トヨフジ海運㈱）と日～豪州東海岸航路

（ゴールデンワトル号；㈱商船三井）で洋上大気の温室効

果ガス観測と大気－海洋間の二酸化炭素フラックスの観

測を推進しており，�����（全球海洋フラックス合同研

究計画）の主要プロジェクトに位置づけられている。

・シベリア上空における温室効果ガスに係わる航空機モ

ニタリング：温室効果ガスの発生源�吸収源として重要

なシベリア地域における，湿地からのメタンの発生や森

林による二酸化炭素の吸収などの把握を目的として，ロ

シア国の民間航空機を借り上げて，シベリアの３地点

（スルグート，ヤクーツク，ノボシビルスク）の上空で

毎月高度別（～７０００�）に大気を採取して，温室効果

ガス等を計測している。

〔陸域生態系関連〕

・北方林温室効果ガスモニタリング：森林生態系の二酸

化炭素固定量を把握するために，北海道の２地域の森林

（苫小牧国有林，北海道大学天塩研究林）で二酸化炭素

フラックスをはじめとする森林の微気象や生理生態的機

能を観測している。カラマツ人工林の苫小牧フラックス

リサーチサイトでは，林野庁北海道森林管理局の協力を

得て��������の基幹観測拠点として観測手法の開発�

検証を進めている。また，北海道大学天塩研究林では，

北海道電力㈱，北海道大学北方生物圏フィールド科学セ

ンターとの共同研究として，育林過程（天然林伐採⇒カ

ラマツ植林⇒育林）による森林の物質循環機能の変化を

継続観測することとしている。

・リモートセンシングによるアジア地域の植生指数分布

モニタリング：東アジア地域の植生および土地被覆状況

の変化を把握するため，����衛星の�����センサ

画像を用いて，植生指数モザイク画像を作成してきた。

本年度は，本事業の最終年次として，取得データをとり

まとめるとともに，科学的活用について検討した。

〔国際協力・支援事業〕

・��������	
：わが国のナショナルセンターとして機

能するとともに，当研究所が長期に渡り観測を継続して

きた摩周湖（北海道）と霞ヶ浦（茨城県）の水質調査

を，それぞれ，ベースラインモニタリングステーショ

ン，トレンドステーションとして実施している。平成

１３年度には霞ヶ浦の今までの観測データを総集して

データベース化した。

８．２．３　地球環境データベース事業

　従来，地球環境データベース事業の中で，地球環境問

題の社会経済的な研究成果をデータベース化してきた。

これらの個々の事業を地球環境研究モニタリングと同一

形態に顕在化させ，地球環境研究の推進・地球環境問題

解決のための施策に資する社会科学的情報資源として系

統的に整備する。特に，これらのデータベースは，所内

の研究者の研究成果の発展例であり，様々なレベルで活

用され，高い評価を受けており，適宜最新データに更新

する。以下に，その概要を紹介する。

・温室効果ガス排出シナリオデータベース：当研究所で

開発した���（アジア太平洋地域における温暖化対策統

合評価モデル）等の二酸化炭素排出シナリオを体系的に

収集したデータベースであり，様々な温暖化モデルにそ

のデータが利用されている。平成１３年度には，更新及

びシステムの改良を引き続き行うとともに，アジア・太

平洋地域温暖化対策関連データベースをホームページ上

で公開した。

・排出インベントリーデータベース：アジア地域の大気

汚染質（���および���）の排出施設の立地，各施設
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の燃料消費量，脱硫・脱硝施設の運用状況等のデータを

収集し，���（地理情報システム）として構築する。本

年度には，エネルギー消費量，二酸化炭素排出量に加

え，代表的な大気汚染物質である窒素酸化物，硫黄酸化

物，および浮遊粒子状物質まで対象とした「産業連関表

による環境負荷原単位データブック（３���）」を出版

した。

・マテリアルフローデータベース：わが国の物質収支

（勘定）の基礎データの整備とともに，その移動・流通過

程を解析したデータベースであり，「貿易と環境」に関

する研究等を支援するものである。

・温暖化影響・気候シナリオ・影響モデルデータベース：

温暖化の影響評価に係わる����の報告内容や最新の温

暖化研究の成果を研究者／一般向けに解説したホーム

ページである。

・熱帯林生態系基礎データベース：熱帯林の炭素循環，

温暖化影響，生物多様性の視点から，����（スミソニ

アン熱帯研究所）と共同で，東南アジアの熱帯林４地点

で，森林植生のセンサスを行っている。

・吸収源データベース：京都議定書における���（ク

リーン開発メカニズム）に対応した森林の二酸化炭素吸

収源として評価するために，国際動向やリーケージの把

握手法，リモートセンシング技術の利用可能性等につい

ての情報をとりまとめる。また，衛星観測データを利用

した吸収源データセットを開発するために，衛星観測

データと植林地インベントリー，地理情報データを組み

合わせた吸収源データベースの開発を進めている。

８．２．４　衛星観測プロジェクト関連

　次期地球観測プラットフォーム技術衛星�������Ⅱ

（平成１４年度打ち上げ予定）に搭載される������Ⅱの

データ処理運用システム（計算機システムおよびソフト

ウェアシステムを統合したシステム）の運用システムの

開発を進めるとともに，次々期観測センサー（�����）

の基本設計を進めている。

８．３　地球環境研究支援事業

　本センターでは，地球環境研究を円滑に推進できるよ

うに，地球環境データベースとして各種環境情報を収

集・蓄積し，国内外の研究者等への提供，ならびに膨大

な計算能力・記憶能力を必要とする地球環境に係わるモ

デル・シュミユレーション作成研究者にスーパーコン

ピュタの利用サービスを提供する。

８．３．１　��������	つくば

　��������	（国連環境計画�地球資源環境データ

ベース）つくばは，わが国及び近隣諸国の地域センター

であり，１９９１年に発足した。����で取り扱うデータ

ベースは画像化されたものが主体であり，世界の����

ネットワークから発信されるデータが相互に提供されて

いる。����つくばでも所内外の研究成果（特に，社会

経済的データ）をデータベース化し，国内外に発信・提

供している。また，����データ利用者に対して，���

（地理情報システム）やリモートセンシング技術等の技

術支援を行っている。

　現在，温室効果ガスの削減のために，森林等の吸収源

による吸収量を正確に算出することが緊要な課題となっ

ており，関連する基礎データセットの整備とともに，世

界の森林生態系モデルと森林生態系の炭素ストックモデ

ルの開発等を進めている。

８．３．２　���への貢献

　���（地球環境アウトルック）は，����が推進する

地球環境の現状を解説する白書を作成するプロジェクト

である。����は，東アジア（日本・中国・モンゴル・

韓国・北朝鮮）の環境のレビューを分担しており，平成

１３年度には第３次報告書（����Ⅲ）の編集を進めた。

８．３．３　スーパーコンピュータシステムの運用

　地球環境変動や影響の予測のために，地球環境の変動

メカニズムを研究し，それらを数値的な予測モデルにま

とめ，計算実験をしてみる必要がある。本センターで

は，これらの地球環境予測モデルの研究を支援する目的

で，スーパーコンピュータシステムを整備し，国内外の

研究者に利用提供している。

　当スーパーコンピュータの運用に際しては，専門家か

らなる「スーパーコンピュータ関連研究ステアリンググ

ループ」の意見を反映させるとともに，代表的な利用者

からなる「スーパーコンピュータ利用ワーキンググルー

プ」（代表的ユーザーからの意見聴取等）および「スー

パーコンピュータユーザーミーティング」（利用者への情

報提供等）を開催して円滑，かつ効率的な運用をはかっ

ている。

　また，当スーパーコンピュータシステムは，超高速の
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演算性能と超高速・大容量の磁気ディスクを駆使した大

気海洋結合大循環モデル等の大規模な数値シミュレー

ションや人間活動が地球環境に及ぼす影響の解明などの

研究に使用され，本年度には，優先利用申請課題の２課

題，一般利用申請課題の十数課題，主に所外研究機関や

大学で実施する課題の約十課題が利用した。「高解像度

大気海洋結合モデルを用いた気候変化実験」と「����

衛星データと３次元化学輸送モデルの比較解析」が優先

利用課題となって利用され，それぞれ地球温暖化の予測

と極域オゾン層破壊の解明に関する研究であり，国外を

含む所内外の研究者が使用し，多くの成果を得ている。

成果の一部である地球温暖化の将来見通しに関する気候

モデル実験結果などは，地球温暖化アセスメントを目的

とした����の最新の報告書にも引用された。なお，当

システムを利用した地球環境研究の幅広い紹介，利用者

間の情報交換などを目的として，平成１２年度の研究成

果 を「���������	���
�	�������������

���������	
８」として出版した。

　なお，本年度末には，第３世代のスーパーコンピュー

タ（�������６�６４�８）に更新設置され，演算能力・

記録能力ともに前世代機種と比べ，１桁能力の高くなっ

た（���数は６４����（＝８���������８�����））。

８．４　地球環境研究の総合化

　本センターの発足当初は，地球環境研究の創世期であ

り，本センター業務の三本柱の一つである地球環境研究

の総合化業務の機能は，地球環境研究者・グループの育

成・交流，地球環境研究の情報集中と発信，地球環境研

究のあり方の考察・提案等であった。しかし，地球環境

問題がより顕在化し，それに対応した調査研究が急激な

勢いで推進されてきた。　現在では，地球環境研究が環

境研究の大きな部分を占めるようになり，研究体制も整

備されてきた。それに対応して，本総合化事業も「ナビ

ゲーター」および「レビュアー」としての機能の２点を

中心に，事業推進することとした。

　なお，地球環境研究者の組織化の一助として，本セン

ターが企画運営して，毎年開催してきた「地球環境研究

者交流会議」は，平成１２年度をもって中止し，今後，

必要に応じて開催することとした。

８．４．１　ナビゲーター機能

　地球環境の変動は多くの要素が絡み合う複雑なプロセ

スであり，多様な分野の多くの研究者が，国際的にも協

力して対処する必要がある。そのために，国内外の地球

環境研究に携わる研究者の交流・組織化を進め，研究の

方向付けを行うとともに，地球環境研究を分野横断的に

総合化し，行政施策に資する提言を行う。そのために地

球環境研究に関する「リサーチ・オン・リサーチ」を所

内併任者や所外客員研究員の協力を得て実施してきた。

　また，本センターの個々の事業には，それぞれの分野

におけるコアオフィス機能を有する事業が数多くあり，

それぞれの分野における中核的機関となっている。地球

環境モニタリングにおいては，����と���が組織す

る��������	
（世界環境監視システム�水質監視計

画）のわが国のナショナルセンター，あるいはアジア地

域の二酸化炭素フラックス観測ネットワーク

（��������）の事務局として機能する他，各モニタリン

グ事業も，世界的な観測研究ネットワークの主要構成者

となっている。また，データベース関連でも地球環境情

報の図化した下データベース整備機関である

��������	（地球資源情報データベース）の地域セン

ターとしてデータ提供を行っている。なお，炭素循環に

係わる調査研究の世界的な連携体制を構築するために，

����（地球圏・生物圏国際協同研究計画），����（地球

環境変化の人間�社会的側面に関する国際研究計画），

および����（世界気候研究計画）による合同プロジェ

クト「������������	�
�����」が発足し，その国際事

務局が����に設置されることが平成１３年度に合意さ

れた。

　他に，地球環境研究の国際的組織・機関に積極的に組

織構成員として，運営に参加・協力している。特に，

����（地球変動に関する政府間会合）の評価報告書の執

筆者（リードオーサ）として，関連分野において作業を

分担し，貢献している。

８．４．２　レビュアー機能

　多くの人々の地球環境に関する理解を高めるために，

国内外の地球環境研究情報を集約し，知的基盤として整

備を進めている。

　その一つとして，地球環境研究に係わる情報を収集・

データベース化して，広く所内外に最新の地球環境研究

情報を提供するためのシステム整備を行っている。本年

度には，我が国の主要新聞の地球環境に係わる記事の

データベースの構築を進めた。
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　また，情報提供・広報手段として，インターネットで

は「地球環境研究センターホームページ」を整備し，最

新情報を提供している。加えて，当センターの活動紹介

だけではなく，広く地球環境研究の動静を紹介するため

に，毎月，広報誌「地球環境研究センターニュース」を

刊行している。現在，印刷部数は３千部以上に達し，ほ

ぼ国内の地球環境研究関係者全体に，情報が周知される

体制になっている。ほかに，本センターの活動成果を報

告書「����レポート」として刊行している。地球環

境研究の最新の動向を周知させるために，会議の開催や

報告書を随時刊行した。本年度には，京都議定書におけ

る吸収源に関する研究の現状を紹介することを目的とし

て，「陸域生態系の吸収源機能に関する科学的評価につ

いての研究の現状」国際ワークショップを森林総合研究

所と共催したり，環境省等の後援を受け，日本最大の湿

原を擁する釧路市で，「地球温暖化と湿地保全に関する

国際ワークショップ」を開催した。また，���６再開

会合において，京都議定書を実施するために必要な運用

ルールの枠組みを決める「ボン合意」が採択されたが，

特に吸収源について解説した「京都議定書における吸収

源：ボン合意とその政策的含意」を����レポートとし

て緊急出版した。

　なお，広報・普及活動として，子供たちを対象とした

環境の理解を深めるクイズ「環境関心度チェック」を，

１０分野の環境問題について作成している。他に，地球

環境問題に関する基礎的知識から最新の研究成果まで，

電子媒体で動画像などを活用して分かり易く解説するプ

ログラムの開発を進めている。

８．５　その他

８．５．１　組織

　本年度末現在で，地球環境研究センター長（充て職），

総括研究管理官（１名），研究管理官（５名），主任研究

員（２名），主幹，業務係長，交流係長（欠），観測第一

係長及び観測第二係長の体制で業務に当たった。

　また，各事業の推進に際して，当センター職員のほか

に，特別流動研究員，����フェロー，多くの所内併任

者の協力を得ている。

８．５．２　所外協力活動

・「サイエンスキャンプ２００１」のへ参加；若者の自然科

学への理解を深めるために，文部科学省が主催する高校

生の体験宿泊研修として，温室効果ガス等の観測現場で

ある落石岬ステーションで夏休み中に２泊３日で全国か

ら６名の高校生の参加を得て実施した。

・「つくば科学フェスティバル」への参加：つくば市内の

教育機関・研究機関が子供たちに身近な科学的体験をし

てもらう企画であるが，本センターからは，温室効果ガ

スと温暖化についての実験と環境クイズを行った。

・地方団体主催環境関連行事への協力：北海道根室支庁・

根室市教育委員会等が主催する子供の環境月間行事「エ

コスクール」として，根室市内の小学生を対象に，落石

岬ステーションの施設見学と地球温暖化の講義を行っ

た。

・その他：本研究所への見学・視察，および地方公共団

体や産業界等の環境に係わる研修や催事での講演等に積

極的に協力した。
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Ⅸ　研究施設・設備



９．１　運営体制

　本研究所の大型施設等の運営については，大型施設等

運営委員会において管理・運営に係る基本的事項を審議

し，研究部門の主体運営部署を中心とした各施設運営連

絡会と施設課が連携して，専門業者を活用しつつ行って

いる。

９．２　大型研究施設

９．２．１　大気化学実験棟（光化学チャンバー）

　本施設は，大気中の一次汚染物質が光化学的に二次汚

染物質に変質するメカニズムを実験的に研究し，都市域

における光化学スモッグや光化学エアロゾル生成，対流

圏バックグラウンド・成層圏等の大気光化学反応を解明

することを主目的としている。そのための大型実験装置

として光化学チャンバーが設置されている。

　本年度は，地球環境研究および経常研究等が行われ

た。

９．２．２　大気拡散実験棟（風洞）

　本施設は，工場や自動車から排出される大気汚染の移

流，拡散現象をできるだけ現実に即してシミュレートす

るための施設である。本施設は従来の流体力学用風洞の

仕様条件に加えて，温度，速度成層装置，加熱冷却床パ

ネルを備えている点に特徴がある。これらの組み合わせ

により種々の気象条件が再現でき，移流，拡散に最も重

要なパラメータである大気の安定度を調節して自然大気

と相似の条件で大気汚染をシミュレートすることが可能

である。そのための大型施設として大型・中型の風洞が

設置されている。

　本年度は，重点特別研究，地方公害研究所との共同研

究，奨励研究および経常研究等が行われた。

９．２．３　大気汚染質実験棟（エアロドーム）

　本施設は，環境大気の遠隔計測並びに粒子状大気汚染

質の大気中の挙動を研究する施設である。最上部（７・

８階）に設置されている大型レーザーレーダーは大気汚

染質の空間分布を短時間に広範囲にわたって観測するた

めの装置で，コンピュータによって操作，データ処理を

行う。３階には，粒子状汚染質および酸性・酸化性物質

の生成，拡散，消滅の諸過程を研究するエアロゾルチャ

ンバー装置が設置されている。

　本年度は，地球環境研究および経常研究等が行われ

た。

９．２．４　大気共同実験棟（大気フリースペース）

　本施設は，室内実験，フィールド調査などに使用され

る各種計測器の校正試験，および既設の各施設では対応

できない大気関係の研究のために，その必要性に応じ一

定期間の使用に供することを目的とした施設で，各種の

機器の校正に利用された。また，対流圏および成層圏の

オゾン濃度分布の測定を行い，オゾン濃度の変動現象の

解明および長期的な変化を研究するオゾンレーザーレー

ダーが設置されている。

「オゾンレーザーレーダー」

　オゾン観測室に設置されているオゾンレーザーレー

ダーは２台のレーザーと口径１００��および５６��の２

台の望遠鏡を備えており，高度４５��までのオゾンの高

度分布を高い精度で観測することができる。

　本年度は，地球環境研究および地球環境研究センター

による成層圏モニタリングが行われた。

９．２．５　大気モニター棟

　本施設は，大気質の自動測定装置等の精度や安定性の

チェックあるいは相互比較，さらに妨害因子の検討など

を行うための施設である。本施設には，国設大気測定所

などで実際に使用されている機器を中心として７種類の

自動測定器（���，���，��，���，非メタン，���，

ガス状　��，酸性雨化学成分に関する各測定機器）が

設置されている。機器の性能を維持するために，専門技

術者が精度管理を厳しく行っている。また，所内外の研

究者に対して，気象要素（風向，風速，雨量，気圧，日

射量，紫外線放射量，地表温度）や大気質の測定結果の

公開やデータ提供サービスなども行っている。

　本年度は，５研究課題の施設利用申込みと，８件の

データの閲覧申込みがあったほか，環境省の精度管理調

査でも利用された。

９．２．６　ラジオアイソトープ実験棟（��棟）

　本施設は，放射性同位元素を利用することにより環境

中の汚染物質の挙動や，生態系への影響，物質循環の解

明，生物を用いた汚染物質の除去技術の開発等を行って

いる。

　文部科学省より使用承認を受けている核種は２３核種

―�����―

国立環境研究所年報（平成１３年度）



である。本年度には放射線業務従事者は職員，客員，共

同研究員，研究生合わせて３５人であった。また，本施

設を利用して特別研究１課題，地球環境研究総合推進費

による研究３課題，原子力利用研究３課題，文部省科学

研究費補助金による研究１課題，経常研究１５課題が行

われた。

９．２．７　水生生物実験棟（アクアトロン）

　本施設は，水界における汚染物質の挙動および影響を

生態学，生物学，水処理工学等の見知から解明し，汚染

環境を修復するための手法開発の研究を目的とした施設

である。アオコ等の微生物の挙動や水質改善手法等を研

究する目的で淡水マイクロコズム装置，微生物大量培養

装置が設置され，農薬等の汚染物質が水生生物へ与える

影響の評価手法を研究する目的で毒性試験装置が設置さ

れている。

　さらに，水生生物の飼育・培養，系統保存が行える人

工環境室，培養室および自然環境下における生態系の遷

移現象や水質変化を研究するための生物生態実験池が設

けられている。

　本年度に供試された実験水生生物は，大型から小型ま

でおよそ５０種に及んだ。

　本年度は，政策対応型調査・研究，重点特別研究，地

球環境保全試験研究，経常研究等が行われた。

９．２．８　水理実験棟

　本施設は，　水土壌圏の水理現象と水質に関与する物

理・化学・生物学的な諸現象を実験的に解明することを

目的とした施設であり，海洋への炭酸ガス吸収とその循

環機構の解明を目的として海産藻類の無菌的純粋培養を

行う海洋マイクロコズム，地下水汚染研究のための諸モ

デル測定装置，物質循環速度・経路を解明するための安

定同位体比質量分析計と前処理装置が設置されている。

　本年度は，地球環境研究，重点共同研究，経常研究が

行われた。

９．２．９　土壌環境実験棟（ペドトロン）

　本施設は，土壌・底質環境の保全並びに汚染土壌の浄

化に関する研究を行うことを目的とした施設であり，気

温，地温，土壌水分などの制御下で土壌－植物系におけ

る汚染物質の挙動を調べるための土壌環境シミュレー

ター（大型ライシメーター）が設置されている。この装

置には不攪乱土壌が充填されており，現地の土壌構造が

室内に再現されている。本施設には他に，土壌微生物の

培養試験を行うための設備や化学物質研究のための実験

室なども設置されている。

　本年度は，本施設を利用して，地球環境研究総合推進

費による研究，民間受託研究，経常研究，文部科学省科

学研究補助金による研究などが行われた。

９．２．１０　動物実験棟（ズートロン）

　本施設は，環境汚染物質が人の健康に及ぼす影響を，

���������	
�������の立場から，動物を用いて実験的に

研究することを目的とした研究施設である。

　本施設は，特別研究（①空中浮遊粒子（ＰＭ２．５）の

心肺循環器系におよぼす障害機序に関する研究，②環境

中の「ホルモン様化学物質」の生殖・発生影響に関する

研究，③環境中の化学物質総リスク評価のための毒性試

験系の開発に関する研究）の３課題と，さらに経常研究

および奨励研究の多課題に使用された。これらの内容と

して，大気汚染物質，重金属およびその他の環境汚染物

質の生体影響の解明に関する基礎的研究・リスク評価研

究に加えて，地球規模の環境変化としての地球温暖化や

オゾン層の破壊に伴う紫外線の健康影響に関する研究が

含まれている。

「生体用ＮＭＲ装置」

　本装置は実験動物が生きた状態でＮＭＲ計測を行い，

その代謝機能や体内イメージを解析する装置である。内

分泌撹乱化学物質総合対策研究，経常研究，科学技術振

興調整費による研究などに使用された。

９．２．１１　植物実験棟（ファイトトロン）

　本施設は，地球環境問題や自然保護などに関連して，

植物および陸上生態系に及ぼす種々の環境ストレスの影

響について，制御された環境下で研究をすることを目的

とした試験研究施設である。このために，植物群落を対

象とした自然環境シミュレータを始めとして，クリーン

実験室・培養室等からなるバイオテクノロジー施設，

種々の型式・性能の環境調節装置が植物実験棟Ⅰ及びⅡ

に設置されている。また，砂漠化や熱帯林の研究のため

の低温低湿，高温高湿の設定のできるグロースチャン

バーも設置されている。

　本年度は本施設を利用して，地球環境研究，科学技術

―�����―

国立環境研究所年報（平成１３年度）



振興調整費による研究，経常研究などが実施された。

９．２．１２　微生物系統保存棟

　本施設は，微生物が関与する環境汚染・環境浄化の研

究を推進させるために必要な環境微生物培養株を収集，

確保して系統的に保存することおよび研究者の要請に応

じて保存株を株データとともに提供することを目的とし

た施設である。

　本年度の保存株の分譲は，赤潮・水の華形成藻類，汚

染指標藻類，���供試藻類，有毒藻類，炭酸カルシウ

ムの鱗片を有する藻類等多種にわたり，水環境保全研究

および地球環境保全研究に利用された。

　本年度は，寄託株５８種を含めた微細藻類と原生動物

１，１００株について，それらの種名，履歴（産地，採集

者，分離者，採集月日等），株の状態（無菌，単藻等），

培地，培養条件等をパーソナルコンピュータで整理し

た。本施設の保存株を利用して，特別研究，地球環境研

究総合推進費や科学技術振興調整費による研究，経常研

究などが実施された。

９．２．１３　騒音・保健研究棟

　本施設は，環境因子の人体への影響に関して，人を対

象として研究することを目的とした施設である。本施設

を利用し，主として，環境健康研究領域部・分子細胞毒

性研究室，健康指標研究室および疫学・国際保健研究室，

ＰＭ２．５・ＤＥＰ研究プロジェクトの疫学・曝露評価研

究チーム，化学物質環境リスク研究センター・健康リス

ク評価研究室，が以下の研究を実施している。分子毒性

研究室は環境汚染物質の毒性発現機構に関する実験的研

究を，健康指標研究室は健康影響のモニタリング手法の

開発および感受性要因に関する基礎的研究を，疫学・国

際保健研究室は各種疫学調査の準備並びに現地調査の実

施，調査試料の分析，収集資料の整理とデータベースの

作成を行うとともに，各種計算機システムを活用した

データ解析を行っている。疫学・曝露評価研究チームは

微小粒子状物質をはじめとした大気汚染物質の曝露評価

や健康影響評価のための疫学研究など，各種疫学調査の

準備・解析に利用している。さらに，健康リスク評価研

究室は，政策対応型調査・研究のうち，有害性の作用メ

カニズムに基づくバイオアッセイ手法の開発に関する研

究に利用している。

９．２．１４　環境遺伝子工学実験棟

　本施設は，組換え���技術を環境保全に利用するた

めの手法の開発や，遺伝子を組換えた生物の環境中での

挙動や生態系への影響を解明するための基礎的知見を収

集することを目的とした施設である。

　本年度に承認された本研究所における組換え���実

験は３１課題，登録された組換え���実験従事者は１０６

人であった。遺伝子組換えによる環境ストレス耐性の植

物の作成，組換え微生物の水中及び土壌中での挙動の解

明，動物遺伝子のクローニングなどの実験が本施設内で

実施された。

　また，管理区域外の分析機器室にはペプチドシークエ

ンサーや���シークエンサー等の分析機器が設置され

ており，極めて活発に使用された。

９．２．１５　環境ホルモン総合研究棟

　本施設は，内分泌攪乱作用に関する質の高い調査研究

を進めていくための拠点として設置され，２００１年３月

に竣工した。１階は主として水生生物への影響を研究す

るエリアで，淡水魚（とくにメダカ），カエルや巻貝等

への影響研究が行われている。２階は化学部門で，内分

泌攪乱物質の正確な微量分析法や鋭敏で迅速な生物検定

法の開発，さらには環境中での汚染状況の解明，分解処

理技術の開発研究が行われている。４階には健康影響に

関する動物実験を行うエリアと情報センター機能を持つ

エリアがある。また，付属する大型計測機器として，

���（磁 気 共 鳴 イ メ ー ジ ン グ），高 分 解 能���

（８００���），��������（液体クロマトグラフ質量分析

計）が設置されている。

　本年度は，重点研究分野の「内分泌攪乱化学物質のリ

スク評価と管理に関する研究」を中心に研究が行われ

た。

９．２．１６　地球温暖化研究棟

　本施設は，１９９７年の地球温暖化防止京都会議で合意

された温室効果ガスの削減目的達成のため，原因の解明

と評価手法の検証を行うことを目的として建設された研

究施設である。

　国土交通省官庁営繕部の「グリーン庁舎計画指針」に

沿って多くの地球環境保全手法が採用され，本研究棟各

部に取り入れられた様々な手法について，それらが導入

された場合の環境負荷低減効果の定量化とコスト対効果
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の比較などによる技術評価と検証を行うため，継続的な

モニタリングを遂行中である。

　また，温室効果ガス等の気柱全量や鉛直分布のモニタ

リングを行う大気微量成分スペクトル観測室及び二酸化

炭素の吸収・排出源の解明と評価並びに低公害車の評価

などについて最新の実験設備が設置されている。

９．２．１７　共通機器

　本研究所では，大型で高価な分析機器等を共通機器と

して管理・運営し，広く研究者が利用できるようになっ

ている。現在，共通機器として登録されている機器は，

表９．１のとおりである。どの機器も性能を維持するた

めに専門技術者による維持管理業務が行われている。そ

の中でも，［①透過型電子顕微鏡（���）②走査型電子

顕微鏡（���）③超電導磁石核磁気共鳴装置（���）

④ガスクロマトグラフ質量分析計（�����）⑤パー

ジ，アンドトラップガスクロマトグラフ質量分析計（�

＆�������）⑥プラズマ発光分光分析装置�������

（����及び�������）の２機種⑦���質量分析装置（���

－��）⑧元素分析計］は特に分析希望が多い装置であ

る。分析希望試料も難度の高い前処理や分析技術を必要

とするものが多いため，この９装置については，専門技

術者による依頼分析業務を行っている。

　本年度に依頼分析を行った研究テーマは，約３０課題，

約１０，０００検体の分析希望があった。このようにして，

所内約４割の研究者が共通機器を毎年利用しており，環

境にかかわる分野の応用研究や基礎研究に役立つデータ

を提供している。

　なお，本年度に走査型電子顕微鏡（���）に付属し

ている�線分析装置が更新された。
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９．２．１８　情報関連施設

（１）コンピュータシステム

　本年度においては，スーパーコンピュータ及び所内基

幹ネットワーク����������を含む全面的なシステム更

改が行われ，新システムとして，３月１日より稼働し

た。

　新システムの導入に当たっては，さらなる高速演算の

実現（���４�３２の５倍程度以上），利用者プログラム

の継承重視（自動並列化機能（８並列演算）の確保），

主記憶容量の制約からの解放（５１２���システム，

１６���単体演算装置�����），ファイルシステムの効率

化（��������	����
������（���）による高速なファイ

ル共有），センターネットワーク機器等の超高速化

（�������，���：１０００����）との統合）を基本方針と

しており，以下のシステム構成によってこれを実現し

た。

　新システムの主な構成としては，システムの中核をな

すベクトル計算サーバ（６４���，総合演算ピーク性能：

５１２������，主記憶容量：５１２��），米国等で開発され

た数値シミュレーションの計算アルゴリズム（算法）及

びプログラムの実行に適したスカラー計算サーバ

（���：��������６４（８００���）�１６����総合演算性能：

３２������（��������	
�）�主記憶容量：６４��），スカ

ラー計算サーバと同一構成のフロントエンドサーバ及び

これらのサーバから，高速かつ共通に利用可能な共通外

部記憶装置（８��）をファイバチャネルによる���

（��������	����
������）により接続している。また，

膨大な計算結果を格納するためのマイグレーションサー

バ（��������	１６０，８���，１１��）及び大容量テー

プ装置（��������	
���，１００���２）を備えている。

　このほか，地球環境研究において重要となる，現象解

明，影響評価及び予測のための計算結果の可視化を行う

グラフィックスワークステーション，���サーバ，���

サーバ（��������，���������	�
�）等の各サー

バ及び基幹ネットワークスイッチ，サーバにより構成さ

れている。

（２）国立環境研究所ネットワーク

　国立環境研究所ネットワーク（�������）は，当初，

平成３年度にスーパーコンピュータシステムが新規に導

入されたことに伴い，構内情報通信網（ローカルエリア

ネットワーク：���）として，����を基幹ネットワー

クとして構築されたものである。

　その後，各年度ごとに，所外との接続回線（�����）

の 増 強（５１２����，１．５����，６����，１３５����

（���専用サービス）），���サーバ，ファイアウォー

ル，��スイッチ，イントラネット，コンピュータウィ

ルス対策サーバ，非武装地帯（���），個別ウイルス対

策ソフト，常時監視型セキュリティシステム導入，

���メールサーバ等の導入・開発及び汎用��ドメイン取

得等を実施するなど，常にシステムの高度化，多様化に

対応してきたところである。

　本年度においては，基幹ネットワーク機器の更新をコ

ンピュータシステムの更改に含めて実施し，ギガビット

イーサネット（���，１０００����）の超高速ネットワー

クを構築し，３月１日のコンピュータシステムの運用に

先駆けて開始した。

　また，これに先立ち，基幹ネットワークに用いられて

いる光ファイバケーブル（����ネットワーク）につい

て，新ネットワーク機器（���に対応可能）により実

現するよう，光ファイバユニット等の交換工事を実施し

た。さらに，一般の研究室等においても，���ケーブ

ルの敷設を進めるとともに，従来利用していたイーサ

ネットケーブル（イエローケーブル，１０�����５��）

をシステム更改と併せて廃止し，ほぼ１００�������へ

の高速化に移行した。

　なお，所外との接続に関しては，本年度末に，国内の

主要な超高速研究ネットワークに相互接続された「つく

ば���」を筑波研究学園都市内の１０の研究機関と連

携して整備した。

９．２．１９　実験ほ場

　本施設は，植物・動物および土壌生物の環境保全機能

や特性を野外条件下において測定・検証することや，上

記の実験用生物を維持・供給することを目的とした生物

系野外実験施設である。施設は，所内にある構内実験ほ

場と当研究所の西方約４㎞�に所在する別団地ほ場（つく

ば市八幡台３）の２施設により構成される。

　本年度は，重点プロジェクト研究や経常研究などの

２５件の課題が実施された。近年の傾向として，従来の

植物・土壌生物に係わる野外試験・実験生物供給に加え

て，森林・草地といった植生の広域特性測定のための観

測方法検証や野生生物の繁殖実験など，自然環境下での

調査研究方法論の基礎を固める場としての活用も盛んと
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なっている。

９．２．２０　霞ヶ浦臨湖実験施設

　霞ヶ浦臨湖実験施設は本研究所の研究者の共同利用施

設として利用されている。日本の中でも水質汚濁の進行

している霞ヶ浦の湖畔に位置するところから，霞ヶ浦を

対象とした調査や，霞ヶ浦の湖水や生物を利用した各種

の実験研究を行うことにより，湖の汚濁機構の解明，汚

濁した湖の水質回復に関する研究，湖の生態や物質循環

などを明らかにすることを目的として研究が行われてい

る。

　本年度は，重点特別研究「多様な自然環境の保全と持

続可能な利用」，特別研究「湖沼における有機炭素の物

質収支および機能・影響の評価に関する研究」，地球環境

モニタリング経費による��������	
支援事業で

「霞ヶ浦トレンドモニタリング」，文部科学技術省科学研

究費による「湖沼で蓄積する難分解性溶存有機物の動態

とトリハロメタン生成能の評価」，経常研究「天然水系

中における溶存フミン物質に関する研究」等，研究プロ

ジェクトおよび研究領域で多くの研究テーマが本施設を

利用して行われた。

９．２．２１　奥日光環境観測所

　本施設は，森林生態系に及ぼす環境汚染の影響および

環境汚染に対する非汚染地でのバックグラウンド値を長

期にわたって観測することを目的とした実験・観測施設

である。

　本施設は，日光国立公園内の栃木県日光市奥日光に所

在し，観測所と管理棟の２施設により構成されている。

　本年度は，生物圏環境部と大気研究部において下記の

研究テ－マについて実施された。

　干潟・湿地等の保全に資する知見を得ることを目的と

した重点国際共同研究の湿地生態系の参照基準地として

戦場ヶ原で調査を実施した。調査データから湿地生態系

の持つ分解機能等のパラメータを解析した。酸性雨関連

問題としては森林被害地におけるオゾン濃度と比較のた

め，本観測所で測定したオゾン濃度を解析し，また過酸

化水素，有機過酸化物を測定して気象要素や他の環境要

因などと比較し，森林衰退地に対する大気汚染物質の輸

送などに関する知見を得た。

９�２�２２　地球環境モニタリングステーション

　地球環境変化を監視する一環として，人為的な発生源

の直接影響を受けることが少ない沖縄県竹富町波照間島

と北海道根室市落石岬に無人の自動観測ステーションを

設置して，大気中の温室効果ガス等を高精度自動測定

し，ベースライン大気（大気汚染の影響をほとんど無視

できる十分に清浄な空気）の長期的変化を観測している。

　本年度には，つくばにおいて両観測局の稼働状況を監

視するシステムを更新するとともに，観測局の周辺状況

を確認するための遠隔制御���カメラを整備した。

　各ステーションの観測項目は表９．２のとおりである。

（１）地球環境モニタリングステーション－波照間

　本施設は，沖縄県八重山郡竹富町にあり，西表島の南

方約２０��の有人島としては日本最南端である波照間島

の東端に所在している。

　本施設では，ベースライン大気中の温室効果ガスなど

の長期的な変化を観測するために，３９．０ｍの観測塔上

で大気を採取して，温室効果ガスのほか，採気する気団

の起源を推定するための指標因子として，オゾン・粒子

状物質・ラドン・気象要素などを１９９３年秋より観測して

いる。

（２）地球環境モニタリングステーション－落石岬

　本施設は，波照間ステーションに続く第二のステー

ションとして根室半島の付け根にある落石岬の先端部
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表９�２　地上モニタリングステーションの観測項目

落石岬ステーション波照間ステーション観測項目

◎◎二酸化炭素（���）

◎◎メタン（���）

◎◎一酸化二窒素（���）

◎◎オゾン（��）

○○ラドン（��）

－＊フロンガス（����）

○○エアロゾル

－○炭素粒子

－○一酸化炭素／水素

◎◎窒素酸化物（���）

○○硫黄酸化物（���）

◎◎気象要素

◎：すでに観測を実施している項目

○：試運転・調整中の項目

＊：年４回のボトルサンプリング



（海抜５０ｍ）に建設された。

　本施設は，５５．５ｍの観測塔上で大気を採取して，波

照間ステーションと同様に温室効果ガス・指標性ガス・

気象要素を１９９５年秋より観測している。

９．２．２３　陸別成層圏総合観測室

　本施設は，地球環境モニタリングの一環として「北域

成層圏総合モニタリング」を行うための施設であり，北

海道陸別町の町立「りくべつ宇宙地球科学館（銀河の森

天文台）」の一室を名古屋大学太陽地球環境研究所と共

同で借り受け，広帯域ミリ波放射計によるオゾン鉛直分

布の観測，ブリューワー分光計などによる有害紫外線の

観測，レーザーレーダーによる成層圏の気温鉛直分布の

観測を行っている。

９．２．２４　森林炭素循環機能モニタリングサイト

　本施設は，地球環境モニタリングの一環として「北方

林温室効果ガスフラックスモニタリング」を行うための

施設である。観測サイトは北海道内に２ケ所あり，育林

過程の異なる林分で，森林の二酸化炭素の吸収／放出

（フラックス）をはじめとする森林生態系の炭素循環機

能について総合的な観測研究を行っている。

（１）苫小牧フラックスリサーチサイト

��本施設は，林野庁北海道森林管理局との協力事業とし

て，樽前山麓に緩傾斜地（苫小牧市丸山）に所在するカ

ラマツ林（１００��，４０年生）に，森林－大気間の二酸化

炭素・水蒸気フラックスや林内・土壌の微気象の観測シ

ステムや森林機能のリモートセンシング観測システムを

整備し，平成１２年８月より観測した。また，本サイト

はアジア地域のフラックス観測ネットワーク；��������

の基幹拠点として，ネットワークとしての観測手法の開

発・評価，研修などに活用される予定である。

（２）天塩フラックスリサーチサイト

　本施設は，北海道大学北方生物圏フィールド科学セン

ター森林圏ステーション天塩研究林（天塩郡幌延町字問

寒別）に所在する針広混交林（１４��，天然林）で，観

測林が一つの集水域となっている。天塩サイトは，育林

過程により二酸化炭素フラックスを含め森林生態系の物

質循環機能がどのように変遷するのかを長期間観測する

ことを目的としている。そのために，平成１４年冬には

皆伐し，翌１５年度にカラマツ苗を植林する予定である。

観測内容は，苫小牧サイトと同様であり，平成１３年８

月より観測を開始した。

９．２．２５　黒島����受信施設

　本施設は，米国の地球観測衛星����から送られて

くる観測データを受信，処理するためのシステムであ

る。平成５年度の補正予算により日本国内に２セットの

設置が認められ，一方を沖縄県八重山郡黒島の（財）海

中公園センター八重山研究所内に，他方を茨城県つくば

市の国立環境研究所内に設置することとなった。平成７

年１月より黒島受信施設が，平成７年９月よりつくば受

信施設が稼働を開始した。

　����は上空８５０㎞ で極軌道を周回する人工衛星で，

����に搭載されたリモートセンサ�����からは約

２７００㎞ の幅を，地上での分解能１㎞（地上１㎞ 四方が

一点）で，毎日２回観測することができる。（現在

����１２，１４，１５，１６号と４個の衛星が運行している

ので一日につき合計８回，同一地点を観測できる。）

�����は，地上で反射された太陽光や地表面から放射

される熱赤外線などの電磁波（光と熱）を検知して画像

化する。この電磁波信号を解析することにより，地上の

植生分布や海面の水温分布，また雲の分布に関する情報

を得ることができる。広い範囲を高頻度で観測できると

いう�����の特徴は熱帯林の減少や砂漠化など地球的

規模で進行しつつある環境の変化を正確にとらえるうえ

で非常に有効な手段となる。

　黒島，つくばの両受信局でカムチャッカ半島からマ

レー半島までの東アジア地域をカバーしており，現在

����１２号，１４号，１５号および１６号からのこの範囲

の画像を毎日２０枚程度受信処理している。本年度は，

これらの画像をもとに東アジア衛星モザイク画像と地表

面の植生指数分布図の作成，さらに植生指数データを用

いて植生純一次生産量分布の推定を行った。

９．２．２６　研究本館Ⅰ（計測棟）

　環境中の有害物質を高感度，高選択的に検出したり，

環境試料中での有害物質の分布を局所分析などにより調

べること，あるいは，地球温暖化の現象解明や汚染物質

の起源解明などのための元素（炭素，鉛など）の同位体

比を精密に測定することは，環境汚染の状況を把握し汚

染機構を解明したり，環境リスク評価を行う上で重要か

―�����―

国立環境研究所年報（平成１３年度）



つ基本的なことである。研究本館Ⅰ（計測棟）は，この

ような分析・測定を行うための装置（高度な分析機器な

ど）およびそれらを有効に使用するための施設（クリー

ンルームなど）を維持・管理し，必要に応じて高精度の

測定データを提供している。また，一部の機器について

は，新しい分析法を研究・開発するための装置としても

利用されている。

（１）主要機器

　１）同位体測定用誘導結合プラズマ質量分析装置

　　　（���������）

　２）二次イオン質量分析装置（����）

　３）高分解能質量分析装置（����）

　４）原子吸光光度計（���）

　５）大気圧イオン化質量分析装置（������）

　６）レーザーラマン分光分析装置（�����）

（２）主要設備

　１）クリーンルーム

　２）純水製造装置

９．２．２７　研究本館Ⅱ（試料庫）

　環境試料の長期保存並びに試料の保存性に関する研究

のために設立されたものであり，低温室，ディープフ

リーザー室，恒温室，試料準備室，記録室から成り立っ

ている。低温室は－２０℃ の３低温室からなり，大量の

試料の保存が可能である。ディープフリーザー室には３

基の超低温槽と３台の液体窒素ジャーを設置し，超低温

保存（－８５℃，－１１０℃，－１９６℃）の必要な少量の試

料の保存が可能である。＋４℃，＋２０℃ の恒温室は，

それぞれ凍結しない方法による保存に用いる。保存する

試料の前処理は試料準備室で行い，記録室には各室の温

度が表示記録されるとともに，保存試料の情報が記録さ

れている。

　前年度に引き続き魚介類，鳥類，大気粉じん等の環境

試料収集保存した他，母乳の収集保存を推進した。

９．２．２８　研究本館Ⅲ

（１）大型質量分析施設

「フーリエ変換質量分析装置（�����）」

　本装置は，フーリエ変換方式によるイオンサイクロト

ロン共鳴を用いた質量分析装置で，イオントラップは３

テスラの超伝導マグネットを用いている。測定できる質

量範囲は１２－１６，０００���で，分解能は���＝１３１で

１０６以上の高精度・高分解能の質量分析装置である。イ

オン源は��，��レーザーイオン化が使用可能であり，

また�����本体のアナライザセル側にイオン加速レン

ズ系を介して接続されている外部イオン化室を有する。

　以上の機能を有した本装置は，質量数の大きいクラス

ターの測定，同位体の測定，ラジカルの反応測定，イオ

ン反応の測定の研究に用いられる。

　本年度は，定圧から大気圧力領域での���＋���反応

速度に関する研究を行った。

「タンデム質量分析装置（タンデムＭＳ）」

　本装置は，分解能６５，０００の二重収束型質量分析計

（ＭＳ）を２台直列に組み合わせたもので，通常の高分

解能質量分析に加え，第一��で分離・選択されたイオ

ンをさらに第二��で質量分析することによって，正確

かつ詳細な化学構造情報を調べることができる。

　本年度は，エレクトロスプレーイオン化法を用いたタ

ンパク質の��������分析法の高度化に関する各種条

件検討を行い，対象による最適条件の違いや測定の難易

についての情報を蓄積した。

「加速器分析施設」

　本施設は，最大加速電圧５百万ボルトの静電型タンデ

ム加速器を擁する加速器質量分析装置（���），同百十

万ボルトの��������分析装置，並びに���用試料調

製クリーンルームから構成される。���は，質量分析

の原理と高エネルギー粒子の弁別測定技術とを組み合わ

せて，極めて微量にしか存在しない（安定同位体の�

１０���以下）同位体を精度，感度良く測定するためのシ

ステムで，特に炭素１４等の，宇宙線起源の長寿命放射

性同位体をトレーサーとする環境研究に用いられる。　

��������は表面分析，元素分析の手法であり，各種環

境試料中元素の迅速分析や分布の詳細な解析等に威力を

発揮する。���は放射線発生装置であり，放射線防護

の観点から，放射線モニターと連動したインターロック

システムの設置など，様々な工夫が凝らされた施設に

なっている。

　本年度は，国立機関原子力試験研究費「������：加

速器による生体中，環境中微量成分の超高感度追跡手法

の開発」並びに地球一括計上によるサンゴの１４�測定
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を中心に研究を進め，これまでの研究成果を施設レポー

ト��．３としてとりまとめた。

（２）化学物質管理区域

　本施設は強い有害性を有するダイオキシン類などの特

殊有害物質の分析，毒性評価を行うための実験施設であ

る。

　安全な実験環境の確保，かつ区域外への有害物質の漏

出を防ぐため，管理区域内の気圧を大気圧より低くし，

実験用ドラフトや空調の排気口に焼却可能な活性炭フィ

ルター等を設置してガス状，粒子状の有害物質が漏れ出

ることを抑える工夫がなされている。実験排水も，活性

炭処理されたあと，さらに研究所全体の化学排水処理施

設で処理される二重構造になっている。

　さらに区域内で出る実験廃棄物，廃液，使用済み排気

フィルターは，すべて区域内で処理して外部に持ち出さ

ないよう区域内に焼却炉を設置している。

　また区域内利用者は登録制でカードキーで出入を記録

している。

　実験室としては�����室，試料調整室，微生物実験

室，　物性実験室，低温室，水生生物実験室，細胞実験

室，毒性実験室，動物飼育室，マイクロコズム，高温分

解室がある。

　本年度は，「内分泌攪乱化学物質総合対策研究」「ダイ

オキシン類対策高度化研究」を中心に研究が進められ

た。

（３）����・���

　������Ⅱデータ処理運用施設は，平成１４年２月に打

ち上げ予定の環境観測技術衛星�������Ⅱに搭載され

る������Ⅱ（改良型大気周縁赤外分光計Ⅱ型）の観測

データを処理し，データの保存・解析・提供を行うため

の計算機施設である。本年度は，これまでに開発整備し

たソフトウェアの性能試験と，処理アルゴリズムの改訂

作業を実施した。また，データ処理アルゴリズムの改訂

研究の成果を受けて，１９９６年１１月より１９９７年６月に

����（改良型大気周縁赤外分光計）によって観測された

データの再処理作業を当施設において実施した。さら

に，����観測データのプロダクト提供も本施設で行っ

ている。

　また，本年度には，������Ⅱの後継機である�����

（���������	�
�
������������������������������		���；傾斜

軌道衛星搭載太陽掩蔽法フーリエ変換分光計）のデータ

処理アルゴリズム検討用の計算機システムを当施設内に

導入設置し，平成１３年２月より稼働を開始した。

（４）ミリ波測定施設

　本施設は，ミリ波解析室，ミリ波分光器室，ミリ波分

光観器室の３部屋からなっており，ミリ波オゾン分光観

測システム等を使用し，成層圏・中間圏のオゾンが放出

する電波（ミリ波）の回転スペクトルを高い分解能で分

光し，３８��以上の高度領域のオゾン鉛直分布を観測し

ている。本年度は，ほぼ毎日（雨天等，厚い雲のある場

合を除く），高度約３８��～７６��のオゾンの鉛直分布

を２４時間連続的に観測し，良好なデータが得られてい

る。

（５）����受信施設

　本施設は，米国の地球観測衛星����に搭載された

�����センサの衛星データの受信及び解析を行うため

に設置された施設である。����������は，可視域

から赤外線に合計５バンドを受感する多重分光走査セン

サーである。�����は広い地域を高頻度に観測するこ

とができるのでグローバルな環境変化を抽出するのに適

している。本施設は，２つの受信局で構成されており，

国立環境研究所構内に９５年９月，沖縄県黒島の海中公

園センターに９５年１月に設置された。主な構成機器は，

レドーム付き直径１．２ｍの受信パラボナアンテナ，ア

ンテナ制御装置，受信機，���装置，制御及び解析用

���ワークステーションである。受信データの記録に

は，４�����テープ６本を格納できるスタッカー装置

を装備している。つくば局と黒島局をあわせると，カム

チャッカ半島から中国，さらにマレー半島付近まで観測

が可能である。

　本年度は，衛星データの定常的な取得，植生指数分布

図および東アジア衛星モザイク画像の作成を行った。

９．３　共通施設

９．３．１　エネルギー供給施設

　生物系研究室に対するエネルギーの安定した供給と，

理工系研究室の負荷変動の大きい間欠的な需要に応じる

ため，各研究室との密接な連絡をとり，安定したエネル

ギーの供給を行った。

　また，適切な運転管理と計画的な保守管理により，省
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エネルギーに努めた。

　本年度における，エネルギーセンターの施設概要は次

のとおりである。

（１）電気設備

　１）特高受電需要設備　６６，０００�

　　変圧器容量　１０，０００���×２台，

　　　特高受電所　１カ所，　２�３次変電所　２５カ所

　２）自家発電設備

　　非常用ディーゼル発電設備　１，０００���×３台

（２）機械設備

　１）蒸気ボイラー

　　　炉筒煙管式ボイラー（都市ガス使用）

　　　１０���×３台

　　　貫流ボイラー

　　　２���×１台

　２）冷凍機

　　　蒸気二重効用吸収式冷凍機　６００����×４台

９．３．２　廃棄物処理施設

　廃棄物処理施設は，各処理施設と共に順調に稼働し

た。

　本年度における廃棄物処理施設の概要は次のとおりで

ある。

処理能力

　１）一般実験排水処理能力　　　　　３００���

　２）特殊実験排水処理能力　　　　　１００���

　３）一般固体焼却処理能力　　　　　１５０����

　４）特殊固体焼却処理能力　　　　　１００����

９．３．３　工作室

　研究活動に伴い，　ガラス工作室，金工室，　材料工作

室，木工室，溶接室，エレクトロニクス室の各室が利用

され研究機器等の加工，製作が行われた。
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Ⅹ　成果発表一覧

























































































































































































































































資　料



１．独立行政法人国立環境研究所中期計画の概要�
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２．平成１３年度独立行政法人国立環境研究所年度計画の概要�
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３．組織の状況
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４．人員の状況

（１）役員及び常勤職員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成１４年３月３１日）�
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氏　　名職　　　　　名氏　　名職　　　　　名

理事長� 合　志　陽　一

理事（研究担当）� 西　岡　秀　三

理事（企画・総務担当）� 浜　田　康　敬

監事（非常勤）� 冨　浦　　　梓

監事（非常勤）� 大　塚　　　宏

主任研究企画官� 高　木　宏　明

　上席研究官（併）� 大　坪　國　順

　　企画・広報室長� 滝　村　　　朗

　　研究企画官� 安　田　直　人

　　　　〃� 是　澤　裕　二

　　　　〃� 杉　山　健一郎

　　　　〃　　（併）� 田　中　　　敦

　　　　〃　　（併）� 冨　岡　典　子

　　国際室長（併）� 大　坪　國　順

　　国際共同研究官� 清　水　英　幸

　　国際研究協力官� 広　兼　克　憲

総務部長� 斉　藤　照　夫

　　総務課長� 大　西　　　茂

　　　課長補佐� 渡　辺　隆　彦

　　　安全衛生専門官� 工　藤　常　男

　　　総務係長� 吉　成　信　行

　　　総務係員� 小　山　勝　利

　　　車庫長� 阿久津　　　勇

　　　副車庫長� 染　谷　竹　男

　　　厚生係長（併）� 名　取　美保子

　　　厚生係員� 島　田　佳代子

　　　人事係長� 小　林　浩　治

　　　人事係主任� 山　口　和　子

　　　人事係員� 桑　原　　　隆

　　　業務係長� 名　取　美保子

　　　（併）� 成　島　克　子

　　会計課長� 稲　葉　博　士

　　　課長補佐� 木　村　英　雄

　　　会計システム専門官� 成　島　克　子

　　　主査� 小　石　　　元

　　　経理係長� 種　瀬　治　良

　　　経理係員� 望　月　敦　史

　　　　〃� 相　澤　佑　輔

　　　出納係長� 赤　塚　輝　子

　　　出納係員� 杉　山　　　健

　　　契約第一係長� 八　巻　　　順

　　　契約第一係員� 大　石　浩　巳

　　　契約第一係員� 湖　　　昭　英

　　　　　〃� 門　川　貴　明

　　　契約第二係長� 長谷川　　　学

　　　財産管理係員� 佐　藤　恵　介

　　　（併）� 佐々木　寛　寿

　　　（併）� 島　田　佳代子

　　　（併）� 藤　林　啓　介

　　施設課長� 臼　木　民　夫

　　　課長補佐� 佐々木　寛　寿

　　　　〃� 竹　内　　　正

　　　施設整備専門官� 横　山　知　永

　　　管理係長（併）� 糸魚川　　　弘

　　　共通施設係長� 池　田　利　男

　　　営繕係長� 杉　野　政　弘

　　　営繕係主任� 吾　妻　　　洋

　　　主　査� 駒　場　勝　雄

　　　　〃� 土　屋　重　和

　　監査室長（併）� 臼　木　民　夫

　　　監査専門官� 糸魚川　　　弘

　　　主　査（併）� 工　藤　常　男

統括研究官� 森　田　昌　敏

首席研究官� 兜　　　眞　徳

社会環境システム研究領域長� 森　田　恒　幸

　上席研究官� 田　村　正　行

　　環境経済研究室長（併）� 森　田　恒　幸

　　　主任研究員� 青　柳　みどり

　　　　　〃� 日　引　　　聡

　　　　　〃� 亀　山　康　子

　　資源管理研究室長� 森　口　祐　一

　　　主任研究員� 森　　　保　文

　　　　　〃� 寺　園　　　淳

　　環境計画研究室長� 原　沢　英　夫

　　　研　究　員　� 高　橋　　　潔

　　　　　〃� 肱　岡　靖　明

　　情報解析研究室長（併）� 田　村　正　行

　　　主任研究員� 須　賀　伸　介

　　　　　〃� 清　水　　　明

　　　　　〃� 松　永　恒　雄

　　　研　究　員　� 山　野　博　哉

　　統合評価モデル研究室長� 甲斐沼　美紀子

　　　研　究　員� 増　井　利　彦
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　　　研　究　員� 藤　野　純　一

　　主任研究官� 青　木　陽　二

　　　　〃� 乙　間　末　廣

化学環境研究領域長（併）� 森　田　昌　敏

　上席研究官� 藤　井　敏　博

　　計測技術研究室長� 植　弘　崇　嗣

　　　主任研究員� 久　米　　　博

　　　　　〃� 西　川　雅　高

　計測管理研究室長� 田　邊　　　潔

　　主任研究員� 伊　藤　裕　康

　動態化学研究室長� 柴　田　康　行

　　主任研究員� �　刀　正　行

　　　　〃� 瀬　山　春　彦

　　　　〃� 田　中　　　敦

　　研　究　員� 米　田　　　穣

　生態化学研究室長（併）� 森　田　昌　敏

　　主任研究員� 堀　口　敏　宏

　主任研究官� 河　合　崇　欣

　　　〃� 横　内　陽　子

環境健康研究領域長� 遠　山　千　春

　上席研究官� 小　林　隆　弘

　　分子細胞毒性研究室長� 野　原　恵　子

　　　主任研究員� 大　迫　誠一郎

　　　研　究　員� 石　村　隆　太

　　生体防御研究室長� 藤　巻　秀　和

　　　主任研究員� 持　立　克　身

　　　　　〃� 山　元　昭　二

　　　　　〃� 黒　河　佳　香

　　　研　究　員　� 掛　山　正　心

　　健康指標研究室長� 平　野　靖史郎

　　　主任研究員� 佐　藤　雅　彦

　　　研　究　員　� 崔　　　　　星

　　疫学・国際保健研究室長� 小　野　雅　司

　　　主任研究員� 田　村　憲　治

　　　研　究　員　� 新　垣　たずさ

大気圏環境研究領域長� 笹　野　泰　弘

　上席研究官� 中　根　英　昭

　　大気物理研究室長� 神　沢　　　博

　　　主任研究員� 菅　田　誠　治

　　　　　〃� 江　守　正　多

　　　研　究　員　� 野　沢　　　徹

　　　　　〃� 日　暮　明　子

　　大気反応研究室長� 畠　山　史　郎

　　　主任研究員� 酒　巻　史　郎

　　　主任研究員� 高　見　昭　憲

　　　　　〃� 佐　藤　　　圭

　　　研　究　員� 猪　俣　　　敏

　　　　　〃� 谷　本　浩　志

　　遠隔計測研究室長� 杉　本　伸　夫

　　　主任研究員� 松　井　一　郎

　　　研　究　員　� 清　水　　　厚

　　大気動態研究室長（併）� 笹　野　泰　弘

　　　主任研究員� 内　山　政　弘

　　　　　〃� 遠　嶋　康　徳

　　　　　〃� 町　田　敏　暢

　　　研　究　員� 高　橋　善　幸

　　酸性雨研究チーム総合研究官� 佐　竹　研　一

　　　（併）� 畠　山　史　郎

　　　（併）� 高　松　武次郎

　　　（併）� 村　野　健太郎

　　　（併）� 野　原　精　一

　　主任研究官� 村　野　健太郎

水土壌圏環境研究領域長� 渡　辺　正　孝

　上席研究官� 大　坪　國　順

　　水環境質研究室長� 内　山　裕　夫

　　　主任研究員� 冨　岡　典　子

　　土壌環境研究室長� 高　松　武次郎

　　　主任研究員� 向　井　　　哲

　　　　　〃� 林　　　誠　二

　　　　　〃� 村　田　智　吉

　　　研　究　員　� 越　川　昌　美

　　地下環境研究室長� 陶　野　郁　雄

　　　主任研究員� 土　井　妙　子

　　　　　〃� 稲　葉　一　穂

　　湖沼環境研究室長� 今　井　章　雄

　　　主任研究員� 松　重　一　夫

　　海洋環境研究室長� 原　島　　　省

　　　主任研究員� 中　村　泰　男

生物圏環境研究領域長� 渡　邉　　　信

　上席研究官� 畠　山　成　久

　　生態系機構研究室長� 野　原　精　一

　　　主任研究員� 宮　下　　　衛

　　　　　〃� 名　取　俊　樹

　　　　　〃� 佐　竹　　　潔

　　　研　究　員　� 矢　部　　　徹

　　系統・多様性研究室長� 笠　井　文　絵

　　　主任研究員� 広　木　幹　也

　　　　　〃� 上　野　隆　平

　　　　　〃� 河　地　正　伸

氏　　名職　　　　　名氏　　名職　　　　　名
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氏　　名職　　　　　名氏　　名職　　　　　名

　　熱帯生態系保全研究室長� 奥　田　敏　統

　　　主任研究員� 唐　　　艶　鴻

　　分子生態毒性研究室長� 佐　治　　　光

　　　主任研究員� 久　保　明　弘

　　　　　〃� 青　野　光　子

地球温暖化の影響評価と対策効果プロジェ

クトグループ

プロジェクトリーダー（併）� 森　田　恒　幸

　サブリーダー（併）� 井　上　　　元

　　炭素循環研究チーム総合研究官� 野　尻　幸　宏

　　　（併）� 向　井　人　史

　　　（併）� 遠　嶋　康　徳

　　　（併）� 町　田　敏　暢

　　　（併）� 高　橋　善　幸

　　炭素吸収源評価研究チーム総合研究官（併）�山　形　与志樹

　　　（併）� 藤　沼　康　実

　　　（併）� 小　熊　宏　之

　　社会経済・排出モデル研究チーム総合研究官（併）� 甲斐沼　美紀子

　　　（併）� 日　引　　　聡

　　　（併）� 亀　山　康　子

　　　（併）� 増　井　利　彦

　　　（併）� 藤　野　純　一

　　気候モデル研究チーム総合研究官（併）�神　沢　　　博

　　　（併）� 野　沢　　　徹

　　　（併）� 日　暮　明　子

　　影響・適応モデル研究チーム総合研究官（併）�原　沢　英　夫

　　　（併）� 高　橋　　　潔

成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構

解明プロジェクトグループ

プロジェクトリーダー（併）� 笹　野　泰　弘

　　衛星観測研究チーム総合研究官� 中　島　英　彰

　　　主任研究員� 杉　田　考　史

　　　（併）� 神　沢　　　博

　　　（併）� 横　田　達　也

　地上リモートセンシング研究チーム総合研究官（併）� 中　根　英　昭

　オゾン層モデリング研究チーム総合研究官� 今　村　隆　史

　　主任研究員� 秋　吉　英　治

内分泌かく乱化学物質及びダイオキシン類の

リスク評価と管理プロジェクトグループ

プロジェクトリーダー（併）� 森　田　昌　敏

　サブリーダー（併）� 遠　山　千　春

　　計測・生物検定・動態研究チーム総合研究官（併）� 白　石　寛　明

　　　主任研究員� 白　石　不二雄

　　　（併）� 彼　谷　邦　光

　　　（併）� 高　木　博　夫

　　生体機能評価研究チーム総合研究官� 三　森　文　行

　　　主任研究員� 梅　津　豊　司

　　　　　〃� 山　根　一　祐

　　　（併）� 黒　河　佳　香

　　病態生理研究チーム総合研究官� 高　野　裕　久

　　　主任研究員� 石　堂　正　美

　　　　　〃� 今　井　秀　樹

　　健康影響研究チーム総合研究官� 米　元　純　三

　　　主任研究員� 曽　根　秀　子

　　生態影響研究チーム総合研究官（併）� 畠　山　成　久

　　　主任研究員� 高　橋　慎　司

　　　　　〃� 多　田　　　満

　　　（併）� 菅　谷　芳　雄

　　　（併）� 堀　口　敏　宏

　　対策技術チーム総合研究官（併）� 安　原　昭　夫

　　　主任研究員� 橋　本　俊　次

　　　（併）� 伊　藤　裕　康

　　総合化研究チーム総合研究官� 鈴　木　規　之

　　　主任研究員� 櫻　井　健　郎

生物多様性の減少機構の解明と保全プロジ

ェクトグループ

プロジェクトリーダー（併）� 渡　邉　　　信

　サブリーダー� 椿　　　宜　�

　　生物個体群研究チーム総合研究官� 高　村　健　二

　　　主任研究員� 永　田　尚　志

　　侵入生物研究チーム総合研究官� 春　日　清　一

　　　主任研究員� 五　箇　公　一

　　群集動態研究チーム総合研究官� 竹　中　明　夫

　　　研　究　員　� 吉　田　勝　彦

　　多様性機能研究チーム総合研究官� 高　村　典　子

　　　主任研究員� 福　島　路　生

　　分子生態影響評価研究チーム総合研究官（併）� 内　山　裕　夫

　　　主任研究員� 中　嶋　信　美

　　　　　〃� 岩　崎　一　弘

　　　　　〃� 玉　置　雅　紀

　　　（併）� 冨　岡　典　子

東アジアの流域圏における生態系機能の

モデル化と持続可能な環境管理プロジェ

クトグループ

プロジェクトリーダー（併）� 渡　辺　正　孝

　　流域環境管理研究チーム総合研究官� 村　上　正　吾

　　　主任研究員� 徐　　　開　欽

　　　研　究　員　� 亀　山　　　哲

　　　　　〃� 中　山　忠　暢
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氏　　名職　　　　　名氏　　名職　　　　　名

　　　（併）� 林　　　誠　二

　　海域環境管理研究チーム総合研究官� 木　幡　邦　男

　　　主任研究員� 越　川　　　海

　　　　　〃� 牧　　　秀　明

　　衛星データ解析チーム総合研究官（併）� 田　村　正　行

　　　（併）� 松　永　恒　雄

　　　（併）� 山　野　博　哉

大気中微小粒子状物質���２．５�・ディーゼル

　排気粒子�����等の大気中粒子状物質の動

　態解明と影響評価プロジェクトグループ

プロジェクトリーダー� 若　松　伸　司

　サブリーダー（併）� 小　林　隆　弘

　　交通公害防止研究チーム総合研究官（併）� 森　口　祐　一

　　　主任研究員� 近　藤　美　則

　　　研　究　員　� 松　橋　啓　介

　　　（併）� 田　邊　　　潔

　　都市大気保全研究チーム総合研究官（併）� 若　松　伸　司

　　　主任研究員� 上　原　　　清

　　　（併）� 酒　巻　史　郎

　　　（併）� 菅　田　誠　治

　　エアロゾル測定研究チーム総合研究官� 福　山　　　力

　　　（併）� 内　山　政　弘

　　　（併）� 西　川　雅　高

　　疫学・曝露評価研究チーム総合研究官� 新　田　裕　史

　　　（併）� 小　野　雅　司

　　　（併）� 田　村　憲　治

　　毒性・影響評価研究チーム総合研究官（併）� 高　野　裕　久

　　　主任研究員� 鈴　木　　　明

　　　　　〃� 古　山　昭　子

　　主任研究官� 松　本　幸　雄

循環型社会形成推進・廃棄物研究センター長� 酒　井　伸　一

　　　研究調整官（併）� 是　澤　裕　二

　　循環型社会形成システム研究室長（併）�森　口　祐　一

　　　研　究　員　� 加　河　茂　美

　　　　　〃� 橋　本　征　二

　　　（併）� 寺　園　　　淳

　　　（併）� 森　　　保　文

　　循環技術システム研究開発室長� 後　藤　純　雄

　　　研　究　員　� 中　島　大　介

　　　　　〃� 田　崎　智　宏

　　適正処理技術研究開発室長（併）� 井　上　雄　三

　　　主任研究員� 西　村　和　之

　　　研　究　員　� 倉　持　秀　敏

　　最終処分技術研究開発室長� 井　上　雄　三

　　　主任研究員� 山　田　正　人

　　　主任研究員� ������　�����

　　　研　究　員� 石　垣　智　基

　　循環資源・廃棄物試験評価研究室長� 安　原　昭　夫

　　　主任研究員� 鈴　木　　　茂

　　　　　〃� 野　馬　幸　生

　　　　　〃� 山　本　貴　士

　　　（併）� 橋　本　俊　次

　　有害廃棄物管理研究室長（併）� 酒　井　伸　一

　　　主任研究員� 大　迫　政　浩

　　　　　〃� 貴　田　晶　子

　　　研　究　員� 滝　上　英　孝

　　　（併）� 鈴　木　規　之

　　バイオエコエンジニアリング研究室長� 稲　森　悠　平

　　　主任研究員� 水　落　元　之

　　　研　究　員� 板　山　朋　聡

　　　　　〃� 岩　見　徳　雄

化学物質環境リスク研究センター長� 中　杉　修　身

　　曝露評価研究室長� 白　石　寛　明

　　健康リスク評価研究室長� 青　木　康　展

　　　主任研究員� 松　本　　　理

　　生態リスク評価研究室長（併）� 中　杉　修　身

　　　主任研究員� 菅　谷　芳　雄

　　　（併）� 兜　　　眞　徳

　　　（併）� 鈴　木　規　之

　　　（併）� 後　藤　純　雄

　　　（併）� 平　野　靖史郎

環境情報センター長� 松　井　佳　巳

　　情報管理室長� 阿　部　重　信

　　　室長補佐� 桑　原　伸　充

　　　情報システム専門官（併）� 佐々木　寛　寿

　　　連絡調整係長（併）� 工　藤　常　男

　　　電算機係長（併）� 阿　部　裕　明

　　　電算機係員� 井　原　啓　太

　　　ネットワーク係長� 阿　部　裕　明

　　　機関情報係員（併）� 藤　林　啓　介

　　情報整備室長� 白　井　邦　彦

　　　環境データ専門官� 田　崎　昭　男

　　　情報企画係員� 藤　林　啓　介

　　　データベース整備係長� 宮　下　七　重

　　　情報提供係長� 松　井　文　子

　　研究情報室長� 竹　内　久　智

　　　学術情報専門官� 古　田　早　苗

　　　研究情報係長（併）� 古　田　早　苗

　　　文献調査係長（併）� 古　田　早　苗

　　　図書資料係長� 猪　爪　京　子



任期付研究員等

（ア）「一般職の任期付研究員の採用，給与及び勤務時間の特例に関する法律」（平成９年６月施行）

　　　による任期付任用制度に基づく任用者数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

（イ）外国人の任用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

�
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氏　　名職　　　　　名氏　　名職　　　　　名

　　出版普及係長� 木　村　幸　子

環境研究基盤技術ラボラトリー長� 彼　谷　邦　光

　　環境分析化学研究室長（併）� 彼　谷　邦　光

　　　主任研究員� 佐　野　友　春

　　　　　〃� 高　木　博　夫

　　　（併）� 柴　田　康　行

　　　（併）� 西　川　雅　高

　　　（併）� 伊　藤　裕　康

　　環境生物資源研究室長（併）� 笠　井　文　絵

　　　主任研究員� 志　村　純　子

　　　　　〃� 戸　部　和　夫

　　　（併）� 菅　谷　芳　雄

　　　（併）� 高　橋　慎　司

　　　（併）� 河　地　正　伸

地球環境研究センター長（理事充て職）� 西　岡　秀　三

総括研究管理官� 井　上　　　元

　　研究管理官� 藤　沼　康　実

　　　　〃� 横　田　達　也

　　　　〃� 向　井　人　史

　　　　〃� 山　形　与志樹

　　主任研究員� 一ノ瀬　俊　明

　　　　〃� 小　熊　宏　之

　　主　幹� 高　田　雅　之

　　業務係長� 川　村　和　江

　　観測第一係員� 長　濱　　　強

　　観測第二係員� 井　上　哲　也

　　（併）� 田　村　正　行

　　（併）� 原　沢　英　夫

　　（併）� 森　口　祐　一

　　（併）� 甲斐沼　美紀子

　　（併）� 河　合　崇　欣

　　（併）� 小　野　雅　司

　　（併）� 中　根　英　昭

　　（併）� 神　沢　　　博

　　（併）� 遠　嶋　康　徳

　　（併）� 町　田　敏　暢

　　（併）� 松　重　一　夫

　　（併）� 奥　田　敏　統

　　（併）� 野　尻　幸　宏

　　（併）� 中　島　英　彰

　　（併）� 阿　部　重　信

　　１３　　１２　　１１平成１０年　　　度

５招 へ い 型 任 用 者 数

１１１３若 手 育 成 型 任 用 者 数

　　１３　　１２　　１１　　１０　　９　　８　　７平成６年　　度

２１１任用者数



　　（２）流動研究員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成１４年３月３０日）
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所　　　　　属区　　　分氏　　　名
環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト����フェロー鑪　迫　典　久
環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト����フェロー����������	

生物多様性減少機構研究プロジェクト����フェロー辻　　　宣　行
循環型社会形成推進・廃棄物研究センター����フェロー松　永　充　史
化学物質環境リスク研究センター����フェロー天　沼　喜美子
社会環境システム研究領域����ポスドクフェロー横　田　匡　紀
化学環境研究領域����ポスドクフェロー森　　　育　子
大気圏環境研究領域����ポスドクフェロー永　島　達　也
水土壌圏環境研究領域����ポスドクフェロー沈　　　水　龍
生物圏環境研究領域����ポスドクフェロー田　辺　雄　彦
成層圏オゾン層変動研究プロジェクト����ポスドクフェロー長　濱　智　生
成層圏オゾン層変動研究プロジェクト����ポスドクフェロー林　　　寛　生
成層圏オゾン層変動研究プロジェクト����ポスドクフェロー���������	


環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト����ポスドクフェロー磯　部　友　彦
環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト����ポスドクフェロー川　口　真以子
環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト����ポスドクフェロー田　中　順　子
環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト����ポスドクフェロー早　川　洋　一
環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト����ポスドクフェロー西　川　智　浩
環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト����ポスドクフェロー鎌　田　　　亮
環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト����ポスドクフェロー�　澤　嘉　一
環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト����ポスドクフェロー崔　　　宰　源
環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト����ポスドクフェロー北　村　公　義
環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト����ポスドクフェロー村　澤　香　織
環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト����ポスドクフェロー南　齋　規　介
環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト����ポスドクフェロー中　宮　邦　近
生物多様性研究プロジェクト����ポスドクフェロー加　藤　秀　男
流域圏環境管理研究プロジェクト����ポスドクフェロー王　　　勤　学
流域圏環境管理研究プロジェクト����ポスドクフェロー陳　　　　　晋
��２．５・���研究プロジェクト����ポスドクフェロー長谷川　就　一
��２．５・���研究プロジェクト����ポスドクフェロー戸　田　典　子
循環型社会形成推進・廃棄物研究センター����ポスドクフェロー金　　　容　珍
循環型社会形成推進・廃棄物研究センター����ポスドクフェロー江　副　優　香
循環型社会形成推進・廃棄物研究センター����ポスドクフェロー大河内　由美子
循環型社会形成推進・廃棄物研究センター����ポスドクフェロー毛　利　紫　乃
循環型社会形成推進・廃棄物研究センター����ポスドクフェロー松　井　康　弘
循環型社会形成推進・廃棄物研究センター����ポスドクフェロー川　畑　隆　常
地球環境研究センター����ポスドクフェロー渡　辺　幸　一
地球環境研究センター����ポスドクフェロー梁　　　乃　申
地球環境研究センター����ポスドクフェロー鳥　山　　　敦
地球環境研究センター����ポスドクフェロー朴　　　贊　鳳
地球環境研究センター����ポスドクフェロー田　中　博　春
社会環境システム研究領域����アシスタントフェロー島　崎　彦　人
水土壌圏環境研究領域����アシスタントフェロー永　井　孝　志
生物圏環境研究領域����アシスタントフェロー岩　木　博　之
地球温暖化研究プロジェクト����アシスタントフェロー石　井　　　敦
環境ホルモン・ダイオキシン類研究プロジェクト����アシスタントフェロー柳　澤　利　枝
環境研究基盤技術ラボラトリー����リサーチアシスタント久　保　拓　也



（３）客員研究員等の状況

①　客員研究員　　　　　　　　３１１名

　　　　国立大学　　　　　　　１４８名

　　　　公立大学　　　　　　　　１６名

　　　　私立大学　　　　　　　　４９名

　　　　国立研究機関　　　　　　１３名

　　　　地方公害研究所　　　　　５５名

　　　　公益法人　　　　　　　　１２名

　　　　民間企業　　　　　　　　　５名

　　　　その他　　　　　　　　　　４名

　　　　外国人　　　　　　　　　　９名

②　共同研究員　　　　　　　　　７８名（内４３名フェロー）

　　　　国立大学　　　　　　　　　３名

　　　　私立大学　　　　　　　　　１名

　　　　地方公害研究所　　　　　　１名

　　　　公益法人　　　　　　　　　４名

　　　　民間企業　　　　　　　　１８名

　　　　その他　　　　　　　　　　３名

　　　　外国人　　　　　　　　　４８名（内４３名フェロー）

③　研究生　　　　　　　　　　　８１名

　　　　国立大学　　　　　　　　５１名

　　　　公立大学　　　　　　　　　１名

　　　　私立大学　　　　　　　　２１名

　　　　外国人　　　　　　　　　　８名

客員研究員等合計　　　　　　　４６９名
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５．収入及び支出の状況
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国立環境研究所年報（平成１３年度）

（単位：円）

差　　　額支　出　額収　入　額区　　　　　　　　　　分

５４７，８７３，５８９８，７０２，２４０，４１１９，２５０，１１４，０００運営費交付金収入

０１３６，４０６，０００１３６，４０６，０００施設整備費補助金収入

０３，０９５，１７７，００１３，０９５，１７７，００１政府受託収入

０２，０５９，４１１，０００２，０５９，４１１，０００（競争的資金等）

０１，３０９，３０２，０００１，３０９，３０２，０００　　　環境研究総合推進費

０２５１，２５３，０００２５１，２５３，０００　　　地球環境保全等試験研究費

０１３８，２１１，０００１３８，２１１，０００　　　環境技術開発等推進事業費

０１０，９９９，０００１０，９９９，０００　　　廃棄物処理施設科学研究費（間接経費のみ）

０２９１，２４３，０００２９１，２４３，０００　　　科学技術振興調整費

０７，９８４，０００７，９８４，０００　　　海洋開発及地球科学技術調査研究促進費

０５０，４１９，０００５０，４１９，０００　　　原子力試験研究費

０１，０３５，７６６，００１１，０３５，７６６，００１（業務委託）

０９９３，３４６，００１９９３，３４６，００１　　　環境省

０４２，４２０，０００４２，４２０，０００　　　国土交通省

０５２，２１３，０００５２，２１３，０００特別研究員等受入経費収入

０２，７１７，１５５２，７１７，１５５研修生等受入経費収入

１１，７１４，７０４１６，６２７，２９６２８，３４２，０００民間受託収入

０４，００９，６２７４，００９，６２７環境標準試料等分譲事業収入

４，２００，００００４，２００，０００民間寄附金収入

５，１８６，５６３６９７，６９０５，８８４，２５３事業外収入

５６８，９７４，８５６１２，０１０，０８８，１８０１２，５７９，０６３，０３６合　　　　　計

※事業外収入に未収還付消費税（１７１，６８４，０４０円）を除く。



６．施設の整備状況一覧

（平成１４年３月３１日現在）
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国立環境研究所年報（平成１３年度）

竣　工　年　月
建物面積（��）

構　　　造施　　　設　　　名
延面積建面積

Ⅰ期昭和４９年３月竣工１１，６３３５，５４０��－３研究本館Ⅰ（研究Ⅰ棟，研究Ⅱ棟）

Ⅱ期昭和５２年５月竣工

Ⅰ期昭和５４年１１月竣工　５，６６４２，４０５��－３研究本館Ⅱ（共同利用棟，共同研究棟）

Ⅱ期昭和５７年２月竣工

平成７年８月竣工４，０７７１，０６８��－４研究本館Ⅲ

Ⅰ期昭和４９年５月竣工１，１４４６９７��－２管理棟

Ⅱ期昭和５４年１月竣工

昭和５１年１０月竣工７２３７２３��－１大気化学実験棟（スモッグチャンバー）

昭和５３年３月竣工２，３２９７４１��－２，地下－１大気拡散実験棟（風洞）

昭和５４年４月竣工１，３２１１７６���－８大気汚染質実験棟（エアロドーム）

昭和５３年３月竣工８１８１��－１大気モニター棟

昭和５８年１２月竣工９８６４４３��－３大気共同実験棟（フリースペース）

昭和５３年３月竣工１，５８０９７４��－３ラジオアイソトープ実験棟

Ⅰ期昭和５１年１０月竣工２，５３５１，３８４��－３，��－２水生生物実験棟（アクアトロン）

Ⅱ期昭和５５年１１月竣工

Ⅰ期昭和５１年１０月竣工１，１６７１，１６７�－１水理実験棟

Ⅱ期昭和５５年１１月竣工

Ⅰ期昭和５１年３月竣工５，１８５１，３７９���－７動物実験棟Ⅰ（ズートロンⅠ）

Ⅱ期昭和５１年１０月竣工

（中動物棟含む）

昭和５５年５月竣工１，８６２９３４��－３動物実験棟Ⅱ（ズートロンⅡ）

昭和５３年２月竣工１，９３１６３７��－３土壌環境実験棟（ペドトロン）

昭和５０年１２月竣工３，３４８１，３９２��－３植物実験棟Ⅰ（ファイトトロンⅠ）

昭和５６年７月竣工３，７２１１，２４２��－４，地下－１植物実験棟Ⅱ・騒音保健研究棟

Ⅰ期昭和５２年１１月竣工実験ほ場（本構内）

Ⅱ期昭和５７年３月竣工

４１４３７３　　管理棟

５７６５７６　　温室３棟

５，６００　　ほ場

Ⅰ期昭和５２年１１月竣工実験ほ場（別団地）

Ⅱ期昭和５７年３月竣工

Ⅱ期昭和５７年３月竣工２１４１７９��－２　　管理棟

７，０００　　ほ場１１面

昭和５４年１０月竣工１５，０００生物生態園

昭和４９年１０月竣工１８９１５８��－２工作棟

昭和５５年１１月竣工８２８２�－１危険物倉庫

昭和４９年１０月竣工３，１０１２，５９０��－２エネルギーセンター

（昭和５１年一部増築）

昭和４９年１０月竣工特殊実験廃水処理能力廃棄物処理施設Ⅰ

　　　　１００��／日

昭和５４年２月竣工一般実験廃水処理能力廃棄物処理施設Ⅱ

平成７年３月更新　　　　３００��／日
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国立環境研究所年報（平成１３年度）

竣　工　年　月
建物面積（��）

構　　　造施　　　設　　　名
延面積建面積

昭和５８年１月竣工８０１３５５��－２微生物系統保存棟

平成１３年３月竣工５，２４５１，７４６��－４環境ホルモン総合研究棟

平成１３年３月竣工５，４４７１，８８３��－３地球温暖化研究棟

昭和５８年３月竣工霞ヶ浦臨湖実験施設

１，７４８１，０４５��－２　　実験管理棟

９１３９１３��－１　　用廃水処理施設

２８６２８６��－１　　附属施設

奥日光環境観測所

昭和６１年１０月竣工１８９１２１��－２　　管理棟

昭和６３年３月竣工１９８１９８��－１　　実験棟

昭和６３年３月竣工８８��－１　　観測棟

平成４年３月竣工建／延面積１６０．７���観測棟：��－１地球環境モニタリングステーション－波照間

平成４年３月竣工観測塔：自立型鉄骨造
　　　　�３９．０ｍ

平成６年３月竣工建／延面積８３．４���
観測棟：アルミパネル
　　　　構造１階建地球環境モニタリングステーション－落石岬

平成６年３月竣工観測塔：支線型鉄骨造
　　　　�５５．５ｍ

平成７年１月竣工受信アンテナ塔：
　自立型鉄骨造���１３．０�ｍ

黒島����受信施設

平成５年６月竣工１，６２７７３７��－３環境遺伝子工学実験棟

平成９年３月竣工５２４５２４��－１特高受電需要設備棟



―�����―

国立環境研究所年報（平成１３年度）

国
立
環
境
研
究
所
施
設
配
置
図



―�����―

国立環境研究所年報（平成１３年度）



―�����―

国立環境研究所年報（平成１３年度）



―�����―

国立環境研究所年報（平成１３年度）



―�����―

国立環境研究所年報（平成１３年度）



７．研究に関する業務の状況

（１）外部評価委員会構成員　　　　　　　　　　平成１４年３月現在
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国立環境研究所年報（平成１３年度）

所属及び役職氏　　名

関西学院大学総合政策学部教授天　野　明　弘

東京大学大学院新領域創成科学研究科教授石　　　弘　之

東京大学大学院新領域創成科学研究科教授磯　部　雅　彦

北里学園常任理事井　村　伸　正

名古屋大学大学院工学研究科教授井　村　秀　文

九州大学大学院理学研究科教授巖　佐　　　庸

京都大学大学院工学研究科教授内　山　巌　雄

筑波大学生物科学系教授鎌　田　　　博

群馬大学医学部教授鈴　木　庄　亮

国連大学副学長鈴　木　基　之

東北工業大学客員教授須　藤　隆　一

東京大学気候システム研究センター教授住　　　明　正

京都大学大学院工学研究科教授武　田　信　生

京都大学大学院農学研究科教授武　田　博　清

東北工業大学教授田　中　正　之

北海道大学大学院地球環境科学研究科教授角　皆　静　男

東京大学名誉教授富　永　　　健

広島大学大学院生物圏科学研究科教授中　根　周　歩

（社）海外環境協力センター顧問橋　本　道　夫

北海道大学大学院工学研究科教授眞　柄　泰　基

静岡県立大学名誉教授松　下　秀　鶴

大阪大学大学院工学研究科教授盛　岡　　　通

東京大学生産技術研究所教授安　井　　　至

長崎大学環境科学部教授山　崎　素　直



（２）共同研究等の状況

（注）１　一つの契約であっても，複数の種類の機関と共同研究を行っている場合は，それぞれ該当する機関の欄に�

　　　　計上する。（複数あり）

　　　２　「国立大学」には，大学共同利用機関を含む。

　　　３　「特殊法人等」は特殊法人及び認可法人。

　　　４　国際共同研究は，二国間政府間協定に基づいて実施されているものと，研究所間協定に基づいて実施されて

　　　　いるものの合計

�
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国立環境研究所年報（平成１３年度）

共　　同　　研　　究　　等　　の　　件　　数　　　　　　　　　　区　分

年　度　　　　　　　　　　

計国　外国　　　　　　　　　　内

その他
　地方

民　間
企　業

公　益
法　人

特殊法
人等　

公・私
立大学

国　立
大　学国　研

１２７９０１１８４７４３共　同　研　究１３

４９２３２４２受　託　研　究

１６２１１１９１７３１８４委　託　研　究

３３８９０１４４０２３７３１８８４５合　　　　　計



（３）平成１３年度地方環境研究所等との共同研究

　内訳：２３機関　４３課題（新規１１，継続３２）
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国立環境研究所年報（平成１３年度）

新規
継続国環研担当課　題　名地環研機関名

継続社会環境システム研究領域リモートセンシングによる湿原環境モニタリ
ング手法の研究

北海道環境科学研究センター

新規流域圏環境管理研究プロジェクト北海道釧路川流域を対象とした流域内の水収
支モデルの開発

新規環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクトバイオアッセイを用いた水環境試料中の環境ホ
ルモン作用のモニタリングとそのリスク評価

岩手県環境保健研究センター

継続化学環境研究領域，環境ホルモン・ダイオキ
シン研究プロジェクト

環境汚染化学物質であるダイオキシン類の分
析法に関する研究

宮城県保健環境センター

新規化学環境研究領域環境中のダイオキシン類の分析方法に関する
研究

山形県環境保全センター

継続化学環境研究領域，環境ホルモン・ダイオキ
シン研究プロジェクト

環境中におけるダイオキシン類の分析法に関
する研究

栃木県保健環境センター

継続循環型社会形成推進・廃棄物研究センター沿岸域の水環境の保全・回復に資する底質改
善対策に関する研究

東京都環境科学研究所

継続化学環境研究領域ダイオキシン類分析方法に関する研究

継続��２．５・���研究プロジェクト，化学環境研
究領域，社会環境システム研究領域

自動車からの大気汚染物質発生量推定と大気
環境質に及ぼす影響評価に関する研究

継続生物圏環境研究領域化学物質が水生生物に及ぼす影響の評価手法
に関する研究

新規化学環境研究領域有害大気汚染物質の精度管理に関する研究
新規化学環境研究領域大気中の有害化学物質の動態解明川崎市公害研究所
継続化学環境研究領域ダイオキシン類分析の迅速化に関する研究新潟県保健環境科学研究所

新規化学環境研究領域，社会環境研究領域水環境における農薬の動態予測および暴露評
価システムの構築に関する研究

継続循環型社会形成推進・廃棄物研究センター生物・物理・化学的処理を用いた水質浄化石川県保健環境センター

継続循環型社会形成推進・廃棄物研究センター有害物質藻類産生ミクロキスチンの生分解機
構と水質改善に関する研究

福井県環境科学センター

継続
化学物質環境リスク研究センター，化学環境
研究領域，循環型社会形成推進・廃棄物研究
センター

環境試料中のダイオキシン類の分析法に関す
る研究

長野県衛生公害研究所

継続化学物質環境リスク研究センター，環境ホル
モン・ダイオキシン研究プロジェクト

廃棄物埋立処分に起因する有害物質による環
境影響評価に関する研究

継続化学環境研究領域山岳地域におけるハロゲン化メチルの動態に
関する研究

継続大気圏環境研究領域山岳地域における酸性および酸化性物質の輸
送と沈着過程に関する研究

継続生物圏環境研究領域車軸藻の絶滅・絶滅危惧種の保護と自然界へ
の復元に関する研究

新規地球環境研究センター山風が都市ヒートアイランドに及ぼす影響に
関する研究

長野県自然保護研究所

継続化学環境研究領域，環境ホルモン・ダイオキ
シン研究プロジェクト

環境中におけるダイオキシン類の分布に関す
る調査研究

岐阜県保健環境研究所

継続化学環境研究領域農耕地周辺の地下水に含まれる微量成分の濃
度実態と溶脱機構に関する研究

継続循環型社会形成推進・廃棄物研究センター焼却処理におけるダイオキシン類発生量予測
指標に関する研究

継続化学環境研究領域地下水の要監視項目による汚染実態の解明静岡県環境衛生科学研究所

新規環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクトエストロゲン様物質塩素置換体の内分泌攪乱
作用発現機作の解明に関する研究

継続生物多様性研究プロジェクト微生物分解を用いた汚染環境修復に関する研
究

名古屋市環境科学研究所

継続環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェク
ト

廃棄物埋め立て処分に起因する外因性内分泌
攪乱物質による環境影響評価に関する研究

京都府保健環境研究所

継続化学環境研究領域，環境ホルモン・ダイオキ
シン研究プロジェクト，社会環境研究領域

水環境における農薬の動態予測および暴露評
価システムの構築に関する研究

大阪市立環境科学研究所

継続��２．５・���研究プロジェクト道路沿道の局地���高濃度汚染とその対策
に関する研究

兵庫県立公害研究所

継続水土壌圏環境研究領域山林域における水質形成と汚濁負荷流出過程
に関する研究

新規流域圏環境管理研究プロジェクト瀬戸内海沿岸の環境浄化能・汚濁蓄積特性の
解明に関する研究
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国立環境研究所年報（平成１３年度）

新規
継続国環研担当課　題　名地環研機関名

新規��２．５・���研究プロジェクト，大気圏環境
研究領域

西日本及び日本海側を中心とした地域におけ
る光化学オキシダント濃度等の経年変動に関
する研究

島根県衛生公害研究所

新規循環型社会形成推進・廃棄物研究センター有毒アオコ増殖因子の窒素・リン除去による
藻類由来毒性物質産生能の低下に関する研究

岡山県環境保健センター

継続水土壌圏環境研究領域湖沼における難分解性有機物質の発生原因と
影響評価に関する研究

福岡県保健環境研究所

継続大気圏環境研究領域大気汚染物質濃度の経年変化の解明
継続化学環境研究領域畑地周辺水域の酸性化が及ぼす環境リスクの

低減化に関する研究
継続社会環境システム研究領域リモートセンシング情報の特徴抽出による環

境モニタリング
継続国際室・地球環境研究センター宝満山モミ自然林の衰退に関する研究�調査

１０年後における衰退状況の変化�
継続大気圏環境研究領域九州南部（奄美大島・鹿児島等）地域におけ

る酸性、酸化性物質等の動態の解析に関する
研究

鹿児島県環境保健センター

継続大気圏環境研究領域辺戸岬地上観測施設における環境酸性化物質
の物質収支に関する研究

沖縄県衛生環境研究所



（４）国立環境研究所における研究成果の評価

　独立行政法人化を機に研究の再構成を行い，各研究の評価を以下のような方針で行っている。

１．経常研究

　　経常研究費による研究であるので，各領域長が各領域等に原籍を持つ研究者の研究について，それぞれの裁量で実

施する。

２．奨励研究

　　基盤的な研究及び長期的なモニタリング等が必要な研究について，毎年所内で公募し，内部の研究推進委員会にお

いて事前評価を行い採択課題を選定。研究成果については，同様に事後評価を実施。

　　本年度は，平成１２年度終了課題の事後評価を１３年６月に，１３年度終了課題の事後評価を１４年２月に，１４年度実

施課題の事前評価を３月に行った。

３．特別研究

　・重点研究分野（重点特別研究プロジェクト及び政策対応型調査研究を除く）における所内公募プロジェクト型研究

応募課題について，内部の事前評価により外部の委員からなる研究評価委員会にかける課題を選定し，研究評価委

員会で事前評価を実施。

　・内部評価及び外部評価の結果を総合的に判断して，採択課題を決定。

　・期間２年以上の研究については，毎年内部の年度評価を実施。また，研究の終了時には，終了年度の翌年度に内部

評価及び外部評価による評価を実施し，その結果概要を公表。

　・本年度は，移行期として例外的に，４月に外部評価による１１年度終了課題の事後評価，１０月に内部評価による１２

年度終了課題の事後評価，１２月に外部評価による１２年度終了課題の事後評価，３月に内部評価による１４年度実施

課題の事前評価を行った。

４．重点特別研究プロジェクト及び政策対応型調査・研究

　・事前評価（助言）

　　　平成１３年４月の研究評価委員会において，各プロジェクトの研究計画の説明を行い，助言を受けた。

　・年度評価（助言）

　　　毎年度の研究成果と翌年度の研究計画について，内部評価委員会（３月）及び研究評価委員会（４月）に報告し，

助言を受ける。ただし，第２年度終了時については，中間評価とする。

　・終了時評価

　　　各プロジェクトの研究成果について，内部評価（３月）及び研究評価委員会による評価（４月）を実施し，その

結果概要を公表する。
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（５）国際交流及び研究協力等

　１）国際会議（国立環境研究所主催・共催の主な国際会議）

　２）国際共同研究（二国間環境保護協力協定，科学技術協力協定等に基づき実施されている国際共同研究）

注：担当部等は直近の協定会合開催時のもので，旧組織名で示されている場合がある。
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開催期間場　所開催地国　際　会　議　名

１３．８．３０　�早稲田大学国際
会議場井深大記
念ホール

東京・新宿陸域生態系の吸収源機能に関する科学的評価についての研究の現状

１３．９．２０�２１釧路市観光国際
交流センター

北海道・釧路地球温暖化と湿地保全に関する国際ワークショップ

１３．１１．２０�２４国立環境研究所茨城・つくば����７�����������	
�����
	�����	����
�������������	�
��������
　�����������	�
����
�������

１４．２．１１�１５つくば国際会議
場

茨城・つくば������������	
����
�	���
������	
���������
　����������	
��
����
�����
�������
�������������	���
��
����

　���������	
��������
����������
������

１４．２．１８�１９国連大学東京・渋谷��������	
��������
�������
��������
　���������	
���
�	���
����������

１４．３．２１�２４国立環境研究所茨城・つくば第１０回　シベリアシンポジウム

担当部等相手先研究機関名等課　題　名国　　名

地球環境研究グループテネシー大学微生物を活用する汚染土壌の浄化技術の開発アメリカ合衆国

地球環境研究グループ米国海洋大気局地球規模ベースライン大気中温室効果ガスの高精度測定

地域環境研究グループ米国環境保健研究所地域社会の罹患率に及ぼす気候変化と環境劣化による健康
影響の研究

地域環境研究グループアラスカ大学森林伐採が湖沼生態系に及ぼす影響

生物圏環境部スミソニアン研究所湿地生態系における生物多様性と栄養塩循環への人為影響
評価

生物圏環境部デューク大学ファイトトロン研究ネットワークの構築

環境健康部国立環境評価センター�
（���）

粒子状物質の測定法の標準化および健康影響に関する研究

大気圏環境部デンバー大学����による大気微量物質鉛直分布観測ネットワークのフ
イージビリティーに関する研究

環境ホルモン・ダイオキ
シン研究プロジェクト

ケンブリッジ大学�����������	分光法の開発とその環境健康問題への適用イ ギ リ ス

環境健康研究領域ロウェット研究所ヒトにおける微量元素及び金属結合タンパクの代謝に及ぼ
す環境汚染の影響

生物圏環境研究領域陸水生態研究所藻類及び原生動物

化学環境研究領域オックスフォード大学加速器質量分析法とクロマトグラフィーの結合による放射
性核種測定方法の高度化に関する共同研究

環境研究基盤技術ラボ
ラトリー

ダンディー大学日英の水域に発生する糸状整藻類オッシラトリア及びノス
トックの新規有毒物質の化学構造と生体影響

水土壌圏環境研究領域ワーヴック大学メタン酸化細菌の分子生物学及び生態学に関する研究

化学環境部，地域環境
研究グループ

西オーストラリア海洋
研究所

海洋環境中の微量元素の生物地球化学的研究オーストラリア

大気圏環境部，地球環
境研究センター

�����地球環境モニタリングに関する研究協力

生物圏環境部ニューサウスウエール
ズ大学

微生物多様性（特にシアノバクテリア）の総合データベー
スの構築

地球環境研究グループ海洋科学研究所�北太平洋における大気・海水間の二酸化炭素交換の研究カ ナ ダ

化学環境部大気環境局�極の日の出時（ポーラーサンライズ）における北極大気
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担当部等相手先研究機関名等課　題　名国　　名

化学環境部ブリティッシュコロン
ビア大学�

北太平洋海域における化学物質の動態解明カ ナ ダ

環境健康部ウェスタン・オンタリオ
大学

遺伝子工学を用いた環境汚染物質の生体影響評価手法の開�
発に関する研究

水土壌圏環境研究領域海洋研究所定期航路船舶を利用した汚染に関する研究韓 国

化学環境研究領域海洋研究所定期航路船舶を利用した残留性有械汚染物質（����）の
長距離移動についての研究

大気圏環境研究領域韓国科学技術研究院環
境研究センター

東アジアにおける大気中の酸性・酸化性物質の航空機・地
上観測

社会環境システム研究
領域

国立慶北大学校景観評価の国際比較〈日本列島と朝鮮半島を例として）

循環型社会形成推進・廃
棄物研究センター

国立環境研究院有害藻類の発生現況モニタリングと窒素，リン除去対策に
関する研究

大気圏環境研究領域国立環境研究院北東アジアにおける大気汚染物質の長距離輸送と酸性沈着
の観測に関する研究

環境健康研究領域国立環境研究院環境性疾患の予防及び管理に関する研究

環境健康部カロリンスカ研究所人間活動の増大に伴う重金属暴露の健康リスク評価スウェーデン

地域環境研究グループウプサラ細胞毒性研究所��������系を用いたリスクアセスメント手法の開発

環境健康部バルセロナ自治大学�環境汚染の生理学的影響の評価手法の開発ス ペ イ ン

大気圏環境研究領域景観・生態学研究所酸性・環境汚染物質による生態系の汚染と影響に関する研究チ ェ コ

社会環境システム研究
領域

景観・生態学研究所景観認識に関する研究

地域環境研究グループ環境科学研究院�中国の国情に合う排水処理プロセスの開発に関する研究中 国

地域環境研究グループ環境工程研究所�精華大学中国の国情に合う高効率低コスト新排水高度処理技術の開
発に関する研究

地域環境研究グループ中国科学院沈陽応用生
態研究所

中国の国情に合う土塊浄化法を組み込んだ生活排水高度処
理システム開発に関する研究

地域環境研究グループ中日友好環境保全セン
ター

環境標準試料の作製と評価

大気圏環境部中日友好環境保全セン
ター

乾性降下物の現状調査及び測定方法の確定

水土壌圏環境部国家海洋局，青島海洋
大学

東海特定海区河川経由環境負荷がその生態系に与える影響

環境健康部北京医科大学・環境医学
研究所

重金属による人の健康影響に関する日中共同研究

水土壌圏環境部中国環境科学院中国大湖流域のバイオ・エコエンジニアリング導入による
水環境修復技術開発に関する研究

地域環境研究グループ日中友好環境保全セン
ター

ダイオキシンの汚染状況の解明等に関する調査研究

地域環境研究グループ国家環境保護総局，�同
済大学

生活汚水処理過程で発生する地球温暖化ガスの抑制技術の
開発に関する研究

地域環境研究グループ貴州省環境保護科学研
究所

貴州省紅楓湖，百花湖流域における生態工学を導入した富
栄養化抑制技術の開発に関する研究

循環型社会形成推進・廃
棄物研究センター

ヴッパータール気候環
境エネルギー研究所

総物質収支に関する日独比較研究ド イ ツ

国際室カールスルーエ核研究
センター

閉鎖性水域における富栄養化に関する研究

地球環境研究グループアルフレッド・ウェゲ
ナー研究所

大気微量気体の衛星観測（�����プロジェクト）
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担当部等相手先研究機関名等課　題　名国　　名

循環型社会形成推進・廃
棄物研究センター

ドイツ連邦環境庁固形廃棄物処理に関するワークショップド イ ツ

環境ホルモン・ダイオキ
シン研究プロジェクト

シュツットガルト大学内分泌攪乱化学物質（環境ホルモン）の評価法に関する研究

地球環境研究グループノルウェー大気研究所成層圏オゾン層観測データの解析に関する研究ノルウェー

地球環境研究センター����アーレンデール地球環境データベース

地球環境研究グループ����・マリー／ピエー
ルキュリー大学

衛星からのオゾン層観測フ ラ ン ス

地域環境研究グループアーマントゥルーソー
病院

大気汚染物質による肺障害評価

生物圏環境部パスツール研究所シアノバクテリアの化学分類及び分子系統に関する研究

生物圏環境部ピカルデイー大学植物の環境適応機構の分子生物学的研究

化学環境部ピエール＆マリー・
キューリー大学

環境大気およびフレーム中の中間生成体に関する研究

生物圏環境部カーン大学大西洋及び太平洋域における微細藻類の多様性に関する研究

地域環境研究グループ国立保健医学研究所環境汚染物質の毒性発現におけるホルモン調節

地域環境研究グループ育種馴化研究所植物の大気環境ストレス耐性の分子機構に関する研究ポーランド

環境健康部労働・環境健康研究所大気汚染物質による健康リスク評価手法の確立

化学環境研究領域湖沼学研究所（地球化
学研究所，太平洋海洋
研究所），陸水学研究所

パイカル国際生態学研究センターにおける国際共同研究ロ シ ア

地球環境研究センター凍土研究所凍土地帯からのメタン発生量の共同観測

地球環境研究センター微生物研究所湿地からのメタン放出のモデル化に関する共同研究

地球環境研究センター中央大気観測所シベリアにおける温室効果気体の航空機観測

大気圏環境研究領域太陽地球物理学研究所シベリア領域における����等による大気微量物質に関す
る研究

地球環境研究センターヤクーツク生物学研究
所，永久凍土研究所，
太平洋海洋研究所

シベリアにおける永久凍土地域における環境変動とその温
暖化への影響

地球環境研究センター大気光学研究所シベリアにおける温室効果ガスの高度分布観測



　３）国際研究協力協定等

　　　注：協定締結時点の旧組織名で示されている場合がある。
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日本国環境庁国立環境研究所及び中華人民共和国上海交通大学との間の湖沼水質改善バイオ・エコ技術の国際共
同研究の推進に関する取決め（２０００：日本語及び中国語を正文）

日本国環境庁国立環境研究所と中国科学院地理科学与資源研究所「環境資源関連分野における国際共同研究に
関する総括協議書」

日本国環境庁国立環境研究所と中国吉林省環境保護研究所との「湿地生態系の管理についての共同研究」に関
する覚書
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国立環境研究所年報（平成１３年度）
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４）外国人研究者一覧（流動研究員を除く）

　①招へい外国人研究者

　②客員研究員

　③共同研究員
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国立環境研究所年報（平成１３年度）

期　　間研　　究　　課　　題受入先氏　　　　　名国　　名

１３．１０．１５～１４．１．１４日本における高度廃棄物処理・処分技術のイ
ンドへの適用性の検討

山田　正人���������	�
���イ ン ド

１３．１２．１２～１４．３．１１化学プロセス及びフレーム中の中間生成体に
関する研究

藤井　敏博馬　万紅（���������	）中 国

１４．３．０１～１４．３．３１アジア域における二酸化炭素の動態に関する
研究

向井　人史周　凌晞（��������	
��）

１４．３．０１～１４．３．３１化学輸送モデルを用いたオゾンの輸送過程に
関する研究

秋吉　英治周　立波（��������	�）

１４．３．２５～１４．３．３１廃棄物ライフサイクル管理とリサイクル方策
に関する研究

森口　祐一楊　建新（������������）

期　　間研　　究　　課　　題受入先氏　　　　　名国　　名

１３．８．１　～１４．３．３１韓国の二酸化炭素排出モデルの開発森田　恒幸丁　太庸（��������	
��）韓 国

１３．６．２５～１４．３．３１生態工学を活用した高度化技術構築の基礎と
なる微小動物の探索と定着化活用システムの
開発

稲森　悠平丁　国際（��������	�）中 国

１３．６．２５～１４．３．３１生活排水，湖水の浄化後の汚泥残渣の効果的
処理技術の開発

稲森　悠平楊　瑜芳（�����������）

１３．６．２５～１４．３．３１水生植物を活用した資源循環型水浄化システ
ムの開発

稲森　悠平李　先寧（�����������）

１３．７．０５～１４．３．３１球座標系における地球大気流体の数値差分解
析方法の開発

井上　　元余　偉明（���������	
）

１３．７．１６～１４．３．３１砂漠化の評価�モニタリングのための指標抽
出に関する研究

清水　英幸邱　国玉（����������）

１３．５．２２～１４．３．３１��������	
摩周湖ベースラインモニタリ
ング

藤沼　康実張　強斌（����������	��）

１３．７．１６～１４．３．３１�温室効果気体のフラックスモデル�ＣＯ�，
ＣＨ�などのフラックスを評価するための数
値モデルの開発

井上　　元��������	
������ロ シ ア

期　　間研　　究　　課　　題受入先氏　　　　　名国　　名

１３．３．２９～１４．３．２８環境汚染のタイムカプセル樹木入皮を用いる
環境汚染史解明に関する研究

佐竹　研一���������	
����イ ギ リ ス

１２．４．１　～１４．３．３１２�３�７�８�四塩化ジベンゾパラジオキシン
のヒト生殖細胞に及ぼす影響

米元　純三����������	��イ ン ド

１２．５．１５～１４．２．１４ダイオキシン類の生成反応と毒性指標に関す
る計算機科学

藤井　敏博�����������	�
���

１２．５．２３～１４．３．３１環境産業のマクロ経済的効果に関するモデル
分析

森田　恒幸�����������

１２．１０．１　～１４．３．３１活性汚泥法における非成長エネルギー消費メ
カニズムによる剰余汚泥生産の最小化に関す
る研究

稲森　悠平����������	�
���������

１３．４．１　～１４．３．３１�������放出抑制のための土壌活用処理手
法の運転操作・管理条件の確立化に関する研
究

稲森　悠平���������		

１４．１．７　～１４．３．３１アジア太平洋地域における環境イノベーショ
ン戦略のためのモデル，データベース，及び
フレームワークの開発

甲斐沼美紀子���������	
�
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国立環境研究所年報（平成１３年度）

期　　間研　　究　　課　　題受入先氏　　　　　名国　　名

１４．２．１５～１４．３．３１オゾン感受性シロイヌナズナ突然変異体を用
いたオゾン耐性遺伝子の単離と解析

久保　明弘���������	�
���イ ン ド

１２．４．４　～１４．１．２０環境試料におけるヒ素化合物の形態分析平野靖史郎����������	
オーストラリア

１３．８．１５～１３．９．２４マルチスケール，マルチソースのリモートセ
ンシングデータを結合した環境研究のための
改良型土地利用マッピング及び土地利用変化
検出分析

山形与志樹���������	
�	����������

１２．１０．１　～１４．２．２５エネルギー・マテリアルフロー分析を用いた
経済活動による地球環境負荷モデルの構築と
応用

森口　祐一����������	
�
�オ ラ ン ダ

１３．８．６　～１３．１２．１森林吸収アカウンティング方式の事例解析評価山形与志樹�����������	�
���	��������カ ナ ダ

１１．１０．１０　～１３．９．２変異原物質検出用遺伝子導入ゼブラフィッ
シュの開発

青木　康展李　在晟（�����������	
）韓 国

１１．１１．１　～１３．１０．２９微生物固定化法を導入した下水処理プロセス
における���放出及び窒素除去の特性

稲森　悠平金　正淑（��������	
����）

１３．２．２７～１４．３．３１水圏モデル生態系としてのマイクロコズムを
用いた各種農薬の影響評価

稲森　悠平魏　晟旭（��������	�
）

１３．３．１　～１４．２．２８廃棄物管理における有害化学物質のサブスタ
ンスフロー及びマテリアルフローに関する研
究

井上　雄三梁　鎮宇（���������	

）

１３．３．２０～１４．３．１９湖水中の溶存有機物の特性評価今井　章雄金　庸�桓（��������	
���）

１３．７．１９～１４．３．３１焼却灰の無害化�安定化における洗浄技術大迫　政浩鄭　承美（�����������	）

１３．１０．４　～１４．３．３１富栄養酸性雨の水質・底質への影響とその計
測手法に関する研究

佐竹　研一梁　�材（��������	���）

１３．７．２　～１４．３．３１産業部門からの温室効果ガス排出の精度管理清水　英幸������カンボジア

１１．７．１　～１３．６．３０陸面における炭素交換過程のモデル化神沢　　博張　佳華（����������	�）中 国

１２．２．１　～１４．１．３１重金属及び重金属化合物の発がんメカニズム
の解明

曽根　秀子賈　光（���������）

１２．３．１　～１４．２．２８中国における気温・降水量が土壌水分及び生
物生産に与える影響

渡辺　正孝
　

楊　永輝（�����������	）

１２．４．１　～１４．２．２８ヒト肺動脈血管内皮組織モデルの構築持立　克身白　禹詩（���������）

１３．２．１　～１４．３．３１富栄養化が水圏生態系における有害藻類の増
殖および気候変動気体の代謝に及ぼす影響に
関する研究

稲森　悠平孫　麗偉（���������）

１３．３．１　～１４．３．３１多元素・化学形態分析法の開発ならびに生物，
医学，環境試料への応用

柴田　康行鄭　建（��������	�）

１３．３．１　～１３．６．９高濃度���に対する作物の生理特性清水　英幸陳　素英（��������	�
）

１３．３．１　～１４．３．３１中国遼河三角州における土地利用変化過程と
駆動因子に関する研究

田村　正行楊　翠芬（��������	
�）

１３．４．１　～１４．３．３１��４，���放出抑制のための水生植物等を
活用した処理手法の運転操作・管理条件の確
立化に関する研究

稲森　悠平桂　萍（��������）

１３．４．１　～１４．３．３１長江経由の環境負荷予測に関する国際研究渡辺　正孝張　継群（��������	
�）

１３．４．１　～１４．３．３１ダケカンバの衰退とオゾン等環境要因との関
係の解析

清水　英幸馮　延文（�����������）

１３．６．１１　～１４．３．３１東アジア流域圏における生態系機能のモデル
化と持続可能な環境管理プロジェクト

田村　正行陳　晋（��������）

１３．７．９　～１４．３．３１チベット高原草原生態系における生物気象環
境に関する研究

唐　　艶鴻古　松（�������）

１３．７．１０　～１４．３．３１青海草原における個葉の光合成に及ぼす温度
と紫外線の複合影響に関する研究

唐　　艶鴻崔　驍勇（����������	
）

１３．７．１６～１４．３．３１砂漠化の植生指標に関する研究戸部　和夫高　永（��������）

１３．７．２７～１４．３．３１中国における砂漠化対策技術の評価に関する
研究

清水　英幸鄭　元潤（��������	�
��）



　④研究生
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国立環境研究所年報（平成１３年度）

期　　間研　　究　　課　　題受入先氏　　　　　名国　　名

１３．８．７　～１３．１２．６ライダーおよび光学的計測手法による黄砂輸
送の研究

杉本　伸夫陳　岩（��������）中 国

１３．８．１７～１４．３．３１中国における���の有効性と持続的発展へ
の効果に関する国際交流研究

甲斐沼美紀子楊　宏�偉（����������	
�）

１４．１．１７～１４．３．３１炭化水素の光化学畠山　史郎斉　斌（������）

１１．７．１　～１３．６．３０バクテリアー殺藻類剤による有毒アオコの選
択的制御と毒素ミクロシスチンの無毒化に関
する研究

渡邉　　信����������	��ド イ ツ

１１．１０．１５～１３．９．３０芳香族炭化水素の大気中での光酸化反応に関
する研究

今村　隆史��������	�
�

１１．１０．１　～１３．９．３０環境中のヒ素の化学形態分析法の開発，改良
と環境試料の分析，ヒ素の動態解明

柴田　康行��������������	
����バ ン グ ラ
ディッシュ

１３．１０．１５～１４．３．３１光化学ラグランジアンモデルと気球観測デー
タを用いた極域成層圏化学に関する研究

中島　英彰����������	
�
���フ ラ ン ス

１３．４．１　～１４．３．３１有機硫黄化合物の光酸化反応に関する研究畠山　史郎����������	
�����	��ルーマニア

１３．４．２　～１４．３．３１森林モデルの開発井上　　元��������	�
�
���������	��
����

ロ シ ア

１３．５．２２～１４．３．３１光化学モデルを用いたオゾン層破壊の解明中根　英昭���������	
�������

１３．７．１６～１４．３．３１������Ⅱ検証実験に用いる観測機器および観
測手法に関する比較調査

中島　英彰����������	
�������

１４．２．２５～１４．３．３１移行経済期におけるロシアの政策が国際環境
協力協定に及ぼした影響の分析／ロシアにお
ける所有権に関する急激な変化が，その環境
思索に及ぼす影響／東欧における私有化の倫
理的側面分析

西岡　秀三���������	
�
�

期　　間研　　究　　課　　題受入先氏　　　　　名国　　名

１３．６．２６～１４．３．３１リモートセンシングによる霞ヶ浦の水質計測田村　正行���������	
�������イ ン ド

１３．１２．２７～１４．３．３１����＆������Ⅱデータによるエアロゾル特
性の導出と������Ⅱデータによる二酸化炭素
混合比の導出研究

横田　達也金　倫載（���������	
）韓 国

１３．１１．６　～１４．３．３１ディーゼル排気が肺の抗原提示機能に及ぼす
影響

小林　隆弘����������	
�
スリランカ

１３．６．１２～１４．３．３１分子生物学的手法および伝統的手法を用いた
��������	
����
	�	の分類系統解析

渡邉　　信���������	
���
���タ イ

１３．６．１２～１４．３．３１極渦崩壊後の極域�中緯度の混合過程中根　英昭邪　嘉馬�華（���������）中 国

１３．６．１２～１４．３．３１�����������属の構成糖に及ぼす環境要因に
関する研究

稲森　悠平姜　瑞英（���������	���）

１３．７．１７～１４．３．３１中国における地球温暖化農業影響モデルの開発森田　恒幸游　松財（���������	
）

１４．１．２８～１４．３．３１環境ホルモンの胎児期曝露が神経行動学的指
標に与える影響に関する研究

今井　秀樹許　暁彬（����������）
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国立環境研究所年報（平成１３年度）

期　　間内　　　　容依　頼　元所　　　　属氏　　名派遣国名

１３．９．１０～
１３．９．１６

��������	��
��������
���		����
������������	��“����������	
���	
���

����������	
����
����������������
���������������	
�����������	
�����
���������	��
�����”�出席

日本エヌ�ユー�エ
ス（株）

流域圏環境管理研究プ
ロジェクト

木幡　邦男アイスランド

１３．４．８～
１３．４．１３

����化学品������排出量推計方
法に関するタスクフォース（第２回）
出席

環境省総合環境政策
局

環境ホルモン・ダイオキ
シン研究プロジェクト

鈴木　規之ア メ リ カ

１３．１１．８～
１３．１１．１８

２１����������	
�������������
��
出席及び衛星同期観測実験参加

（財）資源・環境観測
解析センター

社会環境システム研究
領域

松永　恒雄

１４．１．１３～
１４．１．２０

２１����������	
��	����������
���
出席及び衛星同期観測実験参加

（財）資源・環境観測
解析センター

社会環境システム研究
領域

松永　恒雄

１３．１０．１４～
１３．１０．１９

「������第１５回 ���������������	��
�
���������������	
」出席

（社）国際環境研究協
会

理事西岡　秀三

１３．９．２３～
１３．１０．１

第１８回����総会（地球環境問題に
関する状況調査）出席

（財）地球・人間環境
フォーラム

社会環境システム研究
領域

原沢　英夫イ ギ リ ス

１３．１０．１０～
１３．１０．２０

インドネシア環境管理センタープロ
ジェクトフェーズ２短期調査員

国際協力事業団水土壌圏環境研究領域大坪　國順インドネシア

１４．３．１７～
１４．３．２３

インドネシア環境管理センタープロ
ジェクトフェーズ２短期実施協議調
査員

国際協力事業団水土壌圏環境研究領域大坪　國順

１３．１０．１３～
１３．１０．２１

チェルノブイリ原子力発電所に係る
影響低減技術基礎調査等

（財）原子力安全研究
協会

水土壌圏環境研究領域冨岡　典子ウクライナ

１４．３．２１～
１４．４．１８

エジプト・環境モニタリング研修セン
ター・短期専門家（大気汚染物質の拡
散理論とモニタリング地点の選定技
術）

国際協力事業団��２．５・���研究プロ
ジェクト

上原　　清エ ジ プ ト

１４．１．１５～
１４．１．１９

���主催の次期���������	
����コア
ミッションである��������	�（雲�
放射観測ミッション）内容調整

宇宙開発事業団大気圏環境研究領域杉本　伸夫オ ラ ン ダ

１３．１０．２８～
１３．１１．４

「環境残留性及び長距離移動性の評価
のためのマルチメディアモデルの活
用 に 関 す る���������ワ ー ク
ショップ」及び「����化学品グ
ループ�����排出量推計方法に関す
るタスクフォース（第３回）�出席

環境省環境政策局環
境保健部

環境ホルモン・ダイオキ
シン研究プロジェクト

鈴木　規之カ ナ ダ

１３．１２．１１～
１３．１２．１２

日中韓三カ国環境大臣会合提案課題
中国北西部生態系修復に関する第２
回専門家会合出席

環境省地球環境局国際共同研究官清水　英幸韓 国

１３．１０．２４～
１３．１０．２６

日韓共同研修「水環境改善」コース
調査団（統括）

国際協力事業団循環型社会形成推進・廃
棄物研究センター

稲森　悠平

１３．１０．２２～
１３．１０．２６

日韓共同研修「水環境改善」コース
調査団（技術指導）

国際協力事業団循環型社会形成推進・廃
棄物研究センター

水落　元之

１３．１１．２７～
１３．１２．１

東アジア酸性雨モニタリングネット
ワーク推進事業に係る韓国ミッショ
ン参加

（財）日本環境衛生セ
ンター酸性雨研究セ
ンター

��２．５・���研究プロ
ジェクト

福山　　力

１４．２．５～
１４．２．８

東アジア酸性雨モニタリングネット
ワーク推進事業に係る韓国ミッショ
ン参加（技術的指導等）

（財）日本環境衛生セ
ンター酸性雨研究セ
ンター

��２．５・���研究プロ
ジェクト

福山　　力

１３．１１．１４～
１３．１１．１６

����������	
���
�������

���������	
��
�������������	�
�����出席

（財）地球環境戦略研
究機関

理事西岡　秀三

１３．６．１０～
１３．６．１３

平成１３年度日中韓環境産業円卓会議
出席

（社）海外環境協力セ
ンター

理事西岡　秀三

１３．６．１０～
１３．６．１２

平成１３年度日中韓環境産業円卓会議
出席

（社）海外環境協力セ
ンター

社会環境システム研究
領域

森田　恒幸

１３．１１．６～
１３．１１．９

�����化学品グループ第１３回����
初期評価会合������１３�出席

イー�アンド�イー
ソリューションズ
（株）

化学物質環境リスク研
究センター

菅谷　芳雄ス イ ス
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国立環境研究所年報（平成１３年度）

期　　間内　　　　容依　頼　元所　　　　属氏　　名派遣国名

１３．１０．２８～
１３．１１．２

���主催の次期���������	
����コア
ミッション選考会議出席

宇宙開発事業団大気圏環境研究領域杉本　伸夫ス ペ イ ン

１３．９．３０～
１３．１０．６

第６回日台「国立公園管理・運営」セ
ミナー出席

（財）国立公園協会生物圏環境研究領域名取　俊樹台 湾

１３．９．１０～
１３．９．２８

日中友好環境保全センターフェーズ
Ⅱ・短期専門家（黄砂等砂塵嵐による
大気汚染調査研究）

国際協力事業団化学環境研究領域西川　雅高中　 　 国

１４．２．２１～
１４．３．１２

日中友好環境保全センターフェーズ
Ⅱ・短期専門家（環境観測技術）

国際協力事業団化学環境研究領域西川　雅高

１３．１０．２９～
１３．１１．２

太湖水環境修復モデル・短期専門家
（浄化槽システム）

国際協力事業団循環型社会形成推進・廃
棄物研究センター

稲森　悠平

１３．１１．５～
１３．１１．１３

日中友好環境保全センターフェーズ
Ⅱ・短期専門家（ダイオキシン前処
理）

国際協力事業団化学環境研究領域伊藤　裕康

１３．１２．５～
１３．１２．１８

日中友好環境保全センターフェーズ
Ⅱ・短期専門家（レーザーライダーを
利用した黄砂研究）

国際協力事業団大気圏環境研究領域杉本　伸夫

１３．７．２０～
１３．７．３０

公害健康被害補償予防協会健康被害
予防事業「中国における大気汚染に
よる健康影響調査」に係る研究打ち
合わせおよび現地調査

（社）環境情報科学セ
ンター

環境健康研究領域小野　雅司

１４．１．１３～
１４．１．１６

公害健康被害補償予防協会健康被害
予防事業「中国における大気汚染に
よる健康影響調査」に係る研究打ち
合わせ

（社）環境情報科学セ
ンター

環境健康研究領域小野　雅司

１３．７．２４～
１３．７．３０

公害健康被害補償予防協会健康被害
予防事業「中国における大気汚染に
よる健康影響調査」に係る研究打ち
合わせおよび現地調査

（社）環境情報科学セ
ンター

��２．５・���研究プロ
ジェクト

新田　裕史

１４．１．１３～
１４．１．１６

公害健康被害補償予防協会健康被害
予防事業「中国における大気汚染に
よる健康影響調査」に係る研究打ち
合わせ

（社）環境情報科学セ
ンター

��２．５・���研究プロ
ジェクト

新田　裕史

１３．１２．１５～
１３．１２．２３

チリ環境センター終了時評価調査団
員（大気汚染管理）

国際協力事業団化学環境研究領域植弘　崇嗣チ リ

１４．１．７～
１４．２．７

チリ国環境センター・短期専門家（有
機塩素化合物分析）

国際協力事業団環境ホルモン・ダイオキ
シン研究プロジェクト

高澤　嘉一

１３．７．１５～
１３．７．２９

気候変動枠組条約第６回締約国会議
再開会合出席

環境省地球環境局地球温暖化研究石井　　敦ド イ ツ

１３．７．２３～
１３．７．２９

気候変動枠組条約第６回締約国会議
再開会合出席

環境省地球環境局社会環境システム研究
領域

川島　康子

１４．３．１２～
１４．３．１６

環境試料タイムカプセル化事業先進
国実態調査

環境省総合環境政策
局

企画・広報室田中　　敦

１４．３．１０～
１４．３．２１

欧州における���の現状把握等に関
する調査

公害健康被害補償予
防協会

��２．５・���研究プロ
ジェクト

松橋　啓介ド イ ツ
フ ラ ン ス
オ ラ ン ダ

１４．１．２０～
１４．１．２７

生物多様性条約・科学上及び技術上の
助言に関する補助機関専門家会合

環境省自然環境局生物多様性研究椿　　宜高フィンランド

１４．３．１８～
１４．３．３０

ブラジル生活排水の処理技術（生活
排水の処理技術）在外技術研修講師

国際協力事業団循環型社会形成推進・廃
棄物研究センター

水落　元之ブ ラ ジ ル

１３．１０．７～
１３．１０．１３

����������廃棄物抑制パフォー
マンス指標ワークショップ及び
����������廃棄物抑制�リサイ
クル��会合出席

環境省地球環境局社会環境システム研究
領域

森口　祐一フ ラ ン ス

１３．６．２６～
１３．７．１

����化学品グループ第１２回����
初期評価会合������１２�出席

環境省総合環境政策
局

化学物質環境リスク研
究センター

菅谷　芳雄

１４．３．２６～
１４．３．２８

�����化学品グループ第１４回����
初期評価会合������１４�出席

イー�アンド�イー
ソリューションズ
（株）

化学物質環境リスク研
究センター

菅谷　芳雄
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国立環境研究所年報（平成１３年度）

期　　間内　　　　容依　頼　元所　　　　属氏　　名派遣国名

１３．７．１～
１３．７．９

������２０７���５マレーシア総会出
席

（社）産業環境管理
協会

社会環境システム研究
領域

森　　保文マレーシア

１３．１２．４～
１３．１２．１５

特別案件等調査（環境行政）国際協力事業団社会環境システム研究
領域

乙間　末廣マレーシア
ヴィエトナム

１３．１０．８～
１３．１０．１１

ミレニアム�エコシステム�アセスメ
ントの第２回技術設計会合出席

（株）三菱総合研究所水土壌圏環境研究領域渡辺　正孝南アフリカ

１３．１１．４～
１３．１１．１１

気候変動枠組条約第７回締約国会議
出席

環境省地球環境局社会環境システム研究
領域

川島　康子モ ロ ッ コ

１４．３．１１～
１４．３．１５

モンゴル国フブスグル湖の環境教育
支援プレワークショップ参加�

びわ湖・フブスグル
湖交流協会

化学環境研究領域河合　崇欣モ ン ゴ ル

１４．３．２０～
１４．３．２２

日本海の海洋環境に関する共同研究
の事前打ち合わせ

�財�環日本海環境協
力センター

水土壌圏環境研究領域原島　　省ロ シ ア
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受賞年月日受�賞�内�容賞�の�名�称所　　属氏　　名

１２．６．１５長期世界エネルギーシステムにお
ける原子力・バイオエネルギーの
供給力評価

エネルギー・資源学会
第四回茅奨励賞

社会環境システム研究
領域

藤野　純一

１３．５．１０工業分析における分光分析法の研究日本分光学会賞（学術賞）理事長合志　陽一

１３．５．２４廃棄物埋立処分場におけるホウ素
の収支

第八回環境化学論文賞循環型社会形成推進・
廃棄物研究センター

安原　昭夫

１３．５．２４廃棄物処理過程における有機成分
の挙動に関する研究

第十回環境化学功績賞

１３．７．１９沿岸域炭素沈降フラックスへの細
菌生産の寄付：海洋メゾコズムを
用いた研究

水土壌圏環境研究領域渡辺　正孝

東アジアの流域圏にお
ける生態系機能のモデ
ル化と持続可能な環境
管理プロジェクトグ
ループ

木幡　邦男
越川　　海

１３．１０．５問題領域と保護対象に基づく環境
影響総合評価の枠組み

土木学会地球環境委員会　
地球環境論文賞

社会環境システム研究
領域

森口　祐一
寺園　　淳

大気中微小粒子状物質
（��２．５）�ディーセ
ル排気粒子（���）等
の大気中粒子状物質の
動態解明と影響評価プ
ロジェクトグループ

松橋　啓介

化学環境研究領域田邊　　潔

１３．１２．４酸化ストレス高感受性動物を用い
た環境バイオセンシング用いた環
境バイオセンシング

環境科学会　論文賞環境健康研究領域遠山　千春

化学物質環境リスク研
究センター

青木　康展

１４．２．４����������法を用いた東アジ
アにおける大気中���の季節変
化観測

井上研究奨励賞大気圏環境研究領域谷本　浩志



（７）主要プロジェクト・プログラムのフォーカルポイント等の担当状況
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��������	
つくば
※����（���������	�
���	������������������	�：地球資源情報データベース）のセンターの一つ

プログラム等の名称

１９９１年５月，地球環境研究センター内に設立。発 足 年 度

　����が収集・加工したデータや人工衛星によるリモートセンシングデータなど環境に関する多種・
多様なデータを統合し，世界中の研究者や政策決定者へ提供すること，環境データ処理技術の開発途上
国への移転を目的として，１９８５年，����の一部として設立。１９９１年５月には，地球環境問題の深刻化
と情報整備の重要性増大に伴い，����管理理事会の決定によって����は����から独立した����
の独立機関となった。

概 要

　�����つくばの設立に関して，����と国立環境研究所との間に結ばれた覚え書きでは，以下の役割
が期待されている。
○日本および近隣諸国において，����の地球環境データの仲介者としての役割を果たすこと。
○国立環境研究所の環境研究やモニタリング計画によって得られた環境データを����データとして提
供すること。特に社会・経済データを提供すること。
○地理情報システムやリモートセンシング技術の開発と環境への応用を行うこと。また，この分野にお
ける����データの利用者への技術的な支援を行うこと。
○地球環境研究および政策決定における地球環境データの利用を促進すること。

国 環 研 の 役 割

地球環境研究センター研究管理官　山形与志樹担 当

���������	
���：地球環境監視計画／陸水監視プロジェクトプログラム等の名称

１９７７年度より開始。当初は国立公衆衛生院が担当（１９７９からデータ提供）　���������は１９９４年（リ
ファレンスラボラトリー業務は１９９３年）から担当している。

発 足 年 度

　国連環境計画（����）と世界保健機関（���）などの国連専門機関が中心となり，地球環境監視お
よび人間の健康に影響を与える因子を継続的に評価するために，１９７４年に����が設立され，１９７６年に
環境汚染のひとつである陸水（淡水）汚濁を対象とした陸水監視計画（��������	
）が発足し，世界
的な水質監視ネットワークのもとにモニタリングを実施している。

概 要

　地球環境研究センターが我が国の窓口となり，①ナショナルセンター業務　②リファレンス�ラボラト
リー事業　③摩周湖ベースラインモニタリング　④霞ヶ浦トレンドステーションモニタリング等を実施。

国 環 研 の 役 割

地球環境研究センター研究管理官　藤沼康実担 当

��������２０００����������	��プログラム等の名称

１９９９発 足 年 度

　アジアオセアニア地域の１１カ国（経済地域を含む）の研究機関が協働で同地域の生物多様性研究と情
報共有の機構構築にとりくむための研究ネットワーク。
　各国の生物多様性クリアリングハウスメカニズム，分類学・生態学研究機関，博物館・大学・研究所
の生物多様性研究者により，（１）生物種・生息地・分類群研究専門家のインベントリを構築する　（２）
情報の電子化と共有化を行うためのデータベース開発，ソフトウエア開発を行う　（３）生物多様性に関
する総合的な解析を行うためソフトウエア開発とこれを用いた研究活動の実施等を行う。

概 要

　事務局を運営し，国際プログラム（�������２０００���������������	
�����等）と連携・調整しつつ，
年１回分類群または適時性のある課題について研究フォーラムを開催し，研究内容の公表を促進するほ
か，データベース化に必要なツール開発，微生物に関する標準学名情報データベースの構築・更新，
データサーバーならびに公開用の���サーバーを構築している。

国 環 研 の 役 割

　議　長　生物圏環境研究領域長　渡邉　信
　事務局　環境研究基盤技術ラボラトリー　志村純子

担 当

アジアライダー観測ネットワーク（����������	�
���	�����������	�）プログラム等の名称

１９９９年発 足 年 度

　ライダー（レーザーレーダー）による対流圏エアロゾルのネットワーク観測。����の��������
（����������	��
�������
�������
���������������	
�������	�）のライダーワーキンググループを兼ね
る。観測情報，観測データの交換および公開。日本，韓国，中国の研究グループが参加。

概 要

　ネットワーク観測および���������ライダーワーキンググループの取りまとめ。リアルタイムデータ
の交換，公開のための���ページの運用。
（����������	
����
	
���８０９４���������）

国 環 研 の 役 割

大気圏環境研究領域遠隔計測研究室長　杉本伸夫
　（清水　厚：���ページの運用）

担 当
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����������　地球環境変動の制度的側面プログラム等の名称

２０００年発 足 年 度

　気候変動枠組み条約，京都議定書などの地球環境変動レジームの形成に関する研究概 要

　国際研究推進委員国 環 研 の 役 割

地球環境研究センター研究管理官　山形与志樹担 当

��������	
���プログラム等の名称

１９７４年発 足 年 度

　環境に関する情報の国際的な流通・交換を促進する目的で，国連環境計画（����）によって設立され，
各国の協力の下に運営されている全世界的規模の情報ネットワークシステム

概 要

　ナショナルフォーカルポイント（政策的な事項は環境省地球環境局と密接に連絡）国 環 研 の 役 割

�������：　環境情報センター長　松井佳巳
���������	
����	（担当）：環境情報センター情報管理室　藤林啓介

担 当

日中韓三ヶ国環境大臣会合ホームページ（����ウェブサイト）運営プログラム等の名称

２０００年度発 足 年 度

　日中韓三ヶ国環境大臣会合で合意した各プロジェクトの進捗状況に関する情報を���上に掲載，三
カ国それぞれが自国でのプロジェクトの進捗状況をアップロードし，これらの情報をシェアする。

概 要

フォーカルポイント（実際の作業にあたっては環境協力室と密接に連絡）国 環 研 の 役 割

環境情報センター情報整備室長　白井邦彦担 当

�����������	�
���	�����（���）プログラム等の名称

２００１発 足 年 度

　生物多様性条約締約国会議の決議により，締約国は各国に分類学イニシアティブのナショナルフォー
カルポイントを設置し，国および地域の分類学の振興をはかり，分類学情報の構築と共有化を実施する。
このために必要な，国内，アジアオセアニア地域における調査，データベース開発，ツール開発，をは
じめ，国際協働をとり行う。

概 要

　研究活動をとおして，���に必要な，国内，アジアオセアニア地域における調査，データベース開発，
ツール開発，をはじめ，国際協働をとりおこなう。
　���調整機構会議，および関連する専門家会合等に出席し，国際間の連携と調整に協力する。

国 環 研 の 役 割

　���調整機構会議アジアオセアニア地域代表者　生物圏環境研究領域長　渡邉　信担 当

��������ネットワークプログラム等の名称

２０００年度発 足 年 度

　アジア地域における陸上生態系のフラックス観測に係わるネットワーク。今後は，ネットワークのア
ジア地域への拡大を図るとともに，観測技術やデータベースの開発等を進め，アジア地域におけるフ
ラックス観測研究の連携をより強めていくこととしている。

概 要

　事務局として，観測ネットワークの運用とともに，ホームページを開設し，国内外の観測サイト情報
やニュースレター等による情報発信を行う。また，苫小牧フラックスリサーチサイトにおいて，技術開
発拠点としての役割を担う。

国 環 研 の 役 割

地球環境研究センター総括研究管理官　井上　元
　　　　　　　　　　　　研究管理官　藤沼康実

担 当
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有害紫外線モニタリングネットワークプログラム等の名称

２０００年度発 足 年 度

　地上への紫外線到達量の全国的な把握や，紫外線暴露による健康影響の評価などをはじめ，様々な形
でその成果を広く活用することを目指し，各観測機関等の協力を得て国内の有害紫外線観測拠点をネッ
トワーク化し，有害紫外線に係わる観測情報の収集及び共有体制の整備を図るもの。
　ネットワークは，国立環境研究所地球環境研究センターの観測拠点６箇所を中心に，１４機関の自発的
な参加を得て発足し，現在データ収集，精度確保のためのキャリブレーションの実施，運営委員会及び
担当者会議による技術検討を行っている。

概 要

・ネットワークの事務局としての役割
・����の観測拠点が，ネットワークのコアサイトとしての役割
・データの解析，評価に関して，技術的に先導していく役割

国 環 研 の 役 割

環境健康研究領域疫学・国際保健研究室長　小野雅司
地球環境研究センター研究管理官　藤沼康実

担 当
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平成１３平成１２平成１１平成１０平成９平成８平成７区分　　　　　　　　　　年度末現在

２２２２２２３出願中特　 許　 権外　国

４４３２２２２所　有

４０３４２６２８２９２６３６出願中特　 許　 権国　内

３７３５３７３６３１３１１９所　有

１１５６６８１０出願中実用新案権

４６６６６６４所　有

０００００１１出願中意　 匠　 権

３３３３３００所　有

１００００００出願中商 標 権



８．研究活動に関する成果普及，広報啓発の状況

（１）研究所行事及び研究発表会，セミナー等活動状況

　１）研究所

　１．研究所行事

　２．国立環境研究所セミナー

　　　開催なし

　３．１７回全国環境研究所交流シンポジウム

　　　　開催日：平成１４年２月２０日，２１日　　　　�場　所：国立環境研究所大山記念ホール
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所　　　属発　表　者題　　　　　　　　　　　　　　目

国立環境研究所合志　陽一開会挨拶

環境省山田　範保来賓挨拶

研究発表

新潟県保健環境科学研究所村山　　等　（１）環境大気中����の濃度レベルと挙動について

愛知県環境調査センター内藤　宏孝　（２）降下ばいじん中のダイオキシン類について

千葉県環境研究センター半野　勝正　（３）一般廃棄物最終処分場内埋立廃棄物中のダイオキシン類に
　　　　　ついて

国立環境研究所白石　寛明　（４）内分泌撹乱化学物質の分析法の展望

三重県科学技術振興センター岩崎　誠二　（５）三重県内の公共用水域のエストロゲン様物質

長野県衛生公害研究所小口　文子　（６）下水処理場におけるエストロゲン活性の挙動

京都府保健環境研究所中嶋　智子　（７）遺伝子組み換え酵母法を用いた事業所排水からのエストロ
　　　　　ゲン作用検出の試み

静岡県環境衛生科学研究所深澤　　均　（８）ビスフェノールＡの塩基置換体の生成とそのエストロゲン
　　　　　活性

国立環境研究所白石不二雄　（９）内分泌かく乱作用のバイオアッセイによる評価と展望

東京都環境科学研究所森　　真朗　（１０）魚類を用いた内分泌かく乱化学物質の影響評価について

東京都環境科学研究所和波　一夫　（１１）都内河川における魚類の生殖腺異常の実態

北九州市環境科学研究所門上希和夫　（１２）両生類におけるダイオキシン類の動態

京都府保健環境研究所坂　　雅宏　（１３）過剰肢ガエル調査のための�����（アフリカツメガエル胚
　　　　　による催奇形性試験）の結果について

京都府保健環境研究所多田　哲子　（１４）外因性エストロジェンの生態影響調査を目的としたクサガ
　　　　　メビデロジェニンの�����の検討

長野県衛生公害研究所寺澤　潤一　（１５）ヒト血清及び尿中の内分泌かく乱化学物質の挙動

兵庫県立公害研究所中野　　武　（１６）環境および生体試料中の���異性体パターン

国立環境研究所遠山　千春　（１７）内分泌撹乱化学物質の健康リスク研究の展望

国立環境研究所浜田　康敬閉会挨拶

事　　　　　項年�月�日

国立環境研究所公開シンポジウム２００１－環境の世紀の幕開け－（東京国際フォーラム）�１３．７．１９



（２）委員会への出席
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氏　　　　名委　　　嘱　　　名委　　嘱　　先

環境省

西岡秀三，森田昌敏，森田恒幸，
遠山千春，中杉修身，渡辺正孝，
酒井伸一，白石寛明，鈴木規之，
田邊　潔，井上雄三

中央環境審議会専門委員，臨時委員　審議会等

西村和之「小型合併処理浄化槽によるリン除去及び消毒の高度化に関する
研究」に係る検討会委員

　廃棄物�リサイクル対
策部

森田昌敏，中杉修身，森田恒幸廃棄物処理等科学研究企画委員会委員

西岡秀三環境研究技術の推進に関するワーキンググループ委員　総合環境政策局

渡邉　信，渡辺正孝生物の多様性分野の環境影響評価技術検討会委員

渡辺正孝，若松伸司，森口祐一，
陶野郁雄

大気・水・環境負荷分野の環境影響評価技術検討会委員

合志陽一独立行政法人国立環境研究所に出資された財産の評価に係る評価
委員

松本幸雄，田邊　潔，白石寛明，
堀口敏宏

化学物質経年モニタリング調査検討会委員　環境保健部

森田昌敏，遠山千春，鈴木規之，
福田秀子，後藤純雄

ダイオキシン類精密暴露調査検討会委員

森田昌敏，中杉修身，酒井伸一，
鈴木規之，柴田康行

ＰＯＰｓ対策検討会委員

中杉修身，畠山成久化学物質環境調査検討会委員

白石寛明化学物質環境調査分析法（水系）検討会委員

田邊　潔，鈴木　茂化学物質環境調査分析法（大気系）検討会委員

菅谷芳雄，米元純三，白石寛明，
五箇公一，柴田康行，青木康展

化学物質審査検討会委員

田邊　潔，白石寛明化学物質分析法開発マニュアル作成検討会委員

小野雅司，新田裕史，森口祐一環境保健サーベイランス・局地的大気汚染健康影響検討会委員

中杉修身，畠山成久，菅谷芳雄生態影響評価検討会委員

畠山成久，菅谷芳雄生態影ＧＬＰ評価検討会委員

中杉修身，畠山成久生態系保全等に係る化学物質審査規制検討会委員

森田昌敏，遠山千春，渡辺正孝内分泌攪乱化学物質問題検討会委員

井上　元吸収源対策合同検討委員会委員　地球環境局

酒井伸一フロン類破壊基準等検討会委員

中根英昭温室効果ガス排出量算定方法検討会���等３ガス分科会委員

森口祐一温室効果ガス排出量算定方法検討会及び「インベントリ��」「エ
ネルギー�工業プロセス分科会」「廃棄物分科会」委員

西岡秀三温室効果ガス排出量算定方法検討会及び「インベントリ��」

山田正人温室効果ガス排出量算定方法検討会及び「廃棄物分科会」

村野健太郎酸性雨対策検討会（検討会本会）（大気分科会）委員

佐竹研一酸性雨対策検討会（検討会本会）委員

畠山史郎，清水英幸酸性雨対策検討会（大気分科会）（生体影響分科会）委員

福山　力酸性雨対策検討会（大気分科会）

高松武次郎酸性雨対策検討会（生体影響分科会）

中根英昭，青木康展，今村隆史，
小野雅司

成層圏オゾン層保護に関する検討会　科学分科会及び環境影響分
科会委員

森田昌敏未査定液体物質査定検討会委員

松本幸雄，若松伸司，上原　清自動車排出ガス測定局適正配置検討会委員　環境管理局

森田昌敏，遠山千春，鈴木規之，
田邊　潔

ダイオキシン類長期大気曝露影響調査検討会委員
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森田昌敏，中杉修身，若松伸司，
森口祐一，新田裕史，田邊　潔，
藤巻秀和，小林隆弘

ディーゼル排気微粒子リスク評価検討会委員

森田昌敏，田邊　潔大気汚染に係る重金属等による長期曝露影響調査検討会委員

田邊　潔，安原昭夫ダイオキシン類未規制発生源調査検討会委員　水環境部

中杉修身土壌の含有量リスク評価検討会委員

中杉修身土壌環境保全対策の制度の在り方に関する検討会委員

稲森悠平農薬生態影響評価検討会委員

白石寛明農薬登録保留基準設定技術検討会委員

菅谷芳雄農薬環境懇談会委員

森田昌敏，畠山成久水生生物保全水質検討会委員

渡邉　信，奥田敏統自然環境保全基礎調査検討会委員　自然保護局

渡邉　信，高橋慎司野生生物保護対策検討会委員

内閣府

西岡秀三総合科学技術会議専門委員

若松伸司環境政策検討チーム委員　大臣官房

白石寛明化学剤等分析検討チーム委員

池口　孝実処理技術検討チーム委員

森田昌敏ダイオキシン類・環境ホルモン対応評価・助言会議員

大坪國順����シンポジウム実行委員会委員　日本学術会議

総務省

渡邉　信微生物学研究連絡委員会委員　日本学術会議

横内陽子極地研究連絡委員会委員

原沢英夫，大坪國順地球環境研究連絡委員会委員

小林隆弘環境保健学研究連絡委員会委員

志村純子情報学研究連絡委員会委員

森田昌敏荒廃した生活環境の先端技術による回復研究連絡委員会委員

文部科学省

合志陽一，西岡秀三，浜田康敬，
森田恒幸

科学技術・学術審議会等　審議会等

土井妙子環境安全審議委員会委員

安原昭夫，森口祐一革新技術活性化委員会フォローアップ部会委員　科学技術・学術政策局

森口祐一革新技術活性化委員会ワーキンググループ委員

西岡秀三「地球環境遠隔探査技術等の研究」評価・検討委員会委員　研究開発局

渡邉　信科学技術振興調整費総合研究「生殖系列細胞を用いた希少動物種
の維持・増殖法の開発に関する基盤研究」研究推進委員会委員

合志陽一高エネルギー加速器研究機構物質構造科学研究所評議員　高エネルギー加速器
研究機構

米田　穣共同研究員　国際日本文化研究セ
ンター

原島　省南極圏環境モニタリング研究センター運営委員会委員　国立極地研究所

神沢　博専門委員会委員

井上　元北極科学研究推進特別委員会委員

森田恒幸総合地球環境学研究所運営協議員　総合地球環境学研究所

合志陽一総合地球環境学研究所評議員

合志陽一，中根英昭，大坪國順専門調査委員　科学技術政策研究所

杉本伸夫科学技術振興調整費「風送ダストの大気中への供給量評価と気候
への影響に関する研究」研究運営委員会委員

　科学技術庁研究開発局
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平野靖史郎原子力委員会原子力バックエンド対策専門部会ウラン廃棄物分科
会委員

兜　眞徳非常勤講師（統合・衛生・公衆衛生）　北海道大学

今村隆史非常勤講師（成層圏オゾンと大気化学）　群馬大学

稲森悠平非常勤講師（地球環境工学，湖の環境問題）　茨城大学

春日清一非常勤講師（湖の環境問題）

青木陽二非常勤講師（都市・地域・環境を探る）　筑波大学

小林隆弘修士（医学化）学位論文審査専門委員会委員

稲森悠平修士（学術）学位論文審査専門委員会委員

田村正行博士（工学）学位論文審査専門委員会委員

藤井敏博非常勤講師（公衆衛生学実習）

平野靖史郎非常勤講師（病理組織細胞学特論）

青木康展非常勤講師（環境と人間の活動）

稲森悠平非常勤講師（生態系利用工学）

森　保文非常勤講師（経営システム科学Ⅱ）

稲森悠平非常勤講師（生物機能科学特別講義Ⅳ）

唐　艶鴻非常勤講師（バイオシステム学特講Ⅱ）

西川雅高非常勤講師（地球環境特別講義）　埼玉大学

水落元之非常勤講師（環境アセスメント）

渡辺正孝非常勤講師（農学国際先攻連携併任講座）　東京大学

椿　宜高非常勤講師（生圏システム学先攻連携併任講座）

神沢　博運営委員会委員　気候システム研究セ
ンター

上原　清非常勤研究員　生産技術研究所

井上　元，谷本浩志科学技術振興調整費「高度質量分析技術による大気環境計測器開
発」研究運営委員会

　先端科学技術研究セ
ンター

若松伸司非常勤講師（エネルギー環境基礎論）　東京工業大学

高橋　潔非常勤講師（地球環境と経済発展のモデリング）

亀山康子非常勤講師（環境経済・政策論２）

渡辺正孝非常勤講師（生態環境工学）

�刀正行非常勤講師（環境化学）

森田恒幸，日引　聡，増井利彦非常勤講師（計画理論講座計画支援数理分野）

青野光子非常勤講師（広域生体機能工学講座）

青木康展非常勤講師（環境基礎科学特論）　東京医科歯科大学

畠山史郎非常勤講師（環境資源科学特別講義Ⅰ）　東京農工大学

畠山史郎，江守正多非常勤講師（大気化学）　千葉大学

高松武次郎非常勤講師（環境分析学）

平野靖史郎，青木康展，佐藤雅彦非常勤講師（環境物質学特論，環境物質学演習，環境物質学特別
研究での学生の研究指導）

平野靖史郎，今井秀樹，
青木康展，佐藤雅彦

非常勤講師（公衆衛生学）

柴田康行非常勤講師（衛生化学特論）

五箇公一非常勤講師（地球環境の行方を探る）

矢部　徹非常勤講師（生物科学）

渡邉　信運営協議会委員　真菌医学研究セン
ター

村野健太郎非常勤講師（自然災害化学特論）　新潟大学

佐竹研一非常勤講師（環境システム科学特別講義）
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森田恒幸非常勤講師（環境問題に関する研究及び産官学連携事業について
の助言・指導）

　北陸先端科学技術大学

白石寛明非常勤講師（環境中の有害化学物質の動態の解明と生物への影響
評価）

　信州大学

遠山千春非常勤講師（環境毒性学概論）　山梨医科大学

兜　眞徳非常勤講師（環境リスク論）　名古屋大学

野沢　徹非常勤講師（土木工学特論第２）　岐阜大学

酒井伸一非常勤講師（地球環境工学，環境保全概論）　京都大学

酒井伸一非常勤講師（環境保全概論，有害廃棄物管理工学特論）

今井秀樹非常勤講師（地域環境学特講）　京都教育大学

奥田敏統非常勤講師（生物学特別講義Ⅸ）　奈良女子大学

中島英彰非常勤講師（環境基礎科学特論）　神戸大学

井上　元非常勤講師（地球環境問題を考える）　広島大学

遠山千春非常勤講師（環境ホルモン）　香川医科大学

鈴木　明非常勤講師（公衆衛生学Ⅰ）

安原昭夫非常勤講師（環境科学概論）　徳島大学

中杉修身非常勤講師（化学と環境）　熊本大学

厚生労働省

合志陽一，森田昌敏，酒井伸一薬事・食品衛生審議会臨時委員　審議会等

森田昌敏生活環境審議会専門委員

後藤純雄変異原性試験等結果検討委員及びがん原性試験指示検討委員　労働基準局

兜　眞徳，柴田康行，中杉修身地下水利用に伴う広域的ヒ素汚染に関する地球環境保全のための
環境計画に関する研究

　国立医薬品食品衛生
研究所

経済産業省

浜田康敬，酒井伸一日本工業標準調査会臨時委員　産業技術環境局

国土交通省

浜田康敬社会資本整備審議会専門委員　審議会

春日清一関東地方ダム等管理フォローアップ委員会霞ヶ浦部会特別委員　関東地方整備局

渡辺正孝国土審議会専門委員　土地・水資源局

気象庁

野沢　徹「２１世紀のアジアの水資源変動予測」研究運営委員会委員　気象研究所

地方公共団体

中杉修身化学物質環境保全対策検討委員会委員　北海道

宮下　衛大樽川荒廃砂防事業計画検討会委員　山形県

上野隆平福島県環境影響評価審査委員　福島県

森田恒幸，稲森悠平，藤巻秀和茨城県環境アドバイザー　茨城県

中杉修身，陶野郁雄，高村典子茨城県環境審議会委員

高村典子茨城県自然環境保全審議会委員

高村典子茨城県総合計画審議会委員

若松伸司茨城県環境影響評価審査会委員

兜　眞徳茨城県廃棄物処理施設設置等専門委員会委員

兜　眞徳茨城県大規模小売店舗立地審議会委員

宮下　衛涸沼川浸食対策検討会検討委員

井上雄三いばらきゼロ・エミッション政策提言懸賞論文審査委員会委員

春日清一ミュージアムパーク茨城県自然博物館助言者会議助言者　茨城県自然博物館

藤沼康実非常勤講師（環境保全と農業）　茨城県立農業大学校

藤野純一つくば市地域新エネルギービジョン策定委員会委員　つくば市
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乙間末廣龍ヶ崎市環境審議会委員　龍ヶ崎市

若松伸司栃木県環境審議会専門委員（大気専門委員会議）　栃木県

森田昌敏埼玉県化学物質対策専門委員会ダイオキシン特別部会委員　埼玉県

池口　孝埼玉県廃棄物処理施設専門委員会委員

山田正人彩の国工業団地ゼロエミッション推進会議検討部会委員

高村典子彩の国ふるさとの川再生委員会

中杉修身埼玉県地下水汚染対策検討委員会委員

山田正人埼玉ゼロエミッション推進委員会委員

池口　孝，森田昌敏埼玉県環境科学国際センター研究審査会委員　埼玉県環境科学国際センター

兜　眞徳ダイオキシン類に係る人体への蓄積調査専門委員会委員　所沢市

青木康展越谷市環境保全審議会委員　越谷市

木幡邦男千葉県環境調整検討委員会委員　千葉県

若松伸司千葉県大気環境保全対策専門委員会委員

鈴木規之廃棄物処理施設の立地に係る中�長期計画検討委員

甲斐沼美紀子千葉市環境審議会委員　千葉市

春日清一平和公園オオタカ生息環境保全検討委員会委員

宮下　衛イノカシラフラスコモ保護保全検討委員会委員　市川市

森田昌敏，鈴木規之八千代市ダイオキシン類健康影響調査専門委員会委員　八千代市

中杉修身東京都廃棄物審議会委員　東京都

若松伸司ディーセル車排出ガスと花粉症の関連に関する調査委員会

森田昌敏母乳中ダイオキシン濃度調査検討委員会委員

鈴木規之，大迫政浩大田区大森南�������類汚染土壌無害化処理検討委員会委員

森田昌敏東京都環境保全対策専門委員会化学物質保健対策分科会委員

森田昌敏東京都総合環境アセスメント試行審査会委員

乙間末廣東京都地球温暖化対策指針検討会委員

森田昌敏将来リスク低減検討会委員

高木宏明東京都環境科学研究所運営委員会研究評価部会委員　東京都環境科学研究所

日引　聡非常勤講師（経済学特殊講義）　東京都立大学

中杉修身日産跡地土壌・地下水浄化対策監修委員会委員　杉並区

若松伸司神奈川県環境影響評価審査会委員　神奈川県

中杉修身神奈川県化学物質等環境保全対策委員会委員

森口祐一神奈川県自動車排出窒素酸化物総量削減計画策定協議会専門委員

安原昭夫神奈川県���適正処理研究会委員

原沢英夫神奈川県環境科学センター研究推進委員会委員　神奈川県環境科学センター

中杉修身横浜市廃棄物減量化・資源化等推進審議会委員　横浜市

中杉修身神明台処分地保全対策検討会委員

新田裕史ＰＭ２．５動物暴露実験調査検討委員会委員

亀山康子鎌倉市まちづくり審議会委員　鎌倉市

亀山康子鎌倉市廃棄物減量化及び資源化審議会委員

森口祐一，新田裕史浮遊微粒子（２．５ミクロン）の調査検討のあり方に関する委員会
委員

　川崎市

池口　孝廃棄物の処理及び清掃に関する法律の規定による専門知識を有す
る者

　新潟県

合志陽一山梨県環境科学研究所課題評価試行委員会委員　山梨県環境科学研究所

青柳みどり長野県環境審議会水道水源ダム湖に係る水質保全目標設定専門委
員会委員

　長野県

西川雅高硝酸性窒素等負荷軽減総合対策推進事業連絡調整委員会委員　静岡県
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内山裕夫静岡県客員研究員　静岡県沼津工業技術センター

稲森悠平静岡県立大学環境科学研究所外部評価委員　静岡県立大学

宮下　衛ヒヌマイトトンボ保護検討委員会委員　細江町

中杉修身土壌汚染に関するパンフレット作成委員会委員　名古屋市

中杉修身名古屋市土壌及び地下水汚染対策検討委員会委員

木幡邦男富山県環境審議会水質専門部会専門員　富山県

陶野郁雄富山県環境審議会地下水専門部会専門員

鈴木規之富山県環境審議会土壌専門部会専門員

中杉修身，井上雄三富山県富岩運河等ダイオキシン類対策検討委員会委員

木幡邦男富山湾水質保全研究会委員

陶野郁雄富山県冬機関地下水位低下対策推進委員会

中杉修身，井上雄三福井県民間最終処分場技術検討委員会委員　福井県

稲森悠平福井県環境科学センター評価委員会委員　福井県環境科学センター

兜　眞徳石川県地域産学官連携豊かさ創造研究開発プロジェクト推進事業
に係る審査委員

　石川県

渡邉　信，高村典子生態学琵琶湖賞選考委員会委員　滋賀県

今井章雄第９回世界湖沼会議実行委員会第３分科会委員

高野裕久非常勤講師（免疫�アレルギー学の研究指導及び講義，内科外
来）

　京都府立医科大学

鈴木規之ダイオキシン類に関する環境対策検討委員会汚染土壌浄化技術専
門部会専門委員

　大阪府

藤沼康実非常勤講師（環境汚染論）　大阪府立大学農学部

森田昌敏，中杉修身馬潟工業団地周辺ダイオキシン調査対策検討会議健康調査部会委員　島根県

野馬幸生倉敷川水域ダイオキシン類対策専門委員会委員　岡山県

中杉修身豊島廃棄物等技術委員会委員　香川県

中杉修身豊島廃棄物等技術委員会委員審査委員

中杉修身豊島廃棄物等技術委員会技術アドバイザー

堀口敏宏北九州市における外因性内分泌攪乱化学物質の野生生物に与える
影響に関する検討委員会（環境ホルモン北九州委員会）委員

　北九州市

森田昌敏，酒井伸一北九州市���処理安全性検討委員会委員

特殊法人等

合志陽一科学技術振興事業団領域総括　科学技術振興事業団

安原昭夫若手研究者研究推進事業領域アドバイザー

合志陽一計算科学技術委員会委員

田村正行技術アドバイザリー委員会委員

合志陽一「変換と制御」研究領域　領域統括

渡邉　信，清水英幸����技術専門委員会委員

志村純子専門アドバイザリー委員会委員

野尻幸宏戦略的基礎研究「北西大西洋の海洋生物科学過程の時系列観測」
研究協力者

井上　元宇宙開発事業団オゾン・温室効果気体観測衛星（������１）プ
ロジェクト評価委員会委員

　宇宙開発事業団

渡邉　信，清水英幸客員開発部員（ライダの研究）

合志陽一地球フロンティア研究システム運営委員会委員　海洋科学技術センター

合志陽一地球観測フロンティア研究システム運営委員会委員

西岡秀三地球フロンティア研究システム中間評価委員会委員

渡辺正孝「みらい」運用検討委員会委員

神沢　博地球シュミレータ運営委員会委員
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森田昌敏廃棄物処理技術開発（���等適正処理支援事業）審査委員会委員　環境事業団

森田昌敏，酒井伸一，若松伸司ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理事業検討委員会委員

中杉修身廃棄物処理技術開発（次世代廃棄物処理技術基盤整備事業）

　審査委員会委員

中杉修身環境浄化機材貸付事業に係る技術アドバイザー

森田昌敏，酒井伸一北九州���処理事業技術アドバイザー

原沢英夫大気環境情報整備検討会委員　公害健康被害補償予防協会

新田裕史環境保健情報整備検討会委員

森田恒幸，若松伸司健康被害予防事業検討委員会専門委員

植弘崇嗣研究開発課題評価委員会（廃棄物処理処分課題評価委員会）委員　核燃料サイクル開発機構

合志陽一

森田昌敏，近藤美則，日引　聡

産業技術研究開発委員会フォトン計測・加工技術推進委員会委員

����技術委員

　新エネルギー・産業技術
　　総合開発機構

内山裕夫エネルギー・環境技術審議委員会専門委員

中杉修身新エネルギー・産業技術総合開発機構技術評価委員会専門委員

池口　孝飛灰無害化技術開発委員会委員　金属鉱業事業団

遠山千春，椿　宜高，小林隆弘，
小野雅司

科学研究費委員会専門委員　日本学術振興会

森田恒幸未来開拓学術研究推進事業「アジア地域の環境保全」研究推進委
員会委員

渡辺正孝未来開拓学術研究推進事業研究評価委員会　複合系評価部会協力
者（中間評価担当）

合志陽一環境科学研究委員会委員　日本原子力研究所

柴田康行環境科学研究委員会専門委員

渡邉　信微生物系統保存事業運営委員会委員　理化学研究所

遠山千春生物系特定産業技術研究推進機構基礎的研究業務に係る中間評価
専門委員

　生物系特定産業技術
　　研究推進機構

陶野郁雄株式会社地盤試験所に係る新規性の審査員　中小企業金融公庫

兜　眞徳，若松伸司公共処分場に係る生活環境調査委員会委員　茨城県環境保全事業団

独立行政法人

近藤美則船舶への���適用研究に係わる研究委員会委員　海上技術安全研究所

森口祐一独立行政法人産業技術総合研究所レビューボート委員　産業技術総合研究所

渡邉　信バイオテクノロジー関係業務推進委員会委員　製品評価技術基盤機構

森口祐一化学物質のリスク及びリスク評価手法の開発に係る研究開発委員
会委員

伊藤裕康標準物質情報関係委員会委員

合志陽一独立行政法人農業環境技術研究所評議委員　農業環境技術研究所

渡邉　信ジーンバング事業評価委員　農業生物資源研究所

合志陽一アクティブ・ナノ計測基盤技術の確立プロジェクト運営委員　物資・材料研究機構ナ
　　ノマテリアル研究所

三森文行核磁気共鳴医学研究班班員　放射線医学総合研究所

私立大学

藤井敏博非常勤講師（環境化学）　東京理科大学

米田　穣非常勤講師（人類の科学１）　立教大学

浜田康敬非常勤講師（環境政策論）　学習院大学

野尻幸宏非常勤講師（特別講義）　近畿大学

西岡秀三非常勤講師（環境政策論）　東亜大学

平野靖史郎非常勤講師（学生実習での教育指導）　自治医科大学

稲森悠平非常勤講師（環境化学工学）　早稲田大学
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安原昭夫非常勤講師（環境理学特殊講義Ⅰ）　大阪女子大学

村野健太郎非常勤講師（地球環境問題Ⅰ）　筑波女子大学

森田昌敏非常勤講師（工学研究科博士課程土木工学専攻）　金沢工業大学
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中国国家環境保護総局長・解振華大臣，王局長１３．４．５

国際課長，呉秘書官，孔海南教授視察

東京家政大学環境情報学科１年生一行４．１０

熊谷環境大臣政務官視察４．１１

環境省新規採用職員（Ⅰ種）研修生一行〃

茨城県橋本知事視察４．１７

環境省中川総合環境政策局長視察４．１８

（株）タッチ一行４．２０

環境省炭谷大臣官房長視察４．２３

筑波大学医療技術短期大学衛生技術学科３年次生一行４．２７

茨城県五来生活環境部長視察５．１４

筑波大学（院）環境科学研究科一行５．１６

国立公衆衛生院専攻・専門課程研修一行５．２４

市原市志津地区町会長会一行６．９

常総フォーラム守谷町町づくりネットワーク一行〃

スウェーデン環境保護庁研究担当部長視察６．１３

����「環境負荷物質の分析技術及びリスク評価コー
ス」一行

〃

����「有害金属汚染対策コース」一行６．１４

つくば市手代木中学校１年生一行〃�

中国遼寧省環境副局長一行６．１５

平成１３年度����タイ国「パルプ排水処理技術カウ
ンターパート研修」一行

〃�

　　　　　　〃６．１８

千葉県議術・市場交流プラザ第９期会６．２１

つくば市立手代木中学校３年生一行６．２２

����「環境管理セミナー研修員」一行〃�

海外技術者研修協会による民間技術協力研修６．２５

宮城県環境保健センター所長一行６．２８

環境行政実務研修生視察６．２９

平成１３年度「社会資本関連環境影響評価コース」
一行

７．２

環境産業新聞社〃�

石原環境省水環境部長視察７．１２

（株）荏原総合研究所７．１７

佐賀県立致遠館高等学校２年生一行７．２５

鈴木環境リスク評価室長視察７．２６

福岡県立八幡高等学校（理数科）２年生一行〃�

富山県立富山東高等学校２年生一行７．２７

����「中国カウンターパート研修生」一行７．３０

福岡県立修猷館高等学校２年生一行７．３１

事　　　　　項年月日

茨城県の家庭科の先生一行８．１

中国ウィグル気象庁一行８．２

東京農工大学農学部環境資源科学科３年次生一行〃�

����「中国カウンターパート研修生」一行８．３

慶応義塾大学学生一行〃�

����「研修持続可能なマングローブ生態系管理技術
コース」一行

８．７

立正大学地球環境科学部環境システム学科３年生一行８．８

駒場東邦中・高校化学部一行８．９

塩田自然環境局総務課長視察８．１６

日本環境株式会社一行８．２０

����「メキシコ環境研修センター」一行８．２０�２４

新潟県立新潟高等学校２年生一行８．２８

千葉大学園芸学部学生一行〃�

日本工業新聞社９．３

安達環境安全課長視察９．４

神戸大学発達科学部人間環境科学科学生一行〃�

台湾環境分析学会一行９．５

武蔵工業大学工学部エネルギー基礎工学科学生１年
生一行

９．６

����「メキシコ・メトロポリタン自治大学イスタパ
ラパ校学長」

９．１４

東京大学国際・産学共同研究センター〃�

神奈川学園高等学校２年生一行９．１７

（株）富士通ユーザー会一行９．２０

公明党阿見支部視察９．２６

プラスチック電気用品安全研究会一行１０．４

����「日韓共同第三国研修」一行１０．１０

二松学舎大学付属沼南高等学校１～３年生一行〃�

����「チリ・カウンターパート研修」一行１０．１０～
１２．４

鳥取県立鳥取東高等学校２年生一行１０．１１

英国・���������．��������来所１０．１２

����「生物多様性コース」一行１０．１６

日独環境保護技術パネル独側代表団一行１０．１７

中国科学院副院長１０．２２

����「チリカウンターパート研修」一行〃�

消費者美浦やまゆり会一行〃�

����「水質モニタリング研修」一行１０．２９

����「地域生態系モニタリング技術コース」一行１０．２９～
１１．９

八潮市消費生活モニター一行１０．３１
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事　　　　　項年月日

台湾・「土壌・地下水汚染防止法規及び施策現状」１１．１

阿見町立朝日中学校１年生一行〃�

環境省水環境部視察１１．２

����「環境行政コース」一行〃�

古河第三高等学校１年生一行〃�

日本・���（中東諸国：���，カタル，クウェー
ト）２１世紀協力「海洋汚染防止セミナー」

１１．６

（社）日立労働基準協会一行１１．９

衆議院谷垣禎一議員，山本公一議員視察１１．１２

信州大学大学生一行〃�

埼玉県戸田市商工会一行〃�

����「地域生態系モニタリング技術コース」一行１１．１２～
１１．２２

国立環境研究所友の会１１．１３

����「地域生態系モニタリング技術コース」一行１１．１５～
１６�１９

ブループラネット賞受賞者による研究所見学１１．１９

����「地域生態系モニタリング技術コース」一行１１．２０～
１１．２２

����「大気汚染源モニタリング管理コース」一行１１．２１

（株）富士電機〃�

（株）富士通ファミリ会一行〃�

北見工業大学・ブラジル日系研修生１１．２６

（社）企業研究会一行１１．２８

東京農業大学国際食料情報学部一行１１．３０

長崎県立島原高等学校２年生一行１２．４

筑波試験研究機関学生ツアー１２．７

安藤環境省環境管理技術室長視察１２．１１

環境ホルモン国際シンポジウム・スタディビジット１２．１４

常勝地区連合会一行〃�

衆議院馳浩議員視察１２．１５

参議院真鍋賢二議員視察１２．１７

北村財務省主査視察１４．１．１６

（社）日本食品特許センター特許委員会一行１．１８

総合科学技術会議石井議員，井村議員，吉川議員
視察

１．２３

����（富山県）研修・アルゼンチン研修生一行１．２４

千葉県流山市常磐自動車道環境委員会〃�

つくば市真瀬小学校５年生一行１．２９

衆議院大石正光議員視察１．３０

いばらきコープ生活共同組合組合員の声委員会一行２．４

����代表団による視察２．７

���������湖沼水質保全研修〃�

事　　　　　項年月日

東京大学大学院新領域創成科学研究科２．１２

埼玉県入間地区市町村農政事務研究会一行２．１３

����「大気保全政策コース」一行２．１４

元���コレル氏来所〃�

��������	
�
���氏来所〃�

����サウジアラビア民間技能者研修「下水処理技
術・管理運営」一行

〃�

埼玉県環境計量協議会一行２．１８

����「オゾン層保護コース」一行２．２１

山下環境副大臣視察２．２２

����「地球温暖化対策コース」一行〃�

株式会社豊田研究所２．２５

����「パキスタン��」一行３．６

�����１３チリ「環境センター」カウンターパート
研修

３．６～
３．２８

����「チリカウンターパート研修」一行３．１１

外務省招聘・中国遼寧省青年代表団一行３．１３

北海道大学工学部環境工学科３年生一行３．２７

株式会社豊田中央研究所３．２８



　　　　　（視察・見学者）
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合　　計

国　　外

国　　　　　　内
　区　分

年　度　
小　　計議�員�・

官�公�庁
一　　般研究機関

職�員�等
環�境�省

件
８９

件
５２

件
３７

件
１０

件
２３

件
０

件
４平成７

７８４０３８８２５０５　　８

１０８２９７９１７５４１７　　９

１１８４１７７９５８２８　　１０

１３５５０８５１６５８４７　　１１

１２４５３７１９５５２５　　１２

１２９４７８２１０５６５１１　　１３
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新聞社名タ　　　イ　　　ト　　　ル年　月　日

日経年間３０００万トン飛来，黄砂の発生源つかめ，日中が共同調査，被害緩和へ緑化検討２００１．４．７

毎日環境ホルモンを日韓で共同研究２００１．４．８

朝日環境ホルモン　日韓，共同研究へ，環境省２００１．４．８

環境東風西風２００１．４．１１

茨城北海道覆う大規模黄砂２００１．４．１４

朝日つくばの４３施設をきょうから公開２００１．４．１６

朝日黄砂の流れ日中調査，年１００万～３００万トン日本へ，気象庁など観測機設置機構への影
響解明へ

２００１．４．１９

朝日「独立」で変わる国立研究機関，評価システムの確立が課題２００１．４．２０

常陽電気自動車ルシオール人気～環境研が一般公開～低燃費ガソリン車の１�５２００１．４．２１

読売最近のサクラが早い理由・・・環境省報告書初めて認める，「日本でも温暖化」２００１．４．２７

茨城大気中の水蒸気量増加，温暖化に悪影響人間活動も原因に，研究見直しの必要性も蓄積
データいまだ不十分

２００１．５．９

日刊工業シグマテック，成層圏の微粒子濃度検出，福岡大と名大，計測装置を共同開発，国環研
に第１号納入へ

２００１．５．９

毎日大気中の水蒸気増加，７カ国が共同研究，温室効果，オゾン層破壊も２００１．５．９

朝日生態系破壊，地球規模で影響予測，国際共同研究来月スタート政策反映めざす２００１．５．１５

日経産業環境対策と業績評価，企業の３割以上連動，国立環境研究所が調査２００１．５．１５

日刊工業環境対策進める企業は対話を重視２００１．５．１６

日経世界最北のサンゴ礁確認，長崎・壱岐島４０メートル沖２００１．５．１６

茨城世界最北のサンゴ礁，国立環境研長崎・壱岐島沖で確認２００１．５．１６

毎日地球温暖化����を作る森田恒幸さん，「不確実」な未来と格闘２００１．５．１６

茨城霞ヶ浦の影響調査を，環境ホルモンで国に要望書，公明党県本部２００１．５．１７

読売エコハウスに住んで，まだ開発途上の中水設備２００１．５．１７

朝日「環境ホルモン霞ヶ浦調査を」公明県議ら国に要望２００１．５．１９

日本物流企業の環境コミュニケーションー国立環境研究所がアンケートー，地域社会との相互理
解に重点，ＨＰでの情報提供も進む

２００１．５．２０

読売（九州版）最も“高度”なサンゴ礁，壱岐・郷ノ浦沖に９００平方メートル２００１．５．２１

読売世界最北のサンゴ礁，壱岐島で確認２００１．５．２１

日刊工業国環研，２研究棟を完成，独法化と併せ３０日に式典２００１．５．２５

茨城環境ホルモン解明に力，つくば環境研に新施設２００１．５．３１

朝日２５度で窓ガラス白濁，遮光，環境に優しい研究棟，つくば国立環境研に完成２００１．５．３１

朝日環境相，低公害車に試乗２００１．６．３

読売環境ホルモン地球温暖化，新研究施設が完成２００１．６．６

朝日温暖化の防止は米抜きでも有効２００１．６．９

朝日国立環境研究所が施設を一般公開２００１．６．１０

茨城霞ヶ浦データブック発行，環境研，������も，２０年の調査結果収録２００１．６．１５

朝日インタビュー，国立環境研究所社会環境システム領域長　森田恒幸さん，環境保全と経
済発展は両立できます

２００１．６．２３

日経温暖化ガス削減へ先端研究　　実用化へ官民が知恵２００１．６．３０



―�����―

国立環境研究所年報（平成１３年度）

新聞社名タ　　　イ　　　ト　　　ル年　月　日

毎日解体計画案概要など示される　新利根・旧清掃工場調査検討委２００１．６．３０

日経ダイオキシンで国立環境研報告　微量でも甲状腺に影響２００１．６．３０

日経変動磁界の影響「確認できず」２００１．７．２

日刊工業３事業で研究者募集　科技振興事業団が基礎的研究で２００１．７．５

読売水質浄化，生態系保全に期待　水辺の原風景　ヨシ復活へ　国土交通省　開発手法を転換２００１．７．５

日経商船使い海洋汚染調査　環境省，世界規模で　まず日本郵船航海中に試料２００１．７．６

朝日海の魚にもメス化現象　コノシロ・マハゼ・ボラ　環境ホルモンが影響？　国立環境研
沿岸調査，全国で

２００１．７．６

朝日中国，いずれ排出量１位に２００１．７．１０

日経京都議定書　国際競争力低下を懸念　コスト増加が重荷に　日本企業「米抜き」に反対２００１．７．１２

信濃毎日第４部　進化と多様性　共生の世紀へ　生きた化石　なぜ何億年も滅びない　えさ食べ
尽くさず確保

２００１．７．１６

日本工業研究者と市民の情報交換を促進　国環研が「友の会」設立２００１．７．２４

読売新聞国立環境研究所の民間支援組織発足２００１．８．８

日経国立環境研究所が情報提供の「友の会」２００１．８．８

朝日国立環境研来年度から　将来復元の夢�２００種類保存へ　希少細胞「タイムカプセル化」
絶滅危ぐ種よみがえれ

２００１．８．１５

信濃毎日最先端の研究を一般向けに解説　国立環境研が情報誌２００１．８．１８

読売（夕刊）���の窓－研究所と社会の接点に２００１．８．２３

読売（夕刊）スギ花粉　精密予報　１時間ごと２日先まで　１都６県に　監視装置４０台　環境省２００３
年から

２００１．８．２５

日経化学物質のタイムカプセル　生物を冷凍保存　環境省２００１．８．２７

秋田さきがけ（夕
刊）

研究内容を広く提供　友の会を設立　地方会員募る　国立環境研究所２００１．８．２８

環境環境分析の現状と課題　分析機器の専門家必要　信頼性高い環境情報を２００１．８．２９

毎日冊子「環境儀」を創刊２００１．９．９

日経産業調査・報告から　環境情報開示に関する統計　地域社会と取引先が上位に２００１．９．１４

秋田さきがけ社説　日曜日の朝をともに　自然との共生は可能だ　―「環境儀」を考える―２００１．９．１６

朝日抑制への貢献　日本も　環境・エネルギーと地域の強調　京都議定書発効に向けて２００１．９．１７

日本工業科学技術創造立国へ　今こそモノづくり　第３部頭脳集積地　変革する筑波　国研，独
法化で大変身

２００１．９．１８

赤旗サンゴ　ピンチ　白化現象　温暖化で多発のおそれ２００１．９．２３

日経絶滅種　時を超え復活狙え　「冷凍動物園」で遺伝子など保存２００１．９．２３

日経産業アジアの動植物網羅　データベース作り着手　国立環境研２００１．１０．２

日経土壌水銀　微生物で蒸気に　国環研，浄化技術を開発２００１．１０．２２

読売黄砂　日中で共同研究　環境保全へ　衛星で地勢データ収集２００１．１０．２３

朝日メラトニンのがん抑制作用　電磁波が機能阻害　細胞のレベルで国立環境研確認２００１．１０．２８

読売社説　異常気象　国際観測の先導役を果たしたい２００１．１０．２８

日刊工業埋め立て有害物質の特性分析２００１．１０．２９

日経ディーゼル車排ガス　ダニアレルギー悪化　国環研，動物実験で確認２００１．１０．２９

環境毒性評価に「有用」　バイオアッセイ試験法国環研が研究報告２００１．１０．３１
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日経産業先端技術　スーパーコンの相互利用網　つくば���整備急ピッチ　省庁の壁超えて用
途開拓

２００１．１０．３１

日刊工業森林の���吸収　産・官・学共同研究　国立環境研，北大，北海道電２００１．１１．５

朝日（夕刊）東京タワー周辺に強電磁波　市民団体調査　国によっては「有害」レベル２００１．１１．６

環境北京など３都市　エアロゾルが高濃度　国環研，中国と共同研究２００１．１１．７

環境森林の���吸収能力　定量的計測手法確立へ　国環研，北大，北海道電力　育成過程通
じ調査　

２００１．１１．７

朝日アオコに悩む中国　毒素でがんや奇形多発する可能性も２００１．１１．１４

毎日（夕刊）独立行政法人　５７組織で役員１００人増　４月発足後　次官越す報酬も２００１．１１．１５

朝日（夕刊）細胞・組織バンク　創薬や再生医療に貢献　難しい培養・凍結の技術　野生動物の保存
にも応用

２００１．１１．１９

日刊工業炭素循環メカニズム植物内固定化�地球規模で調査　温暖化解明へ生産量分布図２００１．１１．２０

朝日国環研など新「吸着剤」　環境ホルモン微量も逃さぬ　検出コスト１割に２００１．１１．２６

日刊工業環境・エコビジネス　都市部の���動態解明調査　国立環境研究所２００１．１１．２９

朝日（夕刊）環境ホルモン東京湾に追え　横浜市大など来月から調査　汚染たまり場返上へ２００１．１１．２９

朝日（夕刊）光化学スモッグ　消えた？　今でも年２５９日発令　昨年度・全国延べ　被害は激減，「元
凶」車に

２００１．１２．１２

環境水質総量規制の�・�対策で注目されるバイオ・エコエンジニアリング２００１．１２．１２

朝日妊娠ネズミにダイオキシン　生まれた雄の性行動抑制　環境研発表２００１．１２．１５

毎日絶滅危惧種の「タイムカプセル」　生殖細胞を冷凍保存　ツシマヤマネコ，シマフクロ
ウ・・・　将来，復元できる？　環境省

２００２．１．１

朝日ネズミに環境ホルモン疑惑物質　許容量以下で精子減　環境研が実証２００２．１．５

日経排ガスのナノ粒子調査　環境省，人体への影響研究２００２．１．７

読売つくばの研究所は・・・　保護意識が低い？　低公害車導入１割に見たず　筑研協が調
査　「予定ない」は６割

２００２．１．１２

日経９つの公的研究機関　環境分野で連携強化２００２．１．２１

読売環境開発サミット２１世紀の道探る，開発が崩した自然との調和２００２．１．２３

茨城利根かもめ大橋のヒヌマイトトンボ　姿消した？�波崎２００２．２．１

朝日アジアの経験つなぎ新たな発展モデルを２００２．２．３

朝日���測定法を共同研究２００２．２．７

日経アオコの被害防止策　アジア太平洋各国に　国立環境研など，技術移転２００２．２．１０

毎日ヒヌマイトトンボ　県など環境調査終える　国立研究所研究員「生息の徹底確認を」２００２．２．１３

読売ディーゼル微粒子９割除去　ヒノキ油脂で排ガスを浄化　高知工科大などが開発２００２．２．１７

日経オゾン層破壊ガス　熱帯林も発生源か　環境研，アジアの植物分析２００２．３．１８

茨城植物がオゾン破壊物質放出　つくばの国立環境研　英科学誌に発表２００２．３．２１

日刊工業地球環境推進費の０２年度課題を選定　環境省２００２．３２５

茨城超高速の情報網整備　民間企業参加促す　つくば���開通　２００２．３．２６



９．環境情報に関する業務の状況

（１）国立環境研究所ホームページのヒット数

３５，００６，９２３件

（２）国立環境研究所ホームページへの照会件数

質　問�　　　　　１６７件

リンク依頼　　　　７２件

出版物掲載依頼　　３件

（３）環境情報提供システム（���ネット）のヒット数

１９，３７１，１４１件

（４）環境情報提供システム（���ネット）への照会件数

６１３件

（５）環境データファイル提供実績

貸　出　　　　　　２７２件

コピーサービス　　７５６件

（６）環境データベース登録件数

７０件

―�����―

国立環境研究所年報（平成１３年度）









































































国立環境研究所年報

平成１３年度

平成１４年６月１１日

編　集　国立環境研究所　編集委員会　　　　 

発　行　独立行政法人　国立環境研究所　　　 

〒３０５－８５０６　茨城県つくば市小野川１６番２

電　話　０２９８－５０－２３４３（ダイヤルイン）

印　刷　株式会社　イセブ　　　　

〒３０５－０００５　茨城県つくば市天久保 ２－１１－２０


	目次-v
	目次-vi
	目次-vii
	目次-viii
	目次-ix
	目次-x
	目次-xi
	目次-xii
	目次-xiii
	目次-xiv
	目次--xv

